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　途上国に居住する若者に投資するのに今ほどよい時期はない．それが本

年度版『世界開発報告』（このシリーズとしては第 29 回目）のメッセー

ジである．12-24 歳のグループ（13 億人と史上最大）はもっとも健康的

でもっともよく教育されており，基本スキル以上のものを要求する世界の

なかで，その上に築き上げていくには強固なベースとなるだろう．

　彼らこそ次世代の労働者，企業家，親，活動的な市民，まさに指導者に

なるだろう．さらに，今後の出生率の低下を考えると，彼らが成人になっ

ていく際，前世代に比べると被扶養者が数少ないであろう．今度はそれが

成長を押し上げる可能性がある．生産年齢人口のシェアを引き上げ，かつ

家計貯蓄を増大させることによってである．各国はどんな発展段階にあろ

うとも，社会の高齢化でそれが閉じてしまう前にこの機会をつかみとる必

要がある．そうすれば，各国は成長率を高めて，貧困をさらに削減するこ

とができるだろう．

　本報告書は，政府の正しい政策によって若者の潜在能力を，解放し成長

させることができるとし，それを学習する，働く，健康でいる，家族を形

成するそして市民権を行使するという人生の５つの重要なステージについ

て分析する．各国政府としては各過渡期において，直接的に投資を増やす

だけでなく，若者やその家族が自分たちのために投資する環境を改善する

必要がある．この報告書は若者が自助努力で開発し社会に貢献できるため

の３つの政策指針を示している．それは，機会を拡大する，能力を高める，

およびセカンド・チャンスを提供する，というこの 3 つである．

　若者に対する投資は，貧困をなくすという世界銀行の開発戦略の主軸に

も大きく貢献する．と同時に，若者に対する投資は，貧富にかかわりなく，

あらゆる諸国の政府にとってチャレンジである．さまざまな状況下で，若

者が良い政策と制度に支えられて，何とかこのチャレンジに対処するだけ

でなく，進んで成功して，全世代の将来に貢献しているという事例を検討

することによって，本書がこのチャレンジの取り組みに寄与できることを

期待したい． 

序

世界銀行総裁
ポール・D・ウォルフォウィッツ
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若者について書く
　本報告書の執筆における最大の挑戦は，情報ベースにむ
らがあったことである．若者の市民権や移住などいくつか
の問題について，診断的な分析を行うためのデータは限ら
れていたのである．より重要なのは，この報告書が対象と
している過渡期とその問題について，若者向けのプログラ
ムや政策の厳格な評価がほとんどなかった点である．この
ような欠陥に対処するため，チームとしては以下に述べる
協議や調査を活用した．また，インパクト評価のうち，継
続中であったか，または報告書の締め切りまでに完了しそ
うなもの数件を支援した．

若者の話を聞く
　『世界開発報告』（World Development Report : WDR）シリー
ズとしては，もっとも精緻かつ広範な協議が実施された．
以下に列挙する発展途上国 26 カ国から延べ 3,000 人を超
える若者が，フォーカスグループ形式の検討会に参加した
のである．
　アルゼンチン，バングラデシュ，ブラジル，ブルキナファ
ソ，中国，ドミニカ共和国，エジプト・アラブ共和国，グ
ルジア，ガーナ，ホンジュラス，インド，ケニア，マケド
ニア旧ユーゴスラビア共和国，メキシコ，モザンビーク，
ネパール，ナイジェリア，パプアニューギニア，ペルー，
ロシア連邦，シエラレオネ，タイ，東ティモール，トルコ，
ベトナム，イエメン共和国．
　各国の参加者が当該国の若者層を代表する形になること
を保証するように，若年労働者や政府，非政府組織，パー
トナー機関，世界銀行の専門家と協議した．このような
若い男女が 2005 年 11 月から 06 年 5 月にかけて，この
報告書がいうところの 5 つの人生の過渡期について議論・
検討を行ったのである．このプロセスを担当したのは世界
銀行の各国事務所であるが，人間開発ネットワークの「児
童・若者ユニット」，渉外関係副総裁局（EXT），WDR 担
当者で構成される共同チームが強力に支援した．特別な努
力を払って，若い女性，農村部の若者，障害者など，発言
に耳を傾けてもらえないことが多い若者にも参加しても
らった．このような検討はチームが仮説を立て，定量的な
発見を評価し，分析を中身の濃いものにするのに大いに役
立った．会合は 2-3 時間で終わる場合もあれば，3 日間に
わたることもあった．本報告書の執筆を担当する中核チー

ムのメンバーが直接対話にかかわることもあったが，多
くの場合，ウェブサイト（www.worldbank.org/wdr2007）
にアップされて入手可能になっている報告書を受領しただ
けにとどまる．また，チームはヨーロッパ，日本，北アメ
リカのグローバルな若者組織の代表者や若者リーダーと接
触した．それには世界銀行の「若者・開発・平和ネットワー
ク」，「フランコフォニー」（Francophonie：フランス語圏
の国際組織），「青少年イベロアメリカ組織」（Organización 
Ibero-Americana de Juventud：OIJ）のメンバーが含まれる．
新しいメディアを活用して，世界銀行ウェブサイトへの若
者の自由な書き込みに加えて，世界中の若者リーダーとの
電子会議やビデオ会議も行った．
　本報告書の余白部分の引用は WDR 担当者による若者
と の 協 議（Mangiaterra and Vollmer 2006 お よ び www.
worldbank.org/consultations を 参 照 ） と，2005 年 10
月に開催された「青少年社会的技術系企業家精神会議」

（Youth Social Technopreneurship Conference） に 関 連 し
た電子会議からのものである．これ以外を出典とする引用
に関しては，巻末の注あるいは引用のすぐ下に出典を明記
してある．

若者についての調査
　本報告書が対象とした問題のなかには，途上国に関する
既存の調査ではカバーされていないものもある．このよう
な問題に関して洞察を得るために，チームとしては 2005
年末と 2006 年初めに，アルバニア，バングラデシュ，エ
チオピア，イラク，マレーシア，ルーマニア，タジキスタ
ンについて，インターメディア社（InterMedia）による各
国の代表的な視聴者調査に質問事項を追加した．さらに，
情報通信技術（ICT）利用と政治的態度にかかわる豊富な
情報を同社の調査データバンクから入手した．
　世界銀行が所管している途上国全部と先進国 21 カ国を
含む全 97 カ国における既存の各国家計調査に基づいて，
大規模な新しいデータベースが作成されている．国別比較
の際には，先進国全部と途上国の過半数について，1 カ国
につき 1990 年代と 2000 年代初頭の少なくとも 2 回の
調査時点のものを使った．このデータは人口動態保健調査

（ORC Macro 社）と生活水準測定研究調査に基づくデータ
で補完してある．

方法論に関する注
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ABC 禁欲・貞節・コンドーム使用

AGETIP 公共事業団

AIDS エイズ（後天性免疫不全症候群）

ART 抗レトロウイルス療法

ASER 教育報告年次調査（インド）

AVU アフリカン・バーチャル大学

BMI 体重指数

BRAC バングラデシュ農村振興委員会

CDC アメリカ疾病予防管理センター

CDCA 子供青少年擁護センター（英語）

CEDECA 子供青少年擁護センター（ポルトガル語）

CEDEPA 開発人口行動センター

CORFO 産業振興公社（チリ）

DDR 武装解除・動員解除・社会復帰

DHS 人口動態保健調査

DPT 三種（ジフテリア・百日咳・破傷風）混合予防接種

ECD 早期児童開発

EFA 万人のための教育

EPL 雇用保護法制

EU ヨーロッパ連合

FAO 国連食糧農業機関

GDP 国内総生産

GNI 国民総所得

GNP 国民総生産

HIV HIV（ヒト免疫不全ウィルス）

ICL 所得条件付きローン

ICT 情報通信技術

IEC 情報・教育・通信

IFPRI 国際食糧政策研究所

ILA 個人学習勘定

ILO 国際労働機関

IMF 国際通貨基金

INCAP 中央アメリカ・パナマ栄養研究所

IUD 子宮内避妊器具

LRA 神の抵抗軍

MENA 中東・北アフリカ地域

MTV ミュージック・テレビジョン

NEPAD アフリカ開発のための新パートナーシップ

NER 純就学率

NFHS 全国家族健康調査

NGO 非政府組織

OECD 経済協力開発機構

ORC オピニオン・リサーチ・コーポレーション

ORT 経口補水療法

PETI 児童労働撲滅のためのプログラム（ブラジル）

PIRLS IEA（国際到達度評価学会）の国際読解力調査

PISA 生徒の学習到達度調査

PRS 貧困削減戦略

PRSP 貧困削減戦略ペーパー

SACMEQ 教育モニタリングのための南東アフリカ諸国連合

Sida スウェーデン国際開発協力庁

SMS ショート・メッセージング・サービス

SPW 学生パートナーシップ・ワールドワイド

STD 性感染病（性病）

STI 性感染症

TIMSS 国際数学・理科教育動向調査

UCEP 恵まれない子供たちのための教育プログラム

UNAIDS 国連エイズ計画

UNDP 国連開発計画

UNESCO ユネスコ（国連教育科学文化機関）

UNHCR 国連難民高等弁務官

UNICEF ユニセフ（国連児童基金）

UNODCCP 国連薬物統制・犯罪防止事務所

USAID アメリカ国際開発庁

WDR 『世界開発報告』

WHO 世界保健機関

略語およびデータ注

略語
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データ注
　本報告書の地域別および所得別のグループに含まれてい

る諸国は，主要世界開発指標の冒頭にある「地域所得によ

る国の分類」に列挙されている．所得別の分類は 1 人当

たり国民総所得（GNP）に基づいており，本年度版に使わ

れた所得別分類の水準は主要世界開発指標の序に示されて

いる．図表中に示されているグループの平均値は特記がな

い限り，グループ内に属する諸国の単純平均値である．

　経済圏について国という用語を使用しているが，世界銀

行がその領域の法的ないしそのほかの地位について，何ら

かの判断をしているということを意味するものではない．

（発展）途上国という用語は低所得国と中所得国を含み，

したがって，便宜上，中央計画経済からの体制移行国を含

むこともある．高所得国という意味で，先進国という用語

が使われていることもある．

　ドルの数字は特記がない限り，名目の米ドル表示である．

ビリオン（10 億）はミリオン（100 万）の 1,000 倍，ト

リリオン（兆）はビリオンの 1,000 倍を意味する．

　本報告書ではセルビア・モンテネグロという表現が用い

られている．議論しているイベントが 2006 年 6 月にモ

ンテネグロ共和国が独立する以前に起こったか，あるいは

セルビア共和国とモンテネグロ共和国に分割したデータが

入手不可能であるためだ．
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　ジョオジアの演技は見る人をとり
こにする．15 歳の貧しい浮浪児で，
落第生でもある彼女は女優になるこ
とを夢見ている．ブラジルのレシ
フェ市にある少女用の補導施設を訪
れた開発援助使節団の旅慣れたメン
バーの目も涙で濡れた．彼女は寓話
劇のなかで虐待される少女の役を演
じていたのである．生活のストレス

（家族の無関心，就学のむずかしさ，
シンナー遊びのプレッシャー，男た
ちの歓迎されざる言い寄り，家政婦
のパート職など）に，どうやって対
処したらよいのだろうかと自身で悩
む役柄だ．ジョオジアがうまく演技
をやれたのは，おそらく役柄が自分
の生活にきわめてよく似ていたから
であろうが，・・・彼女が才能に溢
れていたのも確かである．
劇が終わると，この早熟の女優は外
国人訪問団と話している間に，恥ず
かしがり屋で，自意識過剰のぎこち
ない，本来のティーンエージャーに
戻った．読み書きの能力や生活上の
実際的な知識を身に付けながら，安
全な場所で演劇の練習ができる機会
を提供してくれてありがとう，と彼
女は礼を言った．自分の将来，特に
時折通っている公立学校のつまらな
い授業に，どうやったら意欲が出て
くるのかを心配していた．しかし，
これまでの短い人生のなかでは初め

て，希望に溢れているようであった．
　一方大西洋を越えたシオラレオネ
のフリータウン市では，23 歳のシ
メオンはこれからどうしようかと考
えている．これまでの 15 年間，彼
の人生は長い内戦のせいでメチャ
メチャにされていた．紛争の中心
地帯コイドゥに住んでいた彼の家族
は，攻撃を避けるため数回にわたり
退避しなければならなかった．一度
は捕まって，2 年間も反乱軍で奉仕
を強制された．そのように長期間に
わたって暴力と隣り合わせに暮らし
ていた影響は，彼の話の端々にし
か残っていない．自分ではすでに 3 
回死んだと感じているそうである．
戦闘要員に十分な食糧を提供しな
かったという理由で父親が殺された
時，母親が強姦されて殺害された時，
そして，妹が売春婦としてコイドゥ
に強制連行された時の合計 3 回だ．
　にもかかわらず，彼は人生をやり
直したいと思っている．カウンセリ
ングと教育を通じて，若者の更正に
奉仕する非営利組織でボランティア
として働きながら，彼はグループの
一員として，コンピュータの操作方
法を含め再び勉強していることに充
実感を抱いている．お金が稼げる仕
事さえ見つかれば，妹を悪夢のよう
なコイドゥの生活から救い出して，
フリータウンに連れてきたいと思っ

ている．
　地球を半周したハノイのもっと
も著名な高等専門学校の 3 年生で，
21 歳のヴァンは，友人の家で自分
のバンドでセリーヌ・デイオンの歌
を練習している．勉強熱心な彼女は，
ともに専門職についている両親の
無条件の応援を背に，厳しい入学試
験に合格したのである．自宅のコン
ピュータを使い，ニュース記事を英
語からベトナム語に翻訳するアルバ
イトで小遣いを稼いでいる．この経
験がジャーナリズムへの就職に役立
つだろうと期待してのことだ．コン
ピュータ・ゲームとインターネット・
サーフィンが大好きで，それが IT 
技術に関する並外れた自信になって
いる．インターネット・テレフォニー
とインスタント・メッセージのおか
げで友達に常時つながっていること
も自信の源である．
　目先の悩み事は，混み合った土曜
日の夜，ボーイフレンドが購入した
ばかりのスクータに乗せてもらっ
て，ハノイの市街を走り回ることを
両親が許してくれないことである．
最近バイクで大事故を起こした何人
もの友人の話を耳にしている両親
からすれば，自分の身の安全を心配
してくれてのことだということはわ
かっている．

　ジョオジア，シメオン，ヴァンのような若者は大勢いる．実は，世界

史上のどんな時期に比べても多いくらいなのである．各自が，自分自身

だけなく，家族，社会，そして国にとって，リスクとチャンスの双方に

あふれた時代を迎えつつある．彼らの経験が総合されて，次世代の労働

者，親，および指導者の質を決定することになるだろう．スキルを開発

すること，財政的な独立性への道を歩み始めること，市民社会と幅広い

関係をもつことなどにかかわる決定は，彼ら自身とその家族をはるかに

越えて長期間にわたる影響を及ぼすことであろう．
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「ぼくたちの親にはぼくたちのような
機会はまったくなかった．それを最
大限に活かして何かを達成し，親が
年とった時に面倒をみてあげられる
かどうかはぼくたち次第だ．」

バングラデッシュ，ダッカの若い男性，
2006 年 1 月

　若者が国の将来に大きな影響を及ぼすということは，ほとんどの政策

当局者が理解している．しかし，それを助けようとすると，ジレンマに

直面する．公共投資のおかげで初等教育修了率が激増したのに，なぜ非

識字率は高いままなのか？　企業が熟練労働者の不足を嘆いているなか

で，なぜ大勢の大学卒業者は何ヵ月も，いや何年も失業状態にあるのか？

人目を引く世界的な禁煙キャンペーンが展開されているのに，なぜ若者

は喫煙し始めるのか？　ほとんど読み書きができないのに，小学校に行

くには歳をとりすぎている 10 代後半の復員した元戦闘要員はどうした

らよいのか？　これらはむずかしい問題であるが，他にも山積みの問題

がある．この解答は成長と貧困削減にとって重要である．今回の『世界

開発報告 2007』では，このような問題に取り組むための枠組みを提示

した上で，政策やプログラムを例示してみたい．

　若者が通過する 5 つの過渡期における決定が，人的資本がどのよう

に安全に維持され，開発され，そして活用されるかに関して，長期的に

は最大のインパクトを及ぼす．その 5 つの過渡期とは，学習を続けて

いる時期，就職する時期，健康的な生活様式を身に付ける時期，家庭を

もつ時期，および市民権を行使する時期である．このような過渡期に本

報告書が焦点を当てていることそれ自体から，「次世代」にだれを含め

るべきかということに関して，われわれの選択は明らかになるだろう．

社会によってそれぞれ時期が異なるので，本報告書では 1 つの限定さ

れた年齢層に執着せず，思春期から経済的な独立期までをカバーするた

め，12-24 歳という幅広いレンジを妥当な年齢層にしたい注 1．

　若者とその家族は決定を行なう．しかし，政策や制度もリスク，機

会，そして最終的には結果に影響する．このような政策に「若者のレン

ズ」をかけて見ることによって，本報告書では改革のために次のような

3 つの戦略的な方向性を提示している．

機会．人的資本開発の機会を拡大する．そのために，教育や保健のサー

ビスへのアクセスを拡大するとともに質を改善する，職業人生の開

始を円滑にする，若者が望んでいる支援策を明確に主張する発言権

とその提供に関与する機会を付与する．

能力．このような機会のなかから賢明な選択ができるよう若者の能

力を開発する．そのためには，若者を意思決定のエージェントとし

て認識し，その決定が十分な情報，資源，および思慮に基づいて行

なわれるよう後押しする．

セカンドチャンス（再起のチャンス）．運が悪かった，あるいは選択

を誤まった場合，それでも追いつけるという希望とそのためのイン

センティブになるような対象を絞ったプログラムを通じて，セカン

ドチャンスを提供するのに有効な制度を整備する．

•

•

•
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若者に，今，投資せよ
若者がおかれている状況は，成長を加速し貧困を削減するために，世界

にとって千載一遇の好機を示現している（第 1 章）．第 1 に，過去数十

年間における開発成果のおかげで，小学校を修了し，小児病を生き長ら

える若者が増加している．ただし，今日の競争的なグローバル経済で成

功するためには，識字能力以上の高等スキルを身に付けていなければな

らない．健康を維持するためには，性病や肥満など新たな疾患に立ち向

かわなければならない．第 2 に，多くの諸国で出生率が低下している

ということは，現在の若者は非労働力被扶養者が少ないまま労働力に

なっていくので，養うべき被扶養者も少ないということを意味する．た

だし，長期間にわたって失業状態にあれば，やはり経済にとってはマイ

ナスになる．

強固な人的資本に基づく
　貧困層にとっては労働がおもな資産であるため，それを生産的にする

ことが貧困削減にとって最善の方法となる．そのためには，お金が稼げ

る機会を増やし，そのような機会を活用するための人的資本を開発する

ことが必要である．広い基盤をもつ経済成長が重要である注 2．基本ス

キルと福祉の基盤を提供するためには，特に子供たちに対して基本的な

教育と保健ケアを提供することも同じく重要である．両者の提供は著し

い進展をみせている．中国とインドを除く低所得国における小学校の就

学率は，1970 年の 50％から 2000 年には 88％にまで上昇した．世界

全体の出生時平均余命は 40 年弱の間に，51 歳から 65 歳にまで上昇し

ている注 3．

　このような進展を受けて，新たなチャレンジが浮上している．さらな

る進展のためには，もっと有能で積極的な若者が必要である．

　しかし，初等レベルの修了率が上昇したのに伴い，中等学校の収容能

力に負担がかかっている（図 1）．インドネシアではほぼ全児童が 6 年

間の学校教育に就学し，最貧層でさえ 80％が初等レベルを修了してい
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図 1　インドネシアとザンビアでは初等学校の就学率は高いが，中等レベルの就学率は大幅に低くなっ
ている

ザンビア（2001 年） インドネシア（2002 年）
各学年の修了率（％） 各学年の修了率（％）

学年 学年

上位 20％層男子
上位 20％層女子
下位 40％層男子
下位 40％層女子

出所：人口動態保健調査（DHS）に基づく筆者の試算．
注：5 分位層は資産指数と住居の特性（DHS）に基づく．
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る．しかし，その先になると，貧困層を中心に就学率が激減する．ザン

ビアではそもそも貧困層の就学率が低いものの，中等レベルになると

いっそう落ち込んでいる．初等教育が総じて拡大傾向にあるなかで，南

アフリカ，東ヨーロッパ，旧ソ連を除けば，特に女子は取り残されてい

る注 4．もっと不安なのは，小学校を卒業した膨大な児童が，学ぶべき

ことを学んでいないということだ．標準テスト（科学技術だけでなく基

本スキルに関するものも含む）によれば，途上国の生徒は経済協力開発

機構（OECD）諸国の生徒に比べて大幅な後れを取っている（第 3 章）．

多くの産業できわめて重要な問題解決能力などの高等スキルに対する需

要がちょうど高まっている折に，基礎教育の質と社会性にかかわる懸念

が表面化している．一般的な予想に反して，統合化されたグローバル経

済のなかでは，教育程度の高い熟練労働者の入手可能性（供給）が高まっ

ても，必ずしもスキルの収益率逓減につながらない．実際には，スキル

集約的な技術変化を加速化することによって，スキルに対する需要を増

大させる可能性があろう注 5．投資環境調査が示すところによれば，ア

ルジェリア，バングラデシュ，ブラジル，中国，エストニア，ザンビア

など多種多様な途上国では，全企業の 5 分の 1 以上が労働者のスキル

と教育が不十分なことが操業にとって重大ないし深刻な障害になってい

る注 6．中等および高等教育にかかわる私的な収益率は，初等教育が普

遍化した諸国を中心に上昇を続けているのである．

　健康の分野においても新たなチャレンジがある．幼児期の疾患を生き

長らえた若者は，まだ非常に脆弱な年代にもかかわらず，性活動に乗り

出し，アイデンティティ探求やリスクテーキングの年齢を迎えて，別種

の健康問題に直面する．2005 年現在，世界全体で HIV 感染者は 500

万人に達すると推定されているが，そのうち半分以上が 15-24 歳の若

者，さらにその過半数が若い女性と少女である（第 1 章と第 5 章で検討）．

このような破滅的な病気の経済的効果には甚大なものがあろう．南アフ

リカでは，HIV/ エイズは GDP 成長率を 20％低下させるとみられてい

る．サハラ以南アフリカでは，15-29 歳の若年層にとって圧倒的に第 1

位の死因になっている．その他の地域でも，非伝染性疾患が今や若い女

性の間では第 1 位の死因である．若い男性にとっては事故や暴力によ

る傷害が最大の死因である．

　このようなチャレンジへの取り組みが少なくとも 2 つの理由から，

将来にわたる貧困削減に影響するであろう．第 1 に，学ぶ能力は若年

者のほうが中高年者よりもずっと大きいため，スキル，健康的な習慣，

コミュニティや社会に関与したいという欲求を修得する機会を逃すと，

それを矯正するためには非常に大きなコストがかかる．第 2 に，人的

資本という面から若者の成果は彼らの子供たちに影響を与える．親の教

育程度が高いほど，子供は数が少なく，健康で，教育水準が高くなる傾

向にある．途上国では，特に南アジアやサハラ以南アフリカの低所得国

では，ある程度の中等教育を受けた母親の家庭は予防接種率が高くなっ

ている．このような世代間の効果が長期的には家族を貧困から引き上げ

「…最低のスキルの仕事でさえ…中等
学校の卒業，いや時には大学教育さ
え必要とされる．…そんな必要など
ないのに．だから，何らかの理由で
中等学校を修了できなかった子供た
ちは，取り残されてしまっている．」

アルゼンチン，ブエノスアイレスの若者，
2005 年 12 月
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るのである．

人口構成上の「若年層の膨張」という好機をとらえる
　若者の問題に取り組む必要性は人口動態にも根拠がある．現在の若者

の人数がとにかく多く，それが労働力に占める割合が高いため，財政に

対する需要がどうしても大きくなっている．

　世界全体でみると，現在，15 億人が 12-24 歳であり，そのうち 13

億人と史上最大の若者が途上国に居住している．この数は今後さらに増

加するが，その増加はわずかなものにとどまろう．出生率が低下して横

ばい状態に急接近しつつあるからで，そのため世界の人口構造には「若

年層の膨張」という状態が出現する．この膨張とおそらく同じくらい重

要なのは，出生率低下の時期が異なるため，各国の年齢構成が多様化す

ることであろう．先進国では，このような出生率の低下はかなり以前か

ら始まっていたので，ベビーブーマーといわれる中高年層が膨張を構成

している．そこでは十分かつ維持可能な高齢者所得支援策をどうやって

確保するかが，喫緊のチャレンジとなっている．

　ヨーロッパ・中央アジアの体制移行国を中心とした少数の途上国も，

先進国の年齢構成パターンを踏襲している．しかし，ほとんどの途上国

では若年層の人数はピークに近づきつつあるか，あるいは今後 10 年間

でそうなるであろう．ただし，サハラ以南アフリカ諸国，アフガニスタ

ン，イラク，ヨルダン川西岸・ガザ，およびイエメン共和国では，今後

20 年間以上にわたってピークを打つことはなかろう．すなわち，若年

層が幅広いベースを形成して，年齢が上がるしたがって先細りになると

いう典型的な形の人口ピラミッドがみられるであろう．

　このような人数は財政と経済の面でリスクになる懸念がある．最近の

研究では，サハラ以南アフリカの中等学校生徒 1 人当たりの年間コス

トは，初等レベルのほぼ 3 倍に達すると推定されている注 7．それにエ

イズや非伝染性疾患の取り組みや，好調な時期でさえ管理が困難な財政

負担のコストを加算すれば，成長に対して制約になるおそれがある．さ

らに，ヨーロッパやアメリカでベビーブームの時期に起こったように，

もし若者が長期間にわたって失業状態にとどまれば，人的資源の浪費に

なるばかりでなく，期待のミスマッチと投資環境や成長の足を引っ張る

ような社会不安を引き起こすリスクが高くなる注 8．

　しかし，このような大きな数は好機でもある．出生率の変化は，多く

の途上国が生産年齢人口の割合が大きいという局面にすでに入っている

か，あるいは間もなく入るということを意味する．扶養すべき子供や高

齢者が少ない労働力のこのような増加は，人的資本の構築など他のこと

向けに支出を増やすことができるという好機の窓口を提供してくれる．

扶養率の低下という好機の窓口は，出生率低下のテンポにもよるが，向

こう 40 年間は開いたままとなる可能性がある．その後は高齢化によっ

て窓口が閉じる．吉報としては，ほぼすべの途上国では依然としてこの

窓口が開いている（図 2）．この窓口に早く入った諸国をみると，好機
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をフル活用しているところと，そうでないところがある．ある研究によ

れば，1965-90 年におけるラテンアメリカを凌駕する東アジアの高成

長のうち，40％強は生産年齢人口の伸びが高かったことと，貿易と人

的資本開発にかかわる政策が良かったことに起因するとされている注 9．

若年層では収益性が高い人的資本への投資に失敗した諸国は，このよう

な人口動態上の配当を獲得することができないであろう．

　サハラ以南アフリカ，南アジア，および中東・北アフリカのその他の

貧困諸国では，まさに好機の窓口が開こうとしている（図 2）．アジア

諸国のような成長経路をたどるためには，若年層が人的資本を開発して，

それを仕事で生産的に使える機会を広げるような政策と制度が必要であ

ろう．まさしく，労働力が主として幼児期や青年期に築いてきた総合的

なスキルが，企業に対する投資環境に大きく影響するのである．また，

初等レベル以降の教育にかかわる就学率が高いほど，すべての途上国に

共通の特徴であるスキル不足といった状態は少なくなるだろう．

　適切な対応策を今とっておくということが，将来的に大きな成果をあ

げることにつながるだろう．次世代の世帯主や親となる若者は，自分た

ちの子供に対して甚大なインパクトを及ぼすからだ注 10．ケニアを例に

とると，エイズが人的資本に大損害をもたらすものと予測されている．

親が早死にして，人的資本形成のメカニズムが弱体化したからである．

さらに，次世代の若年成人の間では高死亡率が予想されるため，家計に

おける教育投資の期待収益率が低下しており，それがさらに損害を大き

くしている．若者への投資は，コストが高いかもしれないが，それだけ

の十分な価値があるのである（ボックス 1）．

若者の 5つの過渡期における投資
　若者と社会の福祉に影響する決定というのは，生産的な労働者，世帯

主，市民，およびコミュニティ指導者になるために必要とされる基本的

2045203520252015200519951985197519651955

図 2　人口動態上の好機の窓口が開閉する時期
窓口閉鎖済み

日本

イタリア

窓口閉鎖（10年以内 ）
中国

チリ

窓口閉鎖（10年以上後 ）
インド

ボリビア

窓口開口（これから ）
アフガニスタン

ウガンダ

若年人口がピークの年

出所：United Nations （2006），中位予測．
注：横棒は扶養率（被扶養者数の生産年齢人口数に対する比率）が低下し続ける時期の幅を示す．
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な人的資本の形成にかかわる決定となる．若者が学習，仕事，健康，家

族，市民という各面で経験する過渡期に，本書が焦点を当てる理由はそ

こにある．このような過渡期に関する決定はうまく行なわれれば，人的

資本を開発し，保護し，そして適切に活用することになるだろう．もし

決定が悪ければ，その結果の是正はきわめて高コストになるだろう．退

学，長期にわたる失業，あるいは健康に悪いリスキーな行動は，永続的

な傷跡を残すからである．

　どの方向に向うかについての決定には，公的政策が大きく影響する．

若者が各過渡期を通過する際，人的資本の開発は貧困だけではなく，選

択肢に影響するような政策の失敗によっても阻害される．特に市場がう

まく機能していない状況下で，十分なサービスの提供ないしファイナン

スに失敗している場合にそうなる．

初等教育年齢以降も学習する
　12 歳でみると途上国では全児童の 85％強が就学しているが，この比

率は年齢が上がるにつれて減少している（図 3．図 3，4，6，7，およ

び 8 は，実際のデータを使った本報告書の第 1 章からとった数字を様

式化して提示したものである）．ほぼ全員が 24 歳までには

学校を後にしている．人生の早い時期に学んだことは生涯に

わたって維持される一方，成人になってから学ぼうとすれば

修得がずっと困難になる．

　スキルというのは人生のきわめて早い段階では親によって

育まれ，その後，子供たちは保育園や小学校に引き渡される．

若者に期待されている経路は中等学校まで続き，そこで労働

力に加わる，結婚する，あるいはさらに高次の教育を受ける，

などに関する決定がなされる．このような決定には政府の支

援が必要なこともあろう．というのは学校教育による利益の

一部は，個人というよりも社会に帰属するためである．政府

ボックス 1 若者に対する投資は大いに儲かる：人的資本投資の長期的な相互効果の推計

　最近，研究者はエイズのマクロ経済的インパクトの推計に
使われた重複世代モデルを修正して，アフリカにおける人的
資本に対する広範な投資に応用した．その結果は次の通りで
ある．「エイズは若年成人層を殺すことになるので，彼らに
体現されている人的資本を破壊するにとどまらない．彼らの
子供たちから，経済的に生産的な大人になるためにまさに必
要なこと（両親の愛情のこもったケア，知識，教育に必要な
資金を調達する能力）を奪うのである」注 11．
　中等教育の効果を明示的にモデル化した最近の論文によ
ると，1990 年にケニアにショックを与えたエイズ禍は人的
資本と 1 人当たり所得を大幅に低下させたため，両方とも
2030 年までは 1990 年水準を回復できないと推計されてい
る．教育投資は 1 人当たり所得をそれがなかった場合との
比較で 7％も押し上げることになり，この利益は 2040 年を
はるかに越えて持続する．利益の純現在価値は妥当と見られ

る割引率を使うと，要したコストの 2.0-2.5 倍にも達するだ
ろう．確かに価値ある投資だといえる．なお，教育投資につ
いては，対 GDP 比でみて 2000 年の 0.9％から 20 年の同 1.8％
にまで漸増するコストで，中等教育に補助金を供与する 30
年間にわたるプログラムを前提にしている．
　初等水準以降の教育と若年成人層の長期的な相乗効果を考
慮すれば，上記の補助金をエイズ禍と戦って，その犠牲者を
治療する措置と組み合わせると，さらに効果が大きくなるだ
ろう．教育補助金の減額とエイズ禍との戦いおよび犠牲者の
治療を組み合わせたプログラムは，合計金額は不変でも，さ
らに劇的な効果をもたらす．このような利益は生命の救助だ
けでなく，死亡率の低下という結果に伴って教育投資のイン
センティブが増大することからも発生する．

出所：Bell, Bruhns, and 
Gersbach (2006)．

12 2418
0

100

50

図 3　若者の就学率は年齢とともに低下している
同一年代層に占める割合（％）
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年齢
出所：筆者．
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は富裕層と貧困層の競争条件を平準化して，最大の才能をもった者が最

多の学校教育を受けられるようにするのである．

　この過渡期の管理に関しては，国によって成否にバラツキがある．東

アジア諸国の政府は非常に大きな成功を収めており，奇跡とさえ呼ばれ

ている注 12．このような奇跡を信じたいものではあるが，他の多くの諸

国はそれに恵まれる可能性は低いであろう．その理由は次の通りである．

ミレニアム開発目標である初等教育修了率には著しい進展がみられ

るものの，子供たちは質的にはあまり学習しているとはいえない

（ボックス 2）．

初等教育を修了した人の多くはそれ以上の教育を続けられない．学

校の不足，資源の不足，妊娠，あるいはこの 3 つすべてが原因である．

経済的および技術的な変化のグローバルな波は，労働者に対して基

本スキル以上のものを要求している．例えば，多くのラテンアメリ

カ諸国では，スキルの供給はその需要の増大に追いついていない注 13．

問題は人数の不足だけではなく，不適切な訓練にもある．

多くの若者は教育の質や学校環境が貧弱なことが原因で，努力する

モチベーションを欠いている．

学校の修了が遅れている者やまったく修了しない者もいる．マリで

は，15-29 歳人口のうち初等教育を修了した者の割合はわずか約
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　最近，ミレニアム開発目標の 1 つである初等教育修了を
達成する児童の数は激増しているが，学ぶべきことをきちん
と学んでいないため，国のニーズを十分に満たしたとはいえ
ない．前期中等レベルに進学した者も含めて多くは読み書き
がほとんどできず，日常生活の実際的なことに対処する準備
ができていない．アフリカ諸国のなかには 15-24 歳のすべ
ての若い女性のうち，小学校の 3 年間で勉強した後でさえ
単純な文章を読めるのは半分以下というところもある．また，
ガーナやザンビアでは，6 年生でもそういう状態にとどまっ
ている（図の左側）．前期中等レベル（通常は 7-9 年生）へ
の進学者でさえ達成度は低い．

　ギャップは学校教育に限られていない．多くの若者は性活
動を始める時期になっているにもかかわらず，HIV/ エイズ
の原因など生命にかかわるような基本的な知識さえない．コ
ンドーム使用に関する知識は，HIV の感染率が高い国と低い
国の両方で，学年に関係なく非常に限定的である（図の右
側）．コンドームの装着は知識があるという割合よりも通常
は低いので，リスクはさらに高くなる．このような無知は甚
大な損害をもたらす．ケニアでは，20 歳の人が 40 歳に達す
る前に死亡する確率は，2010 年について 36％と予測されて
いる．もしエイズがなければ，その確率は 8％にとどまるだ
ろう注 14．

若者の本からの知識と生活上の知識の間には大きい格差がある
12-24 才の若い女性で単純な文章が読める割合 15-24 才の若い女性でコンドームの使用で HIV/ エ

イズが防げるのを知っている割合

ザンビア

ガーナ

ザンビア

ガーナ

出所：人口動態保健調査に基く筆者の試算．
注：ザンビアの HIV/ エイズ感染率は高い．

ボックス 2 基礎教育の質が悪いため若者の機会は大きな制約を受けている

基礎教育の質が悪いため若者の機会は大きな制約を受けている
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20％にとどまっている．マラウイでは，就学している 19

歳の全生徒のうち半数以上が，何と初等レベルにとどまっ

ている（第 2 および第 3 章）．このような若者が必要と

するスキルとそれを開発する方法は，学校制度のなかを

時間通りに進んでいくもっと若い児童とはおのずから異

なってくるだろう．

生産的な職業人生を始める
　スキルは一度身に付けたらうまく活用しなければならな

い．このプロセスはほぼすべての国で，12-24 歳のどこかで

開始される（図 4）．職業人生に向けたスタートは多くの社

会学者によって，独立性に関してもっとも重要な標識だと考えられてい

る．しかし，移行は必ずしも容易ではない．青年期における長期間に及

ぶ不活動は代償が大きい．仕事に関して蓄積されたスキルや，将来の雇

用主に前向きなシグナルを送るような職歴が捨て去られてしまうから

だ．OECD 諸国における研究によれば，多くの若者がそういう経験をし

ているが，傷跡がもっとも大きくなるのは教育程度が低い人や社会的な

弱者である（第 4 章）．

　政府の政策の役割は，第 1 に，機会を制約する情報の失敗（潜在的

な雇用主が経験の浅い若者の潜在的な生産性，スキル，職業習慣などを

不正確に評価するなど）を是正することにある．第 2 に，貧困世帯が

子供が基本スキルを修得しないうちに，あまりに早く働き始めるよう強

制されることがないようにしなければならない．第 3 に，最低賃金規

制など一般的な政策に伴う結果を是正しなければならない．最低賃金が

故意ではないにせよあまりにも高水準に設定されていると，経験の浅い

若年層の雇用を創出するインセンティブを低下させるだろう．

各国が若者のために過渡期を管理する際の主要な問題点には以下が含ま

れるだろう．

あまりに早く働き始める．若い子供や青年が時期尚早にフルタイム

の仕事を始めると，搾取されるおそれがある．それが最悪の形の児

童労働を禁止する国際条約に，多くの諸国が調印している理由であ

る．あまりに早く働き始めると，学校で基本スキルを十分修得する

ことができなくなる．スキルを身に付けていたほうがさまざまな種

類の雇用主に売りやすくなるだろう．

雇用市場に参入する．どんな社会にあっても，独立した生計を確立

すことは容易ではない．というのは，特に機会をとらえるための鍵

は実績（職業習慣，職業関連スキル，ローンの支払いなど）にある

からだ．若年層の失業率が中高年層よりも一貫して高いのも不思議

ではない（図 5）．労働市場の制度が厳格な中所得国のなかには，若

年層と成人層の失業率格差が大きくて，修得したスキルが失われる

という大きな代償が発生している諸国もある．例えば，グアテマラ

•

•
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図 4　労働力への参加は年齢とともに増加している
同一年代層に占める割合（％）
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出所：筆者．

「大卒は既存のポストの 1,000 倍く
らい人数が多い．」

モロッコ，フォウム・ザオウイアの若者，
2005 年 5 月
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では，熟練職での経験が成人の読解力と言葉によらない認知スキル

を高めている注 15．

転職してスキル階層を上る．とりわけ貧困諸国では，若者は決して

怠惰ではない．一生懸命働いてはいるが，稼ぎが少ないだけである．

高賃金を得るためか，あるいは公式部門に参入するための転職は，

スキル階層を上るための 1 つの方法になる．しかし，多くの人にとっ

ては，仕事を始めたところがそのまま退職するところになっている．

健康的な生活様式を身に付ける
　死亡率をベンチマークとすれば，若者は健康であるといえよう．平均

的な 10 歳児が 25 歳に到達する確率は 97％である．しかし，若者の健

康に関しては死亡率はまぎらわしい測定値である．将来的に健康をリス

クにさらすことにつながる行動様式を反映していないからだ．若い時と

いうのは，喫煙，飲酒，麻薬，性交渉を始めるとともに，食事や肉体的

活動に対してコントロール力をもち始める時期である．そのような行動

様式というのは持続し，将来の健康に影響する．ネパールやインドネシ

アでは，15-24 歳の若者のほぼ 60％が喫煙している．多くの諸国では，

若者は 15 歳以前に性交渉を開始しているが，性活動をしている若者の

うちコンドームを使用しているのは半分以下である（第 5 章）．

　このような若者の行動様式の効果が完全に現われるのは成人になって

からであろう．このような若い時の決定がもつマイナスの効果には甚大

なものがあり，経済から生産的な人的資本を奪うとともに，公共医療コ

ストを増大させる．

　このような行動様式がもたらす健康面での（時として破滅的な）結果

は，人生の後になって顕在化するため，その治療は予防よりも困難かつ

高価となる．しかし，多くの若者は安定的なアイデンティティを探求し

ているので，時間的な視野が狭いということや情報が限られていると

いうこととも相まって，自分の健康をリスクにさらす行動を実験して

•
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図 5　失業率はどこでも若年層のほうが高齢層より高く，その格差は一部の諸国では非常に大きい
失業率（％）

地域の平均
（若者 ）

地域の平均
（成人 ）

中東・
北アフリカ

ヨーロッパ・
中央アジア

東アジア・
太平洋

ラテンアメリカ・
カリブ

南アジア サハラ以南
アフリカ

出所：Fares, Montenegro, and Orazem (2006) に基づく筆者の試算．国名は要求があれば提供可能．
注：棒グラフ全体はある 1 つの国の若年失業率を示す．その明るい部分は同じ国の成人失業率を示す．
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みたくなる．例えば，喫煙や性交渉の長期的なマイナス効果を

大幅に割り引いてしまう傾向が強い．若者の実験は健康リスク

がいっそう高いが，年齢が高くなるにつれて，その傾向は低下

してくる（図 6）．若者がリスクテーキングを減らすためには，

決定を下して，それを実行するための情報と能力をもっていな

ければならない．政策によって若者がこのようなリスクを管理

するのを支援することができるだろう．特に，政策によって，

若者が現在の自分の行動様式がもつ長期的な結果をもっと認識

するようになれば，大きな効果が期待できるだろう．

家族を形成する
　ほとんどの国では，子供が生まれて親になるのは若い時

である．多くの諸国では，過去 20 年間にわたる出生率の低

下を反映して，出産のほとんどは女性が 15-24 歳の時期に

生じている．若年層が各国の人口動態上の変化を牽引して

いるのである．途上国の少女は 25 歳になるまでに，60％近

くが母親になっている（図 7）．少年についてはこの移行が

遅く，ほとんどが 25-29 歳の時に父親になっている．

　若い親が自分の子供に投資する能力と意欲があるか否か

が，将来世代の結果を決定するのに唯一最大の要因となる．

若者は家族計画や妊産婦保健サービスに過少投資する傾向

がある．それがきわめて私的な決定のように思われること

であるにもかかわらず，政府が関与しなければならない理由であろう．

親になる移行を支援するために政府の投資が正当化できるもう 1 つの

理由は，公平性を確保するという点にある．15 歳未満で子供を生む女

性の割合は，データのある 15 カ国についてみると，富で測った 5 分位

層のうち最下位の層がもっとも高い．経済的な機会が限定されているこ

と，サービスへのアクセスが貧弱なこと，性活動，結婚，および親にな

ることに関する伝統的な規範などが原因で，非常に若い時に結婚するこ

とが奨励されているのであろう．なかには 12 歳，あるいはそれ未満で

結婚している少女さえいる（第 6 章）．

　栄養および生殖保健サービスは，若者が次世代の親になる準備をする

のにもっとも重要な人的資本投資である．栄養不足は若年層ではかつて

ほど一般的ではなくなっているものの，微量栄養素の不足は一般的であ

る．また，家族計画や妊産婦・乳幼児保健サービスの活用は多くの国で

増加傾向にあるものの，依然として利用度が低い国もある．サービスの

利用度が高まっている諸国でも，若い女性や初めて母親になる女性は

往々にしてすべてのサービスを受けていないのである．

市民権を行使する
　青年期というのは，自分の意見が家庭の外でも聞いてもらえ，認めら

れ始める時期である（図 8）．個人としてのアイデンティティを確立す

図 6　リスキーな行動は若い時期にピークに達する

同一年代層に占める割合（％）

出所：筆者
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年齢
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就労

健康リスクをおかす

12 2418
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100

50

出所：筆者

年齢

図 7　家族形成は年齢とともに増加する

同一年代層に占める割合（％）

就学

就労

健康リスクをおかす

家族形成
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るとともに，独立してより広い社会との相互交流を始めるの

である．単にコミュニティの一員であることによって，義務

（納税）とともに権利（公正な裁判）を受け取る．また，個

人がどのようにして公務員にその行動の説明責任を問える

か，正義を要求できるのか，民族や宗教が異なるグループの

人々を許容するのか，についても市民権の存在がそれらを強

調している．投票権は 18 歳以上の者に付与されているのが

一般的である．市民としてのそういった権利や義務を行使す

る意欲と能力は，通常は人生の初期に形成され，一度形成さ

れると持続性がある（第 7 章）．

　生産的な市政関与の機会がないと，若者の欲求不満は暴力的な行動に

まで盛り上がって，経済的および社会的な不安につながり，その火花は

長らく燻っていた紛争の火種に引火するおそれもある．スリランカにお

けるシンハラ族とタミール族との民族紛争の引き金になった一因は，タ

ミール人の学生が感じていた欲求不満にあった．大学内の特定の場所や

市政関与の機会から締め出されていたのである注 16．

　良い統治のために必要不可欠とされる正式な政治参加や社会組織への

関与は，民間投資や成長のためにも必要である．それによって，特にそ

れまで疎外されていたグループ，なかでも女性にとって，経済的機会が

広がることになる．また，政府に対して良い公共サービスを提供するよ

う要求する際，圧力をかけるための集団行動を強化することにもなる．

　　　　　　　　　　　――――――――――

　過渡期は重なり合っている（第 8 章）．若者のなかには単純な生活を

しており，このような過渡期のうち一度に通過するのは 1 つないし 2

つだけという者もいる．しかし，いくつもの課題をすでに背負っている

者も多い．就学しながらパートタイムの仕事をし，結婚していて，猛ピー

ドで運転し，そして市議会にも参加している．ある過渡期における決定

を覆すような政策が，他の過渡期の人的資本形成にかかわる投資環境に

容易に影響するのはこのためである．

　基本スキルは早い時期に学校で習うため，教育に対する投資に失敗す

ると，健康的な生活様式の追求と仕事にかかわるコストは大幅に増加す

る．同様にして，若者の時期尚早の死，あるいは少女の予想外の早期妊

娠につながるようなリスキーな行動は，学校教育の収益率を著しく低下

させる．長期失業はそれ以上の学校教育投資に対する無関心，精神的な

苦痛，家族形成の先送り，市民権の否定的な示威などにつながりかねない．

　このような変化の軌跡は性別にも非常に異なっている．思春期には少

女の変化は少年のものとは著しく違う．この時期は少女にとっては母親

になる能力（少女の保護を過度に制限的になるほど懸念している社会も

ある）を，少年には給与のために働くことが期待される時期を示唆して

いるのである（第 2 章の末尾には性差に関するスポットライトがある）．

「若者にはいつも夢がある．ほとんど
希望を失うことがない．だから，国
家の役割は，民主的な慣行を下支え
し，若者に政治やビジネスに参加す
る余地を与える指針になることだ．」

ペルーのフロール・デ・マリア，  24 歳

12 2418
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50

図 8　市政への関与は年齢とともに増加する
同一年代層に占める割合（％）

就学

就労

健康リスクをおかす

家族形成 市民権行使

出所：筆者
年齢
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政策は若者の機会だけでなく，能力とセカンドチャンス
にも焦点を当てるべし
　若者の過渡期における人的資本形成にかかわるチャレンジの 1 つは，

「供給サイド」に関係している．サービスにアクセスする機会と人的資

本を構築する職務経験が不足しているのである．もう 1 つは「需要サ

イド」に関係しており，それは情報，資源，あるいは経験に裏打ちされ

た意思決定の欠如を反映した行動様式が原因である．ともに適切な政策

で対応が可能である．

　どの国にも若年層の生活に影響する政策やプログラムがすでにある．

学校，大学，労働市場規制，病院，若者に投票権を認める法律が存在し

ている．しかし，それを形成するための戦略はたいていが確立した部門

別の部局で策定されている．本報告書では若者のレンズを適用して見て，

それを評価してみたい．このような戦略は若者の過渡期や環境に適して

いるだろうか？　若者のニーズに応えるのに十分だろうか？

　この評価は思春期以前に形成された人的資本の強固な基盤を出発点に

している．経済学で古くから認められている投資モデルの原則を適用

する注 17．12 歳未満児向けの準備を支持するだけでなく，本書では若者

のレンズを，政策に焦点を当てて，その影響を拡大してながめる次の 3

つの相互支援的なレンズに分割した枠組みを利用したい（図 9）．この

枠組みは政府や家族だけでなく，若者をも潜在的な投資家として取り扱

うことによって，人的資本のモデルを拡張したものといえる．

第 1 のレンズは人的資本を形成するための機会にかかわる格差と，

若者がスキルを修得し，改善し，活用するのを後押しする政策に焦

点を当てる．

第 2 のレンズは若者が入手可能な機会のなから選択する能力と，良

•

•

図 9　過渡期を 3つのレンズを通して見ると政策に焦点が当たり，影響が拡大して見える

若者の過渡期において
人的資本形成に影響す
る政策

経済全体にかかわる
政策と制度，マクロ
的安定性，投資環境，
統治，労働市場規制
教育
訓練
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い決定を行う助けになるような情報とインセンティブを供与する政

策に焦点を当てる．

第 3 のレンズは望ましくない結果の是正と，若者が将来のために人

的資本を形成する軌道に戻れるようなセカンドチャンスを提供する

政策に焦点を当てる．

　映像が焦点を結ぶためにはこれら 3 つのレンズがきちんと配列され

ていなければならないのと同じように，政策も最大限の効果を発揮する

ためにはうまく調整されていなければならない．機会をつかまえる能力

が鈍磨していたり間違っていたりすれば，それらを取り逃がすことにな

るだろう．意思決定能力（エージェンシー）が高くても，機会そのもの

が期待をはるかに下回っていれば，欲求不満につながるだろう．センカ

ンドチャンスがなければ，結果の急落につながることもあろう．過渡期

が違えば，どのレンズが大きく見えるかも異なってくる．例えば，健康

的な生活様式を維持し，家族を形成することに向う過渡期には，結果は

若者の行動様式にもっとも影響を受けるので，能力が強調されることに

なるだろう．

　経済全体および分野別の政策をこのようなレンズを通して見ると，欠

陥が見つかって優先順位が設定できるため，政策は「若者にやさしい」

ものになるであろう．欠陥を是正する必要性は，政府の好意的な手で重

荷のすべてを持ち上げなければならない，ということを必ずしも意味す

るものではない．多くの政府には，たとえ好意的であっても，必要な投

資すべてを行う資源と能力が欠如している．そうではなく，公的政策は

若者が家族の支援を得ながら，自分自身に投資する環境を改善する必要

があるということである．企業の場合とちょうど同じように，そのよう

な政策はコスト，リスク，人的投資にかかわる期待収益率などに取り組

まなければならない．以下の 3 つの節では，図 9 の右側について，具

体的な政策やプログラムの事例で説明することにしたい．

機会を拡大するための政策
　若者の人的資本の開発と活用は，小児病を生き延び，小学校を修了す

る人数が増加するのに伴って，特別なチャレンジになっている．このよ

うなチャレンジに取り組まなければ，後続する世代に貧困を継承させる

ことになる．というのは，現在の若者のあわれな結果がその子供たちに

伝達されてしまうからだ．この悪循環を打破した諸国は，若者や若年成

人の基本スキルを改善し，さらに高次のスキルに対する需要を満たし，

若者が仕事や市民生活を開始するのを円滑化している．

基本スキルの改善――ライフサイクルの早い段階で介入し，質に
焦点を当てる
　1980 年代と 90 年代における著しい教育普及からの教訓は明白で

ある．すなわち，場所の急拡大は質を犠牲にして初めて可能だったと

•
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いうことである．それは就学率は高いが成績は悪いという

ことに反映されている．モロッコやナミビアでは，学校児

童の 80％強が初等教育の最終学年まで就学してはいるもの

の，教材について最低限の習得を達成している児童の割合は

20％弱である（第 3 章）．若者はすでに代価を支払いつつあ

る．初等教育を修了した若者の多くは，読み書きができて数

字に強いという社会の一員になれるほど，十分な知識は持ち

合わせていないのである．このように，若者のレンズを通し

て見ると，初等教育の就学率を押し上げることと最低限の品

質基準を確保することとの間では，バランスを改善しなければ

ならない，というポイントが明確になる（世界中の教育成果

に関するモニタリング報告書にその十分な証拠がある）注 18．

　国としてはどうすべきか？　第 1 に，質をきちんと測定し

なければならない．就学率や修了率は学習実績よりも測定が

簡単であるため，量が強調されてきたのであろう．国内外の

学校相互間で比較可能な標準テストが導入されたため，これは徐々に変

化しつつある注 19．

　第 2 に，学習のシステムを初等前，初等，中等，高等といった孤立

した教育ではなく，ライフサイクル全体にかかわるものと考えなければ

ならない．多くの諸国にとって，これは子供たちが思春期に到達する前

に，栄養，健康，心理社会的な開発などに対する早期投資を通じて，基

盤を改善しなければならないということを意味する．ジャマイカ，フィ

リピン，トルコ，アメリカなど多種多様な諸国では注 20，育児や保育園

プログラムの充実化によって，高校生の学力テストの点数と卒業率が上

昇し，20 代を迎えた参加者の犯罪率さえ低下している（図 10）．

　うまく機能している社会に必要とされる基本スキルを修得するために

は，多くの諸国がそうしつつあるように前期中等学校教育を義務化する

必要があろう．これについても質を犠牲にすべきではない．基準の設定，

認定・評価制度の開発，教員の研修・動機付け，両親・学生・地域社会

に対する学校管理者の説明責任強化などは，そのための措置の一部にす

ぎない（第 3 章）．質の重視はコストがかかるため，一部の諸国では低

学年から実施している選抜と専門化は，後期の中等教育以降に先送りし

てもいいだろう．例えば，チリにおける中等教育改革では，職業別の専

門化は後期中等学校に引き上げられたが，確固たる学力ベースを確立す

るためには良いことであろう．

高次スキルに対する需要への対応――後期中等教育と高等教育の
社会性を改善する
　各国が基本スキルで悪戦苦闘しているのに，グローバル経済では特に

15-24 歳の時期に形成される技術や行動様式にかかわるスキルへの需要

が増大している．アジアやラテンアメリカでは競争の激化を背景に，ス

キル集約的な技術革新に対する需要が高まっている．その多くは輸出産
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出所：Walker 他 (2005); Kagitcibasi, Sunar, and Bekman (2001)．
注：トルコでは，介入は 3-9 歳の 4 年間にわたり，育児スキル訓練と
デイケアの両方を含んでいた．13-15 歳になった時の追跡調査で効果
がみられたのは，育児スキルだけである．ジャマイカでは，1-2 歳児
は 2 年間にわたり専門的な心理社会的なシミュレーションを受け，追
跡調査が 17-18 歳になった時に行われた．ともに制御されたインパク
ト評価である．

育児スキル
訓練あり

図 10　早期幼児期介入（1-5 歳）は若者（13-15 歳）に
対して長期にわたる効果をもたらす

就学率（％）

トルコ ジャマイカ

育児スキル
訓練なし

心理社会的
刺激あり

心理社会的
刺激なし

「中等学校では触れることさえない実
際的な問題が，例えば，どうやって
問題に立ち向かって解決するのか，
といったようなことが人生にはあ
る．」

ホンジュラスの若者
2006 年 1 月
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業が中心ではあるが，そこでは不釣合いなほど大勢の若者を使用する傾

向がみられる（第 4 章）．

　このような圧力は高校や大学がもっと大勢の卒業生を輩出すれば緩和

することができる．しかし，単に量を増やすだけでは不十分である．と

いうのは，内容と実現方法がもっとも重要であるからだ．もし質が悪け

れば，あるいは学習したことが雇用市場で不適切であれば，最高の教育

を受けた人々の一部にとっては失業率は高いままとなろう．南アフリカ

のような諸国では，質と実用性に対する雇用者からの要請に対して，高

校のカリキュラムを実用的な思考と行動スキルを強調するよう刷新し

て，学術科目と職業科目をもっと混合したカリキュラムを提供すること

によって応えようとしている（第 3 章）．定期的な協議と産学共同研究

プロジェクトを通じて，教育機関を民間部門の有望な雇用主に結びつけ

ようという政策は，中国でみられるように有益である．

　基本を越えることを学生に教育する単位コストは高いため，このよう

な改革はコストがかかるであろう．数学や科学の教員不足は，サハラ以

南アフリカではとりわけ深刻である．管理者や教員に対するインセン

ティブの改善を通じれば，効率性の向上をはかることは可能であろう．

一部のラテンアメリカ諸国で現在試行されている成果主義の給与制度は

その一例である（第 3 章）．

　教育制度の多くは資金源を多様化することによって，拡張と改善が可

能である．高等教育に関しては，家族が金額に見合うものが入手できて

いると納得して，すでに多額の貢献をしている諸国もある．チリや韓国

など就学率が比較的高く，高成長を遂げている国では，それがコスト

全体の 80％にも達している．民間資金が高等教育レベルの総コストの

20％弱にとどまっているスロバキア共和国，トルコ，ウルグアイなど

といった諸国では注 21，授業料，官民パートナーシップ，営利活動（コ

ンサルタント業，未使用不動産のリース），寄贈などを通じて，もっと

多くの資金を動員することができた．

　富裕層と貧困層がもっと公平な条件で競争できるようにするプログラ

ムは，ようやく試行され始めたところである．明確なのは大学の「授業

料無料」が財政的に維持不可能であるばかりでなく，貧困層の利益にも

なっていないということである．というのは，高等教育機関への入学を

希望する貧乏学生があまりにも少ないからだ．ウルグアイでは公立の高

等教育機関で授業料無料の恩恵を享受している学生の 60％強は，所得

の 5 分位層でみて上位 2 つの富裕層出身者である注 22．貧困世帯の学生

に対するローンや奨学金のほうが，効率的で維持可能でもあろう．例え

ば，なかには低所得層出身の在籍学生数に応じて，私立の中等および高

等教育機関にも補助金を供与している国もある．教育機関の側から補助

金を申請して，品質基準を満たしているかどうかについて審査を受ける

形になっている（第 3 章）．
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仕事に関するスキルの蓄積――就職の障壁を緩和し，移動性を円
滑化する

　若者の雇用機会拡大は，その需要を刺激する経済全体の成長が前提と

して存在する場合にもっともうまく実現する．上げ潮ならば，若者の船

も含めて全員の船を持ち上げてくれるだろう注 23．多くの諸国では，輸

出指向と外国直接投資が若年労働者の需要を拡大させてきている．「東

アジアの奇跡」を説明するための成長源としては，健全な基礎教育とと

もに，そういう政策が引き合いに出されている注 24．インドネシアでは，

電子や繊維など輸出依存度の高い部門（まさに「若者集約的」部門）で

は，雇用に占める若年層の比率は全国平均の 2 倍強に達している（第 4

章）．マレーシアのペナン州の若い女性など昔は排除されていたグルー

プにとっては，とりわけ刺激効果が大きかった．20-30 年前に始まった

彼女らの労働力化は，揺籃期にあった電子産業の成長を加速するととも

に，女性に関する社会的な固定観念も変質させた．つまり，経済を自由

貿易にさらす政策は若者に対してはやさしい傾向があるといえる．若者

のレンズは必ずしもこのような政策の変更を迫るものではなく，最初か

らそういった政策を追求すべきだという議論を強めるにすぎない．

　また，若者のレンズは，一般的な政策のなかには若年層に対する影響

を考えると変更が必要なものもある，ということも意味している．とり

わけ新規参入に影響するような労働市場規制がその例である．部門間の

弾力性や移動性を制限する政策は，就職への過渡期を長期化させ，若年

層を他の層よりも制約するきらいがある．ラテンアメリカや OECD 諸

国の雇用保護法は，若年層の失業率を押し上げている可能性がある（第

4 章）．最低賃金があまりに高く設定されると，それは職業人生をちょ

うど始めようとしている未熟練の，たいていが若い労働者の雇用を阻害

する．しかし，これはそのような法律や規則を破棄しろという議論では

ない．そうではなく，そうでなくても社会的に不利なグループの機会を

窒息死させることなく，十分な保護を提供するような政策を開発せよと

いう要請である．

　ブルキナファソ，ガンビア，ニカラグア，パラグアイ，ルワンダ，シ

エラレオネなど貧困諸国では，若者の多くは非公式部門で就職する可能

性のほうが高い（第 4 章）．この部門が若年雇用問題をすべて解決して

くれるわけではないが（街頭販売でさえある程度の販売スキルと言語ス

キルを必要とし，条件には厳しいものがあろう），データが示すところ

によれば，驚くほど弾力的であり，生産的な飛び石，時には公式部門に

おける雇用への飛び石になることがある．

　仮にそういった仕事がスキル階層の面で，終着点ではなく最初の足が

かりになるのだとすれば，若者としては出現してくる機会をつかまえる

ために自由に動き回れなければならない．職業スキルと行動スキルを組

み合わせた実用的な訓練があれば，若者はもっと移動できるようになる

だろう．しかし，学校や大規模な公立の国家の訓練機関がそのようなス

キルを提供する実績は，大目に見ても明確とはいえない．代替策はある
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だろうか？　正式な徒弟制度や，「体系的な職務経験」を提供するイン

ターンシップに関する先進国での経験は，近代的な賃金部門が急発展し

ている中所得国にとっては教訓となるであろう．その他の諸国では，非

公式部門の企業における伝統的な徒弟制度がより一般的であり，ケニア

のジュアカリ（Jua Kali）・プログラムのように，質を改善し革新を奨励

するためにはインセンティブを活用することができるだろう（第 4 章）．

　若者にとってもう 1 つの選択肢は自営業である．そのなかには必要

に迫られてなる者と，選んでなる者とがある．しかし，両者とも，資本

やビジネスネットワークへのアクセスなど，年齢によって拘束的な制約

に直面する．ラテンアメリカでは，資金とコンタクト先を形成するため

の元手を供与するプログラムが開始されている．

　地理的な移動性も機会を拡大し，若年層が都市部と諸外国双方への全

移民のなかでは不釣合いに大きなシェアを占めている．中国では，1 億

1,800 万人の農村住民が郷里の外で就職しているが，農村部では生産性

が上昇しているおかげで，農業生産の大幅な落ち込みはみられない．し

かし，移住者は都市居住許可をもっている人々と同じようには，社会サー

ビスにアクセスすることができない．社会保障やセーフティネットの給

付金をフルに享受することもできないため，社会不安の圧力になってい

る．移住権の容認など都市部への移住や国境を越えた移動を円滑化する

政策は，現在，中国でも導入されつつあるように，効率的で公平である

といえよう．

　若者は世界中の国際的移民のなかで大きな割合を占めている．移住は

職業機会を拡大してくれる（第 8 章）．特に高等教育を中心に教育の選

択肢も広がる．移住した親や親戚からの送金のおかげで，本国における

中等教育の機会も拡大する．送り出す国と受け入れる国の双方における

措置によって，移民はこのような機会を確実につかまえることができる

だろう（ボックス 3）．

市民社会への参加――政策やサービス提供に関して若者の発言権
を高める

　
市民として認められて耳を傾けてもらえ，コミュニティのイニシア

ティブに参加できる機会というのは，若年層に直接影響するサービスの

提供にとっては重要である．World Development Report 2004注 25 では，こ

の関与のことを「顧客パワー」と表現し，提供者が受益者というもっと

も重要な人々の意向に敏感になるようにさせると主張している．発言権

も重要である．若者が市民権を重視する傾向には持続性があり，人生の

早い段階における参加は将来的に関与する能力と意欲の良い先行指標に

なるからだ．政府としては若者の発言をもっと大切にすると同時に，そ

れに脅威を感じることがないようにするためには，一体どうしたらよい

だろうか？

　多くの若者にとっては，政策決定やその実施への参加を通じる直接的

な協議や認知のほうが，例えば，投票よりも重要な演台になるであろ

「このコミュニティで物事が決定され
る場合，われわれにはオブザーバー
の地位しかない．」

シエラレオネ，ボンセ地区の若者，
2006 年 2 月
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う．そのような機会には，国が後援する経路だけでなく，西アフリカ

の農村部組織（カフール），ブラジルのサンバ学校やスポーツクラブ，

4-H クラブ（アメリカの農村青年教育組織）やスカウト組織など，社会

的および市民組織もある．国家的なサービスは軍事的なものであれ文

民的なものであれ，各国が積極的な参加を呼びかけているもう 1 つの

経路である．成功している青少年向けサービス・プログラムでは，柔軟

性，若者の意見，説明責任，組織的な自律性などが強調されている（第

7 章）．

　若者は地方という場では，しばしば意見を聞いてもらえる機会がある

ため，より直接的なインパクトをもっている．ブラジルのセアラ州では，

若者は州予算をレビューして，それまで話題になっていなかったイニシ

アティブを提案する機会に恵まれた．そのような機会を拡大することに

伴う効果は，単に安定性を確保するということにとどまらない．より良

い結果をもたらすための方法になることがしばしばなのである．また，

意思決定にかかわるスキルを開発するにも良い方法といえよう．

能力を高めるための政策：意思決定者としての若者
　第 2 の若者のレンズでは，若者が人生の機会についてもっとうまく

決定するのを支援する必要性に焦点を当てる．思春期に入った若者に

　国際的移住の可能性は 10 代後半から 20 代前半にピーク
を打つため（図参照），若者が世界の移民全体のうち非常に
大きなシェアを占めている．また，帰国移民に占めるシェア
についてもしばしば同様である．全途上国からの全移民の流
れの約 3 分の 1 は 12-24 歳，半分は 12-29 歳である．途上
国における若者の膨張とほとんどの先進国における高齢化を
考えると，今後，移住の需要はさらに増大するだろう．にも
かかわらず，若者の合法的移住の需要は多くが充足されてお
らず，機会があれば，通常は一時的であるが，移住したいと
回答するものが若者では 50-90％にも達している．したがっ
て，若者が非合法的移住に訴えて，もっと年齢の高い層より
も不正取引の犠牲になる可能性が高い．
　若者の移住は送金と海外で修得したスキルを身に付けた移
民の帰国を通じて，成長と貧困削減に対して大きな直接的な
効果をもたらす．つまり，若者が自国の貧困削減を推進する
ために，自分の人的資本を利用し開発するのに非常に重要な
方法になり得るといえる．
　短期労働者にかかわる移民制限の緩和は，先進国が支援で
きる 1 つの方法であろう．開発インパクトを極大化するた
めには，途上国としては以下のよう政策を実施することが必
要であろう．

既存の若年移民からの利益を増加させる．例えば，送金
コストの引き下げ，金融アクセスの提供，帰国した移民
に対して海外で修得したスキルの承認などが考えられる．

•

若者が移住できる機会を拡大させる．そのために，パス
ポート発給手数料の引き下げ，移住にかかわる法的規制
の撤廃，二国間職業取り決めの積極的な締結などを実施
する．
移住のリスクを軽減する．そのために，不正取引および
感染症の拡大を抑制するための広報キャンペーンや，自
国における雇用機会の拡大を実施する．
有益な海外経験をした移民の帰国を円滑化する．そのた
めに本国の投資環境を改善する．

•

•

•
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出所：筆者．
注：影の部分は 12-24 歳を示す．

ボックス 3 国際的移住は若者にとって機会とリスクの両方を意味する

「グルジアの大半の若者は，ちゃんと
した職を探す鍵は自分自身にある，
ということに今や気がついている．」

グルジア，トビリシの若者，
2005 年 12 月
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とって最重要な決定は，親や家庭内の年長者が代わりに行っている．歳

を経るにつれて，意思決定は親や家庭内の年長者から若者本人に移る．

この移行のスピードは過渡期ごとに大きく異なる．移行が早い時期に訪

れる社会もなかにはあるが，通常は特定の決定についてだけ，しかももっ

と年齢が上がってからとなる．一部の人々，例えば伝統的な社会の女性

にとっては，決定権は親から夫に単にシフトするだけで，独立性は決し

て訪れることがない．

　このような相違は，15-24 歳の若者にかかわる国際的な調査に対する

回答に明確に現れている．これは結婚，教育，職業に関する決定について，

だれが最大の影響力をもっているかを質問したものである（図 11）．バ

ングラデシュでは，自分の学校教育や結婚の選択に関して，自分が最大

の影響力をもっていると考える若い女性は非常に少ない．これに対して，

アルバニア，マレーシア，ルーマニアの女性は，自分のことは自分で決

める権限が非常に大きいと感じている．エチオピア，イラク，タジキス

タンの女性ははっきりしない．若い男性の結果は少数の例外はあるが，

このような割合とほぼ同じである（第 2 章）．イラクの男性は仕事と学

校に関しては，女性よりも自分で決められないと感じている．バングラ

デシュの男性は仕事と結婚に関しては，女性よりも自分で決められるが，

学校のこととなるとそうはいかないと感じている．

　完全な独立性はもっていないとしても，若者はどこでも，一見では伝

統にしばられたコミュニティのなかでも，自分の将来に影響する重要な

決定を行っている．小学校を修了した若者は親を喜ばせるために，従順

に中学校に進学するのかもしれないが，成功するためには自分自身の努

力が重要である．若いカップルはあまりに若くして結婚することは法律

で禁じられているかもしれないが，望まない妊娠につながる性交渉をす

ることは可能である．つまり，彼らは自分の「エージェンシー」を行使

しているのである．これは社会学者によって，若者が自分の目標を定め
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65%82%
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96%82%

43%
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図 11　だれが最終的な決定権をもっているか？　重要な人生の過渡期に自分が最大の影響力をもっていると
感じている若い女性（15-24 歳）の割合は，社会によって大幅に異なる

アルバニア

仕事

学校

結婚

バングラデシュ エチオピア イラク マレーシア ルーマニア タジキスタン

出所：WDR 2007 InterMedia surveys.
注：数字は次の質問に対して自分自身（親，政府，あるいはその他ではなく）と回答した 15-24 歳の人々の割合．「各過渡期（現在ないし
最近の職業，学校教育，結婚相手など）を考えた時，最大の影響力をもっていたのはだれか？」
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て，それを実行に移す能力，と定義されている注 26．

　エージェンシーは認知されることが必要である．これは若者が法律的

な身元証明を有することを保証するという単純なことでもよかろう．こ

れには基礎サービスへのアクセスにしばしばきわめて重要となる基本的

な書類も含まれる．しかし，認知だけでは十分ではない．エージェンシー

は情報に通じ，資源が潤沢で，責任をもっていなければならない．つま

り，若者が既存の機会を活用する助けになるものならば，それは「有能」

でなければならない．何がこの有能さを決定するのであろうか？　情報

へのアクセス，実物資源の支配，および情報に基づいて処理し行動する

能力であろう．この 3 つすべてに関して，政策的な支援が可能である．

若者に対する情報提供
　若者は多くのことを知っている．識字率も以前よりずっと高いからだ．

また，インターネットという現在利用可能なもののなかでもっとも広く

使われている情報源を，頻繁に利用しているからでもある（第 8 章）．

しかし，知るべきことはもっとさくさんあり，人的資本投資やリスクテー

キングな行動に関する重要な決定について，若者の知識ベースは往々に

して不十分である．アフリカの若い女性の間では，たとえ教育があって

も，コンドーム使用に関する知識が低かったことを想起していただきた

い（ボックス 2 参照）．一見すると情報に明るく，教育程度が高いはず

のベトナムの若者を対象に，2003 年に実施された調査で明らかになっ

たところによれば，農村部の若者で梅毒や淋病という言葉を耳にしたこ

とがある割合は 60％以下にとどまっている注 27．交通事故が 15-19 歳

の死亡および重傷について原因の第 1 位になっており，都市部の若者

のオートバイ利用率が 70％を越えている国で，ヘルメットを着用して

いるのはわずか約 25％にとどまっている．要するに，ほとんどの人は

ヘルメットの保護価値を信用していないのである．

　人的資本投資の得失に関して，若者にうまく情報提供を行うにはどう

したらよいのだろうか？　成功している介入策では，学校を使い，より

一般的なメディアを利用し，広報キャンペーンの内容を改善し，そして

新しい技術を駆使している．

学校で教えられているカリキュラムを改善し学校に行くことの価値を伝

える．学校で生活スキルを教え込むのが，若者の能力を高めるのに一番

確実な方法である．これはさらに上級の学校教育や仕事に必要とされる

スキルに勝っている．学校における生殖保健教育プログラムは知識と安

全な性行動の採用を増やすだろう注 28．ケニアにおける学校ベースの性

教育介入は，年上の男性の間では HIV 感染者が多いことなど，具体的

な情報を女子生徒に提供したおかげで，妊娠が減少した（第 5 章）．さ

らに，性教育が若者の性行動を助長したというデータはない．

　しかし，単に学校に介入するだけでは不十分である．途上国ではあま

りにも多くの若者が退学しているためだ．これはしばしば貧困が原因で
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はあるが，若者が教育を継続することの利益がよくわかっていないから

でもあろう．ドミニカ共和国では，単に男子生徒に教育にかかわる「本

当の」賃金プレミアムを教えるという非常に安価な介入策だけで，中等

教育の修了率が上昇したのである（ボックス 4）．

学校外での選択肢を検討する．退学した人や教育を受けたことがない人

をうまく対象に取り込むにはどうしたらいいだろうか？　カンボジアや

タイで成功した HIV/ エイズ蔓延の抑制には，メディアと情報提供者を

通じた組織的な情報キャンペーンが関係している注 29．

　他にも多くの影響があったので，そのキャンペーンが望む効果をもた

らしたということを証明するのは困難ではあるが，この帰因問題の解決

を試みた厳密な研究がいくつかある．「より良い生活の選択肢」という

プログラムは，インドのスラム街周辺と農村部の若い女性（12-20 歳）

に対して，さまざまなサービスを一組にして提供している．生殖保健に

関する情報やサービスの普及に努め，職業訓練を提供し，また，娯楽行

事や資料の配布を通じて女性のエンパワメント（権限付与）を促進して

いる．多変量分析によれば，プログラム参加者はそうでない人と比べて，

生活の重要な決定（家計の支出，結婚の時期，教育の継続など）にずっ

と深く関与していることが示唆されている注 30．

若者に情報を提供するためには，インターネットのような新技術を通じ

て，世界中の知識を収集する．民間の技術投資の環境を改善することは，

若者にとって重要である．若者は特にインターネットなど共有型のアク

セスを利用する可能性が高いため，企業がこのような部門に簡単に参入

　少年たちは学校教育の価値がわかっているのだろうか？ 
ドミニカ共和国では，2001 年に小学校最終学年の少年を対
象に実施した調査で，教育継続にかかわる期待収益率を年齢
別賃金プロフィールとの格差という形で，実際の収益率と比
較を行った．明らかになったのは，初等教育の修了（中等教
育は未修了）にかかわる収益率を，賃金プロフィールと同水
準に一貫して正確に推定していたということである．しかし，
中等教育修了の収益率については著しく過少推定されてい
た．初等教育修了と中等教育修了を比較すると，測定された
現実の平均賃金格差は約 1,300 ドミニカ・ペソ（約 200 ドル）
で，これは 140 ドミニカ・ペソ（約 21 ドル）と期待されて
いた格差の 10 倍に達する（図参照）．この格差が顕著だっ
たのは，最貧世帯の若者の場合である．
　そこで，無作為抽出された学校の一部の生徒には，推定さ
れた実際の賃金プロフィールにかかわる情報が提供された．
2005 年に実施された追跡調査によれば，情報を提供された
生徒はそうでない生徒に比べて，翌年における学校の出席率
が 12％改善した．

ドミニカ共和国では，中等教育修了による
資金面での実際の利益は，期待利益よりも
ずっと大きい
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ボックス 4 自分にとって何がいいのかがわかている：若者に学校の利益について教えておくと，
結果に影響することがある

出所：Jensen（2006）.
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することを容認するような政府規制は支援策になるだろう．アルジェリ

アでは，インターネット・サービス提供の許可取得料の引き下げにつな

がる許可手続きの改革を受けて，1998-2000 年にはインターネット・

カフェの爆発的な増加がみられた（第 8 章）．しかし，インターネット

上の情報の多くは外国語であろうから，現地コンテンツの増加に弾みを

つける努力が必要である．また，多くの若者はインターネット利用に伴

うリスクの回避方法についての手引も必要としており，さらに，膨大な

量の利用可能なコンテンツのなかから信頼できる情報を見出す方法を学

ぶ必要もあろう．

教えるべきことを確実にきちんと教えるために，情報の提供と管理を改

善する．トレーナーと称する人々自身が往々にしてよく訓練されていな

い．途上国でこの問題に取り組むためには，トレーナーをきちんと訓練

し，彼らのインセンティブを改善する必要がある．学校での職業ガイダ

ンス・サービスは，チリ，フィリピン，ポーランド，ルーマニア，ロシ

ア連邦，南アフリカ，トルコでは，ある程度有望なようである．1 つ一

貫して明らかなのは，成否はカウンセラーが入手できる情報に依存して

いるということである（第 3 章）．

　情報不足のまま下した結論がもたらす結果は，情報の流れには「雑音」

があるため，深刻である．多数の研究によれば，若者は一般大衆の間に

おける性活動を初めとする高リスクな行動様式の規模を過大評価する傾

向があり，それがその流れに追随しようといういっそうの圧力になって

いる（第 5 章）．多くの社会では，特に若者は自己のアイデンティティ

を探求しているため，その決定には仲間が家族や学校と少なくとも同じ

くらいの影響力をもっている．したがって，1 人の若者に情報提供すれ

ば，それは他人に対しても波及効果がある．仲間をパートタイムのサー

ビス提供者として取り込むというプログラムが始まっている．その実例

はジャマイカの保健省で，HIV/ エイズとの戦いに仲間同士の学習を奨

励している．

若者による資源の支配を支援する
　若者は財政的に独立し始めたばかりであるため，当然ながら，消費や

投資の決定に関しては制約に直面するだろう．先進国で若者が家を出る

年齢が遅くなっている一因は，まさに，しっかりした経済的な足がかり

を得るために家族に頼っているということにある．貧困世帯の出身者，

あるいは何らかの理由で（孤児や崩壊家庭）もはや家族の資源を頼りに

できない人々にとっては，持続可能な生計への道に向けて前途多難なス

タートを切るという結果になっている．また，若い女性にとっては，特

に結婚や妊娠・出産ということに関して，家庭内で交渉上の立場が弱い

という結果になる．

　スキル投資という選択は若者にとっては大きなコストになる．自己負

担となるコストの大きさはさまざまである．アルゼンチン，ブラジル，
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チリ，コロンビアでは，全大学生の半分を占める私立大学の学生にとっ

て，それは 1 人当たり GDP の 30-100％に達する注 31．無償の公立大学

の学生にとっても機会費用は巨額である．高等教育では個人的な利益が

期待できるので，そのようなコストは流動性の問題さえなければ大きな

制約にはならないだろう．しかし，その流動性が問題なのである．メキ

シコに関する最近の調査によれば，たとえ永続的で長期的な世帯所得が

不変であっても，一時的に減少すれば，その世帯が子息を大学に行かせ

る可能性は低下する注 32．

　この制約を除去する自明の方法は，信用を提供することである．最貧

学生は裏付けとなる担保も親の保証もないため，商業ローンは利用不可

能である．したがって，そのような信用制度は政府の支援がなければ，

学生向けに有効に機能することはできない．さらに，若者にとって独立

した生計を営まなければならないという圧力には，初期所得の何倍にも

達する債務の返済負担がないとしても，相当大きなものがある．さらに，

多くの公立機関ではそのような制度の運営が困難であることがわかって

いる．若年失業にかかわる逸話が溢れているなかで，ローンの返済率が

低水準だからだ．オーストラリアでは，返済のベースとして税制面で追

跡可能な卒業生の所得を条件とする制度を初めて導入した．タイなどの

中所得国はそのような制度をやっと試行し始めたところで，モニタリン

グと評価が必要であろう．所得税制が不備な国では，対象を絞った学校

引換券や，教育のための貯蓄を奨励する個人学習勘定などといった代替

策のほうが適切であろう（第 3 章）．

　所得制約は貧困国では中等教育にとってさえ拘束的である．この年代

の若者にとっては親が主たる支援の手段であるため，就学促進用の補

助金のなかには家計を対象としているものもあるが，その移転は若者

が一定の成績を達成することが条件とされている．メキシコの「機会」

（Oportunidades）は，もし若い女性（男性ではなく）が就学していれ

ば，家計に対して多額の移転を提供することによって，そういうインセ

ンティブを提供している．農村部では，中学校の 3 学年すべてで女子

の就学率が男子よりも大幅に上昇した（図 12）．

　女子を中心に生徒向けに補助金を直接交付する，という

革新的なプログラムもある．これは学校における成績向上

の刺激剤にするだけなく，女子教育にかかわる長年の偏見

を回避して，女子が就学するという決定を「所有する」こ

とができるようにするためである．バングラデシュの「女

子中等教育奨学金プログラム」（FSSAP）は 11-14 歳の女子

生徒を対象に，未婚者で，学校で好成績をあげて合格点を

とることを条件に，生徒名義の銀行口座に毎月給付金を振

り込んでいる（第 6 章）．本プログラムは厳格な評価を受け

る必要があるものの，女子就学者数の急増と関係があるよ

うである注 33．こういったインセンティブに基づく制度は，

運営者に対して質ではなく量だけを増やすよう強制した場

「ぼくの事情はむずかしい．家では大
黒柱であるため学校に行けない．農
村部では，放課後に勉強する機会な
どない．…大学入試で不合格になっ
た．」

ベトナム，バックカン省のダン，25 歳，
2006 年 5 月

「ぼくの地域では，もし大学入試に合
格すれば，そこで勉強が続けられる．
もし失敗すれば，軍隊に入るか，あ
るいは家にとどまって水牛の世話を
する．」

ベトナム，バックカン省のホアン（ダンの友人）
2006 年 5 月
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図 12　就学はペイする

中等学校の学年

男子 女子

メキシコの「機会」（Oportunidades）（1997-2001）のおかげ
による中等学校就学率の上昇（％ポイント）

出所：Parker（2003）.
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合に，非常にうまく機能するものなのかもしれない．FSSAP の第 1 ラ

ウンドにおける学習成果の問題点は，それ以降のプログラムで取り組ま

れる予定となっている．

　このようなプログラムは少女が学校に行く手助け以上の役割も果たし

ている．家庭内の意思決定エージェントとして若い女性の能力を高める

に当たって，資源の役割を強調しているのである．早婚のなかには若い

カップルのためというよりも，家族や親の都合で取り決められることも

ある．その多くはうまくいっているにもかかわらず，債務帳消しと交換

で，非常に若い花嫁が（なかには 12 歳未満の者もいる）ずっと年上の

男性に嫁ぐ，というどこの国でも違法とされる非道が行われている．貧

しい若い女性は性交と交換で金品を受け取れるという誘惑にも屈しやす

く，それが性感染症のリスクを高めている．生計を支援するか，信用や

貯蓄を提供すれば，彼女たちが自分の健康や将来をリスクにさらすとい

う圧力に抵抗するようエンパワーできる可能性があろう（第 6 章）．

　他人のために働くことによって生計を立てることができない若者は，

しばしば自営業に向かう．自主的にそういった機会を手にする者もなか

にはいるが，多くはやむなくそうする．しかし，資金調達の障壁は両方

に共通している．お金を作るにはお金が必要だ．若者はたとえ前途洋々

であるとしても，信用格付けがなく，未熟で，生計を営むための借金に

必要な担保が提供できない．現在では多くのプログラムがこのような若

手企業家の支援に努めているが，まだ厳密な評価が行われていない．ラ

テンアメリカの若者に金融と技術支援を提供している「エンデバー」プ

ログラムは，暫定的な教訓から判断すると有望である（第４章）．

良い決定をする能力を向上させる
　若者は資金を確保し，情報を入手しても，その情報（インターネット

の世の中であるためきわめて膨大）をふるいにかけて評価し，自分がと

る行動の結果を検討しなければならない．情報を評価し，その評価に基

づいて行動を起こすプロセスは，非常な自信家にとってさえ困難である．

多くの若者にとっては，まだ自分のアイデンティティを探求中であるた

め，より複雑になる．人間が自己感を発達させるプロセスは，一部の経

済学者によって，人的資本をリスクにさらす一見すると非合理的な行動

を説明するために使われている．そのような行動には，経済的な期待利

益は小さいにもかかわらず，暴力団への参加などといったリスキーな行

動に関与するという若者の性向が含まれている（第 2 章）．

　情報処理能力は早くは学校で発達し始める．しかし，たいていの教育

制度は事実の丸暗記を強調しているため失敗に帰している．個人が情報

を処理して，情報に基づいた分別のある決定に役立つような思考や行動

スキル（動機付け，忍耐，強力，チーム作り，リスクや紛争の管理能力

など）を強調しているところは少ない．このようなプログラムはオラン

ダやアメリカなど先進国では広く試されており，最近，途上国でも試行

され始めている（第 3 章）．
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　一定の行動につながる，なかには認識さえされていない，根深い慣行

を打破するためには，すなわち，態度を変えさせるためには，時として

学習環境の変化が必要となる．タイの中学校に関する研究によれば，女

子だけの環境で勉強している女子は男女共学の環境下で勉強している女

子よりも，数学の成績が良く，リーダーシップ・スキルもよく発達して

いる．この発見は先進国における研究結果と一致している注 34．別のプ

ログラムとして，アメリカの在宅職業訓練プログラムがある．これは参

加者が恵まれない近隣地区のなかで相互交流を回避して，自己イメージ

を育むことを許容したものである．このプログラムは高価な在宅勤務手

当を支給しないことによって節約に努めているプログラムよりは成功し

ている注 35．

　正しい決定への到達は，特に若者が他人（あるいは長期的には自分自

身）への影響を考慮に入れていない場合，インセティブに影響される．

仮に情報をもっていて，自分一人で決定する方法がわかっていてもであ

る．インドネシアでは，紙巻タバコの価格引き上げについては，成人層

よりも若年層の消費に与える影響が大きいものと推定されているが，そ

れは先進国での発見と一致している注 36．これとは対照的に，紙巻タバ

コやアルコール飲料の広告禁止や，飲酒の最低年齢の設定は，そのよう

な行動の「代価」を引き上げようとする試みではあるが，そのインパク

トは弱いようである．

セカンドチャンスを提供する政策
　利用可能な機会を拡大して，若者がそのなかから賢く選択するのを手

助けすることが，とりわけその是正が高コストであるだけに優先課題と

いえる．にもかかわらず，多くの若者はこのような機会がたとえ提供さ

れても，それを物にすることができないでいる．9 歳の時に貧しい親に

よって退学させられた19歳の少女については，どうすべきであろうか？

あるいは，まだ小学校にいる双子の弟についてはどうすべきか？　家庭

をもったばかりの 23 歳の失業者はどうだろうか？　公式部門の職は見

つけられなかったため，仕事を通じて何らかのスキルを修得するという

ことはできていない．あるいは，凶悪犯と一緒に成人の刑務所に入って

いるけちなスリは？　人生のかの有名な悪い札が配られてしまったこの

ような人々にとっては，どんな選択肢があるのだろうか？

　若者のなかには自分で機会を制限してしまって，望ましくない結果に

陥ってしまった者もいる．あるいは誤まった道を選んだためにそうなっ

た者もいる．HIV/ エイズ感染の過半数は 25 歳未満の若者の間で生じ

ている．ほとんどが自由意志による性行動か麻薬の静脈注射による（第

5 章）．ジャマイカでは，殺人や凶悪犯罪の半数は人口の 10％を占める

18-25 歳の若い男性が犯したものである注 37．これは必ずしもまったく

意外なことではない．というのは，行動様式に関する調査によれば，若

者は年齢が上の人々よりもリスク回避的ではないからだ注 38．ところが，

犯罪行動というのはまさにリスキーなことなのである．

「これまで出会った知人の多くは…死
んだり，刑務所に入ったり，あるい
はびっこになっている．マルコス（青
年活動家）が（セカンドチャンス）
運動に紹介してくれた．会合に参加
し，人々にも出会った．…われわれ
はコミュニティとして一体化し，良
心が芽生え，…そして麻薬取引から
手を引き始めた．」

ブラジル，セラ州のブルーノ，21 歳，
2006 年 5 月
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　若者が悪い結果から立ち直るのを支援する政策は，セーフティネット

を提供し，長く将来にわたって社会の利益になるものである．本報告書

でセカンドチャンスと表現したものは，設計に優れ，対象がきちんと定

まり，調整が行き届き，そして，受益者にとって適正なインセンティブ

がなければならない．

プログラムの対象をきめ細かく絞る
　セカンドチャンスにかかわるプログラムはコストが高いため，孤児や

あまりにも貧しい世帯出身でセーフティネットを提供することができな

い人々など，もっとも困窮している若者を対象にすることが重要である．

資産調査を活用する介入策，地理的な対象の絞り込み，自己選択などは

すべて，補助金のうち大きなシェアを人口のうち最下位 2 つの 5 分位

層に振り向けるための方策である．

　包容の誤り（必要でない人々に補助金を交付すること）を回避するの

はもちろん，排除の誤り，すなわち，手を差し延べることが必要とされ

ている若者を置き去りにすることを回避することが重要である．これは

なかでも健康リスクに関して当てはまる．リスキーな行動のなかには，

ただちに目に見えるインパクトが顕現するものもあるからだ．毎年，1

億人を越える若者が HIV を含む性感染症（STI）に罹患している．早期

に発見すれば治療が容易な感染症もある．しかし，特に初期症状が軽度

であると，訓練を受けた保健ワーカーに診断されなければ多くは見過さ

れてしまう．南アフリカでは，多くの生殖保健サービスは若者にとって

はアクセスしにくい．仮に診察に行ったとすれば，医療スタッフは批判

的かつ敵対的である．したがって，STI にかかった人は劣悪で高価な公

式サービスよりも，むしろ伝統的な治療者のほうへ行ってしまうのであ

る．ナイジェリアでは，生徒に STI 教育を提供し，思春期の STI を治療

するために薬剤師や民間医を訓練することによって，性的経験が豊かな

生徒の間で STI サービスの利用度が高まり，STI 感染率が低下した（第

5 章）．

セカンドチャンスを主流のプログラムと統合する
　各国には若者に望ましくない人間開発の結果がもたらす影響を緩和す

るためのプログラムがある．若者更正プログラム，感染症にかかった人

向けの治療プログラム，退学者向けの再訓練プログラムなどがそれであ

る．その多くは小規模で，互いに孤立しているため，非常に高価な並行

的なプログラムをリスクにさらしている．さらに悪いことには，主流の

プログラムへの再参加を認めていない．

　調整が鍵となる．例えば，卒業同等資格というのは，退学者が授業に

出席することを認められ，やがては初等教育ないし中等教育の修了と同

等の資格が付与されたものである．紙ベースの証書がなくても，同等の

スキルを修得すれば役に立つ．バングラデシュの「恵まれない児童教育

プログラム」（UCEP）は，小学校を退学した 10-16 歳児を支援してい
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る．この目的は，彼らを 3 年間教育して，UCEP が運営している職業プ

ログラムに振り向けることにある．さまざまな研究によれば，2002 年

に 3 万 6,000 人を教育した UCEP の生徒 1 人当たりのコストは，通常

の学校制度（年間約 20 ドル）とほぼ同じであった．高等教育レベルでは，

アメリカのコミュニティ・カレッジ制度というのは本来は成人向けのセ

カンドチャンス提供を企図したものであったが，今では若い高校卒業者

がセカンドチャンス・プログラムとして利用するようになっている．更

正生徒の 4 分の 3 はコミュニティ・カレッジに在籍している．

　主流プログラムは弾力的にして，早期の過ちが恒久的な債務にならな

いようにすべきである．10 歳という若い生徒を多種多様な能力別の学

校に振り分けている国も一部にあるが，多くは学校を包括的なものとし

ている．18 カ国に関する最近の研究で，国際的な中等レベルの標準テ

ストによって生徒を比較したところ，早期のコース分けは教育における

不平等を拡大させるだけでなく（分離にもかかわらず巻き返しがみられ

ない），むしろ成績を低下させる懸念さえある注 39．

説明責任のある更正
　更正には大きなコストがかかるものの，先行きに生産的な生涯がまだ

横たわっている可能性のある若者には最大の利益がある．若い時に罪を

犯した人は，希望を失うことはないが，自分の行動の結果と向き合わな

ければならない．このような若者の多くは（比較的軽い不品行を犯した

者とまったくどうしようもない者の両種類が含まれる），常習犯と同じ

刑務所に入れられるのが普通である．アメリカでは 1 万人超の未成年

が成人の施設に収容されており，累犯率が高いほど刑務所の環境は厳し

くなっている（第 7 章）．一般的な教訓としては次のことがいえよう．

すなわち，結果は罪の重さに比例すべきであり，プログラムとしてはこ

のような若者が社会における健康的で生産的な役割に復帰するのを後押

しすべきであろう．

　介入策のなかには（第 7 章）司法制度の能力の限界を克服したもの

もある．例えば，フィリピンの「車に乗った司法」（Justice on Wheels）

というプログラムがそれである．これは裁判手続きを迅速化するために，

裁判官が国中の更正施設を巡回するものである．伝統的な応報的司法に

代替するものとして，80 以上の諸国が更正を促すために修復的司法の

プログラムを導入している．そのプログラムでは被害者と犯罪者が面談

して，弁償プランについて合意する機会が提供されている．このうちもっ

とも有名なのは，南アフリカでアパルトヘイト廃止後に創設された「真

実和解」（Truth and Reconciliation）プログラムである．

　若者は地球の至る所で紛争に巻き込まれている．ある推計によれば，

18 歳未満の 30 万人が現在あるいは最近まで武力抗争に関与し，さら

に 50 万人が軍事的あるいは準軍事的な勢力に参加している注 40．武装

解除，動員解除，および社会復帰といったプログラムに関する経験によ

ると，若い戦闘要員は平時の生活を立て直すことが可能である．元戦闘
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員が紛争後の生活に備えるためのスキルを必要としていることは明らか

であるが，それまで苦しんでいた心的外傷を克服するためには，医学的

および精神的な支援も必要としている．若い女性の元戦闘員には，男性

兵士向けのプログラムでは対応できない別のニーズがある可能性もあろ

う．

　更正プログラムは経済学者がモラルハザードと呼んでいる問題に直面

する．リスクテーキングな行動の結果が政府のプログラムあるいは保険

で緩和されるのがわかっているのであれば，その人は正当化される以上

のリスクテーキングを行なう懸念があろう．エイズに対しては抗レトロ

ウィルス治療が利用可能だということで，若者が予防対策を怠るのでは

ないかという懸念を表明する向きもある．なるほど，ケニアでは，政府

がエイズの「良薬」という報道を発表したところ，コンドームの使用が

減少した注 41．解決策は治療というようなセカンドチャンスを拒否する

ことではない．それは浪費であるばかりか，非倫理的であろう．そうで

はなく，人々が治療を受けながらでも，注意深い行動を維持することを

奨励するようなインセンティブを組み込むことである．能力とセカンド

チャンスの両方を高めるようなプログラムこそ，成功の可能性が高くな

る．

　この概念は退学した若者向けの職業訓練プログラムで十分例証されて

いる．多種多様な諸国で，このプログラムは費用便益テストに合格して

いる．しかし，訓練が受益者に仕事を発見するためのインセンティブと

情報を供与する包括的なパッケージ（雇用サービス，カウンセリング，

生活スキルの訓練など）の一環として提供された場合に，より良い結果

が生まれている．ラテンアメリカにおける「若者」（Jovenes）というプ

ログラムは，16-29 歳の恵まれない若者の訓練を目指したもので，雇用

しやすさと賃金に対して大きな効果を発揮することができる．訓練は高

価であろうが，そのコストはその他の若者向けの人的資本開発プログラ

ムとほぼ同程度にすぎない（第 4 章）．

前進する
　本報告書で勧告した一般的な政策の方向性（機会，能力，およびセカ

ンドチャンスという 3 つの若者のレンズごとに区分）は，表 1 に要約

されている．そのような措置やプログラムのなかには資源の再配分を必

要とするものもある．それには，若者および若年成人向けの基本スキル

の開発については，政府は子供たちに関する量的な目標の達成を推進し

つつも，質に注意を払うべきであるという提案が含まれている．量と質

の両目標をすでに達成した諸国では，優先課題は特に教育に対する需要

を刺激することによって，後期中等教育および高等教育へのアクセスを

拡大することにある．

　公共支出だけでは不十分であろう．政策は若者，親，コミュニティに

刺激を与えて，それぞれが自分自身に投資するように仕向けなければな

らない．本書は，若者に対する人的資本投資に関して好ましくない環境

「『コミュニティでは若者が重要であ
る』ということについていえば，ど
こでも若者の価値が過小評価されて
いるように思う．草の根レベルにお
ける開発プロジェクトを，最低限の
予算できわめて効率的に実現するの
に若者はすぐれている．草の根レベ
ルで関与しているという事実のおか
げで，若者は組織の官僚主義なしで，
また，しばしばコストベースが低い
ため，簡単にプロジェクトを実施で
きる．」

オーストラリアのシャシーン，20 歳，
2006 年 6 月
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につながるような，市場，制度，および政策にかかわる失敗について述

べている．吉報は，このような失敗を是正するための改革は，直接的な

投資ほど国庫にとって負担にならない公算があるということである．凶

報は，そのためには，もっとむずかしい政治的なトレードオフが必要だ

ということである．例えば，若者向け投資の収益率は，もっと開放的な

競争を通じて，人的資本をより効率的に活用することになる貿易や労働

市場の改革で大幅に高まるであろう．しかし，これは既得権を維持した

いと考える年齢の高い人々に脅威を与える可能性がある．能力を高め，

セカンドチャンスを提供する措置は，議論を呼ぶ可能性もあろう．若者

の手中にある意思決定を脅威であると考える，あるいは悪い決定の場合，

仮に若者には責任がないとしても，その影響を緩和するにはあまりにコ

ストがかかりすぎると考える，というような社会もなかにはあるからだ．

　各国が改革を推進するために，経済的および政治的な資源を動員しよ

うとするならば，次の 3 つの問題を解決しなければならないだろう（第

9 章）．

若者が自分の人的資本を開発できるように
機会を拡大する

意思決定エージェントとしての若者の能力
を開発する

人生の初期に起こる悪い結果の影響を管理
するためにセカンドチャンスを提供する

政策目標

子供がさらなる学習と
実際的な生活のため
に，基本スキルを身に
付けて思春期を迎える

若者が適切な時期に労
働力化し，高次スキル
が修得できるように移
動できる

全若者に市民生活に関
する発言権を付与

政策措置とプログラム

初等教育と前期中等教
育の質を改善

前期中等教育を義務化

非弾力的な教育制度を
再設計して多様化し，
学習スキルを生活スキ
ルと統合化（例．チリ
の教育改革）

教員をインセンティブ
で動機付け

女性教員や学校環境の
改善を通じて，女子に
関する需要サイドの制
約に取り組む

最低賃金を市場の現実
に合わせる

移動性に関する障壁を
撤去（例．過度に厳格
な雇用保護や居住規制
を緩和）

若者を公的制度の重要
なステークホールダー
および法的実在として
認識（例．ブラジルの
セアラ州における政策
協議）

政策目標

若者が人的資本の決定
に影響する資源に対し
て適切な支配力をもつ

若者が人的資本のニー
ズや制約，およびそれ
に取り組むプログラム
に関して，十分かつ正
確な情報をもつ

アイデンティティを認
め，行動の変更にイン
センティブを与えるこ
とによって，意思決定
を支援

政策措置とプログラム

成績を条件とし，能力
とニーズに基づく対象
を絞った奨学金（例．
バングラデシュの女子
中等教育奨学金プログ
ラム）

若者向けの所得条件付
による零細金融（例．
オーストラリア，タイ）

学校ベースの情報，教
育，および広報キャン
ペーン（ケニア）

「より良い生活の選択
肢カリキュラム」（イ
ンド）

職業カウンセリング・
プログラム（例．フィ
リピンの海外労働者プ
ログラム）

非認知スキルの訓練を
強調するためにカリ
キュラムを改革，学校
の意思決定に生徒を含
める

成績を条件とする現金
移転（例．メキシコの

「機会」）

タバコ税

政策目標

若者が人的資本を保護
し開発するサービスへ
のアクセスを回復する
のを許容

罪を犯した人や武力抗
争の戦闘要員だった人
に希望を与える

政策措置とプログラム

若者が主流の教育制度
に再参加するのを支援
する需要主導型プログ
ラム（例．卒業同等資
格）

若者の HIV/ エイズ治
療

労働需要とうまくリン
クした再訓練プログラ
ム（例．ラテンアメリ
カの「若者」）

修復的司法と費用効果
的な更正プログラム

（例．ルーマニア，南
アフリカの「真実和
解」）

表 1　政策目標，方向性，措置，およびプログラム
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国家政策との調整と統合化の改善．若者の問題がその性質上さまざ

まな部門に関係しているのに対して，それに影響するほとんどの政

策というのは各部門内で策定されている（ボックス 5）．したがって，

調整のチャレンジは大変そうである．成功を経験した諸国というの

は，全省庁によって支持されながら，若者向けに首尾一貫した国家

的な枠組みを立案している．この枠組みは国の政策策定や予算編成

とうまく統合化されている必要がある．調整機関としては有効であ

ろうが，資金不足で，担当分野が広い青少年を担当する省庁が運営

する単独のプログラムであってはならない．

発言権の強化．若者に発言権がないということは，改革の支持層と

しては弱体だということを意味する．親は幼い子供たちのためには

代弁するが，若い成人の意見や抱負をそのように代弁してくれるこ

とはない．にもかかわらず，若者は公の場で自分の考えを表明する

機会も自信も欠いている．若者は公的生活にフル参加するよう激励

される必要がある．政府やその他機関は若者と意思疎通をはかるこ

とを学び，公的プログラムを若者にとって魅力的にし，サービス提

供のパートナーとして，そのはかりしれない才能を利用する必要が

ある．

評価の実施．若者向けのプログラムや政策に関する厳格な評価の欠

如は，それがたとえ非常に有望であっても，信頼性を損なうことが

ある．本報告書の作成はこのようなギャップがあるためチャレンジ

であった．ボックス 5 のような研究はきわめて稀である．このギャッ

•

•

•

　ケニアで最近完了した無作為抽出による実験では，多部門
にまたがるあるプログラムが評価された．それは若者と家族
にとって多大な出費になるが，若者に学校の制服を提供する
ことによってインセンティブを与えるというものである．こ
のような制服を提供することによる教育費の引き下げは，男
女両方の退学率に大きな効果をもたらしただけでなく，初め
て妊娠・出産する 10 代の少女の割合も低下させたのである

（図参照）．この効果は具体的に早期妊娠を対象としたプログ
ラム（ケニアの HIV/ エイズ授業向けの教員研修プログラム）
のものよりも大きかった．単なる部門別の視点しかなければ，
このような波及効果は計算外となったことであろう．

ブンゴマ地区とブテレ・ムミアス地区にお
ける学校制服の提供は，退学率を引き下げ
ただけでなく，10代の間で妊娠・出産を遅
らせた
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割合（％）

男子
退学率

女子
退学率

子供を生
み始めた

女子

比較グループ
制服を受け取った生徒

出所：Duflo 他 (2006)．
注：実験グループと比較グループの相違は統計的に有意．

ボックス 5 ケニアのブンゴマ地区とブテレ・ムミアス地区では全員が盛装して出かける
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プに取り組むためには，政府における能力構築と，プログラム決定

に際して証拠に基づいた基準を利用するインセンティブが必要であ

る．そういった知識は公共財なので，国際的な資金調達も必要であ

ろう．表 1 に示した政策やプログラムは厳格に評価されたものだけ

でなく，専門家の判断に基づいて有望とみられるものを含んでいる．

そうしなければ，まさしく単なる寄せ集めになっていたことであろ

う．

　本報告書で提起した問題のなかには，解決不可能なものが含まれてい

るかもしれない．結局のところ，親たちは長い間ティーンエージャーの

子供たちのことについて愚痴をこぼしてきた（その逆も真なり）．そう

いった問題は人間が成熟していくことの一部であり，開発経済学の埒外

にある．しかし，本書では若者の人的資本の開発について行動を起こす

ことの可能な別の懸念材料を摘出している．その懸念は取り組みを放置

しておくと，あらゆる開発をリスクにさらしかねない．幸いなことに，

良い政策や制度にも支えられて，若者がうまく対応してきているだけで

なく，成功を収めて，全世代の未来に貢献している事例も豊富に存在し

ている．
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1997 年にチリの大学生が貧困層向けに最低限の生活水
準を提供するために，夏季プロジェクトとして始めたプ
ログラムのおかげで，最初の 2 年間で延べ 4,000 人の
ボランティアが動員され，チリ南部の最貧地域に 2,156
戸の住宅が建設された．2004 年までに，「チリのため
の住居」（Un Techo Para Chile）プロジェクトは，ボ
ランティアを毎年 18,000 人以上動員し，基本的な住宅
を 24,000 戸以上建設した．このグループは技術訓練，
教育，零細金融，保健，司法サービス，コミュニティ
サービスに関するイニシアティブも打ち出している．こ
のようなイニシアティブを通じて，「自国のための住居」

（Un Techo Para mi País）プロジェクトはほかのラテ
ンアメリカ諸国とその経験を共有するようになっている

（www.untechoparachile.cl）．

なぜ今なのか，そしてどのように？

　発展途上国の人口のなかで若者の割合が未曾有の大きさに達してい

る．多くの諸国では，出生率の低下を背景に，若者の割合は現在が最高

水準だということになる可能性が高い．これは挑戦であると同時に，そ

れ以上の見返りをもたらすであろう．ただし，次世代の労働者，世帯主，

市民，および指導者にかかわる政策や制度が，うまく設計・施行される

ことが前提となる．それは容易ではないものの，先鞭をつけている国が

いくつかあるように，不可能ではない．

　機会，選択する能力，選択が狂った際の再起のチャンスが，政策が若

者の人的資本投資について適切な環境を作り出したかどうかを検証する

際に，覗き込むべきレンズとなる．

IP A R T
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　途上国における 12-24 歳の 13 億人の若者は経済的および社会的に次

世代を担う行為者となる．したがって，彼らを労働者，企業家，親，市民，

およびコミュニティ指導者として，将来に十分備えさせることが，貧困

削減と成長の軌道に向かうためにはきわめて重要である．人間開発は積

み重ねであるため，この世代に投資して，準備をさせる機会を逸してし

まうと，若者と社会の両方にとって取り返すのは非常に高コストにつく

だろう．

　児童が人間開発の初期段階で挫折すると，それから立ち直るのはむず

かしいということはよく知られている．しかし，新しい環境を考えると，

各途上国政府はこれまで達成してきたことを踏み固めて，それを土台と

して前進していくためには，もう少し年齢の高い層のニーズ，すなわち

若者の人的資本開発という次世代の問題に取り組んでいなかなければな

らない，ということを意味する．初等教育修了率が上昇しているため，

最貧国においてさえ，それより上のレベルの教育に対して大きな圧力と

なっている．初等教育が途上国世界全体に普及しているため，技術の変

化は，雇用市場における競争で成功するためには若者は基本スキル以上

のものを必要としている，ということを意味する．伝染病から非伝染性

疾患の増加という疫学上の変化を受けて，また，HIV/ エイズなど新し

い疾病の台頭を受けて，若者はかつてとは違って多種多様な健康リスク

にさらされている．最後に，政治情勢の変化と市民社会の発達を背景に，

市民権の意義が変化している．したがって，若者がコミュニティや社会

に有効に関与するために学習すべきことも変わってきている．

　若者の開発ニーズがより鮮明になってくるなかで，多くの途上国では

進行中の人口動態上の変化が若者の人的資本にもっと投資する好機を生

み出しつつある．これは労働者の扶養（子供と高齢者）率が低下してい

るおかげである．労働力の増大を活用する適切な政策が整備されれば，

東アジアの数カ国で実現しているように成長率の加速化という形で，人

口動態面で配当さえ期待できるだろう．

　人口動態上の変化がこれから始まるという諸国（一部のサハラ以南諸

国）では，若者に注目すべきであるという主張は依然として妥当であろ

う．健康状態が変化し，若者を労働者や市民として有効に育成していく

必要性があるからだ．同時に，サービスの提供は，基礎教育と，幼児死

亡率と出生率の低下に必要不可欠な児童や母親向けの保健サービスに焦

点を当てる必要があるだろう．人口動態上の変化がもっと進行している

諸国（一部の東アジア諸国および旧体制移行国）については，高齢者人

若者，貧困削減，および成長chapter 1
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口の増加に伴う財政負担の上昇で若者対高齢者のトレードオフが鮮明化

する前に，若者に対する投資を増強しておくべきだという主張が妥当で

あろう．

　この労働者，企業家，親，および市民の次の波に各国はどのようにう

まく備えているのだろうか？　答えは，バラツキがあるということにな

る．最貧国では初等学校教育にかかわる著しい進展にもかかわらず，文

字が読めない若者が多数いる．それ以外の途上国でも，特に貧困家庭の

若者の多くは，初等学校から中等学校への進学でつまずいている．さら

に，最大の障害は中等教育と高等教育の間にある．労働市場におけるニー

ズの変化に対応したスキル，あるいはリスキーな健康行動を回避するた

めの知識や能力を提供できるように，正式な学校教育の質を改善するな

ど，貧困削減と成長の維持にとって重要なほかの側面を考えると，依然

　青春とは子供が大人になる過渡期であり，若者が生理的，
精神的，社会的，経済的に著しい変化のプロセスを通じて，
次第に大人として認められ，自分自身を認めるようになる時
期である．したがって，年齢というよりも段階といえる．エ
ネルギー，情熱，創造性に溢れた時期ともいえ，「自分が若
いと思えば若い」という表現が生まれるゆえんとなっている．
これは青春がとっくに過ぎ去った人たちの間で特に人気のあ
る表現だ．
　研究や政策のためには，青春の時期をもっと厳密に規定し
たほうが有益である．もっとも適切な年齢レンジに関する意
見は分野によって大きく異なっている．保健の分野では，青
春というのは女子の場合は初潮で始まり，男子の場合はもっ
と徐々に進行する肉体的な成熟化の年齢，すなわち典型的に
は 10-16 歳のことになる．社会科学における青春は，さま
ざまな面で成人の地位を獲得することとして定義される．初
潮，卒業，雇用，結婚，投票といった出来事で特徴付けられ，
大人になるということは長期にわたる自己増殖的で，しばし
ば 20 代まで継続するプロセスであると理解されている．社
会心理学者の主張では，大人であると感じる主観的な感情は，
年齢や特定の地位など大人である客観的な証と少なくとも同
じくらい重要である．ほとんどの研究は先進国に関するもの
ではあるが，10 代後半や 20 代前半の若者は往々にして自分
はまだ大人ではないと感じているようだ．この長い半自立の
時期は，若者が大人の役割を試行はしているものの，それに
必ずしも束縛されていない人生の新しい段階であると考える
向きも一部にある．
　ほとんどの国では，法律によって大人として取り扱ってよ
い，つまり子供としての保護がなくなる年齢を規定している．
したがって，人は子供から大人へと一晩で変身することにな
る．しかし，就学が義務的でなくなり雇用が法的に許容され
る年齢は，通常は 11-16 歳とやはり国によって幅がある．犯
罪にかかわる法的な責任はもっと早く負わされることもある

が，16 歳前後になるまでは成人として責任を問われないの
が一般的である．投票による政治参加は，典型的には 18 歳
ないしそれ以上にまで先延ばしになっている．同様に，義務
的なものか任意によるかは別として，兵役はしばしば 18 歳
まで禁止されている．未成年への販売に関して規制がある諸
国では，タバコの購入が許されるのは 15-18 歳以上である．
アルコール消費は，未成年に関して法的な規制がある国では
18-21 歳にならないと認められない．ただし，25 歳まで禁
止されている国もある．
　若者に関する国の政策では，受益者について年齢層が規定
されているのが普通である．下限年齢は約 12 歳（ヨルダン）
から 18 歳（バングラデシュ）までと幅がある．場合によっ
ては，ハンガリーのように厳密に規定されてない場合もある．
同国の青少年局は 0-14 歳と 15-26 歳の両方を対象にしてい
る．上限年齢は 24 歳前後（ジャマイカ）から，35 歳（ケニ
ア）や 40 歳（パキスタン）までとやはり幅がある．
　国連の「世界青少年行動計画」（World Program of Action 
for Youth） で は，「 青 少 年 」 は 15-24 歳 の 人 と 定 義 さ
れ，WHO と UNICEF は 10-19 歳について「アドレセント」

（adolescent），15-24 歳に「ユース」（youth），10-24 歳に「ヤ
ングピープル」（young people）という用語を使っている．
このような国際機関が 10-24 歳というより幅広い年齢層を用
いているのは，若者政策の多くはしばしば 15 歳になる以前
に成果を出す必要があると考えているからだ．
　このように意見に幅があることを考慮して，本報告書では
文脈に応じてさまざまな年齢の幅を使用している．しかし，
大体において，学習とスキルに関する重要な基盤が築かれる
12-24 歳という年齢層に焦点を当てることにしたい．本書で
は「ユース」と「ヤングピープル」は同義語として扱っている．

ボックス 1.1 青春とは何か？

出所：Fussell (2006)．
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としてまだなすべきことが多く残っていることは明らかであろう．

　途上国が若者に焦点を当てる場合，開発という視点からは，少なくと

も 5 つの側面ないし過渡期を考慮する必要がある．学習，就労，およ

び健康リスクの回避という 3 つはすでに指摘した．4 番目の側面として，

若者は良い親になる方法を学ぶ必要がある．5 番目に，民主化の動きを

受けて参加と市民的自由が広がる状況下，若者は市民としてどのように

振る舞うかについても学ばなければならない．このような 5 つの過渡

期（学習，就労，健康，家族形成，市民権の行使）に取り組めば，各国

には大きな見返りがあるだろう．

貧困削減と成長のさらなる進展にとって若者は決定的に
重要である
　途上国世界の貧困は過去 20 年間に著しく減少したが，減少幅が最大

なのは東アジア（中国を含めても除いても）と南アジア（インドを含め

ても除いても）である．その結果，途上国全体としては貧困削減にかか

わるミレニアム開発目標を達成できる可能性は大きい．しかし，東アジ

アと南アジアを除く全地域は未達成に終わりそうである注 1．

　もっと広範囲にわたって貧困を削減するためにはどうしたらよいだろ

うか？　過去の『世界開発報告』によれば，経済成長，人的資本，エン

パワーメント（権限付与），および社会的保護といった基本的要因をベー

スとする戦略が必須なことが明らかである注 2．その要因は相互依存的

であるため，あたかも「全輪駆動」車の車輪のように，複雑な地形を走

行するために互いに補完し合っている．

若者と貧困削減
　若者はこれにどこで関係してくるのだろうか？　本報告書では広く

12-24 歳の年齢層を若者として考えたい（ボックス 1.1）．青春という

のは集中的に学習する時期であり，自分自身や家族が貧困から脱却す

るのに必要な人的資本を身に付けることができる（定義 1.1）．学習と

いうのは経済的に生産的な成人になるために必要とされるスキルに限定

されるわけではなく，健康リスクを回避したり，責任ある配偶者，親，

あるいは市民になる，といった人生のほかの側面もカバーしている注 3．

学習はさまざま形で行うことができる．正式な学校教育を通じるのが普

通ではあるが，親，仲間，家族，コミュニティ，および仕事上の経験を

通じても学習できる．若者の学習能力は高齢者と比べると非常に高いた

め，学校や職場でスキルや健康的な習慣，あるいはコミュニティや社会

に関与するという意欲を獲得する機会を逃すと，それを取り戻すのはき

わめて困難である．

　機会喪失の是正に要する高コストは，正式な学校教育を考えればもっ

ともわかりやすい．多くの者にとって，初等学校から中等学校への進学

が思春期の特徴である．しかし，この段階で退学率が急上昇することも

ある．初等教育が義務化されている諸国ではとりわけそうである（概観

「早く結婚すると，子供たちに悪い結
果をもたらす．彼らも親と同じこと
になってしまうからだ．」

ナイジェリア，アブジャの若者，
2005 年 12 月

　本報告書では人々が生活や仕事の上
で必要とする幅広い知識，スキル，お
よび能力のことをさすのに，「人的資
本」という用語を使っている．伝統的
には，人的資本は経済的な生産性に影
響する教育と健康の水準を意味する．
本報告書では，この伝統的な概念に加
えて，生活に成功するために必要とさ
れるスキルや能力を強調している．こ
れは職場，家庭，およびコミュニティ
という 3 つの主要なカテゴリーに区分
される．職場では，仕事を確保・維持
するためにさまざまなスキルや能力が
必要とされるが，それには自己規律や
チームワークなど，仕事をするための
技術的な能力以外のものも含まれる．
家庭では，健康と良い親になるとか，
対立を管理ないし解決するとかいった
スキルが必要である．コミュニティで
は，コミュニティに所属する，その特
権や保護を享受する，その責務を果た
すといったことにかかわるスキルや能
力が必要とされる．

定義 1.1

人的資本
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の図 1 参照）．この段階で退学した人が復学することは普通はまずあり

得ない．復学を容易にしてくれる補習教育のプログラムがある，あるい

は学位と同等な正式資格を授与してくれる国がほとんどないことも一因

であろう．仕事や，若い女性の場合は家庭や子供といった競合的な需要

が，復学にとってさらに障害になる．意気阻喪と恥辱も一役買うことが

あるし，一度中断された認知発達は回復するのかどうかという疑問もあ

る．ギャップが大きい場合は特にそうであろう（第 3 章）．継続的雇用（第

4 章）や市政関与（第 7 章）に伴う学習などほかの機会喪失についても，

同じような議論が当てはまるだろう．

　人間としての能力を早期に形成することは若者自身を待ち受けている

将来の機会にとってだけでなく，貧困の世代間伝達を緩和するためにも

重要である．教育程度の高い若者は家族規模の抑制や，子孫の健康や福

祉への投資に積極的である．女性に対するインパクトは特に大きい注 4．

どの途上国でも，中等水準以上の教育を受けている女性の場合，平均的

な子供の人数は大幅に少ない．母親の教育は子供の健康や出生時体重に

強く影響している．途上国全体として，なかでも南アジアとサハラ以南

アフリカの低所得地域では，子供の予防接種率は母親が何らかの中等教

育を受けている場合に高くなっている注 5．

　親の学校教育は子供の認知発達にとっても重要である．エクアドルに

関するデータによれば，親の教育水準が高いほど，3 歳という非常に幼

い子供の認知発達に対するインパクトが大きくなっている．しかも，そ

のインパクトは子供の年齢が上がるにつれて顕著になる注 6．親の教育

程度が高いほど子供の健康状態がよいという点を制御しても，この傾向

は当てはまっている．

　若い時に人的資本を形成することが重要であるとすれば，ミレニアム

開発目標に反映されているように，開発にかかわる国際公約のなかで人

生のこの段階が際立っているのは，何ら驚きではないだろう．8 つの目

標のうち 7 つは直接ないし間接的に，若者の成果に関係しているとい

える（ボックス 1.2）．

　しかし，若者の人的資本開発についても，さまざまな側面がミレニア

ム開発目標ではカバーされていない．能動的な市民になるべく若者に準

備させるという点が特に欠如している．教育のなかでは，教育の質が十

分強調されていないし，健康にかかわる目標は HIV/ エイズ以外の健康

リスクや妊婦の健康リスクを考慮に入れていない．

若者と公平性
　貧困削減は絶対的収奪の削減以上のことを意味する．相対的収奪ない

し不公平性も非常に重要である注 7．公平性にかかわる懸念は，人的資

本形成について早期介入を強調することにつながっている．というのは，

不公平（昨年版『世界開発報告』の用語を使えば，「機会の不平等」と

いえる）は若い時から急速に定着しやすいためである．基礎教育が普及

している途上国では，少なくとも学校教育に関する限り，機会の不平等

「隣に頭のいい女の子が住んでいるが
就学できなかった．母親に入学金の
250 レンピラ（約 13 ドル）がなかっ
たからだ．」

ホンジュラスの若者，
2006 年 1 月

「教育はまったく包容的ではない．」

ブラジル，レシフェの若い障害者，
2006 年 1 月
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の多くは，貧しい若者が退学するとか，裕福な若者より質の劣る教育を

受けるとかという形で，若い時に発生している（第 3 章）．貧困家計出

身の若い女性の多くにとって，青春は早期の結婚あるいは早期の妊娠の

時期に相当し，実質的に高次の学校教育や雇用の機会を封印することに

なる（第 5 および 6 章）．他人との連帯や，民族的あるいは宗教的に異

なる人々に対する態度も若い時に形成され，それは若者のアイデンティ

ティや，社会における他人との関係にかかわる意識にとって重要であろ

う（第 7 章）．したがって，機会の平等を促進し，個々人が潜在力をフ

ルに発揮できるようにするためには，青春というのは重要な時期なので

ある．

若者と経済成長
　若者が貧困を脱して，より充実した生活を送ることができるようにな

るための人的資本形成にとって，青春というのは人生のなかでは重要な

時期である．若い時に形成された人的資本は，それがスキルのレベル，

健康，あるいは市政や社会的な関与のいずれであれ，長期的な経済成長

　ミレニアム開発目標は子供たちに基本的なサービスを提供
することにかかわることである，という一般的な受け止め方
をされているが，8 つの目標のうち 7 つは，実は，若者の成
果に関係している．
　普遍的な初等教育の達成（目標 2）と，男女平等の促進と
女性のエンパワメント（目標 3）という 2 つの面では，そ
の一環として若者に関する教育成果が明示的な目標となっ
ている．サハラ以南アフリカを中心に若者が直面している
HIV/ エイズの高リスクは，若者がどのくらいリスクを認識
しているか，若い妊婦の感染率，孤児が直面しているリスク，
といったことに関連する 3 つの指標を通じて（HIV/ エイズ
の拡散との戦いではどれもが非常に重要である），目標の対
象になっている（目標 6）．国際的な開発の将来に関するス
テークホルダー（利害関係者）としての若者の役割は，国際
的開発のためにグローバル・パートナーシップを形成する一

環として，若者の雇用機会を強調することを通じて認識され
ている（目標 8）．
　若者が明示的な焦点になっていない場合でも，目標達成の
ためには若者の関与が重要なことがある．出生率の高い諸国
ではその 20-30％，低い諸国では 50% 相当部分が若い女性
が寄与したものである（第 6 章）．女性の学校教育，出生率，
乳幼児の健康との間にはよく知られている関係があることを
考えると，若い女性の教育と継続的な生殖保健ニーズは，幼
児死亡率に関する目標 4 と，妊婦の健康の改善に関する目標
5 を達成するために非常に重要である．要するに，若者が人
的資本を形成し，それを使う機会に恵まれるようになれば（学
校教育の改善，健康の改善，あるいは生産的な雇用の増加な
どを通じて），世界は極端な貧困と飢餓を撲滅するという目
標 1 の達成に大きく近づくのである．

ミレミアム開発目標 8つのうち 7つは若者の成果に関係がある
ミレニアム開発目標 若者固有の直接ないし間接の目標
目標 1．極度の貧困・飢餓撲滅 間接

目標 2．普遍的初等教育達成 目標 8．15-24 歳の識字率

目標 3．男女平等促進・女性のエンパワメント 目標 9．初等・中等・高等教育における男女比率
目標 10．15-24 歳の識字率に関する男女比率

目標 4．幼児死亡率削減 間接
目標 5．妊婦の健康改善 間接
目標 6．HIV/ エイズ・マラリア・その他疾病との戦い 目標 18．15-24 歳の妊婦の HIV 感染率

目標 19．15-24 歳のうち HIV/ エイズに関して包括的で正確な知識をもっ
ている人の割合
目標 20．10-14 歳の孤児と非孤児の就学率の相対比

目標 8．開発のためのグローバル・パートナーシップ形成 目標 45．15-24 歳の男女別失業率

出所：筆者．ミレニアム開発目標と若者固有の目標に関しては，http://unstat.un.org/unsd/mi/mi_goals.asp を参照．

ボックス 1.2「ミレニアム開発目標というのは若者についてのことではないよね？」　いや，そうである！
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の重要な決定要因でもある．

　もっとも明確な証拠はミクロ経済面に見られる．学校教育は賃金に反

映されているように，生産性を上昇させるということが永続的にわかっ

ている．後述の通り，中等教育および特に高等教育を受けた人々の平均

賃金は，熟練度のより高い労働者に対する需要が増大するため，時間と

ともに上昇している．この証拠は賃金労働以外の部門でも当てはまる．

教育のある農民は新しい技術を採用しやすいであろうし，農業生産性に

関するほぼすべての研究によれば，農民の教育水準が高いほど土地の収

益率は高くなっている注 8．知識の普及と外国直接投資にとって，教育（と

りわけ中等教育水準までの）がある労働者が大勢存在することが重要で

あることは，多数の研究で裏付けられている注 9．ラテンアメリカ・カ

リブ諸国のコンピュータ普及率と生産性は東アジア諸国と比べると低い

が，それは中等教育を修了した労働力の割合が低いことが一因であると

されている注 10．

　マクロ経済モデルでも成長と生活水準に大きな影響が及ぶ可能性が

示唆されている．もっとも有力な証拠は HIV/ エイズが成長と生産性

に及ぼすインパクトに見られる．HIV/ エイズの感染率が高い諸国では

15-24 歳の若年層が特に感染しており，新たな感染者の過半数を占め

ている．感染率が 20％以上に達している南アフリカでは，この疾病の

蔓延が阻止できなければ，GDP の成長率は 0.85-1.5％ポイントのレン

ジで低下すると予測されている注 11．この感染症が最近ピークに達した

ケニアでは，ある予測によれば，1 人当たり所得が 1990 年の水準を

回復するのに 40 年以上かかるということである（ボックス 1.3）．感

染症はまだ少ないものの急増傾向にあるロシアでは，病気の拡散を抑

える措置が何もとられなければ，2020 年の GDP は 10％低下する可能

性がある注 12．

　マクロ経済効果については，国別に回帰分析を行うという伝統的なア

プローチをとってみると，結果は必ずしも明瞭ではない注 13．その一因

として，学校教育修了年数などかなり大雑把な測定値を活用する以外に

は，若い時に形成される人的資本を首尾一貫して計測することは困難で

あるとうことが指摘できる．さらに，制度や需要が弱いため，人的資本

はすべての諸国で成長を一貫して押し上げるわけではないということを

意味する．しかし，定量的な関係を越えたある分析では，成長と労働力

に体化されている人的資本の質との間には強固な関係があることが見出

されている注 14．

　若者は短期的には成長にとって大きな資源ともなる．多くの途上国で

は，若者は求職者のなかで最大のグループを形成している．失業者に占

めるシェアをみると，中東や北アフリカの多くの国では 50％強，カリ

ブでも 40％強に達している．若者がブラブラしているのは産出の喪失

として高いコストにつく．カリブ諸国では，若年失業を低下させれば，

失われた賃金だけに基づいても，GDP が 0.3-2.7％増加するという推計

がある注 15．

「仕事をしていれば，憂鬱，少年非行，
暴行などにふけっている時間やエネ
ルギーなどない．」

ネパールの若者，
2006 年 1 月
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　若者が生産的な仕事に就けなければ，他の形でも代償が大きくなる．

犯罪がしばしばこの年齢層で最高になっており，投資環境に傷が付いて

いる国が多数ある．ジャマイカでは，放火を除き起訴された犯罪の過半

数が 17-29 歳の若者によるものである注 16．若者の犯罪が 1％減少すれ

ば，観光客が増加して，観光収入は 4,000 万ジャマイカドル（約 100

万米ドル），つまり 4％増大する可能性がある注 17．

若者が直面するチャレンジはどのように変化してきたか？
　若者の人的資本開発は貧困削減と成長にとって重要であるだけでな

く，状況の変化を考えると，多くの途上国がこれまでになくこの段階に

焦点を当てなければならないということも意味する．

　ケニアの若者は世界のそのほかの地域でもほぼ同様である
が，教育を継続するか，それとも働き始めるかという現実的
な選択を迫られている．性的にも活動的となり，それに伴う
快楽とリスクを享受している．後者には HIV/ エイズのよう
な性感染症の感染が含まれる．少し時間が経過すれば，若い
成人としてパートナーを選んで，子供をもち，家庭生活の責
任を負うようになる．このような決定が人的資本と長期的な
経済成長に及ぼすインパクトを検証するため，Bell, Bruhns, 
and Gersbach (2006) は成長の源泉が人的資本蓄積になるよ
うな重複世代モデルを構築した．
　そのモデルでは，人的資本は子供の養育と正式な教育の両
方を通じて，知識や能力が世代間伝達する形で蓄積される．
学校教育が劣悪，学校教育の拡大が限定的，あるいは HIV/
エイズによる成人の早死という事情を反映して，人的資本が
増加しない場合，成長プロセスは頓挫することになるだろう．
ケニアでは，エイズの犠牲者は若い成人，つまり，たいてい
は養育・保護を必要とする子供のいる働き盛りになったばか
りの人々が圧倒的に多い．
　親の死はその本人の人的資本を破壊するだけではない．次
世代以降の人的資本を形成するメカニズムを弱体化させるこ

とにもなる．なぜか？　影響を受けた家庭の生涯所得は減少
し，それに伴って子供の教育をファイナンスする手段も失わ
れる．残された子供たちは正式な教育を補完する親の知識と
指導を失うからでもである．
　モデルが示唆するところによれば，HIV/ エイズが原因で，
ケニアの国民所得は 2040 年までにほぼ半減する（ボックス
の図）．ケニアでは，1980 年代以降停滞している 1 人当た
り所得が 1990 年水準を回復するには，エイズがあるシナ
リオでは，エイズがないシナリオと比べて 5 年長くかかる．
2040 年で見ると，1 人当たり所得はエイズがない場合に比
べて 15% 低くなる．ただし，エイズがないシナリオでは人
口が多くなるため，1 人当たり所得は実際には 2010 年まで
エイズがあるシナリオよりも低くなることに注意が必要であ
る．
　成長率低下の主因は中等教育の普及が阻害される点にあ
る．卒業者の生産性が低下し，人的資本の子供への伝達もう
まくいかないためである．2040 年までで見ると，HIV/ エイ
ズのせいで平均的な人的資本の獲得が約 10 年間遅れること
になるのである．
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ケニアでは，HIV/ エイズが国民所得と 1人当たり所得に，大きなインパクトを与えている

国民所得のシミュレーション 1 人当たり所得のシミュレーション

エイズがない場
合の国民所得

エイズがある場
合の国民所得

エイズがない場合の
1 人当たり所得

エイズがある場合の
1 人当たり所得

ボックス 1.3 10 年間の喪失――HIV/ エイズがケニアの人的資本蓄積と経済成長に及ぼしている
影響

出所：Bell, Bruhns, and Gersbach (2006)．
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基礎教育へのアクセス拡大
　最貧国の多くでは，子供に対する基礎教育の提供が進展したため，政

府は今や若干年齢が上の子供たち，つまり若者の学習ニーズに直面して

いる．初等教育修了率は著しい挑戦であったにもかかわらず，南アジア，

サハラ以南アフリカ，ラテンアメリカ・カリブなどを中心に，大幅に上

昇している．就学年齢の児童数が増加していることもあって，初等以降

の水準の教育制度に対する圧力が高まっている（図 1.1）．この面でほ

とんど圧力のない地域はヨーロッパと中央アジアだけである．出生率の

低下を受けて初等学校卒業者の数が減少しているためだ．

　初等教育の成果をベースに前進していくためには，初等以降の教育機

会と初等教育の拡大のバランスをはかることが必要である．初等教育修

了という成果が最近のことである諸国では，特に前期中等教育を中心に

中等教育へのアクセスを提供することが，重要な挑戦課題となっている．

中等（特に前期中等）教育へのアクセス提供に成功している諸国では，

後期中等教育と高等教育へのバランスのとれたアクセス拡大が，より大

きな問題となっている．しかし，途上国世界全体に共通しているのは，

学校教育がますます普及するなかで，教育制度としては生徒もより多様

化しており，各自の興味や能力に歩調を合わせるためには，学習に関し

てもっと選択肢を広げる必要がある，ということも認識しなければなら

ないという点である．

高学歴労働者に対する需要の増大
　グローバルな環境が違った形で変化している．多くの途上国では中等

教育や高等教育を修了した労働者の賃金が，初等教育修了者に比較して

それほど高くなかった 20 年前とは異なり，高等教育修了者だけでなく，

国によっては中等教育修了者の賃金が今や高騰しているのである注 18．

ラテンアメリカ・カリブの労働市場では，初等あるいは中等教育修了者

の収益率は著減する一方，高等教育修了者の収益率が上昇している（図
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図 1.1　ほとんどの地域で初等学校を修了する生徒数は増加している
2003 年の初等学校卒業者数（1990 年＝ 100）

初等教育修了率上昇による

対象集団の規模の変化による

東アジア・
太平洋

ヨーロッパ・
中央アジア

ラテンアメ
リカ・
カリブ

中東・
北アフリカ

南アジア サハラ以南
アフリカ

出 所： 初 等 教 育 修 了 率 に 関 し て は，World Bank, UNESCO Institute for Statistics (UIS), and OECD (2006); 
World Bank (2006h)．
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図 1.2a　高等教育の収益率は時ととも
に上昇してきている
ラテンアメリカ（1990 年＝ 100）

高等教育

初等教育

中等教育

出所：Behrman, Birdsall, and Szekely (2003)．
注：推計は都市部における 30-55 歳の男性の賃金
を対数化したものを回帰分析．ただし，賃金に影
響するさまざまな要因を制御した 18 カ国における
71 件のサンプル調査に基づいており，毎年の平均
サンプル数は 7,000 人以上となっている．

図 1.2b  高等教育の収益率は初等教育と
の相対比でも上昇してきている
ガーナ（1987 年の初等教育＝ 100）

ベトナム（1998 年の初等教育＝ 100）

大学教育

後期中等教育

前期中等教育
初等教育

大学

技術 / 専門学校

高等学校

中学校
小学校

出所：Gian 他 (2006); Schultz (2003)．
注：ガーナに関する推計は，学校教育後の経験など
ほかの要因を制御して，35-54 歳の男性の賃金を対
数化した回帰分析に基づく．ベトナムに関する推計
は，主たる雇用が賃金部門である 18-65 歳の労働者
の賃金を対数化した回帰分析に基づく．
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1.2a）．ガーナでは，大学教育の収益率に関しては時の経過とともに著

しい上昇がみられ，その結果として，初等教育修了者の収益率と比べる

とかつてよりも大幅に高くなっている．ベトナムでは高等および後期中

等教育（高等学校）修了者の収益率は，初等教育修了者と比較して上昇

している（図 1.2b）．

　高等教育のプレミアム上昇は，主に新技術の普及に伴いスキルに対す

る需要が増大していることを反映したものである注 19．20 年前，貿易の

拡大で途上国では未熟練労働者に対する需要の増大が期待された．しか

し，途上国では新技術の広がりに伴って，熟練労働者に対する需要が急

増しており，熟練労働者の供給が増加しているにもかかわらず，収益率

は大幅に上昇している．最近の研究によれば，実際には熟練労働者の増

加がスキル偏重の技術革新を促進して，スキルに対する需要の増加につ

ながっているのである注 20．

　スキルに対する需要の増大を受けて，より高次の教育の価値が高まり，

成長にとってもより重要になっている．まさに，多くの諸国ではより高

次のスキルをもった労働力の形成が，投資環境の改善，競争上の優位性

確保，そして一般的には成長エンジンの維持にとって重要な一環となっ

ている．より高次の教育，なかでも高等教育にかかわる収益率のほとん

どは私的なものである．したがって，公的資金供与，あるいは少なくと

もアクセスの公平性にかかわるニーズを凌駕するような公的資金の供与

に対しては，収益率の引き上げというのは論外である．しかし，グロー

バルな市場がどのようにスキルに報いるのかについて，重大な変化が生

じていることが注目を集めているのは確かである．

新しい健康リスク
　健康環境も変化している．乳幼児の健康が徐々に改善する一方で，新

しい疾病が出現している．その結果，青年期における性的な手ほどきと

経験は，特に HIV 感染率が非常に高いサハラ以南諸国の一部では，こ

れまでになく大きなリスクをはらんでいる．サハラ以南アフリカ以外で

は新旧感染症への取り組みが進展しているものの，若者の間では非伝染

性の疾病や傷害が著増している．道路や自動車交通の増加は交通事故死

の増加につながっている．ベトナムでは，交通事故が若者の間で最大の

死因となっている注 21．タバコは途上国では若者向けにかつてよりもか

なり積極的に販売されているし，違法薬物もより簡単に手に入るように

なっている注 22．

政治の性格変化と市民社会の発展
　人々が政治プロセスに自由に参加できない，あるいは表現ないし信

条の自由が制限を受けている諸国の割合は，1975 年の 40％から 2005

年には 25％にまで大幅に減少した（図 1.3）．そして選挙による民主制

度を採用する諸国が著増している．この増加の多くは，ベルリンの壁崩

壊と東ヨーロッパや旧ソビエト連邦における共産主義の終焉を契機とし

20051975
0

25

50

75

100

図 1.3　最近の人々は昔よりも政治プロ
セスに参加しているし，市民権や自由度
も大きい
国の割合（％）

自由なし

一部自由

自由

出所：Freedom House (2006)．
注：自由度の格付けは政治的権利と市民的権利に
関する 2 つの測定値を複合したものである．それ
ぞれ 1（もっとも自由度が低い）から 7（もっとも
自由度が高い）までの間でランク付けされている．
詳細は www.freedomhouse.org を参照．
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たものである．途上国世界では民主化の進展に伴って，公的な意思決定

を下位政府に分権化する傾向や注 23，市民社会組織，コミュニティの利

益集団，そのほかの非政府組織を通じた市民参加を重視する動きがみら

れる注 24．これを受けて，人々が政治活動に参加して，各種フォーラム

を通じて発言権を行使する機会が増加している．したがって，市民とし

ての権利と義務に関して若者を訓練し準備させる（この種の関与のため

に必要な社会的資本を身に付けさせる）ことが，ますます重要になって

きている．

グローバリゼーションと新技術
　若者はかつてよりもグローバルな世界で成長している．アクセスの方

法はさまざまであるが，グローバルなメディア，映画，音楽，そのほか

の文化的な輸出の広がる範囲が拡大していることを背景に，情報の流れ

が著増している．より自由な貿易のおかげで，人々が目にできる財やサー

ビスも拡大している．さらに，急速な都市化や国境を越える人の流れで

示されているように，移動性というものの増加が消費の可能性にかかわ

る認識を高めている．インターネットや携帯電話など新しい技術は若者

の間で非常な人気を博している．本報告書作成に当たって収集したデー

タによれば，インターネットの主要な利用者は若者であり，途上国に

おけるインターネット利用者の 40％，あるいはそれ以上を占めている．

しかし，アクセスをみると，エチオピアの 1％未満から中国の 50％強

と大きなバラツキがある（図 1.4）．

　新しい情報通信技術のインパクトはアクセス度が異なっているため，

各国間と各国内の両面でバラツキがある．一方では多くの中所得国の，

特に都市部ないし中流階級の若者は，ラジオ，テレビ，あるいはインター

ネットを通じて，情報アクセスが容易である．他方，なかでも低所得国

の大多数の若者は新しい情報源はおろか，ラジオやテレビといった伝統

的な情報源についてさえ，アクセスが非常に制限され続けている．

　より多くの情報にさらされている効果には善悪の両面がある．性や生

殖にかかわる保健に関連した問題については，特に学校や家族を通じた

情報の提供がほとんどない場合には，多くの若者にとってインターネッ

トは重要な情報源となる．しかし，新旧両メディアは性や暴力に関して，

53%30%29%
15%13%12%0.05%

43%61%50%60%52%70%67%

図 1.4　インターネットへのアクセスには大きなバラツキがあるが，利用者のなかでは
若者が圧倒的に多い
（2005 年 ）

エチオピア インドネシア ガーナ
エジプト・

アラブ共和国
キルギス
共和国 中国アルメニア

インターネット・アク
セスに占める 15-24
歳の割合

インターネット利用者
に占める 15-24 歳の
割合

出所：WDR 2007 InterMedia surveys．
注：「インターネット・アクセス」とは本調査の直前 4 週間におけるインターネット利用と定義されている．
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若者を濾過されていない誘惑的ないし困惑的なイメージにさらすことが

ある．両タイプのメディアは西洋の消費に関して誇張したイメージを宣

伝するため，機会が若者が抱いている期待に見合わない場合には欲求不

満をもたらすこともある．

　メディアへの露出の増加がもたらすインパクトは現地の文化と，その

輸入に対する反応にも依存する．途上国世界のかなりの地域では，宗教

的運動の台頭がメディアが時として教えているより寛容な態度に対する

拮抗力として機能している．このような運動は性や結婚（婚前の純潔を

重視），および健康（アルコールや麻薬の利用拒否につながる）に関す

る若者の行動様式や態度にみられる変化と関係している注 25．

人数は重要か？　人口動態上の変化はどのように若者の
機会に影響するか？
　環境の変化を受けて若者の人的資本形成に焦点を当てる必要性が高

まっているちょうどその時期に，多くの途上国では人口動態上の好まし

い変化に後押しされて，若者に投資するユニークな機会が生み出されつ

つある．

未曾有の大人数
　途上国における現在の若者グループは約 13 億人と過去最多に達して

いる注 26．現在の予測に基づけば，12-24 歳の若者の数は 2035 年に 15

億人というピークに達した後，緩やかに減少に向かう．人数が横ばい状

態になるのは出生率が低下しているためである．出産適齢期にある女性

の人数の増加が鈍化していることを考慮すると，多くの諸国および途上

国全体では，この若者グループは現在すでに上限に達しているか，また

はそれに近い水準にある（本章末のさまざまな人口動態に関するスポッ

トライトを参照）．

　横ばい状態には地域別の相違が隠されている（図 1.5）．一方では，

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050
0

100

200

300

400

500

図 1.5　途上国世界における若者人口のトレンドは地域ごとに大きなバラツキがある
若者人口（100 万人）

南アジア

東アジア・太平洋

サハラ以南アフリカ

ラテンアメリカ・カリブ

ヨーロッパ・中央アジア
中東・北アフリカ

出所：United Nations (2005b)，中位予測．
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東アジアにおける若者の数（中国のウェイトが大きい）は，すでにピー

クを打って減少に向かおうとしている．ヨーロッパ・中央アジアについ

ても同様である．他方では，1950 年水準に比べてすでに 4 倍以上になっ

ているサハラ以南アフリカの若年人口は，予想可能な将来に向かって急

増が予測されている注 27．南アジア，ラテンアメリカ・カリブ，中東・

北アフリカは両極端の中間にある．ラテンアメリカ・カリブ地域はピー

クないし長い横ばい状態に達している．南アジアと中東・北アフリカで

は，若者の人数は今後約 25 年間でピークに達するまで，緩やかな増勢

を続けるものと予想されている．

少数の例外を除き相対的シェアは低下
　若者の絶対数は興味深いものの，それにはやはり限度がある．経済的

および社会的に福祉に対する投入（生産要素）の供給が固定的でないか

ぎり，これが決定的に重要な変数であるとはいえないように思われる．

このうち土地など一部の要素の供給は確かに比較的固定的かもしれな

い．ただし，過去 50 年にわたり人口が急増した時期に，土地の供給は

経済成長，賃金，あるいは貧困の説明要因としてはあまり重要ではなかっ

た注 28．実物資本（機械やインフラ）などほかの投入は増やすことが可

能である．

　先進国の実績が示唆しているところによると，長期的な結果にとって

は，若者グループとそれより高齢者のグループとの相対的な規模のほう

が，絶対人数よりも重要である．OECD 諸国では戦後のベビーブームを

受けて，1970 年代には非常に多数の若者が労働市場に参入した（第 4

章末のベビーブームに関するスポットライトを参照）．この集団はそれ

以前の世代と比べて低い賃金と高い失業を経験した．

　このような初期のマイナスの経験に長期的な効果（あるいは傷あと）

があるかどうかを研究した結果にはバラツキがみられる．若年層が相対

的に大きいということに伴うインパクトは長期的には逓減する，あるい

は場合によっては消滅する，という結論を出しているものもなかにはあ

る．一方，教育程度の低い人々を中心に，より持続的な効果があると主

張している研究結果も多い（第 4 章）．したがって，途上国に関して結

論を導く際には慎重でなければならない．ただし，ベビーブーム世代と

いうのは相対的な規模では，現在の途上国で労働市場に参入しつつある

若者の大集団にほぼ匹敵している点に留意しておきたい注 29．

　両者の相違はほとんどの途上国では，若者グループの相対的規模が

縮小傾向をたどっているという点にある．図 1.6 は各国の人口動態が

それぞれ異なる段階にあることを示している．例えば，中国はずっと

先行しているが，シエラレオネは遅れている．シエラレオネを除くと，

若年人口の高齢人口に対する比率がピークを付けたのは 1970 年代な

いし 80 年代となっている．この比率のそれ以降の低下には著しいもの

があり，25-50％のレンジに達している．少数の国では（シエラレオ

ネはその 1 つ）相対的な規模はまだ上昇している．このグループには，
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アフガニスタン，チャド，コンゴ民主共和国，赤道ギニア，エチオピア，

ギニアビサウ，リベリア，ニジェール，コンゴ共和国，ソマリアが含

まれる．アフガニスタンを除き，これらはすべてサハラ以南アフリカ

の諸国である注 30．

　ほとんどの途上国で若者グループの相対的規模が低下しているとい

うことは，大きな集団を形成していることによるマイナスの効果は，

たとえ大きいにしても，やはり小さくなりつつあるということを意味

する．しかし，その相対的シェアが上昇している少数の諸国にとっては，

もし適正なマクロ経済政策と労働市場政策が欠如していれば，若者の

シェア増大は若者にとって困難な雇用条件をさらに悪化させる可能性

があろう注 31．
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図 1.6　若年層の相対的規模はほとんどの途上国で扶養率と同じく減少している

中国 ブラジル

ベトナム エジプト・アラブ共和国

インド シエラレオネ

％ ％

％ ％

％ ％

12-24 歳人口の 25-60 歳人口に対する相対的規模
0-14 歳および 65 歳以上人口の 15-64 歳人口に対する扶養率

出所：United Nations (2005b)，中位予測．
注：点線は 2005 年を示す．
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扶養率低下に伴う好機の窓口
　若者グループのシェア低下は，人口動態が変化する時期に生じる，生

産年齢人口に対する被扶養者（子供と高齢者．慣例として前者は 15 歳

未満，後者は 65 才以上と定義されている）の比率が低下に向かう前兆

となる．若者層シェアの軌跡は扶養率をそのまま反映するが，人口動態

上の変化が相当進展して，生産年齢人口に対する高齢者の割合が高まる

ことによって扶養率が上昇する場合だけは，大きな乖離が発生する（図

1.6）．

　人口動態が変化する時期に扶養率が低下すると（生産年齢人口の非

生産年齢人口に対する比率が上昇すると），経済成長率は押し上げられ

る注 32．これに関する最も有力な証拠は東アジアでみられる．日本，香

港（中国），大韓民国，シンガポールでは，1965-90 年における高成

長の 25-40％は，生産年齢人口の高い伸びのおかげであるとされてい

る注 33．

　人口動態上の配当を通じて成長率が高まる可能性は 2 つの理由に基

づいている．第 1 に，1 人当たりの労働供給が増加すると，しばしば出

生率の低下に伴う女性労働供給の増加と相まって，1 人当たりの潜在的

な産出を押し上げる．もちろん，この労働供給の増加は生産的に雇用さ

れる必要があるだろう．第 2 に，生産年齢人口（ほかの人口に比べる

と人生のなかで貯蓄段階にある可能性大）のシェア増大に伴う 1 人当

たり貯蓄と投資の増大も，成長率を押し上げるだろう．東アジア諸国は

労働市場への新規参入者の増加を非常にうまく吸収した．貯蓄も増加し

ている．ただし，これが生産年齢人口の比率上昇に起因するものかどう

かは今のところ不明である．ミクロのデータは貯蓄に関するライフサイ

クル仮説と整合的ではないからだ注 34．平均余命の上昇などほかの要因

が貯蓄増加の原因かもしれない注 35．

　人口動態上の配当の経路に関する文献は決定的ではないものの，扶養

率の変化に伴う人口動態の配当という考え方は，公共支出にとっては実

際的な意義がある．所得ないし消費に対する課税でまかなわれているこ

の種の支出は，納税者人口の受益者人口に対する比率に影響されるだろ

う．扶養者は典型的には純納税者ではなくて純受益者であり，初等およ

び中等学校教育，中等以降の教育（多くの場合），職業訓練プログラム，

保健プログラム，年金などの費用負担を政府に依存している．人口動態

が変化する初期段階では，高齢者の人口は少なく，主要な純受益者は子

供と若者である．多くの途上国では扶養者と若者の納税者人口に対する

割合が低下しているため，公的資源を子供や若者に投資するための経済

的環境は改善する公算は大きいであろう．扶養率が 25％低下した国で

は，生産年齢の各人から税金として徴収した 1 単位のレアル，バーツ，

リラ，あるいはルピーは，同比率がピークであった年と比較して，扶養

者 1 人当たりの支出の 33％増加を負担することができる．このような

投資の増加は子供や若者の人的資本形成に役立ち，今度はそれが成長に

対してプラス効果をもたらすだろう．

「私たち若い女は母親になる準備がで
きていない．勉強を続けたいのに，
娘が生まれたので私の選択肢は一変
した．今では義務がたくさんあるか
らだ．これが人生で成功する障害に
ならないよう祈っている．」

ホンジュラスのエイリン，19 歳
2006 年 1 月
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　扶養率はすべての途上国で低下しているわけではない．前述したシエ

ラレオネのような国では，人口動態の変化はまだ始まっておらず，扶養

率は依然として上昇している注 36．同国では，扶養率が上昇しているた

め，子供や若者が利用可能な資源は 1 人当たりでみると着実に減少し

ており，おそらく過少投資と低成長の悪循環につながるであろう．幼児

死亡率と出生率を低下させる真剣な努力がない限り，この状況が変わる

ことはないであろう．ほかの途上国については，環境がこれほど良いこ

とはかつてなかった．世界的な変化を受けて若者に焦点を当てる政策の

必要性が高まっているちょうどその時期に，人口動態が変化しているお

かげで，それがいっそう容易になっているのである．これはまさに朗報

といえよう．

　しかし，扶養率の低下で出現している好機の窓口もやがて閉鎖される

ことになるが，それが早い国と遅い国とに分かれる．多くの途上国はま

るで先進国のようになろうとしている．先進国は人口に占める高齢者の

シェア上昇に伴って，扶養率の上昇という結果にすでに直面している．

早い時期に急激な出生率の低下という変化を経験している中国では，人

口の急速な高齢化を受けて，早くも 2010 年には扶養率の上昇が始まる

だろう．今後 10 年間に扶養率が上昇すると予測されているそのほかの

諸国としては，アルメニア，グルジア，タイがある．高齢者向け支出の

増加圧力を受けて，増税か支出削減（子供・若者向けを含む），あるい

はその両方を求める圧力が高まることになろう．つまり，若者に投資す

るのに今ほどの好機はないのである．

若者は現在のチャレンジにどれくらい準備ができている
か？　半分空っぽのグラス
　各国は若者の人的資本をどの程度うまく形成しているのだろうか？　

全体的な姿としては，平均的には着実な進展があるものの，人的資本の

改善を内容やグループごとにみるとバラツキがある．つまり，やるべき

ことがたくさん残されているといえる．

　教育水準は世界的に上昇してきており，現在の若者は平均的には以前

の若者と比べて長い期間にわたって学校教育を受けている．幼児死亡率

や年齢別身長など健康に関する伝統的な尺度をみると，現在の若者は

もっとも健康的な世代でもある．HIV/ エイズの感染率が非常に高い諸

国と男子の早期死亡率が高い旧ソビエト連邦の一部諸国を除けば，現在

の若者が高齢に至るまで生存する確率は空前の高さにある注 37．これは

誇るべき実績ではあるが，平均の背後には各国間および各国内における

大きな格差が隠されている．

　一方の極には，ほぼすべての途上国で良質な中等教育の利益を享受し

ている若者が一部にいる．彼らは大学に進学することが期待できる．な

かには先進国で上級学位の取得をめざす者さえいるだろう．ニジェール

のような国では，フランスで勉強を続ける若者の人数のほうが本国の高

等教育機関にいる若者の人数を上回っている（第 8 章）．途上国の裕福
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な若者は就学期間中に，アルコールや麻薬，あるいはセックスを試した

経験があろうが，前途洋々であり，困った結果に陥っても何とか対処で

きるお金があり，おそらくは意識が高いため，そのようなアドベンチャー

が悪い成果につながる懸念は小さいであろう．より良質な教育にアクセ

スできるため，チームとして働くとか，困難な状況に自信をもって対処

できるとかいった，「より柔軟な」人生のスキルを学ぶことができるの

である．さらに，相対的に親の教育程度が高くて裕福であることから，

その子供である若者の多くはコミュニティや社会のなかで，自分の存在

感を身に付けることができるだろう．

　他方の極には，機会がまったく異なっている膨大な数の若者が存在

する．多くは子供の時に学校に行かなかったか，あるいはもっとも基

礎的なスキルさえ修得する前に退学してしまったかである．その結果，

15-24 歳の若者のなかで，識字能力のない人が 1 億 3,000 万人もいる

のである．そのほとんどは南アジアとサハラ以南アフリカに集中してお

り，男性よりも女性のほうが多い（図 1.7）．就学した若者について平

均的な就学年数をみると，やはり同じようなパターンで，裕福な若者の

ほうが貧しい者よりも就学年数が長い（ボックス 1.4）．

　ほとんどあるいはまったく教育を受けていない貧しい若者にとって，

人生の機会は限られている．ほとんどあるいはまったく教育を受けてい

ない青年は労働市場では非常な不利に直面する．子供の時から働いて

いる割合も高い．国際労働機関（ILO）の推計によれば，2000 年現在，

12-14 歳で働いている子供は 8,400 万人もいた注 38．児童労働者は大き

くなるにつれて，雇用や賃金にかかわる選択肢が非常に限定されてく

る．多くの貧しい若い女性をみると，教育が限られている（あるいはまっ

たくない）ということと，多くの諸国でいまだに一般的な早婚との間に
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図 1.7　貧困世帯出身の若者の多くは識字能力というもっとも基本的なスキルを修得していない
15-24 歳の識字率（％）
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ボックス 1.4 若者の視点からみた公平性と開発

　『世界開発報告 2006』では，教育，健康，および社会参加
の能力など重要な機会における不平等に焦点を当てるべきで
ある，との主張がなされている．このような不平等は社会的
グループ相互間や時を超えて永続化する傾向があるためだ．
その結果，不平等の罠に陥ってしまい，なかにはそこから脱
却できないグループも出てくる．これは本質的に考えて，人
は自分の潜在力がどれほどのものかを理解できないので，ま
た，手段としても，不平等の罠は成長とダイナミズムを妨害
するため，有害であるといえる．
　不平等のほとんどは若い時に固定化してしまう．これは経
済的な背景が異なることが原因で，若者が直面する機会に膨
大な格差があるためだ．
　もっとも基本的なスキルである識字率の格差が，若者の将
来的な所得獲得の潜在力やその家族の経済的な将来性にどの
ように影響するかについてはすでに検討した．しかし，就学
している人々の間でも機会には大きな格差がある（図 1）．
　推察がつくことではあるが，15-24 歳の 1 人当たり所得と
教育到達度との間にはかなりの相関関係がある．しかし，ほ
とんどの低所得国では，最貧 20％層の家計出身の若者は，
そもそも初等教育（6 年間）のサイクルでさえ，修了しよう
という意欲を失っている．一方，最富裕 20％層出身の若者
はほとんどどこの国でも修了が当然である．貧困家庭出身者
のなかでは，女子は男子と比べて初等学校を修了する割合が

はるかに低い．恒久的な貧困に加えて，このような格差は社
会にとっては莫大なコストとなる．貧困層の若者は自分の才
能をフルに発揮することができないためである． 
　若者がスキルや経験を形成することができる生産的な仕事
へのアクセスについても，出身家庭の貧富に応じて非常に大
きな格差がある（図 2）．貧困世帯出身の若者が自宅外で賃
金労働に就労できる可能性は，裕福な世帯出身の若者に比べ
てずっと低い．場合によっては，この可能性の格差は膨大に
なる．ボリビア，パナマ，パラグアイなどでは，この格差は
特に顕著である．
　若い女性にとって，思春期ないし青春時代は同じ年頃の男
性と比べて，機会に関して格差が生じる時期となっている（第
2 章末の性差に関するスポットライトを参照）．また，その
格差は貧困でさらに大きくなる．貧しい若い女性は裕福な若
い女性と比べて初等学校教育を修了する確率が低いだけでな
く，15 歳以前に妊娠する可能性がずっと高く（図 3），それ
は自分の健康と福祉および子供の福祉にとって有害であるこ
ともある．つまり，貧困家庭出身の 15-24 歳の女性にとって，
人生の軌跡は非常に多難だといえよう．
　このような不平等に取り組むことは，若者が社会にもっと
フルに参加できるようにすることによって機会の不平等に取
り組むことの重要な一環をなしている．
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学校や仕事にかかる若者の機会は貧困層と富裕層とで大差がある

図 1　学校教育修了の年数（15-24 歳）

図 2　賃金労働への就労率（15-24 歳）
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は相関関連がある（第 6 章）．サハラ以南アフリカに関する多くの研究

によれば，結婚すると性的接触がより頻繁になるため，早婚の女性が

HIV/ エイズに感染するリスクが高まる．若い女性が妊娠・出産する可

能性は，貧しい家庭出身の場合のほうが高くなっている（ボックス 1.4）．

このような貧困と低教育水準の組み合わせは，その若者が自分自身ない

し子孫の面倒を見る準備ができておらず，貧困を永続化させているとい

うことを意味する．

　膨大な数に達する今日の若者の多くは以上の両極端の中間に位置して

いる．就学が遅れたり，頻繁に留年したりで，依然として初等学校にと

どまっている者が大勢いるのである．就学の遅れは紛争終結後という環

境下ではより一般的である．カンボジアでは，15-19 歳児のうち 15％

は 2001 年に初等学校に入学したばかりである．残りの児童も初等学校

は普通に修了するだろうが，中等学校への進学でつまずく可能性が大き

い．学校へのアクセスが悪い，カリキュラムが生徒の関心を引かない，

特に貧困層にとってはコスト（機会費用を含む）が高い，といったこと

がその原因である．にもかかわらず，中等学校に進学する者もいるが，

大体において，仕事や人生に必要なスキルを修得する者は先進国に比べ

ると少ない．また，貧困家庭出身の若者の学習水準は富裕家庭出身者に

劣っている（第 3 章）．

　若者が直面するチャレンジは労働市場に関連したスキルの修得だけで

なく，健康リスクをうまく避けたり，コミュニティや社会に建設的に関

与するためのスキルにまで及んでいる．多くの若者がアルコールや薬物

の過剰摂取あるいは無防備な性交の結末を十分知らされている，といっ

た状態からはほど遠いのが現実なのである．HIV/ エイズ予防策に関す

る知識はまったく普遍化しておらず，多くの場合，ほんの少数の若者に

限られている（第 5 章）．規則的な喫煙は多くの途上国できわめて一般

的である．アルメニア（44％），インドネシア（58％），メキシコ（29％），
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貧困家庭出身の若い女性の機会は早期の妊娠・出産で制約を受けている

図 3　早期（15歳未満）の妊娠・出産率（15-24 歳）
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ボックス 1.4（続き）
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ネパール（55％）では，15-24 歳の男性における喫煙率は 25％以上に

達している注 39．多くの途上国では学校で公民という教科が教えられて

いるが，単に授業が行われているというだけの状態で，改善の余地が大

いにある（第 7 章）．学校評議会，コミュニティ組織，あるいは地方自

治体など，若者がコミュニティに関与する機会は，各国間と各国内の両

面で大きな格差が存在している（第 3，7 章）．

　最後に，大勢の若者が職を見つけられないでいる．世界的にも失業率

は若者のほうが成人よりも高くなっているが，一部の途上国では，若者

の失業率が成人の 5-7 倍にも達している（第 4 章）．失業率が唯一の問

題というわけではない．多くの若者は生産性の低い仕事から脱却できな

かったり，職場にも学校にもいないという状態にある．

　このような問題すべてが若者の人的資本開発を阻害している．

政策当局者は何に焦点を当てるべきか？　5つの過渡期
　若者がもっている潜在力を実現し，自分自身と社会の福祉に貢献でき

るようにするために，政府としては何に焦点を当てるべきかということ

については，すでにほとんどのところを述べてきた．若者は学習を継続

して，スキルを身に付け，人的資本を修得する必要がある．スキル修得

というのは仕事のためのスキルを対象にするだけでは不十分だ．若者は

多種多様な健康リスクを管理することを学ぶ必要があるからだ．家族計

画や出産間隔を空けることに失敗した時に生じる貧困の世代間伝達を削

減し，適切な子育てをするためには，親になるための十分な準備もでき

ていなければならない．さらに，若者は自分が暮らしているコミュニティ

や社会に対して，市民として積極的に関与するようになるために学んで

おかなければならない．

　学習，就労，健康維持，家族形成，市民権行使という 5 つの側面は，

社会科学の文献では「過渡期」（transition）といわれている．「過渡期」

という用語は若干誤解を招きやすい．就職や家族形成などの側面は，過

渡期の要素がほかの側面に比べて大きいからだ．しかし，すべてが人的

資本の形成，維持，使用，再生産に関係しているため，貧困削減と成長

にとっては決定的に重要である．最近の研究もこの 5 つの過渡期に脚

光を当てており，成人への過渡期に成功するためには，人的資本の形成，

適切な選択を行う能力，充足感の醸成が必要であることが強調されてい

る注 40．

　このような過渡期が正確にいつ起こるかは年齢によって異なるが，さ

まざまな過渡期がより明確になってくる 3 つの際立った局面を考える

といいだろう．だいたい 12-14 歳という早期の局面では，重点は学習

におかれている．15-18 歳ないし 15-20 歳という中間の局面では，学

習は継続しているが，就職のウェイトが大きくなってくる．健康を害す

る行動の多くは年齢とともに増加し，この段階にくると重要さを増して

いる．この年齢層の上のほうの若者は投票を通じて市民権を正式に行使

し始めているし，若い女性の多くは妊娠・出産の局面に入っている可能
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性もあろう．最後の 18-24 歳という局面では，仕事と出産の重要性が

高まるだろう．

　このような過渡期が実際にどう展開するのかは国や人により異なる．

貧しくて，ほぼ農業経済のハイチでは，12-14 歳という早期局面は初等

学校が中心だ（図 1.8）．14 歳になっても，12-24 歳の 4 分の 1 は留年

と初等学校教育開始の遅れあるいは中断が原因で，正式には 12 歳で終

わるはずの初等学校にまだ就学したままである．12-24 歳のうち中等学

校に進学するのは一握りの人だ．10 代でも年齢が上がってくると，若

者の中等学校就学率は漸減し，10 代後半になると急低下する．女子の

就学率は一貫して男子を下回っている．労働市場への参加率は年齢とと

もに上昇し，特に 15-16 歳になると急上昇する．やはり男子のほうが
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「若いチンピラ連中のことだが，勉強
ができないからという問題ではない．
問題は…教師が厳しすぎて，権威主
義的なことだ．教師は授業中に一方
的にしゃべっているだけで，生徒と
議論しようとしてくれない．若者は
勉強はできるのに，その意欲を失っ
ているのだ．」

ペルーのエルビス，21 歳
2006 年 1 月
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女子よりも高い．

　ハイチにおける喫煙の体験も年齢とともに増えるが，総じて低水準に

とどまっている．タバコ製品に対するアクセスが所得の制約を受けてい

る多くの低所得国では，これは共通してみられる現象である．性交渉は

もっと一般的で，女子の 30％，男子の 50％が 16 歳までには性交渉を

したと回答している．この自己申告による男女格差は誇張されている可

能性がある．性行動に関しては，女性は過少申告，男性は過大申告する

傾向があるためだ．結婚は 24 歳未満の男性の場合には一般的ではない

が，女性の場合は 18 歳以上になると著増している．若い女性の 4 分の

1 近くは 24 歳までに結婚して，ほぼ 10％は子供を出産している．自

宅外の市政ないし社会団体への関与は 12 歳以降になるとほぼ一貫して
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図 1.9　12-24 歳のチリ人の過渡期
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上昇しているが，20 代半ばに近づくにつれて鈍化する．

　高位中所得国であるチリでは，5 つの過渡期はハイチと同じものもあ

れば違うものもある（図 1.9）．14 歳になってもまだ初等学校にとどまっ

ている若者が大勢いるものの，中等学校の就学率そのものはもっと高い．

初等学校では 15 歳以降，中等学校では 18 歳以降になると，まだ就学

している若者は非常に少なくなる．労働市場への参加は年齢とともに上

昇しているが，ハイチでは 15-16 歳以上であるのに対し，チリでは 18

歳以上になると急上昇している．市政への関与はこの年齢層になると漸

増しており，ハイチの場合に非常に似通っている．

　チリがハイチの場合と一番違うのは，健康にかかわる行動と家族の形

成に関してである．チリでは，思春期にアルコール，タバコ，麻薬を体

験する割合がずっと高く，若者の 3 分の 2 が 16 歳までにどれか 1 つ

は体験済みである．また，多くの若者はかなり若い時期に性交渉を体験

したと報告している．女性の 20％以上，男性の 40％以上が 16 歳まで

に初体験したと回答している．この数字はハイチに匹敵する．ただし，

チリでは 12-24 歳の結婚比率はハイチよりも低い．

　5 つの過渡期はそれぞれ別個に議論したが，相互作用がある．学校教

育が長ければ労働力としての参入が遅れる，あるいは妊娠・出産は労働

市場の参加率を低下させる（少なくとも一時的には）など，相互関係の

なかには自明なものもある．しかし，男性の場合は仕事と結婚の関係な

ど明確でないものもある（ボックス 1.5）．すべての過渡期にとって助

けになるような政策環境が整備できれば，政府にとっては膨大な利益が

もたらされるだろう．

　中東・北アフリカ（MENA）の諸国では，若い男女につい
て学校教育が普及している．1960 年には 15 歳以上の女子
は平均で 1 年未満の学校教育しかなかったが，2000 年には
4.5 年以上に達した．この間に男子の学校教育の平均年数は
約 1.5 年から 6 年強にまで上昇した．その結果，MENA 地域
の学校教育水準は途上国のほぼ平均水準になっている．
　しかし，MENA の失業率は世界的に最高水準にあり，4 人
中 1 人の若い男女が求職中となっている．成長率が途上国の
平均以下にとどまっていることが，高失業の一因である．雇
用が見つけられないのは，市場に適した学習やスキルを教え
ない学校制度の結果でもある．加えて，労働市場は既存者の

権利を保護しているため，若者を中心とする新人は参入がむ
ずかしい．
　就職が困難なことから，教育修了資格の価値は低下し，若
者集団は嘲笑し続けている．別の結果として，若い男性を中
心に晩婚化がみられる．MENA 地域は，20-24 歳の男性のう
ち既婚者の割合が，1970 年代以降最大の下げ幅を示してい
るという点で際立っている．定性的な研究によれば，家族形
成ができないということに関して，若い男性の間では欲求不
満がうっ積している．しかし，このようなトレンドが家族や
社会に及ぼす影響を見極めるためには，さらなる研究が必要
であろう．

出所：National Research Council and Institute of Medicine (2005); Mensch, Singh, and Casterline (2006)．

ボックス 1.5 中東・北アフリカの男性にとっての仕事と結婚
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さまざまな人口動態

なぜ若年人口はピークに近づきつつあるのか？
　なぜ若者人口はそんなに多いのか？　人口動態上の変化
の主因を思い出してみよう．人口動態が変化する前，死亡
率と出生率は高いもののバランスがとれていると，人口の
増加率は低くなる．人口動態は死亡率の低下で変化し始め
る．死亡率が低下する一方で，出生率が典型的には一定期
間にわたり高水準のままとどまっていると，人口の増加が
加速化する．やがて出生率も低下すると，人口増加率が減
速する．出生率と死亡率がともに新しい低水準で落ち着く
と，人口動態の変化は終了して，人口増加率が低い（ある
いはゼロ）という状態に戻る．
　高所得国では 1800 年代から 1900 年代前半にかけて人
口動態の変化が生じたが，死亡率の低下は長期にわたる緩
やかなものであった．出生率と死亡率のギャップが非常に
大きくなったことは一度もなく，人口増加率が年 1％を超
えることはほとんどなかった．
　途上国の人口動態の変化は量的にまったく異なってい
る．死亡率が 1950 年代から 60 年代にかけて急減して，
なかには人口増加率が年 4％を超えた国もあった．出生率
の低下時期にはまちまちであったが，大方の途上国では
1960 年代にそうなり，世界人口の増加率は年約 2％のピー
クに達した．1960 年代における急速な人口増加（「人口
の爆発」）は，今日の若者集団が大きいことの原因となっ
ている．現在の若者は人口爆発世代の子供なのである．
　ブラジルを検討してみよう（図 1）注 1．人口動態の変

化は 1950 年までにすでにかなり進展しており，死亡率
が 1,000 人当たり 15 人にまで低下するとともに，出生
率もほぼ同 45 人となっていた．人口増加率は年約 2.8％
と，高所得国で人口動態が変化した時期に経験したどれ
よりも高くなった．出生率は 1950 年代に低下したが，死
亡率のほうの低下テンポが速かったため，人口増加率は
1960-65 年に 3％のピークを記録した．これは世界人口
の増加率が史上最高に達した時期でもある．
　出生者数は 1950 年代に死亡率の急低下に対応して，主
に乳幼児死亡率の低下に牽引されて急増した（図 2）．出
生者数は 1960 年代後半から 70 年代前半にかけて横ばい
になったが，これは 60 年代に始まった出生率の急低下を
反映したものである．出生者数は 1970 年代後半に再び急
増して 1982 年にピークを打ったが，これは人口学者が人
口の慣性と呼ぶものに牽引されたからだ．1950 年代に生
まれた人々が出産適齢期に達したため，出産適齢人口の規
模が拡大したということである．
　ほかの途上国の経験もブラジルに類似しており，出生者
数が最大であった時期が違うだけである．出生率の大幅な
低下は 1960 年代に始まっており，途上国全体としては若
者人口は今や横ばい状態に近づきつつある．現在，途上国
世界には 12-24 歳の若者が 13 億人存在しており，これが
2035 年には 15 億人に増加して，その後は減少に向かう
と予想されている．

スポットライト

　現在の若者のほとんどは親よりも規模が小さな家庭に生まれているが，親の世代に比べると圧倒的に数が多
い．途上国全体としても，個別にも多くの諸国では，若者の人数がピークを迎えつつある．これは人口の増勢（出
産適齢人口の規模の大きさに基づく人口増加の慣性）が，徐々に出生率の低下に追いつかれてきているためだ．
現在 13 億人に達している若年人口は予測可能なかぎりの将来にわたり，緩やかな増加を続けるものと予想さ
れる．これはサハラ以南アフリカ，中東・北アフリカ，南アジアにおける若年人口の持続的な増加が，東アジ
アとヨーロッパ・中央アジアの緩やかな鈍化を相殺するためである．
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図 1　ブラジルでは人口動態上の変化
で，1960-65 年に人口増加のピークを迎
えた
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粗出生率

自然増加率

粗死亡率

出所：United Nations (2005b)，中位予測．
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各国のパターンはさまざま
　出生率低下の時期と速さに応じて，各国における若年
人口はそれぞれ違った軌跡を描くだろう（図 3）．出生率，
死亡率，および人口慣性の間の複雑な相互作用の結果とし
て，4 つの独特なパターンが生まれる．
　グループ 1．このグループの国は典型的には早い時期に
出生率が低下したため，若年人口はすでにピークを通り越
している（中国，ロシア）．このグループに属するほかの
諸国は次の通り．アルバニア，アルメニア，キューバ，グ
ルジア，モーリシャス，ポーランド，タイ．
　グループ 2．このグループの国は出生率の変化を第 1
グループよりやや遅れて経験しており，ちょうど今頃

（2000-10 年）にピークを迎えつつある．なかにはピーク
が突然訪れる国（ベトナム）もあるが，多くの諸国では長
い横ばい状態があって，若者人口はピークに達してからも，
20-30 年間にわたり比較的一定であると予測される（ブラ
ジル）注 2．このグループに属するほかの諸国は次の通り．
アルゼンチン，チリ，コスタリカ，イラン・イスラム共和
国，インドネシア，南アフリカ，スリランカ，トルコ．
　グループ 3．このグループの国は 2010-30 年の間に人
口のピークを迎える．一部の国は比較的急激であるが（イ
ンド），そのほかの多くの国は長い横ばい状態になるだろ
う（エジプト・アラブ共和国）注 3．このグループに属す
るほかの諸国は次の通り．バングラデシュ，マレーシア，
ニカラグア，ペルー，フィリピン．
　グループ 4．このグループの国は予測可能な将来にわ
たって，ピークを迎えることはないだろう（パキスタン，
シエラレオネ）．ほとんどの場合，出生率の変化が停止し
ている，緩やかに進展している，あるいはまだ始まってい

ない，のいずれかである．このグループに属するほかの諸
国は次の通り．アフガニスタン，カンボジア，チャド，コ
ンゴ民主共和国，赤道ギニア，エリトリア，エチオピア，
グアテマラ，ギニアビサウ，ケニア，ラオス人民民主共和国，
リベリア，モザンビーク，ニジェール，ナイジェリア，パ
キスタン，ルワンダ，セネガル，ソマリア，ウガンダ，イ
エメン共和国．
　このグループのなかでも国ごとに著しい相違が見られ
る．コンゴ民主共和国やシエラレオネのように出生率低下
が非常に遅かった諸国では，若年人口が今後数十年間にわ
たって急増を続けると予測されている．扶養率はまだ低
下しておらず，若者 1 人当たり利用可能な資源が減少し，
若者の人数が年長労働者の人数と比べると伸び率が高いた
め，労働市場は新規参入者の増加で圧力を受けることにな
るだろう．パキスタンやセネガルなどほかの国では，若年
人口の伸びはもっと低いと予測されている．扶養率が低下
して，若者に対する投資をめぐる経済環境は着実に改善す
るだろう．若者集団の相対的規模も小さくなるので，労働
市場の圧力も緩和するだろう．
　このような各国独特のパターンが，途上国世界において
若者の絶対数が横ばい状態になりつつあるのを下支えして
いるのである．人数が減少する国もいくつかあろうが，そ
れはほかの国における増加で相殺されるだろう．地域別に
見ると，東アジアとヨーロッパ・中央アジアではもう減少
を経験しつつある一方，中東・北アフリカ，南アジア，サ
ハラ以南アフリカではさらに増加しようとしている．その
なかで最後のサハラ以南アフリカが増加テンポが最速とな
ろう．
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図 3　若年人口のトレンドは国により大きく異なる
12-24 歳人口（1950 年＝ 100）
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　次世代の労働者，指導者，企業家が過渡期をうまく乗り切れば，発展

途上国の成長と貧困削減にとって大きな潜在力が期待できる（大きなリ

スクにもさらされる）．若者の人的資本と社会的資本が国民所得を決定

するだろう．次世代が家計，コミュニティ，労働力，および国家の中心

を担うようになるのに伴って，彼らの決定が社会のそのほかのすべての

人々の福祉に影響するだろう．政策はどうしたらこれを助けることがで

きるのだろうか？

　政府は若者の生活に影響することをすでにたくさん実施している．こ

れには若者が生活し，働くための一般的な経済的な環境の整備から，教

育の提供，早婚，投票，児童労働に関する法律制定にまで至る多種多様

なものが含まれている．このような政策は十分だろうか，あるいは適切

なのだろうか？　どうしたら改善できるか？　本章では，このような政

策に若者のレンズを当てて，次の 3 つの一般的な方向をめざすべきで

あると主張する（図 2.1）．

若者がスキルを修得して生産的に活用できるような機会を拡大する．

若者がそのような機会を追求する際に，良い決定を下せる能力の修

得を支援する．

悪い決定が自分自身によるものなのか，それとも政府や家族など他

人によるものなのかとは無関係に，そこから回復するためにセカン

ドチャンスを提供する．

•

•

•

機会，能力，セカンドチャンス：政策の枠組みchapter 2

図 2.1　過渡期を 3つのレンズを通して見ると政策に焦点が当たり，影響が拡大して見える
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　政府は若者向けに教育や保健のサービスを提供し，彼らが働く労働市

場に関して，一般的な経済政策や規則を策定している．しかし，若者の

レンズを通して見ると，重大なギャップが現れる．多くの諸国では，初

等教育を迅速かつ大規模に拡大したため，中等学校の収容能力に未曾有

の圧力がかかる一方，必ずしも識字スキルや基本的な生活スキルが修得

できていない．労働市場規制は若年労働者に対して，年長労働者とは非

常に違った影響をもたらすこともある．多くの途上国では若者は市政関

与の基盤に欠けている．したがって，政策当局者としては，若者が自分

の人的資本を開発・維持するのに役立つサービスへのアクセスを改善す

る必要がある．また，若者が生計を維持し，コミュニティ生活にフルに

参加するために，人的資本を活用し始められるような方法を提供する必

要もある．

　若者はある時点で（正確な年齢は文化により異なる），このような機

会をつかみ取る（場合によっては創出する）という決断を下すことにな

る．幅広い一連の機会のなかから賢明な選択をするためには，自分の目

標を明確にして，それに基づいて行動を起こす能力（エージェンシー）

を開発しておかなければならない．若者はアイデンティティを探求して

いるさなかであり，意思決定者として未熟な状況下で，このような選択

を行わなければならない．政府としては，多くの若者が初めて直面する

リスクを管理するための情報や道具を提供することによって手助けする

ことができる．場合によっては，政府の政策は意思決定エージェントと

しての若者の役割を高めることが必要であろう．とりわけ思春期の女子

については，それが当てはまる．というのは，社会のなかでスキル修得

がかなり遅れているか，または自分で選択することができない状態にあ

るからだ．

　大勢の若者が人的資本を開発したり，自分に影響する決定に責任を

もって関与するという機会を奪われており，セカンドチャンスを必要と

している．これを提供しないと，その結果はその後の数十年間にわたっ

て，若者が次世代の労働者や指導者だけでなく，その後の世代に影響を

及ぼす親になっていく過程で，色々な問題を引き起こすことになるだろ

う．セカンドチャンスのためのこれらのプログラムは高価につくであろ

うが，大人を矯正するほど高価ではない．コストを下げるためには，プ

ログラムが人的資本開発にかかわる制度全体とうまく統合化されていな

ければならない．もっとも必要としている人に対象を絞る，リスクテー

キングを助長するようであればモラル・ハザードを解消する，家庭ベー

スのセーフティネットを代替するのではなく補完するものにする，とい

うことも必要であろう．

　要するに，若者のレンズを通して見える 3 つの一般的な政策方向が

示唆しているのは，政府は支出や公共サービスの提供を見直すだけでな

く，若者とその家族が自分自身に投資する環境を改善する必要がある，

ということである．この報告書が以下で詳しく述べるのは，このような

「若者にやさしい政策」に関してなのである（図 2.1）．映像のピントを
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合わせるためには 3 つのレンズを調整しなければならないのとちょう

ど同じく，政策も最大限のインパクトを発揮するためにはうまく調整さ

れていなければならない．機会をつかむ能力が鈍っていたり，方向が間

違っていれば，つかみ損ねてしまうだろう．意思決定能力（エージェン

シー）がより高い場合，機会が期待を大幅に下回るようだと，欲求不満

に陥ってしまう．セカンドチャンスがないようであれば，機会や能力と

は無関係に，成果は著しく低下することになろう．

　このような枠組みは経済学者にはおなじみの人的資本モデルに依拠し

ている（ボックス 2.1）．若者のレンズには性差のフィルターを取り付

けることも重要である．若者の過渡期は男女で違いがあるからだ．若い

女性の福祉を保護しようとしている社会では，往々にして学校教育や保

健ニーズにかかわる女子の機会や能力が制約されている（本章末にある

若者のレンズに性差のフィルターを取り付けるというスポットライトを

参照）．

機会を拡大する
　経済全体および各部門別にかかわる政策はともに人的資本投資の機会

に影響する．教育や保健のシステムにかかわる公的ファイナンスやそれ

らの提供，および規制は，経済が利用できる熟練労働者の数と質だけで

なく，家庭やコミュニティが利用できるスキルにあふれた親と能動的な

市民の数と質をもほぼ決定しているのである．公共支出全体，労働市場，

対外貿易，および通貨供給量など経済全体にかかわる政策が，成長と投

資に影響し，したがって，さまざまなスキルを身に付けた労働者が何人

必要とされるかに影響する．各国の人的資本にかかわる政策や制度は，

若者に将来のスキル（仕事に関するものだけでなく社会的なスキルを含

むものとして幅広く定義する）を開発する機会をどの程度十分に提供し

ているのだろうか？　この「若者のレンズ」は，公共活動の優先度に対

して何を意味しているのだろうか？

　この答えは決して容易だとはいえない．若者に対する制約のなかには

国ごとに大きく異なるものと，共通しているものとがあるからだ．本節

では以下のような政策の優先課題に焦点を当てる．

識字能力や健康にかかわる知識などの基礎的なスキルを高めるため

のサービスについて，特に義務教育化にかかわる量的な目標の達成

を急いできた低所得国と一部の中所得国では，その質とその実用性

を改善する．

ある程度良質な初等および前期中等教育へのアクセスを長いこと提

供することができている諸国については，後期中等および高等教育

におけるより高い水準のスキルを形成する機会拡大にかかわる障壁

に取り組む．

すべての国について，人々がまだ若くて仕事の経験から学ぶのにもっ

とも適した時期にスキルを形成して，生計を独立できるように後押

•

•

•
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しする．

すべての国について，若者が耳を傾けてもらえて，家庭外の市民生

活に参加して，市民権を行使するためのスキルを形成する機会を提

供する．

　このような優先課題への取り組みは政府にとってむずかしい（しかし

•

ボックス 2.1 人的資本モデルの若者への適用

　経済理論の本当の価値が長寿かどうかで決まるのであれ
ば，人的資本モデルは楽々と合格するだろう．その基本的な
考え方は単純で，実証的に検証可能である（一般的には正当
化されている）．追加的な投資（追加的な 1 年間の学校教育，
オンザジョブ・トレーニング［職場内訓練］，あるいは健康
的な生活スタイルの修得など）による限界利益が限界費用を
超過している限り，人は自分の人的資本に投資し続ける．利
益は一生涯にわたり，それは現在にも織り込まれている．も
し利益の一部が他人にも生じるのでれば，政府としては個々
人が決定を行う際に，それを考慮に入れるよう奨励する必要
がある．貧困層が将来的に大きな利益が約束されているにも
かかわらず，今は投資のファイナンスに必要な資源が動員で
きないという場合，公的措置が必要であることもある．
　あらゆる基本的なモデルと同じように，優雅さは前提を単
純化するという犠牲を払って初めて手に入る．そのため，本
報告書では途上国の若者が直面している厳しい現実の分析に
適用するため，そのモデルを修正・拡張した．

政策当局はだれに対して説明責任を負うのか？
　第 1 の前提は，全員のために福祉を最適化すべく，市場の
失敗を是正しようという政府の能力と意欲に関係している．
政府の政策当局は必ずしも外部性を是正したり，全員にとっ
て機会が公平になるようにと，モデルが望むような善意の独
裁者として従順に行動するわけでない．そうではなく，政府
の行動は説明責任に左右されるだろう．それは最終的な受益
者に対してなのか？　監督者に対してなのか？　それとも，
特別な利益集団，一般有権者，自分の家族ないし財布に対し
てであろうか？　これが適切なのかどうかが成果を左右する
ことになる，という点に関しては『世界開発報告 2004』で
みた通りである

注 1
．もし政策当局が若者に説明責任がある

と感じなければ，あるいはもし若者がサービス提供の責任を
問う場所がなければ，人的資本投資にかかわる若者の機会に
は格差が生じるという結果になるだろう（ボックス 2.2）．

だれが投資決定をするのか？
　第 2 の前提は，人的資本投資に関する決定はだれが行う
のかということに関係している．モデルでは若者が自分で決
定することが前提とされている．12-24 歳という年齢の幅は，
意思決定の中心が親ないし家庭からシフトし始める時期にま
さに該当する．そして，ほとんどの場合，両当事者が最終的
な結論について発言権をもつ．しかし，各当事者はどれだけ
の発言権をもつのだろうか？　例えば，若者は働いて家計所
得に貢献すべきであるとか，あるいは学校に行くべきである
とかについて，もし意見が違った場合には，どうやって対立
を解消するのだろうか？　経済モデルでは，子供を親の決定
を受動的に受け取る人として取り扱う傾向が強い注 2．一部
の社会では，特に 10 代の子供がいる親にとっては自明であ
るが，この前提は現実にやや反している．一方，そのほかの
多くの社会では，この前提は若者の機会がいかに社会的な慣
習で制約を受けているかを非常によく示すことになる．モデ
ルを拡張するに際して，人的資本投資を決定するのに家族メ
ンバー間で交渉が行われるということを織り込んである．

人的資本の投資家は情報に通じた意思決定者か？
　第 3 の前提は，意思決定者としての若者の動機と選好に
関するものである．モデルでは，人的資本の投資家は費用便
益を熟知しており，将来を現在の経済的な割引率で適切に割
り引き，投資のリスク度をそれをほかのリスキーな資産と比
較することによって合理的に説明し，自分の現在の選好だけ
でなく，将来の望ましい消費の組み合わせについても情報に
裏づけされた意見をもっている，ということが前提とされて
いる．
　若者の多くについては，人的資本投資のリスク，コスト，
利益に関して，部分的な情報しかもっていない未熟な意思決
定者である，というのが現実である．なかには大人よりも近
視眼的で性急な若者もいて，人的資本のような長期投資の価
値を過小評価する懸念がある．また，若者は自己のアイデン
ティティを形成する途上にあるため，消費の選好も依然とし
て変化しつつあり，簡単に仲間の影響を受ける可能性もある．
ボックス 2.7 と 2.9 でさらに検討する基本モデルの拡張には，
情報の非対称性，アイデンティティの形成，累積的な学習の
動態的効果，行動科学と経済的思考の統合などを明示的にモ
デル化したものがある

注 3
．

　機会，能力，セカンドチャンスに関する一般的な政策のレ
ンズは，人的資本モデルとその若者に対する適用から直接的
に出てくる．本章の残りの部分ではその方法が示されている．

「世の中の人々は生産性という点で大きな相違がある．…こ
の差はほとんどが知識の蓄積や健康の維持…に関係してい
る．人的資本投資という概念は，単にこれらの基本的な事実
を認識して強調しているにすぎない．…あえて私見を述べれ
ば，開発，所得分配，労働の回転，そのほかのたくさんの問
題にかかわる考え方のなかで，人的資本は今後とも長いこと
重要な部分を占めるに違いない．」

　―Gary Becker (1964)，Human Capital

出所：筆者．



機会，能力，セカンドチャンス：政策の枠組み　63 

克服できないわけではない）挑戦を課す．基本を超えるサー

ビスは，提供者と受益者の双方にとって，機会費用が高くな

るので単位コストがより高くなるということを意味する．後

期中等および高等教育に対する公的介入の論拠は，初等教育

の場合ほど強くないゆえんである．

基本スキルを高めるサービスの質と実用性を改善する
　若者のレンズが指摘するところによれば，特に最近，初等

学校就学率にかかわる量的な指標が改善した諸国では，若い

成人に加えて児童に対する基礎サービスの質を改善する必

要がある．初等教育修了率の上昇にもかかわらず，大勢の子

供たちは，仕事，上級の学校教育，ますます結びつきが強

くなり複雑になっている世間を渡っていくのに必要な実際

的なことに対する準備が不足したまま思春期を迎えている．

初等教育に対する公的補助金を正当化する論拠となってい

る識字能力と数量的思考能力は，6 年生でも身に付いていな

いことが多い注 4．「万人のための教育」（Education for All：

EFA）運動をモニターしている UNESCO の最近の報告書は，

次のように断言している．「単に義務的な初等教育など定量

的な目標を重視しているだけでは EFA は実現できないだろう…．世界

中の至るところで，学校を卒業する人数とそのなかで最低限の認知スキ

ルを何とか修得した人数の間には膨大なギャップがみられる」注 5．図 2.2

に示されている諸国では，純就学率は平均で約 65％であるにもかかわ

らず，4-6 年までに実用的な科目を最低限修得している割合は，全児童

の 3 分の 1 未満にとどまっている．

　保健の習慣が不適切だと，子供は発育不全と栄養不良を抱えたまま思

春期を迎えることになる．カメルーン，グアテマラ，ネパール，フィリ

ピンでは，10-14 歳児の 40％以上が貧血症である注 6．不健康だと学校

や仕事に行った時に不利である．ブラジルの都市部で働いている男女に

ついてみると，身長が 1％高いと賃金ないし所得は 2.4％高いという関

係がみられる注 7．

　不適切な状態のまま思春期を迎える子供が多いことから，第 1 の優

先課題はやはり彼らに十分な準備をさせるということになるだろう．基

礎サービスは先進国か途上国かにかかわらず，若い成人になるまで永続

的なインパクトを与える．6 歳以上の児童にとっては，初等学校教育と

基本的な保健ケア以外では，高栄養価児童ケアなど早期児童開発プログ

ラムがあれば，高等学校を卒業して大学に進学する可能性が高くなる一

方，犯罪で起訴される確率が低下する注 8．フィリピンの研究では，生

徒が 11 歳に達する前でさえ，幼児期の栄養状態は就学率の高さや留年

率の低さでみた学業の好成績につながることがわかっている注 9．トル

コでは，幼児に早期に高栄養を，母親には訓練やサポートを提供する母

子教育プログラムが，教育達成度を押し上げ，非行を減らし，家庭にお
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出所：UNESCO (2004b)．
注：純就学率は，正式な学齢期（各国の教育制度で定義されている）
児童のうち就学している人数の，学齢期の全児童数に対する比率．最
低習熟度は学科の最低基準を満たした児童の割合に，5 学年に進級で
きた児童の割合を掛け算して算出．6 学年≪原文の 5 学年は誤り≫
の読解力試験は「教育モニタリングのための南東アフリカ諸国連合」

（Southern and Eastern Africa Consortium for Monitoring Education：
SACMEQ）による．4 学年の読解力試験は「国際読解力調査」（Progress 
in International Literacy Study：PIRLS）に基づくが，これは国際的な
ベンチマークの 25 分位層を上回る読解力を得点した児童の割合を示
す．5 学年のフランス語読解力試験は「フランコフォニー教育閣僚会
議の教育制度分析プログラム」（Programme d’Analyse des Systèmes 
Educatifs de la Confemen：PASEC）による．
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ける母親の地位を改善することにつながっている注 10．

　さらに広げて，基礎サービスの対象を 6-9 学年（中等学校にほぼ匹敵）

まで含めることもできよう．これは修得したことを強化するのに必要な

年齢であり，場合によっては，低学年で逸失した機会を矯正する年齢で

もある．この学年の生徒は多くが思春期である 12-15 歳の若者である．

多くの諸国では，基礎教育にこの年齢層を含めるようすでに定義を拡張

しつつある注 11．しかし，各国がこのような拡張を打ち出すなかで，初等

教育を普遍化する際の教訓，つまり「危険を冒して質を無視する」とい

う傾向が明確になっている．量とともに質も改善するというバランスの

とれたアプローチはコストの上昇を意味するかもしれないが，教育の質

が高ければ留年が少なくなることが期待できるため，節約の余地もない

わけではない注 12．

識字能力，数量的思考能力，基礎的保健知識を超える高水準のス
キルを形成すべく，機会拡大にかかわる障壁に取り組む
　各国は基礎的なこと以上のサービスについて機会を拡大する必要があ

る．それには後期中等教育，技術教育，高等教育，訓練センター，職場

など非公式な枠組みにおける機会が含まれる．この点に関しては，特に

中所得国ではコンセンサスができつつある（第 1 章）．しかし，学習者

1 人当たりのコストがもっと高いこのようなサービスを希望者全員に対

して提供するためには，すでに財政的に苦しい政府はどうすればファイ

ナンスできるだろうか？　現状のままでは不可能であるが，2 つの打開

策がある．１つはこれらのサービスのファイナンスについて選択肢を拡

大することであり，もう１つは提供をさらに効率化することである．

ファイナンスと対象の絞り込み．　コートジボワール，インドネシア，

大韓民国，パラグアイといった多種多様な諸国では，特に高等教育レベ

ルについてみると，学生とその家族はこのようなコストの相当な部分を

すでに負担している（図 2.3）．仮に全ての有望な学生がそのような訓

練をファイナンスすることができれば，利益のほとんどは個々の学生に

蓄積していくのだから，特に心配は無用といえよう．しかし，往々にして，

大多数の貧困層（およびそれほど貧困でもない層の一部）はファイナン

スできない．ベニンとコートジボワールでは，高等教育向けの私的支出

は 1 人当たり GDP の 60％を凌駕しているため，高等教育就学率が 5％

に満たず，そのなかには貧困層がほとんどいないとしても驚くべきでこ

とはない．高等教育について無償の普遍的なアクセスを保証するという

のは，まったく解決策にならないだろう．これは財政的に実現可能でも

ないし，公平でもないだろう．というのは，貧しい若者で中等教育を修

了した人はそもそもごく少数であり，仕事をしないでいられる余裕はお

そらくないからである．最善の策は，教育機関が学生ローンを提供でき

るような財政的環境を整備することであろう．これは整備するのに時間

と稀少な管理資源を必要とするが，奨学金（対象を貧困層向けに厳密に

「学校は…島のようだ．多種多様な人
がいて，彼らから学ぶことが多い．
しかし，実社会はこれとは違って，
むずかしいことはわかっている．そ
れは直視しなければならないだろう．
しかし，学校ではどうやって…準備
したらよいかを学び始めることがで
きる．」

ペルー，クスコの若者，
2006 年 1 月
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絞り込み，かつ成績ベース）であれば，低所得世帯出身の

有望な学生を激励すること請け合いである．

費用効果的な支出．　初等教育と基礎保健ケアの提供です

でに財政的に苦闘している政府にとっては，費用効果に注

意することこそもっと重要である．基礎サービスは貧しい

若者をないがしろにしているため，顧客や市民に対する

サービス提供者の説明責任強化に関するものを初めとし

て，『世界開発報告 2004』注 13 の教訓はここでも妥当であ

る．若者（子供ではなく）が利用しているサービスの多く

は 1 人当たりで高価であることが多いため，その教訓は

より的確に該当するとさえいえよう．世代間の相違を考慮

していない教訓のなかには，あまり強調されていない側面

として，サービスの利用可能性を改善することに関する若

者の発言権がある．これはボックス 2.2 と次節で検討した

い．

維持可能な生計を開始する機会を拡大する
　人的資本はひとたび開発したら，生計を維持するのに生産的に利用さ

れる必要がある．貧困層が潤沢に保有しているのは労働であるため，こ

れは以前から貧困削減のための王道であると考えられている．若者がど

のような形で職業人生を開始するかは，その後の展望に甚大な影響を及

ぼす．若者は学習曲線の上で傾斜が非常にきついところにいるため，仕

事をしているとスキルを迅速に修得することができる．これは年齢とと

もに逓減していく属性である注 14．ほとんどの若者にとって，これは大

体どこの国でも最大の雇用主である民間部門で働くということを意味す

る．政策としては，若者があまりに早くフルタイムの雇用に就くことが

ないようにし，その準備ができた時には自由に参入し，移動できるよう

にすべきである．

就職には適齢期がある．　子供たちは貧困が原因で，自宅で仕事をし

たり，時期尚早に労働市場に参入を強制されることがあり，若者の早

期退学を後押しする原因となっている．退学者が復学することはほと

んどないため，親や家族は子供の教育逸失という代償を支払って一時

的な利益を手にしていることになる．例えば，子供の読解力は低下す

る懸念があるだろう．子供が無教育よりも，学校教育を 1-3 年受けて

いる，さらには 4-6 年受けているほうが，識字率は大幅に高くなって

いるからである注 15．

　就学を続けるために現金インセンティブがあれば，若者は学校という

枠組みの外では蓄積が困難な最低水準の基礎的なスキルを修得するのに

十分なだけの長い期間，学校にとどまることができるかもしれない．識

字能力と数量的思考能力があれば，不況時の保護にも役立つもっと上級

10060200 40 80

図 2.3　各国の高等教育コストは相当部分が民間資金でファ
イナンスされている

公的部門 民間部門

ギリシア
大韓民国

ポルトガル
ハンガリー

スロバキア共和国
アルゼンチン

ポーランド
チリ

マレーシア
メキシコ

ウルグアイ
トルコ
ペルー

パラグアイ
インドネシア

ジャマイカ
インド

コートジボワール
ベニン

高等教育支出に占める割合

出所：UNESCO (2005) に基づき算出．
注：国は下から上へ 1 人当たり GDP（PPP ベース）の順に並べてある．

「たいていの生徒は自分の意思で退学
するわけではない．財政的支援の欠
如が原因だ．特にアフリカの親にとっ
て，子供を学校に行かせるのは大変
だ．」

トーゴのクワミ，20 歳，
2005 年 9 月
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のスキル修得の強固なベースにもなるだろう．1997-98 年の東アジア

金融危機は，未熟練労働者とそのほかの限界的な労働者（女性，若年労

働者，教育程度のより低い人，最近の退学者，初めての求職者など）に

打撃を与え，それは韓国において最も激しかった．若い女性労働者を中

心とする 15-19 歳の若手労働者が，失職者のなかでは最大のシェアを

占めた注 16．復職についても，教育程度の低い若手労働者のほうが長い

時間がかかった．アルゼンチンでも同じように，最近の金融危機後，教

育水準の低い労働者は労働力に再吸収されるまで，長い時間がかかって

いる注 17．

　

労働市場への自由な参入．　若者は労働市場に参入した後もスキルを修

得し続けるが，経験が浅いため，失業率は大人よりも高くなる傾向があ

る．年齢 15-24 歳の若年層の失業率は，先進国では成人の 2-3 倍，一

部の途上国では 5-7 倍にも達している（第 4 章）．もしこのような相違

が求職中であるという自然な状態を反映したものであれば，大した問題

　『世界開発報告 2004 ――貧困層向けにサービスを機能さ
せる』では，教育や保健などのサービス提供を改善するため
の枠組みを開発した．枠組みでは提供チェーンを 3 組の行
為者の関係に分解した．その行為者は顧客としては（診療所
の患者，学校の生徒やその親など），サービスの最終的な受
領者である．彼らは，例えば，学校教員や医師など最前線の
提供者と関係をもつ．競争的市場取引では，消費者は財布の
力を通じてサービス提供者の説明責任を問うことになる．つ
まり，消費者は満足のいくサービスに対しては支払うが，そ
うでなければ，取引をよそにもっていくことができる．しか
し，保健や教育といったサービスについては，サービス提供
者が政府のファイナンスを受けている場合と同じく，提供者
は顧客に対して直接的な説明責任を負っていないのが普通で
ある．そこで，「回り道の」説明責任があり，市民としての
顧客は政策当局に影響を及ぼして，それを受けて政策当局が
提供者に影響力を行使するのである．この回り道の関係が崩
れると，サービス提供はなされない．
　『世界開発報告 2004』の提言は，このような 3 人の行為者
間の関係を強化することを中心にしたものとなっている．す
なわち，サービス提供に関して提供者の説明責任を問う顧客
パワーを高めること，サービス提供に関する決定について政
策当局に影響を与える（制裁を加えることもあり得る）べく
市民の発言権を強化すること，政策当局と提供者の協約が良
いサービスの提供に向けて適切なインセンティブを供与する
こと，がその内容である．
　貧しい若者向けにサービスを機能させることは，2004 年
版報告書の枠組みと完全に整合する．貧困層向けにうまく機
能するサービスは，もちろん，通常は貧しい若者向けにもう
まく機能するはずであろう．しかし，若者のレンズはこの枠
組みに別の光を当てることになる．若者は年齢が上がるにつ
れて，自分自身が行為者になってくる．顧客として重要で独

立したグループとなる．市民としても，政策にとって独自の
ニーズ，優先事項，目標をもった別個のグループになるので
ある．2004 年版報告書の枠組みを若者のレンズを通してみ
ると，以下のような示唆が得られる．

顧客パワーは，若者がサービス提供に積極的に関与する
ようエンパワーすることによってサービスを改善する．
提供者を選択する手段を付与するか，あるいは，分権化
した提供の管理に参加させればよい（第 3 および 5 章を
参照）．
市民の発言権は，自分のニーズや欲求を明確に発言する
若者の能力を高め，政策当局がそれに確実に耳を傾ける
ようにさせることによって，サービスを改善する（例え
ばボックス 2.3 と第 7 章を参照）．
提供者との協約は，提供者が高品質を提供するために，
適切な訓練，動機，インセンティブを確保するようにな
るため，サービスを改善する．その例としては，若者向
けサービスの提供について民間提供者と契約する，支払
いは実施の成功を条件とする，もっと若者にやさしいサー
ビスを創造するよう提供者を訓練する，などがあり得よ
う（第 3，5，および 6 章）．

　2004 年の報告書における重要な提言は，若者向けサービ
スに関していっそうぴったり当てはまり，本年の報告書の全
体を通して妥当する．多種多様な介入策やプログラムが試さ
れているが，そのインパクトに関しては信頼できる評価がほ
とんどなされていない．したがって，若者向け政策の発展を
先導するためには，何がどんな条件下でうまく機能するかに
関する知識ベースを構築することが緊急課題となっている．

•

•

•

出所：筆者．

ボックス 2.2 貧しい若者向けにサービスを機能させる――
若者のレンズを付けた『世界開発報告 2004』の再論
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ではなかろう．しかし，もし職業人生の初めの 2-3 年間に失業していた

若者が，少なくとも公式部門ではその後も基本的に雇用不可能になるの

であれば，それは重大な問題であろう．

　どのような政策が若者の労働市場参入に役立つだろうか？　若者の雇

用機会拡大にとって，労働需要を刺激することになる経済全体の成長そ

のものが最善の前提となる．上げ潮が若者とそのほかのすべての人を乗

せた船を押し上げてくれるだろう．このような政策のなかには，予想に

反して若者に対し不釣合いに大きな影響を及ぼすものもある．東アジア

諸国など多くの経済圏では，輸出と外国の直接投資が若年労働者に対す

る需要を拡大させ，東アジアの奇跡を説明する成長源となった注 18．特

に若い女性などそれまで疎外されていたグループの労働参加率の増加を

刺激する効果があったのである（ボックス 2.3）．

　同時に，労働市場の規制を筆頭に広範囲にわたる政策のなかには，と

りわけ新規参入者に厳しいものもある．例えば，最低賃金はあまりにも

高水準に設定されると，アメリカやラテンアメリカの研究では，若年雇

用を減少させることが示唆されている注 20．雇用保護法は既存の被雇用

者には安定性を提供するものの，有望ではあるが未熟練な労働者を採用

　マレーシアは 1970 年代から 80 年代にかけて，バングラ
デシュは 80 年代から 90 年代にかけて，特定の輸出産業を
中心に，若い女性の労働参加率の急上昇を経験した注 19．マ
レーシアでは，ペナン州の電子組立産業は農村部からの若い
女性の着実な流れを引き寄せた．同じように，バングラデシュ
のチッタゴンやダッカといった都市の衣服産業には農村部か
ら大勢の若い女性が集まってきた．
　バングラデシュの衣服産業とマレーシアの半導体組立産業
では，労働力の 90％を女性が占めている．多くの若い女性
にとって，このような産業は労働市場に参入する初めての機
会を提供してくれたのである．バングラデシュの衣服産業の
女性労働者については 93％，マレーシアの電子産業の女性
労働者については 3 分の 2 が，これ以前には働いた経験が
なかった．
　マレーシア人女性の前世代には，彼女たちの娘のような教
育や雇用の機会はなかった．賃金労働に伴う近代的な生活ス
タイルも経験したことがなかった．バングラデシュの事例研
究で明らかになっているのは，若い女性は農業や家事よりも
衣服産業で働くほうが好きだということである．衣服産業で
働くということは，賃金と社会的地位が高くなるということ
を意味する．工場労働は厳しいものの，働いている人は自尊
心と自律性が高まったのである．バングラデシュの衣服労働
者に関する調査では，若い女性回答者の 90％は自分を高く
評価したのに対して，非輸出産業の若い女性回答者の場合は
57％にとどまった．
　このような若い女性の給与は家族に恩恵をもたらしただけ
でなく，彼女たちの家庭内における地位を押し上げた．彼女

たちの賃金はバングラデシュの家計収入の 43% も担うこと
ができた．1995 年の研究によれば，衣服産業で働いている
女性の実家の 80％は，娘の給与がなければ貧困線以下に落
ち込む可能性が示唆されている．このような貢献は必ずしも
家庭内の交渉力にならない一方，結婚の時期など一定の重要
な決定に関しては発言権がもてるようになったようである．
マレーシアでは，結婚前の仕事は当たり前のことになってい
る．バングラデシュの衣服産業で働いている若い女性は，結
婚時期も遅らせており，マレーシアですでに起こっているよ
うに，結婚相手の選択に関してはより大きな影響力の行使が
期待できる．
　長期にわたる経済的および社会的な効果のなかには不透明
なものもある．若い女性は結婚すると賃金労働を辞める傾向
があり，ほとんどが働くのは 3-4 年間だけと考えているよう
である．在職期間が短いということ以外では，ほとんどの仕
事は単調で，スキルをさほど要しないものであり，上方移動
性が限定され，伝統的な家父長制下のように管理されている．
若い女性は都市部の環境に移住してきて，より高い自律性を
経験しているが，西洋流の個人主義的な生活スタイルを身に
付けたとして批判されることもある．にもかかわらず，バン
グラデシュやマレーシアでは，このような若い女性が新天地
を切り開いて，その過程で家族や社会に対して，経済的には
確かに多大な貢献をしてきたということができよう．

出所：Ackerman (1996); Amin 他 (1998); Chauhuri and Paul-Majumder (1995); 
Kibria (1995); Ong (1987); Paul-Majumder and Begum (2000); Rahman 
(1995)．

ボックス 2.3 2 つの輸出の物語：マレーシアの電子産業とバングラデシュの衣服産業が，伝統的な
社会のなかでどのようにして若い女性の就労を促進したか
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するリスクを雇用者がとろうとするのを阻害する懸念がある．ラテンア

メリカ・カリブの 15 カ国と OECD 加盟 28 カ国に関する研究によれば，

そういった規制が若年雇用に及ぼすインパクトは働き盛りの男性労働者

に対する影響の 2 倍以上に達している注 21．過度に寛容な社会保護制度

にも同じ効果がある．

　雇用主による差別や，若者を自宅外で働かせることについて家族が消

極的なことを含め，社会的な態度も，とりわけ女性にとっては機会を

抑圧しかねない．若い女性はそうでなくても，家庭での無給労働（GDP

推計値に含まれていないことで悪名が高い）を通じて経済に大きな貢献

をしている注 22．若い女性は，非生産年齢人口と比較して大きなシェア

を占めているため，そのような訓練された意欲のある労働者グループを

公式労働力に吸収できれば，出生率の激変がなくても，成長率を高める

ことができるだろう．国が発展するのに伴って，差別的な慣行も変化し

得る．ただし，社会的規範のなかにはひどく頑迷なものもある（例えば，

本章末の性差に関するスポットライトを参照）．

移動性．　若者は雇用された後でも，移動性が非常に高い傾向がみられ

る．年長労働者よりもその傾向が強いのである．転職はより良い就職を

し，その過程で人的資本を蓄積するための方法の 1 つである．したがっ

て，移動性を阻害する政策や制度はとりわけ若年層に影響する．

　幸運な人（あるいは良いコネをもっている人）を除き，大多数の若者

は非公式部門で仕事を開始する．何とか事業開始に成功した人を中心に，

そこで繁栄する者もなかにはいる．しかし，それは労働力のなかではほ

んの一握りであり（第 4 章），きわめて限定されたリスキーな道である．

融資の確保は困難であるということがわかっている多くの若者にとっ

て，自営業は生き残り戦略となるが，この点に関しては後述する．さら

に，事業の成功は容易ではないだろうから，企業家を目指す多くの人は

結局は時折他人のところで働くようになる．

　若年労働力の大部分にとって，十分な訓練とスキル形成の機会を提供

してくれるようなより良い就職をするのにもっとも確実な道は，最終的

には公式部門に移動することである．これに関しても同じく，若者を採

用しようというインセンティブを民間部門に供与することが重要となろ

う．1990 年代後半から 2000 年代初めのコートジボワール，ルワンダ，

セネガルでは，公式部門の規模が小さかったことと，期待があまりに大

きかったことから，中等以上の教育水準がある人の失業率は初等教育水

準だけの人の 7-8 倍に達した注23．企業の投資環境を改善し続ければ，『世

界開発報告 2005』で検討したように，より良い仕事をもっと多く創出

することができるだろう注 24．

　国内に機会がないため，若者は国外を含めて地元以外のところで求職

することを余儀なくされている．世界の移住者のほとんどは若者である．

それにはもっとも優秀な若者も含まれているため，頭脳の流出を懸念す

る向きが多い（第 8 章）．国際的な移住を最大限に活用する政策としては，
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移民が送金しやすいインフラを改善する，移民が本国と結びついていら

れるようにする，若い移民が成功して帰国できるよう奨励する，などが

考えられる．また，フィリピンにおけるように，求人情報へのアクセス

改善も含まれるだろう．

家庭外で意見を聞いてもらえる機会を拡大する
　幅広いコミュニティと相互作用し，市民生活に関与するスキルと意欲

も早い時期に形成される（第 7 章）．さらに，発言権があればサービス

改善の機会が拡大する（「発言」というのは表現だけでなく，承認や包

容も示唆する表現法である．換言すれば，社会に貢献して認められるチャ

ンスのことである）．『世界開発報告 2004』の主張によれば，受益者，

つまり貧困層の意見はサービス提供者との接触を通じて直接的なルート

をとる場合と，サービス提供者に対してサービス改善を指示する政策当

局への影響力を通じて間接的なルートをとる場合とがある（ボックス

2.2 参照）注 25．

　これは社会の全員に当てはまるが，自宅外で発言し始めたばかりで，

漸進的な変化では我慢ができず，アイデンティティ探求中の若者にとっ

ては，投票や協議を通じた意見の表明のほうがより適切であろう．意見

を述べる機会はとりわけ重要である．後でさらに詳しく検討するように，

親は若者の利害を完全には代表していない可能性があるためだ．そのよ

うな機会が欠如していると，暴力的な行動などほかの形の表現が魅力的

になってしまうだろう．

　市民から政策当局を介してサービス提供者に間接的に説明責任を問う

ことは，人々が正式には 18 歳になって，実際にはもっと後になるが，

投票やほかの形で意見を表明するようになれば，さらに重要になるだろ

う．ほとんどの若者にとって，そのような間接的なルートは利用可能に

なっていない．開発プロジェクトの実施や予算編成への参加を通じた直

接的な協議や承認も鍵となる（ボックス 2.4）．（国ではなく）地方のレ

ベルでは，若者の意見に対してもっと耳を傾けてもらえることが多いの

で，インパクトを与える機会が多くなるだろう．

　このような機会の拡大は単に安定を保障するだけでなく，若者が創造

的なエネルギーを生産的に活用することができれば，より良い成果につ

ながるのが普通であろう．次節のトピックである意思決定にかかわるス

キルを開発するには素晴らしい方法といえる．

意思決定のエージェントとして若者の能力を開発する
　さまざまな機会が増加しているなかで，どのようにして選択すべきで

あろうか？　また，だれが選択を行うべきか？　若者がどのようにスキ

ルを修得し，就職し，意見を表明するかに影響する決定に若者自身が参

加している度合いは，国，社会，文化により異なっている．本節では，

自分の目標を明確にして，それに基づいて行動する意思決定のエージェ

ントとして若者を政策当局が認識した場合注 26，若者がどうやって自分
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や国家の福祉に貢献できるのかということを探求する．

　エージェンシーの認識だけでは不十分である．資源をもち，情報を保

有し，責任を負わなければならない．すなわち，「能力がある」という

ことでなければならない．この能力は何が決定するのだろうか？　本節

では，若者が意思決定への関与を強める際に，直面することになるもっ

とも重要な問題に取り組むことの重要性に光を当てる．

信頼できる情報へのアクセスが必要である．若者は大人と比べて生

活から学ぶ機会が少なかったからだ． 

実物資源を支配することが必要である．若者はたとえ先行きが有望

であっても，自分自身に投資するだけの余裕がないかもしれないか

らだ．

賢明な決定をすることが必要である．アイデンティティ探求の過程

で選好は変化することを考えておかなければならないからだ．

若者は年齢を重ねるにつれてますます重要な決定をする
　子供の学校教育，健康，社会生活，一般的な福祉に影響する決定のほ

とんどは，親ないし大人の保護者がしている．子供は年齢が上がって

いくにつれて，自分の生活に影響する多くの決定に関して，徐々に支

配力を行使し始める．24 歳の人が行う決定は 12 歳の人が行う決定と

は異なるだろう．これは一部の学者が思春期から萌芽的な青年期への

前進と呼んでいる過程である注 27．この変化（および決定）のペースは

国や文化によって大きく異なり，開発水準とは何の関係もないだろう．

2005-06 年に実施した多種多様な諸国を対象にした調査では，15-24

•

•

•

　「セアラ子供・青少年擁護センター」（Centro de Defesa da 
Criança e do Adolescente-Ceará：CEDECA-Ceará） は 2002
年に，200 万人強の人口を擁するフォルタレザ市で，「子供
と青少年が行動を起こす――予算編成に参加」というキャン
ペーンを開始した（「セアラ子供・青少年擁護センター」は
ブラジルの予算編成の重要性に関して市民教育を行ってい
る）．
　「セアラ子供・青少年擁護センター」はフォルタレザ市内
のさまざまな地域から若者 50 人を選抜して，予算の内容と
プロセスに関して訓練を施した．これには行政，政治団体，
予算法，歳入，歳出，予算サイクル，予算執行，市民社会が
予算プロセスに関与する方法，行政府・立法府・司法府の役
割が含まれる．
　若者 50 人はフォルタレザの各地域における若者のニーズ
を，訪問や写真撮影によって研究し，裏付けるという作業を
行った．都市の予算を分析し，結果を解釈する方法を学習し
ていたので，フォルタレザ市政府の正式な予算プロセスに関
与することができた．2003 年には，教育，麻薬，性的虐待
にかかわるプログラムの 2004 年予算案に対して，33 カ所
の修正を提出した．

　インタビューに答えてくれた人によると，フォルタレザ市
としては初めて若者が予算審議に参加したのであるが，立派
に議論に貢献したということである．自分たちの修正案の価
値を高めるために，予算の投票日には市庁舎の正面に集合し
た．市議会員の間では驚きと懐疑が入り混じっていた．若者
のグループが予算を理解して，修正案を提示し，独自の意見
を主張し，何よりも若者を対象にした政策の起草に参加する
権利を擁護したことが信じられなかったのである．
　2004 年予算案に対する修正案 33 件のうち，3 件が承認さ
れた．これ以降，このプロジェクトは規模が拡大している．
プロジェクトに参加した若者は，今度は自分たちが他人を研
修する立場になっている．「セアラ子供・青少年擁護センター」
によれば，自分たちが努力した結果，子供と青少年向けの予
算配分が 2004 年には 40 万ドル，05 年には 76 万ドルが追
加されたということだ．
　スウェーデン政府は，このプロジェクトが社会や民間部門
に及ぼした効果の評価に対して支援を提供しており，その結
果はそう遠くない将来に完成するものと期待される．

出所：Swedish International Development Agency (SIDA) (2005)．

「多くの親は子供のことが心配で，危
険を恐れて，若者が新しいことを試
すことを許さずに，子供には親のや
り方にならうよう『頼んでいる』．」

タイの若者，
2005 年 12 月

ボックス 2.4 ブラジルのセアラ州では，予算編成に対する若者の発言権が結果を改善した
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歳の若者に教育，結婚，仕事といった重要な過渡期にかかわる決定につ

いて，自分が最大の影響力をもっていると感じているかと質問している

（図 2.4）．バラツキはあるものの，調査対象の若者の少なくとも半数は

最大の影響力をもっていると感じている．際立った例外は，バングラデ

シュとタジキスタンにおける結婚と学校に関する決定であった注 28．

　生活機会の選択にかかわる性格と結果をもっとよく理解することが，

政府政策の有効性にとって決定的に重要である．親，年長の親族，ある

いはコミュニティ指導者がほとんどの決定を下している場合には，その

人のインセンティブ，資源，制約がもっとも重要となる（ボックス 2.5

参照）．しかし，若者は 18 歳ないしそれ以上になるまで直接的な意思

決定責任はもっていなくても，早くから相当なエージェンシーを行使す

ることができる．

　この独立性は学校教育や健康にかかわる行動についておそらくもっと

も明白であろう．大人がモニターしてコントロールするのが非常に困難

なためである．若い初等学校修了者は親の希望通りにおとなしく中等学

校に進学するかもしれないが，必ずしも授業に出席したり，一生懸命勉

強するとはかぎらないだろう．国家は若者が結婚してもよい最低年齢を

規定したり，親は若者に付き合う相手に関してルールを押し付けようと

するかもしれないが，性行動は密かに行われる可能性があろう（実際に

もそうである）．若者は求職機会でもエージェンシーを表現することが

ある．インドのカルナタカ州で，バンガロールという技術の中心地から

約 100 キロメートル離れた 21 の村落について，1998 年に実施された

研究によれば，10-14 歳の全男子の 12％は最近あるいは過去に移住し

てきた人々であった．そのうちほぼ 3 分の 1 ははっきりと「自律的な

10080604020020406080100

図 2.4　だれが最終的な発言権をもっているか？　若者の自分の重要な過渡期に対する影響力は，社会に
よって，また男女間で大きなバラツキがある

ルーマニア

マレーシア

アルバニア

イラク

エチオピア

タジキスタン

バングラデシュ

仕事 学校 結婚

男子女子
%

出所：WDR 2007 InterMedia surveys．
注：数字は，次の質問に対して「自分自身」（親，政府，その他ではなく）と回答した 15-24 歳の人の割合（％）を示す．「各過渡
期（現在ないし直近の職業，就学年数，結婚相手）を考えて，だれが最大の影響力をもっていたか？
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移住者」と考えられる．親が圧力をかけたり，意思決定や仕事の紹介や

住居の手配に関与するということがなくても，自宅を後にしてきたとい

うことである注 29．

　したがって，若者のレンズを装着するということは，政策としては親

に対して取り組むのに加えて，若者が非常に若くても，あるいは一見で

はどんなに伝統的な環境下にあろうとも，若者の行動の責任を直接的に

問う必要があるということを意味する．どのようにして？　若者の情報

へのアクセス，資源に対する支配力，決定するスキルを高めることによっ

てである．

情報の探求を支援する
　若者はいろいろなことを知っている．また，平均すると前世代より

も教育程度が高いので，識字率も特に低所得国では高くなっている．

35-44 歳の識字率は 54％にとどまっているのに対して，15-24 歳の識

字率は 75％に達している注 30．このような若者がほかの全員に識字能力

がない世帯で暮らしているとすれば，まさしく，この識字能力の効果に

は大きなものがあるだろう．特に遠隔地では読み書きができない人々に

情報を伝達することができるからだ．肥料やそのほかの技術を利用する

とか，あるいは結核治療のため養生法を順守するためには，説明書が理

解できなければならない．そのような代理の識字能力，つまり，世帯に

識字能力をもっている人々との接触があるおかげで，インドの識字率は

3 分の 1 相当分だけ高くなっている，という主張が研究者の間でなされ

ている注 31．若者はまた，世界的に利用可能で，もっともユビキタスな

情報源であるインターネットをずっと頻繁に利用している（第 1，8 章）．

アルバニア，ブルガリア，中国の家計調査が示すところによれば，世帯

　退学の決定にはだれが参加するのか？　パキスタンにおけ
る調査によれば，大きなバラツキがあることがわかった．若
い（20-24 歳）男子の 4 分の 3 以上が退学の決定に一定の役
割を果たしたと回答しているが，若い男子が関与すべきだと
感じているのは責任ある大人の 4 分の 1 未満にとどまって
いる．同様に，若い女子のほぼ 50％はこの決定に一定の役
割を果たしたと回答しているが，若い女子が役割を演じるべ
きだと感じている大人の回答者はわずか 11％にとどまって
いる．
　回答者（15-24 歳）の 3 分の 1 は退学の決定について一定
の役割を果たしたものの，この問題に関する家族会議では意
見を言えなかったと回答している．割合が前述のものと対照
的になっているのは，望ましい基準と現実との相違を示して
いるにすぎない可能性はある一方，若者が行使した実際の
エージェンシーと，大人の回答者が示した信頼性や誠実さの
両方が疑わしくなる．
　世代間の意見相違は教育以外でも，そしてパキスタン以

外でもみられる．例えば，心理学者は「好社会的な」行動
が年齢に応じて発達することを示すための実験を行った．
Kohlberg (1973) によれば，人がルールや規則に従った行動
を逸脱して，むしろ他人に対する責務を果たす問題であるか
のように行動し始めるのは，12 歳頃である．このような仮
説を支持している実験研究の大部分は，先進国にかかわるも
のである．
　この結果は家計の意思決定における若者の役割をもっとよ
く理解する必要性を示している．家計行動のモデルとしては，
子供を「休眠エージェント」ではなく，交渉ゲームにおける
配偶者ペアのように，交渉パートナーとして取り扱うべきで
ある（ボックス 2.7 参照）．最近の歴史的な分析のなかには，
1917-19 年のアメリカにおける支出データを使って，若者も
仕事をしている結果として，家庭内では大きな交渉力を獲得
していることを示したものもある．

出所：Moehling (2005); Sathar 他 (2002)．

「若者が意思決定メカニズムについて
自由をもつことについて，私は賛成
だ．また，トルコでは，若者の選択
や決定にかかわる『家族優位』の撲
滅に向けて活動もするつもりだ．」

トルコ，エスキシェヒルのセジン，22 歳，
2005 年 12 月

ボックス 2.5 見えるけれども聞こえない：いつ退学すべきか，結婚すべきか，あるいはそれ以外
の何かをすべきかを，だれが決めるのか？
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に若者がいるだけで新技術採用の可能性が高まる注 32．

知っておくべきことはまだあるか？　たくさんある．若者の一般的な

知識は，人的資本投資やリスクテーキング行動には及んでいないかも

しれない．年齢 14-25 歳の情報に通じた教育程度の高いとされるベト

ナムの若者に関する 2003 年の調査によれば，農村部では梅毒や淋病と

いう言葉を一度でも聞いたことがある若者の割合は 60％に満たなかっ

た．月経周期のことを聞いたことがある人は約 3 分の 1 にすぎなかった．

交通事故が 15-19 歳の死亡や重傷の主因となっており，都市部の若者

の間でオートバイの利用率が 70％を越えている国で，わずか 4 分の 1

程度の人しかヘルメットを着用していなかった．大勢が保護的な価値を

認めていないのである注 33．

　情報のなかには，それが入手可能かどうかが，社会的規範でオープン

に議論していい話題として認められているかどうかに明らかに左右され

るものがある．ロシアにおける最近の調査では，北コーカサスの 20 歳

の女性による次のコメントが引き合いに出されている．「私は性感染症

に興味があります．問題は両親には聞けないということです．育ちがそ

のような問題を親と議論することを許さないのです」．その代わり，若

者が指摘している健康に関してもっとも一般的な情報源はテレビとなっ

ている注 34．なかにはやはり情報に通じていない者もいるが，仲間が家

族や学校に代わって情報源になっていることが多い．

　その結果として，間違った情報に基づいて結論が導かれることになる．

情報の流れに含まれているノイズの影響には甚大なものがあるためだ．

多くの研究によれば，若者は人々の性行動やそのほかの高リスク行動を

過大視する傾向があり，それが自分もそれを模倣しようというプレッ

シャーになるのである注 35．

どうしたらよいか？　問題に取り組むためには 3 つの主要なルートを

たどればよいだろう．第 1 に，既存の教育機関で現在教えているカリ

キュラムを改善することである．学校ベースの生殖保健教育プログラム

は，知識と安全なセックス行動の採用を増やすことに有効であろう（第

5，6 章）．さらに，評価によれば，性教育が若者の性活動をかえって増

長させるという証拠はまったくない注 36．しかし，そのようなプログラ

ムだけでは不十分なことは明らかである．性教育プログラムはまだ就学

中の生徒という選ばれた一部のグループしか対象にしていない，という

懸念があるのである．

　第 2 に，スキル形成にかかわる伝統的な機関の枠外に選択肢を設け

ることである．それには，若者向け生殖保健サービスのソーシャル・マー

ケティング，ピアカウンセリング・プログラム，マスコミプログラム，

若者向けの職場やコミュニティのアウトリーチサービスなどが含まれ

る．このようなプログラムは，対象者の絞り込みが適正で，既存サービ

スとリンクさせれば，適切な生殖保健を促進することができるだろう（リ
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ンクがないと，需要は未充足のままとなるだろう）．カンボジア，タイ，

ウガンダという HIV/ エイズが蔓延している諸国で，厳密な評価を条件

とはしていないものののそのような試みがなされている．

　このようなプログラムは情報ギャップの原因に取り組む必要がある．

情報がなければ，人々は自分の感覚に基づいて行動するだろう．ケニ

アの 10 代の少女は HIV の年齢別パターンについて聞かれた際，20 代

後半の男性の間における HIV の蔓延を大幅に過少評価していたが，そ

れが「おじさま」に対して安心させていた原因である．無作為抽出に

よる介入策によって，HIV 感染について性別パターンの情報を提供し

たところ，同年代グループでは実態に一致する回答が出てくるように

なった注 37．

　若者がほんの一握りのサンプルに基づいてトレンドを判断する場合に

も，情報ギャップが発生する．ドミニカ共和国で初等学校最終学年の男

子生徒に関する 2001 年に実施した調査によれば，初等学校修了の収益

率に関する推測は推定賃金プロフィールと比較して一貫して正確であっ

たが，高校卒業資格取得の収益率に関する推測は大幅な過少評価となっ

ていた．これは彼らの推測が，中等学校修了後，地元にとどまっていた

若者だけの賃金を観察した結果に基づいていたからだ（高賃金の若者は

脱出していた）．そこで，無作為抽出した学校の生徒には，現実の推定

賃金プロフィールに関する情報が提供された．2005 年の追跡調査によ

れば，情報の提供を受けた生徒はそうでなかった学生と比べると，次年

度の出席率が 12％高くなったのである注 38．

　第 3 に，情報の提供者自身がよく訓練され，適正なインセンティブ

で動機付けされていなければならない．保健と教育のサービス提供者

の間における無断欠勤率に関する最近の調査によれば，『世界開発報告

2004』で検討したように，これは「言うは易く行うは難し」である．

ラテンアメリカでは，教育の質は報酬の水準と構造を反映している．し

かし，7 カ国のイニシアティブを検討したところ，インセンティブ制度

がうまく機能するためには，非常に選別的で，規模が十分大きく，モニ

ター可能な実績に密接にリンクしていなければならない注 39．

　仲間（peer）を活用するのも，知識の伝達には有望なメカニズムであ

るが，仲間は彼ら自身が情報に通じていて，しかも影響力が前向きでな

ければならないため，必ずしも万能薬とはいえない．例えば，アメリカ

の在宅職業訓練プログラムは高価な在宅要因のないプログラムよりも成

功しているが，これは参加者が機能不全に陥っている近隣地区との相互

作用を回避しながら，自己イメージを開発することを可能にしたもので

ある注 40．

若者が資源を支配するのを後押しする
　学校を卒業する，家を出て独立する，就職する，結婚して親になるなど，

過渡期について観察可能な目印のなかで，財政的な独立性は先進国か途

上国かにかかわらず，主観的に大人になったということに関して最良
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の予報値になるように見える注 41．バングラデシュで本報告書に関して

協議を行った際，繰り返し聞かれたのは「自分の足で立つ」（nijer paye 

darano）という表現であった．これは生計のために親やそのほかの家

族に依存しなくてよい，という経済的な独立を意味している注 42．若者

が財政的に独立し始めると，当然ながら自分の消費や投資の決定に関し

てより厳しい制約に直面する．

　家族の資源をまだ頼りにできる非貧困層にとって，これは大した問

題ではない．それどころか，より豊かな国でさえ自宅を出る年齢が上

がっているのは，若い成人がより強固な経済的基盤を得るために親に依

存していることに一因がある．フランスやドイツでは，20-24 歳のなか

で親と同居している若い男性の割合は，1986 年の約 56％から 94 年の

62％に上昇している．イタリアの 25-29 歳の男性に関しては，同じく

50％から 66％へと上昇はさらに急激である注 43．しかし，貧困家庭の

出身者，あるいは何らかの理由で（孤児や家庭が崩壊している場合など）

家族の資源にもはや依存することができない者にとっては，人的資本へ

の過少投資につながるということになり，維持可能な生計に向かう道で

まずいスタートを切ったことになる．特に女性の場合は，結婚に関する

交渉上の立場が弱くなるだろう．

人的資本投資の資源．　スキル形成投資に関して選択をしなければなら

ない若者は，膨大なコストに直面する（図 2.3 を参照）．自己負担して

いるコストには開きがみられる．アルゼンチン，ブラジル，チリ，コロ

ンビアでは，私立大学生の半数の学生についてみると，それは 1 人当

たり GDP の 30％から 100％のレンジになっている注 44．無償の公立大

生の場合でも機会費用は莫大である．このような諸国の高等教育の収益

率は高いため，必要なコストは流動性が束縛的な制約にならないかぎり

問題ではないが，実際にはそこが問題なのである．メキシコに関する最

近の研究によれば，安定した一定の恒久所得がある家計は 1 年間でも

経済的に苦しい時期を経験すると，子息を大学に進学させる可能性が低

下することがわかった注 45．多くの国で，親はそのような学校教育に対

して自分で支払う資力をもっていないか，または年齢が上がるにつれて

子供自身が大きな貢献をしてくれるだろうと単に期待している．しかし，

もっと厳しい資源の制約に直面している若者は，貢献するのだろうか？

　このような制約を緩和するのに明らかに有益なのは，学生に信用を供

与することであろう．受益者本人が後日であっても返済するということ

になる．学生本人がコストの相当部分を負担している先進国では，教育

はローンを借りている学生がファイナンスしていることになる．そのよ

うな融資制度は政府の支援がなければ機能不可能であろう．担保や親の

保証が得られない最貧層の学生向けには，商業ベースの融資は利用不可

能であるからだ．さらに，生計費を稼ぎ始めなければならないという圧

力は，初期賃金の何倍にも相当する債務に関して返済すべき大きな負担

がなくても膨大である．このような問題を緩和するための有力な制度の
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なかには，実際に稼得した所得に応じて返済するというローン制度もあ

る（第 3 章のボックス 3.6 を参照）．

生計を立てるための資源．　未経験と担保の欠如は教育の障壁になるだ

けでなく，新しい事業を開始する動機とスキルをもった若者を妨害しか

ねない．データによれば，より確立した企業家と比べて，若い企業家に

とっては流動性が大きな制約になっている．信用履歴の欠如と未経験が

原因で，大人と比べて不利な立場に置かれるのである．これは注意が必

要な分野である．というのは，政府資金をリスキーな商業ベース事業の

補助に振り向けるのは健全とはいえないからだ．零細金融を若者向けに

拡張するという最近の実験が有望な方向かもしれない（ボックス 2.6）．

家庭や仲間の間で交渉上の立場を強化する．　新たに出てきた研究結果

によれば，資源に対する支配力は結婚に関する若い女性のエージェン

シーを高めるのに重要な方法となっている．若いカップル本人というよ

りも，家族や親の都合による見合い結婚の場合には，特にそういえる．

それどころか，社会によっては，若者，とりわけ女性は自分で決定を下

す権限が与えられたことさえない．そういう権限は単に親から，夫や姑

などほかの年長者に移転されるだけである注 46．貧しい若者は性交との

交換で金品を受け取るという圧力に屈する確率が高く，HIV を初めとす

る性感染症の高リスクにさられている．大勢の若者が喫煙し始めるが，

これは仲間からの圧力が一因となっている．

　若者が生計を立てるのを支援する，あるいは信用を供与するプログラム

は，リスキーな行動をとらせようとする社会ないし仲間の圧力に抵抗する

力を付与することになるかもしれない．かの高名なバングラデシュの零細

金融プログラムの評価によれば，男女双方について，教育，健康，労働市

場の成果に影響があったことが示されている．女性に対する融資は，女性

の権限と独立性にかかわる変数に最大の効果を与えているのである注 47．

　零細金融（マイクロクレディット）はバングラデシュのよ
うな諸国では，貧困層の機会拡大に貢献してきた．これは伝
統的な金融の対象になるにはあまりにも貧しい人々向けに，
あるいは遠隔の地域で信用を供与するものである．零細金融
はグループ貸付を通じて，貧困層，なかでも女性に対して，
担保の提供を要する伝統的なローンに代替するものを提供し
ている．グループ会員制は各メンバーのローン返済確保をモ
ニターする手段として機能しており，したがってリスクの一
部を吸収している．研究の示すところによれば，女性の所得
稼得機会を改善している．若者もやはり担保をもっていない
が，零細金融は彼らにも門戸を開くことができるだろうか？
　そのような制度は，平均的には，より移動性が高く，おそ
らくよりリスク回避的でないグループ向けにもうまく機能す
るだろうか？
　最終的な答えは不明であるが，バングラデシュのデータを

分析すると，零細金融が有望である可能性が示唆されている．
同国では，若者（12-24 歳）がすでに零細金融を活用している．
若者の場合，成人全体の 33％に対して，10％と低いものの
融資承認を獲得している．若者向けの全融資のうち，大半は
零細金融専門の機関によるものである（73％）．1999 年に
は融資適格者すべてのなかで，17％は 25 歳以前に最初の融
資を受けている．若者向け融資が成人向け融資よりも大きな
割合で問題化するという兆候はうかがえない．若者は同じよ
うな金利を支払い，同じような活動に活用している．
　若者向けに資金を供与し，若者をエンパワーする方法とし
て，零細金融制度の利用を拡張しようというイニシアティブ
が最近打ち出されている．このような経験を評価して，その
教訓を共有することが重要である．

出所：数字は Khandker (2005) に基づき算出．

ボックス 2.6 零細金融は若者の資源制約を緩和する解決策か？
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若者の賢明な決定を支援する
　情報というものは一度受け取ったら，それに基づいて行動する前に，

濾過して評価しなければならない．これは相当な自信家でさえ困難なこ

とであり，意思決定の分析プロセスに不慣れな人は無力感を抱くであろ

う．これはある程度は学校で取り組むことができる．記憶と機械的な丸

暗記を強調する教育制度は事実は教えているかもしれないが，しっかり

した情報に基づいた決定を下すという分析スキルを教え込むことには失

敗している．

　そのような生活スキルはカリキュラムを変更した学校でなら教えるこ

とができよう．それには認識されていないものさえあるかもしれないが，

行動を誘発する根の深い慣行に抵抗できるように，学習環境を変えるこ

とが必要な場合も時にはある．タイの中等学校に関する調査によれば，

同性だけの環境下で勉強している女子は，男女共学という環境下の女子

に比べて，数学の成績が良く，指導力も発達している．これは先進国に

かかわる調査とも一致している注 48．

　しかし，多くの若者にとって，それは意思決定スキルを学ぶ問題以上

のことを意味する．たいていの若者は依然として自己のアイデンティ

ティを探求しているため，決定はもっと複雑になる．経済学者のなかに

は，自我が発達するプロセスを使って，一見では非合理的な行動を説明

している人もいる．そのなかには，経済的な期待収益は低いにもかかわ

らず暴力団に加わるなど，若者のリスキーな行動をとろうとする傾向も

含まれる注 49．アイデンティティの探求と若者における仲間グループの

影響は，人がどの程度のリスクなら喜んでとるか，そして現在との関係

で将来をどの程度考慮に入れるべきかを解明するのに役立つ．例えば，

実験結果によれば，若者は車を運転する際，年長の大人がいる時よりも

仲間がいる時のほうがより大きなリスクをとる傾向がある（ボックス

2.7）．

　将来のコストをあまりに大きく考える人，あるいはあるグループに属

するためにリスクテーキングな行動をとる人が適切な決定に到達するに

は，その人に将来の結果をわからせて，それと向かい合わせることが必

要である．インセンティブがそのような決定に影響を与える場合もある．

たとえ情報をもっていて，自分でどう決定すべきかがわかっていても，

特に他人に及ぼす影響（あるいは自分自身への長期的な影響）を考慮し

ない場合には，インセンティブが若者の決定に影響するであろう．アメ

リカではタバコが高いため，若者の喫煙は大幅に減少している注 50．イ

ンドネシアでは，タバコの値段が 1％上がると，消費は 0.3％ポイント

減少する注 51．これとは対照的に，タバコやアルコールの広告禁止や飲

酒に関する下限年齢の設定は，喫煙や飲酒行動の値段を引き上げようと

する試みではあるが，そのインパクトは小さいという傾向がデータで示

唆されている（第 5 章）．

　補助金を若い女子に直接供与する革新的な制度は，学校で良い成績を

収めるための刺激策であるばかりではなく，出席するという決定を確実
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に「所有する」ためのものであり，女子の学校教育に反対する古くから

の偏見を回避するのに役立っている．バングラデシュの「女子中等学校

奨学金プログラム」は 11-14 歳の女子を対象にしたもので，成績が優

秀であることと結婚しないことを条件に，女子の銀行口座にお金を直接

振り込んでいる．厳密なインパクト評価は今後の課題であるが，同国で

女子の中等学校就学率が大幅に上昇した主因であったという兆候がうか

がえる（第 3，6 章を参照）．

セカンドチャンスを提供する
　若者が利用できるサービスと維持可能な生計の開始に必要な機会を拡

大して，そのなかから賢明な選択ができるように手助けすることが優先

　最近の一部の文献レビューに基づけば，若者と大人の相違
をモデル化するには，少なくとも 3 つの方法がある．これ
は伝統的な経済分析，発達心理学，その両方の混合である行
動経済学に基づく．
　伝統的な経済分析．期待効用極大化が支配するこの枠組み
のなかでは，便益が現在価値でみて費用を凌駕するかぎり，
ある活動は追求されることになるだろう．これはリスキーな
活動についても当てはまる．喫煙など中毒になる活動でさえ，
長期的なマイナス効果を十分認識した上で，自分の最適な
消費を選択する先見性のあるエージェントによって，合理的
と考えられている．したがって，若者と大人の相違は異種の
心理学や合理性の水準に依存しておらず，所得格差や価格感
応度に起因するものであるとされる．まさしく，暫定的な証
拠が示唆するところによれば，リスキーな行動を追求すると
いう決定の際，若者は経済的要因にきわめて敏感であり，そ
れが未成年の喫煙を抑制するインセンティブとなっている．
Gruber (2001) はアメリカ政府の研究を引き合いに出して，
タバコの価格引き上げが未成年喫煙を削減するのにもっとも
確実な手段であると結論付けている．
　発達心理学．伝統的な経済分析とは異なり，発達心理学で
は若者と大人の意思決定プロセスはまったく別物として取り
扱う．一部の研究では，若者が意思決定ないし意見作成を行
う時に考慮に入れる要因は，大人が利用する要因の一部にと
どまるとされている．ほかの多くの研究では，若者と大人と
は検討する要因がまったく異なる，あるいはウェイトが大幅
に異なるとされている．Halpe-Felsher and Cauffman (2001)
が発見したところによれば，例えば，美容整形，あるいは実
験的な医学研究に参加すべきかどうかなど，各種介入策にか
かわる短期的および長期的な費用便益について尋ねられた場
合には，大人は若者に比べて有能な意思決定者である．有能
さはあらゆる選択肢，リスク，長期的な結果を検討したかど
うかで測定されている．相違は大人と歳の若い青年（6 学年
と 8 学年の生徒）との間で特に顕著である．
　決定する際に検討することは若者と大人とで異なってい
る，ということを示すデータもある．喫煙，飲酒，麻薬使用
などリスキーな活動の結果をどう考えるかと質問された若者
は，社会的な反応を含めた結果のことを大人よりも考慮する．

Steinberg and Cauffman (1996) は，年齢と仲間の影響力に
対する脆弱性との間には，逆 U 字型の関係があることを示
している．脆弱性は幼児期から思春期の初めまでは上昇して，
14 歳前後でピークに達し，高校時代に低下する．
　行動経済学．行動経済学によれば，若者や大人によってな
される不可解な行動や意思決定は，将来に関する感じ方の相
違を反映したものであるとも考えられる．第 1 に，若いほ
うが現在と比べて将来を大幅に割り引きやすい．短期的な利
益が大きいか，または長期的なコストが大きい（あるいはそ
の両方の）行動や，短期的なコストが大きく，かつ長期的な
利益が大きい行動に対する過少投資が，その結末となるだろ
う．
　第 2 に，将来の効用は予測バイアスによっても影響を受
けることがある．人間は自分の現在の選好を過大評価して，
それを将来にわたる選好に反映させる傾向がある．その間の
状況変化の影響をきちんと考慮に入れないのである．例えば，
教育が増えれば，若者は大人になった際の職業展望が改善す
る一方，大人になった時のいい仕事の重要性を過少評価する
かもしれない．これは自分の現在の選好では，雇用機会に重
きが置かれていないためであろう．
　第 3 に，リスクテーキングは過去に関与したリスキーな
行動に影響される．過去にリスキーな行動に関与したことが
あるが，その結末は，良いにせよ悪いにせよ，まだ不確実
で，今や同じ行動を繰り返すかどうかを選択しなければなら
ない，と仮定してみよう．もしその活動が短期的な満足感を
もたらすものであれば，悪い結果の確率が高ければ高いほど，
その活動に再び関与する可能性が高くなるだろう．限界的な
リスクは低下しているためだ．この含意は恐るべきである．
無防備な性交によるエイズ感染リスクが高いほど，過去に安
全でない性交をした人は再びそうしがちになり，麻薬の長期
的な影響が悪いほど，試したことのある人は常習者になるか
らだ．
　そこで，若者は，その選好，支配する財源，自分の行動が
もたらす主観的なコストなどを考えると，ある程度は合理的
であろう，というのが経済学者の一般論である．若者が経済
学者のことを同じように言うかどうかは別問題である．
出所：Basu, Ku, and Zarghamee (2006)．

ボックス 2.7 若者は合理的だろうか（少なくとも経済学者によれば）？
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課題である．しかし，若い時には準備不足のため，このような機会が活

用できない若者が大勢いる．世界全体の初等教育修了率の中央値は今や

85％に近づきつつあるが，後れを取っている国や地域もたくさんある

（サハラ以南アフリカでは 55％）．子供たちが退学してしまったか，そ

もそも学校に行ったことがないためである（ボックス 2.8）注 52．内戦

で荒廃した諸国では，修了率の低さは学齢期の全世代にわたっている（第

7 章末のシエラレオネに関するスポットライトを参照）．

　乳幼児期の栄養不良で生活機会を損傷している若者が大勢いる．身長

はそれまでの健康投資を反映しており，後の人生における賃金獲得能

力の代理変数として受け入れられている注 53．障害者が大勢いるが，機

会を活用できないでいる．その推定値はバラツキがあるものの，年齢

10-24 歳では 7,500 万 -1 億 5,000 万人もの障害者がいる注 54．

　仕方がないことではあるが，一部の若者は道を踏み間違えている，あ

るいはそれを余儀なくされている．早い時期の妊娠・出産が依然として

問題となっている途上国が多い．HIV/ エイズ感染の半数以上は 25 歳

未満の若者の間で発生している．アメリカでは，15-19 歳のうち 7％が

暴力犯罪による逮捕の 5 分の 1 以上，すべての窃盗犯罪の約 3 分の 1

を占めている注 55．途上国に関しては同様の数字を入手するのは困難で

あるが，ジャマイカなどカリブ諸国の一部ではある程度のデータがある．

それによると，殺人の半分近く，そして犯罪の半分以上は年齢 17-25

　健全な初等教育（6 年間）は，若者にとって基盤として適
切であるばかりか，多くの若い成人にとっても学習を継続す
べき場所となっている．何回も留年している者がなかにはい
る．就学が非常に遅かった者も多い．さらに，長期間の休学
後，教育制度への復帰を目指す者さえいる．紛争が終結した
ばかりの諸国では，一世代にわたる学齢期の子供がこれから
学習しなければならないであろう．
　さまざまな教育水準ごとに年齢別就学率をみると，貧困国
のなかには，ベトナムのように何とかほぼ予定通り若者に初
等教育を施している諸国もあれば，マラウイなどのようにそ
れができていない国もある（図を参照）．15 歳児の就学率は

ベトナムの 70％に対して，マラウイは 75％と確かにむしろ
高い．しかし，ベトナムの子供のほぼ全員が中等水準にある
のに対して，マラウイではわずか約 5％にとどまっている．
このような状況は年上の子供についても当てはまる．19 歳
の就学率はマラウイのほうがベトナムよりも高いが，その半
分はまだ初等学校に在籍しているのである．このような若者
をもっと年下の若者と同じ水準にまで教育するためには，ど
のようなプログラムが必要とされているのであろうか？　ベ
トナムには年齢の混在といった問題はない．19 歳で就学し
ている者はすでに中等レベルに達しているからだ．
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国によっては年長の大勢の若者がまだ初等学校に就学中
ベトナム マラウイ

年齢 年齢

　就学率（％） 就学率（％）

初等学校

中等学校

出所：人口動態保健調査（ベトナムは 2002 年，マラウイは 2000 年）に基づく筆者の試算．

ボックス 2.8 就学中の者でさえセカンドチャンスを必要としている
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歳の若者であり，ほとんどの場合男性が引き起こしている注 56．

なぜセカンドチャンスが必要なのか？　過去の政策や行動の影響
を緩和する
　上述のような悪い結末は，若者にとってもっと良い結末のベースとし

て非常に重要な基礎サービスの提供に失敗していた，過去の政策や慣行

の後遺症の一部である．このようなサービスに十分な支出をしなかった

ということに加えて，適切な支出を行わなかったことが重大な影響を及

ぼしたという点が，『世界開発報告 2004』には詳述されている（ボッ

クス 2.2 を参照）注 57．好ましくない結末は家庭やコミュニティによる

拘束の後遺症でもある．社会によっては，根の深い早婚の風習のせいで，

機会が時期尚早であるにもかかわらず閉じてしまうのである．

　しかし，意思決定に未熟で，リスクをあまり恐れない若者の誤った判

断も，悪い結末の原因となっている．リスキーな状況にかかわる決定の

実行については，大人と若者の間で大差はないものの，実験結果が示す

ところによれば，若者は選択の結果をどう評価するかという面で違って

いる．これは近視眼，あるいは刹那的な満足感の選好が原因かもしれな

い．アイデンティティの探求とリンクしている可能性もあろう．これは

学者にとっては興味のつきない点となっている（ボックス 2.6 を参照）．

選択の結果をどう評価するかが異なると甚大な影響をもたらしかねな

い．行動のコストは現在負担するのに（就学や避妊具の使用），利益を

手にできるのがずっと先の将来になる場合には特にそうである注 58．

　最近の調査によると，このような態度には心理的な原因もある可能性

が示されている．脳の映像によると，リスクを評価する能力を司る脳の

部分は，ようやく 20 代前半になって一番最後に成熟することが示され

ている（ボックス 2.9）．

　こういった生物学的な発達がどのように行動に影響するかは不明瞭で

あるが，成人よりも大きなリスクを一見では喜んでとるという若者の説

明のさらにもう 1 つの要因になる可能性がある．一部の諸国では保険

市場がこの差を考慮に入れている．自動車保険会社は若者がリスクテー

キングにふける傾向を十分認識している．アイルランドでは，19 歳で

あれば 29 歳のほぼ 3 倍の自動車保険料を支払っている注 59．保険会社

はずっと以前から無事故など過去の責任ある行動に報いるインセンティ

ブを提供してきている．なかには慎重さに関係していると考えられるす

ぐれた業績といった形で将来の行動に報いているものもある．しかし，

そのような保険市場は途上国では限定的で，大多数は保護されていない．

例えば，若者が利用できる保険市場があるとすれば，それは自動車保険

であろう．アフリカを除けば男性の主要な死因はだいたいが自動車事故

による負傷である．しかし，この産業の発達は一部の途上国に限定され

ている．特に中所得国と低所得国では発展が遅れており，1 人当たりの

平均保険料は高所得国のわずか 10 分の 1 にすぎない注 60．

「わが国のシステムでは，…早晩『退
学』する者が世間の重荷にならない
ようにフォローアップしていない．
この国では退学者は実際にはそう
なってしまっている．何千人もの若
者が目当てもなしに町を徘徊してい
る．職もなく，社会サービスもなく，
つまりまったく何もなしだ．」

シエラレオネのシェルノール，21 歳，
2005 年 9 月
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　10 年前，脳の成長は 2 歳前後で停止するというのが一般
的な考えであった．それ以降，脳の成長は思春期（10-19 歳）
から若い成年期に至るまで続くことがわかった（下図参照）．
この期間に，脳は一連の変化を遂げて，社会的スキル，問題
解決，感情移入などに関連する脳の部分は，20 代初めになっ
てようやく成熟する．しかし，脳のこのような発達プロセ
スでは若者の意思決定や行動を完全に説明することができな
い．若者が生活している環境（親，学校，コミュニティなど）
の影響を無視することもできない．

脳の発達：樹枝状分岐と剪定
　脳は樹状突起と呼ばれる枝で接続された約 100 億個の神
経細胞からできあがっている．この枝が細胞間で情報を移動
させるが，このような接続はしっかり結合されているわけで
はなく，むしろある細胞の枝と違う細胞組織の間には隙間が
ある．この隙間はシナプスと呼ばれ，微量の化学物質を放出
することによって，情報は隙間を横切って細胞間を移動する．
シナプス内の化学物質に異常があると，憂鬱や注意欠陥，多
動性障害などさまざまな臨床的症状が発生する．
　脳の各部位はそれぞれ違った活動を司っている．その程度
のことはよく知られていることだ．新しいのは，思春期には
脳のある特定部分が大きくなったり，ほかにもより効率的に
なったりする部分があるという発見である．例えば，言語を
司る部分は 8-14 歳の間に大きさが 2 倍以上になる．その結
果，言語の習得はその年齢が最適なのである．したがって，
脳幹と脊髄との接続も発達して強くなり，感情と体感との接
続も良くなる．幼児期と思春期を通じて，ますます多くの神
経細胞がミエリンという白い物質でできた鞘で覆われるよう
になる．これはスーパーハイウェイを建設するようなもので，
幼い子供の時よりもずっと迅速に情報を解釈し再生すること
が可能となる．
　このような構造的な変化は思春期における脳の変化のほん

の一部分にすぎない．もう 1 つの大きい変化は「剪定」と
呼ばれるものである．幼児期を通じて，細胞間の接続数は
増加するが，このプロセスは木の枝の成長によく似ているた
め，樹枝状突起と呼ばれている．このおかげで子供の脳は非
常に興奮しやすいのである．それが子供が永久機関のように
見える理由である．このような枝の多くは思春期の間に剪定
によって死亡する．脳は以前よりも興奮しにくくなると同時
に，情報伝達という面ではより効率的になる．
　剪定は思春期から若い成年期にかけて一貫したパターンを
たどり，脳の裏側から始まって前頭葉前部皮質で終わる．前
頭葉前部皮質は衝動，リスクテーキング，計画，意思決定，
感情移入，洞察などを司っている．研究結果によれば，数学，
音楽，意思決定，社会的スキル，ユーモアの理解などに重要
であることが最近わかった小脳は，思春期を通じて若い成年
期に入ってもかなりの間，成長を続けることも示されている．
脳のなかで最後に成長を停止する組織体として，20 代半ば
まで発達が続くのである．

社会政策にとっての含意
　この新しい脳の研究は若者の意思決定や行動を理解するの
に，どんな意味をもっているだろうか？　新しい脳研究に基
づいて確たる政策を勧告するためにはさらなる研究が必要で
はあるが，以下のような興味深い政策配慮を示唆している．

思春期における神経興奮の喪失は特に思春期の女性にお
ける鬱病の増加と関係があり，鬱病の性差が思春期頃に
始まるという疫学上の発見について生物学的な論拠を示
唆している．このような生物学的変化が外部的なストレ
ス要因と組み合わさって，世界の多くの国の若者の間で
自殺のリスクが高まっているのである．
脳が思春期の間に成熟するのに伴い，シナプスの化学物
質の変化が学習に影響する可能性がある（注意欠陥障害

•

•
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脳発達の対照年表

出生前 出生後
週： 月： 年：

細胞誕生

細胞遊走

軸索 / 樹状突起の成長

プログラム化された細胞死亡

シナプス生成

髄鞘形成

シナプス除去 / 剪定

ニューロンの大部分
ニューロンの一部，主
に皮質内

出所：Andersen (2003)．

ボックス 2.9 若者における脳の発達：神経科学と社会科学の出会い
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に対する薬はシナプス・レベルにおける神経の情報移転
を改善する）．例えば，抗うつ薬というのは，特定の興奮
性神経伝達物質が 2 つの脳細胞間の間隙に長くとどまっ
ているような効用がある．
学習や授業の戦略は神経発達能力の増加のために時期を
合わせるべきである．神経発達が成熟する年齢は人によっ
てそれぞれ異なるため，ある年齢である概念が理解でき
なくても，教材をまったく学習することができないとい
うことを意味するものではない．これは若い年齢におけ
る理解力や学力試験に基づいた教育面での「能力別編成」
のリスクを示唆するものである．
前頭葉前部皮質が十分成熟していないため，若者は大人
と比べて衝動的で，仲間の圧力に弱い可能性がある．こ

•

•

の衝動性は，特にただちに決定を下さらなければならな
い状況に直面した場合や脅迫された場合のような受動的
な意思決定においては発現するので，セカンドチャンス・
プログラムに意義があることが示唆される．

　しかし，脳発達と行動に関して確かな結論を導くには，研
究そのものがまだあまりにも初期段階にある．また，肉体的
な発達も社会環境と相互作用して，行動や結果を規定する．
したがって，親の行動や期待，有効な学校，若者指向的で支
援的なコミュニティなどすべてが，若者の行動や，複雑な意
思決定スキルをどの程度修得するかの決定に差をもたらす．

出所：Blum (2006)．

何をすべきか？
　過去の政策や行動の後遺症と市場の失敗が多いことを考えた場合，

何をすべきだろうか？　多くの過渡期については，矯正はコストが相

対的に高くつきやすい．それが若者が機会を拡大し，賢く決定するの

を後押しするだけでなく，幼い子供の基本的なニーズに早い時期から

注意を払うことが必要不可欠な理由である．矯正プログラムは初期の

ものとはあまりに異なっているため，正確な推計は困難である．バン

グラデシュとセネガルにおける成人向けの基本的な識字プログラムを

初等教育プログラムとおおまかなオーダーで比較してみると，機会費

用を考慮に入れなくても，前者は後者の 1-3 倍コストがかかるという

大きな格差がある注 61．そこで，第 1 の教訓は，最初が肝心ということ

になる．

　予防策以外では，もっともなことであるが，望ましくはないのに，悲

しいかな避けがたい若者の悪い成果を緩和しようとするプログラムが，

各国にはたくさんある．これには，人的資本への再投資（成人向け識字

プログラム），感染症患者の治療，麻薬リハビリサービスの提供，長期

失業者の労働力化（退学者向け再訓練プログラムや若者向け公共事業），

若者の社会組織への再融合（内戦後の動員解除，未成年向け司法制度）

などが含まれる．このようなプログラムはこの報告書で扱うすべての過

渡期を対象としている．

　そのほかに 3 つの教訓がもっとも重要であると考えられる．プログ

ラムの対象を絞り込むこと，それを主流の「ファースト・チャンス」の

プログラムと調整すること，そして，リスキーな行動を奨励する（ある

いはモラルハザードを奨励する）のではなく抑制すること，がそれであ

る．

対象を絞り込む．　セカンドチャンス・プログラムはコストが高いこ

とから，ほかの高コストの制度の場合と同じく，それがもっとも必要

としている人々を対象にすることが重要である．若者の多くはセーフ

ティネットとして機能する家族の資源にアクセスすることができる．
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より豊かな国では，結婚や関係の失敗，失職，重病の後では，少なく

とも一時的に実家に帰るケースが増加している．これに対応できる家

庭は，特に途上国では家族関係が壊れている家庭出身の若者よりもリ

スクが低く，したがって補助金の必要性も低い．例えば，親が死亡な

いし離婚した家庭出身者の場合，若者が実家に帰る数はより少ないと

いうデータがある注 62．したがって，孤児はより弱い立場にあり，社会

プログラムは優先的に対象にしている．

　対象絞込みのもう 1 つの理由は，若者を中心に支援すべきであるに

もかかわらず，受益者がそうなっていないプログラムのなかには，もっ

とも必要とする人々が排除されている公算があり，そういう人々は自分

がどんな立場にいるかの認識が弱くて，みずからはサービスを申請しな

いからだ．非常に若い母親向けの出産後ケアサービスなど生殖保健に取

り組むキャンペーン（第 5 章）が，ソーシャル・マーケティングに非

常に積極的なゆえんである．

主流と調整する．　セカンドチャンス・プログラムは連携されておらず，

NGO や政府機関の別々の分離したイニシアティブによって運営されて

いることが多い（第 9 章）．このようなプログラムに関する少数の分析

に基づく教訓は，統合化と調整によってもっと有効になるということで

ある．非常にコストの高い並行的なプログラムを設立する危険を避ける

ためには，再参加を保証することが重要である．一例としては，卒業同

等資格プログラムがある．これは中等教育制度を退学した者に授業参加

を認め，それによって最終的には中等教育修了証書に相当するものを取

得できるようにしたものである（第 3 章）．別の例としては，アメリカ

のコミュニティカレッジ制度がある．当初は成人向けにセカンドチャン

スを提供することを企図したものであったが，今では若い高校卒業者が

セカンドチャンス・プログラムとして活用するようになっている．全補

習学生のうち 4 分の 3 がコミュニティカレッジに在学している注 63．

　同様に，主流のプログラムを弾力化して，初期の過ちが恒久的な負

い目にならないようにすることが重要である．10 歳という非常に若い

生徒を能力別に学校に振り分けている国もあれば，学校を包括的に維

持している国もある．各国の長期的な学習成績に関する最近の研究に

よれば，早期の能力別編成は教育の不平等を拡大させるだけでなく（分

離にもかかわらず追い付いていない），成績を低下させる危険さえはら

んでいる注 64．

説明責任のある更生．　若者を含めすべての人は，自分と社会の両方の

ために，自分のリスキーな行動の結果を直視すべきである，ということ

に疑いを抱く者はいないだろう．犯罪行為の場合には，道徳上の正義と

抑止がそれを要求する．しかし，ある人が横道にそれた場合，何が社会

にとって最善なのだろうか？　更正は非常にコストが高く付くが，まだ

潜在的には生産的な生涯が前途に横たわっている若者の場合には利益が

「ぼくは昔よく携帯電話を盗んだもの
だ．しかし，それは危ない．刑務所
に入れられるどころか，殺されてし
まうかもしれない．ぼくが盗んだの
はお金がほしかったのと，不良仲間
から圧力をかけられたからだ．そん
な生活はもうやめたので，また通り
が歩けるようになった．」

ホンジュラスのフレディ，16 歳，
2006 年 1 月



84　世界開発報告 2007

最大となる．若い年齢で罪を犯した人にとって，もっとも重要なことは，

希望を失わせることなく，自分の行動の結果を直視することである．フィ

リピンでは，3,700 人の子供が成人用の刑務所に入れられ，しかも「健

康と福祉にとって有害な条件下」にあると伝えられている注 65．その多

くは（比較的軽い罪を犯した者やホームレスも含まれている）常習犯と

一緒に収容されている．結果は罪の重さに比例すべきであり，プログラ

ムはそれが可能で適切な場合には，若者みずからが更生することを許容

すべきである．第 7 章の用語を用いれば，「応報的」ではなく「修復的」

な司法ということである．動員解除プログラムの多くは若い戦闘員の矯

正を企図したものとなっている（第 7 章末のシエラレオネに関するス

ポットライトを参照）．

　どんな更生プログラムも経済学者がモラルハザード（倫理観の欠如）

と呼ぶものに直面する．もし自分のリスクテーキングな行動の結果が政

府のプログラムや保険で緩和されるということがわかっているならば，

その人は必要以上にさらにリスクテーキングな行動に走る可能性があろ

う．HIV について抗レトロウィルス治療法が利用可能だということを受

けて，若者が用心しなくなるのではないかという懸念があった．ケニア

では，政府がエイズの「良薬」が開発されたと発表したのを受けて，コ

ンドームの使用が減少した（第 5 章）．このような問題の解決策としては，

治療のようなセカンドチャンスを排除しないことである．それは浪費的

なだけでなく，非倫理的でもある．そうではなく，用心深い行動を奨励

して，治療の際にも維持されるようなインセンティブを導入することで

ある．

　　　　　　　　　　　――――――――――

　ここで検討した枠組みのなかで若者のレンズが示唆した 3 つの経路

（機会，能力，セカンドチャンス）は，第 1 章で述べた各過渡期すべて

に適用する必要がある．最貧国では特に質に留意しながら，基本的なこ

とに対する支出増加を維持することが最優先課題である．そのほかの諸

国では，後期中等教育と高等教育にもっと注目することが鍵となる．し

かし，支出がすべてではない．同じく重要なのは，若者が家族に支えら

れながら，自分自身に投資するよう奨励することである．どんな投資で

も同じであるが，人的資本の投資環境を改善すれば，収益率が上昇し，

リスクが低下する．良い仕事や能動的な市民生活という形をとった収益

率は，若者と年長者の機会を互いに等しくするような政策によって，引

き上げることができる．健康リスクにかかわる慎重な行動は，適切なイ

ンセンティブによって奨励することが可能である．

　若者のレンズは最大のインパクトを確保するためには調整する必要が

あろう．この合同効果の大きさは，ドミニカ共和国，インドネシア，メ

キシコのデータを使った仮想的な中等教育プロジェクトの収益率を検討

すればわかるだろう注 66．対象年齢層の後期中等学校就学率を 52％から

57％に引き上げるために十分な校舎を建設することによって，機会を
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拡大するプロジェクトを考えてみよう．メキシコの賃金とコストにかか

わるデータによれば，そのようなプロジェクトは現在価値でみて 1.03

という便益対費用比率になることが示唆される．機会を拡大する投資と

しては許容できる収益率である．

　最近の研究によれば，中等学校の学生は中等学校修了に伴う実際の収

益率を大幅に過少評価している注 67．中等学校をもう１つ建設するだけ

でなく，教育の収益率に関する誤解を是正する情報を単に提供すること

によって，若者の能力を高めるプロジェクトは，就学率を 62％に押し

上げる．このプロジェクトの便益対費用比率は 1.68 で，ずっとよい投

資になる．

　最後に，若者にとって投資のリスクを低くするようなプロジェクトは，

就学率をさらに押し上げるだろう．リスクは経済的ショックの形をとる

かもしれない．そうなると，中等教育は手が届かなくなるため，退学を

余儀なくされて，資源の浪費が生じるだろう．もし生徒あるいは家族が，

所得ショックの出来事に備えて奨学金制度という保険をかけていたとす

れば（セカンドチャンス），就学率は 69％に上昇する．このようなプロ

グラムは最初の 2 つと組み合わせれば，便益対費用比率は 2.15 とさら

に改善する．

　以上で紹介した枠組みは，経済，人口動態，社会環境の各国相違を考

慮した上で適用しなければならない．なかには次世代の開発課題への取

り組みがうまくいっている国もあるが，そうではない国も多い．若者が

自分で自分に関する決定を下し始めるテンポという点でも，各国それぞ

れに特徴がある．伝統的な社会では若者が重要な人生の過渡期に関して

自分が決定を下すことはほとんどないかもしれないが，そのほかの社会

では若者は前世代に比べて早く独立している．環境がそれぞれ異なるな

かで，各国が各過渡期についてどのように原則を適用するかが，次のパー

ト II のテーマである．
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少年少女にとって，人生の軌跡は早くから ――
しかも永久に――乖離する
　思春期における成人式は，アフリカ社会における割礼か
らアメリカ大陸における社交界デビューまで多彩である
が，少年少女にとっては幼児期における同質性との決別と，
性差に基づいた期待が台頭する先駆けとなる．このような
変化の儀式を経て，若い男女の人生は性差によって規定さ
れた社会的軌跡をたどり始めることになる．性差で規定さ
れた役割や責任は，少女の機会や意思決定能力を縮小する
が，少年のそれを拡大する傾向にある．少女が非常に若く
して結婚する社会もなかにはある．家族が結婚前の純潔を
保護すべく，少女の自由度を厳しく制限している社会もあ
る注 1．さらに，少女がしばしば妊娠して，結婚しないで
子供を生んでいるという社会もある注 2．若い男女におけ
る性の違いによってことなるこれらの軌跡は，若者の成果
の中の性差に見られる．
　セックス（生物学）とジェンダー（社会学）の相違が相
互作用して，若い男と女が罹患する病気もそれぞれ異なっ
てくる．早い時期の頻繁な妊娠・出産に伴う健康リスクに
加えて，15-29 歳の若い女性は HIV/ エイズ，単極性鬱病，
パニック障害，熱病などを患う割合が不当に高い．生殖適
齢期にある女性の健康な生活を奪う原因としては，強姦や
家庭内暴力が 5-16％も占めている注 3．これとは対照的に，
若い男性は暴力，飲酒，事故に関連した障害で苦しむ割合
のほうが高いが注 4，これは高所得国でも同じパターンで
ある．これはリスクテーキングな行動が共通していること
を示唆し，若い男性については暴力や麻薬の問題が世界的
な性格をもっていることを裏付けている．
　教育では，トレンドとしては性差が収斂する方向に向
かっているが，少女の大人への過渡期が著しい変化を見せ
る分野になっている．世界各国の 15-19 歳と 20-24 歳の
両グループについて，就学率と労働参加率は若い女性のほ
うが若い男性よりも上昇率が大きくなっている注 5．しか
し，学校教育の経験は依然として性差に敏感である．例え
ば，ケニアでは若者は男女共学で，異性との交流はかなり
自由であるが，教師は女子を低く評価して，女子は男子に
比べて勉強を怠けている，あるいは勉強ができないと見な
している注 6．
　時間の使途に関する研究では，若い男女の生活の別の違
いが示されている．仕事（有償か無償かは問わない）に費

やされている時間は男女とも年齢とともに増加するが，女
子は男子よりは長時間働く傾向にある．これは水や焚き木
の収集・運搬，掃除，料理，幼い子供の世話に長い時間
を費やしているからだ注 7．ケニア，インド，ニカラグア，
パキスタン，南アフリカにおける時間使途の研究によれば，
平均的に，15-29 歳の女性は同男性よりも 1 日当たり約 1
時間だけ長く働いている注 8．
　多くの地域の若い女性にとって，学校から仕事への過渡
期はそもそも生じないか，あるいは中断されている．結婚
や妊娠・出産，あるいは給与のために働くということが社
会的に認められていないことが理由である．若い男性は若
い女性と比べて給与のために働く可能性が大きい一方（特
に就学していない場合），家事や無給の経済活動のために
働くことはあまりない傾向にある注 9．所得を稼げという
少年に対する圧力が，少年の退学率が高いことの説明にな
るだろう注 10．就学していない少女の場合，無給の家事に
参加している公算は大きいが，家計調査ではそのような仕
事は把握されていないだろう．これは，例えば，途上国の
多くで見られる「怠けている」少女の割合で明白である．
就学も有給の就職もしていない 14 歳の少女の比率は，途
上国 6 カ国についてネパールの 6％から，イエメン共和国
の 44％までと幅がある注 11．

機会を平等化するプログラムで性差を縮小するこ
とができる
　若い男女のサービスへのアクセスが改善するように機会
を拡大すれば，性差は縮小するだろう．政府には，対象に
関して性別を選定しなくても，平準化効果をもつようなさ
まざまな政策のテコ（価格設定政策，法規制の改革，サー
ビス提供の設計改良，選別的なインフラ投資など）がある．
どのようにすべきか？　女子に不利になっている制約を緩
和すればよいのである．女子の生産的スキルへの投資にか
かわる相対コストを低下させる政策もある．そのほかの政
策としては，女子に対する労働市場の偏見を是正する情報
の増大，あるいは女子の家事の負担を軽減するようなイン
フラ投資の増大などがあろう．
　農村部における多数の学校建設という一見では性差に独
立的なプログラムが，性差に及ぼすインパクトを検討して
みよう．学校の増加は男女の両方にとって利益があるはず
である．ところが，研究によれば男女間で効果が異なって

性差は思春期が始まるとともに鮮明に現れて，少年少女の人生軌跡にまったく違った形で影響する．政府とし
ては，若い男女の機会，能力，セカンドチャンスの不平等に対抗するのに，さまざまな政策のテコをもっている．
なかには対象が限定されておらずに，制約への取り組みによって間接的に機会の平等化を図る政策もある．し
かし，多くの若い女性は当初から不利な立場にあるため，追いつくのを支援するためには直接的に対象を絞っ
たプログラムも必要である．

若者のレンズに性差のフィルターを付けるスポットライト
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いる．パキスタンとガーナというようなまったく異なる諸
国でも，中等学校までの通学距離を削減すると，学校教育
に対する反応は女子のほうが男子よりも大きかったのであ
る．その一因としては，女子の場合はもともと就学率が低
かったこと，両親にとって身の安全が懸念事項である女子
の場合は距離が大きな制約になっていたこと，などが指摘
できる注 12．
　貿易政策も若い女性の雇用機会に対して，不釣合いに大
きな効果をもつことがある．バングラデシュを考えてみよ
う．大勢の若い女性は輸出主導型の繊維部門に就職した
おかげで，賃金の激増を享受したのである．雇用と賃金の
増大を背景に，女性の家庭内での交渉力も大きくなった
注 13．性差を意識した職場での健康管理や，女性労働者に
とって良い雇用環境を確保するためのそのほかの規則は，
若い女性にとってさらに恩恵をもたらすはずであり，労働
力として経験が浅いことに伴う悪い面を帳消しにするだろ
う．
　一般的な政策やプログラムに加えて，性差に対象を絞り
込んだプログラムも実施すべきであろう．とりわけ性差が
明確になる大人への過渡期には，女性の発言権や情報入手
量が著しく制限されることが多いためである．低所得世帯
が教育，保健ケア，栄養などへの支出節約を余儀なくされ

ている場合，少女や若い女性がほとんどのコスト負担を余
儀なくされる傾向が強い．世帯の所得が上昇するに従って，
このような項目への支出も増加するが，少女や若い女性は
単に比例的に恩恵をこうむるだけである．例えば，メキシ
コの「機会」（Oportunidades）プログラムが，少女を学
校に行かせて就学を継続させるために，家計に対する現金
移転を増やしたことを受けて，女子の就学率は上昇したの
である（図を参照）．
　パキスタンのバロチスタン州における教育の実験プロ
ジェクトでは，近隣地区の私立学校設立に対して補助金
が供与された．親たちは財政的な資源と技術支援を受け
て，学校運営者と契約を締結し，近隣地区に私立学校を設
立した．その財政支援は新しい学校の女子就学者数に結び
つけられていた．この学校創設に伴って，女子の就学率は
33％ポイントも上昇したが，これは男子就学率に対する
効果をはるかに凌駕した．このプロジェクトは初等教育が
目的である．パキスタンの中等学校の女子生徒にとっては，
通学距離がさらに大きな心配であるため，中等教育レベル
で通学が容易になれば，女子の相対的利益はさらに大きく
なるだろう注 14．
　若い女性の学校から仕事への過渡期を円滑化するために
は，対象を絞り込んだプログラムと労働仲介サービスが必
要である．若い女性を引きつけるため，「チリの若者」（Chile 
Joven）という低所得で高リスクの若者を対象にした雇用
訓練・研修プログラムは，女性の採用を企業部門に訴える
広報キャンペーンを含め，児童ケアサービスや性差にかか
わる訓練を提供して，若い女性向けに職業研修を拡大し
た．プログラム終了時には，参加者の 65％が就職し，そ
のうちの 70％は勉強した分野で就職した（この比率は比
較グループに比べてずっと高かった）．さらに，労働市場
パフォーマンスに対する収益率は女性のほうが男性よりも
高かった注 15．同様に，ペルーの「プロ若者」（ProJoven）
という若者向け職業訓練プログラム（経済的に不利な立場
にある 16-24 歳の若者が公式労働市場に参入するのを後
押しすべく 1997 年に設立）は，実質所得を引き上げ，男
女の賃金格差を縮小させた．参加者の 54％は女性である．
プログラム導入以前には，若い男性の賃金は女性に比べて
45％も高かったが，導入後はわずか 2.7％上回るにすぎな
くなった注 16．
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　どの世代も過渡期を経過する．幼児の場合，それは乳離れのプロセスだ．
「老後」を迎えようとしている人々にとっては退職である．本報告書が次
世代の労働者，世帯主，指導者と呼んでいる人々にとって，次のような5
つの過渡期が予定されている．

•若者および若い成人としての学習
•就職
•健康に影響を及ぼすリスクをおかす
•家族形成
•能動的な市民権の行使

　このような過渡期がいつどのように生じるかは，国によって大きな相違
がある．しかし，そのパターンは高度に様式化した形で（ただし実証的
な根拠に基づいて）図示することができる．12歳の時，ほとんどの子供
は学校にいる．その後，間もなく卒業し始めて，24歳までにはほとんど
が卒業している．途上国では子供たちは幼い時期から働き始めているが，
少なくとも10代の間は，ほとんどはフルタイムで働くことはない．若者
は健康に有害な懸念のある性交，喫煙，麻薬などのリスクテーキングな
行動にも手を染め始める．若者の思春期は早く始まるが，家族形成は遅い．
最後に，若者は徐々に家庭外で自己を主張し，市民権を行使し始める．
　本報告書のこのパートにある各章では，各国はどのようにしたら，この
ような重複している過渡期が提起するチャレンジに立ち向かうことがで
きるかを，各国の政策を機会，能力，セカンドチャンスという3つのレ
ンズを通してながめることによって検討する．

「アフリカ系レゲエ文化グループ」（Grupo Cultural 
Afro Reggae）の若い創設者たちは，リオデジャネイ
ロのファベーラの暴力と麻薬取引で多数の友人を失った
ことを受けて，10 代の死はもはや容認ないし期待され
るべきではないと決意した．音楽，ダンス，文化活動に
よって，子供たちや若者がファベーラの麻薬取引や暴力
を回避して，ステレオタイプを打破し，より幅広い社会
と意思疎通を図れるプログラムを創設した．

（www.afroreggae.org.br）

過渡期
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　若者は生産的な労働者，良き親，責任ある市民になるためには，正し

い知識とスキルを修得する必要がある．学習は家庭，学校，職場などい

ろいろな環境下で行われているが，学習に対するほとんどの投資は学校

で行われる．このような投資は幼児期と思春期に実施する必要があり，

思春期における投資はそれ以前の投資が身を結ぶようにする必要があろ

う．

　途上国における初等教育の著しい進展にもかかわらず，スキルや知識

に対する需要がまさに増大しているなかで，若者の仕事や生活に向けた

備えはまったく不十分である．過去の教育政策では，学校で行われてい

る学習よりも，教育制度を通過していく人数の増加に焦点が当てられて

いた．本章では，仕事や生活のために若者のスキルを改善するためには，

教育の機会というものを学習者および将来の労働者，親，市民としての

若者すべてのニーズに，より適合したものにしなければならないと主張

したい．また，若者がその機会を最大限に活用できるように，若者に対

して自分の能力を開発するための道具を供給する必要もある．

　そのためには，全員に良質な基礎教育（前期中等教育を含む）を提供

することによって，若者の教育面での備えを改善しなければならない．

それは，基礎以上のスキルに対する増え続ける需要を満たすことも含ん

でおり，次のようなものがあげられる．後期中等教育と高等教育におい

て多様で弾力的な選択肢を提供する．実用的な科目，思考スキル，行動

スキルなどを教える適切なカリキュラムを導入する．そして，学校と仕

事を結びつける．成功のためには，生徒の学習について説明責任を負っ

ている学校に加えて，十分な備えと意欲のある教員が，このような改革

をサポートしていかなければならない．

　教育の機会は若者がそれから恩恵を受けられなければ十分とはいえな

い．若者は自分の教育に関して重要な決定を行うが，その際には制約に

直面する．若者がより良い教育の選択ができるようにするためには，学

習の選択肢や雇用市場に関するより良い情報を提供したり，より良い選

択ができるような財政的インセンティブを供与したりすることに加え

て，行動スキルを開発させて，自分の教育にステークホルダーとして関

与させる必要がある．

　学習の機会はすべての人に提供される必要がある．これには最初の機

会において基礎的なスキルの修得に失敗した若者も対象として含まれ

る．社会としては彼らを無視するわけにはいかない．セカンドチャンス

がなければ，このような若者とその家族は貧困に追い込まれるだろう．

仕事と生活のために学習するchapter 3
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そこで，政府としては，このような若者の多様性を考慮した補習教育，

同等資格プログラム，識字プログラム，スキル訓練などの体系を開発す

べきなのである．

仕事と生活に対する若者の教育的な備えは不十分
　スキルベースの技術変化や知識の重要性増大を受けて，初等以降の教

育，とりわけ高等教育を受けた労働者に対する需要が増大している（第

1 章）．初等教育修了率の上昇に伴って，潜在的な中等学校進学者の数

は著しく増加している．同時に，南アジアやサハラ以南アフリカでは，

大勢の子供たちが初等学校を修了する前に退学している（または初めか

ら就学していない）．

　中等学校への進学は世界中で，初等学校終了率が高い国でも障壁と

なっている．なぜだろうか？　準備のレベルが低いこと，中等学校教育

は不要だという考え方，直接および間接のコストが高いことなど需要要

因が原因である．また，中等学校への物理的なアクセスが困難なことも

要因となっている．

　中等学校進学はなかでも貧困層にとっては困難である（図 3.1）．イ

ンドネシアやタイといった中所得国では，最貧 40％層の就学率をみる
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図 3.1　大勢の若者が中等学校への進学でつまずいている
インドネシア（2002 年） ニカラグア（2001 年）

各学年の修了率（％） 各学年の修了率（％）

学年 学年

学年 学年

セネガル（2000 年） タイ（2002 年）
各学年の修了率（％） 各学年の修了率（％）

最富裕 20％層男子 最富裕 20％層女子 最貧 40％層男子 最貧 40％層女子

出所：http://econ.worldbank.org/projects/edattain．10-19 歳について各国の代表的なサンプルに基づくカプラン = マイヤー法
推定値．
注：最富裕 20％層と最貧 40％層は資産の指数と住居の特性から導出．中等学校は通常 7 学年から始まる．
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と，初等レベルから中等レベルに進学する際に大幅に低下している．ニ

カラグアやセネガルなどもっと貧しい諸国では，就学率の低下はもっと

早くから始まって，この過渡期でさらに急落している．南アジアやサハ

ラ以南アフリカを初めとする多くの諸国では，男女差は中等学校への過

渡期に鮮明化し，それ以降もそのまま持続する傾向にある．

　仕事と生活に対する若者の教育上の備えは，途上国では特に貧困層に

ついては非常に不十分である．「生徒の学習到達度調査」（Programme 

for International Student  Assessment：PISA）でみた最貧国の若者の平

均成績は，15 歳児の基本スキルの応用能力を評価したものであるが，

OECD 平均の 500 点を約 20％下回っており（図 3.2），その最貧 20％

層はもっと悪い．メキシコなど一部の諸国では，所得が同水準の他国に

比べても成績が著しく低い．

　このような数字は，この評価がえり抜きの集団に関するものであるこ

とを考えると，余計に心配である．すでに退学した者（もっとも貧しく，

もっとも成績が低い公算が大きい）は含まれていないのである．ブラジ

ルでは，15 歳で 7 学年以上に就学しているのは 60％強でしかない．中

等学校の学習到達度がこのように低いことは，仕事や生活に必要な基本

スキルを初等および中等学校が提供していないことを反映している．良

い学校へのアクセスに関する不平等も反映している．貧富の差による点

数格差のほとんどは，違った学校に通っていることで説明される．

　初等学校で終わりになる，あるいは修了前に退学する大勢の児童は，

途中で最低限のスキルしか修得していない．マリでは，15-19 歳のわず

か約 20％しか 6 年サイクルの初等教育を修了しておらず，しかもその

うち簡単な文章を読めるのは 60％でしかない（図 3.3）．ネパールでは，

初等教育の 5 年サイクルを修了した 15-19 歳は通常は文章を読むこと

ができるが，3 学年以上に進級しなかった者の 30％近くに限ると，文

章が読めるのは 60％未満である．
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図 3.2　貧困国では学習到達度が非常に低い場合がある
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出所：PISA データに基づく筆者の分析．
注：国は 2003 年の 1 人当たり国民総所得（GNI）で見て，低いところから高いところの順に並べてある．
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　初等以降の教育に対する需要の増大と仕事や生活に対する準備不足を

考えると，政策は次の 3 つの挑戦に直面しているといえる．

需要の増大に対応すべく初等以降の教育機会を拡大する一方，初等

以降の教育に対する備えと質を高めること．中等教育の需要が増大

している国（ブラジル，メキシコなど）では，中等教育機会の着実

な拡大（最低水準の質を維持しながら）がもっとも適切であろうが，

中等教育の普及率がすでに高い国（ハンガリー，南アフリカなど）

では，学習到達度の改善がもっとも適切である．

若者がこのような機会を最大限に活用できる能力を，彼らが直面す

る意思決定，情報，財政にかかわる制約を軽減することによって高

めること．機会（中等学校）は存在するのに，それを活用しない若

者が多い国（モロッコ，タイなど）に，この挑戦はもっともよく当

てはまる．

仕事や生活にかかわる基礎的なスキルに欠けている就学していない

者に対して，セカンドチャンスの学習機会を提供すること．これは

就学したことがない，あるいは初等学校修了前に退学する若者が大

勢いる国（パキスタン，セネガルなど）では，もっとも適切な政策

である．
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図 3.3　単純な文章の読解力は学校教育とともに高まるが，もっとも基本的なそのスキルを完全
に修得している人は少ない

単純な文章が読める 15-19 歳の割合
（修了最終学年別） 各学年を修了している 15-19 歳の割合

％ ％

学年 学年

ドミニカ共和国（2002 年）
ケニア（2003 年）
マリ（2001 年）

ネパール（2001 年）
フィリピン（2003 年）

出所：http://econ.worldbank.org/projects/edattain および人口動態保健調査に基づく筆者の分析．
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強固な基盤：初等以降の教育では実用性を改善する
　学習というのはライフサイクルのプロセスであり，投資のタイミング

と継続性が重要である注 1．学習投資は幼児期と思春期に行う必要があ

る．この段階で投資しておかないと，後で矯正するのは非常に高コスト

になるだろう．学習は身体能力と知的能力が急成長している幼児期と思

春期にもっとも有効である．神経学の視点からすると，幼児期と思春期

はほとんどのスキルの正常な発達にとって決定的に重要な時期である．

この期間の投資に代替し得るものはない（スキルと知識に関する定義

3.1 を参照）．例えば，言語スキルの修得は子供のほうが大人よりもずっ

と容易である．どの能力がライフサイクルのどの段階で形成されるかは

まちまちである．言語スキルは思春期をすぎると発達しにくいが，行動

スキル（動機付け，忍耐力，自信，自己規律など）は 20 代前半まで発

達が続く（ボックス 3.1）注 2．

　学習は累積的なものであることを考えると，幼児期と思春期の学習投

資はその後の投資の生産性を押し上げるので，後の投資よりも収益率が

高くなる．例えば，幼児期に早期介入すれば，その後の学習到達度は高

くなるだろう．また，職業訓練プログラムが賃金に及ぼすインパクトは，

教育水準の高い人のほうが大きくなるのが普通である注 3．思春期の投

資も幼児期における投資の成果が出るように行う必要がある．例えば，

学習到達度に対する就学前介入の効果は，いっそうの適切な学校教育投

資がなければ持続しないであろう．アメリカの「ヘッドスタート」とい

う就学前プログラムでは，初期段階での試験の点数の改善は，質の悪い

学校に就学した子供たちにおいては消滅してしまうことがしばしばであ

る注 4．

　幼児期の早い段階における投資は大きな配当を生み出し，不平等の世

代間伝達を削減することができる．途上国では非常に幼い時期から，栄

養，健康，認知発達，社会経済的な発達が，大幅に不足している子供が

多数おり，教育達成度，雇用，賃金に対して生涯にわたって悪影響があ

るだろう注 5．エクアドルの研究が示すところでは，さまざまな社会経

済的背景をもった子供たちの間でみられる言語習得度の大きな格差は，

子供の健康や育児スキルの相違が一因で，成長するに従って拡大してい

る注 6．保健，育児スキル，就学前教育を組み合わせたプログラムがもっ

とも成功する可能性が大きく，アルゼンチン，ジャマイカ，フィリピン

のプログラムにかかわる厳密な評価によれば，途上国ではそういったプ

ログラムの有効性が証明されている注 7．そのような投資が最大限の効

果を発揮するためには，こういったプログラムはそれ以降の教育を改善

する努力と連動していなければならない．

　初等以降の教育で成功するためには，早期就学，十分な進歩，初等学

校における基礎的な識字能力と数量的思考能力の学習が鍵となる．しか

し，特にアフリカやラテンアメリカを中心に，若者がまだ初等学校に通っ

ている諸国が多い．初等教育適齢期をすぎた初等生徒の割合はブラジル

で 34％，ケニアで 28％，ラオス人民民主共和国で 27％となっている注 8．

　本報告書で議論しているスキルに
は，思考スキル（批判的で創造的な思
考），行動スキル（忍耐，自制，チー
ムワーク，意見の対立を処理しリスク
を管理する能力），特殊知識（数量的
思考能力と識字能力を含む），職業ス
キル（特殊知識と定義が明確な課題に
依存する職務を遂行するスキルの混
合）が含まれる．
　基本スキルはさらなる学習，仕事，
生活に必要とされる最低限の一連の能
力を意味する．これには数量的思考能
力や識字能力と，忍耐，自制，自信な
どにかかわる基本的な水準の行動スキ
ルが含まれる．基本以降のスキルには
思考スキル，高次の行動スキル（意思
決定スキル，チームワーク，意見の対
立を処理しリスクを管理する能力），
実生活の状況に応用される特殊知識，
職業スキルが含まれる．

スキルと知識
定義 3.1
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適齢をすぎてしまった就学の理由は，ブラジルでは留年，ケニアでは就

学時期の遅延，ラオスでは両者の組み合わせにある．バングラデシュの

農村部では，初等学校における就学の遅延と留年が原因で，中等学校へ

進学して修了する見込みが低くなっている．6 歳での就学を義務化し，

中等学校をもっと増やせば，中等学校に進学する見込みは上昇するだろ

う注 9．

　初等教育の質を改善するためには，基礎的な識字能力と数量的思考能

力を改めて強調するとともに，本章で後述する政策の一部と組み合わせ

ることが必要であろう．その政策としては，生徒重視の教授法，準備万

　知能指数（IQ）が高くても自制心がないため人生に失敗す
る人がいる一方，IQ が低くても意欲と忍耐のおかげでうま
くやれる人がいる．
　インドやアメリカなどまったく異質な諸国に関するいくつ
かの研究によれば，仕事上の安定性と信頼性が雇用主がもっ
とも高く評価する特性である．にもかかわらず，学術上およ
び政策上の議論では，ほとんどもっぱら個別知識の修得に焦
点が当てられている．行動スキルは測定不可能だと時には信
じられているものの，心理学者はこのようなスキルを測定す
るテストを開発し，会社はそれを使って労働者をふるいにか
けている注 10．
　非常に幼い年齢から思春期の後半まで発達し続ける行動ス
キルは，学校教育，仕事，社会的成果に対して長期にわたり
効果を及ぼす．これには意欲，忍耐，自制，自信，選択肢を
比較考量して決断に至る能力（意思決定スキル）など，さま
ざまな特性が含まれる．チームワークや，対立を処理し，仲
間の圧力に抵抗する能力など社会的スキルも含まれる．
　行動スキルには若い時から所得レベルによって大きな格差
があり，その格差は長期にわたり継続する．早期児童介入策
の長期的なインパクトは，主にそれが子供に与える社会的ス
キルや意欲と，それが生み出すより良い家庭環境を通じて生
じる．アメリカでは，14-24 歳の時に計測された行動スキル
が高等学校退学の確率を引き下げ，大学進学の確率を押し上
げて，より高い賃金につながっている．行動スキルは雇用や
職業選択に影響する．また，喫煙，マリファナ使用，違法行
為への参加，10 代の妊娠や結婚の大幅な低下にもつながる．

学校ベースのプログラム
　学校ベースの助言プログラムは，思春期における行動の柔
軟性や重要性に関して実態を明らかにしてくれる．アメリカ
の「ビッグブラザー」（少年指導員）あるいは「ビッグシス
ター」（少女指導員）という助言プログラムに関する無作為
抽出によるインパクト評価によれば，このプログラムのおか
げで，麻薬やアルコールの使用を開始する，他人を殴る，学
校をさぼる，あるいは親に嘘をつくという確率が低下したこ
とが示されている．さらに，成績の向上や，学校や職場にお
ける能力の上昇にもつながっている．「大躍進機会プログラ
ム」（Quantum Opportunity Program）は社会的に不利な少

数民族の学生に対して，社会的スキルや労働市場スキルの改
善を目的とした活動にかかわる長期的な助言や財政インセン
ティブを提供するものであるが，高校卒業率の上昇と逮捕率
の低下をもたらしている．このようなプログラムは途上国で
はまだ試されていない．
　行動スキルを直接教える教室ベースのプログラムが数件あ
るが，これもやはりアメリカとオランダの制御された研究で
は，持続的な効果を示している．リスキーな健康行動の削減
に果たした役割の成功が評価対象になっていることがもっと
も多いが，勉強やその他の行動の結果面でも改善がもたらさ
れている．そういったプログラムには，諸外国にも適応でき
るカリキュラムや教授法も含まれていることが多い．アメリ
カの「ライオンの探求」（Lion's Quest）プログラム（ライオ
ンズクラブが支援している青少年育成プログラム）は日本で
試されており，非公式な教授法は多数の途上国のさまざまな
プログラムで活用されている．ただし，どれ 1 つとしてま
だ詳細に評価されていない（ボックス 3.2 を参照）．

学校外のプログラム
　「結びつきを作ろう」（Make a Connection）プログラムは，
若者とコミュニティ，家族や仲間，自分自身との結びつきを，
自信，意欲，チームワーク，紛争管理などといった行動スキル，
さらには批判的かつ創造的なスキルを開発することによって
強化するものである．このようなスキルは総合して，しばし
ば「生活スキル」と呼ばれている．同プログラムはブラジル，
中国，ロシア連邦，南アフリカを含む 25 カ国で，現地のニー
ズに合わせて運営されている．フィリピンでは，就学してい
ない原住民の若者を対象にしている．プログラムは約 13 カ
月間続くが，アイデンティティ，文化鑑賞，指導力に関する
研修が盛り込まれており，参加者はその上で，生計にかかわ
るプロジェクトを提案すれば，それをファイナンスするため
のローンが受けられる．自己申告ベースの情報を遡及してみ
ると，雇用，復学，コミュニティサービスに対して著しい効
果があったことが明らかである．

出所：Bowles and Gintis (1976); Carneiro and Heckman (2003); Cunha 他 (2005); 
Hahn (1999); Hahn, Lanspery, and Leavitt (2005); Heckman, Stixrud, and Urzua 
(2006); Schweinhart, Barnes, and Weikrat (1993); Sternberg (1985); Zins 他 
(2004)．

ボックス 3.1 スキル開発で無視されている側面：学校，仕事，生活用の行動スキルを形成する
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端で意欲のある教員，生徒の学習に関して説明責任を負う学校などがあ

る．補完的な補習教育も重要な役割を果たすことができるだろう（セカ

ンドチャンスに関する節を参照）．

初等以降の教育機会を増やす
　初等以降の教育制度は，学習者および将来の労働者，親，市民として

の若者の多種多様なニーズに対応すべきである．本節では，そうするた

めに必要とされる以下の諸点について検討する．

全員に良質な基礎教育（初等および前期中等レベル）を提供するだ

けでなく，若者が自分の潜在能力を発揮できるように，学習の選択

肢に関して多様で弾力的なメニューを提供する．

後期中等学校では，学術的なものと職業的なものを混合したカリキュ

ラム編成にするのに加えて，実用的な教科，思考スキル，行動スキ

ルを教えることによって，学校のカリキュラムをもっと実際的にす

る．さらに，学校と職場の結びつきを強化すれば，学校から仕事へ

の移行が円滑化する．

意欲が高く準備ができている教員を採用し，学校が生徒の学習に関

して説明責任を負うことによって，教育改革の成功を確実にする．

コスト分担戦略，官民パートナーシップ，効率改善メカニズムを実

施して，初等以降の教育の拡大と改善をファイナンスする．

選択肢を拡大し，初等以降の教育組織を改善する
万人のために基礎教育を提供する．　各国は選別と専門化を前期中等学

校以降にまで遅らせ，前期中等学校を基礎的で義務的な教育サイクルに

することによって，仕事と生活に必要な基本スキルをすべての若者に提

供することができる．国際的な試験の点数によれば，早くからの能力別

編成は学習達成度にかかわる不平等を著しく拡大させるばかりか，学習

意欲を低下させる注 11．チリの中等教育改革では，職業別の専門化はす

べてが後期中等学校に移されたので，その先の職業別の専門化に必要な

勉強に関する強固な基盤を築く時間的余裕が生まれた．選別と専門化の

先送りは，学校教育を義務化する法律と組み合わせることができる．こ

れは教育達成度やそのほかの社会的結果に好影響をもたらしている注 12．

　タンザニアとチェニジアでは，入学試験を使って中等学校に進学する

生徒の数を厳しく制限したため，初等学校が過密化して，生徒全体の成

績が低下してしまった注 13．早くからの能力別クラス編成ないし選別も

社会的疎外を生み出すか，永続化する可能性がある．例えば，一部のカ

リブ諸国では，試験の点数に応じて，それぞれ制服が異なる良い学校と

悪い学校に振り分けている注 14．前期中等学校の拡大に財政的な制約が

ある場合には，コストの分担（貧困層を補償するために需要サイドのメ

カニズムを導入して）と民間部門との協働（後述のファイナンスに関す

る節を参照）を組み合わせることによって，もっと多くの学校を建設す

•

•

•

•
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ることができる．例えば，タンザニアでは私立学校は奨励されていなかっ

たが，ケニアではそれが認められて少額ながら補助金さえ受領した．そ

の結果，1960 年代から 70 年代にかけて，ケニアの中等学校就学率は

タンザニアに比べて急上昇した．

　校舎を建設すれば中等教育に対する需要の増大に応えることにはなる

が，多くの途上国では，そのような投資は必ずしも就学率の上昇や不平

等の縮小につながらないだろう．途上国 21 カ国のデータを使った研究

によれば，農村部の住民のほとんどは正式な初等学校からかなり近い範

囲内に居住しているが，中等学校についてはそうはいかない注 15．中等

学校の就学率と通学距離との間には，典型的には若干ながら負の相関関

係があることがわかっている．また，学校が近いことが，家計の富ある

いは性別でみた就学率の不平等を縮小させる，という証拠はほとんどな

い．

教育の選択肢を多様化する一方で質を保証する．　後期中等教育と高等

教育は生徒の多様なニーズ，関心，能力に対応しなければならない．多

様性というものは，生徒が増加して，制度が大規模化するとともに顕著

になってくる．途上国の職業教育部門は OECD 諸国に比べて相対的に

小さい（就学生の 22％）．後期中等教育はいまだにより学術的な大学の

学位を指向しており，労働市場を重視したプログラムは限界的な役割を

果たしているにすぎない．しかし，卒業率は就職を重視した制度（マレー

シア）のほうが，大学進学を重視した制度（アルゼンチンとチリ）より

も高くなっている注 16．

　高等教育でもより学術的な大学の学位が重視されている．ただし，こ

れは新しい教育機関が台頭して徐々に変化しつつある．これには短期間

で学位を授与する技術専門学校，コミュニティカレッジ，ポリテクニッ

ク（科学技術専門学校），遠隔教育センター，通信制大学などがある．中国，

ジャマイカ，マレーシア，ジンバブエでは，学生の半数以上はもっと短

期間で，もっと職業を重視したプログラムを受講している注 17．

　初等以降の教育制度の拡大と多様化は，官民パートナーシップを通じ

て民間部門に手を貸す形にすれば，大幅にスムースになるだろう．政府

としては質にかかわる基準を保証しつつ，民間の参加を促進すべきであ

ろう．民間部門のシェアは高等教育（33％）のほうが後期中等教育（25％）

よりも高い注 18．後期中等教育については，民間のシェアはほとんどの

国で安定しているか，あるいは低下しているが，高等教育については特

にブラジルとペルーでは上昇している．前向きなトレンドもみられてい

るにもかかわらず，初等以降の教育に関して民間部門が関与できる余地

には依然としてかなり大きいものがある．

　教育制度は，とりわけより高価な高等教育の分野では，財政的な制約

があるという環境下でも，官民パートナーシップによって拡大すること

ができる．また，選択肢を増やし，競争を導入することよって，全体と

して学習成果と効率性を改善することもできる．そのような競争が機能
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するためには，公立機関は結果を求めて管理するのに十分な自律性と財

源をもっていなければならないし（後述のファイナンスに関する節を参

照），私立機関は明確に定義された質の基準を充足することに関して説

明責任を負う必要がある．

　いくつかの研究では，政府としては多様性を促進しながら，情報と品

質保証を提供すべきであると結論付けられている注 19．高等教育に関し

て認定や評価のシステムがある途上国はほとんどないため，（カンボジ

アにおけるように）劣悪な民間教育機関が輩出する結果となっている．

チリや大韓民国では，参入時点では質の基準が低めに設定されており（認

可），新しい機関に拡大のチャンスが与えられるが，後で基準が厳格化

されている（認定）．こういう形で，公立と私立の両機関は公正な競争

が可能となっている．

柔軟な教育制度．　多様化した基礎レベル以降の教育制度には，学生が

自分の潜在能力を試しながらフルに開発できるように，十分な柔軟性が

必要である．開放的な制度であれば，それまでの関連した経験，学位同

等資格，ほかのところで取得した単位の認定を通じて，学生の移動性を

円滑にすることができる．最近の中等教育改革によって，これまでは終

点だった職業コースが格上げされて，職業教育修了生は卒業試験に受か

れば高等教育に移行できるようになっている．例えば，南アフリカやチュ

ニジアでは，今では職業コース修了者でも高等教育機関への入学資格が

ある．

　高等教育機関については，世界中の多数の機関が単位に基づくコース

制を採用している．このような機関としては，単科機関（ニジェール大

学），ネットワーク機関（インド工科大学），すべての国立大学制度（タ

イ）などがある注 20．コロンビアでは，すでに就職している人でも任意

の認定訓練機関を通じて，大学同等資格が取得できる．多くの若者は学

校と仕事の両方を組み合わせる必要があるが，例えば，パートタイム教

育によって，それが認められるようになっている．現在，パートタイム

で高等教育を受けている人は，途上国の大学生のわずか 5％，正式な大

学ではないプログラムの受講生に限っても 13％にとどまっている注 21．

　義務的ではなく，しかもより高価な後期中等教育部門に関しては，競

争的な入学試験を活用すれば，財政圧力の緩和に役立つであろうが，そ

れに類似したファイナンス・メカニズムを前期中等教育にも適用すれば

（上述），さらに余裕が生まれるだろう．ただし，試験に合格しない者に

対しては，代わりになる学習オプション（職業教育）とより高等な教育

へと進む可能性を提供する必要があろう．高等教育入学試験はうまく工

夫すれば有益であろう．もっとも優秀な学生を教育すれば，革新を育み，

経済を牽引してくれるかもしれないからだ．グルジアでは高等教育入学

テストが改革された結果，アクセスが制限されて学生の質が向上した．

ただし，受験に失敗した者に対して代替的な学習機会を提供することが

挑戦課題として残されている注 22．
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初等以降の教育にかかわる実用性と質を改善する
　途上国で学習到達度が低いということは，学生を仕事と生活に向けて

準備させるということに学校が失敗している，ということを示している．

良質な教育制度にするためには，学校側はカリキュラムの実用性を改善

しなければならない．そのための方策としては，労働市場が要求してい

る実際的な知識，思考スキル，行動スキルを学生に教える，成績が上が

るような教授法を使う，学術的なカリキュラムと職業的なカリキュラム

を混交するなどがある．さらに，学校と地元経済の結びつきを強化して，

学校から職場への移行を円滑にし，経済発展を後押ししなければならな

い．このような改革の成否は，生徒の学習について説明責任を負う学校

に加えて，意欲が強くて準備が十分できている教員に左右されるだろう．

学校カリキュラムの実用性を改善する．　多くの途上国では，中等教育

のカリキュラムは生徒の社会経済的なニーズに適合していない．かと

いって，学習到達度を最大化する，あるいは生徒の就学を維持する，と

いう形で教えられているともいえない状態にある注 23．一握りの特権的

な学生のニーズに適合しているだけの場合もある．さらに，実用性や有

効性の観点からカリキュラムを定期的に評価している国はほとんどな

い．各国の中等教育カリキュラムを 1985-2000 年について比較分析し

た研究によれば，ほとんど変化していないことが示されている注 24．高

等教育カリキュラムも類似の問題をたくさん抱えている注 25．しかし，

一部の国では，中等および高等教育機関はより実用的な学科を教え始め

ており，労働市場に対してより感応的になってきている．

　カリキュラムと教授法はほぼ不変にとどまっているものの，労働市場

では思考スキルと対人スキルに優れた労働者を求めている．アメリカで

は問題解決スキルや意思疎通スキルを必要とする職務が，1970 年代以

降着実に増加している一方，肉体を使う定型的な認知職務は減少してい

る．インドやマレーシアなど途上国数カ国の雇用者と労働者の双方を対

象とした調査でも，意思疎通スキルに対する需要の増大が指摘されてい

るが，現行の教育制度下では未充足のままである注 26．企業家としての

活動も，問題解決のための思考スキル，自信や指導力などの行動スキル

を必要とする注 27．したがって，現在の複雑で変化が激しい環境下では，

以下が挑戦課題であるといえよう．すなわち，批判的かつ創造的に考え

て，情報を処理し，意思決定を行い，対立を管理し，そしてチームのな

かで働くことができるようなスキルを若者が身に付けることである．

　そのような生活スキルの教育は，発見を重視する教授方法を通して，

次のような形でカリキュラムのあらゆる側面に取り込むことができる．双

方向学習，知識を実生活問題に適用，学習プロセスにチームワークと仲間

による個人授業法を融合，授業の体系と内容に学生の意見を取り入れる，

などを行えばよいのである．学生が基本的な教材を学習するのを保証し

つつ，そのような方法を採用するのは教員にとってむずかしく，一部の

途上国ではこの種の改革を実施するのはとりわけ困難であった注 28．した

「学校は創造者ではなく傍観者を作り
出している．」

アルゼンチン，ブエノスアイレスの若者，
2005 年 12 月
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がって，独立した科目として生活スキルを教えるほうがよいかもしれな

い（ボックス 3.2）．例えば，日本や南アフリカでは，最近，中等学校

カリキュラムに生活スキルが科目として組み込まれている．

　このようなスキルの教育は，ほかの科目の教育に用いられている伝統

的な教授方法の改革努力と並行的に実施すべきであろう．経験の浅い教

員でさえうまく使いこなせる，体系化された学生中心の教授法は効果的

であり，先進国と途上国の双方できちんと評価されている注 29．体系的

教授法モデルは，教材は単純なものから複雑なものへと漸進的に提示す

ること，学生の理解度チェックのために立ち止まること，学生全員の積

極的な参加を引き出すこと，といった構成になっている．教授法を改善

したり，生活スキルのカリキュラムを開発するために，教員は十分な教

材を有し，訓練を受けていなければならない．また，生徒の進捗度，教

授法や生活スキル教科の定期的な評価も必要である注 30．情報通信技術

も教授や学習の円滑化に役立つ（第 8 章）．労働市場では実践的な技術

が求められていた．そして，過剰な詰め込みは避けつつも中等教育に新

たな分野を追加することが必要とされている注 31．それらは基礎数学や

読解力と供に科学や技術，経済学，外国語などである．コンピュータを

使いこなすことが多くの仕事において基本的な必須条件となってきてお

り，情報通信技術についての高度な知識を身につけた労働力に対する需

要が増加している注 32．国際的な言語，特に英語を使いこなせる能力は，

技術の採用や諸外国とのコミュニケーションにとっては資産になりつつあ

る．ただし，基礎的な識字能力は母国語で習得するのがベストである注 33．

金融の理解力が身に付けば，富裕層と貧困層の間の知識格差を縮小でき

るし，若者は金融面でもっと賢明な選択ができるようになるだろう注 34．

　一般カリキュラムと職業カリキュラムはもっと統合すべきである．若

者と労働市場が要求するスキルは，両者の伝統的な区分を超越かつ横断

している．職業教育を後期中等レベルまで先送りするか，高等教育に結

びつけるかというのが，職業教育と一般教育の統合化について考えられ

　若者は労働市場で成功するためだけでなく，健康な生活の
ための情報を処理し，市民として参加し，家族の面倒をみる
ためにも，問題解決スキルを必要としている．事実，いわゆ
る「生活スキル」プログラムの多くは，行動スキルや思考ス
キルの授業に，健康，市民権，あるいは金融リテラシーに関
する実際的な情報を組み合わせている．多くの政府が NGO
と共同で，非公式な生活スキル・プログラムを学校内の生徒
と学校外の若者の両方に対して提供している．
　このようなプログラムでは仲間を講師として活用すること
もある．例えば，「学生パートナーシップ・ワールドワイド」

（Student Partnership Worldwide：SPW）はアフリカや南ア
ジアの数カ国で活動しており，（中等学校を修了したばかり
の）若者を訓練して，学校で非公式な教育法を使って生活ス
キルと健康について教えている．いくつかのあくまで暫定的

なデータによれば，このようなプログラムは保健知識（第 5
章），仲間教育者の将来性，勉強成果に影響する可能性があ
ることが示されている．慎重な評価が必要であろうが，アメ
リカの国立衛生研究所はジンバブエで SPW プログラムの臨
床実験を実施している．これは 2007 年までに終了する予定
で，健康上の成果に関して明確なデータが得られることにな
ろう．一部の政府（インドとザンビア）も NGO と協力して，
非公式教育の常勤講師を研修し始めている．市政や平和の教
育を強調する生活スキル・プログラムは数カ国で運営されて
いる．これにはエジプト・アラブ共和国，グルジア，リベリ
アが含まれている．このようなプログラムは正式な評価を経
ていないものの，有望であるとみられる．

出所：UZ-UCSF（www.uz-ucsf.co.zw/research/
researchprojects/current/rds.html）．

ボックス 3.2 生活スキル・プログラムと学校における非公式な教授法
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る 2 つの方法である．また，内容をもっと混合して，職業にかかわる

内容を一般カリキュラムに取り込む（ボツワナ，ガーナ，ケニア）一方，

職業にかかわる学術的な科目（科学，数学，外国語）を職業カリキュラ

ムに盛り込むことも必要とされている．チリのカリキュラム改革では，

職業教育が高等学校に移されて，職業教育における学術的な内容が総授

業時間の 3 分の 1 に増やされている．学術系の生徒が選択できるように，

一般カリキュラムには専門コースが追加される一方，職業専門のコース

は合理化されて，内容と実習は生徒に柔軟なスキルを教えるために見直

しが行われた注 35．

学校と仕事の結びつきを強化する．　学校をもっと仕事に適合させ，学

校から仕事への移行をスムースにするには，その結びつきを強化するの

が最善の方法である．アメリカのキャリアアカデミーは，学術カリキュ

ラムと技術カリキュラムをキャリアという主題を中心に組み合わせて，

仕事ベースの学習機会を提供するために地元企業とのパートナーシップ

を構築したものである．アカデミーでは退学率が低下し，通常の学校環

境では好成績を収める可能性がもっとも低い生徒でも出席率が向上し

た．また，若者の雇用の可能性も改善しているが，若い男子のほうが若

い女子よりも恩恵が大きいようである注 36．パートタイムの学校教育を

仕事と組み合わせて成功しているドイツの「二重制度」が，アジア，ア

フリカ，ラテンアメリカの数カ国で試行されている．しかし，成功は限

定的である．徒弟向けの職やその後の持続的な雇用を創出できないこと

が原因である注 37．日本では，フルタイムの学校教育の後に，学校と密

接な関係にある企業にフルタイムで雇用されるという形がとられている

（徒弟制度についての詳細に関しては第 4 章を参照）．

　労働市場や雇用者と卒業生との定期的な協議に基づく有効なフィード

バックは，カリキュラムをニーズの変化に対応させるのに必要不可欠で

ある．例えばチリでは，職業訓練センターは雇用者，労働者，政府の代

表者によって管理運営されている（第 4 章を参照）．公式な産学パート

ナーシップは途上国では稀であるが，興味深い事例もある．大学と研究

所は中国の経済成長に多大な貢献をしている．北京では，そのような研

究所が共同プロジェクトや技術移転に関して地元の産業界と協力して，

発明を商業化するための企業（スピンオフ）を設立している．このよう

な企業のなかには，中国で最大のハイテク企業（聯想，同方）も含まれ

ている注 38．

教員の準備と動機付けを高める．　意欲が高く十分な準備ができた教員

がいなければ，カリキュラムの質と実用性を改善するための改革が成功

する可能性は低いだろう．しかし，教員は往々にして備えが不十分であ

る．特に若者のニーズを把握するということになると，教科に関する知

識や教授法の効果的な利用という点で不十分である注 39．教員の無断欠

勤にはひどいものがあり（インドでは 24％），なかでもアフリカでは教

「教育はもっと双方向的であるべきだ
…．授業中しゃべっているのは教師
だけだ．教師は生徒と議論しようと
しない．若者は学ぶことはできるが，
意欲がない．」

ペルー，リマの若者，
2006 年 1 月
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員不足が中等教育の拡大を阻害している注 40．教員は学校における暴力

やいじめを永続化ないし悪化させることもあり，そうなると教育成果に

も悪影響が及ぶ（ボックス 3.3）．緊急を要するにもかかわらず，有効

な研修，インセンティブ，説明責任体制が整備されている国はほとんど

ない．

　教員に十分な準備態勢を確保させるためには，教育と研修が重要であ

る．中等学校教員は大量の教材を理解し，独立心が旺盛な生徒とうまく

相互作用できなければならない．教員研修が生徒の学習に与える効果に

ついてはほとんどデータがないものの注 41，これまでの研究からは若干

の教訓が学べる．理想としては，徹底した事前研修に職務中の通常の研

修を組み合わせるべきである．後者は教授法の改善だけでなく，教員相

互間で経験の共有を促し，教員がカリキュラム改革の有効性に関する

フィードバックを提供できるようになることを企図したものである．も

し財政的な制約があるなら，研究によれば，職務中の研修はきわめて有

効で，コストが低くすむこともある注 42．研修では特殊ニーズの評価も

検討すべきであり，生徒との積極的な相互作用の促進に役立つように設

計されていなければならない．そうすれば，生徒が努力して，就学を続

ける可能性が高まるであろう（後述）．

　インセンティブは設計と実施が良ければ，教員の動機付けになり，

行動について教員の説明責任を問うこともできるだろう．チリでは，

1990 年代に教員の平均給与を倍以上に引き上げたおかげで，授業に出

席している生徒の質が向上しており，教員給与水準の重要性が示唆さ

　学校での暴力やいじめは多くの国で一般化している．全
生徒の学校での成果にとって悪影響があるにもかかわらず，
データが定期的に収集されていない．サハラ以南アフリカの
一部諸国では，女子を中心とした生徒に対する教師や他の生
徒による性的虐待の蔓延状況について証拠書類が作成されて
いる．ケニアでは，10-24 歳の 6％が教師から性的虐待を受
けたと回答している．教師の男子を中心とした生徒に対する
体罰は特に多くの国で普通にみられる．ケニアでは 10-24 歳
の 25％が教師から体罰を受けたと回答している．また，エ
ジプトの研究によれば，教師による虐待が退学の増加を招い
ていることが示されている．生徒がカースト（インド・ウッ
タルプラデシュ州の最下層カーストであるダリトの児童），
社会的地位，障害などに基づいて差別され，肉体的な虐待を
受けている国もいくつかある．本報告書執筆に当たって協議
したラテンアメリカ諸国の生徒は，学校における暴力の恐怖
が退学につながっていると答えている．

　学校内暴力が蔓延している南アフリカでは，最近，是正策
が実施された．これには生徒とセックスするなど重大な罪を
犯した教員の解雇や体罰の禁止が含まれる．しかし，生徒が
苦情を申し立てる制度が依然として整備されていない．その
ような規則を実施しただけでは，文化的に定着している態度
を変えるのに不十分であろう．例えば，ヨハネスバーグにあ
る学校の男子生徒のほぼ 3 分の 1 は，知人にセックスを強
制するのは性的暴行ではなく，強姦された女子が「それを望
んだのだ」と主張している．ケニアで調査対象になった教員
の約半数は，生徒と性交したからといって，解雇やそのほか
の厳罰に処すべきではないと答えている．
　もっとも効果がありそうなのは，研修，インセンティブ，
ほかの説明責任メカニズムを組み合わせることであろう．例
えば，ガーナとマラウイの実験では，教員の行動基準を改善
し，生徒，コミュニティのメンバー，教員の態度に取り組ん
で，苦情を申し立てた生徒にかかわる専門医紹介・支援シス
テムを開発することによって，校内の性的暴力に対処しよう
としている．

　一度教師に殴られたことがある．…だから，最後まで待っ
て，教師が校舎から出てきたので，ぶちのめしてやった．そ
れ以来，学校には行っていない．

バングラデシュ，「バスティ（スラム街）」（basti）の少年注 46

出所：Dréze and Gazdar (1997); Human Rights Watch (2001b); Interagency 
Gender Working Group (2005); Lloyd, Mensch, and Clark (2000); Lloyd (2003); 
World Bank (2005s); World Bank (2003a)．

ボックス 3.3 学校における暴力といじめ
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れている注 43．成果主義によるインセンティブというのは，原則として，

教員給与を一律に引き上げるよりは，財政と効率の両面で優れている．

しかし，このような事例はほとんどない．教室でしていることに説明責

任を負っている教員はほとんどいないということである．

　実際には，チリ，インド，メキシコなどさまざまな諸国では，インセ

ンティブプログラムは実施面での制約（教員の抵抗，校長や親の無関

心）と設計面での欠陥（インセンティブが小さい，実績にあまり連動し

ていない）が原因で，インパクトが弱くなっている注 44．また，プログ

ラムがもたらした生徒の成績改善が教授法の改良に由来していることも

あるが，教員による点数報告に間違いがあった，テストのために授業を

行った，あるいは成績の悪い生徒を除いた，などの結果によることも多

かったのである．ただし，生徒の成績の水準ではなくその向上に基づい

た実績報酬や，クラスレベルの向上ではなく学校レベルでの平均点の向

上（チームワークを促す）に基づいた実績報酬は有効であることを裏付

ける若干のデータはある注 45．授業の質を確保するためには，インセン

ティブは良質な研修，良好な職場環境，教員のある程度の自律性，専門

性を開発する機会，教員採用にかかわる学校の自律性などと組み合わせ

なければならない．

成績に関して制度として説明責任を高める．　『世界開発報告 2004』

では，教育向けの追加的な公共支出は，必要とされている行動を意欲の

ある提供者が起こさないかぎり，成績の向上にはつながらない，という

ことが示されている（ボックス 2.2 参照）注 47．したがって，学校の校

長や教員など最前線の提供者に対して，成果の管理に向けて十分な自律

性と資源を供与し，それらの成果に対する説明責任を負わせるべきであ

る．説明責任にとって重要な 2 つの基本的な単位は，生徒，その家族，

その他のステークホルダーに対する成績の情報提供とそれらの学校運営

への参加である．若者の学校管理への参加については，本章のなかで後

述するが，非常に限定的である．

　多くの途上国は今では生徒の成績に関する全国的なデータを収集し

ているが，その情報が公開されて，成績に関して教員や学校の説明責

任を問うために（社会的説明責任，認定，財源配分，実績ベースの給

与を通して）使われることは稀である．インドでは，「教育報告年次調

査」（Annual Survey of Education Report：ASER）という大規模な市民

組織のイニシアティブによって，農村部の学童の識字能力と数量的思考

能力にかかわる定期データが収集されている．このプログラムには普及

とコミュニティ動員の戦略も盛り込まれており，地域別年次報告と地区

レベルの簡単な要約の作成が含まれている．2005 年の調査には政策向

けに，次のような重要な発見が指摘されている注 48．11-14 歳児の 31％

は国語の補習が必要（ところどころに長い文章が混じっている物語が読

めない），47％は数学について補習が必要（割り算ができない），教員

の 23％が無断欠勤（1 校当たりの平均），8％の学校には教員がだれも

「教師は教えているふりをし，生徒は
勉強しているふりをし，国家は自分
の役割を果たしているようなふりを
しているだけだ．」

ブラジル，レシフェの若者，
2006 年 1 月
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いなかった．

　教育の統治を改善するためには，単に成績にかかわる説明責任を強化

するだけ以上のことが必要である．例えば，腐敗を削減するためには，

説明責任制度を改善するだけでなく，サービスの提供を下支えしている

制度を含め，多数のほかの制約にも取り組む本格的な戦略が必要であ

る．高等教育にかかわる腐敗と戦うためにグルジアで導入された改革措

置は，統一的な試験制度，統治メカニズム，透明性の改善の組み合わせ

が有効であることを証明している（ボックス 3.4）．

初等以降の教育の拡大と改善をファイナンスする
　適切な一連の教育改革を選択するに当たって，各国は教育制度の現状

（若者が仕事と生活に関してどの程度の準備ができているか），若者の

ニーズ，彼らの全体的な発達にかかわる優先課題を考慮に入れなければ

ならない．この選択は各国が利用できる資源と，大規模な改革をファイ

ンスするのに革新的な方法を使う能力によって，制約を受けている．な

かには必要とされる資源は比較的少ないにもかかわらず，かなり大きな

インパクトのある改革を選択する国もあるだろう．しかし，巨額の追加

資金を必要とする包括的な改革に取り組む諸国も多いだろう．

　本章で推奨している種類の改革をファイナンスするのは，貧困国でも

可能ではあろうが，適切な種類の改革を選択することが決定的に重要で

ある．質と実用性に対する投資があれば，就学と学習の大幅な改善につ

ながるだろう．1 回かぎりの投資でも長期にわたる効果があることもあ

る．例えば，ガイアナの貧しい前期中等学校を対象とした最近のプロ

ジェクトには，カリキュラム改革，生徒評価，教員および校長向けの研

修と教材が含まれているが，学校の支出を一度 6％増加させればいいだ

けである．このプロジェクトのおかげで，試験の点数や前期中等学校修

了者数の大幅な増加につながったものとみられる注 49．この成功を受け

て，政府はすべての前期中等学校を対象に変更を導入するとともに，後

　長年，大学の入学試験は賄賂の好機であった．腐敗した当
局者は個人的なコネをもっているか，入試委員会のメンバー
を贈賄した受験者を優遇する．担当教授に賄賂を贈った裕福
な学生は，事前にこっそり試験問題のヒントを教えてもらえ
る．ということは，学生は成績ベースで選抜されていないと
いうことを意味する．
　グルジアでは 2005 年に，高等教育に関して新しい法律が
制定され，高等教育機関に入学を希望するすべての受験生は，
統一的な国家試験が義務付けられることになった．2005 年
7 月，試験場は厳戒態勢下に置かれた．採点の秘密を確保す
るために受験者は各答案用紙のバーコードで身元確認が行わ
れた．試験問題は海外の安全な施設で印刷され，各試験場に
は監視カメラと生徒の親族が眺めることができるテレビモニ

ターが設置された．
　首都トビリシの法学部 3 年生のマカは次のように言ってい
る．「若者は大学入試の際，お金を払った奴が自分の代わり
に入学してしまう，という心配がもはや無用になった」．学
生の質と意欲が著しく改善し，これまでよりも早く卒業でき
るだろう，と教員も語っている．
　新しい試験は教育の質を向上させるという広範な国家的な
改革の一環である．それには新しい全国的なカリキュラムの
導入，教員研修能力の構築，頭割りによる対学校ファイナン
ス方式の導入などが盛り込まれている．

出所：National Assessment and Examination Center (2005)．

ボックス 3.4 グルジア：高等教育における腐敗と戦う
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期中等学校のカリキュラム改革にも着手した．

　急成長を遂げている途上国のなかには，教育制度の改善をファイナン

スするために経済成長を当てにできるところもある一方，それ以外のほ

とんどの途上国は，コスト分担，官民パートナーシップ，効率性改善の

組み合わせによって，追加資源を捻出しなければならない．なかには援

助国からの助けを必要とする諸国があるだろう．チリの高等教育制度は，

多角的な資金源によって高等教育がどのように拡大・改善できるかを示

している（ボックス 3.5）．韓国では，高感度の教育政策，質に対する

強い需要，民間部門とのパートナーシップといった要因のおかげで，中

等教育部門は質を犠牲にすることなく拡大を図ることができた（ボック

ス 3.6）．ブルキナファソでは，初等以降の教育に対するアクセスとそ

の実用性にかかわる改善が，高等教育について補助金を削減し，授業料

を徴収することによって，成功裡にファイナンスされた．

効率性を改善する．　効率性の向上は特に教育機関の自律性がより高く

なっている場合には，算式に基づいて資金供与を行うことによって達成

可能である．伝統的な項目別予算編成から，算式に基づく資金供与に移

行する途上国が増えつつある．これは，就学者数などあらかじめ決め

られたルールに従って，学校に対して運営費を供与するものである注 50．

特定交付金ではなく一括交付金の場合，学校には資金使途に関して裁量

がある（ニカラグアの自律的な学校のように）．人事の管理やプロセス

の決定（教員の雇用，教材の選択，学校内の予算配分）にかかわる学校

の自律性と上位の生徒の学業成績には相関関係がある注 51．

　近年，チリでは高等教育が大幅に拡大している．これを学
生から授業料を徴収する，資金調達源の多様化を促進する，
公的補助金を革新的に割り振ることによってファイナンスし
ている．民間の拠出が巨額だったおかげで，高等教育就学率
は 18-24 歳層の約 42％に上昇する一方，ラテンアメリカ諸
国のなかで高等教育向けの公的資金が対 GDP 比で最低の国
になっている．
　学生の授業料の貢献が大きかったおかげで，公的補助金を
公共部門として重要な施策に振り向ける財政的余裕ができ
た．自分の勉強をファイナンスできない学生向けに，所得条
件付き学生ローンへのアクセスを拡大することが優先課題で
あった．財政支援は学生の社会経済的な背景によって決定さ
れる一方，授業料は就学した大学の研究と教育の効率性に応
じて設定される．したがって，このシステムは大学に対して，
弱者グループのアクセスを拡大しながら，みずからの効率性
を改善するインセンティブを与えていることになる．
　公的支援のインセンティブは，大学が学生のニーズと国家
の優先課題の両方に対して感応的であることを促すよう設計
されている．公的支援の約 7％は，大学入学試験でもっとも
高得点をマークした学生を引きつける大学の能力に応じて配

分される．大学としては，競争的な投資基金に対して，専門
学校，学部，大学院の教育の質を改善するためのプロジェク
トを提案する形で資金を受領する．このアプローチのおかげ
で，教員教育の質の改善，学部の単位体系の改革，博士号取
得者の増大など，国家の優先課題に密接に連動した改革が実
現している．
　ファイナンス制度について残された問題は，結果に関する
説明責任が欠如していることである．伝統的な大学に対して
は歴史的なレベルに基づいて，学生 1 人当たりの経常経費
を配分するシステムとなっている．しかし，2006 年に入って，
各大学と教育省の間では，実験的な成果主義の協定締結が交
渉中である．その目的は，大学の使命を国家および地域の優
先課題に，大学の自律性を公的な説明責任に，制度としての
パフォーマンスを政府の資金供与にそれぞれ連動させること
にある．3 年間にわたる協定には，資金供与の公約，合意さ
れた目標の設定，進捗状況をモニターするための指標が含ま
れる予定となっている．

出所：Bernasconi and Rojas (2004); Thorn, Holm-Nielsen, and Jeppesen (2004)．

ボックス 3.5 チリの高等教育：資金調達源の多様化
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　算式による資金供与，なかでも一括交付金はさまざまな利益をもたら

すことができる．それには，透明性と説明責任が増大する，汚職が減少

する，資金供与額が予測可能になる（それによりもっと良い計画が可能

になる），柔軟性が高まる（一括交付金）などが含まれる注 52．競争的な

資金供与や実績ベースの資金供与など，ほかの効率性を高める措置と組

み合わせることもできる．しかし，いずれにしても十分な管理能力が必

要とされる．

コスト分担．　適切なコスト分担と需要サイドの資金供与によって，必

要な資源を公平に生み出すことができる．中等教育のうち義務化された

部分に関しては，政府が資金供与の中心になるべきである．それ以降の

教育に比べて，社会的な便益が大きい一方，単位コストが低いからだ．

特に高等教育など義務教育以降に関しては，本人，その家族，コミュニ

ティが資金供与の大半を担うべきである．支払いの能力と意欲がある

　韓国の中等学校はさまざまな点でうまくいっている．まず，
アクセスが容易で公平である．中等教育レベルの粗就学率は，
男女とも 90％である． PISA や国際数学・理科教育動向調査

（TIMSS）のような国際評価では，韓国の生徒はトップクラ
スの得点を示している．学校に対する資金供与は潤沢である．
中等教育向けには対 GDP 比で 2.4％強の資金が支出されてお
り，その 3 分の 1 は民間資金である．
　このような成功の原因はどこにあるのだろうか？　第 1
に，強力な教育部門の構築は 1950 年代とかなり早くから，
韓国の経済発展戦略の一環となっていた．ダイナミックで意
欲に溢れた教育機関は，教育拡大策をただちに実施に移した
のである．第 2 に，教育のある労働者を労働力として送り
込むという要請に促されて，焦点を当初から「万人のための」
アクセスと質に絞っていた．第 3 に，親は良質な教育に高
い価値を認めていたので，増加したコストを負担した．
　韓国では，義務的な基礎教育には初等および前期中等教育
が含まれている．初等教育は無償であるが，親は中等学校の
授業料は負担しなければならない．前期中等教育では 5 人
に 1 人，後期中等教育では半分強が私立学校に通っている．
高校生の 40％は技術系や職業系の学校に就学している．
　韓国はこれまで時期ごとに 1 つの教育サイクルに焦点を
絞っていた．その手始めが基礎教育である．1950 年代から
60 年代にかけて，公的資金が主として初等教育を対象にし
ていた時期には，中等学校は経費のほぼ半分を PTA からま
かなった．しかし，初等教育の急拡大で中等学校には大きな
圧力がかかり，良い中等学校を目指す競争が激化した．入学
試験の準備をするため（「受験地獄」），留年する生徒が続出し，
家族は家庭教師のために所得の 4 分の 1 も支出した．
　批判を受けた政府は 1968 年に全国的な均等化プログラム
として以下を実施した．入学試験を廃止して，需要の多い学
校に関しては抽選制度を導入する．中等学校の就学率が急上
昇したので，民間提供者が必要な収容能力を提供すべく参入

する．どの私立校に対しても，運営コスト（資本コストは除
く）に不足をきたせば補填をする．1971 年までに，ほとん
どの私立学校は直接的な金融支援，補助金，課税免除などを
受領するようになった．その見返りとして，私立校は重要な
決定事項（カリキュラム，授業料，教員給与）に関するコン
トロールを失った．
　前期中等教育にかかわる均等化プログラムは，就学率の改
善にはつながった一方，エリート校どうしの競争を排除した
ため，トップの質が低下した．前期中等教育サイクルの終わ
りにかけて受験地獄が再現すると同時に，質の低下が進行し
た．受験勉強している生徒はいよいよ個人教授に頼るように
なった．これに対して，政府は 1974 年に後期中等学校に関
しても均等化プログラムを適用して，高等学校入学を開放し
た．同プログラムは都市部の高校と農村部の高校の間にある
質のギャップを埋め，急拡大中の製造業部門からの需要に応
えるべく，職業教育学校への就学を増加させることも目的に
した．しかし，カリキュラムの変更がなく，職業教育はほと
んどが最終的な課程のままであったという状況下で，就学者
はあまり変わらなかった．
　民間資金調達と公的管理の組み合わせは，教育拡大の初期
にはうまく機能したものの，次第に質に対する懸念が高まっ
た．これに対応して，政府としては 1999 年以降，中等教育
に関して一連の改革を遂行するとともに，公的資金供与を
2003 年まで毎年 7％増加している．また，学校運営に関す
るコントロールを緩和して，親の関与を促進するため学校評
議会を創設し，教員組合を合法化した．カリキュラム改革に
よって，低学年から外国語と情報技術の授業が導入され，生
徒中心の学習が強調されることになった．職業カリキュラム
を改善し，職業系の高等学校を工科大学にリンクさせる努力
も払われている．

出所：Gill and Chon-Sun (2000); Kim (2002)．

ボックス 3.6 韓国の中等教育：質を犠牲にしない拡大
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人々からの寄付金は，関与と説明責任の促進につながるだろう注 53．公

平なアクセスを保証するためには，授業料やそのほかのコスト分担メカ

ニズムに，うまく設計されたバランスのとれた需要サイドの資金供与

パッケージが付随していなければならない（本章で後述）．そのような

パッケージには，前期中等レベルでのニーズに基づく交付金や，後期中

等および高等レベルでのニーズや成績に基づく交付金，貸付，および貯

蓄制度が含まれる．

官民パートナーシップ．　官民パートナーシップは初等以降の教育を拡

大・改善することができる．財政的な制約を緩和できるだけでなく，選

択と競争を促進することによって学習成果と効率性を改善することもで

きる．PISA データの分析によると，民間の競争と試験の点数上昇との

間には相関関係がみられ，民間運営に公的資金供与を組み合わせた制度

が最良である注 54．パートナーシップの形はサービスによってさまざま

であり，途上国ではまだ一般的ではないが，教訓がいくつかわかってき

ている注 55．

　公的資金の供与を受けた（広範に活用されている）生徒の就学につい

て学校と契約する方式では，大規模な公的資本コストが回避される一方，

教育へのアクセスが急拡大している．引換券タイプのプログラムがチリ，

コロンビア，コートジボワール，チェコ共和国など途上国の一部で実施

されている．その受益者に対するプラス効果は確認されているが（コロ

ンビア）注 56，総合的な効果はまだ決定的とはいえない．引換券は競争

の増大を通じて，公立学校の成績を改善させることもわかっている（チェ

コ共和国）注 57．

　民間業者が公立学校の運営を請け負うと，就学率にプラス効果が

あることもある．コロンビアの「特許を受けた学校」（Colegios en 

Concesión）というプログラムによって，一部の公立学校の管理が競争

入札方式で民間機関に託された．このような特許学校は生徒 1 人当た

りに支給される補助金が，通常の公立学校よりも少なく，試験の点数と

退学率にかかわる目標を充足しなければならない．注意深いモニターと

評価が行われている．特許学校では退学率が低く，それとの競争から，

近隣の公立校でも退学率が低下した注 58．補助サービス（給食，施設維

持）の外注は広く行われており，通常はいい成果が上がっている．専門

サービス（カリキュラムの設計など）の外注も特定やモニターがしやす

い．管理サービスに関しては一般的には外注がむずかしい．測定可能か

つ検証可能な基準の特定が困難ということが主因である．校舎のファイ

ナンスと建設に関して，民間契約を実験している諸国もいくつかある．

若者による教育選択を改善する
　若者は成長していくにつれ，自分の教育をコントロールするようにな

るが，学習利益から恩恵を受けるのに妨げになる制約がいくつかある．

行動スキルが不十分で，自分の教育に対する発言権もほとんどないため，
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学習の動機に欠けているという点が問題である．初等以降の教育機会や

労働市場に関する情報が不足しており，資源に対するアクセスが限られ

ている．学習に関する代替的な選択肢だけでなく，学校教育と競合する

選択肢（仕事と家族）にも直面している．若者がより良い教育の選択が

できるよう手助けするためには，より良い意思決定スキル，努力するイ

ンセンティブ，教育にステークホルダーとして関与することが必要であ

る．より良い選択が可能になる財政的なインセンティブ（条件付き現金

移転あるいは引換券など），学習の選択肢や求人に関するより良い情報

（学校ベースのキャリア助言サービスなど）があれば，より良い教育決

定につながるだろう．

生徒を動機付けて関与させる
　若者は思春期に達すると，どれだけ一生懸命勉強するかとか，学校に

行くかどうかを自分で決定し始める（図 2.4 を参照）．その決定は教育

にかかわる自分の選好を示すものではあるが，その選好自体は若者の環

境を形成している仲間，親，教師，学校などに影響されたものである．

このような選好に関してうまく行動する能力というのは，行動スキルや

心理的な安定によって決定されている．若者の多くは自分の教育にかか

わる決定について徐々にコントロール力を発達させていくが，若い女性，

孤児，障害者，疎外されたグループの出身者などを中心に，有効な意思

決定に関して追加的な障壁に直面する者もなかにはいる．

　政策の設計が良ければ，教育の選好と学習のインセンティブの両方に

影響を与えることができる．例えば，仲間どうしの相互作用の仕方に影

響を与える，若者の学校への結びつきを強める，努力に対して直接的に

報償する，意思決定能力を開発する，学校レベルの政策策定プロセスに

関する意見に応じる，社会的疎外を削減する，などといったことにより，

結果は改善することができる．より保護者に依存している年下の若者に

関しては，政策は保護者の選好や養育スキルも配慮しなければならない．

　親は生徒の行動に影響を与えるが，それは単に就学に関する決定に影

響するにとどまらない．というのは，親は家庭環境を通じて若者の教育

に関する選好に影響を与え，子供の行動スキルの発達を手助けしている

からだ．インドでは，母親の識字能力と子供の学校教育の相互関係をみ

ると，母親の受けた学校教育が子供の勉強時間に若干影響していること

がわかる注 59．ルワンダでは，教育に関する保護者の選好が，教育プロ

グラムと子供の相関関係を説明する一因となっている．子供の行動スキ

ル形成について養育法の質を強調している教育プログラムでは，直接的

なものか助言者を通じるものかは問わず，プラス効果があることがその

有力な証拠となっている注 60．

学習インセンティブを改善する．　学習努力は，社会的メカニズム（仲

間の影響力や教員の説明責任など）や直接的な経済インセンティブに影

響されることもある．生徒，教員，親の努力は，共同決定されている
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ことを示唆するデータが若干ある注 61．したがって，成功するためには，

しばしば仲間，教員，親の役割と，彼らの選好やインセンティブを考慮

に入れることが必要なのである．しかし，もっとも厳格に評価されてき

たのは仲間の生徒への独立的な影響力である．そのような研究によれば，

無作為抽出した仲間グループ（クラスメートやルームメートなど）でさ

え，生徒の行動や成績に影響を与えている注 62．

　生徒をさまざまなグループに振り分けることによって，仲間の相互作

用に影響を及ぼしてみると，成績と社会的成果の両方に重大な効果が生

まれることがある注 63．事実，多数の国で生徒は能力に応じて，あるい

は民族間で対立がある諸国では民族別に，クラス分けされている．若干

のデータによれば，中等学校では，生徒の学習達成度に格差があったり，

1 つの学校ないしクラスのなかに社会的グループがあると，生徒の成績

がマイナスの影響を受ける．中国に関する研究では，学習達成度に格差

がある場合，成績の悪い中等学校生のテストの点数にマイナスの効果が

あることが示されている注 64．しかし，ほかの資料が示唆するところに

よれば，クラスの生徒を能力別に分けても効果がないのが普通である．

というのは，能力は課題によって異なるし，生徒はそれぞれ進歩のスピー

ドが違っているからだ注 65．さまざまなグループ出身の若者相互間の社

会的な交流のなかには，信頼や寛容といった成果にプラス効果が及ぶも

のもある注 66．

　重要なのは多様性のレベルではなく，クラスという環境が競争的なの

か，それとも協調的なのか，ということのようである．制御した実験に

よれば，さまざまな民族グループ出身の生徒相互間で協力を必要とする

クラス活動は，グループを超えた寛容（グループ間の友情）と共感を改

善できる．社会的にも成績の面でも多様化した教室における協調的な政

策は，自信など行動スキルだけでなく，やはりテストの点数の改善にも

つながる注 67．

　ケニアの女子を対象とした成績別の奨学金プログラムが示すところに

よれば，社会的メカニズムを考慮した経済インセンティブは努力に影響

を与える注 68．奨学金が取得できる可能性が高かった女子のテストの点

数は改善したが，これは奨学金の経済的インセンティブで説明が可能で

ある．男子と能力の低い女子の点数も改善したし，生徒と教員の出席率

も同様であったが，これはおそらく教室のなかで仲間の圧力，あるいは

生徒と教員の努力に補完性があったためであろう．教員の出勤率が上昇

したのは，親に対して教員の社会的責任を問うよう適正な経済的インセ

ンティブが作用したためであろう．このプログラムのほうがいくつかの

典型的な教育プログラムよりも費用効果的であろう（図 3.4）．

　生徒の学校関与を増加させることは，学校で生徒の努力を引き上げて，

退学の可能性を削減するための 1 つの方法になる．もし生徒が学校に

一体感をもつようになれば，そのほかの社会的なアイデンティティの重

要性を低下させることができるので，学校には生徒の選好を勉強努力に

向けて形作る余裕が生まれるだろう注 69．この効果がもっともうまく定

「勉強は高カーストの人だけのもの
で，ぼくのような低カーストの人間
のものではない．」

ネパールの若者，
2006 年 1 月
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図 3.4　ケニアでは努力に直接影響を与
えることが，学習を改善するのに費用
効果的な方法となる

試験の点数を標準偏差の 0.1 相当分だけ引き上
げるのに要する生徒 1 人当たりのコスト（＄）

女子向け奨学
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（ブシア地区）
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ンティブ

教科書提供

出所：Kremer, Miguel, Thornton (2004)．
注：奨学金プログラムは，自然災害に見舞われた
隣のテソ地区ではまったく効果がなかった．
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量化されているのは，学校環境や学校の一体化に関する研究であろう．

これはしばしば生徒に対して，学校に帰属していると思うか，学校と一

体化している，または学校が好きだと思うか，と質問することによって

はっきりする．この質問に対する回答は重要であり，これを質問すれば

測定が困難な教育のむずかしい側面（教員はどのように生徒と相互作用

しているのか）をある程度把握することができるだろう．40 カ国以上

のデータによれば，学校環境と試験の点数の間には強い相関関係がみら

れる注 70．また，アメリカとカリブ諸国のデータでは，学校との一体感

が退学と健康成果を左右していることが示されている注 71．

　政策はこのような要因に影響を与えることができるだろうか？　イエ

スである．アメリカのシアトル社会開発プロジェクトのように，生徒が

学校や教員との一体感を高めることを特に指向した改革では，学習達成

度や生徒のほかの行動の改善につながっている注 72（多くの国の貧しい

学校では，生徒を学校に関与させるという単純な努力を通じて，強い一

体感が存在している）．そのような改革はしばしば包括的で，本章を通

じて推奨されている以下のような政策の組み合わせに基づいている．

生徒が学校との一体感を高められるよう教員を訓練する．生徒に対

する奨励，授業に対する生徒の提案，グループ学習，グループ間の

点数競争などが，そのための方法である．

校則の制定に生徒の参加を促す．

生徒の自信と動機を高めるような行動スキルを教えている．

ドラマ，スポーツ，芸術を通じて教える．

意思決定能力――行動スキルを身に付け社会的障壁を削減する．　たと

え生徒が教育を高く評価し勉強を望んだとしても，行動スキルあるいは

心理的能力が欠けているので，選好に基づいた行動を起こすことができ

ないであろう．にもかかわらず，意欲，忍耐，自己規律，協調，有効な

意思決定はほとんど学校では教えられていない．これは重大な欠陥であ

る．行動スキルが教育成果に及ぼすインパクトや，学校にこのようなス

キルを教える能力があることは実証されているからだ（ボックス 3.1 を

参照）．

　生徒の意思決定能力は精神衛生にも左右されることがある．先進国に

関する研究によれば，精神障害が学校の出席率に悪影響があることが示

唆されている注 73．精神衛生に関して，一般的に途上国ではあまり研究

されていないが，紛争が終結した諸国の場合，心的外傷ストレス障害

（PTSD）は全若者人口の 3 分の 1 に影響を与えていることがわかって

いる．アルジェリア，カンボジア，エチオピア，ガザに関する研究は，

学校教育への影響を証明している注 74．つまり，精神衛生に対する警戒

は学校の成果に対する重要な投資といえる注 75．

　社会の受けとめ方が否定的だと，そのことが生徒の意思決定能力に影

響することがある．多くの諸国では社会的および文化的な規範によっ

•

•

•

•
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て，主に少女と若い女性を中心に教育から排除されているグループが存

在している注 76．民族，カースト，障害も排除の要因になることがある．

広範な民俗学的研究で昔からわかっているのは，伝統的に排除されてい

る社会的グループ（貧困層を含む）出身の生徒が就学を継続している場

合，教員や学校管理者による嫌がらせが一般化しているということであ

る注 77．それでその若者は自己意識が低下する，あるいは，学校や労働

市場は努力に報いてくれないと信じるようになる（それが正しいことも

ある）といった形で，教育の決定に影響しかねないのである．ケニアに

関するデータによれば，思春期の女子の学習能力に関する教師の態度が

退学の決定につながることが示されている注 78．インドのウッタルプラ

デシュ州における実験では，最下層のカースト出身の生徒は，認知スキ

ルの試験を受ける前に自分のカーストが公表されると，成績が悪くなっ

ている．これはカーストのことを気にしている教師は自分たちの好成績

を喜ばないだろう，とカーストの低い生徒が信じ込んでいることを示唆

するものである注 79．

　プログラムとしては，社会的な障壁を克服した若い女性ないしその家

族に対する報奨を増大させる（対象を絞り込んだ成績ベースの奨学金制

度や条件付き現金移転など財政的インセンティブを通じて），あるいは

自己意識を引き上げようとすることによって（例えば，バングラデシュ

におけるように女子向けに銀行口座を開設することを通じて），社会的

障壁が決定に及ぼす影響を削減することを目指すといいだろう．また，

社会的障壁自体の削減を企図したプログラム（情報キャンペーン，教員

の研修）も望ましい．特に肉体的な暴力が懸念材料であるような状況下

では，プログラムは疎外されているグループだけでなく，社会的疎外を

永続化させているグループも対象にするよう注意すべきである．

学校の方針にかかわるステークホルダーとしての生徒．　『世界開発報

告 2004』では，親やコミュニティを教育制度の顧客と考えて，初等教

育のような基本的な公共サービスの提供を改善する「顧客パワー」が指

摘されている．若者は教育制度の受益者であり，思春期になると，自分

の教育に関して重要な決定を下し，独立した行為者になり始めるのが普

通である（第 2 章）．また，中等および高等教育機関は通常初等学校に

比べてずっと広範囲にわたる地域をカバーしているため，伝統的なコ

ミュニティによる管理は説明責任手段としては有効性が低下している．

　生徒としてはさまざまな制度的なメカニズムを介して，顧客パワーを

行使することができる．生徒会の設立，教育委員会への参加，あるいは

ルール，方針，カリキュラムの設計に関する学校ないし教室レベルでの

広範な協議などが可能であろう．生徒は教員に関してフィードバックを

提供することもできる．しかし，ほとんどの国では，生徒の参加は限ら

れているか，あるいはまったく存在していない．生徒の参加に関する評

価についても同様である．各種の研究は，生徒が影響力を与えた方針が

学校生活の質や学業成績に及ぼすインパクトではなく，参加に伴う個人
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的な成果に焦点を当てているのが典型である注 80．生徒の参加は行動ス

キル（生徒は意思決定者になるので）やそのほかの形の市政参加にもイ

ンパクトが及ぶことがある．

　生徒の参加は学校の環境や関係を改善する．教育サービス提供者の

多くは生徒の参加に消極的であるが，75 校（ほとんどがイングランド）

に関するある注意深い研究によれば，学校管理者と両親が初めは学校改

革に消極的であった中等学校においてさえ，改革が後戻りすることはな

く，教員と生徒の双方が，より多くの生徒の参加で相互関係と生徒の行

動スキルが改善したと回答している注 81．教育提供者のなかには，生徒

が学校の方針に大きなインパクトを及ぼすのを阻止するための形だけの

参加，ないしは象徴的な参加しか認めようとしない者がいることが，重

大な挑戦課題として残っている．

　一部の途上国では，少なくとも高等教育機関では大幅な学生参加が進

んでいる．南アフリカの「学生リーダーシップ評議会」はアパルトヘイ

トの時期に学生の権利を擁護するとともに，将来の政治的指導者（ネル

ソン・マンデラを含む）に対して訓練を施した注 82．ロシアの大学やマ

ケドニア（旧ユーゴスラビア共和国）の中等学校では，最近の改革によっ

て，学校の管理に関して学生の役割が増大し，一部の大学では評議会の

投票権のうち 30％が学生に付与された．ロシアのある大学の卒業生に

対する調査では，ほとんどの人が自分たちが受けた教育のなかで，その

参加がもっとも有益な側面であったと指摘している注 83．

学習と就職の機会に関して情報を提供する
　初等以降の教育に関する決定は，若者に利用可能な教育の供給と質に

関する私的な情報や，それがどのように教育や労働市場での成果に結び

つくかということに関する独自の理解に基づいて下されている．教育に

関する情報が不完全だと，学校や教員は説明責任をあまり負わなくなり，

若者のほうも良い選択をしたり，学校の質に影響力を及ぼしたりするこ

とができなくなる．一方，若者が将来的に復学する際に直面する不確実

性から，非効率と過少投資につながるだろう．

　学習機会に関して良い情報があれば，より良い選択につながる．個々

人は学校や教員のパフォーマンスをモニターしたり，学校の質に影響を

与えることができる．学習の選択肢に関する情報があれば，特に貧困層

については，これも選択に大きいインパクトがあるだろう．にもかかわ

らず，世界的にみても情報プログラムはほとんどない．イギリスの「上

をめざそう」（Aimhigher）というプログラムは 13-19 歳の社会的弱者

を対象に，相当早くから高等教育機会に関する認識を高めようとしてい

る．高等教育に関する情報をウェブサイトに掲載し，助言を提供したり，

高等教育機関への訪問を手配している．暫定的な評価によれば，進級率

と試験の成績にプラス効果があったことと，高等教育への進学意欲にか

かわる効果は不透明であったことが示されている注84．学校ベースのキャ

リア指導サービス（カウンセリングだけでなく，教育や雇用の機会に関
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する情報を提供）が導入されている途上国も若干数ある（本章のボック

ス 3.7 で後述）．

　若者は学校教育にかかわる決定の一部を，特に大学進学の決定になる

と，期待される経済的な見返りに基づいて行う．インドネシアの研究結

果によると，生徒は後期中等学校の進学の選択に当たって期待収益率を

ベースにしている注 85．しかし，将来の労働市場の収益率が不確実であ

るため，若者のなかには自分にとって最良の教育決定が妨げられる者も

おり，非効率性を生み出している．人々がリスク回避的であれば，この

不確実性は教育に対する過少投資にもつながりかねない．インドネシア

の研究では，後期中等および高等教育の将来的な収益率に関しては，著

しい不確実性があることも指摘されている．貧困家庭の出身者が直面す

る不確実性は，裕福な家庭の出身者の場合よりも大きくなる．全体とし

ては，完全な確実性がある場合，若者の 11％が教育の選択を変更して

いるが，その内訳として貧困層では 13％，非貧困層では 10％となって

いる．このような不確実性が原因で，貧困層は富裕層よりも教育が過少

投資になりやすいのである．

　労働市場の機会や報酬に関して，学校教育のレベルやタイプ別の情

報を若者に提供すれば，自分が将来的に得られる見返りについてもっ

と賢い推測ができるので，決定が効率的になるだろう．ドミニカ共和

国の実験では，初等教育の最終学年に進級した児童に対して中等教育

への見返りに関する情報を提供することで，就学継続の可能性が 12％

上昇した注 86．インドネシアでは将来の見返りに関する情報に対して貧

困層の反応が鈍い．このことは，金銭的なコストと行動スキルの低さ（例

えば意欲が低い）のような非金銭的なコストが義務レベル以降の教育

へのアクセスを妨げる大きな要因になっていることを示唆している注 87．

したがって，貧困層が後期中等学校に進学するためには，交付金，所得

を条件とした貸付，助言，情報を何らかの形で組み合わせた政策が必要

である注 88．

より良い選択の制約を緩和するために財政的インセンティブを供与する
　若者とその家族が将来の所得を担保に借り入れすることができない，

という不完全な信用市場に直面している場合，学校教育にかかわる決定

にとっては資源が重要になる．親は十分な資源ないし信用アクセスを

もっているのに，教育投資のファイナンスに消極的な場合には，若者自

身はやはり財政的な制約を受けるだろう．さらに，初等以降の教育を受

けている若者は，代替的な学習の選択肢だけでなく，仕事や家族という

学校教育と競合する選択肢にも直面している．

学校教育にかかわる信用の制約．　ほとんどの途上国では，貧困と進学

（特に前期および後期中等学校への進学）の間には密接な関係がみられ

る（図 3.5）．所得と学校教育の関係は，信用の制約で説明されるだろ

うか？　必ずしもそうではない，あるいは少なくとも全部ではない．所
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得と相関があるほかの要因も，貧困層と富裕層の進学率に格差ができて

いることを説明している．これには，物理的な施設へのアクセスにかか

わる不平等も含まれる．

　貧富の差で学習到達度が違うのは，後期中等および高等教育のための

スキル習熟度が異なることでも説明される．富裕層は貧困層よりも質の

高い学校に就学し，スキル形成にとって良い環境下にいる傾向がある．

学校教育の質は就学継続の動機付けと，それ以降の教育に対する勉強面

での準備に影響する．アメリカにおける所得と大学進学率の相関関係の

かなりの部分は，大学進学を決定する時点での短期的な財政制約ではな

く，認知スキルと行動スキルを増大することで大学進学に向けた準備体

制に影響するような長期的な要因に基づいている注 89．政策含意として

は，授業料の補助金から，大学以前における学習投資を通じて，生徒に

大学進学の準備をさせることに重点を移すべきである．

　しかし，中等および高等教育へのアクセス確保について信用制約に直

面する若者は，途上国のほうが先進国よりも多い．信用市場があまり発

達しておらず，学校教育向けの直接的な財政支援もずっと限定的である

ことがしばしばである．これは政策で取り組む必要性を正当化するもの

である．所得と学校教育の関係については多数の研究があるが注 90，信

用制約が教育需要にどう影響するかを明示的に検証したものはほとんど

ない．メキシコでは，そのような制約は影響は小さいものの，大学進学

率を左右している．また，パキスタンの農村部では，中等学校進学率に

比べて，中等学校修了率や中等以降の進学率について，信用制約はよい

説明要因になっている注 91．

競合する選択肢と学校教育．　低所得国と低位中所得国では，中等学

校適齢期の若者の多くは働いている（図 3.6）．年齢が上がるとともに，

就学率が低下する一方，労働参加率が上昇している．カンボジアのよう
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図 3.5　初等学校を修了した子供のなかで，さらに高いレベルに進学するのは，裕福な子供のほう
が貧しい子供よりも多い
各レベルに到達した初等学校卒業者の割合（％）

最貧
20％層

最富裕
20％層

最貧
20％層

最富裕
20％層

最貧
20％層

最富裕
20％層

最貧
20％層

最富裕
20％層

コロンビア
（2000 年）

インドネシア
（2002 年）

タイ
（2002 年）

ザンビア
（2001/02 年）

前期中等教育 1 学年 後期中等教育 1 学年 高等教育 1 学年
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な貧困国では，学校と仕事とのトレードオフは中等学校入学年齢ではっ

きりと問題化している．少年の 43％は 10-12 歳までにはすでに働いて

いる．しかし，若者の就学期間が長くなる一方，働き始めるのが遅くな

るのに伴い，同国の状況は改善に向かいつつある．働いている子供たち

のほとんどは仕事の責任と学校教育を両立させることができるが，年齢

とともに，勤労学生はフルタイムの労働者に比べると少数グループにな

る．ボリビアの男子労働者の 62％は，13-15 歳までにすでに学校を後

にしている注 92．最貧 20% 層の若者は最富裕層の若者と比べて，学校に

専念する割合が低く，働いている割合が高い．一部の国では，女子は家

庭外で働いている割合は低いが，家事に従事している割合が高い（図 3.6

に示した諸国では，学校と仕事の割合は男女で類似している）注 93．

　仕事は特に幼い年代では，学校教育や学習を阻害する．ベトナムで実

施された調査によれば，8-13 歳の子供が通学しながら働いていると，5

年後には就学率と学習到達度の低下をもたらす注 94．バングラデシュの

農村部では，初等学校に通いながら働いていることが，中等学校への

進学に著しいマイナス効果を与えている．また，中等学校の就学中に

働き始めたことが，同修了率にさらに大きなマイナス効果をもたらし

ている注 95．ラテンアメリカ・カリブの 11 カ国に関する研究では，初

等学校児童の算数と外国語の両方に関するテストで，点数にかなり大き

なマイナス効果がみられた注 96（児童労働の詳しい検討については第 4

章を参照）．

　早く結婚する，あるいは若い年齢で子供を妊娠・出産する女子も，学

校教育が短くなる公算が大きいであろう注 97．妊娠を原因とする中等学

校退学率は，アフリカのほとんどの諸国で 10-20％の範囲内にある注 98．

関係は逆転することもある．グアテマラでは，就学によって，女子が初

めて結婚する，あるいは親になる年齢は上昇している注 99．
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図 3.6　低所得国および低位中所得国の若者は学校と仕事を組み合わせている
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条件付き現金移転．　信用制約に取り組むためには，対象となる人口を

特定してから，競合的な選択の機会費用も考慮して，初等以降の教育に

ついて需要サイドのファイナンス・メカニズムの適切なパッケージを設

計することが必要である．前期中等レベルの教育需要にかかわる信用制

約は，基礎教育に伴う外部性を考えると，ニーズに基づいた交付金（奨

学金，条件付き現金移転，引換券）を通じて取り組むことが可能である．

たとえ前期中等教育が無償であったとしても，生徒とその家族はそのほ

かの直接そして間接的な私的コストを負担しなければならない．そのた

め貧困者向けの交付金のニーズが生じる．後期中等および高等教育のレ

ベルでは，信用制約は対象を絞り込んだ交付金，貸付，貯蓄制度の組み

合わせによって，緩和することができる．

　そのようなパッケージを設計する際には，不均衡や隘路を回避するた

めに，教育制度を全体的に考えることも重要である．例えば，メキシコ

の「機会」プログラムやブラジルの「家族手当」（Bolsa Familia）プロ

グラムの成功で，義務レベル以降の教育制度に対する圧力が強まった．

したがって，基礎教育を修了してから，さらに勉強したいという人の数

が増加するのを予想しておく必要がある．

　条件付き現金移転は学校教育需要を直接的に（所得の増加を通じて），

また，就業を削減することによって（仕事に伴う所得の逸失を補償する

ことによって），両面から増大させることができる．ラテンアメリカを

中心に 1990 年代後半に導入されたこの制度は，就学を条件として貧し

い若者に現金を供与するものであり，世界のほかの地域でもたちまち一

般化しつつある注 100．もっとも多くの資料があるメキシコの「機会」プ

ログラムに関しては，そのおかげで，中等学校の出席率は 8％，中等学

校進学率は 20％近く，学年到達度は 10％も改善し，しかも女子のほう

が男子よりもずっと効果が大きかった注 101．就学率へのインパクトは主

に就学条件に原因があるものとみられる注 102．「機会」プログラムは決

して安価ではないが，総利益には大きなものがある注 103．効率性は対象

の絞り込みと交付金額の調整によって高めることが可能であろう注 104．

　条件付き現金移転が就学率に及ぼすプラス効果の一部は，勤労の削

減から出てきている．しかし，現金移転だけでは勤労を大幅に削減す

るのに不十分なようである．これは児童労働と，それがどのように勉

強の成績に影響するかを懸念している政策当局にとっては重要である．

「機会」プログラムの下では，非常に大勢の子供たちが引き続き勤労と

学校の両立を図ろうとしている．プログラムによって，就学児童数が

増加する一方，就業児童数は減少したが，就学もしている児童の労働

時間そのものは必ずしも減少していない．また，「機会」プログラムの

おかげで，家計がショックに遭遇した時でも若者が学校にとどまる可

能性は高まったが，親がショックに対応して児童労働に訴えることは

阻止できない注 105．ブラジル農村部のデータによれば，課外プログラム

が就学条件にとって良い補完策になる可能性が示唆されている注 106．

　条件付き現金移転や，学校教育の値段を削減するそのほかの政策（授

「若者が学校に行かないのは家族の面
倒を見なければならないからだ．若
者としてはいつまでも親の善意に甘
えているわけにはいかない．」

ペルーの若者，
2006 年 1 月
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業料免除）は，女子の学校教育と競合するような活動の魅力を弱めるた

めに使われている．バングラデシュにおける女子向けの中等学校奨学金

制度では（ボックス 6.5 を参照），女子は中等学校就学と結婚の 18 歳

までの先送りとを条件に奨学金を受領している．このおかげで結婚の先

送りと学校教育の長期化が生じている注 107．

学校引換券．　信用の制約と学校の質に取り組むための有望な手段であ

る学校引換券は，自分が選んだ学校に入学する生徒に対して公的に提供

されるものである．引換券は受益者に対する潜在的な効果を超えて，学

校間の競争を増大させることが可能なので，システムの質を押し上げる．

また，就学率は追加的な公的資本コストがなくても上昇する．しかし，

引換券受領者（成績優秀者）が去っていくような学校（劣悪）にとって

は，少なくとも短期的には有害な効果があろう．

　引換券制度を導入した諸国がいくつかあるが，それにはチリ，コロン

ビア，チェコ共和国が含まれる．コロンビアの引換券プログラムでは，

引換券は私立学校に入学する貧しい人に支給され，学習にプラスの効果

があり，しかもそれは長期にわたって持続している注 108．しかし，引換

券の総合的な効果に関しては，非受益者に対するインパクトも含めて，

もっと証拠が必要である．中等教育，さらには高等教育向けの引換券は，

貧困層に対象を絞るべきである（高等レベルでは成績を考慮する工夫が

必要かもしれない）．選択の対象としては，すべての認定校（公立か私

立かは不問）に開放されるべきである．ただし，公的当局としては，そ

のような学校に関して裏付け情報を提供することが必要であろう．

融資．　ニーズと実績に絞った交付金を組み合わせて，うまく設計され

た融資制度があれば，義務レベル以降の教育を公平に拡大する余地が生

まれる．交付金はその余裕があるならば，後期中等教育向けのほうが高

等教育向けよりも適正であろう．社会的利益の私的利益に対する比率は

後期中等教育のほうが高いし，後期中等教育の交付金は累進的になる可

能性が大きいからである．費用効果を改善するためには，成績に基づく

交付金で恩恵をこうむる可能性がもっとも高い貧困層だけに対象を絞る

べきである注 109．高等教育はコストが高いため，学生ローンはきわめて

有益となるが，低所得国では融資制度は設計が良くても実施が困難であ

る．

　所得条件付きローンは通常の融資よりも優れている（ボックス 3.7）．

財政能力が限られているなかで，必要とされる資源を生み出すからだ．

借り入れ人は働き始めて一定の所得に達するまで返済を遅らせることが

できるため，不履行比率は低水準にとどまるだろう．より公平なアクセ

スとローン返済が可能になるので，将来の所得に関する不確実性に対処

し，消費の平準化をスムースにすることで，効率性が高まる．しかし，

実施が困難であり，現実的な選択肢になるのは一部の中所得国に限られ

るだろう．
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個人学習口座．　個人学習口座は実施が容易で魅力的な特徴（貯蓄の誘

発，消費の平準化，公的負担の低さ）があるので，中所得国にとっては

有望なファイナンスの選択肢になるだろう．OECD 諸国で人気を博しつ

つある個人学習口座は，教育に備えた貯蓄を奨励する一方，継続教育の

追求に関心のある個人に対して引換券を提供するものである．個人に所

有権がある金額はというと，貯蓄した額と望んでいる教育の種類に依存

する．ブラジルでは，初等および中等教育卒業インセンティブである「学

童貯蓄」（Poupança Escola）プログラムが，連邦地区で「学童手当」（Bolsa 

Escola）プログラムの一環として導入されている注 110．メキシコの「機会」

プログラムでは，「機会をつかんだ若者」（Jovenes con Oportunidades）

プログラムが導入されている．これは条件付き現金移転の受益者が前期

　設計が良いローン制度には，所得条件付き返済，効率的な
利率，十分な金額という 3 つの特徴がある．
所得条件付き返済．通常のローンでは毎月一定額を返済する
が，それだと低所得の借り手は不履行に陥るリスクがある．
一方，所得条件付きローンの場合，返済は借り手の所得の一
定割合であり，しばしば所得税や社会保障拠出金と並行して
徴収される．したがって，借り手の所得が減少すれば返済額
も減少するので，返済不能に対して保険機能が組み込まれ
ているといえる．つまり，人的資本投資に対する不確実な見
返りについて防衛手段を講じるとともに，公平性を促進する

（不確実性が貧困層にとっては大きな阻害要因になっている
ため）ことによって，借り手を助けることになる．また，物
理的な担保に代わるものとして政府の徴税権を活用すること
によって，貸し手をも助けているのである．オーストラリア
が 1989 年に所得条件付きローンを導入すると，とりわけ女
性の間で高等教育の就学率が上昇した．
効率的な利率．利息は政府の借入コストにほぼ等しくなけれ
ばならない．オーストラリアやイギリスといった諸国は，実
質でゼロ利率に設定している．しかし，それに伴う財政圧力
から，金額があまりにも小さく，アクセスが制限され，大学
の収入はかえって減少してしまっている．返済するのは在学
生ではなく卒業生であるため，利率補助金もすでに非常に逆
進的になっている．しかし，対象を絞り込んだ利息補助金は，
所得が低い人，あるいは非労働力の人など向けには，依然と
して必要な選択肢かもしれない．なかには未返済の債務が最
終的に免除されるというローンプログラムもある．
十分な金額．ローン金額は教育や訓練が実現可能なくらい十
分大きくなければならないとが，年間返済額と返済期間の両
方について設定された上限内で，ほとんどの人が返済できる
くらい十分小さくなければならない．所得条件付きローンで
は，返済期間が長く，毎月の返済額は小さいため，ほかの借
り入れ（新規起業のためなど）の場合よりも借り手にとって
好都合である．ローンの貸し手は通常ローン返済の毎月の実
収入を見るからである．ローンの目的は若者が自分のために
資源を生涯にわたって再配分できるようにすることにあり，

したがってローンは原則としてすべての有資格者が利用可能
となっているべきである．もし政府保証がなければ，民間部
門の貸し手は高いリスクプレミアムを徴求するだろう．そこ
で，政府が深刻なキャッシュフローの制約に直面した際には，
貧困層向けのローンといえども制限の必要があるかもしれな
い．
実施の要件に注意．政策当局はどうしても制度的な要件を過
小評価しがちである．特に誤りがちなのは，貸出方針に焦点
を当てて，ローン管理に割く関心，時間，資源が不十分にな
ることである．以下のような要件がそろわない国はローン制
度を導入すべきではない．

中央政府の責任であるが，個人の身元確認に関して信頼
できる制度が整備されていること
ローン管理者の責任であるが，記録（ローン金額）を保
管する能力があること
理想的には課税ないし社会保障の制度を通じた返済金の
徴収能力があること
理想的には納税ないし社会保障拠出金を通じた所得追跡
能力があること

このような要件を考えると，先進経済圏（オーストラリア，
ニュージーランド，オランダ，スウェーデン，イギリスなど）
で成功を収めている所得条件付きローン制度が，もっと貧し
い国々では一般的になっていないのも驚くに値しない．チリ
と南アフリカには小規模な類似の制度があり，返済は大学が
徴収しているが，これは方法としては満足のいくものでない
ことが判明している．両国の制度ともある程度は成功してい
るが，大規模になれば財政コストが大きくなるだろう．タイ
では 2006 年に所得条件付きローン制度の導入を計画中であ
るが，その成否は所得税の徴収制度の有効性に大きく依存す
ることとなる．貧困国においては費用効果的な返済メカニズ
ムの設計が，政策当局にとって最優先課題であろう．

•

•

•

•

出所：Barr (2004); Chapman ( 近刊 )．

ボックス 3.7 所得条件付きローン
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中等学校の最終学年から中等学校修了時までポイントを蓄積するもので

ある．ポイントは貯蓄口座向けに換算されて，国民貯蓄銀行の個人口座

に預け入れられる．受益者は 22 歳までに後期中等学校を修了すれば，

継続教育用に，あるいは事業開始用に引き出すことができる．

　若者には十分な情報，財政資源，学習面での準備，意思決定スキルが

欠けている．このような補完的な制約に取り組むためには，情報，助言，

学習面でのサポート，財政インセンティブを一体化した政策が必要であ

る（ボックス 3.8）．

セカンドチャンスを提供する
　貧困，経済ショック，劣悪な学校が原因で，多数の若者が仕事と生活

に必要な基本スキルを修得することなく，退学を余儀なくされている．

就学が遅れている，あるいは一度も就学したことがないという者も大勢

いる．このような若者を一生涯を通じて，読み書きがまったくできない，

ないしほとんどできない，また，スキルが欠如したままに放置しておけ

ば，本人，その家族，コミュニティにとっては代価が大きすぎる．セカ

ンドチャンス・プログラムには，学校教育や仕事以外の行動に対しても

効果があり，フル効果を評価する際には考慮に入れるべきである．例え

ば，アメリカでは犯罪の減少ということが，アメリカの「職業隊」（Job 

Corps）プログラムがもたらした利益の相当な部分を占めている注 111．

　多数の諸国が退学した若者を復学させる，あるいは非公式な訓練コー

スに参加させるためにさまざまなプログラムを，また，読み書きができ

ない若い成人向けには識字プログラムを運営している．しかし，若者の

多様なニーズに応えるセカンドチャンスのシステムがある国はほとんど

ない．その種のシステムの運営はコストが高くつくことが一因であろう．

もう 1 つの原因は革新的な解決策や有効なパートナーシップが必要な

　先進国では中等学校で不利な立場にある若者を対象にした
プログラムを統合して，彼らが大学に進学できるよう支援し
ているが，有効なようである．イギリスの「上をめざそう」

（Aimhigher）と同じようなアメリカの「上方指向プログラム」
（Upper Bound Program）では，大学進学の準備により焦点

を当てているが，財政的支援は供与していない．高校および
大学での成績に対するインパクトは総じて限定的であるが，
学業面であまり期待できず，学術的にリスクが高かった学生
については大きな効果があった．
　世界銀行が資金供与を行ったメキシコの新しいプログラム
では，不利な立場にある若者の大学アクセスが制約を受けて
いることが問題として認識された．対象を絞り込んだ財政支
援（ローンと交付金の混合），中等学校の有能で貧しい生徒
が大学進学の準備をするための学習支援，高等教育機会と
ウェブサイト上の労働市場観測を通じた労働市場情勢に関す
る情報の普及の組み合わせによって，対処する必要がある．

　学校ベースのキャリア指導サービスは，情報やスキルを提
供することによって，生徒がより良い教育やキャリアを選択
するのを後押しすることができる．先進国におけるこのよ
うなプログラムに関する限られた資料のレビューによれば，
キャリアの決定と成熟化にとってプラス効果があったことが
判明している．中所得国と体制移行国のなかでも，このよう
なサービスを導入しつつあるところがある（チリ，フィリピ
ン，ポーランド，ルーマニア，ロシア，南アフリカ，トルコ）．
もっとも一般的なのは，指導カウンセラーを配置することで
ある．カウンセラーは幅広い権限が与えられているが，生徒
の学習や行動に関する問題を重視している．しかし，公式発
表では，カウンセラー対生徒の比率は非常に低く（フィリピ
ンでは 1 対 500，ルーマニアでは 1 対 800），カウンセラー
は教育やキャリアの選択には関与しないのが普通である．

出所：Johnson (1996); Meyers and Schirm (1999); Watts and Fretwell (2004)．

ボックス 3.8 若者のさまざまな制約に統合的なアプローチで取り組む
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ためであろう．パイロット実験を行って，そのようなプログラムを評価

した国もほとんどない．

　就学していない若者のニーズは多様である．学校教育サイクルのなか

で退学した時点がさまざまで，スキル到達度もそれぞれ違うためである．

なかには一度も学校に行ったことがなく，機能的な識字能力がない者も

いる．基礎教育を修了する前に退学している者もいる．さらに，基礎教

育は修了しているのに，基本スキルを修得していない者もいる．同じス

キルをもっている（あるいは欠いている）若者の間でも，セカンドチャ

ンスが魅力的で有効かどうかは，若者の年齢に左右されるだろう注 112．

セカンドチャンスは地元の環境に適合させる必要もある．低所得国か中

所得国か，さらに農村部か都市部かで違ってくるだろう．

　対象をうまく絞り込んだセカンドチャンスのシステムを提供する挑戦

には，このような多様性が付け加わっているのである．就学率を引き上

げると同時に多様性にも対処するのは，民間部門や NGO に支援の手を

差し延べることによってかなりスムースになる．このようなプログラム

における政府は，基準の設定者，規制当局，資金提供者（国際的な援助

国とともに）としてもっとも有効であろうが，提供者としては必ずしも

そうとはかぎらない．

　セカンドチャンスについては，政策や組織的な枠組み（正式な学校制

度と明確な連動があり，労働市場や社会の需要をきちんと把握したもの）

が往々にして欠如している．その代わりに，不利な立場にある若者に焦

点を当ててはいるが，相互に，あるいは学校制度に結びついていない無

数のプログラムが存在しているだけである．

まだ学校にいる若者：補習教育
　まだ就学中の者に対する 1 つの政策対応は，成績の悪い生徒に補習

授業を提供するということであった．このプログラムは初等レベルでリ

スクのある生徒を選定して，中等レベルに達した時のために，もっと良

い足がかりを提供するものである．そのような授業を必要とする人を選

定することが重要なステップとなる．オーストラリア，カナダ，アメリ

カなど一部の先進国では，標準テストの結果が補習授業プログラムの引

き金になる．これは多くの途上国で実施するのは挑戦的かもしれない．

というのは，標準テストが存在しない，あるいは頻度がずっと少ない

からだ．そこで，インドで成功したバルサキ（Balsakhi：「子供の友人」

の意）・プログラムでは，標準テストを利用する代わりに，後れをとっ

ている生徒の非公式な選定は教師に委ねられた．

　しかし，多数の諸国で，放課後に補習授業を受ける生徒が増加して

いるが，その主な牽引力は家族がコストを負担する形で，追加的な収

入源を求める教員にあるのかもしれない．教員には通常の授業時間に

かかわる改革に抵抗することによって，放課後の補習授業に対する需

要を創出する逆インセンティブがある．このため，香港（中国）とト

ルコでは，自分が受け持っている生徒に補習授業を行うことが禁止さ

「もし夜間に，あるいは日中の 2-3 時
間だけ学校に行けるなら，1 日のう
ち何時間かは人力車を引っ張って，
残りの時間は学校に行ける．金を稼
がなくてはならないので，終日学校
にいることはできない．」

バングラデシュ，カラヤンプールにある
スラム街の少年，

2006 年 1 月
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れている注 113．そのような方針は補習教育提供にかかわる何らかの努力

と並行的であってしかるべきだろう．

　治療プログラムは設計が良ければ，年齢がさまざまで，環境もまった

く違う生徒の成績改善に成功し，しばしばもっとも不利な生徒にも役立

つことが証明されている．

イスラエルでは 1999 年に，大学入学資格を取得する中等学校生徒

の割合を増やすために，補習教育プログラムが実施された．これ

は大学入学資格試験に合格するには，追加的な授業を必要とする

10-12 学年生を対象としたものである．通常は，合格がとれなかっ

たことと教員の評価をベースに生徒が選定された．プログラムのお

かげで，参加学生が大学入学資格を取得できる確率は 22％上昇した

ということである注 114．

インドでは，若い子供たちを対象にした大規模な教育プログラムも

プラスの結果を生んでいる注 115．コミュニティの若い女性が期待さ

れた能力を修得していない初等学校の生徒に，基本的な識字スキル

と数量的思考スキルを教えるものである．同級生に後れを取ってい

る子供にとっては，クラスの規模がより重要だということなのかも

しれない．彼らは標準的なカリキュラムについていけないので，教

員から個人的で，脅迫的でない注意を受けることを必要としている．

就学していない若者
同等資格プログラム．　就学していない若者にアピールするためには，

セカンドチャンス・プログラムは若者がなぜ退学したのか，あるいはまっ

たく就学しなかったのか，プログラムを続けるために直面するチャレン

ジ，どうしたら正式な教育部門に統合できるか，あるいは雇用をみつけ

られるか，などを考慮しなければならない．これらすべては年齢，スキ

ル，現地の環境によって異なる．同等資格，識字能力，職業訓練などの

プログラムは，それぞれ違う若者グループが対象かもしれないが，仕事

と生活のための能力を提供するという共通目標のためは，もっと総合的

なアプローチが必要である．識字能力や同等資格に関するプログラムに

は生活スキルや職業訓練が含まれていなければならないし，職業訓練プ

ログラムには生活スキルが含まれていなければならない．

　同等資格プログラムでは，正規の学校に比べてより実際的なカリキュ

ラムとより柔軟な時間割で，あまり堅苦しくない教授法が用いられてい

る．これは公式教育部門，民間のプログラム提供者，有望な雇用者との

強力なパートナーシップに依存している（ボックス 3.9）．このパート

ナーシップがなければ，同等資格制度の卒業生は免状はもっているのに，

正規の学校制度への再融合も，一定水準の能力を必要とする就職もでき

ずに放置されることになってしまうだろう．

　提供形態は若者がなぜ退学したかを配慮しなければならない．例えば，

メキシコの農村部ではプログラムを自宅に近付けるために，「遠隔中等

•

•
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教育」（Telesecundaria）プログラムにおいてビデオ授業を提供している．

一方，バングラデシュ都市部のスラム街では，プログラムは供給不足を

解決するために，学校を建設する代わりに部屋を賃貸している．最貧層

にとってはわずかなコストでも就学の障壁になることを認識しているプ

ログラムは，教科書，ノート，鉛筆を提供して成功している．若者に対

して「働け」という圧力がかかっていることを考えて，コロンビアの個

人指導学習システム（Tutorial Learning System）では，農村部の生徒

と世話役がスケジュールとペースを好きなように決められるようになっ

ている．しかし，この大きな柔軟性は教育の質を犠牲にすべきではない．

　社会的な支援，カリキュラム，学習方法など，学校環境の側面もきち

んと適合させておかなければならない．若者がなぜ正式な学校制度を退

学したのかや，同等資格プログラムにとどまるかどうかの両方に影響す

るためだ．年少の若者にとっては，親の支援で脱落を減らし，生徒の成

績を押し上げることができるので，プログラムの初期段階で親を関与さ

せれば成功する可能性が高まるだろう．加えて，社会的支援と感情的な

一体感を強調するプログラム（コロンビアの個人指導学習システムのよ

うに，生徒と教員のグループを複数年にわたり不変に維持することに

よって）は，柔軟性がそのような支援と持続性を犠牲にして得られてい

るプログラム（フィリピンの非公式教育プログラム）に比べて，退学率

が低くなる傾向がある注 116．

　人々を公式教育部門に再融合することを期待しているプログラムで

は，公式学校のために前に推奨したような教授法（生徒中心の学習，規

則的な評価，学習の進捗に生徒を関与させる治療セッションなど）に類

似したものをしばしば使っている（ボックス 3.9）．しかし，年長の若

者向けのプログラムでは，非常に異なったアプローチが使われているこ

　バングラデシュでは，「バングラデシュ農村振興委員会」
（Bangladesh Rural Advancement Committee：BRAC）と「恵

まれない子供たちのための教育プログラム」（Underprivileged 
Children's Education Program：UCEP）という 2 つの NGO が，
大勢の若者に対して教育を提供している．UNICEF による比
較研究によれば，両プログラムの生徒は一般テストでは，非
公式教育担当省が別に運営している「手を差し延べるのが困
難」（Hard-to-Reach）という学校プログラムの生徒よりも，
ずっと成績が良かった．ただし，もっと厳格なインパクト評
価が必要であろう．
　両プログラムの原則は多くの面で類似しているが，仕組み
は互いに異なっている．ともに最貧層を対象にしており，し
たがって最貧層が居住している地域で校舎とあらゆる教材を
供与している．ある地域で開校する，あるいはプログラム開
始のために対象となる生徒を選定する際には，開校に先立っ
て親を関与させるだけでなく，親の継続的な関与が期待され
ている．親，教員，生徒からのフィードバックを定期的に求

めて，カリキュラムを継続的に改訂している．標準的な政府
のカリキュラム（ベンガル語，数学，社会科学を重視）を簡
単化してあるので，生徒はハイピッチで進歩し，興味を維持
し，ほかの若者に追いつくことができる．
　BRAC と UCEP は年齢とスキル水準がさまざまな若者を
対象にできるよう，教育サービスの提供を調整している．
BRAC の「非公式初等教育プログラム」では，若い若者（8-10
歳）を対象とし，彼らを正式な教育制度に再融合させること
を目標にしている．このカリキュラムは生徒が公式教育制
度にスムースに移行できように，英語を含むように調整され
ている．UCEP は年長の生徒（10-16 歳）を対象にしており，
スピード（1 年で 2 年間分の教育を提供する），完結性（5-8
年間の一般的な学校教育），UCEP が運営する職業プログラ
ム（その後に生徒を直接的に民間部門に融合する）を生徒に
提供することを強調している．

出所：Eusuf and Associates and Center on Social Research and Human
Development (2002)．

ボックス 3.9 バングラデシュでは就学していない若者に手を差し延べている
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とが多い．メキシコの国立成人教育研究所（INEA）は，15 歳以上の非

就学者が初等，前期中等，後期中等の各教育の同等資格を修了するため

の方法を学べるように，革新的な教育モデルを開発している．弾力的な

モジュールシステムを通じて，仕事や生活のためのスキル取得をベース

としたカリキュラムを提供している．個々人はモジュールのなかから選

択し，プログラムの長さはニーズに合わせてもらうことができ，保健や

公民教育および職業スキルなどの科目も対象になっている．

識字プログラム．　途上国世界の最貧国と，裕福な諸国の不利な立場に

ある大きなグループには，識字能力を欠いた就学していない若者が大勢

いる．大規模（1 億 3,700 万人）であるにもかかわらず，政府や援助国

は識字能力の問題をだいたいにおいて無視してきた．しかし，再び関心

が高まっている兆候がうかがわれる．識字能力は今やミレニアム開発目

標や「万人のための教育」の目標の 1 つに掲げられている．

　これまでの無視は識字プログラムの結果が悪かったことが一因である

が，プログラムを参加者のニーズに適合させる余地は残っている．多数

の諸国は 1960 年代から 80 年代にかけて識字キャンペーンを行ったが，

それは政府主導型のトップダウン式の短いコースであり，何のフォロー

アップもなかった．適格参加者の理解度は限定的で，約 50％が脱落した．

残った人の約半数は識字テストに合格したが，その約 4 分の 1 は結局

は識字能力がないといえる状態に逆戻りした．したがって，安定的な識

字スキルを修得したのは参加者の約 4 分の 1 にすぎない．このプログ

ラムの脱落率や修了率は 1990 年代には改善したが，識字率は依然とし

て低水準にとどまっている注 117．

　改善で重要なのは，もっと事情にそって需要主導のモデルにシフトし

た点にある．就学者を引きつけて，関心を維持させるのは大きな挑戦な

のである．多くの諸国で，読み書きや算数だけでなく，現地の状況に則

して，仕事や生活にかかわるスキルも教える成人向け識字プログラムが

運営されている．アフリカのいくつかのプログラムでは，地元コミュニ

ティ，教会，企業などを巻き込んでいる．授業では方言による積極的な

学習やそのほかの参加型の手法が採用されており，識字スキルを確固と

したものにするため，プログラム終了後も読書活動などフォローアップ

活動が行われている．その実例としては，セネガルの女性識字パイロッ

ト・プロジェクト，ガーナの実用的識字プロジェクト（ともに 18-21

カ月にわたり最低 300 時間の授業を必要とする）がある．ガーナのプ

ロジェクトのコストは，参加者 1 人当たり 1 サイクルにつき 24 ドル，

成功した卒業生 1 人当たり１サイクルでは 43 ドルとなっている（この

ようなプログラムはどれ 1 つとして厳密なインパクト評価を受けてい

ない）．

職業訓練．　就学していない若者向けの職業訓練プログラムは，対象の

絞込みを改善し，プログラムがほかのサービスで補完され，地元の労働
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市場のニーズに適合させるようにすることによって，もっと費用効果的

になるだろう．先進国と途上国両方のデータによれば，ほとんどの職業

訓練プログラムは収益率が低く，費用便益テストに合格するプログラム

はほとんどない注 118．職業訓練がもっとも費用効果的なのは，賃金分布

でいえば上のほうにいる人を対象としたものであり，下のほうにいる人

にはあまり効果がないのが普通である．これはスキルに補完性があるこ

を示唆している注 119．同プログラムは職場内訓練や雇用者のスポンサー

シップがあったほうが，より効果的になる傾向もうかがわれる．若者向

けの職業プログラムでは，雇用サービス，カウンセリング，生活スキル

を含む包括的なパッケージの一環として提供された場合に，参加者の雇

用と賃金にかかわる展望がもっとも改善するだろう注 120．その例として

は，ラテンアメリカの「若者」プログラムと「参入 21」（Entra 21）プ

ログラムが含まれる（職業訓練プログラムの詳細に関しては，第 4 章

を参照）．

　　　　　　　　　　　――――――――――

　政府は若者のニーズに応える政策を実施することによって，若者が仕

事と生活にかかわるスキルを改善するのを支援することができる．教育

政策の 3 つの側面（初等以降の教育機会，教育にかかわる意思決定力

を高める道具，セカンドチャンスの教育の選択肢）にかかわるバランス

と順序だけでなく，そのなかの優先順位（基本以上のスキルよりも基本

スキル）も，当該国の教育制度（若者に仕事や生活の準備をさせるとい

う点でどのように機能しているか），開発段階，総合的な開発の優先課題，

若者の優先課題に依存している．例えば，バングラデシュで協議を受け

た若者はパートタイムの学校教育を要求したが，グルジアの若者は意思

決定スキルを教えることが優先だとしている注 121．本報告書では以下の

ような重要な分野にかかわる政策措置を提言したい（表 3.1）．

強力な基盤を形成し，全員に良質な基礎教育（前期中等教育を含む）

を提供することによって，教育面で若者の準備状況を改善する．

基本以上のスキルに対する需要増大に応じるため，多様で柔軟な基

本以上の学習の選択肢，実用的な科目，思考スキル，行動スキルを

教える実際的なカリキュラム，学校と仕事との結びつきを提供する．

すべてについて準備が整った意欲のある教員の支持を受けていなけ

ればならない．これは中所得国では優先課題であるべきである．ほ

とんどの若者が十分な水準の基本スキルを身に付けているし，基本

以降のスキルに対する需要（初等学校あるいは労働市場から）が増

大しているためである．

若者がより良い教育選択ができるようにするために，若者の行動ス

キルを開発し，若者を自分の教育にステークホルダーとして関与さ

せ，若者に対して財政インセンティブと良い情報を提供する．これ

•

•

•
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立証済み・成功 有望だが未立証 成功の可能性小
機会
基本スキル提供のために前期中等
教育の義務化

義務教育法（ベネズエラ共和国） 職業課程を後期中等レベルに移行
（チリ）

早期の能力別編成・選定（タンザ
ニア，チュニジア）

初等以降の教育に関して多様化・
柔軟化

民間部門の参入や官民パートナー
シップの容認（コロンビア）
品質保証や情報の提供（チリ，大
韓民国）
競争の促進（自律性，実績ベース
の資金供与）（チリ）

終期のない職業課程（南アフリカ，
チュニジア）
振替可能な単位ベースの課程（タ
イ）
パートタイム学校教育（アルゼン
チン，ロシア連邦）

無規制の民間部門（カンボジア）

仕事と生活のために教育の質と実
用性を改善

授業の質
継続的な，ニーズに基づく教員研
修とそのフォローアップ
設計の良い交渉による実績ベース
の給与（チリ）

カリキュラムの実用性向上
実際的な思考スキルや行動スキル

（南アフリカ）
職業カリキュラムと一般カリキュ
ラムの混合（チリ）
仕事や地元経済との結びつき改
善（中国の大学と地元経済の結び
つき，アメリカのキャリアアカデ
ミー，ドイツの二重制度）
学校の説明責任
学校のパフォーマンスに関する情
報の普及（チリ）

狭い範囲の試験の点数に基づく教
員のインセンティブ（チリ，ケニア，
メキシコ）

能力
生徒の動機付け 行動スキルの開発（アメリカの

「ビッグブラザー」「ビッグシス
ター」相談員制度，フィリピンの「結
びつきを作ろう」というキャンペー
ン）
学校と生徒との結びつきの改善（ア
メリカ）
努力に対するインセンティブ改善

（ケニアの女子向け成績ベース奨学
金）

学校の方針に関する意思決定への
学生参加（グルジア，ロシア連邦）
若者ベースの条件付き現金移転（バ
ングラデシュの女子向け奨学金）

より良い情報の提供 教育機会に関する情報（イギリス
の「上をめざそう」キャンペーン）

学校ベースのキャリア指導サービ
ス（ポーランド，トルコ）

より良い選択の制約を緩和するた
めの財政インセンティブ

条件付き現金移転（メキシコの「機
会」プログラム）
引換券あるいは受益者（コロンビ
ア）

所得条件付きローン（オーストラ
リア，タイ）
個人学習口座（メキシコ）

セカンドチャンス
補習教育 適格性決定のテスト（イスラエル）

他のサービス（情報，財政インセ
ンティブ，助言）との組み合わせ

（アメリカの「上方指向プログラム」
［Upward Bound Program］

正規授業と同一教師による補習授
業（カンボジア）

同等資格 柔軟な時間割によるグループ別ク
ラス（コロンビア）
簡素で実用的なカリキュラム，生
活スキル（メキシコ）
公式教育ないし仕事への移行を円
滑にするメカニズム（バングラデ
シュ）

個人別でマイペースのプログラム
（フィリピン）

識字プログラム 設計への受益者参加（バングラデ
シュ）
スキル訓練との組み合わせ（セネ
ガル，ガーナ）
追跡メカニズムの組み込み（バン
グラデシュ）
民間部門や NGO とのパートナー
シップ（バングラデシュ，ブラジル）

職業訓練 生活スキルとの組み合わせ（ラテ
ンアメリカの「若者」や「参入
21」のプログラム）

表 3.1　若者向け教育政策の要約
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はあらゆる諸国に当てはまるが，中等学校の施設が存在しているに

もかかわらず，そこに就学していない若者が大勢いる諸国では，財

政インセンティブを優先すべきである．

初回で基本スキルを修得するのに失敗した若者の学習ニーズに応じ

るため，補習教育，同等資格プログラム，識字プログラム，若者の

多様なニーズと経済的な状況を考慮したスキル訓練の体系を開発す

る．これは学校に行っておらず，基本スキルに欠けている若者の人

数が多い諸国，特に「失われた世代」の若者がいる諸国にとっては，

優先課題である．

•
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ベトナムの若者：繁栄を管理する

　ベトナムは 1986 年以降，漸進的に中央計画体制から社
会主義的市場経済に移行しつつある．GDP は 1990 年代
に倍増し，貧困率は 93 年の 58％から 2004 年には 20％
へと半減した．このような変化を牽引したのは規律がと
れ，勤勉で，学ぶのが速い若年層である．総人口 8,300
万人のうち半分以上が 25 歳未満であり，しかも 27％が
12-24 歳である．
　ベトナムの現在の若者はかつてなく教育程度が高く，健
康で，楽観的である．前期中等教育修了率は 1992 年の
25％から 2002 年には 62％にまで上昇している（図を参
照）．格差は残っているものの，改善は広く共有されており，
特に女子，農村部の若者，少数民族，貧困層が相対的に大
きな恩恵をこうむっている．初めてのベトナム青少年評価
調査（2003 年実施．14-25 歳の青少年 7,584 人に関する
世帯ベースのサンプル調査）によれば，ベトナムの若者の
ほとんどは，将来に希望を抱いており，自分たちは親より
も多くの機会と明るい未来に恵まれると信じている注 2．

健康リスクの台頭
　富の増大と生活スタイルの変化を受けて，若者はます
ます新技術，マスメディア，世界の文化にさらされるよ
うになっている．都市部の若者の 45％はインターネット
を使用した経験がある．これが伝統的な価値観と近代的
な価値観の間に緊張をもたらしている．また，麻薬使用，
HIV/ エイズ，望んでいない妊娠や中絶，交通事故など，
新たな健康リスクにもつながっている．HIV 感染者の報告
例の半数をはるかに超える者が麻薬注射をしている人たち
である．HIV/ エイズ感染者のなかでは若者の割合が増大
しつつある．1994 年には 10％であったが，今や約 40％
に達している．
　情報ギャップ（農村部の若者で梅毒や淋病のことを一度
でも耳にしたことがあるのは 60％未満にとどまり，若者
の 45％はコンドームの使い方がわからないと回答してい
る）とコンドーム使用に対する否定的態度（避妊手段を
一度でもとったことのある若者は約 15％にすぎない）は，
若者を性関連の健康リスクに対して脆弱にしている．
　若い女性は特に性関連の健康リスクに脆弱である．意思
決定能力が限定されており，包括的な性教育が欠如してい
るからだ．リスキーな健康および社会的な行動に「社会悪」
として汚名をきせることは，特に HIV/ エイズに関しては

そうであるが，脆弱なグループに予防策とケアを提供した
り，行動を変えさせるべく有効なコミュニケーションを図
るのに，重大な障害となっている．ベトナムには HIV/ エ
イズや薬物使用のインパクトに取り組むための若者向け固
有の保健政策が欠如している．
　このようなギャップを生活スキル教育や若者向け生殖保
健サービスを通じて埋めるため，いくつかのプログラムが
実施され始めている．UNICEF は教育訓練省，ベトナム女
性連盟，ベトナム青少年協会と共同して，少数民族と若い
女性を中心とした若者向けに，健康な暮らし方と生活スキ
ルを教えている．このプログラムには前期中等学校 120
校における生活スキル教育が含まれており，その成功を受
けて，教育省はこの活動を前期中等学校のカリキュラムに
正式に盛り込もうとしている．また，これにはコミュニティ
ベースの「健康な暮らし方クラブ」（Healthy Living Club）
が含まれており，同クラブは就学していない若者と接して，
彼らに薬物使用，無防備な 10 代の性的関係，HIV/ エイ
ズのリスクに対応・対処できるための知識や実用的なスキ
ルを身につけさせている．
　過去 10 年間に，交通事故死は年間 3,000 人からほぼ
13,000 人へと 4 倍になった．オートバイによる交通事故
は，今や 15-24 歳の若者の間では第 1 位の死因となって

スポットライト

　ベトナムは未曾有の経済成長と貧困削減の時期を経験している．現在の若年層はかつてなく大きく，教育程
度が高く，健康で，活気にあふれている．しかし，成長のおかげであらゆる問題が解決したわけではない．そ
れどころか，成長はベトナムの若者にとって次のような新たな問題をもたらしている．新しい健康リスクにさ
らされている，農村部からの移住者が困難な環境下にある，高い教育水準に見合った仕事が見つからないで欲
求不満が高まっている，教育制度で修得したスキルが労働市場におけるニーズの変化で不十分になっている注 1．

10080604020020406080100

20021992

ベトナムの若者の教育水準は大幅に高まっている

全体

最富裕
20％層

最貧
20％層

各レベルの学校を修了している
若者の割合（％）

初等レベル 前期中等レベル
後期中等レベル

出所：1992 年と 2002 年に実施された全国を代表する家計調査に基づく世
界銀行スタッフの試算．
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いる．オートバイによる競走とヘルメット着用が限定的
なことが（若年運転者のうちヘルメット着用者はわずか
25％），このような数字の背景にある行動面での主因であ
る．コストは社会全体の負担にもなる．交通事故による負
傷は都市部の病院では，医療ケア予算の 75％を占めてい
る．
　「 ア ジ ア 負 傷 防 止 財 団 」（Asia Injury Prevention 
Foundation）は教育訓練省と共同で，交通安全教育のカリ
キュラムを初等学校に導入しようとしている．しかし，交
通安全の取り締まりをもっと強化することも必要であろ
う．

農村部から都市部への移住を管理する
　企業活動の盛り上がりが労働に対する需要の著増につな
がり，農業から非農業活動への大きなシフトと農村部から
都市部への移住が発生している．1994-99 年に 400 万人
以上の人がより良い雇用と経済機会を求めて，省境を越え
て移動した．そのうち 53％強はハノイやホーチミンシティ
を中心に都市の中心部に移住した．このような国内移住者
の半数以上は 25 歳未満で，20-24 歳がもっとも多い．移
住は非常なハイペースで発生している．ホーチミンシティ
の 2004 年人口調査によれば，当局の予想を 42 万人も凌
駕する人口が同市に居住していることがわかった．そこ
では移住者が総人口の約 30％を占めており，24 地区中 7
つの地区では永住者を上回っている．
　この大規模な移住の波はそれ自体が，サービスや仕事に
とって圧力となり，地元住民との間に緊張を生み出してい
る．登録制度の下では，移住者は公立学校，健康保険，住
宅，零細金融などのサービスを利用できるようになる前に，
新たな住所の永住登録の地位を獲得する必要がある．しか
し，永住登録の地位へのアクセスは，非常に限定的である
ため，移住者は高リスクにさらされている．
　ホーチミンシティでは，短期的および季節的な移住者の
子供（11-14 歳）の約 40％は就学していない．これとは
対照的に，6 カ月以上居住し，常用雇用が証明できる非永
住登録移住者の子供の場合，非就学率は 15％にとどまっ
ている．年長の若者はもっとリスクが高い．15-18 歳の短
期移住者および季節移住者の 80％，非永住登録移住者の
53％は退学者である．これとは対照的に，永住者のなか
で退学者は 34％にとどまっている．
　移住者は小企業や非公式部門で働く傾向が強く，集団交
渉，適正賃金，そのほかの福利という面で，ほとんど保護
が享受できない．また，移住者は新規起業のために公的な
零細金融にアクセスすることもできない．
　世帯登録制度の修正ないし廃止が国会で審議されてい
る．公共サービス予算を実際の（かつ頻繁に修正した）人
口数に連動させる提案も検討されている．しかし，一般的
なサービスへのアクセス改善以外では，脆弱な移住者を対
象とした保護プログラムはほとんどない．

　「アクションエイド」（Action Aid）という NGO は，最
近，移住者のコミュニティに対して総合的な支援を提供し
始めた．これには，就学していない児童向けに基礎教育や
HIV 情報を提供する夜間学級，売春婦に手を差し延べる
サービス，生計開発を支援するための零細金融などが含ま
れる．「マリー・ストープス・インターナショナル」（Marie 
Stopes International）という NGO は，工業地帯で移動ク
リニックや固定式クリニックを通じて，若年移住者向けに
保健サービスを提供している．

期待を管理し，教育の実用性を改善する
　ベトナムでは毎年約 140 万人の若者が労働市場に参入
している．教育水準が高くなっており（初等教育を修了し
た労働者の供給を，後期中等以上の教育水準の労働者に対
する相対比で見ると急増している），自分の将来について
は大きな期待を抱いている．教育程度が高くて希望にあふ
れた大量の若者が労働市場に参入しているため，膨大な機
会が生まれているが，もし彼らが生産的に雇用されなかっ
た場合には，莫大なリスクも発生するだろう．
　1992-2002 年について見ると，後期中等以上の教育に
かかわる収益率の初等教育の収益率に対する相対比は上
昇しており，前者を修了した労働者に対する需要が相対
的に増加していることが示唆される．しかし，収益率は
2002-04 年には低下しており，教育水準の高い労働者の
供給がその需要を上回るようになったことを示唆してい
る．その結果，多数の若者が自分の教育水準より低い職に
就きつつある（不完全雇用）．欲求不満に陥るリスクが増
大しているのである．
　政策上の重要な挑戦は，労働市場におけるニーズの変化
に対応すべく教育制度が生み出しているスキルが不十分だ
という点にある．繊維産業や化学産業の企業の約 50％は，
熟練工はニーズを十分満たしていないと考えているのであ
る．職業教育や高等教育を受けた若年労働者の約 60％は，
雇用後，ただちにさらなる訓練を必要としている．ソフト
ウェアの会社の主張によると，地元の IT 訓練機関は有能
な卒業生を生み出しておらず，会社としては新規採用者の
80-90％を最低 1 年間は再訓練に費やす必要があるという
ことだ．
　ベトナムでは教育制度を通過していく人の数が大幅に増
加したものの，カリキュラムや教授法がそれに追いついて
いない．後期中等および高等教育（職業教育でさえ）の
カリキュラムはあまりに抽象的で大同小異のままである．
ホーチミンシティとハノイでインタビューした若者の苦情
によれば，カリキュラムには実用性がなく，授業はあまり
に受動的で双方向性に欠けている．
　ある程度の訓練は企業のなかで行われているが，生産的
な雇用を確保しようと苦闘している大勢の訓練ニーズを満
たすものではない．これは特に国の経済的活況からおいて
きぼりにされた若者，すなわち仕事や生活のための基本ス
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キルを身に付けていない人々に当てはまる．しかし，この
ような人々を対象に NGO が運営するセカンドチャンス・
プログラムがいくつかある．
　「青竜子供財団」（Blue Dragon Childrenʼs Foundation）
というオーストラリアの NGO は，社会的弱者（浮浪児を
含む）である 7-20 歳の子供や若者を支援している．子供
と契約を結んで，目的，それを達成するためのプログラ
ム，義務を明記している．プログラムは，奨学金，食料と
宿泊，健康支援，英語やコンピュータスキル，レクリエー
ション活動，カウンセリングなどを含んだ総合サービスを
提供している．さらに，このプログラムでは，少なくとも
前期中等学校教育を修了している不遇な若者向けに職業訓
練を行っている他の成功している NGO プログラム（例え
ば KOTO）へのアクセスを手配している．KOTO は理解力

訓練と生活スキル訓練や実地体験を組み合わせている．訓
練生には住居，食料，医療保険，訓練手当が支給される．

若者政策の開発
　若者は国の将来を牽引していくのに重要な力になると考
えられているが，未成熟であり，指導と統制を必要として
いるとという文化的な見方も存続している．これは往々に
して問題対応型となっている若者政策にとって示唆に富ん
でいる．若者政策に関しては前向きな変化もいくつか進行
中である．2010 年までの「国家青少年開発戦略」と初の「青
少年法」が最近採択され，「若者の健康に関する基本計画」
が策定中である．さらに，これらとそのほかの政府案に関
しては，一部の若者が意見を求められている．
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　ひとたび労働市場に参入すると，若者はそれまでの教育や健康に対す

る投資の利益を享受し始め，生産的な生計のために必要とされるスキル

の開発を継続する．現在の大勢の若者にとって仕事への過渡期がうまく

いけば，労働の割当が改善することを通じて，貧困の削減が加速化し，

経済成長が高まる．しかし，なかには障害物に遭遇する若者もいる．あ

まりにも早く働き始める者もいれば，まったく労働力になれない者もい

る．また，生産性の低い仕事にはまり込んでしまう者もいる．

　ほとんどの学習は職業人生の初期になされるので，当初の経験が長期

にわたって効果をもつだろう．労働市場参入をめぐる困難は継続するこ

ともあり，それを緩和するには大きなコストがかかる．貧困と低成長は，

若者が陥っている児童労働，退学，失業などといった不幸な結果をさら

に悪化させることもありうる．保険や情報へのアクセス欠如と一部の労

働市場政策がもたらす意図せざる結果は，家庭の貧困や低成長のインパ

クトを増幅する．

　このような失敗を是正するためには，若者にとって十分な機会が入手

可能で，若者のスキルが雇用機会とマッチし，セカンドチャンスの選択

肢が後れを取った人を保護できるような適切な政策ミックスが必要であ

る．政策のなかには投資環境の改善や労働市場機能の強化などのよう

に，若者だけを対象にしているわけではないのに，とりわけ若者に大き

な影響が及ぶものもある．若者だけを対象にした介入策もあるが，各国

の事情に適合するよう設計すべきである．ほとんどの中所得国では，労

働市場にかかわる制度を改革して，新規参入者の参入がスムースになる

よう，学校と仕事の間に架け橋をさらに構築することが優先課題となっ

ている．ほとんどの低所得国では，基本スキルを形成して，もっとも弱

い者を再融合することができれば，若者は生産的な雇用を獲得できるだ

ろう．

　本章では，最初に，若者が仕事への過渡期に直面する挑戦と，その短

期的および長期的な成果を詳しく検討する．次の節では，一般的な政策

がなぜ若者が直面するすべての制約を解決できないのか，したがって，

労働市場に関しては若者向け固有のアプローチが必要なのかを示す．最

後の 3 つの節では，仕事への過渡期について本報告書の政策枠組みの 3

本柱である機会，能力，セカンドチャンスをサポートできる政策の選択

肢を検討する．

仕事に就くchapter 4
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労働市場における若者の挑戦課題
　途上国の若者のほぼ全員が 24 歳までには学校を後にして，人生の新

たな段階に入っている．つまり賃金労働を始める，自営業を起こす，家

庭を形成して家族を扶養する，あるいはこのような活動の組み合わせを

行っている．過去 30 年間，学校を去る年齢がアフリカを除き，世界中

のあらゆる地域で上がってきている注 1．これに関連した教育到達度の

上昇は仕事への過渡期を改善して，ひとたび雇用されればもっと大きな

成功につながっていてしかるべきだ．確かにそうなってはいるが，あま

りにも大勢の若者が依然として，仕事への途上で大きな挑戦に遭遇して

いる．主要な障害として指摘できるのは，あまりにも若くして働き始め

ること，労働市場への参入に失敗すること，転職や昇進がむずかしいこ

とである．このような障害物がスキル蓄積，労働市場での将来的なパ

フォーマンス，経済開発に与える影響は永続的である．

あまりに若くして働き始める
　若者のなかには一度も学校に行ったことのない若者も，非常に若い年

齢で働き始めた者もいる．途上国 82 カ国における 10-30 歳の人口のう

ち，平均すると 14％は就学経験が一度もない．このグループでは児童

労働が蔓延しているが，就学者の間でも一般的である．国際労働機関

（ILO）の推計によれば，2000-04 年の間に児童労働者は 11％減少し

たにもかかわらず，依然として児童労働の罠にはまっている人が 2 億

1,800 万人もいる注 2．65 カ国についてみると，15 歳未満の子供のうち

約 21％が経済活動に従事している（図 4.1）．この推計は児童労働につ

いて過少評価の公算が大きい．というのは，市場外の仕事は測定がむず

かしいし，児童労働というのは調査が見逃している短期労働が特徴だか

らである注 3．報告のなかで児童労働の比率がもっとも高かったのはサ

ハラ以南アフリカで，平均 35％にも達している．アフリカ 29 カ国中
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図 4.1　児童労働はアフリカが最悪
経済的活動をしている児童の割合（％）

地域平均

総平均

アフリカ 東アジア・
太平洋

ヨーロッパ・
中央アジア

ラテンアメリカ・
カリブ

中東・
北アフリカ

南アジア

出所：Fares and Raju (2006)．
注：地域平均（水平の細い点線）と総平均（水平の太い点線）は（いずれも中央値）は，各国の児童労働比率を各国の児童人口（7-14 歳）で加
重平均して算出．

若者における脳の発達：神経科学と社会科学の出会い
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7 カ国では，7-14 歳の子供の半数以上が働いている（図 4.1）．

　もっとも目に付く最悪の形の児童労働に反対するコンセンサスは，多

数の国が「最悪の形の児童労働」に関する ILO182 条約を批准したこと

に現れている．しかし，大多数の子供たちはそのような目に見てわかる

ような厳しい環境下で働いているわけではない．現実はかなり複雑であ

る．働いている子供たちの多くは学校と仕事をかけもちしているので

ある．サハラ以南アフリカの 29 カ国では，働いている子供たちの推定

52％は就学もしている．一方ラテンアメリカの 19 カ国では，この数字

は 78％にも達している．

　児童労働者の約 70％は農業に従事しており，大半が無給の家族労働

力になっている．製造業で働いているのは 10％未満にすぎない注 4．多

くの貧困世帯にとっては，児童労働は世帯収入のなかで大きなシェアを

占めている．例えば，働いている子供がいるブラジルの家庭についてみ

ると，児童労働は都市部では家計収入の 17％，農村部では 22％を占め

ている．不幸なトレードオフは，若い時に学校教育を犠牲にした子供た

ちは，大人になってからも貧困にあえぐ公算が大きいということであろ

う注 5．

　最近完了した研究のおかげで，児童労働の決定要因とその結果に関す

る理解が深まっている注 6．多くの若者は就学しながら就労しているが，

その影響は不透明である（第 3 章）．若い成人にとっては，働いている

おかげでそうしないと負担の余裕がなかった後期中等および高等教育が

ファイナンスできている模様である．問題はもっと年下の若者である．

仕事は学習にとってより有害なようである．早い段階で退学してしまう

ことが多いが，そうなると就学中に学習する量が減少するためである．

8 学年生についてみると，大多数の諸国で仕事と試験の点数の間には

マイナスの相関関係がうかがわれる注 7．学校教育の成果が悪いと，後

の人生においても低賃金につながるだろう．ブラジルでは，12 歳未満

で働き始めた少年は 12 歳以上で働き始めた少年と比較すると，時給が

20％低く，最下位 20％層に陥る確率が 8％高くなっている注 8．

　学校をあまりに早く辞めてしまうと，後の生産性にとってコストが高

くつく．逸失賃金とスキル蓄積の欠如が原因で，大人になった際，貧困

を免れるのがはるかに困難になる．61 カ国で学校教育の収益率を推計

すると，年間平均で男子 7.3％，女子 9.8％となる注 9．この収益率は同

一国内では相関関係が強いため，男子に対する学校教育の収益率が大き

い市場では女子についても同じ，都市部住民にとって収益率が高い市場

では農村部住民にとっても同じ，という具合になっている．このような

収益率が示唆しているのは，発展段階がそれぞれ異なる多種多様な諸国

について，いずれも教育は賃金面で大きな見返りがあるということであ

る．これは都市部の若い男子だけではなく，女子や農村部の男子にも当

てはまる．

　子供の時に働いていた親の子供は，家計のほかの特性を不変とすれば，

やはり幼い時から働く可能性が高く，これは児童労働が世代を超えて反

若者における脳の発達：神経科学と社会科学の出会い
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復し，貧困が親から子供に受け継がれていく方法になっている可能性が

あることを示唆するものである注 10．児童労働は健康に悪い一時的ある

いは永続的な結果をもたらし，将来の賃金獲得能力を阻害することもあ

る注 11．

労働市場への参入に失敗する
　若者の多くは男女とも労働市場への参入に際して，著しい困難に直面

している．このような雇用の困難性は国情や若者の特性に応じて，さま

ざまな方法で測定することができる（ボックス 4.1）．ほとんどどの測

定値でみても，若者は大人に比べて失業する可能性が高くなっている．

失業に関しては著しい格差が存在し，都市部と農村部，先進国と途上国，

ボックス 4.1 仕事への過渡期における若者の活動を測定する

　若者の労働市場における成果に関する結論は，若者の時間
割当をどう測定するかによって異なってくる．例えば，公式
市場で雇用されていない若者は学校や非公式部門における生
産活動で生産的に時間をすごしているかもしれないし，ある
いは積極的な求職活動中の可能性もある（下図を参照）．
　先進国の労働市場に関する標準的な指標は失業率，雇用率，
労働力参加率である．調査直前の数週間に賃金を獲得するた
めに 1 時間以上働いているだけでなく，自家営業の企業で
無償労働をしていても，若者は雇用されているとみなされる．
失業とみなされるためには，その人は雇用されていないだけ
でなく，積極的に求職活動をしていなければならない．労働
力参加率は雇用者と失業者を合わせた人口が労働人口に占め
るシェアであり，失業率は失業者が労働人口に占めるシェア
である．雇用率は雇用者が労働人口に占めるシェアとなる．
途上国ではこのほかに，次の 2 つの測定値が使われている．
第 1 は労働力でもなく就学中でもない人口の比率，第 2 は
雇用されてもおらず就学もしていない人口の比率（無職率）
である．
　このような測定値はどれひとつとして，若者に関する労働
市場の全容を表していないので，発展途上国経済圏の若年労
働市場を分析するためには複数の指標が必要となる．途上国
91 カ国のサンプルに関して，このような指標の間には必ず
しも完璧な相関関係はない．失業率と雇用率は逆相関関係，
失業率と労働力参加率は弱い逆相関関係にある．当該国の発
展段階と，若者の性別や教育水準に応じて，何が適切な指標
かが異なってくる．以下では，各指標に関する注意事項を列

挙するとともに，代替指標を示しておきたい．

失業率は就職の困難性にかかわる指標である．中所得国
では，若年失業率の成人失業率に対する比率が有効であ
るが，短期失業と長期失業を区別する必要があろう．低
所得国では，若年失業率は非常に低く，妥当するのは教
育程度が高くて裕福な階層に関してだけであろう．
若者の雇用率は就学と職種を配慮していない．就学して
いない者を参照グループに使えば成人との比較が改善さ
れる一方，雇用部門，労働時間，賃金に関する指標を見
れば，雇用の質や雇用の低さの実態が明らかになるだろ
う．
 「就学も仕事もしていない」というのは，未使用の人的資
本に関する指標になるが，家事に従事している女子は含
まない．このグループに属する男子の相対比は，労働力
であることをあきらめた意気消沈した若者の広がりを示
す．
若年雇用は仕事が無給だったり，仕事が国の社会保障制
度加入などの福利をもたらさない場合，非公式であると
みなされる．非公式化の比率が高いのは，若者が常用で
はない質の低い職に就いているという兆候である．
学校と仕事のかけもちは歳が非常に若い若者には有害で
ある可能性があり，時期尚早の退学リスクの指標になる．

•

•

•

•

•

若者の時間使途に関する図解

労働力 非労働力

雇用 非労働力かつ非就学

公式市場

非公式市場
就学

労働 非労働

失業

出所：Fares, Montenegro, and Orazem (2006a)．
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貧困家庭と富裕家庭とではそれぞれ異なっている．若い女子

は若い男子よりも労働力になれない公算が高い．若い時に就

職できないと，将来の雇用に長期にわたって影響を与える可

能性がある．

若者は就職に苦労している．　途上国 60 カ国に関する調査

データによれば，若者は学校を卒業後，安定した永続的な就

職をするまでに，平均 1.4 年間にわたる暫定的ないし断続的

な仕事や失業の期間を費やしている注 12．このように推計され

れた暫定期間の長さは国や推計方法により大きなバラツキが

あるが，場合によっては 4 年以上に達することもある．東ヨー

ロッパ，ラテンアメリカ，旧ソビエト連邦の多数の諸国では，

労働市場に参入しようとしている若者は長期間の失業を経験

している注 13．若者が最初に就職に失敗すると，特に経済状態

が悪い国では，持続的な失業につながる可能性が大きい．

　どこの地域でも若者が労働市場参入に際して直面している

困難は，若い男女の失業率は年長の労働者よりも高いということで明

白である．世界全体でみると，若者は生産年齢人口の 25％を構成して

いるが，失業者のなかでは 47％を占めている．グローバルな若年失

業率は 1993 年の 11.7％から着実に上昇し，2003 年には 14.4％に達

したと推定される．地域別には，東アジアの低い 7.0％から先進国の

13.4％，さらには中東・北アフリカの高い 25.0％までと大きな開きが

ある注 14．どの市場でも，全体の失業率がどうであれ，若者の失業率は

大人の 2-3 倍の高さに達している（図 4.2）．若年失業率が高いことから，

失業が若者問題となっている諸国もなかにはある．エジプト・アラブ共

和国，インドネシア，カタール，シリア・アラブ共和国では，若者が失

業者の 60％以上を占めている注 15．ほとんどの途上国では，若年失業率

は都市部のほうが農村部よりも高くなっており，若年男子より若年女子

のほうが高いものと推定される注 16．

　ほとんどの諸国で，未熟練の若者は熟練した若者と比べて，就職の際

に困難に遭遇する可能性が高い．しかし，教育水準が高い若者につい

てさえ失業率が非常に高い諸国もなかにはあり，それが中東・北アフ

リカの多くの諸国では大きな懸念事項になっている．チュニジアでは，

20-24 歳の失業率は 40 歳以上の 3 倍以上となっているが，高等教育を

受けた若者と初等教育だけの若者の失業率を比べると，それぞれ 40％

強と約 25％になっている注17．最高の教育を受けた者が直面する不利は，

労働市場に参入してからも数年間にわたって持続している．横断的なパ

ターンをみると，中等以降の教育を受けたチュニジア人の失業率が，教

育程度がそれより低い人を下回るには 10 年間を要すると推定されてい

る．

　失業というのは労働市場が抱えている問題の 1 つにすぎない．貧困

国では，若年失業は教育程度が高く，高所得家庭出身の者に集中してい
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図 4.2　失業率は若者のほうが大人よりも高い
若年失業率（％）

成人失業率（％）

出所：Fares, Montenegro, and Orazem (2006a)．
注：1:1 の線は若者と大人の推定失業率が同一の場合を示す．2:1（お
よび 3:1）の線は若者の推定失業率が大人の 2 倍（および 3 倍）の場
合を示す．図中の各点はそれぞれ 1 カ国に対応している．
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る．労働市場にかかわるもう 1 つの側面として，若者が労働市場に順

応するのが容易か困難かということがあり，それを評価するためには検

証が必要である．一部の若者は就職も就学もしていない（ボックス 4.2）．

多くの若者は失業したままでいる余裕などなく，ほとんどの者は働かな

ければならない．したがって，若者は依然として貧困状態にあるものの，

失業率は低くなっている可能性がある．最貧国では，若年失業率は非常

に低水準で，雇用率がきわめて高くなっている（図 4.3）．国の所得水

準が上昇するのに伴って，若年失業率も上昇している．これ

は失業を可能にしている代替的な収入源とセーフティネット

の存在を反映したものであろう．若年雇用率も 1 人当たり所

得が増大するにつれて低下しているが，これは若者が学校教

育により多くの時間を捧げるためだ．

このような困難の影響は永続する．　学校卒業後には最初に

不安定な雇用の時期があるというのは一般的であり，もし若

者が最終的により安定した就職ができるのであれば大した懸

念事項ではない．しかし，必ずしもそうではない．失業期間

が非常に長くなっている者がなかにはいる．例えば，チェコ

共和国，ハンガリー，スロバキア共和国では，2000 年につ

いてみると，若年失業者のうち失業期間が 6 カ月間以上に

なっている者の割合が推定 60％強に達していた注 18．ブラジ

ボックス 4.2 なかには労働力でもなく就学中でもない若者がいる

　労働力でもなく就学もしてない若者の割合は，多くの諸国
で，統計の問題あるいは一時的な現象だとして退けるにはあ
まりにも大きい．若い男女を各国で比較してみると，この割
合には男女別あるいは大人との対比で，重大な相違がみられ
る（図を参照）．

水準の相違．女子の観察値はいつも男子の観察値の右側
に位置しており，これは女子の割合のほうが男子よりも
大きいということを示唆している．
比率の相違．男子の観測値はほとんどが 45 度線（若者
と大人の推計された割合が同一）の上側に位置しており，
これは若年男子は成人男子よりも一貫してこのグループ
に入る可能性が高いということを示唆している．このパ
ターンは女子には当てはまらない．

　このような大きな割合になっている一因としては，特に家
庭で働いている若い女子に関して，統計の問題があろう．タ
ンザニアでは，若い女子は求職しない主因は家事における責
任にあると答えている．若い男子の場合，それは市場性の仕
事が欠如していることにある．
　データによれば，このグループの男女には大きな相違があ
ることが明らかだ．男子はほとんどが労働者として落胆して
いるのに対して，女子は非市場性活動に従事している．学校
で市場性のあるスキルを修得していない，あるいはそのスキ

•

•

ルを生産的に活用していない若者は，経済のなかで資源の浪
費であり，この資源を活用するメカニズムを見出すことが必
要である．
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労働力でもなく就学中でもない若い女子の割合は，その
割合が成人男子よりも高い若い男子よりももっと高い

労働力でも就学中でもない若者の割合（％）
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労働力でも就学中でもない大人
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出所：Fares, Montenegro, and Orazem (2006a)．
注：45 度線は労働力でも就学中でもない若者と大人の推計された割合が等
しくなる場合を示す．図中の各点はそれぞれ各国に対応している．
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図 4.3　若者に失業している余裕がない場合，若者の失
業率は低くなる一方，雇用率が高くなる

雇用対失業比率（％）

若年失業
若年雇用

低所得国 低位中所
得国

高位中所
得国

高所得国

出所：Fares, Montenegro, and Orazem (2006a)．
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ルとチリの両国では，不況期に労働市場に参入した若年層は，不況下で

失業にとどまるだけでなく，景気が回復した後でさえさらに数年間にわ

たり失業率が高水準を続ける可能性が異常に高くなっている注 19．ボス

ニア・ヘルツェゴビナでは，若者は労働市場への参入が困難で，それが

将来的にも低賃金につながっている（ボックス 4.3）．

　失業が長期化すると，若者は労働力としてとどまることをあきらめか

ねないため，就学も就職もしていない若者の割合が上昇することになる

（ボックス 4.2 を参照）．この年代における就職の遅れは重大である．若

者は，基礎教育をベースとした積み上げや，労働市場に適したスキルを

継続的に修得するこを早期に経験することが必要であるからだ．長期間

にわたり失業している，あるいは非労働力化していると，職場にうまく

融合して生産的な雇用を見つけるのに必要とされる人的資本の蓄積が限

定されてしまう可能性がある．

　失業の期間を繰り返し経験したカナダとアメリカの若い男女は，訓練

を受ける時間を増やす，学校に長くとどまる，結婚を遅らせる，親との

同居を続ける，といった対応をしている注 21．途上国では，このような

選択肢は必ずしもすべてが利用可能というわけではない．生産的な選択

肢が若年失業者に入手可能でない場合，自分自身と社会の両方にとって

有害な活動に手を染める可能性が高まる．若者が労働市場で困難に直面

していることが，フランスでは犯罪発生率，アメリカでは施設収容率の

上昇につながっている注 22．同様に，スリランカでは，長期失業につい

ボックス 4.3 ボスニア・ヘルツェゴビナでは初期の失業が継続している

　ボスニア・ヘルツェゴビナでは，1990 年代後半に内戦が
終結したにもかかわらず，若者は労働市場参入において著し
い困難に遭遇しており，仕事への過渡期の初期に過度な不安
定性を経験している．2004 年の失業率をみると，15-19 歳
は 62％，20-24 歳は 37％に達しているが，これに対して大
人は 22％にとどまっている．このような結果は若者が労働
市場に参入して以降，2-3 年間にわたり継続している．2001
年に失業していた 15-24 歳のなかで，1 年後に失業していた
のは 77％，3 年後でも失業中だったのは 58％にも達してい
た．2001 年には雇用されていた者のなかで，02 年に失業し

ていたのは 3 分の 1 にも達しており，しかもそのうち 4 分
の 1 は 2004 年になっても失業中であった注 20．
　若年労働者の特性（性別，教育，婚姻状況など）を制御
すると，2001-02 年のある時点で失業ないし不活動を一時的
でも経験した人は，2004 年にも失業ないし無職（不活動か
つ失業）に直面する可能性が大きいということがわかった．
若年労働者について，無職を経験すると，失業する確率が
11％高くなり，無職になる確率が 30％高くなる．賃金に対
する影響も大きい．ボスニア・ヘルツェゴビナの全労働者に
関してみると，無職の期間があると賃金が低くなっている．

2002 年の雇用状況　 2004 年の雇用状況
不活動 失業 雇用 不活動 失業 雇用

2001 年の雇用状況
全体
　不活動 73 12 14 63 15 21
　失業 32 34 34 30 27 43
　雇用 13 7 81 13 8 79
15-24 歳
　不活動 71 17 12 53 21 26
　失業 36 41 23 26 32 42
　雇用 22 12 66 11 15 74

出所：Fares and Tiongson (2006)．
注：「不活動」は学校を出ているのに労働力になっていない状態と定義されている．
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ては若年層が成人層を凌駕しているが，南部農村部のシンハラ族の若者

が大規模な暴動を引き起こした主因として，若年層の高失業が指摘され

ている．1987-91 年の 2 回目の暴動の際，スリランカは崩壊の危機に

瀕し，4-6 万人が死亡したかあるいは行方不明になっているが，そのう

ちのほとんどが若者であった注 23．

人的資本を形成しない仕事にはまり込む
　若者と大人の雇用の間には正の相関関係があり，大人の雇用が増えれ

ば，若者の雇用も増える．しかし，若者が雇用される確率は年長の男女

よりも低い．たとえ就学を調整しても，若者と大人の雇用率の格差は残

る．若者のなかでは，若い男子の雇用率は常に若い女子を上回っている

が，これは男子のほうが労働力化に執着していることを反映したもので

あろう．しかし，これは多くの若い女子が就職の際に直面する追加的な

困難や，たいていの女子が雇用統計の対象になっていない家事に従事し

ていることも反映している．

　若者は働いているとしても，往々にして給与の低い仕事か，無給の家

族労働に従事している．データのある途上国 74 カ国についてみると，

低所得国の働いている若者のうち，有給の仕事に就いているのはわずか

25％にとどまっている．この割合は国の所得水準が増えるに従って上

昇し，中所得グループで 57％，高所得グループで 74％に達している．

有給の若年労働者でさえ，年長の労働者よりも社会保障にアクセスでき

る可能性が低い．この 74 カ国のなかでは，若者が無給労働に従事して

いる割合は大人の 2-4 倍に達していることが珍しくない（第 1 章）．

　低給職で始めたり，あるいは初期に不適切な職に従事していても，も

し若者がより生産的な機会に移ることができるのであれば，重大な結果

は招来されないであろう．それどころか，就職に至る過渡期の初期段階

では，若者はさまざまな種類の職を試すことが期待されている．データ

が示唆するところによれば，そういった初期の転職はその後の適職につ

ながる可能性が高く，それは若者の生産性と賃金がより高くなっている

点に反映されている注 24．しかし，若者全員が移動可能というわけでは

ない．ブルキナファソでは，教育のない 15-19 歳の若者の 90％以上は，

1993 年には家族労働者として働き始めていたが，この比率は 5 年後で

も 80％に低下しただけである注 25．教育程度が高いと確かに移動性の上

昇につながっている．何らかの中等教育を受けた 15-19 歳の若者をみ

ると，家族労働者として働き始めた割合は 1993 年には 80％強であっ

たが，5 年後の比率は約 40％に低下していたのである．当初の差はさ

ほど大きくなかった一方，教育程度が高い人は移動して，より良い生産

的な仕事をずっと早く見出している．

　公式部門ではなく，非公式部門ないし無給職で仕事を始めると，雇用

や賃金の成果は異なってくるのだろうか？　非公式化が一般的な場合，

非公式部門は選択権をもっている若者にとって，学校から仕事への過渡

期において重要な踏み台になるといえる．ラテンアメリカでは，大半の

「私は自分の将来に関して前向きで
す．遅かれ早かれきっと仕事は見つ
かるでしょう．でも，最初の仕事は
一生涯続けるかどうかはわかりませ
ん．私にとって一番重要なのは自己
研鑽を積むということです．」

中国の大学生，シアンチュウ，
2005 年 12 月
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徒弟制度は非公式部門で実施されており，新規参入者として

は労働市場で必要とされるスキルを修得するために，非公式

部門を選択することもできる注 26．アルバニア，アルゼンチン，

グルジア，ハンガリー，ポーランド，ロシア，ウクライナ，

ベネズエラ・ボリバル共和国では，若者は非公式部門から公

式部門に移動する時に大きな利益を享受する注 27．移動に伴

う賃金面での若者の利益は，大人の場合よりもずっと大きい．

ひとたび公式部門に入ると，若者は賃金の伸びも速いので得

をする．これは年長労働者や非公式部門の同年代と比較して

も妥当する．しかし，なかには人的資本をさらに開発する機

会がない非公式の低給職にはまり込んでしまう若者もいる．

　労働市場に入れば，若者には公式部門で職場内訓練を受け

る機会があるかもしれず，そうすればやがて賃金には大きな

インパクトがあるだろう．若年労働者の賃金は職場内で学習

するこの時期にもっとも急速に増加し，そのペースは労働者

の年齢ととともに鈍化する（図 4.4）．20 歳の時の追加的な

1 年間の経験の見返りとして，賃金は最大限 6％上昇する．

しかし，ほかの要因すべてを不変とすれば，40 歳での追加

的な 1 年間の経験は，賃金の 3％未満の上昇にしかつながらない．職業

キャリアのなかで早期にたくさんのスキルを修得すればするほど，労働

者はそれ以降よりたくさん稼ぐことができる．分析対象にした 5 分の 4

以上の諸国では，賃金は 40 歳以上になるとピークを打っており，平均

のピークは 47 歳であった．ピーク時の賃金は初任給の平均 2.5 倍であ

り，これは学校を後にしてから相当なスキル開発があったことを意味す

るが，その大部分は就職直後の 2-3 年間で修得したものである．学校を

卒業後，初期の労働市場における困難で，このようなスキルを修得する

チャンスを逃した若者は，スキルが低く給与も低い職に甘んじなければ

ならない．ハンガリーでは，初期におけるキャリアの成功が，まさしく，

その後の労働市場における成果を決定している注 28．

　貧困や社会的成果に対する効果を過少評価すべきではない．多数の諸

国では，働いている若者がいる世帯のなかには，若者の賃金を算入して

も依然として貧しいところもある．貧困層がもっとも潤沢に保有してい

る資産といえば労働であるから，もし貧困世帯が若者が働いても貧困を

脱却できないのであれば，それ以外の手段でそうできる可能性はきわめ

て低くなるだろう．このことを考えると，貧困軽減にかかわる政策課題

は鮮明になる．圧倒的なデータとしては，学校教育が良ければ，若者の

学校から仕事への過渡期がより容易になり，より大きな成功を収めるの

に有益だということである．雇用と賃金が安定しているほど，結婚と家

庭形成という次の過渡期も容易になる．しかし，最貧世帯は子供たちの

労働が稼ぎ出した所得がなければ，現在の消費ニーズさえまかなうこと

ができない．したがって，その子供たちの学校教育と貧困脱却の可能性

が，現在の生計維持のために犠牲になっているのである．
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図 4.4　経験の収益率は若年層がもっとも高い
1 年間の追加的経験にかかわる収益率（％）

年齢

出所：Fares, Montenegro, and Orazem (2006a)．
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若者を労働市場で脆弱にしているのは何か？
　若者の労働市場における成果は，貧困や経済成長における一般的な傾

向に影響される．低所得国では厳しい所得制約があるため，家計は子供

を働かせるしか選択肢がないかもしれない．一方，経済成長率が低い諸

国では，若者は就職がきわめて困難である．

　児童労働の割合は，主に低所得国によって特徴付けられるサハラ以

南アフリカと南アジア地域で高くなっている（図 4.1 を参照）．しかし，

この関係は線形ではなく，所得が非常に低い段階では，1 人当たり所得

の変化が児童労働の割合に与える影響が最大となっていることを示唆し

ている．所得水準がほぼ同じであっても児童労働の割合には大きな開き

があり，これは貧困以外の要因が児童労働の割合を上下変動させ得るこ

とを示唆している．家族や子供たちのなかには，教育の収益率を主観的

に低くみている者もあれば，子供たちの学校教育をファイナンスする借

り入れ（およびそのほか）を大きな制約と考えている者もある．ブルキ

ナファソとグアテマラに関するミクロ分析によれば，児童労働の割合は

貧困家庭が所得ショックに遭遇すると上昇する注 29．ブラジルの「児童

労働撲滅のためのプログラム」（Program to Eradicate Child Labor：ポ

ルトガル語の頭文字をとった略号 PETI）などの条件付き現金移転プロ

グラムは，子供が授業や放課後のプログラムに参加することを条件に，

所得制約のある家庭に支援を提供することによって，児童労働を削減す

るのに成功しているということはすでに証明済みである．

　労働市場が弱体化した時にもっとも被害を受けるのは若者である．先

進国と途上国の両方を含んだ国際比較によれば，労働需要全体が増加す

ると，若者の雇用は必ず改善し，労働参加率も上昇している注 30．ブラ

ジルでは，1980 年代から 90 年代にかけて，成人の雇用率は好況期で

も不況期でもトレンドから大きく乖離しなかったものの，若い男女に関

してはもっとも変動が大きかった注 31．雇用変動の相違はチリではもっ

と明確である．若い男性の雇用率は一貫して成人よりも低いが，これは

15-24 歳のかなりの部分が就学しているためであり，また，若者が仕事

への過渡期でより大きい困難に直面しているからでもある．

しかし，両者の相違は一定しておらず，時とともに大きく

変動している．1974 年，82 年，および 98 年の経済の後退

期に，若い男性の雇用率（就学調整後）は成人の男性の少

なくとも 2 倍の低下を示した（図 4.5）．

　若者の労働市場での脆弱さに寄与しているものは何なの

だろうか？　次のような 4 つの要因がある．

一部の諸国では大量の新規参入と女性の参加率の上昇が，

若者労働市場に圧力をかけ続けるだろう．

情報と信用に対するアクセスが悪いことが時期尚早の退

学につながり，スキルのミスマッチを永続化させている．

政策の失敗が若者の雇用に対して意図せざる結果を招来
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図 4.5　チリでは若者の雇用は大人に比べると需要の変動
に感応的である
雇用率（％）

男性 25-49 歳

男性 15-24 歳

出所：Fares and Montenegro (2006)．
注：影の部分は経済の後退期を表す．雇用データは就学について調整済み．
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し，労働市場では若者と大人の乖離を拡大させている．

社会制度が多くの若者，特に女子が，スキル修得や仕事

にフル参加することを妨害している．

大量の若年層
　世界中の途上国のうち数カ国では若年層が拡大している（第 1 章末

のさまざまな人口動態に関するスポットライトを参照）．特にサハラ以

南アフリカでは，若年層が人口に占めるシェアが今後 20-30 年間拡大

を続ける国もあり，若年層の労働市場に対する圧力が強まるだろう．先

進国ではかつてベビーブームのため，確かに若年失業率が上昇したこと

がある（第 4 章末のベビーブームに関するスポットライトを参照）．

　途上国と体制移行国の 32 カ国に関する研究によれば，1980-2000

年について，総人口に占める若者のシェアが 10％上昇したことが，若

年失業率が 6％上昇する原因であったと推定されている注 32．エチオピ

アでは，国内各地域の労働市場をみると，若者のシェアが最大のところ

では若者の雇用率が最低となっており，特に無教育の若者の間ではこ

の傾向が顕著である注 33．つまり，若年層が拡大している諸国では，彼

らを労働者として吸収することが徐々に大きなチャレンジとなるであろ

う．

　総人口に占める若者のシェアがたとえ低下しても，女子の労働参加率

の上昇が下支えとなって若年層のなかで求職する女子のシェアが拡大す

るため，若年人口の増勢が鈍化しても，そのインパクトは限定的なもの

にとどまるだろう注 34．教育到達度の上昇は，女子の労働供給の選択に

特に重要な影響をもたらしている．女子は教育水準の上昇に伴って，ま

すます伝統的な家庭や農業生産活動から脱却して，賃金労働を求職する

ようになっている．女子の教育水準向上とそれに伴う女子の賃金労働参

加率上昇については，別の効果も予想される．それは一国の出生率とは

明確な逆相関関係にある注 35．

情報と信用へのアクセス欠如
　適切なスキルを修得する前に学校を去って働き始めると，将来の雇用

機会をつかみとる若者の能力は制限される（第 3 章）．信用へのアクセ

スに制約のある貧困家計は，所得ないし健康の面でショックに遭遇すれ

ば，子供を退学させて働かせるしか選択肢がないだろう．教育にかかわ

る期待収益率が低ければ，やはり早期の退学と労働力化をもたらすだろ

う．情報の不足が原因で，特に教育を要する仕事が都市部にあるのに，

家が農村部にある場合には，家計は学校教育の潜在的な見返りを過小評

価する可能性がある．このような情報の不足は教育程度の低い親がいる

家計で最大となっている．

　期待収益率が低い別の一因としては，若者の職業・住居・産業間の移

動を規制する政策がある．ヘリテージ財団の経済的自由度指数は，一国

の経済的制度が人々がもっとも生産的であると感じる方法で自由に働ら

•
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き，生産し，消費し，投資することをどれくらい許容してい

るのかを測定したものである注 36．学校教育の収益率は，途

上国のなかで労働者が経済的利益を追求する自由度が高いグ

ループについては平均 9.9％であるが，自由度の低いグルー

プでは 6.4％にとどまっている（図 4.6）．これは人的資本の

収益率と，さまざまな産業部門や職種間の経済的な移動性の

関係にかかわる理論的な研究とも整合的である．

　情報アクセスが欠如していると，若者の求職は有効性が低

下し，失業が長期化する．労働市場で入手可能な機会や就職

に備える方法を知らなければ，若者が適切なスキルを開発し，

それに適する職をみつけるという可能性は低下するだろう．

情報の非対称性が原因で，雇用主は新規参入者の生産性につ

いて確信がもてないため，採用には二の足を踏むだろう．移

動も増える．というのは，若者と雇用主はともに採用後に雇用関係の質

が本当にわかるようになるからだ．

制限的な労働市場制度
　労働市場制度（失業保険，雇用保護法，最低賃金など）が創設された

のは，失業者の苦しみや労働者の搾取に対応するためである．このよう

な制度は善意にもかかわらず，最適とはいえない国が多い．その原因と

しては，最初から設計が悪かった，状況や経済環境のほうが変化した，

政治的配慮から制度が独自の使命や形式をもつようになった，というこ

とが考えられる．このような制度の改革が長らく課題となっている国が

多数ある注 37．なかには特に若者に大きな影響が及ぶ制度もある．

　雇用保護法は仕事の保護と失職の防止には有効であるが，採用コスト

を押し上げるため，若者を不利な立場に置くことになる注 38．『世界開発

報告 2005』と Doing Business 2006 によれば，雇用規則は途上国のほう

が先進国よりも厳格である．解雇コストが高いと，企業は解雇だけでな

く雇用創出も減らし，また，新規企業の参入も制限されるので，労働市

場のなかでは特に若者が負担を強いられることになる注 39．さらに，移

動が減るため，失業期間が長くなる．このような効果と初期の長い失業

期間の永続的なインパクトが組み合わさると，若者の成果と将来展望に

は傷がつくことになる．チリでは，雇用保証は在職期間に応じることに

なっており，雇用は若年労働者にとって不利である．雇用保護法の強化

は，若者の賃金と雇用率の低下を意味するだろう注 40．そのような規則

が若者の雇用率に及ぼす悪影響は，働き盛りの男性労働者の 2 倍に達

している．これは 1980 年代から 90 年代にかけて，ラテンアメリカ・

カリブの 15 カ国と OECD の 28 カ国についてみたものである注 41．

　若者は賃金分布では底にいる可能性が高いので，最低賃金の変更には

当然ながらより大きなインパクト（プラスにしろマイナスにしろ）を受

ける．ブラジルでは，最低賃金の引き上げは，賃金が最低水準近辺に集

中していた女性の，若くて未熟練の労働者の失職につながった．チリ

「若者は安定した就職ができず，失
業率は全国平均を大幅に上回ってい
る．」

フランスの法学生，ジェレミー
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図 4.6　教育の収益率は移動性が高い労働者のほうが高
くなっている
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出所：Fares, Montenegro, and Orazem (2006b)．
注：教育の平均収益率は「移動性が高い」諸国では 9.9％，「移動性
が低い」諸国では 6.4％となっている．移動性に応じた各国の分類は
ヘリテージ財団の経済的自由度指数に基づく．図中の各点はそれぞ
れ 1 カ国に対応している．
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では，最低賃金は未熟練者を中心とする若者の雇用機会を削減した注 42．

ラテンアメリカのように非公式部門が大きい場合でさえ，公式部門の最

低賃金は非公式部門にも影響する注 43．その結果，非公式部門の若者も

最低賃金の変更で影響をこうむる．

　公共部門の賃金や手当てが民間部門の給与より良ければ，若い（通

常は教育のある）新卒者には，公務員職に行列を作って卒業後でもし

ばらく失業したままでいようとするインセンティブが強く働くだろう．

公務員の職に著しい賃金プレミアムがついているのであれば（雇用保

証，終身在職権，信望，そのほかの賃金に現れない特権などと相まって），

そこの職に空きができるまで，自主的に頑張ろうという決定につなが

る．モロッコでは，公共部門の最初の時給は民間部門に比べて 42.5％

高い注 44．これを受けて，モロッコ人の高等教育を受けた若者の間では公

務員志向が強い．チュニジアでは，公共部門の賃金には 18％のプレミア

ムが付いており，若者はやはりあまり魅力的でない民間部門の就職を避

けて，公務員職の順番待ちをしている注 45．エチオピアでは，若年失業者

のなかに，給与がいいので公務員職を切望している者が大勢いる注 46．

　これは何もエチオピア，モロッコ，チュニジアだけに固有な現象では

ない．途上国 39 カ国に関して，各国の特性を制御して賃金の回帰分析

を行うと，公共部門の賃金プレミアムは 25 カ国にみられ，平均 26％

に達するものと推計される．カンボジアやベトナムなどその他諸国では，

賃金プレミアムはマイナスとなっている注 47．ラテンアメリカでは，公

共部門の賃金プレミアムは女性のほうが男性よりもずっと大きい．ラテ

ンアメリカの数カ国とインドネシアでは，公共部門の賃金プレミアムは

スキルのレベルによっても違っている注 48．

特に若い女性にとって妨げになる社会制度
　過去 30 年間にわたり世界中のあらゆる地域で，若い女子の労働参加

率が上昇しているが，これは女性の教育水準の向上と出生率の低下と軌

を一にしている．しかし，なかには女性の教育水準の向上が若い女性の

労働参加率の著増につながっていない地域もある．社会的な制度や規範

がその理由であろう．128 カ国について単純回帰分析すると，女性の

参加率の相違の約 3 分の 1 は宗教だけで説明がつくことがわかる注 49．

　社会的規範も若い女子が労働市場で成功できるかどうかに影響する．

エジプトでは，女子の平均教育水準は著しく高まっているが，家の近く

にとどまって，車の運転は差し控えており，それが労働の移動性を制

約している．若い男性の通勤距離は 1988-98 年の間に長くなった一方，

若い女子の場合はそうなっておらず，政府を除けば，有給雇用へのアク

セスを制限している．教育程度が低い女子ほど不利な立場にあり，家事，

あるいは在宅企業や自給自足農業などの非賃金労働に縛り付けられてい

る注 50．
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労働市場機会を拡大する
　すべての諸国について妥当することであるが，投資環境が良ければ，

民間部門は拡大し，貿易の繁栄に役立ち，外国直接投資を引きつけるこ

ともできるだろう．これらすべてが雇用創出のためには必要である．若

者はこのような部門の成長に貢献をすることができるが，特に若者に悪

影響をもたらす市場や政策の失敗の効果を緩和するための措置が必要で

ある．その措置はその国の開発段階に応じて違ってくるだろう．中所得

国や，労働市場にかかわる制度が義務的で，しかも執行される可能性の

高い諸国では，労働市場の制度を改革することが優先課題であろう．非

公式部門が大きく，農業経済が支配的な低所得国では，制度改革のイン

パクトは限定であろう．したがって，農業部門で代替分野を拡大し，分

野間および地域間の移動性を促進し，児童労働を削減することが最優先

されてしかるべきだろう．

投資環境を改善する
　経済成長と雇用創出は若者も含めて，労働市場の参加者のほぼ全員に

利益をもたらす．労働需要が旺盛であれば，若者の雇用と労働参加率が

男女とも上昇する一方，若年失業率は低下する注 51．民間部門が雇用創

出を主導すべきであるが，そのためには企業が新規設立され拡大できる

ような良い投資環境が必要とされる．『世界開発報告 2005』では，政

府は不当なコスト，リスク，競争の障壁に対処することによって，より

良い投資環境を創出すべきであると主張されている．政治的安定と安全

保障を確保し，投資にかかわる規制・税制の環境を改善し，必要とされ

るインフラを提供し，求職者のために求人情報を改善することによって，

政府はより良い投資環境を創出することができる．

　世界貿易が拡大したのを受けて，世界中の生産が変化した．労働需要

の増大にもっとも敏感に反応できるのは若者であるため，このような変

化は若年労働者の利益になる．インドネシアでは，若年雇用のシェアが

全国平均の 2 倍以上になっている産業は，輸出依存度の非常に高い電

子と繊維といった製造業に集中している．このような若者集約的な輸

出部門の若年労働者は特に教育水準が高い．中等教育の修了者は 47％

にも達しているが，他産業では 11％にすぎない．同様に，ベトナムで

は，このような部門の若年労働者で，中等教育を修了している者の割合

は 20％であるが，他産業では 8％にとどまっている．さらに，ブラジ

ルでは 41％対 15％となっている．

　若者集約的な輸出部門は若い女性労働者を狙っているようである．イ

ンドネシアとベトナムでは，このような部門の若年労働者の 74％は女

子であるのに対して，その他の部門ではその比率は 46-50％にとどまっ

ている．輸出企業の若年労働者はそれ以外の企業よりも高い給与をも

らっている．インドネシアでは，輸出部門で働いている若年労働者の賃

金は他部門を 30％，ほかの製造業を 20％上回っている．若年労働者が

輸出企業や外資系企業に魅力を感じるのは，訓練を受けられる可能性が
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高いからでもあるかもしれない注 52．

　経済のなかで新しい成長部門に属している企業にとっては，若者は特

に魅力的であるだろう．というのは，若者は年長の労働者よりも新しい

生産方法への順応性が高いからだ．エストニアが体制移行中だった際，

雇用に占める相対的シェアと経験の収益率は，若者のほうが素早く上昇

した注 53．スロベニアでは，賃金と労働生産性は年齢の若い労働者ほど

上昇率が高かった（図 4.7）．1990 年代前半には，若年労働者は労働市

場のなかでもっとも生産性が低い年齢層であった．18-29 歳の生産性は

50 歳以上の約 70％にとどまっていたのである．ところが，若年労働者

の生産性は 1996 年頃までに 40-49 歳に追いつき，2001 年には若者は

もっとも生産的なグループとなった．と同時に，若者の賃金は年長者よ

りも大きな伸びを示し，年長労働者との賃金格差は著しい縮小をみせた．

　外国の直接投資が主導する産業の成長は，より安価な若年労働者が豊

富に存在することを一因として始まった．しかし，ダイナミックな成長

過程を反映して，新技術に適応するのに必要な知識，スキル，行動が身

に付いていて，スキルや教育の水準が高い労働力に対する需要が増加し

た注 54．ラテンアメリカの諸国の中には，このことが高いスキルを持つ

労働者の賃金を押し上げた国もある．タイやマレーシアの経験によれば，

良質な労働の不足によって誘発された賃金上昇が加速化され，それが生

産において負の影響を及ぼした場合，政府はその影響の抑制に一定の役

割を果たすことができる注 55．また，データによれば，輸出指向部門に

おける機会は，若者がもっとスキルを修得しようというインセンティブ

になっていることが示されている．途上国 48 カ国について，GDP に占

める衣服・履き物の輸出シェアの上昇は，それに引続く男女の中等学校

就学率の上昇と正の相関関係がある．平均的な国を例にとれば，衣服・

履き物の輸出が GDP に占めるシェアが倍増すると，女性の中等学校就

学率は 20-25％上昇している注 56．

制度を改革する
　『世界開発報告 2006』では，政府がなぜ労働市場に介入するのかと
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図 4.7　体制移行期（1992-2001 年）のスロベニアでは，生産性と賃金の上昇テンポは若者のほうが大人の労働者よりも
高かった
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いうことと，設計が悪い，ないし不適切な政策がどのようにして公平性

や効率性の状況を悪化させるのかについて検討した．前述の通り，この

ような政策は特に若者に悪影響を与える．高所得国では，その結果とし

て，若年層の雇用率低下と失業率上昇・失業期間の長期化という状況が

出現している（第 4 章末のベビーブームに関するスポットライトを参

照）．低所得国や中所得国では，その結果として，労働市場の分断化が

生じている．一方は雇用と所得保証の増大を享受する少数の労働者で構

成され，他方は保証や自分の人的資本を開発する機会へのアクセスもほ

とんどなく，短期間の雇用と失業を繰り返している大多数の若年労働者

で構成される 2 つの部分にはっきり分かれている注 57．

細切れではない広範な労働市場改革．　現在雇用されている人を保護す

るために，小幅な労働市場改革を実験した政府もなかにはある．しかし，

部分的な改革は市場の分断化を促進することになりがちであるため，好

ましくない結果に終わっている（ボックス 4.4）．政策当局の立場からは，

部分的な改革ではなく，より一般的で包括的な改革に変えたほうが，特

に若者に大きな影響のある雇用創出にとって有益であろう．保護水準は，

雇用創出を促進するのに必要な弾力性とバランスがとれている必要があ

る．コロンビアでは 1990 年に，労働者解雇のコストを大幅に削減する

労働市場改革が実施された．改革を受けて，公式部門における労働者の

移動率が非公式部門に比べて上昇したが，失業期間は若者と教育程度の

高い労働者を中心に短縮化した注 58．

　保護がどんな水準であれ，経験が浅い若い労働者を雇い訓練するため

には，企業としては追加的なインセンティブを必要とする．ある種類の

雇用と別の種類の雇用とで保護水準を大きく変えるのは良くない，とい

うのが研究者の忠告である．そういった飛躍は市場を分断化する公算が

大きいであろう（ボックス 4.4）．保護が在職期間に応じて漸増し，保

護に画然とした大きな変化はないという形の，より漸進的な契約のほう

が望ましい注 59．そのような契約であれば，若年労働者の生産性は在職

期間が長くなるにつれて上昇するので，企業にとっては投資しようとい

うインセンティブになる．

　同様のアプローチは，労働者の賃金が非常な低水準に落ち込むのを防

止するのが目的である最低賃金にも妥当する．しかし，たいていの途上

国では，最低賃金は高い．チリ，コロンビア，コスタリカ，ニカラグア，

パナマ，ペルー，ベネズエラ・ボリバル共和国では，1980-2000 年の

最低賃金は 26-40 歳の労働者の平均賃金（中央値）を 50％も上回って

いる注 60．にもかかわらず，執行が不十分なため，多くの労働者が受領

している賃金はそれを大幅に下回っている．いずれにしても，若年労

働者の賃金は賃金分布上では下端に集中している．例えば，ロシアで

は，賃金が平均賃金（中央値）の 30％未満である若年労働者の割合は，

2002 年について 38％，インドネシアでは 2003 年に 35％，ガーナで

は 1998 年に 52％と推定されている注 61．
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　数カ国では若年雇用に対する影響を緩和するため，年齢別の最低賃金

を導入している．若者について最低賃金をより低く設定すれば，企業が

経験の浅い若年労働者を採用して訓練をしても採算に合うようになるの

で，失業効果を削減することになる注 62．チリでは徒弟の賃金が最低賃

金を下回る水準に設定されたおかげで，若い卒業生の雇用機会は著しい

拡大をみせた注 63．より低い賃金は若者が職場内訓練を受けて，生産性

と将来の賃金を引き上げるのに必要なスキルを開発するための補助金で

あると考えるべきである．

　公共部門のほうが賃金，付加給付，雇用保証に関してより良い条件を

提示している多数の諸国では，教育のある若者が公共部門から求人が出

てくるのを待って失業状態のままでいる．給与と付加給付について官民

格差を解消すれば，あるいは少なくとも公共部門の空席を待つインセン

ティブを削減すれば，最高水準の教育を受けた若者の失業は減少するだ

ろう．民間部門に関して情報のギヤップを解消し，機会を拡大し，若者

の高等教育を労働市場のニーズに適合したものにすれば，公務員職を

待っている若い男女の長い行列は短くなるだろう．政府としても公共部

門の採用に関して，雇用保証（明示的か暗示的かは不問）を排して，お

そらくは成績ベースの求職プロセスを導入することによって，より競争

的なプロセスに移行する用意があることを示す必要があろう．トルコで

　スペインとフランスでは，過去 20 年間にわたり，若年失
業率が高水準を続けている．両国の政府はともに，若年失業
問題を削減するための手段として部分的な労働市場改革を試
みてきた．
　スペインにおける 1990 年代前半の最初の改革では，若年
労働者の採用コストを引き下げることによって，企業が若者
の雇用の流れを大きくすることを意図した．解雇のコストを
正規の職については変更せずに，初歩的レベルの職について
だけ引き下げたため，企業は新人労働者の採用意欲を高めた
ものの，そのような労働者の維持には消極的になった懸念が
ある．この政策の結果としては，若年労働者については臨時
雇用の利用が一貫して増大したが，常用の安定した雇用は増
えなかった．雇用の 30％強が臨時雇用となる一方，失業率
は 24％もの高水準を続けた．スペインは 1997 年にはより
広範な改革に移行せざるを得なくなった．賃金税や解雇コス
トの引き下げなどといった政策は，若者を中心に失業全体の
低下に有効であることがわかった．若年失業率は 1995 年の
約 40％から，2000 年には 20％にまで低下した．
　フランスでは，若年失業率は 1990 年代以降，20％強を続
けている．2006 年に政府は初めての雇用に関して契約書（「初
雇用契約」［Contrat Première Embauche：CPE］）を提案し
た．これによれば，雇用主は 26 歳未満の労働者については，
2 年間の仮採用期間中であれば解雇理由を告げずに解雇でき
る．雇用主が若者を簡単に解雇できるのであれば採用を拡大

して，それが若年失業を削減できるものと期待された．学生
は労働組合と野党の支持を得て新しい法案に反対し，政府と
対決し，結局，法案は撤回されることになった．
　協議の欠如を非難する向きもあった．評論家は，CPE はす
でに導入されていた市場の分断化策を強化することにつなが
るとも主張している．これは 1979 年に実施された「固定期
間契約」（Contrat à Durée Déterminée：CDD）の導入を中
心とした部分的な改革の影響のためである．CDD に基づい
て雇用された労働者の割合は 1983 年の 3％から，2000 年に
は 17％にまで上昇していた．これは失業期間の短縮をもた
らさないまま，労働者の移動率を大幅に押し上げていたので
ある．
　教訓は次の通りである．1990 年代前半のスペインにおけ
るように，部分的改革は市場の分断化を強める傾向があるた
め，広範な改革の代替策として不適切であり，世論の支持も
有効性も限定的である．もう 1 つの代替策としては，フラン
スの評論家が提唱したように，さまざまな年齢層ごとに分断
された労働市場を重視せずに，より漸進的なアプローチを工
夫すべきである．労働者の在職期間が長くなるに従って，保
護が徐々に拡大するような漸進的な契約が良いであろう．

ボックス 4.4 スペインとフランスでは，労働市場の部分的な改革は包括的な改革に取って代わる
ことがなかった

出所：Blanchard (2006); Blanchard and Landier (2001); Cahuc and Carcillo 
(2006); Kugler (2004); Kugler, Jimeno, and Henanz (2003)．
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は，求職に一連の試験に合格していなければならないという要件を課し

たところ，公務員職を待つ行列が短くなって，卒業生はほかの求職口に

向かった．

直接的な雇用創出．　民間企業に対する賃金補助金の支給は，雇用主に

新規参入者の採用を促すこともある注 64．企業が経験の浅い若年労働者

を採用する際のリスクを賃金調整によって補償できない場合，補助金は

雇用主の採用・解雇方針に影響を与えるだろう．ヨーロッ諸国における

賃金補助制度に関しては，評価がいくつか出ている．ほぼすべての研究

が雇用に大きなプラス効果があるとしている注 65．このような研究業績

は心強い一方，賃金補助制度がもっている潜在的な解雇効果や潜在的損

失を考慮していないのが普通である．

　若者の採用がほかの従業員の犠牲においてなされないようにし，補助

金がこの追加的な財政インセンティブがなければ若年労働者を採用しな

いという雇用主に振り向けられることを確実にするためには，賃金補助

金の設計や対象を改善する必要がある．チェコ共和国，ハンガリー，ポー

ランドのデータによれば，若者だけを対象にした賃金補助は，もっとも

不利な立場にある者に対象を絞り込んであれば，特に有効であり，教育

水準のより低い女子が最大の恩恵をこうむるということが示されてい

る．OECD 諸国でも，賃金補助は社会的弱者を中心に失業している若者

向けのものが，もっともうまく機能している注 66．

　対象グループ，適格性の基準，参加割当，職種，補助金支給の期間・

金額などの相違が，このようなプログラムの有効性に一定の影響を及ぼ

す．事実，このようなプログラムは多種多様である．ベルギーの「雇用

プラン」では，社会保険料の減額という形で 2 年間にわたる補助金を

供与しており，補助金の額は 1 年目は粗賃金の 25％，2 年目は約 17％

が上限とされている．スウェーデンの長期失業者を対象としたプログラ

ムでは，雇用補助金は 6 カ月間である．スロバキア共和国では，2 年間

の補助金が官民両部門に対して供与されている．賃金補助はコストが高

く，非公式部門の大きい経済では有効性が低いため，適用はほとんどが

中所得国に限定されている．しかし，中所得国でさえ，財政制約がある

ので，プログラムは対象を絞り込み，支給期間を限定的にする必要があ

る注 67．

農村部の機会を拡大する
　多くの途上国では，若者の多くは以前として農村部に居住している．

農村部の若者にとって，雇用機会は農業だけでなく農業外にもある．農

村部の町を含めると，農村部の非農業部門が農村部のフルタイム雇用全

体に占める割合は，アジアとラテンアメリカでは約 40％，サハラ以南

アフリカでは 20％に達している注 68．経済発展の歴史が示すところによ

れば，非農業部門の発展は農業部門における生産性改善と結びついてい

る．技術革新を受けて農業の生産性が向上すると，労働力に余裕が生ま

「（政府の職は）安定していて，社会
的地位が高く，国家公務員として将
来的に昇進する余地が大きい．」

中国の大学生，チンシャオ，
2005 年 12 月
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れて非農業部門に移動するのである注 69．

　農村地帯における機会は，一見ではわからないほど幅が広い．途上国

世界全体でみると，農村部の非農業部門は農村部の全所得の 30-50％を

生み出しており，このシェアは引き続き上昇傾向にある注 70．場合によっ

ては，このシェアが高いのは不作など農業部門が受けたショックの結果

でもある．しかし，ほとんどの場合，農業部門の生産性向上に伴って農

業所得が増加し，したがって農業以外の生産物に対する需要も増大する．

農業労働の生産性上昇は，労働力の農業分野からの解放ももたらす．

　農村部の非農業経済はきわめて多種多様であるが，途上国世界のどこ

でも若年雇用の重要な源泉となっている．ラテンアメリカでは農村部の

15-24 歳という若年人口の約半分，25-34 歳では 65％強が，非農業活

動に従事している．この地域の 15 カ国では，いくつかの非農業部門の

雇用に占める若者のシェアが農業部門における雇用に占めるシェアより

も大きく，農村部における非農業経済の重要性を示している注 71．イン

ドの農村部では，非農業の臨時雇いになる可能性のピークは 22 歳，ブ

ラジルでは約 33 歳である注 72．

　若者はもっとも移動性が高いため，外国におけるものも含め，新し

い機会を最大限活用するために部門を変える可能性ももっとも大きい

（第 8 章参照）．したがって，非農業部門を発展させるための政策は，

特に若者向けではなくても，若者に対してとりわけ著しい効果をもた

らす注 73．例えば，輸入した技術を使用する農村部の中小企業の発展は，

台湾の農村部における製造業の発展と同じように，新技術の利用に優位

性があることを考えると，若者に対しては特別な影響があるだろう．そ

ういった農村部の企業は下請けとして，投入財，技術的なノウハウ，海

外市場との結びつきを手に入れることができるため，若年労働者にとっ

ては魅力が増すであろう注 74．農村部の教育水準が向上するにつれて，

若者はより幅広い非農業活動に従事できるようになる．インドやブラジ

ルの農村部では，教育水準の高い若者ほど，高度に生産的な非農業職

に転職できる可能性が高くなる注 75．このような非農業機会のなかには，

肉体的につらい危険な仕事も含まれている（ボックス 4.5）．輸送手段

や経済統合の波が農村地帯の全体に点在している小さな町にまで押し寄

せると，農村部の若者は移住の必要もなく，都市部における機会へのア

クセスが可能になる．

移動性を円滑化する
　データのある途上国 29 カ国について，農村部から都市部に，あるい

は都市部相互間を移動する確率は，若者のほうが年長者に比べて 40％

も高い．移動した人のほうが雇用は良い結果を示しており，移動性と若

年失業率との間には負の相関関係，雇用と労働参加率とは正の相関関係

がみられる注 76．

　中国の農村部から都市部への移住は典型的なパターンを示してい

る注 77．農村部の移住者はほとんどが 35 歳未満の若さである．3 分の 2
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は男性で，半分は独身だ．女性移住者はもっと若くて，未婚者がさらに

多い．農村部から移住する人々は，移住しない農村部の居住者よりも教

育程度が高い．前期中等教育を受けている人の割合は，後者の 40％に

対して，前者は 66％に達している．しかし，農村部の移住者は都市部

の居住者よりは教育水準が低いため，都市のなかでもっともスキルを要

しない職に就くことになりがちだ．それでも，移住のインセンティブは

明らかに経済的に有利なのである．都市部の 1 人当たり所得は農村部

の 3 倍以上であり，その格差は拡大傾向をたどっている．農村部の移

住者は同じようなスキルをもつ都市部の居住者の半分しかもらえなくて

も，その給与は農村地帯の労働者よりはずっと高いのである．農村部か

らの移住者の多くは，農村部の親族に送金しており，それが 2003 年に

は中国の農村部所得の 13％を占めた．

　それにもかかわらず，農村部からの移住者は都市部の労働者との対比

では，本当に不利な状態に置かれている．中国では，移住者である労働

者に対して給与支払いを強制する法的手段がほとんどなく，健康保険や

年金を受領している人はほとんどおらず，社会サービスへのアクセスが

容易な人もほとんどいない．中国では，都市部に法的居住権を確立する

ことが制限されているため，このような権利の欠如は明らかである．こ

のような制限は，都市における総雇用はもっとも効率的な規模よりも

人為的に低くなっている，ということを示唆している．雇用が効率的

なピーク水準にまで増加できれば，生産は 35％も増加するといわれて

いる注 78．農村部からの移住者で居住許可証をもっていない者は，教育，

保健，その他の公共サービスに関して，著しく多く負担しなければなら

ない注 79．政府はこのような問題を明確に認識しており，政策変更を行っ

て，居住許可制と福祉プログラムの漸進的な切り離しと，労働規制の執

行強化を図ろうとしている注 80．

　農村部から都市部への移住に対する規制は，何も中国だけに固有なも

のというわけではなく，さまざまな形をとりながらも多数の諸国で実施

されている．そのような制限は農村部の都市部に対する相対賃金を低く

抑える傾向がある．しかし，農村部からの人口流出を許容すれば，農村

に残留している人々の賃金は上昇する可能性が高いので，労働の効率

　北インドのパランプール村ではこの 20-30 年間で，非農
業経済が著しく拡大している．1980 年代半ばには，村の収
入の 3 分の 1 強が非農業活動から生み出され，70 名以上の
村人（生産力年齢男子の人口約 250 名のうち）が常用的な
いし半常用的に非農業部門で雇用されていた．1990 年代と
2005 年に村を訪れてみると，非農業職の増勢がまったく衰
えていないことが確認できた．
　パランプール村の大勢の若い男性たちは，チャンダウシや
モラダバードといった近隣の町にある工場やパン屋で半常用
職に就いている．雇用契約はだいたい出来高払いで，きつい
仕事や時として健康に有害な作業の見返りとして，かなりの

高給がもらえる．
　村の外での冒険に熱心な若者を中心に村人たちは，パラン
プール外の雇用を高く評価しているものの，アクセスは限定
的なままである．なぜか？　社会的地位（カーストや教育水
準が代理変数になる），富（贈賄の必要がある），外部のコネ

（「紹介」が必要なことが多い）などが原因である．
　パランプールは社会的には保守的な農村地帯ウッタルプラ
デシュ州に属しており，外部の雇用機会は一般的に男性に限
定されている．ほかの場所では非農業職は女子にもアクセス
可能である．
出所：Lanjouw and Stern (2006)．

ボックス 4.5 インドのパランプール村における若者の農場外機会
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的な割当を改善することによって，国全体に恩恵が波及するだろう注 81．

大勢の若者は出身が農村部か都市部かは問わず，海外で働く機会も追求

している．国際移住の問題は各国の政策も含めて，第 8 章で検討する．

働くという選択をし，そうするためのスキルを開発する
　世界中の若者が次のような疑問をもっている．自分はいつ働き始める

べきだろうか？　自分はどんな職に就きたいのだろうか？　それはどう

やって探すのだろうか？　仕事のためにはどのような準備をしたらいい

のだろうか？　若者の仕事への準備は，職業スキルを将来的に修得する

ための基盤を形成してくれる一般教育から始まる．このような職業スキ

ルは正式な教育制度とそれを超えるところ（徒弟制度，仕事上の経験，

非公式な訓練）で修得される．独立して仕事をしたい人は，情報，助言，

信用を必要とするだろう．

学校以外でのスキル開発
　工業部門が拡大している中所得国では，若者には仕事の経験がないと

いうことと，ひどいスキルのミスマッチがあるということに対処するた

めには，学校と職場をつなぐ橋が必要であるが，それは正式な徒弟制

度，あるいは職場の経験を学校という環境に持ち込むという形をとって

いる．正式な学校教育が限定的な低所得国では，伝統的な徒弟制度のほ

うがより一般的で，若者が必要とする初期の経験とスキルを提供してく

れる可能性が高い．すべての国において，訓練制度は若者に仕事に就く

ための準備をさせるだけではなく，技術やグローバルな経済上の必要性

の変化に対応して，一生涯にわたる継続学習につながる経路を提供すべ

きである．インセンティブを増やして，企業が訓練を実施し，訓練制度

を改革するようにすることが必要不可欠である．

正式な徒弟制度．　ドイツの「二重制度」は，パートタイムの学校教育

と仕事や徒弟制度を組み合わせている．雇用主が関与しているので，訓

練されるスキルが雇用主のニーズに適合することが保証され，スキルの

ミスマッチが生じる可能性は低くなる．プログラムがカバーする範囲は

広く，若者の半数以上が徒弟制度を利用している．ドイツと同じように，

フランス，イギリス，アメリカにおける資格につながる代替的な学校ベー

スの経路は，労働市場における初期の経験の改善に関するかぎり，むし

ろ限定的な成果しかもたらさなかった注 82．いずれにせよ，正式な徒弟

制度を支持するもっとも有力なデータとして，若い男子に関しては雇用

の面で，若い女子に関しては賃金の面で，プラスの効果がみられる．

　徒弟制度は途上国にも適用されるだろうか？　現在の形のままでは，

答えはおそらくノーであろう．近代的な賃金労働部門が総雇用に占める

シェアが小さい，新しい弟子にとっては賃金ベースの雇用や仕事の伸び

が低い，制度が脆弱である，といった理由による注 83．途上国のなかに

は二重制度を試した諸国もあるが，明確な成功のパターンはみられない．

「求職の際，若者が直面する最大の障
壁は経験不足だ．ほとんどの雇用者
は 2-3 年間の経験が必要だと考えて
いるからだ．」

バングラデシュのラハート，
24 歳
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エジプトでは，1995 年に二重制度を導入するために打ち出されたムバ

ラク = コール・イニシアティブが，そのようなイニシアティブの実施が

挑戦であることを例示している．ILO の中間レポートは，合同の訓練コー

スの運営に関して，公立教育制度の抵抗と民間部門における上部組織の

欠如を指摘している注 84．

　このようなプログラムが成功するためには，伝統的な技能や技術的な

職能を超えて，職業上の専門化の基盤としてもっと一般的な内容を提供

する必要がある．そうすれば拡大している部門でミスマッチが減少し，

適応力が高まり，性別の偏見が減少するだろう．イギリスの「近代的徒

弟制度」（Modern Apprenticeship）プログラムでは，経営管理，小売業，

ケータリング，人的ケア，情報技術など非伝統的な職能について徒弟制

度を提供している．女子が徒弟のほぼ半分を占めている．オーストラリ

アの「新徒弟制度」（New Apprenticeships）は実用的な作業と体系的な

訓練を組み合わせており，500 以上の職種について国家資格につながっ

ている．この種のプログラムが低所得国でどれくらいうまく機能するか

は不透明である注 85．

低所得国における伝統的徒弟制度．　近代的な賃金部門における正式な

徒弟制度は，多くの途上国ではあまり適切ではないだろう．非公式部門

における自営業や零細企業の成長が，過去 30 年間にわたり雇用のなか

で大きなシェアを占めているからだ．ガーナでは，あらゆる基本スキル

訓練のうち 80-90％は，伝統的な徒弟制度で行われている．これに対し

て，公的訓練機関のシェアは 5-10％，非政府関連は 10-15％となって

いる注 86．西アフリカでは，非公式部門の企業において賃金労働者より

も徒弟のほうが多いことが一般的である注 87．伝統的な徒弟制度の利点

は，詳しい評価はされていないものの，実用性，自己規制，自己金融に

ある．これは正式な訓練を受けるのに必要な教育要件を欠いている人々

（農村部と都市部の貧困層）向けであり，総じて費用効果的である．し

かし，若い男子を優遇して，極貧層からの希望者を選別し，伝統的な技

術の永続化に貢献しているものの，基準や品質保証を欠いている注 88．

　伝統的な徒弟制度を強化するための措置には，識字能力や徒弟の基礎

教育の改善，新技術へのアクセス開放，師匠がもっている教育・技術面

でのスキル改善，修得技術の認証などがある．ケニアの「ジュア・カリ」

（Jua Kali．スワヒリ語で「灼熱の太陽」の意）と呼ばれる非公式部門（製

造業）では，引換券によって師匠は新技術へのアクセスが容易になった

おかげで，スキルが高度化しており，徒弟に提供する訓練の質と実用性

が改善している注 89．引換券制度は訓練に関して新しい市場を生み出し，

供給と競争について新しいルートを奨励するのに貢献している．徒弟に

識字能力と基礎教育を提供して，修了の際にそのスキルを認証すること

も，結果の改善につながっている．

雇用主による訓練．　職業経験を学校教育のなかに持ち込めば，若者の
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仕事への過渡期を改善することができる（第 3 章）．と同時に，雇用主

は，若者が学校を出てからも長い間職場の内外の訓練を無償で提供する

ことになる．若者に対するスキルの源として，雇用主は往々にして公的

訓練プログラムに比べて軽視されている．世界銀行が 37 カ国で製造業

の 18,217 社を対象に実施した調査によれば，企業が積極的な訓練者で

あることが示されている注 90．東アジア・太平洋では 60％近くの企業が

訓練を提供しているが，この比率は中東・北アフリカでは 20％未満に

まで落ち込んでいる．

　しかし，訓練を企業任せにしておくだけでは，全員が訓練アクセス

を確保することはできない．企業というのは往々にしてほかの企業が

広く用いていているスキルには投資しない傾向がある．訓練した労働

者とそれにかかわる投資を失うことを懸念するためだ．つまり，すべ

ての企業が訓練を実施するわけでも，すべての従業員が訓練を受ける

わけでもないのである．コロンビア，インドネシア，マレーシア，メ

キシコ，台湾の製造業では，大企業は中小企業よりも訓練を実施して

いる傾向にある注 91．ケニア，ザンビア，ジンバブエも同じようなパター

ンを示しており，従業員 151 名以上の製造業企業が従業員のために外

部研修に投資する確率は，従業員 51-150 名の企業の 2 倍，10 名未満

の企業の 10 倍となっている．訓練を提供する確率が高い企業は，輸出

企業，外資系企業，新技術を導入した企業である．しかも教育水準が高

い労働者ほど訓練を受ける可能性が高い注 92．ほかの企業は経験の浅い

若年労働者を訓練するためには，財政インセンティブが必要であろう．

政策対応としては，若年労働者が訓練を提供するほかのプログラムに参

加する際には（新規参入者に対する賃金補助などの）条件をつければい

いだろう．

技術・職業教育と訓練．　すべての企業が訓練を提供できるわけでも，

すべての若年労働者が雇用主から訓練を受けているわけでもないことか

ら，公的介入が必要になる．雇用主が提供する訓練は実用的で効果的で

あるが，公共部門が提供する訓練は効果が疑わしい．訓練制度が労働市

場から切り離されていて，厳格で劣悪であったことから，多くの諸国で

はプログラムの改革が実施された．正式な教育制度の枠外における非公

式な訓練制度によって，提供者の統治，管理，ファイナンスのあり方が

変更されつつある（第 3 章）．中国，チリ，イラン・イスラム共和国，

韓国，マレーシア，モザンビーク，シンガポールでは，公的提供にかか

わる財政制約が明らかになったため，訓練のファイナンスを多様化する

とともに，持続可能性を促進し，アクセスと実用性を改善すべく，官民

パートナーシップへの門戸が開放されている．ラテンアメリカを中心

に，訓練をファイナンスし提供する立場にある政府の役割は，国営訓練

機関について再評価中である（例えば，「国家徒弟サービス」［Servicio 

Nacional de Aprendizaje：SENA］）注 93．訓練にかかわる政策や戦略を

担当している専門訓練機関は，訓練の提供ではなく，その支出にかかわ

「召使いや掃除夫といった仕事を避
けるためには，若者向けプログラム
にケーターリング，大工，建築など
ほかの仕事の訓練もあったほうがい
い．」

ザンビアのジャック，
16 歳
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る政策立案と管理に果たす役割を大きく想定している．また，提供され

ている訓練の質と実用性を改善するために，官民両方の提供者の間で競

争を促進しようとしている．

　モーリシャスでは，「産業職業訓練庁」（Industrial Vocational Training 

Board）は訓練にかかわるファイナンスと提供を分割し，訓練サービス

の公共調達に関して競争的なモデルを導入している．アルゼンチンとチ

リにも同じような国家機関がある．チリでは，「国家能力雇用サービス」

（Servicio Nacional de Capacitación y Empleo：SENSE）という労働省の

専門機関があるが，訓練提供の権限はもっておらず，代わりに，対象グ

ループ向けにほかの官民提供者から訓練サービスを購入している．競争

のおかげで提供の効率化が促進され，訓練が市場需要により密接に結び

つくという形で，訓練のファイナンスモデルが供給主導型から需要主導

型に変化している注 94．

　総合すれば，訓練制度は講師，作業場，機器の増加というような訓練

の投入にかかわる狭い焦点から離れて，結果に焦点を当てたものにシフ

トしつつあり，雇用主が設定したスキル基準や，官民の両提供者が競合

する能力基盤の提供を重視するとともに，就職や労働者の生産性向上と

いう形で成績を測定するようになっている．モジュール方式で開発され

たカリキュラムは，生涯学習モデルと整合的な形で弾力的な出入りが認

められている．改革，政策開発，市場運営を促すためには，プログラム

の堅実なモニタリングと評価が重要である．

独立して働き始める：自営業と青年企業家
　労働市場にいる若者の多くは，自分が始めた事業で働いている注 95．

必要に迫られて企業家になる者と，機会に乗じてそうなった者の 2 種

類がある注 96．ラテンアメリカでは，16-24 歳の 13％が企業家として活

動しているが，そのほとんど（12％）は自営業者であり，わずか 1％

が雇用者である．自営業者は雇用者と比べると総じて教育程度が低く貧

しい．女子は自営企業家のうち約 3 分の 1，雇用者のなかでは約 4 分

の 1 を占めている．

　ペルーでは，1998 年に失業者だった者のうち 18％が，2001 年まで

には自営業者になっている．これに対して，ニカラグアではわずか 6％

であった（表 4.1）．ペルーについては，自営業者が多いことが，失業

率が一貫して低い一因となっている．1998 年に自営業者であった若者

の半数は，3 年後でもやはり自営業者である．ニカラグアでは自営業

者であった者のうち 9％は雇用者に転じているが，ペルーではそれは

1％にとどまっている．さらに，1998 年に雇用者であった者のなかで，

2001 年でも引き続き雇用者だったのは 3 分の 1 だけで，大多数は自営

業者ないし給与労働者に転換している．結局のところ，このようなパター

ンが意味しているのは，自営業は給与雇用に至る最速のルートであるが，

たとえ自営業が中期的に持続したとしても，追加的な雇用創出につなが

る可能性は低いということである．
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　ラテンアメリカ諸国では，企業家の約半数は中等ないし高等教育を修

了したばかりの時点で，あるいは初めて労働を経験している間に，修

得した知識，スキル，コネを使って独自に起業しようと考えている注 97．

彼らは中流ないし上位中流階級の出身者がほとんどであり，約半数は少

なくとも片親が企業家である家庭の出身者である．半分以上が大学卒業

後 2 年以内に起業している．新規企業による雇用創出は，ほとんどが

この少数グループによるものだ．例えば，アルゼンチンでは，企業設

立から 5 年後で生き残っている企業についてみると，その被雇用者の

60％は，わずか 6％の新規企業に雇用されている注 98．

　このような企業家は事業を起こして拡大させるのに，ファイナンス，

公的ネットワーク，顧客，サプライヤー，熟練労働者へのアクセスに関

して，さまざまな制約に直面している．「グローバル企業家モニター」

（Global Entrepreneurship Monitor）の指摘によれば，このような企業

家のうち成功できるのはほんの一握りにとどまる．ラテンアメリカの若

手企業家は東アジアの若手企業家と比べると，割高な取引コストに直面

している．彼らの多くは障害を乗り越えて事業を拡大させるために，自

分独自のネットワーク（中心は顧客やサプライヤーの生産ネットワーク

と，家族や友人からなる社会的ネットワーク）を活用している．事業運

営の環境を改善する一般的な政策は，特に若者向けということではなく，

企業家精神を全般的に促進する政策が必要とされている．

　しかし，若者は大人のようにネットワーク，経験，担保はもっていな

いため，追加的な制約に直面している．ラテンアメリカでは企業家精神

を促進するために新しいプログラムがいくつか打ち出されているが，か

なり最近のことなので正式な検証がなされていない．高成長の潜在力を

もった企業家が対象となっており，多くの場合，中流階級出身の若者が

創立したものである．大学，ビジネススクール，私的財団，インキュベー

ター，エンジェル投資家ネットワーク，さらに最近では政府が，企業家

に直接的な支援（ネットワーク作り，インキュベーション，助言，ファ

イナンス）を提供している．例えば，「エンデバー」（Endeavor：アル

ゼンチン，ブラジル，チリ，メキシコ，ウルグアイを対象とするプログ

ラム．原義は「努力」という英語）は，主としてネットワーク作り（民

間投資家との）と助言を通して，2 ラウンド目の拡大期に若者の事業を

表 4.1　若年雇用の変遷（16-30 歳）

出所：Listeri 他 (2006)．
注：学生と無給の家事に従事している者は上表に含まれていない．

2001 年の身分

1998 年の身分
失業者ないし不活

動状態
被雇用者 自営業者 雇用者

ペルー
　失業者ないし不活動状態 33 24 18 2
　被雇用者 7 28 13 1
　自営業者 13 25 52 1
　雇用者 9 9 55 27
ニカラグア
　失業者ないし不活動状態 60 18 7 0
　被雇用者 25 59 23 17
　自営業者 11 23 45 9
　雇用者 3 17 40 31

「私はバブシャヒ（小事業主）にはな
りたくない．ビジニズスマン（大事
業主）になりたいのだ．」

バングラデシュの若者
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支援している．

　なかには公的部門が起業の直前，あるいは直後に企業家を支援し始め

ている国もある．「ウムソボムブ青少年基金」（Umsobomvu［ヌグニ語

で「夜明け」の意］Youth Fund）は南アフリカの開発基金であり，35

歳未満の人々の情報アクセス，スキル開発，金融支援をサポートするた

めに政府が創設したものである．ブラジルの官民パートナーシップであ

る「ソフテックス」（Softex）は，ソフトウェア専攻の大学生を対象として，

訓練コース，技術支援，ネットワーク作りの支援を提供している．チ

リでは，「産業振興公社」（Corporación de Fomento de la Producción：

CORFO）が主導するシードキャピタル（起業の元手）のプログラムは，

企業家にファイナンスと技術支援を提供しており，もっとも有望な事業

を発掘してシードキャピタル調達の支援をするために，大学やインキュ

ベーターと共同して官民パートナーシップを運営している．このプログ

ラムはブエノスアイレスの「企業化 1」（Emprende 1）が模倣し，大き

な国立大学と商工会議所によって「企業化 2」として拡張され，ソフト

ウェア企業家の育成に当たっている．

社会的にもっとも弱い者を再融合するための踏み台を提
供する
　脆弱な若者（あまりにも若い時に働き始めた人，学校に一度も行った

ことのない人，識字能力の修得に失敗した人，全く労働力化できなかっ

た人）は，セカンドチャンスを必要としている．不利な立場にある若者

（障害者，少数民族，孤児など）のなかには，1 回目のチャンスさえなかっ

た人もいる．彼らに労働市場に参入ないし再参入するのに適切なスキル

を提供すれば，労働市場における不公平を減らして，貧困の罠を脱却す

るために彼らの生産性と能力を高めることができる．セカンドチャンス

はコストが高いため，若者のスキルを高められるように，また，労働市

場のニーズに適合するように，対象の絞込みと設計をうまく行わなけれ

ばならない．セカンドチャンスを必要としている若者は通常は複数の面

で脆弱であるため，プログラムは包括的なものでなければならない．

セカンドチャンス・プログラムは高価であるが必要である
　セカンドチャンスのための政策やプログラムは典型的にはコストが高

く，成功することが稀である．Meager and Evans (1998) では，「失業

者を対象とした労働市場の訓練ないし再訓練プログラムが期待通りの成

果を上げていないということは，政策評価に関する文献のなかではたち

まち常識となってきている」と指摘されている．19 件のプログラム（う

ち 5 件は体制移行国と途上国のもの）を最近検証したところ，訓練プ

ログラムが若い参加者の雇用と賃金を改善したという事例はきわめて稀

であった注 99．このような結果は，ファーストチャンスの政策やプログ

ラムに関して，普遍的なアクセスを確保することの重要性を強調してい

る．しかし，場合によっては，非介入のコストが膨大になることもある
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し，うまく設計されたセカンドチャンスが費用効果的であることもある．

　推定 840 万人の子供が国際条約が「無条件で最悪の」形の児童労働

と呼んでいる活動に従事しているが，これには人身売買，売春，そのほ

かの極端に危険な形の仕事が含まれる．途上国の人口の約 10-12％は障

害者であると推定されており，彼らは特に貧しいということを示すデー

タも若干ながらある注 100．障害をもった若者だけでなく少数民族の若者

も，適切な支援があれば生産的であり得るという証拠があるにもかかわ

らず，就職に関してはどうしてもさらに大変な困難に直面している（ボッ

クス 4.6）．公平性の観点からすると，もっとも脆弱な人々を支援して，

職場に再融合できるようなセカンドチャンスを提供するためには，公的

措置が必要である．非常に若い人々については，セカンドチャンスの機

会があれば教育制度への復帰が可能であろう（第 3 章）．低スキルの若

い失業者の大多数については，セカンドチャンスがあれば生産的な仕事

に就くのに役立つだろう．

成功するプログラムの要因は何か？
　若年雇用政策に関しては十分な評価がなされていないため，最適なモ

デルの選定については指針が存在しない注 101．しかし，経験によれば，

公的措置は，若者が仕事をしているか，あるいは積極的に求職活動をし

ていることを条件とする，就職ないし再就職に適合したスキルを提供す

る，現地ニーズに対応して効率的に提供する，といった要素をもってい

なければならない．

受益者は仕事をしているか，求職活動をしていなければならない．　現

「障害者が社会から疎外されているこ
とを考えると，差別が最大の挑戦と
いえる．障害者の若者のほとんどは，
支援の欠如が主因で，教育を修了し
ていない．したがって，労働市場の
ニーズと比べてスキルが不足してい
る．」

ケニアのフレデリック，23 歳

　求職の際に若者が直面する通常の挑戦に加えて，障害のあ
る若者は恥辱を初めとする障壁のせいで，仕事や職業安定所
へのアクセスが欠如している．特に障害者は往々にして教育
を拒否されてきた．初等学校に就学していない子供たち全員
のうち，約 3 分の 1 は障害児である．ブラジルでは，18-19
歳の 55％は雇用されている一方，身体障害者ではわずか
29％，精神障害者の場合は 24％が雇用されるにとどまって
いる．このような教育と雇用の欠如のせいで，心身障害者は
一生涯にわたり貧困に追いやられることになる．セルビア・
モンテネグロでは，障害者の 70％は貧しく，雇用されてい
るのはわずか 13％にとどまっている．スリランカでは，障
害者の 80％強が失業している．
　OECD 諸国に関するデータによれば，障害をもった若者は
周辺の態度や支援が適切であれば，非常に生産的になり得る
ことが示されている．こういった環境はとりわけ重要である．
というのは，障害者は学校から職場への移行に失敗すると，
立ち直るのに通常以上の困難に遭遇することになるためだ．
OECD 諸国のなかには，障害のある若者の学校から仕事への
移行に関して，国家的な政策を導入したところもある．

　低所得国や中所得国における経験でも，若年障害者は労働
市場に融合できることが証明されている．エジプト，エチオ
ピア，ウガンダでは，各種団体が若年障害者とその家族を雇
用に向けて準備し，それを追求するように権限を与えている．
パキスタンでは，大勢の若年障害者が「独立生計センター」

（Independent Living Centers）で雇用されている．
　ハンガリーのサルバ・ビタ財団は 1996 年以来，障害者を
一般労働力に統合するための以下のようなプログラムを運営
している．

 「支援雇用サービス」は就職斡旋を支援し，訓練を提供し，
仕事における問題の解決を手助けしている．
 「従業員クラブ」は上記サービスを通じて就職した顧客の
ために，個別およびグループ別に追跡アドバイスを提供
している．
 「職場経験プログラム」は雇用を学校のカリキュラムに取
り入れさせている．

•

•

•

出所：Bercovich (2004); World Bank (2004c); Stapleton and Burkhauser (2003); 
Tudawe (2001); www.salvavita.hu．

ボックス 4.6 障害者の若者を雇用する
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金移転や失業保険のようなほかの公的措置とは違って，若者を対象とす

る公的措置は，プログラムから恩恵を受けるためには，仕事をしている

か，または積極的に探している，ということを条件として盛り込んでい

る必要がある．必要とされている公共の財やサービスを生産するための

公共事業に焦点を置いた公共部門のプログラムは，特に低スキルで農村

部出身の若年労働者にとっては，初期の職業経験を修得するには良い機

会となる．参加者が労働市場に参入して，民間部門で就職を確保するチャ

ンスをこのようなプログラムが改善できるのかどうかについては，ほと

んど検証がなされていない．プラス効果があった一例としてはアルゼン

チンの「労働」（Trabajar）プログラムが指摘でき，参加者の現在の所

得に対して大きなインパクトがあった注 102．過去の参加に伴って利益が

遅れて顕現したということを示しているデータもある．このプログラム

に継続的に参加している人々のうち，約半数は就職の可能性が改善して

いる，3 分の 2 は売り込めるスキルが身についている，約 3 分の 1 はネッ

トワークが拡大している，と感じている注 103．

　アフリカの「公共事業団」（Agence dʼExécution des Travaux dʼIntérêt 

Publique：AGETIP）プログラムは道路，建物，衛生設備など公共イン

フラを建設する努力と，若年失業者に職と訓練を提供する努力を組み合

わせたものである．契約を受注した建設会社も AGETIP がファイナンス

する訓練を受けている，地元の経験の浅い若者を使用すべく，相対的に

労働集約的な方法を用いることに同意している．若者は臨時雇いのベー

スで採用されるが，訓練と仕事の経験はそれ以降のより常用的な雇用に

とって重要な足がかりになる．公共事業プロジェクトは地方的であるた

め，地理的に対象を絞り込んで，相対的に貧しく無教育な人々，あるい

は失業者が多い地域を支援することが可能である．

　セネガルで AGETIP プログラムの最初の 7 年間を評価したところによ

れば，エンジニアリング企業の数は 3 倍以上，建設会社の数は 5 倍以

上に増え，35,000 人年の雇用が創出されていた．残念ながら，統治は

問題かもしれない注 104．公共事業プロジェクトは，貧困層を対象とし，

有益なプロジェクトだけが資金供与を受け，資金が賢明に使用され，経

験の浅い若者が訓練を受けるということを保証するためには，透明性と

監視が必要とされる．

　若者がプログラム以外により良い雇用機会をみつけることができる可

能性を高めるほかの若者向けの措置にとって，公共事業はいい目標にな

る．アルゼンチンにおける 1998-2002 年の「プロ雇用」（Proempleo）

という実験では，公共事業プログラム「労働」の参加者が民間部門に就

職するのを支援するメカニズムが試された．若者が勤労福祉制度から通

常の仕事に移行するのに，賃金補助や専門的訓練が助けになるかどうか

を検証したのである．賃金補助は 30 歳未満の若い参加者が民間部門に

就職できる確率を 9％ポイント引き上げた注 105．賃金補助と訓練プログ

ラムを組み合わせると，民間部門就職の確率は 13％ポイント上昇した．

興味深いのは，年長者に対する効果は無視できる程度で，成功は若者に
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限定されていたということである．

　公的雇用サービスも若者が積極的な求職活動中であることを条件にす

べきである．しかし，韓国，フィリピン，タイでは，若者は国の職業安

定所をほとんど利用していない注 106．このような国では，職業安定所は

求職者に対して求職支援へのアクセスや職業訓練への参加を世話するワ

ンストップ・センターに転換されている．しかし，韓国では，公的職

業安定所サービスを通じて就職した人は，失業者のわずか 5.8％にとど

まっているとされているが，この数字でさえ効果を過大評価している可

能性がある．公的サービスを利用していない人の就職率測定が適切に管

理されていないからである．

　最近，ブラジルでは民間部門の関与という点で興味深い事例があった．

それは「初めての就職」（First Job）というクリティバ市で開始された

プログラムで，地方政府が資金供与している．若者を市内の企業に結び

つけることが目的である（評価報告書はまだ入手不可能）．もう 1 つの

有望な公的雇用プログラムは，スリランカの「就職ネット」（JobsNet）

と呼ばれるもので，求人と求職をマッチさせる機関として急拡大してい

る注 107．

プログラムは実用的なスキルを提供すべきである．　基礎教育，雇用斡

旋サービス，社会的サービスを含むパッケージの一環として訓練を提供

する包括的なプログラムは，成功する可能性がより高い．「参入 21」は

ラテンアメリカの 18 カ国で，情報通信技術を必要とする求人向けに，

社会的弱者である 1 万 9,000 人の若者を訓練することを目的とした国

際的な努力である．このプログラムのおかげで，対象の若者の少なくと

も 40％が就職している．プログラムはすべてがそろったサービスを提

供しており，技術的スキルや生活スキルに関する訓練だけでなく，就職

斡旋サービス，インターンシップ，自営業イニシアティブの開発に関す

る助言も提供している．「参入 21」の 6 つのプロジェクトに関するメ

タ分析によれば，若者 2,890 人について予想以上の就職率が明らかに

なっている注 108．雇用率は初期の 15％から 6-12 カ月後には 54％に上

昇していたのである．ほとんどの職が公式部門での常用雇用であり，賃

金は最低賃金かそれを上回っている．ほとんどの若者は給与雇用を選択

したが，4 分の 1 以上が独自に零細企業を設立している国もある．

　「参入 21」プログラムが聞き取り調査したところ，雇用主はプログラ

ムが開発した生活スキルと技術スキルの組み合わせを高く評価してお

り，若者の生活スキルは企業のニーズに応えるのに十分である，ないし

はきわめて十分であると格付けしている．雇用主の 70％強の回答によ

れば，卒業生の労働者としての潜在能力は同じような地位の従業員と同

じかそれ以上である．4 つのプロジェクトに関与した雇用者の 90％以

上は，卒業生の総合的な実力は同じ地位にいる労働者と同等かそれ以上

であると評価している．

　アルゼンチン，チリ，ペルー，ウルグアイでは，「若者」プログラムは，
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不利な立場にある若者に手を差し延べることに成功していると広く認め

られている（ボックス 4.7）．低所得層の若者を対象としており，ラテ

ンアメリカ全体の受益者にとって就職と賃金の改善に貢献している．こ

の成功にとって決定的に重要なのは，訓練の質（技術スキルから生活ス

キルへ，講義からインターンシップへ），堅実な支援サービス，若者の

継続的参加を促すコース認定証である．

スキル開発は地元のニーズに対応し，提供者間の競争を促進すべきであ

る．　「若者」プログラム成功の背後にある要因のうち重要なのは，需

　「若者」プログラムは，16-29 歳の失業者と経済的に不利
な立場にある若者に対して包括的な訓練を提供するものであ
り，彼らの人的および社会的な資本と雇用の可能性の改善を
目的としている．アルゼンチン，チリ，コロンビア，ドミニ
カ共和国，パナマ，パラグアイ，ペルー，ベネズエラ・ボリ
バル共和国では，この需要主導型モデルが各国事情に合わせ
てそれぞれ変形されている．技術訓練と雇用主でのインター
ンシップは，社会的融合と仕事に対する準備を確保するため，
基本的な生活スキルとその他の支援サービスとを組み合わせ
ている（表を参照）．公的入札制度を通じて契約した官民の
機関が訓練を提供し，インターンシップを手配している．
　プログラムは貧困層を対象にしており，参加者の 60％以
上が低所得世帯の出身である．受益者が修了している最高の
教育水準は中等レベルであり，参加者のなかには退学者も大
勢いる（チリの「若者」プログラムでは 50％）．雇用，性別，
年齢などほかの対象基準も適用される．ほとんどの受益者は
プログラムに参加する以前は，心許ない雇用状況を経験して
いる．アルゼンチンの場合は参加者の 83％，チリでは 57％
が失業していたのである．チリでは女子もほぼ同数参加し
ている一方，アルゼンチンでは女子の参加は最低（約 40％）
となっている．年齢的には 16-24 歳を重視しており，それが
全参加者の約 70％を占めている注 109．

雇用
　プログラムのおかげで，特に女子の参加者が修了と同時に
就職できる確率が上昇している．アルゼンチンでは，若い成
人の女子（21 歳以上）が就職できる確率は比較グループに
関して約 10％の上昇を示している．チリでは，雇用の確率
が 21％ポイント上昇し，特に 21 歳未満の若者には大きな効
果があった．

賃金
　アルゼンチンでは，プログラムのおかげで月給は比較グ
ループに関して約 10％上昇し，特に若い男性と成人女性に
は好影響があった．チリでは，ある研究によれば，公式部門
を筆頭に賃金にはマイナス 8.8％という負のインパクトがあ
るとされた．しかし，その後の研究では，賃金には 26% に
達する大きなプラスの効果があり，特に 21 歳未満の若者に
対する効果には著しいものがあった．賃金に対するインパク
トを絶対額でみると男子のほうが大きかったが，プログラム
参加の前後を比較した場合には，女子のほうが男子を若干凌
駕した．

費用便益
　参加者 1 人当たりの基本的なコストと雇用や賃金に対す
る効果を所与とすれば，プログラムの純現在価値（NPV）を
計算することができる（割引率について通常の 5％を前提）．
アルゼンチンとチリのプログラムはコストが高いものの，
NPV はプラスとなっており，チリのほうがアルゼンチンよ
りも大きい．この計算が参加者の健康面への好影響やリス
キーな行動の減少など，プログラムの外部性を考慮していな
い点に留意することが重要である．その意味では，推定値は
NPV の下限値を示唆するにすぎないといえよう．また，逸
失賃金を除き，直接費用を負担する当事者（公的資金）と，
プログラムから利益を享受する当事者（参加者）が異なって
いることにも注意したい．

出所：Aedo and Nuñez (2001); Aedo and Pizarro Valdivia (2004); de Moura 
Castro (1999); Elias 他 (2004); Inter-American Development Bank (2005); 
Santiago Consultores Asociados (1999)．

アルゼンチン
「若者プロジェクト」

チリ
「チリの若者」

対象（人） 116,000 165,000
トレーニー 1 人当たりコスト 2,000 730.93
個人の利益
　雇用効果（％ポイント増加） 10 21
　賃金効果（％ポイント増加） 10 26

プログラムのコストとインパクトは国ごとに違う

ボックス 4.7「若者」プログラムは一部の若年障害者について，雇用と賃金を増加させた
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立証済み・成功 有望だが未立証 成功の可能性小
機会
雇用創出 貿易開放：若者集約的輸出部門（イン

ドネシア，ベトナム）
市場指向型改革（スロベニア，エスト
ニア）
一般的な労働市場改革（コロンビア）
最低賃金があまりに拘束的な場合には
若者の最低賃金を引き下げる（チリ）

低スキル・失業中の若者を対象とした
賃金補助と民間部門インセンティブ

（ハンガリー，ポーランド，チェコ共
和国）

教育を受けた人に公共部門職を保証す
る制度（モロッコ，エジプト，スリラ
ンカ，エチオピア）

（あまりに高い最低賃金）抑制のため
の賃金設定機関（チリ，ブラジル）
過度に制限的な雇用保護法（チリ，ラ
テンアメリカ・カリブ諸国，OECD
諸国）
労働市場の部分的改革（若者について
だけ雇用保護削減，あるいは臨時雇い）
は若者の移動率を上昇させるが，市場
を分断化する（フランス，スペイン）

児童労働の削減 児童労働に弱い子供向けの条件つき現
金移転（ブラジルの PETI，メキシコ
の PROGRESA，エクアドルの人間開
発債プロジェクト［BDH］）

移動の円滑化 農村部の非農業雇用に対する支援（台
湾の農村部における製造業振興）

農村部からの移住者制限

能力
スキル開発 徒弟制度プログラム：ドイツで成功，

途上国では未立証
師匠に新技術へのアクセスがある伝統
的な徒弟制度（ケニアの「ジュアカリ」
プログラム）
企業ベースの訓練（ガーナ，ケニア，
ジンバブエ）

新しい徒弟プログラム（イギリスと
オーストラリアでは新しいサービス部
門における徒弟制度を提供）
非公式部門における伝統的な徒弟制度

（サハラ以南アフリカでの成果は不透
明）
スリランカの「就職ネット」という就
職斡旋機関訓練引換券（マレーシア）
訓練機関を改革して官民の提供者間に
競争を導入（モーリシャスの産業職業
訓練庁，チリの SENCE）

スロベニアの資本供与プログラム（企
業家向け）

自営業 自営業支援（ハンガリー，ポーランド）
企業家精神の振興（アルゼンチン・ブ
ラジル・チリ・メキシコ・ウルグアイ
の「努力」プログラム）
ブラジルの企業家向け官民パートナー
シップ（「ソフテックス」）
チリの CORFO，ブエノスアイレスの

「企業化１」と「企業化 2」
障害の若者に権限付与（パキスタンの

「独立生計センター」）
セカンドチャンス

訓練，就職斡旋，助言，その他を提供
する包括プログラム（アメリカの「職
業部隊」，アルゼンチン・チリ・ペルー・
ウルグアイの「若者」プログラム）
公共事業プログラム（低所得国では低
スキル・失業中の若者が対象）
アルゼンチンの「プロ雇用」は公共事
業と賃金補助の組み合わせ

訓練，ソフトスキル，インターンシッ
プを含む「参入 21」プログラム（ラ
テンアメリカ・カリブ 18 カ国）
障害者の若者を労働市場に再融合（ハ
ンガリーのサルバビタ財団による雇
用・職業経験を支援するプログラム）
AGETIP（セネガル）の若者向け公共
事業
ペルーの「集団的開発」
公的雇用サービス（韓国，フィリピン，
タイ）

表 4.2　若年雇用政策の指針とプログラムの実例
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要主導型のアプローチが民間の参加を促進し，提供者相互間で競争が促

進されるということである．「若者」モデルをほかの途上国に移転する

ためには，分権化したプログラムを管理し，訓練機関と参加企業の目標

と運営を調整する強力な制度が必要とされる．また，コースやインター

ンシップの質と訓練機関のパフォーマンスを継続的に評価していくこと

も必要となる．

　　　　　　　　　　　―――――――――――

　要約すると，仕事に行く途上にある障害物は，若者自身と開発や貧困

削減の努力に対して何らかの意味をもっている．政策当局としては，若

者があまりに若くして仕事に行くのを遅らせ，労働力化するのを円滑に

し，より良質な職に移動するのを許容するための戦略を考案する必要が

ある（表 4.2）．すべての諸国で，投資環境が改善し，労働市場がうま

く機能し，農村部の非農業部門が拡大すれば，全ての人に対して雇用機

会が拡大するなかで，若者は大人よりも恩恵を享受するだろう．ほかの

介入措置は若者だけを対象とし，各国の事情に適合するよう設計された

ものである．

中所得国では，労働市場制度を改革して新規参入者をもっとうまく

受け入れ，企業が若年労働者を採用する財政インセンティブを提供

すれば，若者の機会を拡大するだろう．学校と職場の間にもっと橋

を構築して，情報アクセスを拡大すれば，このような機会を活用で

きる若者の能力が高まるだろう．

低所得国では，設計のよい公式および非公式の徒弟制度を通じて，

基本スキルをベースとして拡充していけば，労働市場におけるニー

ズの変化に対応する形で適合性を改善でき，若者の仕事への過渡期

の円滑化に役立つだろう．公共事業プログラム，賃金補助，インター

ンシップ，訓練を組み合わせれば，もっとも脆弱な者を生産的な雇

用に再融合するための踏み台を提供できるだろう．

•

•
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OECD諸国における若年失業は需要の低迷と政
策の悪さによるもので，ベビーブームが原因では
ない
　第 2 次世界大戦終結から 1 年経過してから，その後の
20 年間にわたり，G7 諸国は未曾有の出生率上昇を経験し
た．その結果，1960 年代半ばから 80 年代前半にかけて，
異常なほど大量の若者が労働市場に参入した．そのピーク
は 1967-73 年で（図 1），それ以降，労働市場に占める若
者のシェアは漸減傾向にある．
　ベビーブーム集団の若者は，1990 年代に労働市場に参
入した比較的小さな若者集団と比べて，就職にずっと苦労
したのではないかと思われるかもしれない．しかし，真実
はまったく逆である．G7 諸国における若年失業率の平均
は，ベビーブームのピーク時を 7％ポイントも上回ってい
る．これとは対照的に，G7 諸国の成人失業率の上昇幅は
2％ポイント未満にとどまっている．
　ベビーブーム集団が労働市場に参入したことを受けて，
若年失業率は小幅ではあるものの確かに上昇した．しかし，

失業率は労働市場の堅調さにより大きな影響を受けたの
である

注 1
．若年失業率は景気循環にきわめて敏感である．

若年層は労働需要が拡大すれば恩恵をこうむるが，経済が
不況に陥ったり，あるいは成長率が鈍化すると，不釣合い
なほど不利益をこうむる．OECD 諸国からの教訓の 1 つは，
OECD 諸国における年長の労働者にかかわる失業率上昇で
見て，労働需要が少しでも軟化すると，学校から職場に至
る過渡期が著しく困難になるということである．

失業に関しては教育水準が低い若者と少数民族の
若者が最大の困難に直面する
　若者は教育程度が高すぎて，就職可能な仕事には学歴が
ありすぎるということなのだろうか？　その答えはノーで
ある．教育程度が低いほど，スキルと求人との間で大きい
ミスマッチが生じているのは明らかだ．どんな先進国でも，
学校教育の年数が長いほど失業率は平均して低くなってい
る．
　教育水準の低い人が直面する不利は，職業訓練によって
も減らすことができないようである．仕事へのアクセス
に関する格差はずっと継続する．というのは，教育程度
が高いほうの人が職業訓練の機会を奪ってしまうからだ．
OECD 諸国では，大学卒業者が訓練を受けられる確率は
高等学校中退者の 7 倍にも達しているのである．同様に，
訓練アクセスに関しては，識字能力の高いグループと低い
グループの間でも非常に大きな格差が存在している．
　OECD 諸国の失業率を見ると，少数民族の若者はいつも
高くなっている．そのようなグループは不況や新規の雇用
創出の制限につながりやすい政策によって，特に不利にな
る．そもそも教育修了に関してさえきわめて不利な立場に
あり，それが労働市場における差別がらみの不利を倍加さ
せている．フランスでは，政府の統計では民族性を認めて
いないが，少数民族が集中している都会の一帯では，若年
失業率は約 40％とそうでなくても高いフランスの平均水
準のほぼ 2 倍に達している．

若年失業率が高いと，若者と国にとって恒久的な
損害をもたらす
　初期の失業は若者に恒久的な傷を残し，その結果として，
後の人生で就職がむずかしくなるのだろうか？　その答え

　第 2 次世界大戦後の OECD 諸国のベビーブームは，大規模な若者集団をどうやって労働市場に吸収したら
いいのか，ということに関して教訓を提供してくれる．どのグループがもっとも影響を受けるのだろうか？　
どのような政策がもっとも若者の助けになるだろうか？　政策の選択が悪い場合，大規模な若年人口そのもの
よりも，若年雇用の先行き展望がより大きなダメージを受けるのだろうか？ 
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図 1　G7 諸国の今の若年失業率はベビーブーム期を上
回っている

失業率（％） 対労働力比率（％）

失業率：15-19 歳 （左軸 ）
失業率：20-24 歳 （左軸 ）
15-24 歳人口の対 25-64 歳人口比率
（右軸 ）

出所：Labor Force Statistics に関して OECD データベース
が提供しているデータに基づき筆者作成．
注：図中の影の部分はベビーブーム世代の参入がピークを迎え
た時期を示す．

ベビーブームは雇用の爆発的拡大につながるか？
OECD諸国ではそうではなかった

スポットライト
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はさまざまである．アメリカでは，ほとんどの研究によれ
ば，学校卒業後の一時的な失業は先の人生で失業が継続す
るということにはつながらない．これは失業から雇用への
移行率がきわめて高いというデータと整合している．若年
労働者の 46％は 1 カ月後には雇用されている．
　フランス，ドイツ，イギリスにおけるこの移行率はこれ
よりずっと低く，4-14％のレンジ内にあり，別のデータ
によると，初期の失業は持続的な失業につながっているこ
とが示されている．フランスの失業者の 3 分の 1 は 1 年
以上にわたって失業中であるが，この数字はアメリカでは
8.5％に対応する．初期の失業が後の雇用の安定性に及ぼ
す持続的な悪影響は，フランスでは 7 年間も続くのに対
して，アメリカでは 2 年間となっている

注 2
．持続性は景

気循環に対応しているようで，雇用が拡大している経済状
況下では，初期の失業による恒久的な損害は小さくなる．
加えて，初期失業が傷跡を残す効果は，教育程度が低い人
ほど，また社会的弱者の場合ほど大きい傾向がある

注 3
．

　若年労働市場が軟調な場合，他の過渡期も遅らせるよう
である．ヨーロッパでは，家を出て独立する平均年齢が特
に南ヨーロッパ諸国では高くなっている．イタリアでは，
18-30 歳の男子の 80％はまだ親と同居している．これは
アメリカの 25％という数字とは対照的である．OECD 諸
国全体で見ると，結婚の平均年齢が上昇する一方，1 世帯
当たりの子供の数は減少している．
　このような過渡期の変化については，若年労働市場の軟
化が少なくとも一役買っている．若者は不況期には親の家
を出て行く時期を遅らせるものである．各国における若年
市場の堅調さが違うことで，各国間で家を出て独立する年
齢が違っているのを説明することができる

注 4
．ドイツと

スペインでは，若者の雇用状況と労働賃金が改善すると，
家を出て行く若者の割合も大幅に上昇している

注 5
．

　若者は合法的雇用へのアクセスが制約を受けると，非合
法活動に従事する可能性がある．アメリカとイギリスの研
究によると，低スキル若年層の賃金軟化と犯罪行為の増加
との間には相関関係がある

注 6
．若年層の長期失業と犯罪

は連動しているとする研究も若干ながら存在する．ただし，
それは，少数民族のコミュニティでは若年失業率が高いこ
とについて不満があり，それが暴動の一因として貢献した
という引用である．フランスの最近のある研究によれば，
若年失業率が高い都市では強盗，窃盗，麻薬犯罪の発生率
が高い

注 7
．

雇用保証を保護する努力は若者の助けにならず妨
げになることもある
　若年失業問題は雇用維持を目的とした政策によって
悪化しているようである．多くの諸国が雇用保護法制

（Employment Protection Legislation：EPL）を制定して，
企業が労働者を解雇するのをむずかしく，あるいは高コス
トにしている．このような政策は労働需要の変動に伴う所

得損失から労働者を保護することを企図したものである．
しかし，この法制は企業による労働者の雇用コストを高く
もするため，EPL が厳しいと新規雇用の創出テンポを抑制
することになる可能性が高い

注 8
．

　このような EPL の悪影響は，ほとんどが初めての求職
者で構成されるグループがこうむっている．つまり，若者
がとりわけ不利をこうむっているのである

注 9
．EPL は雇

用の新規創出を遅らせるため，初期の失業が後の人生の雇
用展望に与える持続的な悪影響を強めることにもなる．
　雇用保護法制が厳格でも，年長の労働者にとっては失業
問題を引き起こしていないようであり，年下の労働者との
競争からむしろ隔離している（図 2）．若年層の大小にか
かわらず，EPL の厳格化と若年失業率の上昇は相関関係を
示している．
　最低賃金を高水準に設定したり，組合と交渉した賃金を
非組合員にも適用するといった，賃金の弾力性を削減する
法律に関しても，同様の結果が妥当する．そのような政策
によって労働者相互間の賃金不平等は縮小するものの，学
校教育のない，あるいはそれ以前の労働市場経験のない者
を採用するのがあまりにも高価になってしまうリスクがあ
る．
　この 15 年間にわたって若年労働市場が堅調であった諸
国（アイルランド，オランダ，ニュージーランド，イギリ
ス，アメリカ）の多くでは，賃金格差も拡大傾向にあった
ようである．これは次のことを意味している．賃金の弾力
性は経済がショックを調整するのを助け，若者に対する新
しい雇用の機会を生み出したが，それは所得格差の増大と
いう代償を払ってのことある

注 10
．

　EPL が厳格な諸国では，解雇に関する規制を免れている
臨時職や有期職の増加をしばしば経験している．これでは
新規雇用は増加するものの，二重の労働市場を作り出して
しまう．すなわち，主として「内部者」（年長の男性労働者）
が押さえている保護された雇用と，「部外者」（女子，少数
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図 2　OECD 諸国の雇用保護は大人には有益でも若者に
は有害（2003 年）

失業率（％）

若者

出所：OECD (2004) に掲載されている情報に基づき筆者作成．
注：図中では若者は 15-24 歳，大人は 25-54 歳．EPL との回帰係数は
若者について 0.32，大人について 0.27 となっている．図中の各点はそ
れぞれ 1 カ国に対応している．

大人

OECD 雇用保護法制（EPL）指数
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民族，若者）が押さえている臨時職とに分断化される．内
部者としては，雇用保護を維持・拡充するインセンティブ
があり，それは若者を筆頭とする部外者を犠牲にしながら
も，みずからの職を守ることにつながる．おそらく，それ
が一部の国を例外としてすべての諸国が，若年失業率が非
常に高いにもかかわらず，雇用保護法制を緩和するのが困
難な理由であろう．

若年労働市場を是正する努力の成果は不透明
　OECD 諸国では，さまざまな政策で若年雇用問題を是正
しようと試みてきている．不成功に終わったと見られる政
策の 1 つは，年長の労働者に退職を勧奨することによって，
若年雇用のために「場所を空ける」という試みである．限
られたデータによれば，年長者と若者は生産においては補
完的なのであって，代替的ではないことが示唆されている．
男女の退職年齢が高い諸国ほど，若い男女の雇用率も高く
なっている

注 11
．同様に，フランスにおける労働時間を制

限して，企業に追加的な労働者の採用を強制するという努
力も，目立った雇用の増加につながっていないようである．

　OECD 各国は平均すると GDP の約 2％を積極的な労働
市場政策に支出しているが，そのなかで最大の項目は職業
訓練である．しかし，公共支出はその約 10 分の 1 しか占
めておらず，民間の訓練は教育水準が高い人向けがほとん
どである．事前の教育が十分な水準に達成していない人に，
民間による訓練が重要なセカンドチャンスの選択肢を提供
してくれるという可能性は低い．公的補助金による訓練も
受益者の教育程度が高いほど成功している傾向にある．
　ヨーロッパにおける若年訓練プログラムの経験によれ
ば，雇用への移行は改善したものの，賃金に対するインパ
クトはやや不透明である

注 12
．

　そのほかの積極的な労働市場政策のなかでは，就職支援
サービスと賃金補助は不利な状況にある若者の雇用率引き
上げにとってもっとも有望なようであるが，公的な雇用プ
ログラムはうまく機能していない．さらに，失業給付金が
積極的に求職活動を行い，求人があったら前向きに受諾す
ることが条件となっている諸国では，若者の就職が比較的
うまく行っている，ということを示すデータもある

注 13
．
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　死亡率をベンチマークにすれば，若者は健康的なグループであり，現

在の若者は歴史上のどの時期よりも健康的であるといえる．これはいっ

そうの投資と成長にとってはまたとない機会を意味する．途上国の若者

の死亡率は 3％未満であり，過去 20 年の間に著しい低下をみせており，

幼児や大人と比べれば非常に低くなっている注 1．

　しかし，平均死亡率は指標としては誤解を招きやすい．というのは，

後の人生で健康をリスクにさらす行動を反映していないからだ．より適

切な指標というのは，喫煙，薬物使用，過度のアルコール摂取，性感染

症の可能性を高めるような性的行動，食事法や肉体運動不足などの行動

も反映したものであろう．このような行動は若者がまだ若い時でも自分

自身に影響が出てくる．例えば，無防備な性交は HIV 感染あるいは予

期せぬ妊娠につながることがある．しかし，肺がん，糖尿病，心臓病な

ど非伝染性疾患の場合，悪影響の多くは若者が大人になった際に初めて

顕在化する．

　健康はすべての若者に平等に入手可能なわけではない．若者の死亡率

は平均では非常に低くて，若者はかなり健康的ではあるものの，貧困国

では若死にする可能性がずっと高い．平均的な 15 歳の少年が 60 歳の

時に生きている確率は，西ヨーロッパや北アメリカでは 90％であるの

に対して，サハラ以南アフリカではエイズなど感染症の蔓延が主因でわ

ずか 50％にとどまっている．エイズ禍の打撃が最悪の諸国では，その

確率はわずか 20％にすぎない注 2．

　現代の若者には，まったく違った環境下にあるおかげで，かつてに比

べるとずっと幅広い選択肢へのアクセスが可能である．そのため適切な

選択をし，自分の健康をリスクにさらす行動を回避することが，かえっ

て困難になっている．健康にかかわる決定の結果や不健康を回避する方

法に関する認識が，特に女子を中心に若者の間では非常に低い．その認

識がある人のなかでも，安全な行動を実際に採用する人の割合はほんの

わずかにとどまっている．つまり，若者は自分の健康をリスクにさらす

行動については，情報に基づかない決定を行う可能性が高いということ

である．

　思春期のリスキーな行動は将来の長期間にわたって，生産的な人的資

本を涸渇化させることがある．アメリカでは喫煙がピークを打ってから

長い時間がたっているのに，タバコがあらゆる肺がん死の唯一最大の原

因であり，死亡した人の半数はまだ中年である．現在，途上国のなかに

は，全若者の半分近くが喫煙している国もある．同じく，HIV は 10 年

健康的な大人になるchapter 5
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間の時間差をおいてエイズに発展するため，働き盛りの人々が犠牲にな

る．多くの途上国では，この新しい HIV 感染は特に若者を襲っている．

エイズやがん，糖尿病，心臓病などの慢性病の治療コストは膨大であり，

その治療は往々にして無効なのである．

　生産的な人的資本の将来的な損失や将来的な保健ケア支出の増加を回

避するための最善の方法は，まだ習慣が形成過程にある若い時に健康行

動を是正することである．若者の健康改善を促進するための政策には 3

つの柱がある．第 1 は，若者に対して，自分の行動に関して情報に基

づいた選択をするのを助けるために知識を提供し，仲間やパートナー

と安全な行動を交渉するのに役立つスキルを提供することである．第 2

は，若者が健康的な行動を実践する環境を作り，リスキーな行動をコス

トが高くつくようにし，そのような機会を制限することである．第 3 は，

健康に悪い決定あるいは環境によって傷ついた若者に対しては，医療

サービス，治療，リハビリ訓練を提供することである．このようなサー

ビスへのアクセスを拡大すれば（望んでいない妊娠，肥満，薬物中毒な

どに対処するため），長期的な悪影響を最小化でき，より良い健康につ

ながるだろう．

　若者が直面している健康問題は世界中でそれぞれ異なっている．「世

界疾病負担」（Global Burden of Diseases）プロジェクトが示すところに

よれば，若者の死亡と障害の主因は，ラテンアメリカでは負傷，サハラ

以南アフリカでは HIV/ エイズとなっている注 3．本章では，すべての若

者の健康問題に共通する要因に焦点を当てる．個別の健康面での成果に

焦点を当てるのではなく，本章では若者のより健康的な行動を奨励する

政策を立案するための枠組みを提示したい．

若者の健康の増進は経済成長を刺激し，貧困や保健ケア
支出を削減する
　12-24 歳の若者の死亡率は 3％未満で，若者は総じて健康ではあるが，

健康を維持して大人になるまで生存できるかどうかは，若い時の行動が

主因でリスクにさらされている．早死の 3 分の 2 近く，大人の病気の

3 分の 1 は，若い時の状態ないし行動と関係があると推定されている注 4．

若者に健康的な行動を奨励する政策は，大人になった時の生産性と健康

が改善されることによって，経済にも波及効果をもたらすだろう．

貧困削減と経済成長に及ぼすインパクト
　若い時期の健康に対するリスキーな行動は，将来の長期間にわたって，

経済から生産的な人的資本を奪うことがある．アメリカでは，男性によ

る喫煙の蔓延は 1945 年以前にピークを打ったが，それ以降，喫煙率は

ほぼ横ばいに推移したにもかかわらず，肺がんによる死亡はほぼ 4 倍に，

喫煙者に限定すれば 20 倍に増加した（図 5.1）．若者の半数が喫煙者で

ある途上国のなかには，20-30 年間にわたり膨大な保健コストに直面す
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る国が出てくるだろう．

　アルコール摂取や薬物使用が過度になると，生産性が

低下し，企業や個人にとって無断欠勤など健康関連コス

トが増大する注 5．薬物乱用はちょうど労働力化しつつあ

る 18-25 歳の若者に集中している．薬物の乱用は求職活

動を困難なものにし，失業は薬物の乱用をより魅力的な

ものにする可能性がある．失業と違法薬物使用の間には，

先進国と途上国の双方で強い相関関係がみられる．コロ

ンビアでは，コカイン使用の浸透率は失業者の間で 4.1％

となっているが，被雇用者の間では 0.4％にとどまってい

る注 6．ロシアでは，アルコールの過剰摂取は失職の可能

性を高めている注 7．若者の間でアルコール摂取比率が高

い国ほど，若者の自動車事故死や自殺の比率が高くなっている．南ア

フリカやブラジルでは，殺人や交通事故による死亡の半分以上につい

て，血中アルコール濃度が法定上限を超過していた注 8．途上国では，

交通事故が死傷の主因なのである．低所得国および中所得国では，事

故による損失コストは年間 650 億ドル，国内総生産の 1-1.5％にも達

している注 9．

　これとは対照的に，安全で健康的な行動は，生産的な人的資本およ

び社会資本への投資増加を奨励することになるだろう．平均余命が長

くなれば，中等学校への投資増加につながる可能性がある．それは

HIV/ エイズによる死亡が増加すれば，過去の世代の時に蓄積された子

供に対する投資の利益が減少するのとちょうど同じである．HIV とエ

イズは貧困層の貯蓄と生産的な実物資本にかかわる投資を減らし，し

たがって，若者が貧困を脱却できる可能性も低下する注 10．アフリカの

親たちは HIV/ エイズによる死亡リスクの高まりに対して，もっとたく

さんの子供を作り，1 人 1 人に対して提供する教育を削減するという

形で対応している注 11．

保健ケア支出に対するインパクト
　中毒，運動パターン，食習慣は変えるのがむずかしいが，大人になる

に従って固定化してしまうと，変えることはさらに困難になる．長期間

にわたるインドネシアの研究によれば，2000 年の男子喫煙率は 1993

年以降 1 回でもタバコを吸ったことのある人の割合とほぼ同じであっ

た．これは禁煙した人がほとんどいないということを示唆している注 12．

習慣がまだ形成途上にある思春期に健康に対する行動を修正するのが，

保健ケア支出の維持不可能な伸びを阻止するのにずっと有効な方法であ

る．特にがん，糖尿病，心臓病など非伝染性疾病の治療は高価で，しか

も往々にして効果がない．健康面での悪い成果が顕現してくる成人期に

なると，行動も結果も変更不可能となる．

　成果を検討してみよう．喫煙していると，総合的に健康問題のリスク

が増大し，呼吸器系の疾病に弱くなり，肺がんで死亡する確率が上昇す
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図 5.1　アメリカでは男子の肺がんによる死亡は，喫煙
がピークを打ってからほぼ 40年間にわたり激増した
男性 100,000 人当たり死亡者数

肺がん
口腔・咽頭がん
食道がん
喉頭がん

出所：Centers for Disease Control and Prevention (1993)．
注：100,000 人当たりの死亡者数はアメリカの 1970 年人口の年齢別
分布で標準化してある．
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る注 13．アルコールを過剰摂取していると，アルコール依存度が高まり，

アルコール関連の負傷をしやすくなり，後の人生で心身の障害に悩まさ

れやすくなる．薬物を乱用していると，中毒，血液循環・呼吸器官・消

化器官の病気，不慮の過量摂取，HIV/ エイズ感染リスクの拡大につな

がることがある．栄養不良と運動不足は肥満につながり，そうなると

思春期と成人期を通じて，高血圧，心臓血管系の疾病，第 2 種糖尿病，

その他の各種慢性病の原因となる注 14．若くしての性交，無防備な性交，

複数パートナーとの性交などは，HIV/ エイズやその他の性感染症につ

ながりやすい．アフリカと一部のラテンアメリカ，東ヨーロッパの約 4

分の 1 では，2001 年の HIV 感染のほぼすべては無防備な性交が原因で

ある注 15．

　次にコストを検討しよう．薬物中毒者に対する保健ケアのコストは，

同年齢グループの平均的な人に対する保健ケアに比べて約 80％高くな

る注 16．ある推計によれば，喫煙による純損失は世界全体で年間 2,000

億ドルに達している注 17．国別の研究では，喫煙の純コストは GDP の

0.03-0.40％と推定されている．このコストは若い喫煙者の年齢が上がっ

て，結果が顕在化し始めるにつれて増加するものとされている注 18．

　エイズ患者のケアは HIV 陰性患者向けの財源とケアを圧迫してい

る．南アフリカではベッド不足を理由に患者が病院から追い返されて

おり注 19，ケニアでは HIV 陰性患者の死亡率が上昇している注 20．ナイ

ロビに所在するある病院について，1988-92 年における 1 日平均の入

院患者数をみると，HIV非感染者は 18％減少している一方，HIV 感染

者は 2 倍以上になっている注 21．医療従事者が一般人に比べて感染リス

クが高いという証拠はないものの，感染の恐怖，保健ケア需要の増大，

怒涛のような患者の死亡などを背景に，燃え尽き症候群にかかる人が増

加している注 22．

若者の健康増進のためには公的介入が必要である
　世界中の政府が，タバコ規制，アルコール摂取規則，食事法・栄養・

安全な性交に関する広報を通じて，リスキーな行動の削減に努力してい

る．そのような公的介入は正当化できる．健康行動に重大な影響を与え，

人々が個人的にも社会的にも劣悪な健康の決定を下す原因となっている

市場の失敗や，その市場の失敗が特に若者にとっては重大であることを

考えると，そういえるだろう．民間市場はさまざまな理由から，個人に

よる最適な決定の円滑化に役立っていない．問題の 1 つは，個々人が

自分の行動の長期的な結果に関して，不完全な情報しかもっていないと

いう点にある．まず，人々は自分の行動にかかわる悪い結果に直面する

のかどうか，いつそうなるのかがわかっていない．無防備な性交とタバ

コやアルコールの過剰摂取はリスキーであるが，若者にとってはその

リスクを定量化するのは困難である（ボックス 2.7 および 2.9 を参照）．

リスキーな行動でも短期的には魅力的ないし好都合かもしれないし，そ

のような行動を試しても安全だと確信している，あるいはそれを強制さ
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れている可能性もある．

　悪い環境や決定の成果がたとえまったく私的なものであっても，善悪

や公平性の観点から，公的措置がやはり正当化されることがある．良い

健康はしばしば価値財であるとされている．人々がどう考えていようと，

人々にとって社会的に有益なものとして認められているということであ

る．公平性も重要である．貧困層は非貧困層に比べると健康でない可能

性があるからだ．これは平均余命の格差にもっとも明白に現れている．

ブラジルでは，最貧 20％層出身の 10-19 歳について平均余命をみると，

男子は 38.9 歳，女子は 35.8 歳となっている．これに対して，最富裕

20% 層出身の若者の場合，男子 49.7 歳，女子 53.1 歳と高くなっている．

貧困が原因で平均余命が若い男子は 12 年，若い女子は 17 年以上も短

くなっているのである注 23．

　以下，本節では，上述した市場の失敗が原因で発生しているリスキー

な健康行動について，その一部（無防備な性交，喫煙，薬物使用，アルコー

ルの過剰摂取，運動不足，不健康な食事法）に限定して検討する．この

ような分野に政府はいろいろな形で介入している一方，このような措置

は，若者が自分の行動について選択を行う際に直面する，固有の市場の

失敗に取り組めるよう設計を改善しなければならない．

健康行動，情報の不完全性，不平等
　個々人は現在直面しているリスクに関して，たとえ長期的なリスクは

理解していても，必ずしも良い情報はもっていない可能性がある．HIV

の状況などに関する情報は相手に秘匿しておくのが容易であり，多くの

感染症の場合，初期段階やもう少し悪性化した段階でも，被感染者本人

は自分の本当の状況に気づいていない．このような対人的なリスクは，

個々人が自分のコントロール外にある他人の行動が原因で被害を受ける

場合にも存在する．もっとも明らかなケースは間接喫煙である．しかし，

表面的にはまったく私的な行動が他人に影響することもある．仮にその

後の治療費が社会全体に転嫁される場合には，特にそういえる．

情報の不完全性とリスキーな性交．　多くの諸国では若者の半分以上が

性的に活動的であり，1990 年代後半から 2004 年にかけて実施された

調査によれば，15 歳になる以前に性的活動を開始した人の割合は増加

傾向にある注 24．途上国では，特に女子を中心とする若者の多くが，結

婚あるいは非公式な同棲というなかで性的に活動的であるが，多くの未

婚の若者もやはり性的に活動的である．データに基づくと，女子の初潮

年齢は低下しており，結婚の年齢は上昇している注 25．サハラ以南アフ

リカの 27 カ国に関する研究によれば，結婚年齢の上昇は婚前性交をし

ている若者の比率上昇に連動している注 26．

　結果に関する情報が不完全な場合，無防備な性交につながることがあ

る．性的に活動的な若者でコンドームを使用している割合は，無防備な

性交は世界中のどこであれ，HIV 感染について最大のリスク要因である
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にもかかわらず，半分以下にとどまっている（図 5.2）．HIV が蔓延し

ている諸国でさえ，大勢の若者は無防備な性交をしている．このような

若者は HIV 感染のリスクがより高い．HIV 感染率が比較的高いモザン

ビークでは，若者の性的活動は一般的であるが，コンドームを使用して

いる割合は低い．性的に活動的な少年のうちコンドームを使用している

人の割合は，マリの 20％からザンビアの 50％までの範囲内にとどまっ

ている．少女については，コンドーム使用の割合は結婚している人より

も，性的に活動的な未婚者のほうが高い．ウガンダでは，最近の性交で

コンドームを使った少女の割合は，未婚者では 50％強であったのに対

して，既婚者ではわずか 3％にとどまっている．

　コンドーム使用の割合が未婚の女子よりも既婚の女子の間で低いの

は，後者は妊娠を計画しているからかもしれない．しかし，ブルキナファ

ソ，ケニア，ザンビアでは，コンドームを使用しなかった既婚の女子の

なかで，2 年以内の妊娠を計画していた人の割合は 3 分の 1 以下にと

どまり，残りは妊娠を回避しようとしていた注27．無防備な性交をすれば，

既婚の若い女子でも感染するリスクが高まる．サハラ以南アフリカに関

する最近のデータによれば，HIV 感染が若い既婚の女子の間でもっとも

高い増加率を示している．これは主として，年下の女子は年上の男子と

結婚しているが，その男子が（婚外のパートナーとリスキーな性交をす

ることによって）感染している可能性が高いからであろう注 28．ウガン

ダ農村部に関するある研究では，20 歳未満の女子について，既婚者の

HIV 感染率は未婚者の 3 倍に近かった（17％対 6％であった）注 29．

権力の不平等とリスキーな性交．　リスキーな性活動の可能性は貧しい

若者のほうが高い．安全な性交の交渉に関して弱い立場にある，ある

いは強制的な性交や交換条件の性交を経験する可能性が高いからだ注 30．

強制的な性交は若い女子を HIV やほかの性感染症のリスクにさらすこ

とになり，さらに，そのリスクは肉体的な暴力に伴う負傷によって高ま

図 5.2　性的に活動的な若者は，HIV 感染率が高い国でもコンドームを使用していない
%

ジンバブエ

出所：1997-2004 年に実施された人口動態保健調査．
注：左軸の数値は直近の性交でコンドームを使用したと回答した 15-24 歳の者の割合．
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ることになる注 31．南アフリカのソウェト州にある産婦人科病院に検診

に来た女子の 20％以上が，金品との交換条件で「第 1 位ではない」男

性パートナーと性交をしたと回答している注 32．世界中の人口動態家計

調査に基づくデータによれば，15-19 歳の未婚女子の 13％は調査直前

の 4 週間内に，金品との交換を条件に性交をしていることが示されて

いる注 33．

　アフリカでは，あるいはそのほかの状況下で，「おじさま」という現

象が一般的に見受けられる．サハラ以南アフリカに関する 45 件の研究

によれば，未婚の年長者との性交は多くの諸国で思春期の女子には広く

認められてい注 34．HIV の蔓延を受けて，感染を避けるために，年上の

男子が年下の女子と性交をする割合が増えたということを示すデータす

らある注 35．取引として性交をしたと回答した女子は，年齢やパートナー

数を制御すると，HIV 陽性である確率が 50％も高くなっている．

健康行動，習慣形成，および不可逆性
　若者に情報が欠如している一因は，経験不足にある．思春期は実験の

時期である．この実験はアイデンティティや帰属心を形成するだけでな

く，行動，選択肢，結果に関する情報を修得することも目的となってい

る．人間は老若にかかわらず，行動を選択するが，それがもたらす喜び

や利益は異なるからだ．このような行動がもたらす喜びのなかには刹那

的である一方，コストのほうは持続的なものもある．実験は習慣や中毒

につながり，そうなると，破滅的で，打破するのがきわめてむずかしく

なることがある．

　選好は時とともに変化するかもしれないが，行動は不可逆的な

結果をもたらすこともある．現在の若者は将来的には，特に結果

に苦しみ始めた時には，若い頃に違った決定をしておけばよかっ

たと思う公算がきわめて大きいであろう．このような悪影響の多

くにおいて，若いときの行動が原因で起こる障害を後の人生にお

いて取り消すのは不可能である．特にがん，糖尿病，心臓病など

の非伝染性疾病は，治療が高価であるにもかかわらず，効果がな

いことが多い．

アルコール，タバコ，薬物．　アルコールは世界で一番広く摂取

されている薬物である．過去 1 年間にアルコールを摂取したこ

とのある人の割合は，15 歳以上についてみると約半分に達して

いる注 36．パターンの解釈はむずかしい．適度の飲酒は若者の場

合でさえ，一般に是認されている国が多いからである．飲酒の経

験があると回答した若者の割合は 60％を超えており，そのうち

10-30％は暴飲している（図 5.3）注 37．イギリスでは，16-24 歳

の若年層が総人口のなかで最大の酒飲みであり，禁酒の可能性が

もっとも低い年齢層となっている注 38．途上国に関する限られた

資料からは，若者がもっと年下の頃からアルコールを飲み始めて

10060200 40 80

図 5.3　15-19 歳の飲酒が一般的な諸国もなかには
ある

ポーランド
イギリス

デンマーク
ノルウェー
スロベニア

チェコ共和国
ロシア連邦（モスクワ）

クロアチア
フランス
キプロス

ハンガリー
ブルガリア
ウクライナ

ギリシア
リトアニア

スロバキア共和国
ポルトガル
ルーマニア

％
出所：Hibbell 他 (2000); Bloomfield 他 (2003) のデータに基づき
算出．
注：「暴飲」は立て続けに 5 杯以上の飲酒をすることと定義され
ている．

過去 1 年間に飲酒
過去 1 カ月間に 3 回以上の
暴飲



174　世界開発報告 2007

いることが示唆されている．少年は少女よりも飲酒，しかも暴飲の可能

性が高い．ただし，少女の飲酒が少年と同じ水準に接近している，ある

いは凌駕している国（特にラテンアメリカ）もなかにはある．

　アルコール摂取開始の年齢が早いことと，アルコール依存度やアル

コール関連傷害の両方が増加していることとは関連している．南アフ

リカの 3 都市の病院を調査したところ，外傷センターを訪れた患者

の 61％はアルコール陽性反応がある．その数字は暴力沙汰の場合は

74％，交通事故は 54％，ほかの事故による外傷では 30％となってい

る注 39．アルコールや薬物を乱用する若者は罪を犯す確率が高く，薬物

乱用は暴力に関しては最大のリスク要因である注 40．南アフリカの 3 都

市にある 9 か所の警察署で逮捕された 960 人を調べたところ，そのう

ちの 22％は犯罪が起こったとされる時点に，アルコールの影響下にあっ

た注 41．

　1 人当たりのタバコ消費量は先進国では減少傾向にあるが，多くの途

上国では男女とも増加傾向をたどっている．1970-90 年でみると，タ

バコ消費量は低所得国および中所得国では年率約 3.4％増加していたと

推定され注 42，かなり若い時から喫煙し始めている注 43．紙巻タバコ，パ

イプタバコ，噛みタバコのうち，どれを使用しているかは，国により大

きく異なっている（図 5.4）．インドネシアの喫煙者はほとんどがクロー

ブ（丁子）タバコを愛煙しているが，これはタール，ニコチン，一酸

化炭素の含有量がアメリカのタバコの 2 倍ある．また，15-19 歳の喫

煙比率は 1993 年の 32％から，2000 年には 43％に上昇している注 44．

喫煙していると回答している少女は少年よりも少ないが，途上国全体で

は少女の喫煙率は上昇傾向にあるようだ注 45．

　違法薬物を試している若者は少なく，常習者としていろいろ問題が出

てくる人となればさらに少ない．しかしながら中毒や，限定的な使用で

も重大かつ命に関わるような状態になるのを回避するためには，実験的

な使用を防止する措置が必要であろう．先進国か途上国かにかかわらず，

若者は大麻，アンフェアミン，コカイン，ヘロインを試し，溶剤，接着

806040 50 7020 30100

図 5.4　多くの若者，特に男子が喫煙している

インドネシア
ベトナム
ネパール

ロシア連邦
アルメニア

メキシコ
ケニア

ザンビア
ウガンダ

ハイチ
女性 男性

%

出所：インドネシアは 15-24 歳に関する Adolescent and Youth Survey (2002-03)，メキシコの喫煙
率は都市部の 14-22 歳に関する調査，ベトナムは Ministry of Health and General Statistics Office, 
UNICEF, and WHO (2005) による 14-25 歳に関する調査，ロシアは 15-24 歳に関する Longitudinal 
Monitoring Survey (Round 6) に基づく．これ以外は，2000-04 年に実施された 15-24 歳に関する
MEASURE Demographic and Health Surveys から入手．
注：数値は現在，紙巻タバコ，パイプタバコ，その他タバコ製品を吸っていると答えた人の割合を示す．
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剤，ガソリンを吸引している．揮発性の化学物質の吸引は政策当局は比

較的ないがしろにしているが，きわめて危険であり，急激な吸引は致命

的なことがある．若者は溶剤乱用の可能性が高い．家や店で簡単に入手

できるからで，特に浮浪児が危ない（ボックス 5.1）．

　違法薬物の使用は先進国のほうがはるかに多いが，途上国でも増加し

ている．中央アジアを筆頭に多くの地域では，普及度は先進国の水準に

近づきつつある注 46（若者の薬物乱用に関する推計値は，唯一入手可能

な学校の生徒を中心とする小規模な研究に基づいている）．注入薬物使

用者は世界全体で 1,300 万人おり，そのうち 78％は途上国と体制移行

国に集中しているが，ほとんどが若者であると推定される注 47．それ自

体が致命的であることに加えて，注入薬物使用は感染針の共有や体液の

やり取りを通じて，HIV に感染するリスクを高めている．

食事法と運動．　座っていることが多い生活スタイルに，塩分や飽和脂

肪の摂取過多と野菜や果物の摂取過少が組み合わさると，肥満，高血圧，

高血中コレステロール，心臓病や糖尿病など非伝染性疾病になることが

ある．悪い食事法は世代を超えて伝わっていく．栄養不良の母親が生ん

だ子供は，大人になった時，太りすぎ，つまり肥満になるリスクが非常

に高い注 48．

　悪い食事法と運動不足が健康面でもたらす結果は，一般には豊かさの

病気であると考えられてきた．しかし，このような非伝染性疾病は豊か

な国の生活スタイルの病気というにはほど遠く，食料アクセスが改善し，

食事法が変化するという形で，社会経済的に急速な改善を経験している

人々の間ではかなり一般的なようである注 49．中国，エジプト・アラブ

共和国，インド，メキシコ，フィリピン，南アフリカのデータをみると，

過去 20 年の間に，飽和脂肪，糖分，精製食品の多い食事法への大きな

シフトが明らかである一方，穀物，野菜，豆類，ナッツのシェアは横ば

いないし低下している注 50．

　肥満は低所得国や中所得国でも急速に一般化しており，特に貧困層で

　WHO の薬物乱用局は，浮浪児（street children）につい
て揮発性物質の吸引が特に問題であると指摘している．途上
国の浮浪児の間で有機吸入薬の使用がほぼ普遍的になってい
ることに対処するためには，防止策や介入策が緊急に必要で
あると勧告している．
　カイロでは浮浪児が多く，しかも急増している（2001 年
現在 15 万人）．調査対象者の約 3 分の 2 が薬や溶剤を常用
している．違法物質を摂取した者のうち，97％はシンナー
遊びをしたことがあると回答している．ほかの物質としては，
大麻，ハシュシュ，溶剤，処方薬などがある．薬物を摂取す
る理由としては，仲間の圧力，ストレス解消，安眠，苦痛・
暴力・飢餓を凌ぐためなどがある．非浮浪児を直接比較した
研究はないが，エジプトの大学生による最近の研究によると，

非浮浪児の場合，大麻の経験者は 7％，溶剤は 18％である
ことがわかった．
　パキスタンのカラチ，ラホール，ペシュワール，クエッタ
における 15-16 歳の浮浪児に関する研究によれば，薬物を
使用したことがある者のうち 90％は，すべて地元の市場で
入手が容易な接着剤，ガソリン，ペンキ希釈剤などを吸引し
たことがある．このうち 3 分の 2 近くは 2 年間以上にわたり，
このような物質を吸引していると回答している．約 3 分の 2
は一度も学校に行ったことがない．乞食，洗車，ごみ漁りを
して稼いだお金の半分を薬物に使っている．

出所：Refaat (2004); United Nations Office on Drugs and Crime (2004);
UNODCCP (2002); WHO (1999)．

ボックス 5.1 薬物を乱用している浮浪児たち
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は割合が急増している注 51．メキシコ農村部の低所得層に

関する最近の調査によれば，成人女子の 60％，成人男子

の 50％強は太りすぎである注 52．多くの国で，若者は痩せ

すぎというよりも太りすぎの傾向があり，特に女子はその

リスクが高い（図 5.5）．これは食事法と運動のパターン

に大きな性差があることが一因である．メキシコ都市部で

は，運動していると回答した割合は，男子の半分以上に対

して女子はわずか 3 分の 1 であった注 53．

　悪い食事法と運動不足に伴う不健康という結果は，途上

国の多くでますます一般化しつつある．中国の大都市で

は，18 歳以上の人で高血圧症の割合は 1991 年の 12％か

ら，2002 年には 19％にまで高まっており，第 2 種糖尿

病についても同じく 4.6％から 6.1％に増加している．エ

ジプトやメキシコでは，糖尿病の割合は 10％と推定され

ている注 54．

　栄養の習慣とその結果は長期的に安定しているので，習

慣が形成過程にある思春期の間に介入すれば，大きな成果

があるだろう．グアテラマの長期的なデータによれば，若

い時に肥満だと大人になってからも肥満になる確率が大幅

に上昇する（図 5.6）．

　　　　　　　　――――――――――

　現代の若者が直面しているリスクは，いろいろな面で，

前の世代よりも大きく，その結果もより致命的になる可能

性がある．それは HIV やエイズの広がりにもっとも明確

に現れており，若者の間に蔓延しつつあるため（図 5.7），

無防備な性交のリスクが著しく高まっている．現代の若者

は高カロリー食品をより多く摂取しているが，座っている

ことが多い生活スタイルなので肥満になりやすく，高血圧，

心臓病，糖尿病につながりかねない．さらに，これには世

界中で，タバコ製品の積極的な販売と喫煙の増加が追加さ

れている．したがって，若者にとっては選択肢があまりに

も幅広いため，適切な選択をして，リスキーな行動を回避

することがより困難になっているのである．

健康的な行動を実践できるように若者の能力を強化する
　健康増進の中心的な要素は，保健教育を提供することによって，若者

に行動を変えさせ，健康的な行動の採用を奨励することにある．しかし，

行動の変更というのは，健康増進に関して達成がもっともむずかしい目

標の 1 つである．近年，特に HIV 防止に関連した保健教育の経験によ

れば，知識の変更だけでは行動を変えさせることはできないだろう注 55．

図 5.6　若い時に太りすぎだと，大人になってからも太り
すぎの確率が高くなる
%

若い時に太りすぎ

出所： Alexis Murphy, International Food Policy Research Institute, 2005
（INCAP Longitudinal Study, Guatemala, 1987-2004, IFPRI を使っている）

との個人的な交信．
注：太りすぎは BMI25 超，肥満は BMI30 超であるから，肥満の人は太
りすぎでもあるといえる．

5030100 20 40

図 5.5　途上国の若い女性は多くが太りすぎ
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出所：2000-03 年に実施された人口動態保健調査．
注：インタビューした女性全員（既婚者と未婚者の両方）の体重を測定し
た．基準人口の年齢別 BMI の区分に応じて，15-24 歳の女性を太りすぎ（百
分位で見て 85 番目超の層）と痩せすぎ（同 5 番目未満の層）に分類した
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若い時に太りすぎではない

男性 女性 男性 女性
大人になって太

りすぎ
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「酒を飲み，麻薬をやり，複数の女
の子と性交していることはわかって
いる．変えたいとは思っているが，
そうするだけの十分な意思がないの
だ．」

ペルー，コマスの若い男子暴力団員，
2006 年 1 月
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しかし，ウガンダとジンバブエ東部に関する資料

によれば，行動の変更は可能であることが示唆さ

れている．その地域の若者は性交を先延ばしにし

ており，それが HIV 感染率の低下につながって

いる注 56．いくつかのプログラムを検証したとこ

ろ，健康リスクに関して文化的に適切な形で教え

たり，健康的な行動を実践する若者の能力を高め

たりする（パートナーと安全な性交について話し

合うなど）ことで，行動が変わる可能性が高まることが示されている．

　若者に対する学校教育の提供は，彼らの行動を変えるのに有効な方法

であり得る．データが示すところによれば，教育と健康の間には強い関

係がある．健康的な決断は教育や経済成長によって促進することができ，

そうすれば，生涯賃金の増加と将来的により良い生活が送れるという展

望が開ける．達成可能で豊かな将来を強く感じることができれば，人々

は勇気付けられて健康で長生きしようという気にもっとなるだろう．し

ばしば「社会的ワクチン」と呼ばれている教育のことを，多くの人は若

者がリスキーな行動に走らないようにするためのものだと考えている

（ボックス 5.2）注 57．若者の教育アクセスを改善する政策も，行動を変

えさせるのに有効な政策であろう．第 3 章と第 4 章では若者の教育や

労働市場の機会へのアクセスを改善する方法を検討したので，本章では

健康に対する行動を改善するための投資に焦点を絞ることにしよう．そ

のなかで，正式な保健教育というのは，重要ではあるが，単に 1 つの

決定要因でしかない注 58．

121086420

図 5.7　15-24 歳の若者のHIV 感染比率は，特に女子について高い
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出所：人口動態保健調査および Tanzania HIV/AIDS Indicator Survey．

　途上国および先進国の両方に関する研究によれば，教育程
度が高い人ほど，喫煙，飲酒，性交，あるいは運転中のシー
トベルト着用など生活スタイルに関して，健康的な選択をし
ている．インドネシアでは，貧しい無教育な若者ほど喫煙し，
教育水準が高い人ほど喫煙しない．メキシコの都市部では，
中等学校修了が期待できる若者の間では，喫煙，リスキーな
性交，飲酒の割合が低い．ケニアの農村部では，コストが高
いため教育の修了を期待できない生徒が多いが，無償の制服

（および性教育）を提供したところ，リスキーな性交の著減
がみられた．女子生徒の妊娠が減少したことがその証拠であ
る．アメリカでは，学校の授業に出席して，学校に関与して
いる生徒ほど，リスキーな行動をとる可能性が低い．現在お
よび生涯にわたる雇用や収入や賃金の展望が明るいほど，若
者がリスキーな行動に走る公算はやはり低くなる．若者の賃
金と雇用が高水準にある南アフリカのコミュニティでは，コ
ンドームを使用する若者の割合が高い．ウガンダでは HIV が
蔓延しているが，サハラ以南アフリカでこの感染病がまだ初
期の段階だった頃，教育のある人の間で感染率が高いとみら
れていたが，実際には教育水準とは負の相関関係がみられる．

　教育はなぜ健康的な行動の採用につながるのだろうか？　
学校教育とリスクの少ない行動との間に観察される関係は，
教育が健康でいることにかかわる私的な投資収益率を押し上
げることが一因となっている．教育によって，若者は将来感
や，現在にとっても何らかの意味をもつ形で将来の自分を想
像する能力をもつことができる．また，賃金やそのほかの
生活機会に関する展望も改善する．これが教育のある若者に
とっては，安全な行動をとろうという強力なインセンティブ
になる．最後に，人々は教育によっても，健康情報をよりう
まく処理する能力が身に付く．このようなことすべてが，教
育のある人のほうが健康的な行動をする理由の説明になるで
あろう．しかし，このような観察上みられる関係には，「選
択効果」も一因になっている可能性がある．自分の将来を高
く評価する人は授業にも出席するということである．

出所：Blum and Nelson-Mmari (2004); De Walque (2004); Dupas (2006); Gertler
他 (2006); Gruber (2001); Kaufman and Starvou (2004); Kenkel (2000); Strauss 
and Thomas (1995); Witoelar, Rukumnuaykit, and Strauss (2005); World Bank 
(1999b)．

ボックス 5.2 行動様式の変化に対する教育の役割
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行動を変えるには情報が必要である
　学齢期の児童向けを中心に，保健教育プログラムがある国は多い．し

かし，学校ベースの保健教育プログラムの有効性は不透明であり，検証

した結果をみる限り，有効性には大きなバラツキがある．保健教育には，

清潔な水や衛生，栄養，薬物乱用，感染症，暴力，性および生殖保健な

どに関する情報を含むものもある．タンザニアのルショト地区における

「児童開発のためのパートナーシップ」という学校ベースのプログラム

は，蠕虫感染と衛生観念にかかわる教育を提供している．プロジェクト

開始時点では，飲料水やトイレ使用後に手洗い用の水を提供している学

校は皆無であった．1 年目が終わるまでに，対象地域のすべての学校が

両方とも提供するようになっていた．対象となった学校では知識と習慣

が改善したわけであるが，それ以外の学校では改善がみられていない．

15 カ月後の追跡調査によれば，健康的な行動の多くは対象となった学

校では維持されていた注 59．

学校ベースの保健教育プログラム．　学校ベースのプログラムに関する

評価はほとんどが性教育に焦点を当てている．性教育は安全な性行動に

関する知識を増やして，その採用を奨励するものである注 60．学校プロ

グラムであれば，就学率の高い諸国においては確かに大勢の若者を対象

にすることができるだろう．しかも，特に初等学校において就学率は著

増しているので，学校ベースの健康情報キャンペーンの潜在的な聴衆も

拡大している．体系化した学校という環境は，若者に体や安全な健康行

動のことを教えるのに好都合であろう．このプログラムは性教育を制度

化して，教育省がそれを正式な方針にした際にインパクトを大きくする

機会だけでなく，大勢の若者やその教員に手を差し延べる機会も提供す

るものとなっている．性教育が若者の性活動を増大させたという徴候は

ない注 61．

　ナミビアにおける無作為な検証によれば，児童が受けた保健教育は安

全な性行動を促進している（ボックス 5.3）．途上国における学校ベー

スの性教育プログラム 21 件を研究したところ，ほぼすべてのプログラ

ムで，生殖保健に関する知識や態度に対して好影響があった注62．しかし，

この研究のすべてが行動を評価しているわけではない．その評価を実施

したものは少ないが，そのなかの 1 つによれば，ジャマイカの 11-14

歳の性活動が活発な若者の間で，コンドーム使用が短期的には増加した

ものの，その効果は長期的には消え去っている．チリ，メキシコ，ウガ

ンダのプログラムでも若い 10 代が対象になっており，性的に活動的な

若者について性活動の減少と避妊手段利用の増加がみられる．

　

すべての若者に届くようにマスメディアとソーシャル・マーケティング

を利用する．　学校ベースのプログラムは就学していない若者を対象外

にしている．さらに，このようなプログラムはほとんどの場合，大勢の

若者が学校をすでに去って（第 3 章），しかも，性交し始めた後の中等

「リスクをどうやって防ぐかはわかっ
ている．でも，知識を実践に移さな
いことが多い．それが生活のリズム
だからなのだ．」

ペルー，コマスの若い男子暴力団員，
2006 年 1 月
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学校で提供されている．基盤の広い情報，教育，報道プログラムなら，ソー

シャル・マーケティングやコミュニティ単位の広報キャンペーンを通じ

て，若者の健康の変化を狙うことができるだろう．学校におけるカリキュ

ラムベースの教育と性教育プログラムに加えて，そういう努力には，若

者の知識，態度，行動に影響を与えるために，ユースセンターを通じた

青少年育成プログラムやマスメディアの利用が含まれる．

　マスメディアなら若者やコミュニティ向けに健康問題に関する情報を

提供することができ，原則として，態度，信念，行動を形成することが

できるだろう．マスメディアのキャンペーンは知識を著しく高めてはい

るが，その行動に対するインパクトは限定的である．ボツワナ，カメルー

ン，ギニア，南アフリカの「青少年性的保健ソーシャル・マーケティン

グ」（Social Marketing for Adolescent Sexual Health：SMASH）は，知

識は変えたが行動は変えていない注 63．パラグアイの「芸術と役割」（Arte 

y Parte）プログラムやジンバブエの「青少年責任増進」プロジェクトも，

同じような結論に達している．

　放送メディアは届く範囲が広いので注意を喚起することはできるもの

の，それが行動を変化させたという証拠はほとんど見当たらない．ニカ

ラグアの Sexto Sentido（「第六感」）というドラマは 70％，13-17 歳に

限れば 80％もの視聴率を獲得した注 64．さらに印象的なのは，南アフリ

カで幅広い人気を誇っている Soul City や Soul Buddyz といったドラマ

は，毎週，1,300 万人の視聴者を獲得しており，キャンペーン全体（ラ

ジオ，テレビ，印刷媒体）としても推定で 1,600 万人に届いている．

Soul City を評価したところ，視聴者や読者の健康リスクや健康の選択

肢に対する関心は一貫して高まっていることがわかった，しかし，その

ような評価は視聴者とそうでない人々との間に以前から存在していた相

違を調整していない．行動の変化とか，妊娠や性感染症（STI）など客

観的な指標も検証されていない注 65．

　ナミビアの青少年スポーツ省は，「自分の未来は自分で選
ぶ」（My Future is My Choice）というカリキュラムベースの
プログラムを打ち出した．これはアメリカの公立学校におけ
る 9-15 歳のアフリカ系アメリカ人を対象にした「子供重視」

（Focus on Kids）というカリキュラムを模倣したものである．
これは意思伝達スキルや意思決定スキルに加えて，生殖生物
学，HIV/ エイズ，薬物乱用，暴力に関する基本的な情報を，
14 回にわたって提供するものである．この介入措置は中等
学校 10 校の 9-11 学年生（15-18 歳）のうち，無作為抽出さ
れた若者向けである．
　参加者の HIV/ エイズ，生殖，コンドーム使用に関する知
識は，対照グループとの比較で改善を示した．いくつかの指
標でみると，参加者の性交に対する態度も改善している．授
業を受けた直後は，コンドームの使用が増えたようで，向こ
う 6 カ月間についてもコンドームを使うつもりだと回答し
ている．

　プログラムに参加した時点で純潔だった参加者のなかで
は，対照グループとの比較では，12 カ月後でも特に女子を
中心に純潔を守った割合が高かった．ただし，純潔を守った
と回答した比率そのものは，両グループとも大幅に低下して
いる．コンドームに関する知識や使用意欲は 12 カ月たって
も強固なままであった．コンドームの入手および使用の方法
は理解しているし，コンドーム使用に関して消極的なパート
ナーをうまく説得できる，と回答した参加者が多かったので
ある．
　このような結果は自己申告による行動に基づくもので，報
告書の執筆者もバイアスがかかっている可能性を認めてい
る．将来的には生物学的な結果（妊娠，HIV や性感染症の感
染率）に対する影響も検証すれば，有益であろうと指摘して
いる．

出所：Fitzgerald 他 (1999); Stanton 他 (1999)．

ボックス 5.3 ナミビアにおけるHIV リスクの削減
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　若者開発プログラムや仲間教育プログラムは，設計や目標に大きな開

きがある．若者開発プログラムは生活の選択肢やスキル，教育面での抱

負，職業上の機会，心理的な育成ニーズに焦点を当てている．生殖保健

に取り組んでいるものとそうでないものがあるが，各プログラムのさま

ざまな構成要因は一体となって，健康的な生活スタイルの促進に役立つ

ことができる．本報告書の作成過程で意見を聞いたある若者グループは，

HIV/ エイズや生殖保健に関する情報を若者向けにより効果的かつ魅力

的にできるような，文化的で内容にかかわる方法を提案してくれた．こ

れには，内容を短く具体的にする，メッセージを「日常生活に則したリ

アルなもの」に保つ，そのメッセージをテレビ番組や広告と一体化する，

ポップスターに HIV/ エイズに関する具体的な歌の演奏を依頼する，と

いったことが含まれている注 66．

　仲間プログラムはコアとなる若者グループを起用して，手本になるよ

う訓練し，仲間に対する情報，各種サービスへの紹介，避妊手段を提供

してもらうものである．次のような健康の増進と開発にとって重要な要

素が含まれているのが通例である．対象グループの社会的・

文化的な環境との強い一体感，健康に関して前向きな態度

や行動を支持する社会的な規範や価値観の促進，若者向け

に設計されたプログラムへの若者自身の関与．このような

プログラムは，若者の多くが自分に似た人と相互交流する

ほうが好きで，生殖保健に関する主要な情報源として一般

的に仲間を頼りにしている事実を活用したものである．

　仲間教育プログラムに関しては，うまく制御された検証

がほとんどない．ペルーのプログラムは知識や態度の改善，

性的に活動的な男性の割合減少，避妊手段の利用増加に貢

献した．ガーナとナイジェリアの「西アフリカ青少年イニ

シアティブ」は，対象地域ではリスキーな性行動を削減し，

カメルーンの「われわれ若者の仲間に加われ」（Entre Nous 

Jeunes）プログラムはコンドーム使用を増加させた注 67．

情報だけは必ずしも十分ではない――選好も重要である
　「禁欲・貞節・コンドーム使用」（ABC）キャンペーンなど

行動を変えるための介入策が，1990 年代以降における HIV

予防対策の主流となっている．このようなプログラムは人々

に対して感染から守ってくれる行動を教えるということを

目的としている．ウガンダが HIV 感染の増加を阻止するの

に成功したのは，このような介入策を組み合わせたおかげ

である注 68．ほかの多数の諸国では，このような行動に関す

る知識は，ABC のメッセージがあるにもかかかわらず限定

的である（図 5.8）．

　HIV/ エイズ・キャンペーンの ABC メッセージを知ってい

る人々の間でさえ，その知識を実践している者は少ない．コ

「性交の知識はどうやって入手したら
いいのかわからない．それはいつの
時代も公の場では絶対に口にしてい
けない話題なのだ．」

中国の男子大学 1 年生，18 歳，
2005 年 12 月
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図 5.8　HIV 感染予防に関する ABC（禁欲・貞節・コ
ンドーム使用）の知識が，若者には行き渡っていない
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ンドームで HIV を防止できると回答した若者のなかで，実際に使用し

ている者はほとんどいない（図 5.9）．コンドーム使用率は，その入手

方法を知っている人々の間でさえ低いことがわかっている．

　教育水準が高い若者はそれが低い若者よりも，コンドームで HIV 感

染が予防できるということがわかっており，コンドームを使用する確率

が高くなっている．しかし，若者全体でみると，知識と行動の大きな格

差は教育では埋められていない．実際には，コンドームの知識はコンドー

ムの使用に比べて教育に対して感応的であるため，知識と行動の格差は

教育によってかえって拡大している（図 5.10）．

　人々がリスキーな行動をするのは，それが利益をもたらすからだ．無

防備な性交，喫煙，飲酒は，そのような活動に従事する人にとって短期

図 5.9　コンドーム使用でHIV 予防が可能と知っているだけでは，必ずしもコンドーム使用につ
ながらない

出所：1997-2003 年に実施された人口動態保健調査．
注：棒グラフの長さは，コンドーム使用で HIV 伝染予防が可能だということを知っている，性的に活動的な若者の
割合を示す．
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図 5.10　コンドーム使用でHIV 予防が可能なことを知っている人の割合は教育水準とともに大き
くなるが，知識と行動とのギャップも大きくなっている

ケニア

15-24 歳の既婚・未婚女子の割合（％）

ドミニカ共和国

15-24 歳の既婚・未婚女子の割合（％）

コンドーム使用で HIV 予防が可能
なことを知っている

コンドームを使用する コンドームを使用する

コンドーム使用で HIV 予防が可能
なことを知っている

無教育 初等学校未
修了

初等学校
修了

無教育 初等学校未
修了

初等学校
修了

出所：人口動態保健調査（ケニアは 2003 年，ドミニカ共和国は 2002 年）．
注：「コンドーム使用で HIV 予防が可能ことを知っている」は，コンドーム使用で HIV 伝染予防が可能であることを知って
いる人の割合を示す．「コンドームを使用する」は，コンドーム使用で HIV 伝染予防が可能であることを知っている人を対
象にしたサンプル調査に基づく．



182　世界開発報告 2007

的な利益をもたらすと考えることができる．（利益をもたらす）活動と

有害な結果の顕現との間には著しいタイムラグもあって，各人が直面す

るリスクは不確実である．例えば，エイズの病状がようやく顕在化す

るのはウィルス接触から数年経過してからのことであり，1 回の性交に

よって感染するリスクは人によって大きなバラツキがあるものの，わず

か 0.1％程度なのである注 69．将来の価値は現在に比べて低いことや自

分は不死身であるという考えは，安全な健康習慣に関する知識を安全な

行動に転換しようという若者の意欲に影響を与える．これは性交の場合

には明らかであるが，ほかのリスキーな行動にも当てはまる．

　文化的，歴史的な規範に加えて，仲間の影響力も個人の行動に影響す

るかもしれないが，その仲間はリスクテーキングを奨励する，ないしは

リスク回避を思い止まらせる可能性がある．例えば，若い女性が性交に

ついてパートナーと議論する，コンドーム使用にこだわる，あるは性交

のことを口にすることさえ，ほとんどあり得ない話であろう．さらに，

時たまの行動さえすぐに習慣になる注 70．したがって，若くて，習慣や

アイデンティティの形成プロセスにある時期に介入することが必須なの

である．

知識と行動の格差を縮小するために選好を変える
　若者は健康的な行動に関する情報を受け取っても，健康をリスクにさ

らすような選択をするかもしれない．行動を変えさせるための介入策は，

伝統的には，正しい情報があれば若者はより良い選択を行うだろうとい

う前提に立って，情報キャンペーンの設計と内容を重視している．しか

し，本章で示してきたように，選好や意思決定能力の形成にも取り組む

ことが必要である．

健康情報キャンペーンの設計と内容．　健康教育，特に性教育に関係し

た多くの問題には，解決すべきことがまだたくさんある．何を教えるべ

きか，何歳で，どのような環境で，だれが，どういう方法で，というよ

うな面で，プログラムには大きな相違がみられる．通常，資金供与は少

なく，教員は情報を効果的に提供する訓練を受けていない．多くの場合，

プログラムは若者がすでに性的に活動的になっている高等学校で初めて

提供される．性教育が若者の性的活動を増加させるということを示す

データがないにもかかわらず，すべての国で学校における健康プログラ

ムの一環として性教育が行われている，ということになっていない注 71．

ほとんどの諸国が中学生に性に関する情報を提供しているが，小学生に

対してはぐっと少ない（表 5.1）．栄養に関する情報を提供していると

ころも多いが，肥満に関する情報が盛り込まれていることは稀である．

　正確かつ具体的な情報の提供は，曖昧あるいは一般的な情報の提供よ

りも有効である．学校ベースの HIV/STI プログラムは，一般的な生殖

保健プログラムよりも行動にインパクトがあるだろう注 72．ケニアの学

校ベースの性教育による介入策では，年長の男子の間では HIV 感染率
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が高いということに関する情報を女子に提供したところ，世代間性交が

減少するとともに，女子の妊娠も大幅に減少した（世代間性交はきわめ

て一般的であるという環境下で）注 73．メッセージにはさまざまな選択

肢が含まれていなければならない．例えば，「禁欲」というような 1 つ

のメッセージしかないプログラムでは，STI を減らすことはない．情報

を反復によって強化することも必要である．複数のセッションを数年間

にわたって行うプログラムは，単に 1 回ないし 1-2 回だけのプログラ

ムよりも効果的である注 74．

　健康情報キャンペーンは対象となる視聴者のメッセージ吸収能力に配

慮しなければならない．就学中とはいえ基礎的な識字スキルや数量的思

考スキルを修得していない若者が大勢いるため，健康教育カリキュラム

の有効性に関する問題が持ち上がっている（第 3 章）．ウガンダの HIV

情報キャンペーンでは，教育程度の高い参加者はそれが低い参加者より

も利益を享受した注 75．もしすべての若者を対象とするのであれば，プ

ログラムの内容と教授法をわかりやすくしなければならない．

態度と選好を直接的に変えさせる．　近年，情報は必要であるが，健康

行動を変えさせるには不十分であるというデータを受けて，介入策は，

命令あるいは説得のいずれかによって，選好に変化をもたらすよう設計

されている．これまでの経験は，行動の変更を命令する，すなわち特定

の選択肢を強制するのは成功の可能性が低いことを示唆している．「純

潔誓約」（virginity pledge）や「結婚まで禁欲のみ」（abstinence-until-

marriage）というプログラムはかなり人気を博し，評価と解釈がむずか

しくなっている．2001 年に公表された先進諸国に関する研究論文の

サーベイによると，そういったプログラムが性的活動ないしリスクに

対して，永続的なインパクトを与えたという証拠はないとされている
注76．ほかの研究によれば，純潔誓約は初体験を遅らせるかもしれないが，

STI や妊娠の発生に対しては何のインパクトもないとしている．いざ性

交になると，誓約した人は，誓約しなかった若者に比べて避妊手段を講

表 5.1　学校のカリキュラムで健康に関する具体的な話題を含めている諸国の割合（％）

出所：Partnership for Child Development (2006)．
注：各地域（国）には以下の国（州）が含まれている．サハラ以南アフリカ：ベニン，ブルキナファソ，カメルーン，コートジボワール，チャド，コンゴ民主共和国，
エリトリア，エチオピア，ガボン，ガンビア，ガーナ，ギニア，ケニア，リベリア，マダガスカル，マラウイ，マリ，モーリタニア，モザンビーク，ニジェール，ナイジェ
リア，ルワンダ，セネガル，シエラレオネ，タンザニア，トーゴ，ウガンダ，ザンビア．南アジア：バングラデシュ，ブータン，ネパール，スリランカ．インド諸州：
アンドラプラデシュ，グジャラート，カルナタカ，マハラシュトラ，マニプール，ナガランド，タミールナドゥ，ウッタルプラデシュ．東アジア・太平洋：カンボジ
ア，インドネシア，ラオス人民民主共和国，フィリピン，タイ，ベトナム．ラテンアメリカ・カリブ：アルゼンチン，バハマ，バルバドス，ベリーズ，ブラジル，チリ，
ガイアナ，ジャマイカ，メキシコ，パナマ，セントビンセント・グレナディン，トリニダードトバゴ，ウルグアイ．中東・北アフリカ：エジプト，イラン・イスラム
共和国，イスラエル．

地域
初等学校で
HIV/ エイズ

中等学校で
HIV/ エイズ

薬物乱用
（アルコールを

含む） タバコ 栄養 特に肥満 国数
サハラ以南アフリカ 93 86 46 54 79 7 28
南アジア（インドを除く） 0 100 75 75 75 25 4
インド諸州 13 100 13 13 100 13 8
東アジア・太平洋 83 100 100 83 100 50 6
ラテンアメリカ・カリブ 0 100 85 62 85 46 13
中東・北アフリカ 33 67 0 0 67 33 3
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じる可能性がずっと低いためだ注 77．

　精神保健サービスは若者が健康的な決定を行うインセンティブを変化

させることができる．憂鬱だったり，自尊心が低かったりすれば，過度

なリスクテーキングにつながりやすいためである．同様に，主として先

進国に関する研究によれば，規則的な肉体運動やスポーツは，成人期に

おける多数の慢性病のリスクを低下させ，ストレスや憂鬱を削減し，自

尊心を改善することができる注 78．スポーツプログラムによっても，情

報が普及し，若者は権限を与えられ，怠惰な若者は忙しくなって，犯

罪から遠ざかることになる注 79．ケニアの「マサレ青少年スポーツ協会」

（Mathare［地名］Youth Sports Association）は，スポーツを組織する

だけでなく，スラム街に居住している何千人という若者をコミュニティ

開発活動に従事させ，HIV を初めとするさまざまな問題に関する情報を

提供している（第 7 章）注 80．

　ボックス 5.2 が示すように，教育は単に情報の通路を提供するだけで

なく，健康行動にとって少なくとも 2 つ有益な効果を及ぼす．第 1 に，

情報を吸収する個人の能力を高め，第 2 に，将来に対する期待と態度

を変えることができる．例えば，教育程度の高い人ほど，将来を高く評

価して，将来をもっとゆっくり割り引く可能性が高い（ボックス 2.7 を

参照）．また，割引率が高い人ほど，あるいは現在の相対的価値を高く

評価する人ほど，肥満になる確率が高い注 81．

　若者の将来感を高めることが，「生活スキル」を重視した健康介入策

の重要目的の 1 つである．これには批判的に考える，自己主張をする，

意思決定におけるコミュニティ，家族，性差の影響を理解する，という

能力が含まれる．ケニアにおけるある若者向けの生活スキルのプログラ

ムによれば，比較グループと比べて，男性の参加者はコンドーム使用を

している，女性の参加者は性交相手の数が少ないと回答する割合が高

いことがわかった注 82．多数の生活スキル・プログラムが情報を提供す

るために，若者を仲間の教育者として関与させている（ボックス 5.4）．

ジンバブエで継続中の「レガイ・ツィブ・シリ」（Regai Dzive Shiri．ショ

ナ語で『卵を食べないでヒヨコにしよう』という諺）プロジェクトから

の暫定的で逸話的なデータによれば，「女子は頭を高く上げて歩く」とか，

男子は「女子は最近は誘惑するのがむずかしくなった！」と苦情をもら

しているとかいった観察が指摘されている注 83．

うまく設計された評価の必要性．　私的で，検証がむずかしく，強力な

文化的規範に従った行動というのは変わりにくいものである．したがっ

て，このような行動に影響を与えることを意図した健康教育プログラム

のインパクトは，評価をするのがきわめて困難なことがわかっている．

例えば，性教育は知識と自己申告した行動の一部の両方に影響を与える

可能性はあるものの注 84，このようなプログラムが客観的に測定された

結果に有益なインパクトをもたらした，というデータはほとんどない．

たいていの研究は行動の変化よりも，むしろ知識の変化を評価する傾向

「ベトナム人の多くは，性教育は特
定の行動 / 活動への「鍵」を若者に
提供していると考えている．しか
し，困難な状況下で迷子になるより
も，鍵は渡しておいたほうがよいと
思う．」

ベトナム，ホーチミンシティの若者との協
議会でノートをとっていた若者，

2006 年 4 月



健康的な大人になる　185 

にある．

　Alford, Cheetham, and Hauser (2005) は，若者向けの健康介入策に関

する 200 件近くの研究をレビューしている．そのうち 10 件は介入と

評価の両方で成功の基準を充足している．その 10 件のうち，客観的に

測定された健康状態に何らかのプラス効果を示したのは，わずか 2 件

にとどまっている．Kirby, Lepore, and Ryan (2005) や Kirby, Laris, and 

Rolleri (2005) が行った一連のレビューによれば，プログラムには知識，

価値観，自己申告の行動にインパクトがあったといえる強固な証拠が

みつかった．後者がレビューした 83 件の研究のなかで，3 分の 2 には

自己申告の性的行動ないし結果に大きなプラス効果があった．しかし，

83 件のうち生物指標があるのは 9 件にすぎず，その 9 件の中で健康に

関する結果にプラス効果があったのはわずか 3 件であった．

　行動を慎重に観察している研究でも，報告にバイアスが生じやすい自

己申告による行動を頼りにする傾向が強い．ジャマイカの学校ベースの

家庭生活教育プログラムを 3 年間にわたって評価したところ，介入の

対象になっている学校の生徒は比較グループに比べると，自分の性的活

動の回答に一貫性が欠けている可能性が高いことがわかった注 85．健康

教育プログラムの効果を信頼できるような形で推定するためには，妊娠

や STI 感染率など客観的な結果を用いなければならない．この結果とい

うのは後になって初めて顕在化するので，研究のほうは適切な期間にわ

たって行動を評価する心構えでなければならないだろう．

健康的な選択をする機会を増やす
　保健サービスへのアクセスを改善すれば，安全な行動をとるよう若者

に奨励することができる．逆に，悪い選択をする機会を制限するのも有

益かもしれない．入手可能な機会は，その入手可能性を直接変更するか，

あるいは価格を変更することによって，変えることができる．喫煙や飲

酒については，税金，広告禁止，販売制限などによって需要を削減でき

るのである．

　「若者の前途」（Horizon Jeunes）は就学とは無関係に，都
市部における 12-22 歳の若者を対象にした生殖保健プログラ
ムで，国家的なソーシャル・マーケティング・キャンペーン
の一環である．性交の開始を遅らせる，性交をするなら HIV
や STI を防止するためにコンドームを使う，という 2 つの重
要なメッセージを，さまざま経路を使って若者に伝えること
が目標である．若者に優しいこのプログラムには仲間の教育
者がいて，国家的なキャンペーンのなかで謳われている「慎
重プラス」（Prudence Plus）というコンドームを彼らが配布
する．未婚の若い女性は生殖保健サービスの受領を拒否され

ることが多かったが，同サービス提供者に対してはその提供
も勧告された．
　「若者の前途」プログラムは，若者がもっている生殖保健
に関する知識を拡充して，行動を変化させた．コンドーム
を使用したことがある女性の比率が実験グループでは 58％
から 76％に上昇した．これとの比較で，対照グループでは
53％から 50％に低下した．

出所：Alford, Cheetham, and Hauser (2005)．

ボックス 5.4 ソーシャル・マーケティングは行動を変えることができる――カメルーンの「若者
の前途」プログラム
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保健サービスへのアクセスを改善する
　若者に安全な性交の実践について情報を提供すれば，コンドームの使

用が増加するであろうが，そのためには若者がコンドームを販売してい

る薬局や診療所にアクセスできることが前提である注 86．コンドームの

ソーシャル・マーケティングは，薬局や小売店を通じて，若者のコンドー

ム採用を改善することができる．カメルーンの「若者の前途」（Horizon 

Jeunes）プログラムは，保健教育活動と仲間の教育者によるコンドーム

配布を組み合わせたものである．全国的なソーシャル・マーティング運

動の一環として，そのプログラムは若い女子のコンドーム使用を増加さ

せた（ボックス 5.4）注 87．コンドームはユースセンターなど若者が集

う場所でも配布することができる．このアプローチの目標は，レクリエー

ション活動も可能である快適な環境下にいる若者に話しかけることであ

る．しかし，ラテンアメリカやアフリカにおける介入策の経験によれば，

そのようなセンターは性的に活動的な若者を変えるのに有効ではないこ

とが示されている注 88．

　既婚者か未婚者か，あるいは就学者か非就学者かは問わず，すべての

若者を対象にするためには，複数のコンドーム使用促進戦略を調整する

必要がある．しかし，生殖保健プログラムは往々にして STI 予防プログ

ラムとは分かれている．避妊用途（配布は家族計画サービスによる）と

STI や HIV 感染を予防するため（配布は STI サービス，HIV 検査・相談サー

ビス，コンドームのソーシャル・マーケティング運動による）のコンドー

ムでは，資金供与と介入の双方がやはり分かれているのが普通である．

　このような分離は問題である．若い既婚女子は，望まない妊娠防止の

ためにほかの避妊手段と比べて，一般的には有効性が劣るとされている

コンドームを使う可能性が低いためだ．そうすると，若い既婚カップル

は STI に脆弱なままである．しかし，STI 感染のリスクが低いと考える

若者は，コンドームを使用しないであろうから，望まない妊娠に脆弱な

ままである．コンドームを単に「安全な性交」の手段としてだけでなく，

「二重の保護」手段として促進すれば，コンドームの利用が増えて，既

婚か未婚かにかかわらず，若者を STI と意図せぬ妊娠から守ることにな

るだろう注 89．

価格やインセンティブを変える
　若者の選択は保健サービスの存在に対してだけでなく，価格や所得の

変化にも反応する．ケニア農村部では，制服を無償で供与するという無

作為抽出による制御された実験を行った（性教育と並行して）ところ，

女子生徒の妊娠率低下でわかるように，リスキーな性交が大幅に減少し

た注 90．若者ないし若者がいる世帯を対象にした一般的な貧困削減プロ

グラムでも，若者にとって利用可能な機会を増大させることができる

し，条件付き現金移転も健康的な選択にとって追加的なインセンティブ

を提供することができる．メキシコの「機会」プログラムは若者が就学

を続けられるようにインセンティブを供与するものであるが，若者は学
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校で健康情報や定期的な保健サービスをも享受したしたのである（第 3

章を参照）．学校教育の有益な効果に加えて，同プログラムのおかげで，

若者全員について喫煙と飲酒の減少，女子に関して初めて性交を行う年

齢の上昇がもたらされた注 91．

　ほとんどの政府はタバコとアルコールに課税して，価格を押し上げて

いる．一般的に言えば，若者は大人に比べて価格に敏感である注 92．仮

に紙巻タバコの値段が上がるとすれば，若者が喫煙し始める可能性は低

下するとともに，すでに喫煙し始めている若者が禁煙する可能性は上昇

するだろう．インドネシアでは，男子の喫煙率は高いが，15-24 歳の男

子は年長の男子よりもタバコの価格に敏感である注 93．アルコール摂取

も価格の上昇に伴って減少する．アメリカの高校生について，アルコー

ル価格が 10％上昇すると，飲酒は 4-5％，暴飲は 20％も減少した．違

法薬物に関しても同じようなデータがある．大麻の値段が 10％上がる

とその使用が 5％減少する．大麻，コカイン，ヘロインの価格が上昇す

ると，薬物摂取に関連した逮捕と入院の両方が減少する．1975-2003

年における高校 3 年生による暴飲と大麻使用について観察された変化

のほとんどは，価格の変化で説明することができる注 94．

　紙巻タバコの喫煙は低所得国におけるほうが高所得国よりも価格に感

応的である．例えば，タバコ 1 箱の価格が 10％上昇した場合，その需

要は中国では 6-10％減少するが，アメリカでは 4％しか減少しないと

推定されている注 95．この違いの一因は，低所得国では高所得国に比べ

て若者の割合が大きく，若者は大人よりも価格に敏感であることによる．

貧困層も富裕層よりはやはり価格に敏感であろう注 96．

　課税を通じた価格引き上げに加えて，広告や販売促進の全面的禁止，

販売の年齢制限，人目につく健康警告ラベルなども，タバコや酒類の

摂取を減らすことができる．タバコに関する広告や販売促進の全面禁

止で喫煙が減少した先進国もなかにはあるが，部分的な禁止ではほと

んど，あるいはまったく効果がない注 97．各国間比較分析に基づく研究

では，広告・販売制限と喫煙減少の間に何の連動もみられない注 98．し

かし，長期的な消費量を 100 カ国について比較したある研究によれば，

広告に対してほぼ全面的な禁止をしている国では，そのような禁止がな

い国と比べて，消費の減少幅がずっと大きかったことがわかった．タバ

コの箱の健康に対する警告ラベルは大人の間では喫煙を減らすのに有効

でも，若者の喫煙を思い止まらせることはできないであろう．というの

は，若者は 1 箱の単位ではなく，1 本の単位で購入することが多いから

だ注 99．

　若者は多種多様なタバコ規制政策にさらされている．それには広告規

制，健康に対する警告，未成年者向け販売の禁止などが含まれる．しか

し，政策にはほとんど一貫性がみられない．未成年向け販売を制限せず

に広告を禁止している国もあれば，未成年向けには販売を禁止しておき

ながら広告は制限していない国もある．各政策の独立した効果は特定が

困難である．このような潜在的に有害な物質の摂取を減らすための介入
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策は，共同で実施すれば有効性が高まるだろう．例えば，タバコの規制

は広告禁止と高課税の両建てなら，もっと効果的であろう注 100．

　有害物質の摂取を削減する政策は，意図しない結果をもたらすことが

あり得る．1985 年にロシアでは，アルコールの販売が制限され，アル

コール摂取の法定年齢が引き上げられた．これを受けて，男子の平均余

命は劇的な改善を示したものの，有害な代用アルコールの使用も増加し

たのである（ボックス 5.5）．

介入が失敗したらどうするか？　若者が悪い健康行動の
悪影響ないし不運に対処するのを支援する
　良い情報もあり，自律的な決定を下す自由があるにもかかわらず，わ

れわれは皆健康面で貧弱な結果に陥りやすい．時として，まずい選択を

することがある．タバコの有害な影響に関しては圧倒的な証拠があるに

もかかわらず，世界全体で 10 億人以上の人々が喫煙している注101．時折，

他人の私的な決定に伴う外部効果，あるいは政府によるサービス提供失

敗の犠牲になることがあるし，またはリスキーな選択を強要されること

がある．若者向け保健サービスの重要な機能は，若者がリスキーな健康

行動の悪影響を克服するのを支援することである．若者はタバコないし

麻薬の中毒になっている，性感染症にかかっている，あるいは意図せず

に妊娠しているのかもしれない．健康な生活に戻るためには支援（中絶

サービス，性的保健サービス，母子健康サービス，麻薬リハビリサービ

ス）を必要としている．さらに，害をもたらした行動を止めるのを助け

る禁煙やリハビリのプログラムも必要としている．

若者が中毒を克服するのを助けるプログラム
　喫煙者が禁煙しようと試みているのを鼓舞するためには，それを支え

てくれる環境が必要である．タバコ依存症の治療は包括的なタバコ規制

政策の一環になっているべきである．若干の指導を受けながら，自分自

身で禁煙に成功する人も大勢いる（ボックス 5.6）注 102．しかし，若い

喫煙者のなかにはニコチン依存症がひどくなっていて，タバコ依存症や

タバコ禁断症状など生理的な側面に取り組むためには，ニコチン置換療

法の恩恵を享受したほうがいい人もいる注 103．

　制御した実験データによれば，薬物乱用を治療すると，薬物に関連し

　1985 年，ゴルバチョフ大統領はアルコール販売を制限し，
購入可能な法定年齢を 21 歳に引き上げる反アルコール法を
施行した．販売量の 63％もの減少にもかかわらず，アルコー
ル消費量は減少したもののわずか 26％の減少にとどまった．
密造酒を含め無登録アルコールの消費がほぼ倍増するととも
に，若者を中心に薬物乱用とそれに伴う中毒患者も増加した
のである．
　全体としては，男子の平均余命は改善した．しかし，この

法律は 3 年後に廃止されている．アルコール販売の自由化
と管理規制の緩和を受けて，アルコール精神病患者が増加し
た．各種調査によれば，1992-94 年におけるアルコール消費
の著増は，大幅な価格引下げが主因であることが示されてい
る．

出所：World Bank (2005d)．

ボックス 5.5 ロシアではアルコールの販売を制限したら，死亡と病気が減少した
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た健康および社会面での問題が著減するという利益があることが明確で

ある．このような改善は犯罪，暴力，収監などの社会問題や社会的なコ

ストの著減につながるだろう注 104．アジアや旧ソビエト連邦を中心に多

数の諸国で，メタドン維持療法や注射針交換プログラムが導入されてい

る．同様に，このようなプログラムが HIV 感染リスクを低下させてい

るという有力な証拠もある注 105．2 つの国際的な研究によれば，平均的

な血清感染は交換プログラムのある都市では減少していたのに，それが

ない都市では増加している注 106．

性感染症治療向けに保健サービスへのアクセスを改善する
　25 歳未満の若者の間では，世界全体で HIV 以外の STI 患者が，毎

年 1 億人以上も発生している（図 5.11）注 107．ほとんどは早

期に診断と治療が行われれば，重大ないし永続的な後遺症な

しに，簡単に治療できる．STI の治療は HIV/ エイズ感染の予

防になる．STI，なかでも梅毒，軟性下疳，陰部潰瘍につなが

る陰部ヘルペスなどは，HIV の性的伝達を容易にするからで

ある注 108．しかし，多数の感染症はなかでも女性や少女の間

では見過ごされたままになっている．まったく症状がないか，

あまりにも軽度で認識不能だからである．ナイジェリアでは，

学校の生徒に STI についての健康教育を提供したり，思春期の

STI 治療に関して提供者（薬剤師や開業医）を訓練したおかげ

で，性的経験のある生徒の間では STI サービスの利用が増え，

STI 感染が大幅に減少した注 109．

　婚前性交に批判的な諸国では，未婚の若者はサービス提供を

拒絶されることがしばしばである．ガーナでは若いか未婚の

患者と，配偶者の同意が証明できない既婚女性は，サービス

が受けられない注110．若者が法的に保護されている場合でさえ，

生殖保健サービスにはアクセスできないおそれがある．南ア

フリカでは，生殖保健サービスは若者にとってはアクセスが

容易ではなく，若者の側は医療スタッフは批判的で敵対的だ

と感じている注 111．ナイジェリアでは，STI に感染した若者は

　ニュージーランドでは，世界中の多くの諸国と同じように，
携帯電話の保有率が高く，テキストメッセージングは非常に
人気がある．ニュージーランドの介入策は若者の禁煙を推進
するために，テキストメッセージングを活用した．参加者の
個人情報をベースにして，各人向けに助言，支援，気晴らし
を提供するテキストメッセージが作成された．参加者は同じ
特性をもつほかの参加者（「禁煙ともだち」）と交信すること
もできる．
　実験グループに無作為抽出された参加者は 1 日当たり 5

本の私信を受け取るのに対して，比較グループは 2 週間に
1 度だけ受領する．参加者は全員が 19-30 歳で，半分は女性
である．
　6 週間後，実験グループの 28％は禁煙したが，この数字
は比較グループの 2 倍であった．携帯電話技術の普及を考
えると，この種の介入策はほかの地域でも模倣が容易であろ
う．

出所：Rogers 他 (2005); Internet Safety Group (2005)．
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図 5.11　サハラ以南アフリカの若者の間では，報
告された STI 感染率にバラツキがある
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出所：Bankole 他 (2004)．

ボックス 5.6 技術は若者が行動を変える手助けになる：ニュージーランドでは喫煙を減らすため
にテキストメッセージングを活用
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正式な生殖保健サービスよりも，伝統的な治療者のところに行くだろう．

正式な生殖保健サービスはコストが高くて質が悪いためである注 112．

　このような理由から，診療所が若者に対して優しくなれば（若い患者

を治療できるように医師や看護師を訓練する，開業を若者にとって便利

な時間帯にする，若者が密かに相談できるようなスペースを提供するな

ど），治療のために保健サービスを利用するよう若者に推奨することが

できるだろう．若者に優しい保健サービスを評価したところ，これまで

のところ，それによって若者の保健サービス利用が増加したという証拠

はまったくみられない注 113．若者の治療サービス利用増加をもたらした

とみられる介入策は，STI の症状の見分け方を教えている健康情報と，

ナイジェリアのプログラムにあるような熟練専門医への紹介である．

　抗レトロウィルス療法（ART）はエイズをある種の死亡宣告から，管

理可能な（きわめて不快ではあるが）慢性病に転換することができる．

この療法はきわめて高価なままであり，ART を提供しようとしている

現在の国際的な努力のせいで，エイズで大きな打撃を受けている多数の

途上国ではすでに能力の限界に達している．ただし，臨床的に治療適格

な人々がほんの一部ではあるが，確かに実際に治療を受けている．ART

の公的供給は感染症が限定的な場合には，実現可能かつ負担可能であ

ろう注 114．この治療が予防にもたらすインパクトに関してはうまく制御

された研究はないが，あるシミュレーションモデルによれば，治療は予

防の有効性を高めていることが示唆されている注 115．ほかのシミュレー

ションでは，治療だけに焦点を絞ると，むしろ感染が増加すると警告

されている．ほかのより伝統的な介入策がないがしろにされているこ

と，治療にはインセンティブ効果があることが，その要因となってい

る注 116．

　南アフリカに関するシミュレーションによれば，全員を ART の対象

にすれば，2010 年までに 170 万人の死亡者と 86 万人の孤児が回避で

きることが示唆されている注 117．ある実証分析では，ART は入院治療と

日和見性エイズ感染の治療にかかわるコストを削減すると指摘されてい

る．ブラジルのある研究は，ART のおかげで 1996-2002 年の間に，35

万 8,000 人の入院を回避することができ，22 億ドルの節約になった

としている注 118．ほとんどが若者である HIV 陽性の注射薬物使用者は

ART 治療で恩恵を享受できようが注 119，HIV/ エイズを抱えて生存して

いる注射薬物常用者の治療とケアに対しては，ほとんど関心が向いてい

ないのが実情である注 120．この治療を受けている患者の間では，若者へ

の配分は不利になっている注 121．

緊急な避妊と安全な中絶にかかわるサービスを提供する
　無防備な性交のわかりきった結果の 1 つは計画外の妊娠ということ

になるだろう．特に家族ネットワークが結婚生活外の出生を支援しない

諸国では，未婚の若い女性にとってそのような妊娠は莫大な社会的コス

トをもたらしかねない．したがって，毎年，何百万人という若い女性が
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危険で違法な中絶手術を受けているのも，驚くべきではないだろう．安

全でない方法を使って妊娠中絶を選択する女性は，とりわけサハラ以南

アフリカとラテンアメリカ・カリブでは圧倒的に若い未婚者である．サ

ハラ以南アフリカでは危険な中絶をする女性の約 60％は 15-24 歳であ

る．ラテンアメリカ・カリブの比率は約 43％になっている注 122．ケニア，

ナイジェリア，タンザニアでは，違法な中絶で合併症を引き起こして入

院した女性の半分以上は思春期の女性であり，そうでなくても資金不足

の保健制度のコストを押し上げている注 123．つまり，安全な中絶サービ

スへのアクセスは，若い女性がさらに自分の健康に対する損害を回避す

るためにはきわめて重要なのである．

　無防備な性交すべてが望まない妊娠に帰結する（その場合，若い女性

は 1 つの選択肢として中絶を考慮せざるを得ない）ということではない．

緊急の避妊へのアクセスは，望まぬ妊娠を回避することができる．しか

し，通常，途上国では生殖保健サービスの一環としては提供されていな

い注 124．たとえ若者が緊急避妊手段のことを知っていたとしても，その

使用法に詳しく通じている人はほとんどいない注 125．

　しかし，安全な中絶サービスと緊急避妊手段に関しては，議論を呼

んでいる国が多い．中絶が違法ないし制限的なところでは，危険な中

絶とそれが原因で死亡する妊婦の割合は非常に高い状況にある．これ

はルーマニアでは顕著で，中絶が合法化されると，妊婦の死亡は激減

した注 126．合法的な中絶が不可能なところでは，若者の近代的な避妊手

段へのアクセスを強化しなければならない．

　女性が安全な中絶サービスや中絶後ケアにアクセスできれば，計画外

妊娠に関連する健康リスクは大幅に減少するだろう．1 つの可能なアプ

ローチは，避妊サービス（緊急避妊を含む），中絶，中絶後ケアをリン

クして，妊婦健康サービス提供の一部にすることであろう注 127．中絶後

ケアへのアクセスは熟練助産師による往診を通じて強化できる．公共部

門が中絶や中絶後ケアを提供できない時には，民間診療所が安全な手続

きを確保するよう規制されていれば，現実味のある代替策になるだろう．

治療プログラムのフィードバック効果
　悪い選択の結果に対処する，または軽減するプログラムは，そもそも

リスキーな行動をしようという決定に影響を及ぼすだろうか？　治療プ

ログラムは予防のために前向きなフィードバックをもたらすだろうか？

　あるいは否定的なフィードバックないしモラルハザードがあるのでは

ないだろうか？　もしそうならば，悪い選択を最小化するとともに，悪

い結果に見舞われている人々を保護するために，「インセンティブと互

換性のある」介入策を設計することができるだろうか？

　セカンドチャンスの提供はモラルハザードを奨励するのではないか，

というある程度もっともな懸念がある．つまり，何らかのリスキーな行

為のコストをその当人が負担しなくていいのであれば，当人はもっと不

注意な行動をするか，あるいは自分自身や他人に対するリスクを大きく
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する形で行動することになるだろう．例えば，健康保険があると，人々

は自分の健康に対して保険がない場合よりも大きなリスクをとる，また

はより多くの保健サービスを消費するだろう注 128．

　緊急避妊手段の利用可能性が無防備な性交を増やすことになるという

データはない．インドのプーナ市にある家族計画診療所に受診にきてい

る女性のうち，経口避妊薬と情報を受け取った人が無防備な性交をする

という可能性はさほど高くなかった．その女性のなかで，向こう 1 年

間に 1 度ならず緊急避妊手段を用いた人は皆無だったのである注 129．イ

ギリスでは，緊急避妊手段を使った人で，それを 1 年間に 2 回以上使っ

たと申告したのはわずか 4％にとどまっており，ということは，正規

の避妊手段の代替策として使っているわけでないと推察できるのであ

る注 130．

　ART はリスク回避を思い止まらせるが，リスキーな性的行動を助長

するといわれている注 131．ヨーロッパやアメリカで男性と性交をした男

性の研究によれば，有効な ART があるため，HIV 陽性の男性と HIV 陰

性の男性は両方とも，そのような治療法がない場合よりももっとリス

キーな行動に駆られる可能性があることが示唆されている注 132．ケニア

のコンドーム使用に関する長期的な研究によると（エイズの「良薬」と

されるものが 2 つ発表されて，政府指導者が広く喧伝していた時期），

発表があるごとに，売春婦はコンドーム使用を大幅に減らしたと報告し

たことがわかった．やがてこの薬がエイズに有効でないことが明らかに

なり，コンドームの使用が増加した注 133．

　　　　　　　　　　　―――――――――――

　若者の健康に影響する介入策は，健康的な選択のための機会と能力に

影響するものと，対応したり回復したりするために支援が必要な人向け

のセカンドチャンス・サービスを提供するものとに，大きく分けること

ができるだろう．表 5.2 は若者の健康増進のためにうまく機能すること

がわかっている介入策と，有望ではあるが，その有効性の主張がまだ検

証されていないものを要約したものである．

　データによると，若者は入手可能な一連の機会を変化させるような政

策に対しては確かに反応を示す．これは，タバコ税の賦課や条件付き現

金移転の給付など価格や所得の変化が，若者に与えるインパクトについ

てもっとも明瞭にうかがえる．しかし，本章では，若者の健康行動（お

よび大人になってからの健康）にとって最大の決定要因は，正しい決定

をする若者の能力であると主張してきた．

　母乳養育など幼い子供の健康を改善するために両親向けに提供した情

報がそうであったように，健康を増進するための介入策のなかには，衛

生や手洗いなどといった行動を変化させたものもある．行動にかかわる

介入策は，個人には情報が不足しているので，もっと情報があればより

健康的な選択ができるだろうという前提の下で，健康教育を強調してき
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た．情報が欠けている，あるいは誤った情報が溢れているという諸国で

は，重要な政策勧告は行動や結果に関する基準を確立して情報を提供す

る，ということになる．表 5.2 でわかるように，学校の健康教育は世界

中でバラツキが大きい．一部の地域では，HIV に関する情報が初めて提

供されるのは，多くの若者が性的に活動的になって以降の中等学校に

なってからだ．

　本章でみたように，健康的な意思決定には情報が必要不可欠である．

しかし，特に食べ物や性交などプライベートな問題に関する決定となる

と，情報だけでは十分ではない可能性がある．このような分野の行動に

影響を与えるのはきわめてむずかしい．データが増えてくれば，政策の

理解や設計を改善することができるだろう．このようなむずかしい分

野に関する経験から，健康情報キャンペーンについて明確な方向性が 3

つ出てくる．第 1 に，若者のなかでも年長者ではなく年下の人々を対

象にすることである．性交に関する情報は，若者が性的活動を開始する

立証済み・成功 有望だが未立証 成功の可能性小
機会
＜健康的な選択をする機会＞
行動を変えるための
機会提供

鬱病治療・精神衛生
スポーツプログラムや肉体的なフィッ
トネス
増進プログラム

ユースセンター（むしろ少年や年長の
若者に魅力的な公算大）

税金，広告禁止，販売制限
の活用

価格規制や課税（タバコ，アルコール）
広告全面禁止，未成年者向け販売制限

（タバコ，アルコール）

タバコやアルコールの部分的な広告禁
止

能力
＜健康的な行動を実践する能力を強化する＞
学校ベースの健康教育 基礎的な生殖保健情報と意思伝達スキ

ルや意思決定スキルを組み合わせたカ
リキュラムベースの性教育（ナミビア
の「自分の未来は自分で選ぶ」）
リスキーな性交に関する文化的に適切
な情報や健康リスクに関する具体的な
情報を提供するカリキュラムベスのプ
ログラム（ケニア農村部の無作為抽出
評価）

タバコ・アルコール・薬物乱用に関す
る健康教育
健康的な食事法や運動を奨励する健康
教育

「禁欲のみ」プログラム（性的活動の
開始を遅らせるため）

「禁欲のみ」プログラム（STI・HIV の
伝染や妊娠を遅らせるため）

マスメディアとソーシャ
ル・マーケティング

カメルーンの仲間教育や熟練提供者を
組み合わせたマスメディア・キャン
ペーン（「若者の前途」）

アフリカ 4 カ国の SMASH プログラ
ム（ボツワナ・カメルーン・ギニア・
南アフリカのうち，コンドーム使用増
加に有効だったのはカメルーンのみ）
ラジオ・テレビに加えて電話ホットラ
インや仲間教育（ニカラグアの「第六
感」，南アフリカの「性生活」）

禁欲だけを奨励するプログラム（STI・
HIV の伝染や妊娠を遅らせるため）

セカンドチャンス
＜リスキーな行動の結果を最小化する＞
HIV/ エイズ，性・生殖保
健サービス

STI 治療・カウンセリング（ナイジェ
リアのベニンシティとエクポマという
2 都市では，STI 治療に開業医の活用
が拡大）
緊急避妊・中絶サービスの提供 ART

（HIV 感染の悪影響最小化）
中絶後ケアの提供

ART（HIV の感染防止）
「若者に優しい」生殖保健・家族計画
サービス

中毒の治療や禁煙プログラ
ム

「害悪削減」―注射針交換，メタドン
置換

表 5.2　若者の健康と健康行動を改善する政策の要約
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前に提供されれば，より強力でより永続的なインパクトを与えることが

できるだろう．第 2 に，健康メッセージに対する露出は 1 回限りでは

なく，反復的なほうが効果的である．第 3 に，若者が直面している本

当の問題に取り組むことができるような具体的な情報を提供することで

ある．この点はケニアのプログラムでもっとも明確にわかる．若い女性

に対して年長の男性には HIV 陽性の人が多い，という情報を提供して

いるのである注 134．

　合法的な中絶，注射薬物使用者に対する害の削減，STI 治療などを筆

頭に，セカンドチャンスの健康サービスは，悪い決定や悪い環境の悪影

響を最小化するためには必要不可欠である．このようなセカンドチャン

ス・サービスの利益は，治療ケア支出の減少，感染症の罹患率低下，福

祉，安全，経済成長に対する波及効果という観点から，若者自身と幅広

い社会の双方にもたらされるだろう．
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　ラテンアメリカ･カリブ地域で最大の人口を擁する工業
国ブラジルは，何百万人という人々を苦しめ続けている貧
困の削減に長足の進歩を遂げている．ブラジルの識字率や
高等教育就学率は，コロンビアやメキシコなどほかのラテ
ンアメリカ諸国と肩を並べるようになったものの，この平
均値は何百万人という貧しい若者に関係がある格差を覆い
隠している注 1．

最貧 10％層に属する世帯出身の若者（15-24 歳）につ
いて，4％という公式部門の雇用率は同世代の雇用率の
全国平均の 8 分の 1 であり，成人雇用率の全国平均の
10 分の 1 に満たない．これに対して，最富裕 10% 層
出身者の公式部門雇用率は 50％と，同世代の全国平均
を 3 分の 1 上回っている注 2．
最貧 10％層の若者の非識字率は 14％と，全国平均の 3
倍である（半数は 12 歳までに退学している）．最富裕
10% 層では 0.3％である．
貧困層の若い女子は 14 歳までに母性への過渡期に入っ
ている．富裕層の女子の場合，これは 17 歳である注 3．

　機会の不平等は簡単に世代を超えて伝達されるため，ブ
ラジルの長期的な貧困削減戦略にとっては，若者に対する
投資が鍵となる．主要な家計調査に関する最近の分析に
よれば，ブラジルにおける賃金不平等の 5 分の 1 以上は，
親の学校教育，父親の職業，人種，出生地の 4 つの要因
で説明可能である注 4．このうちもっとも重要なのは親の
人的資本である．
　ブラジルは不利な状況に置かれている若者を直接対象に
し，各種提供者の措置を調整することによって，このよう
な不平等に取り組んでいる．

恵まれない若者を対象にする
　ブラジルには，若者向けに機会の拡大，能力の強化，セ
カンドチャンスの提供など，官民双方によるさまざまな
一連のプログラムがある．HIV/ エイズ戦略の一環として，
抗レトロウィルス療法へのアクセスがすべての人に保証さ
れており，国際的な手本であると考えられている．教育の
分野では，留年率の高さと中等学校サービスの劣悪さに
取り組むため，地方自治体に追加的な資金を供与してい
る．「家族手当」（Bolsa Familia）プログラム，「プロ若者」

（ProJovem）プログラム，「スペースを空ける」（Abrindo 

•

•

•

Espaços）プログラム，および男女両方を対象にした保健
教育プログラムを通じて，さまざまな過渡期や部門をまた
がる対応策に期待している．

「家族手当」プログラム
　年のいった多くの生徒にとって就学の機会費用は高い．
初等学校の低学年を超えて就学を続けることに関して，気
がつくような利益は小さいく，逸失賃金は非常に大きくな
ることがある注 5．就学に伴う機会費用と直接費用を軽減
するという点で，ブラジルは就学に対し条件付き現金移転
を実験した最初の国の 1 つである．「学校奨学金」（Bolsa 
Escola）は最初に州レベルで始められ，7-14 歳の子供た
ち全員が就学すれば，その世帯に月額奨学金を支給してい
た注 6．受益者の就学率は比較グループに比べて上昇した．
2001 年，本プログラムは国家レベルのものに拡大され，
04 年に連邦政府は「学校奨学金」と他の条件付き現金移
転プログラムを一本化した「家族手当」プログラムを打ち
出した注 7．「家族手当」のインパクト評価はこれからであ
る一方，2005 年のある研究によれば，低所得層では奨学
金のおかげで就学率が 11.5％上昇したと結論付けられて
いる．若者向けにプログラムを拡大するために，政府とし
ては「学校奨学金」のもつ教育インセンティブの修正を検
討している．これには以下が含まれる．①中等学校卒業に
対する特別支給金，あるいは②年長者が就学を続けられる
ような給付額引き上げ（機会費用の増大を認めて），ある
いは③就学条件を 16-18 歳まで延長（中等学校修了まで
の就学を意味する），あるいは以上の 3 つすべての組み合
わせ．

「プロ若者」プログラム
　ブラジル政府としては，学校を中退した若者がさらに教
育を受けたいと考えている可能性があることを認識してい
る．実際に，働く若者の 80％が復学している注 8．「青少
年成人教育」（Educação de Jovens e Adultos）プログラム
は，学校を中退した成人および青少年を対象に，識字能力
に焦点を当てた成人教育クラスである．これに加えて，「プ
ロ若者」という新プログラムが試行中である．学校を去っ
た 18-24 歳の若者向けの識字能力以外にも，数学，国語，
就職準備，市民権などすべてのカリキュラムを提供してい
る．さらに，2 週間のボランティア活動と，プログラム参
加中と修了直後の両期間にわたる若者向けの職業上および

　しつこい不平等は，それ以外の面では順調に成長し，貧困の削減も進展している諸国では，重大な懸念事項
の 1 つである．ブラジルの若者の間における人間開発の不平等は，若者の今後の発展を危機にさらしている．
とりわけ，社会的弱者向けの労働市場や教育機会の不足は，貧困の世代間伝達を強め，不平等の永続化につな
がっている．ブラジルはこの悪循環を打破するために横断的なアプローチを打ち出している．

ブラジルの若者の間における格差に取り組むスポットライト
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一般的な支援サービスも提供している．

「スペースを空ける」プログラム
　社会的疎外が若年暴力の背後にある牽引力だと考えられ
ている．2000 年に地方政府と UNESCO の共同で設立され
たペルナンブコ（地名）の「オープン・スクール・プログ
ラム」は，最貧で暴力がもっとも横行している地区に所在
する学校を週末に開放して，子供や若者を街中から遠ざけ
て，平和に自己表現ができるようにするため，多種多様な
文化活動や運動を提供している．UNESCOの研究によれば，
参加校の 60％で暴力が減少したと報告されている注 9．「ス
ペースを空ける」と呼ばれるこのプログラムは，それ以降，
リオデジャネイロ，バイーア，サンパウロ，リオグランデ
ドスルにも拡張され，プラス効果を生んでいる注 10．また，
古くからプログラムに参加している学校ほど良い成果を上
げており，これは効果が時間とともに大きくなってくるこ
とを示唆している注 11．

保健教育
　若者の間では性的初体験が早く，しかもリスキーな行
動（避妊手段を講じないと定義さえる）が組み合わさって
いることを考えると，若者向けのプログラムにとっては，
10 代の妊娠と性感染症の拡大を予防することが特に重要
である．保健教育省は 2003 年に，5 つの自治体の学校に
コンドームを配布するというパイロットプログラムを打ち
出して，大いに議論を呼んだ．2004 年には，ブラジルの
HIV/ エイズ患者のほぼ半分を抱える 205 の自治体にも，
プログラムが拡大された．プログラムには 10 代の妊娠

（今やブラジルの全出生数の 25％を占める）を防止すると
いうおまけまでついている．プログラムは生徒約 50 万人
が通学している公立学校 900 校をカバーする予定である．
このイニシアティブは評価がなされていない一方，ブラジ
ルの一般大衆向けの類似プログラムでは，HIV/ エイズの
急拡大を抑制するという戦略の一環として成功を収めてい
る．

性差：男を呼んでこい
　安全性を欠いた年若くしての性行動は，往々にして男女
別の役割に原因があるようである．男子は男らしさを見せ
ようとし，女子は状況に対応するための交渉力をもってい
ない．ほかの多くのプログラムのように責任を女子に委ね
るのではなく，ブラジルのプログラム H は，性差による
役割や行動に関する考え方を変えることによって，性的な
選択や期待を変えることができると期待して，男子によ
り多くのエージェンシーを付与しようとしたものである
注 12．リオのファベーラ（貧民街）3 カ所に関してプログ
ラムの評価が実施されたが，うち 2 カ所にはプログラム

があり，残りの 1 カ所にはなかった．評価によれば，プ
ログラム終了から 6 カ月後，プログラム参加者に関して
は比較地区と比べて，コンドーム使用の増加，性感染症の
新しい患者減少，「性的に公平な人間」（Gender Equitable 
Men）という尺度の大幅な改善が見られた注 13．評価手法
には若干の短所がある一方，プログラム H の経験は，こ
のアプローチが健康的な性的行動にとって有望であること
を示している注 14．

若者向け政策を高度に分権化された形に調整する
　最近，ブラジルでは若者政策のさまざまな関係者につい
て，調整を強化するための措置がとられている．

最近設置された青少年局は総務庁内に戦略的に所属し
ている中枢的な指導部局であり，省庁間の協調を円滑
化し，国家戦略を立案する．技術的および財政的支援
を通じて地方レベルで措置がとれるように，国家的な
優先課題と指針の策定に焦点を絞ることによって，官
民の予算をテコとして最大限のインパクトを発揮でき
るものと期待されている．ほかの省庁も所管の青少年
戦略についてはそうしている．
若者自身はコミュニティと国家の両レベルで動員を
図っている．最近組織化された「若者の声」（Vozez 
Jovens）は国の青少年政策を立案している．若者の
NGO の指導者グループは NGO 活動を強化するととも
に，国家という舞台で若者の意見を提供している．
州地方政府は青少年政策を策定して，国や独自の財源
を市民社会組織や民間部門の企業に供与しながら，プ
ログラムを運営している．対象グループの明確化，優
先課題，政府の各レベルにおける分業という面で，州
と地方レベル相互間の調整が改善できれば，サービス
提供の効率化が大幅に進展するだろう．例えば，ブラ
ジルの連邦政府は税制や財政上のインセンティブを用
いて，州地方政府に対し，「基礎教育振興基金」（Fundo 
de Desenvolvimento e Manutenção do Ensino Básico e 
Valorização do Magisterio：FUNDEB）として知られる
ファイナンスメカニズムを活用して，中等学校の就学
率を引き上げるよう要請している．
NGO はプログラムの実施や，あらゆるレベルの政府へ
のフィードバック提供という面で，すでに非常に活動
的である．地方の優先課題に適合させるのを後押しし，
政府からのインセンティブや支援（財政的および技術
的に）を通じて NGO の機能をさらに奨励し，モニタリ
ングと評価のシステムの開発を通じてプログラム設計
を改善すれば，市民社会の役割をいっそう高めること
になるだろう．

•

•

•

•
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　若者が家族を形成する際，安全な妊娠・出産を計画し，健康的な子供

を養育する能力は，若者の教育，栄養状態，健康知識，健康サービスの

利用に左右される．若い男女の多くは必ずしも準備万端ではない．良い

健康習慣の知識が欠けているし，利用可能な母子健康サービスは初めて

親になる人のニーズに完全には応えてくれていない．栄養不良，特に微

量栄養素不足は若い女子の間では一般的である．世界各地でそのような

女性は 10 代で母親になってしまい，母子双方の健康リスクをさらに高

めている．

　若い親が子供をもつタイミングとその数に関する決定は人口の伸びに

影響するので，経済開発にも直接的に影響することになる．もし若者が

小さな家族をもつことを選べば，出生数の減少を受けて生産年齢人口の

シェアが増加する．適切な支援策があれば，それは各国にとってボーナ

スになる可能性がある．

　栄養と生殖保健のサービスは，若者が次世代の親になる準備をし，出

産を計画して母子の健康を確保するのに，もっとも重要な人的資本投資

の 1 つに数えられる．妊娠の前とその間に若い母親が十分な栄養をと

らなければ，低体重の赤子が生まれてくるリスクが高まるだろう．低

体重の乳児は生後 1 年間さえ生き延びることができない可能性が高い．

また，低体重は子供が学校で学習し，労働力として生産的になっていく

能力が，不可逆的に損傷を受ける原因になる．大人になった際にも，冠

状動脈性心疾患など慢性疾患に罹患しやすくなるだろう．

　若い男女が親になるより良い準備をするための機会を拡大する政策に

は，生殖保健と子供の保健・栄養にかかわるサービスへのアクセス改善

が含まれる．結婚を遅らせることを目的としたプログラムも，若い少女

にあまりに早く母親になるのを回避する機会を提供できるだろう．若い

女子の妊娠前の栄養状態が子供の健康に大きく影響するので，栄養サー

ビスは妊娠の前とその最中の若い女子に届かなければならない．

　特に生殖保健と乳児の栄養やケアに関する意思決定能力を強化すれ

ば，若い男女が親になる準備をする後押しになる．健康教育は幼児保健

栄養サービスに対する需要を刺激するだろう．特に若い男子も対象にす

れば，そうなるだろう．若者に生活スキルを教えれば，結婚の先延ばし

や健康サービスの利用を奨励することができる．子育てや児童ケアの能

力を促進する早期児童開発も，若い親の意思決定能力を開発できる．

　セカンドチャンス・プログラムは，教育水準が低いことや雇用機会が

ないことが原因で，10 代の母親が直面する障害を克服する助けになれ

家族を形成するchapter 6
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るだろう．10 代の母親はほとんどが貧困世帯の出身であるため，その

ようなプログラムは貧しい社会経済的な地位に伴う不利な状況に取り組

まなければならない．

家族形成の準備は経済成長と貧困削減にとって良いこと
である
　若者が親になる過渡期は一国の経済や人口動態のトレンドに永続的な

インパクトを与える．ほとんどの諸国では，親になることを意味する

初めての出産は若い時期に起こっているからである．途上国では女性

のほぼ 60％は，25 歳以前に母親になる．男性はこの移行がやや遅く，

25-29 歳の間に初めて父親になる注 1．この相違は結婚年齢が男女で違

うことを主として反映したものだ注 2．社会的な圧力などさまざまな理

由から，新婚者は速やかに親になっていく（ボックス 6.1）．結婚年齢

は男女ともほとんどの諸国で上がってきていることもあって，結婚と第

1 子誕生の間隔は短くなってきている．ほとんどの人は結婚後，1 年半

以内に親になっている注 3．

成長と貧困削減に対するインパクト
　若者が家族形成への過渡期に備え，妊娠・出産を計画し，安全な妊娠

をし，健康的な子供が養育できれば，経済成長と貧困削減に影響する生

産性と貯蓄にインパクトを与える．妊娠・出産をより効果的に計画でき

るため，親の労働供給と生産性は増加する．モロッコの都市部でみられ

るように，母親の労働力への参加は乳児のせいで，特に有給職につい

　世界中の多くの地域では結婚が妊娠・出産の前提とされて
いるかもしれないが，そのトレンドは国によりバラツキがあ
る．アメリカやフランスなど多くの先進国と，ラテンアメリ
カやアフリカの一部の地域では，婚外の妊娠・出産は一般的
である．例えば，アメリカでは，未婚女性による出産が全出
産のほぼ 30％を占めている．これは未婚女性の割合が増加
したことと，その出生率が高いことが組み合わさった結果で
ある．
　アフリカ，南アジア，イスラム社会など世界のそのほか多
くの地域では，結婚が妊娠・出産が許される唯一の公認され
た状態である．結婚に関する時期や文化的な規範は，結婚生
活の質に大きく影響するだろう．最大の懸念はパートナーに
よる肉体的な虐待である．南アジアでは，持参金に関係して
いることもある夫の暴力が，若い女性の主要な死因の 1 つ
となっている．
　早婚とそれに伴う年若くしての妊娠・出産は，世界の至る
ところで一般的である．18 歳未満で結婚する少女の割合は，
中央アジアの 20％未満から，バングラデシュ，ギニア，マ
リの 60％強まで開きがある．15 歳未満という非常に若い歳
での結婚も，世界の一部地域では際立っている．例えば，マ

リでは，若い女性の約 36％は 15 歳までには結婚している．
　結婚年齢とさまざまな結果との因果関係は不透明であるが

（特に途上国では），女性にとって悪影響があるという関連性
は十分に裏付けられている．早婚は早期の妊娠・出産や出生
率が高いことと関係がある．早婚の女性は結婚生活のなかで
発言権が低い可能性が高い．家庭内暴力の増加も早婚と関係
がある．
　驚くべきことに，研究報告によれば，早婚は少女にとって
HIV/ エイズ感染のリスク要因であるとされている．ケニア
とザンビアでは 1997-98 年について，HIV の感染率は既婚少
女のほうが同年代の性的に活動的な未婚少女よりも 48-65％
も高かったのである．同じようなパターンがほかのサハラ以
南アフリカでもみられる．研究によれば，既婚の若い少女の
間で HIV/ エイズ感染率が高いのは，若い男性よりも HIV に
感染している可能性が高い年上のパートナーとの，無防備な
性交の頻度が多いことに関係がある．

出 所：Bruce and Clark (2004); Buvinic (1998); Clark (2004); Eltigani (2000); 
Jensen and Thornton (2003); Lesthaeghe and Moors (2000); Singh and 
Samara (1996); Upchurch, Lillard, and Panis (2002); Willis and Haaga (1996)．

ボックス 6.1 結婚と妊娠・出産の順序



家族を形成する　199 

ては阻害されている注 4．したがって，意図せざる出産が少な

いほど，若い女性の労働力参加率は高くなるだろう．カップ

ルが望ましい家族規模をもてるように手助けしてやれば（幼

児死亡率の削減と計画的出産の両方を通じて），子供の教育，

栄養，健康に対する親の投資も増加する．子供の生存は両親

の貯蓄を促進するため，この貯蓄の増加が成長に追加的なイ

ンパクトを及ぼすことになるだろう．

　非常に若くして妊娠することを回避し，意図せざる妊娠を

減らし，出産に間隔を置けば，母親の健康が害されることは

なくなって，母子の死亡と不健康にかかわるリスクは減少す

る．サハラ以南アフリカの慣行である女性性器切除も，若い

母親の健康リスクを悪化させる注5．多くの諸国で若い女性は，

主として結婚が早いため，非常に若くして母親になるリスク

に直面している（ボックス 6.1）．サハラ以南アフリカ，南

アジア，ラテンアメリカでは，15-19 歳の女性の 10％強が

母親である（図 6.1）．バングラデシュとモザンビークでは，

15-19 歳の女性のうち母親になっている，あるいは妊娠して

いる人の割合は 30％以上に達している．若い妊婦は肉体的

な発育が不完全であることが主因で，死亡，出産合併症，分

娩障害，早産のリスクが高くなる．初潮後の早い時期に妊娠

した少女の場合は特にリスクが高い．早い時期の，頻繁な，

ないし間隔の短い妊娠に関連した疾病は，女性の生産性を涸

渇化させるので，所得獲得能力を窮地に落とし入れて，本人

の貧困に寄与することになる注 6．

　妊娠に関連した疾病は 15-29 歳の女性の間では重大な死因

となっている．南アジア，サハラ以南アフリカ，中東・北ア

フリカなど出生率が高い地域では，女性の 15-20％は妊娠に

関連した原因で死亡している．このような死亡を削減すれば，世代間の

利益が大きくなるだろう．子供は母親の死亡率低下で恩恵を受ける．親

を失った子供は，財源の喪失と親によるケアの欠如が理由で，脆弱性が

高まるからだ．インドネシアでは，母親を亡くした子供はほかの子供と

比べて，就学や健康の面で劣りがちである注 7．エチオピアでは，エイ

ズの犠牲になった母親の子供は，精神的な健康状態が悪く，学校就学率

が低い注 8．

人口動態のトレンドを通じた経済成長へのインパクト
　過去 20 年間にわたり世界的にみられる出生率の低下を受けて，出産

は 15-24 歳の女性に集中するようになっている．出生率が低下し始め

る時には，妊娠・出産のパターンは次の 3 つの形で変化している．す

なわち，女性は第 1 子の出産を遅らせる，子供の出産間隔をあける，

あるいは前世代に比べて若い時期に出産を停止する．女性の結婚年齢は

上がっているのに，結婚と第 1 子出産の平均間隔は短縮しているので注9，

図 6.1　10 代の母親が一般的な地域もあるサハラ以南
アフリカ

出 所：ORC Macro (2006); MEASURE DHS STAT Compiler（2000-05 年
に実施）．
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妊娠・出産過程の開始は全体としてほとんど遅くなっていな

いということが示唆される．一部の諸国に関しては，女性が

前世代に比べて若い時期に妊娠・出産を停止しているという

データがある．1990 年代のインドをみると，女性が妊娠・

出産を停止する年齢が 30.2 歳（45-49 歳の女性）から 28.7

歳（40-44 歳の女性）にまで約 1 歳低下している注 10．

　妊娠・出産が若い時期に集中しているのは，出生率が低い

諸国では若い女性による出産のシェアが大きいことで明らか

である（図 6.2）．15-24 歳による出生が全体の 30-50％を

占めている国が多数ある．ドミニカ共和国やインドでは，出

生率は女性 1 人につき 3 人未満であるが，15-24 歳の女性

による出産が全体の 50％近くに達している．女性 1 人につ

き 2 人未満の出生率となっているアルメニアでは，若い女

性のシェアが 60％となっている．

　出産に占めるシェアが大きいため，親になるということに関する若者

の決定が，将来的な人口動態のトレンドを決定することになろう．出産

計画がうまくできているカップルが多いほど，出生率と死亡率はともに

低くなり，生産年齢人口のシェアが高くなるだろう．支援状況が適正で

あれば，経済としては被扶養者が少なく生産年齢人口が多いことに伴う

利益を享受できる（第 1 章）．しかし，チャドのような一部のアフリカ諸

国では，若い女子は生涯で 6 人以上の子供を産むことが期待できる注 11．

このような諸国においては，若いカップルが家族形成の準備をすれば，

出生率と扶養率の低下が促進されて，生産年齢人口の増加に伴う利益を

享受できる機会の窓口が開くだろう．

家族形成の準備は不十分である
　若い男女がいつ親になるのか，子供は何人ほしいのか，子供をどう育

てるのか，については多数の決定要因がからんでいる．若者自身がこの

ような決定を行う場合と，両親や拡大家族が若者のために決定を行う場

合とがある（第 2 章）．公的介入に値しない，純粋に私的な決定がある

程度は存在する．しかし，初めての妊娠およびそれ以降の安全な推移を

保証するのに有益な分野については，公共投資に果たすべき役割がある

だろう．若者が社会的に最適と思われる水準に比べて，家族計画や妊産

婦保健サービスに過少投資する可能性があるためだ．

　ほとんどの政府は妊産婦保健サービスに資金供与を行っているが，こ

れは子供（まだ産まれていない）の健康改善に対してプラスの外部性が

あるからだ．政府がこのようなサービスを提供する別の理由としては，

親になろうとしている人が教育や情報に欠如していて，貧しいことから，

サービスに対する需要が低水準にあるためだ．親への移行を支援するた

めに政府が行う投資をさらに正当化するのは，公平性の保証である．公

的にファイナンスないし提供されるサービスは，女性や思春期の女子を

中心に，サービスを利用することができない人々向けに，アクセスを拡
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6050403020

図 6.2　出生率が低い国では若者にかかわる出生率が占
める割合が大きい

出 所：ORC Macro (2006); MEASURE DHS STAT Compiler（2000-05 年
に実施）．
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大することができる注 12．

　家族形成に影響する多くの要因の 1 つに，若い女性が両親の世帯で

占めている地位がある．不利な立場にあると，非常に若い時期に妊娠を

余儀なくされて，教育投資の減少にもつながり，親への過渡期に重大な

悪影響をもたらしかねない（ボックス 6.2）．若者の労働市場における

成果は，結婚や親になるタイミングと関係がある．エジプト・アラブ共

和国，フィリピン，タイ，ベトナムにかかわるデータによれば，貧困と

財政的な安定性の欠如が，若い男子が結婚を先送りしている理由である．

エチオピア農村部では，土地が入手不可能なことが男子の結婚遅延と関

係している注 13．アメリカの研究では，男子の労働市場における成果は

親になることと連動している．父親の給与は子供がいたほうが高くなっ

ている注 14．

　結びつきの性格はさまざまであろうが，結婚ないし同棲は人生のなか

では重要な過渡期である．大勢の若者とその家族にとって，結婚の時期

は経済的な圧力と期待される男女の役割によって影響を受ける（ボック

ス 6.3）．ひとたび結婚すると，新婚者は避妊具の使用や出産時期に関

して共同決定を行う．子供がほしいかどうかについて配偶者間で不和が

あれば，避妊具の使用や妊産婦保健ケアにも影響が及ぶだろう．

　このような要因に加えて，栄養と生殖保健も家族形成への過渡期に

とっては重要である．栄養と生殖保健が良ければ，親になる際に大きな

恩恵が享受できる．妊娠する前に過少体重ないし微量栄養素不足だった

若い女性には，低体重の乳児が生まれる可能性が高い注 15．低体重の子

供の誕生を防止すれば，その子供は非常に大きな収益率が期待できる．

幼児死亡率が低下し，認知能力が高まり，成人した時に非伝染性疾病に

罹患する確率も低下する．さらに，大人になった時には生産性が向上す

　今日の若い男女は親になる時点で，前世代よりも教育程度
が高い．教育程度の高い親のほうが，安全な妊娠・出産を計
画し，子供の教育や健康により多く投資するだろう．従来と
比べて，現代の若者は結婚も遅く，だれといつ結婚するかに
ついても発言権が大きいだろう．見合い結婚の減少や結婚に
かかわる意思決定の親から若者へのシフトは，女性の教育水
準向上に原因があるとする向きさえある．
　また，ほとんどのすべての諸国で，女性の教育と妊娠・出
産の減少の間には強い連動がみられる．一部の国では，初等
学校における 2-3 年間の就学だけでも総出生数が減少し，中
等教育であればさらに大きな効果をもつことが認められてい
る．母親の教育は望ましい家族規模の減少や避妊具使用の増
加とも関係がある．
　一部の諸国では，1990 年代に初等教育の義務化が進展し，
女子を対象に初等以降の教育を継続するインセンティブが提
供されたことを受けて，女子の中等学校就学率が上昇した．
これは 10 代で母親になった人の教育水準をみれば明らかで

ある．バングラデシュでは，1990 年代に中等学校就学率が
16％から 26％に上昇した．母親の教育が健康状態の改善と
関係があるということなので，10 代の母親の子供たちは現
在ではあまり不利をこうむらないですむだろう．
　学校教育と教育機会を拡大すれば，母親になる時期を遅ら
せることができる．35 年間にわたるグアテマラの研究によ
れば，女性は学校教育が増加したおかげで妊娠・出産を遅ら
せたということが示唆されている．豊富なパネルデータを用
いたこの研究では，女性に関しては教育と親になる年齢との
間には大きな因果関係が認められるが，男性に関してはそれ
が当てはまらない．学校の学年が 1 年上がるごとに，女性が
親になる年齢は平均（中央値）0.52-0.87 年遅くなる．10 代
で（18 歳未満で）母親になる確率も 14-23％低下している．

出所：Behrman 他 (2006); Mensch, Singh, and Casterline (2005);
National Research Council and Institute of Medicine (2005)．

ボックス 6.2 教育が家族形成を規定する
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るので，低出生体重が防止できれば，その経済的利益は幼児 1 人につ

きほぼ 510 ドルにも達する注 16．父親の栄養も家計所得に対する効果を

介して，間接的に子供の健康に影響するかもしれない．栄養の良い父親

は労働市場のなかで生産性が高く，賃金も高いであろう注 17．

　初めて親になった時は，母親と子供に対する健康リスクを経験する．

例えば，初めて誕生した子供は，おそらく健康に関する知識と適切なケ

アが不足しているため，生後 4 週間以内に死亡してしまうおそれが高

い．家庭を形成したばかりの若者にとっては，HIV/ エイズが追加的な

懸念となるだろう．若い女性は年上の男性と結婚する可能性が大きいた

め，HIV 感染のリスクがより高い注 18．一部のサハラ以南アフリカ諸国

のように，この病気が蔓延しているところでは若い女性のほうが男性よ

りも HIV 感染率が高いのはこのような理由による（第 5 章）．このよう

なパターンは，主に性的接触を通じて伝染しているインドのような HIV

感染率が低い諸国でもみられる．適切な情報，カウンセリング，妊娠中

の検査へのアクセスがないと，母親から子供にウィルスが伝染するリス

クが高まる．

　本節の以下でみるように，若者については栄養不良はかつてほど一般

的ではなくなっているが，微量栄養素不足は依然として一般的である．

家族計画や母子保健のサービス利用については，それが増大している国

もあれば，そうでない国もある．この種のサービス利用が増加している

ところでさえ，女性は必ずしもすべてのサービスの恩恵に浴しているわ

けではなく，それが初めて母親になる人にとっては特に有害である．さ

らに，若い男女は性交や子供の健康に関して知識が不十分である．ほぼ

すべての諸国で，栄養，家族計画，母子の健康に関しては政府が介入し

ている．本章で説明する格差を考えると，このような介入策は若い男女

に手を差し延べることにおいて，もっと有効でなければならない．

若者は栄養不良で苦しんでいる
　若い女性の身長は分娩が困難かどうかの指標となる．体が小さいと骨

　男女を問わず，何が「理想的な」パートナーを構成するの
かに関しては，かなりの合意がある．両性とも教育と性格の
良さが望ましいと考えている．しかし，男はルックスの良い
女性を求め，女性は財産ないし良い仕事をもっている男性を
求める．シルヘット（地名）では，「理想的な」夫とは社会
的地位が確立した誠実な人であり，「理想的な」妻は「家事
が上手」（shongshari）で，性格が良く，ルックスが良い人
である．チタゴン（地名）のヒンドゥー系の男性は，女性が
男性に求めているものについて冷笑的である．すなわち，「女
性が夫に求めるのはお金だけだ．ほかの特徴はまったく重要
ではない．男は金さえもっていれば，花嫁を手に入れること
ができるだろう」．カラヤンプール（地名）の「スラム街」

（basti）の少年たちは，何が良い妻の条件なのかについてもっ
と深い議論をしていたが，現在の女性，特に衣服工場の同僚
である「ふしだら」な女性の，「道徳性」について大きな懸
念を抱いていたようである．一方，カラヤンプールのスラム
街の少女たちによる夫に関するコメントは非常に冷笑的であ
る．「悪い夫というのはみんなの前で公然と殴る人で，良い
夫というのはだれにもばれないように，家でこっそりと殴る
人です」．

出所：Ali 他 (2006); 2006 年 1 月にバングラデシュのチタゴン，ダッカ，ラ
ジシャヒ，シルヘットで，23 の青少年グループ（10-27 歳）と実施した協議会．

ボックス 6.3 バングラデシュの若者の声：理想の配偶者を求めて
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盤も小さいことが多いからだ．体が小さい女性の

場合も，乳児にかかわる低体重のリスクの可能性

が高くなる．母親が妊娠の前と最中に低体重だっ

たり，微量栄養素不足であると，新生児は低体重

の懸念が高まる注 19．

　ほとんどの途上国では，若い女性は平均的には栄養状態が良く，身長

も分娩リスクを示唆する水準（140-150 センチメートル）を超えてい

るようにうかがえる．南アジア諸国と一部のラテンアメリカ諸国を除

くと，15-24 歳で 145 センチに満たない女性の割合は 3％以下である．

バングラデシュ，インド，ネパールでは，発育障害の若い女性の割合が

もっとも高く，バングラデシュとネパールでは 20-24 歳の女性に関し

て 16％近く，インドでは 13％に達している（図 6.3）．データが入手

可能なラテンアメリカ諸国のなかでは，ペルーでは 15-24 歳の女性で

145 センチ以下の割合が 14％近くともっとも高い．同年齢層の若い女

性について過少体重の人の割合をみると，コロンビア，エジプト，ニカ

ラグア，トルコでは 3％未満と低いが，南アジアでは高い．過剰体重の

若者の比率はだいたいどこの国でも，過少体重者の比率よりも高くなっ

ている（第 5 章）．

　若者は一般的な栄養状態は良好であるのに対して，微量栄養素不足に

陥っている．ほとんどの途上国の若者の間では，複数の微量栄養素が不

足した結果である貧血症が一般的である（ボックス 6.4）．思春期には

発育が急速なため，鉄分に対する栄養需要が高まり，鉄分不足に陥りや
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図 6.3　体の小さい若い女性は分娩合併症になるリスク
がある

図 6.4　若い女性の間では貧血症はきわめて一般的である

15-24 歳の女性のうち貧血症の人の割合（％）

出所：1998-2004 年に実施された人口動態保健調査．
注：貧血はエモグロビン（Hb）の血中濃度が 12 グラム / デシリッ
トル未満と定義されている（軽度，中度，重度すべての貧血を含む）．
1,000 メートル以上の高地に住む女性と喫煙している女性に関して
は，必要とされるヘモグロビンが多くなるので，この下限値を調整
してある（Centers for Disease Control and Prevention 1998）．数字
は既婚か未婚かを問わず 15-24 歳の若い女性に関するもの．

　ヘモグロビンの血中濃度の低下が特徴である貧血症は，鉄
分，葉酸（ビタミン B9），ビタミン B12，その他の栄養素の
不足によって生じる．この不足は貧血症のリスクを高めるこ
とでも知られている．貧血症については，出血，感染，遺伝
性異常，慢性病など，ほかにもさまざま原因が指摘されてい
る．しかし，ほとんどの場合，栄養不足は主に日々の食事法
における鉄分の不足が原因である．
　重度の貧血症の女性は，分娩が近くなる，あるいはその最

中に，特に出血がひどい場合には，酸素運搬の要請に応える
のに困難を経験することがある．これが母子が死亡する基本
的な原因であろう．鉄分不足は男女とも肉体労働の能力に影
響するが，若者に焦点を当てている研究はない．

出所：DeMaeyer (1989); International Nutritional Anemia Consultative Group 
(1979); 

ボックス 6.4 貧血症：複数の不足に伴う結果
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すい．男子に関しては，このリスクは急成長が終わると後退する．しか

し，少女や女性に関しては，妊娠・出産適齢期を通して，月経のため鉄

分不足のリスクが高まる注 20．妊婦も含めて 15-24 歳の若い女性の間で

は，貧血症は非常に一般的である（図 6.4）注 21．ベニン，マリ，ハイチ，

インドでは，少女の 50％強が貧血症である．エジプトでは，11-19 歳

の少年の 30％近くが貧血症に陥っている注 22．アメリカやヨーロッパで

は，女性と子供の貧血症は 7-12％の範囲となっている．

若者は情報が不足しているため，重要サービスを利用する可能性
が低い
　若者には性や生殖保健に関する知識が不足している．ニカラグアの学

校で性的に活動的な生徒の間では，最初の性的接触で妊娠する可能性に

ついての認識が非常に低い注 23．毎月のどの時期に妊娠リスクがもっと

も高いかさえ，指摘することができない若者もいる．規則的に性交して

いる可能性がもっとも高い既婚女性でさえ，未婚の少女に比べて知識が

豊富だということではまったくない注 24．インドネシアの 15-24 歳の若

者について注 25，女性の 21％，男性の 28％は，思春期における異性の

肉体的変化の兆候を何も知らなかった．兆候を知っていた人のなかで

もっとも多かったのは，友だちが情報源であるという回答であった．

　バングラデシュでは，妊娠中に生命に危険のある症状を指摘できた人

は，10 代の母親の間にはほとんどいなかった．妊娠中ないし分娩中に

母体の生命に危険のある激しい頭痛，高血圧，子癇前症などといった症

状のことを知っていたのは，わずか 5％程度であった．10 代の母親の

50％近くは，妊娠・出産の合併症に関して医師の診断を求めなかった

と回答している注 26．

　若いカップルは年長のカップルに比べて，避妊手段を講じる可能性が

低い．これは何らかの手段を講じていると回答した女性の年齢別割合

で明らかである（図 6.5）．ペルーでは，30-34 歳の女性の

うち 64％は避妊手段を用いているが，これは 15-19 歳の比

率の 7 倍近くにも達している．ただし，これは若いカップル

が結婚後には早く子供がほしいということを反映している可

能性がある．あるいは，家族計画サービスが女性に対して間

隔を置いた出産よりも，出産を停止する方法（例えば，不妊

手術）を奨励しているため，停止するつもりの年長女性が家

庭をもったばかりの若い女性に比べて，このようなサービス

を利用する公算が高いということかもしれない．未婚女性に

とってもう 1 つの制約になるのは，避妊手段の入手が困難な

ことである．なかには法律で若い女性の避妊具へのアクセス

を規制している国もある．その規制には最低年齢や，若い女

性が既婚者で配偶者の承認を得ていることといった要件が含

まれていることもある注 27．

　バングラデシュ，インド，マリ，パキスタンでは，若い女

「子供の出産と養育に関して自分が手
に入れた情報は十分だとは思わない．
しかも，こういった情報は学校でも
家でも入手できない．」

中国の大学生，
2005 年 12 月
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図 6.5　若い女性は年上の女性よりも避妊具を使う可能
性が低い
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出 所：ORC Macro (2006); MEASURE DHS STAT Compiler（2000-05 年
に実施）．
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性の間では，産前ケアを中心に妊産婦保健サービスの利用

度は低い．旅費を含めた価格や待ち時間が女性が保健ケア

を利用するかどうかの決定要因になっている注 28．若い女性

と初めて親になる女性にとっては，妊娠期間中の予防ケア

の必要性に関する知識の欠如が追加的な要因であるかもし

れない．少女の場合，交渉力が弱いことも，妊娠中のケア

の必要性に関して夫や姑と交渉する能力を低下させている．

パキスタンの農村部では，若い女性の移動性は厳しく制限

されており，医療サービスを求めることが困難になってい

る注 29．

　ラテンアメリカやサハラ以南アフリカでは，多数の諸国

で産前ケアの利用率が総じて高く，その種のケアを享受し

ている若い女性の比率も 80-100％と非常に高くなってい

る注 30．しかしながら，産前ケアの利用率が高いところでも，

若い母親は全てのケアを享受しているわけではない．初め

ての妊娠は新生児の合併症のリスクが高く，妊産婦に潜在

的な合併症に関する情報を提供することも，若い母親のケ

アにとっては重要な要素となっている．データが入手でき

る諸国のなかでは，ほとんどの場合，産前ケアを利用した

若い母親は血圧測定など一般健診を受ける可能性は高いも

のの，妊娠合併症のことについて教えてもらえる確率は低

くなっている（図 6.6）．貧血症が蔓延している多数の諸国

では，鉄分補給剤が産前ケアの一環として供与されている．しかし，

若い女性の半数以上が貧血症に悩んでいるカンボジアでは，産前ケア

の時期に鉄分補給剤の支給を受けた母親は 4 分の 1 未満にとどまって

いる注 31．

　養育スキルは親が乳幼児の行動を解釈するのに役立つし，乳幼児の健

康，栄養，発育ニーズに関する知識も同様である．若い父母は幼児期の

病状やその対処法にあまり詳しくない傾向がある．経口補水療法（ORT）

は，子供が下痢で脱水症状になった時の処置法として手軽で効果的で

あるが，多くの途上国では，特に若い男性と 10 代の母親の間を中心

に，これに関する知識が不足したままである．ペルーでは，ORT 塩の

ことを知っているのは，25-29 歳の母親では 80％にも達しているのに，

10 代の母親の場合は半数程度にすぎない．年上の母親の間では認識は

ほぼ 100％に達しているインドネシアでさえ，10 代の母親となると，

ORT 塩のことを知っているのは 85％にとどまっている．ケニアでは，

15-24 歳の男性では ORT のことを耳にしたことがある比率は 40％にと

どまるのに対して，年長者の間では 60％に達している注 32．

若者が親になるための準備をする機会を提供する
　若い男女の家庭生活への備えが改善するような機会は，家族計画，妊

産婦保健，乳幼児保健，栄養などに関するサービスへのアクセスを改善
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図 6.6　若い母親は産前検診の際にフルケアは享受して
いない

産前ケアを受けている 15-24 歳の女
性のうち，妊娠合併症に関して説明

を受けた人の割合（％）

出所：1998-2003 年に実施された人口動態保健調査．
注：図示されている数字は調査前 3 年間に，直近の子供に関して産前
ケアを受けた女性にかかわるものに限定されている．
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することによって，拡大することができる．財政的なインセンティブも

貧困層を中心に，人々が健康サービスを利用できる機会の拡大に役立つ．

ほとんどのプログラムは特に若者を対象にしたものではないが，若者が

親になる準備をするのに有望なアプローチを提供している．若いうちの

結婚を防止する努力をすれば，若い女性があまりに早く母親になるのを

防ぐ機会を増やし，それに関連する健康へのあらゆる悪影響を回避する

のを助けることになるだろう．

健康サービスへのアクセスを改善する
　若い男女は家族計画，妊産婦保健，乳幼児保健に関するサービスを

あまり利用しない傾向があるが，これにはアクセスが鍵となっている．

アクセスを改善する 1 つの方法は，サービス提供者が若者のニーズを

満たせるよう訓練されているような「若者に優しい」サービスを提供

することであろう．産前および産後のケアを若い母親向けにもっと優

しくする試みは数カ国でなされているが，厳格な評価はまだ入手不可

能である注 33．有望なプログラムの例としては，メキシコにおける病院

ベースの若い母親向け母乳保育プログラムがあげられる．これに伴って，

産前ケアのためにプログラム参加者の病院訪問が増加している注 34．

　移動性が制約になっている場合があるので，アウトリーチ・サービス

（固定サイトによる提供ではなく）も改善をもたらす可能性がある．そ

のような条件下であれば，コミュニティの全員に届くマスメディアを通

じた保健情報キャンペーンの提供は，サービス需要を刺激することがで

きる．特に若者に対象を絞った保健アウトリーチ・プログラムは存在し

ていないが，妊娠・出産適齢期にある全カップルを対象としたプログ

ラムが成功したことから考えて，アウトリーチは有効であることが示

唆される注 35．バングラデシュ農村部（マトラブ地区）では，戸別訪問

による提供プログラムのおかげで，産前および産後ケアのサービス利用

が大幅に増加した注 36．パキスタンの「婦人保健師プログラム」（Lady 

Health Worker Program）は，生殖適齢期にあるすべての女性にとって

有効であった注 37．

　男性による生殖保健や家族計画のサービス利用が高まれば，自分自身

の健康や，カップルが性感染症（STI）や意図せざる妊娠から保護され

る可能性が改善するだろう（ブラジルに関するスポットライトを参照）．

母子保健や家族計画の診療所は女性向けのサービスであるとみられてい

るので，性感染症の治療を要する男性はそこでの治療を当てにすること

はないであろう．そういう男性にとっては，STI と家族計画に関するサー

ビスの提供が別になっている施設のほうが魅力的であろう．

　民間部門を官民パートナーシップとして関与させれば，政府からの関

与と資源供与を限定した形で，女性向けに生殖保健サービスの入手可能

性を改善することができよう．仮に政府がそのサービスを若者向けに提

供するのは問題が多いと考えるのであれば，コロンビアにおけるよう

に外部委託すれば，若い女性に手を差し延べることができる注 38．コン

「もし若者が家族計画法に自由にアク
セスできれば，自分の行動の結果を
理解できるだろうから，もっと自分
の行動を意識して，注意深くなるだ
ろう．」

ペルー，クスコの若者，
2006 年 1 月
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ドームのソーシャル・マーケティングは STI や HIV を予防できるものの，

入手が可能なごくわずかな評価レポートでは，意図せざる妊娠の防止に

かかわるデータが欠如している注 39．コンドームを単なる「安全な性交」

の手段としてだけでなく，「二重の保護」手段として宣伝すれば，コンドー

ム使用が増加して，既婚か未婚かを問わず，すべての若者を性感染症や

意図せざる妊娠から保護することができる可能性がある注 40．

　第 5 章で検討したように，STI と HIV のサービスを生殖保健のサービ

スと統合すれば，両方の利用をおおいに奨励することになるだろう．こ

れは HIV 感染率がすでに高いサハラ以南アフリカや，感染率は低いも

のの若い既婚女性の間で急増しつつあるインドでは，とりわけ重要であ

る．統合化すれば，若い女性は産前検診に行った際に，HIV と母親から

子供へのウィルス伝染に関してカウンセリングを受けることが保証でき

る．しかし，そのようなカウンセリングや検査の機会さえ利用する人は

ほとんどいないのが現状である．統合の実現可能性と有効性は，ほとん

どの途上国が直面している資源の制約を考えると，議論の余地があろう．

また，このことについての入手可能な評価はない注 41．

栄養サービスへのアクセスを改善する
　WHO の勧告によれば，もし若者がまだ成長過程にあるなら，妊娠の

結果が悲惨な結果になることを回避するためには，十分な体重の増加

と栄養素の摂取が確保されなければならない．鉄分不足はしばしばほ

かの微量栄養素（ビタミン A や葉酸）の不足を伴っているので，食物

ベースのアプローチが若者の食事法の改善につながる可能性があろう．

食物の栄養強化や栄養補助食品の供与は，微量栄養素不足を削減する

には，かなり安価で，しかも成功している方法である．貧血症が一般

的な場合には，食品の栄養強化では十分ではなく，鉄分補給剤が必要

であろう注 42．学校ベースの鉄分補給剤プログラムは，就学率が高い諸

国では若者をカバーするのに有効である．中等学校の生徒にとって，鉄

分補給の費用対利益の比率は 26-45 倍の範囲であると推計されている．

つまり，鉄分補給に 1 ドル投資すると，26-45 ドルもの収益があると

いうことである注 43．

　貧血症に関する情報は欠如していることがしばしばであるが，貧血症

の割合を測定した調査があれば，それを防止するための健康介入プログ

ラムを策定するのに有用であろう．多数の諸国では，妊婦が妊娠中に貧

血を起こすのを防止するためにも，栄養補給物として鉄分や葉酸を供与

している．妊娠前の栄養状態が新生児の健康に著しく影響するので，栄

養措置は少女も母親になる以前に対象に含めるべきである．栄養補給物

を長期間にわたって提供するのは困難である．栄養補給物は毎日摂取す

る必要があり，しかも副作用が生じることがあるからだ．しかし学校ベー

スの鉄分補給プログラムは有効であることがわかっている注 44．「児童開

発のためのパートナーシップ」（Partnership for Child Development）が

いくつかの国の学校の健康政策を最近調査した結果によれば，学校の生

「特に農村コミュニティに住んでいる
ので，情報にあまりアクセスできな
いことが心配だ．恵まれていないし，
注意を喚起するキャンペーンが行わ
れているのは，いつも都市コミュニ
ティだけだ．」

シエラレオネ農村部で，非伝統的な音楽活
動を活用している青年活動家ジェスティナ，

2006 年 2 月
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徒に鉄分補給剤を提供している国は多いものの，ベニンやカメルーン

など女子生徒の半数近くが貧血症だというような諸国の多くでは（図

6.4），学校はそのようなサービスを提供していない注 45．

　10 代の母親にとって，栄養サービスは産前および産後ケアサービス

の重要な側面になっていなければならない．10 代の妊婦は，特に体が

小さいか，または妊娠前に過少体重であった場合には，分娩リスクが高

い．10 代の母親の栄養状態に関しては徹底したモニタリングが勧奨さ

れているが，これは十分な体重の増加が年上の母親よりもいっそう重大

だと思われるからである注 46．栄養と体重のモニタリングは必ずしも実

施が容易ではなく，健康サービスの提供者は女性の個別状況に応じて，

食事法に関する助言を与えられる能力をもっていなければならない．鉄

分補給に加えて，ビタミン A，亜鉛，カルシウムの補給も 10 代の母親

にとっては特に有益であろう．妊娠が誘発する高血圧や子癇前症のリス

クがより高いからだ．10 代の母親には食事法のカウンセリングや母乳

養育法の支援など，分娩後ケアも必要となる可能性がある．

財政インセンティブを提供する
　条件付き現金移転は，貧困世帯による予防的保健ケアの利用増加に有

効であった．このようなプログラムは年若い親を対象としたものではな

かったものの，初めて親になる人の予防的保健ケアの利用を増加するの

に有望なアプローチを提供している．メキシコやニカラグアでは，世帯

員が健康および栄養のワークショップに参加することと，保健センター

を訪問することを条件に，現金移転を行っている．メキシコでは，「機

会」というプログラムのおかげで，栄養モニタリング，予防接種率，産

前ケア検診が増加している．発育をモニタリングするための検診は推定

で 30-60％も増加しており，5 歳未満の幼児はプログラム対象外の幼児

に比べると病気にかかりにくくなっている注 47．ニカラグアの「社会的

保護ネット」（Red de Protección Social）も，子供の栄養モニタリング

への参加と子供のタイムリーな予防接種を推進している注 48．

早婚を防止する
　10 代の妊娠を防止する手段の 1 は早婚を遅らせることであり，これ

は生まれてくる幼児の健康にとっても有益であろう．例えば，グアテマ

ラでは少女の早婚を遅らせたおかげで，幼児が 5 歳以上になるまで生

存する確率が改善している注 49．多くの諸国では，少年少女が親の同意

を得て，あるいはなしで，結婚できる最低年齢を制定した法律がある．

調査した 81 カ国中 50 カ国では，結婚の最低年齢は男女とも少なくと

も 18 歳であり注 50，32 カ国では女子のほうが男子よりも低い．長期的

にみると，結婚の最低年齢は女子については上昇しているが，人口登録

システムが不備な国では執行が困難である．また，最低年齢による規制

は，特に貧困世帯出身の少女が就学して生計を改善する機会がある場合

には，有効性が発揮できる可能性が高まるだろう．
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　結婚年齢に関する規範は文化的に微妙な問題であり，婚前の性交に対

して強いタブーがある国では，娘の早婚は親の立場では望ましい選択肢

と考えられているようである．したがって，早婚を防止するための努力

は若者自身だけでなく，親とコミュニュティも巻き込まなければならな

い．そのようなプログラムの 1 つが，インドのハリアナ州の「わが娘わ

が宝」（Apni Beti, Apna Dhan）という制度である．これは女の子供の重

要性について注意を喚起して，性差別に対抗するために，1994 年 10

月に打ち出されたものである．これは女子の母親の名誉を少額の報奨金

（500 ルピー，すなわち約 16 ドル）で称えて，分娩後の娘の誕生に伴

う母親のニーズをカバーするためのもので，出生後 15 日以内に支払わ

れる．さらに，女子には政府証券に対する 2,500 ルピー相当（80 ドル）

の長期投資が授与される．これは生後 3 カ月以内に支給され，本人が

18 歳になった時に，未婚のままであれば請求することができる．1995

年，ハリアナ州政府はこの制度を拡充して，女子が証券の現金化を遅

らせることに同意した場合には，より大きな満期金額（25,000-30,000

ルピーないし 800-960 ドル）を提示した．同プログラムに関する評価は，

短期的な成果についても，長期的な目的に関しても，未実施となってい

る注 51．

親になる準備をするため，若者の意思決定能力を強化する
　若者は，出産時期や健康サービスの利用，子供の世話や食事について

適切な選択行うために，より確かな情報を必要としている．生殖保健，

栄養，幼児ケアにかかわる意思決定能力を強化するためのプログラムと

しては，若い女性に加えて若い男性向けにも，健康教育，育児や早期児

童開発のサービス，生活スキル教育などがある．

若い男女向けに健康情報を提供する
　若者に情報を提供するのは，親になる過渡期に備えさせるのに有効で

あろう．多くの政府がその情報を学校の保健プログラムの一環として，

また，より広範な栄養プログラムのなかで提供している．

早すぎる妊娠・出産を防止するための性教育．　未婚の若者向けに提供

されている性教育プログラムは，学校ベースのものかマスメディアを通

じたものかにかかわらず，若い男女がもっている知識を増やすことがで

きる．しかし，知識だけでは，行動を変えるのに必ずしも十分でない（第

5 章）．第 5 章でみたように，性教育プログラムに関する評価のほとん

どは，自己申告ベースの行動に基づいており，プログラムの本当のイン

パクトを表していない．しかし，インパクト評価でみられた証拠によれ

ば，性教育は行動を変えさせるのに有効であることが示されている．ケ

ニアでは，初等学校の女子生徒に性教育を行うという介入策のインパク

ト評価には，年上の男子との性交に伴う HIV 感染リスクが 10 代の妊娠・

出産の減少につながった，という具体的な情報が含まれていた注 52．チ
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リでは，「思春期：選択の時期」（Adolescence: Time of Choices）という

学校ベースの性教育の効果で，避妊具の利用が増加し，10 代の妊娠が

減少した注 53．

カップル向けの生殖保健教育プログラム．　生殖保健プログラムは既婚

カップルに保健教育を提供するものであるが，評価はほとんど実施され

ていない注 54．

バングラデシュのプログラムは，新婚者に対して子供が生まれる前

に，生殖保健に関する情報やサービスを提供している．家族計画の

現地担当者が戸別訪問して，すべての新婚カップルを登録すること

で関係が確立し，家族計画に関する情報を提供する機会ができる．

現地担当者は妊産婦や乳幼児の健康ケアに対して医療機関の紹介も

行っている．

インドの 2 都市における人口評議会の「初めての親プロジェクト」

（First-Time Parents Project）は，既婚の若い女性を対象にしている

だけでなく，その夫，母親，姑，健康ケア提供者，コミュニティに

対しても，生殖保健知識を提供している．

インドのマハラシュトラ州における既婚女性の生殖保健にかかわる

コミュニティベースのアプローチは，保健提供者の訓練によって公

的サービスの質と内容を改善しながら，コミュニティベースの機関

を通じた情報提供の有効性を実験している．女性の夫や姑も対象に

している．

男性を対象にした情報．　男性向けに安全な妊産婦・乳幼児保健サービ

スに関する情報を提供すれば，カップルによる同サービスの利用を増加

させることができる（ボックス 6.5）．「夫に警告する」（Suami Siaga）

というインドネシアのキャンペーンは，マスメディアのキャンペーンで

母性の安全性に関して夫の関与を高めることが可能であることを示して

いる．「夫に警告する」と「村に警告する」（Desa Siaga）という両キャ

•

•

•

「学生がより良い知識を身につけるの
を手助けするために，SOS 村（生殖
健康問題について自由に議論を交わ
す場所）でイベントを開催している．」

ハノイの男子大学生ドー，22 歳，自分の
大学の生殖保健クラブ部長，

2006 年 3 月

　バングラデシュ農村部で零細金融プログラムに男女が参加
した場合のインパクトを推計した研究では，男性がプログラ
ムに参加すると出生率が低下することがわかった．研究対象
になった 4 つの零細金融プログラムのうち，グラミーン銀
行への参加が最大の影響を示している．男性はより多くの時
間を仕事に費やし，子作りの時間が減るので，これは驚くべ
き結果である．したがって，男性に対する効果は零細金融に
よって生計機会が拡大した結果ではあり得なかった．
　筆者のみるところ，この発見は，男性が零細金融プログラ
ムの一部をなしている社会開発活動にさらされて，それが男

性の態度を変えたということが原因であると考えられる．グ
ラミーン銀行は参加者に対して，（他の社会問題，例えば少
女の教育など，の中で）小家族の価値を説いている．小家族
というのは，会員が順守を約束しなければならない「16 の
決定」の 1 つである．男性がそのようなメッセージを聞い
たことに伴う効果は，家族計画や生殖保健に関する情報や教
育のキャンペーンが，男性をも対象にすることの重要性を明
らかにしている．

出所：Pitt 他 (1999)．

ボックス 6.5 グラミーン銀行の「16の決定」――子供は少ないほうがいいと男性に説得する
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ンペーンは，母性の安全性にかかわる 5 年間のプログラムとして実施

された広報キャンペーンの一環である．1998-2002 年にかけて，「夫に

警告する」キャンペーンは低所得層および中所得層の 15-45 歳の夫を

対象に，さまざまなマスメディアのキャンペーンや訓練プログラムを通

じて，妊娠，分娩の準備，緊急事態の可能性に関与するよう奨励したの

である．「村に警告する」キャンペーンは母性の安全，病院への搬送手

配，資金供与，献血，出生時の緊急事態への備えなどに関して，コミュ

ニティ全体を関与させることに焦点を絞ったものである．インパクトに

関して厳格な評価はこれからであるが，モニタリング報告書によれば，

両プログラムに参加した夫妻は不参加者との比較では，緊急事態の兆候

に関する知識を身に付けている割合が高くなり，医療施設や助産師のと

ころで出産したという割合が増加した注 55．

栄養教育．　学校ベースの保健教育プログラムは，健康的な食事法や肉

体運動を奨励することができる．そのようなプログラムには多種多様な

果物や野菜の摂取を奨励し，飽和脂肪を控えるというメッセージが含ま

れていなければならない注 56．また，若者に対しては鉄分を豊富に含む

食物を摂取するよう奨励しなければならない．インド（タミルナドゥ州），

インドネシア，タイで成功した栄養プログラムには，妊娠中の休息や幼

児にかかわる適切な授乳法について母親を教育することが盛り込まれて

いた．

　ほかのあらゆる健康教育プログラムと同様に，栄養プログラムを通じ

て食習慣の変化を実現することはむずかしい（第 5 章）．「バングラデ

シュ統合栄養プログラム」（Bangladesh Integrated Nutrition Program：

BINP) の評価によれば，同プログラムは栄養関連で適切な行動の知識を

高めはしたものの，ほとんどの母親はそれを実践しなかった注 57．貧困

と時間的制約がその主因である．同プログラムでは夫や姑の関与も十分

ではなく，それが若い母親が新しい行動を実践する妨げになったのであ

ろう．下痢を防止するための手洗いなど，行動を変えさせる努力のなか

には有効だったものもある注58．このプログラムには，「思春期女子フォー

ラム」（Adolescent Girls Forum）の創設を通して若い女子を対象にする

など革新的な要素も含まれている．BINP に参加しているある地域では，

コミュニティのすべての幼児と妊婦を対象にするよりは，初めて妊娠し

た人および生後 24 カ月までの幼児を対象にした方がより費用効果的か

どうかを実験している．この新婚者イニシアティブの評価結果は今のと

ころ入手不可能である注 59．

育児スキルと早期児童開発サービスを提供する
　育児スキルが良ければ幼児の発育は改善できる．そのスキルの 1 つは，

幼児にいつ補完食を与え始めたらよいかに関する知識である．このスキ

ルに加えて，親は積極的ないし双方向的に授乳し，幼児に現れてくる運

動能力や味の好みに適した食材を選択し，食事中に幼児と話したり遊ん



212　世界開発報告 2007

だりする育児法を実践しなければならない．エクアドルとジャマイカの

早期児童開発プログラムによれば，子供の心理的な発達をサポートする

感応的で双方向的な育児法は，幼児期の栄養不良が認知発達に及ぼす悪

影響の多くを相殺できることがわかる注 60．ジャマイカでは，栄養不良

児童向けの栄養補完や社会心理学的な刺激は，精神的な発達の改善に有

益であった．

　公式部門の児童ケアサービスは働きたい母親を支援することもでき

る．アメリカにおける広範な研究によれば，児童ケアの価格が母親の

労働力参加に影響する注 61．グアテマラの都市部では，公式部門の児童

ケア施設の料金が高いほど，母親の労働時間が短くなっている．グア

テマラの都市部にある「コミュニティ・デイケアセンター」（Hogares 

Comunitarios）という児童ケア施設に預けられている子供は，そうでな

い子供と比べて食事と微量栄養素の摂取が良かった注 62．死亡率や家族

規模の平均値が低いベトナムでは，都市部の母親の 41％は託児先とし

て公式部門のもの（学校や託児所）を利用している一方，農村部の母親

の場合，46％が拡大家族のメンバーに依存している注 63．ケニアでは，

早期児童開発プログラムのコストの高さが，家庭が公式の児童ケア施設

を利用する障害となっており，母親の労働力参加を低下させている．特

に女子については年長の子供の就学率も影響を受けている注 64．

若い女性に生活スキルを教える
　既婚か未婚かにかかわらず，女子向けの生活スキル・プログラムのほ

とんどは，健康情報，家庭生活教育，生計訓練も提供している．そういっ

たスキルの獲得は女性に権限を与えることになる．例えば，零細金融プ

ログラムへの参加は女子による公式保健ケア利用の増加につながってい

る．マレーシアの都市部では，女性の不労所得（交渉力の代理となる）

は母性保健ケアの需要増加をもたらしている注 65．

　この分野の若者に焦点を当てた介入策の無作為抽出型の制御された

実験に基づく評価は稀であるが，2-3 のプログラムに関するインパクト

評価が効果的な介入について若干の指針を提供してくれる．その 1 つ

がインドの「より良い生活の選択肢」（Better Life Options）というプロ

グラムである注 66．これは 1987 年に開発人口行動センター（Centre for 

Development and Population Activities）が開始したものである．12-20

歳の就学していない若い女性を対象に，都市周辺のスラム街や農村部で

各種サービスを提供している．生殖保健に関する知識やサービスの提供，

職業訓練の提供，レクリエーション活動を通じた女性の権限付与の促進

などを行っている．実験グループと比較グループの比較結果によれば，

プログラムのおかげで若い女性の福祉が改善していることが示されてい

る．すなわち，結婚が遅くなり，生殖保健の知識が増え，意思決定スキ

ルが強化され，保健サービスの利用が増加したのである（図 6.7）．

　ネパールにおける準実験的な研究によると，14-21 歳の若者向けの一

貫した生殖保健プログラムは，生殖保健ケアサービスの利用，10 代の
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妊娠，早婚など，行動に著しく大きなインパクトを与えた．

この介入策の際立った特徴としては，若者のニーズを評価

し，提供メカニズムを設計するに当って，成人，教員，保

健ケア提供者も関与したということである．それがプログ

ラムの成功に寄与したものとみられる注 67．

　「より良い生活の選択肢」プログラムと同様に，マハラシュ

トラ州農村部のパチョドにおける「インド健康管理研究所」

（Indian Institute for Health Management）の生活スキル・

プログラムは，農村部と都市部のスラム街で運営されてお

り，12-18 歳の就学していない女性を対象にしている．平

日毎晩 1 時間の 1 年間コースを提供しているが，保健や栄養，

識字能力，生活スキルに関して訓練を受けた女性が講師で

あり，若い女性の早婚を遅らせるのに大きなインパクトが

あった注 68．

若い女性に結婚を遅らせるための財源を提供する
　女子の学校教育を奨励する介入策（奨学金，引換券，無償の教科書や

制服など）は，早婚，したがって早期の妊娠を思い止まらせることもで

きる．バングラデシュの有名な中等学校向けの奨学金プログラム（ボッ

クス 6.6）は有望である．そこの女子の平均結婚年齢はあまりにも低い

からだ．しかし，結婚を遅らせる効果があったのかどうかは，包括的な

評価が欠如しているため不透明である．2 つの村に関する研究では効果

があったことが示されている注 69．バングラデシュの衣服工場における

雇用増加でみられたように，若い女子の雇用機会が改善すれば，それも

100806040200

図 6.7　インドでは，若い女性の生活スキルの修得は，
健康サービスに対する需要を増やす

生活スキルの訓練を受けてい
ない
生活スキルの訓練を受けた

産前ケアを受けた

破傷風予防接種を 2
回受けた

産後ケアを受けた

18 歳以上で結婚した

医療機関で出産した

現 在 避 妊 具 を 使 っ
ている

既婚女性に占める割合（％）
出所：Centre for Development and Population Activities (CEDPA) (2001)．

　1977 年にバングラデシュの NGO が，初等学校を修了し
た女子に中等学校用奨学金を供与する小規模プロジェクトを
開始した．これは両親が子供の結婚を遅らせることに同意す
ることが条件となる．このプログラムは 1994 年に国際開発
協会から支援を受けて，国内農村部にある 460 の下位地区
すべてを対象に，「女子中等学校支援プロジェクト」（Female 
Secondary School Assistance Project：FSSAP）に発展した．
　参加を継続するための条件として，女子は以下の諸点に同
意しなければならない．

年間授業時間数の 75％以上出席する
最終試験で平均 45％以上得点する
中等学校修了資格試験まで未婚でいる

　各受益者は自由に現金を銀行から引き出すことが認められ
る．女子教育の重要性に関して人々の認知度を高めるため，
徹底した広報キャンペーンが実施された．このプロジェクト
の一環として，学校インフラの改善，女性教員の採用，卒業

•
•
•

予定の女子に対する職業訓練の提供などの措置もとられた．
　運営面での評価によると，このプロジェクトのおかげで女
子の就学率は上昇した．しかし，学業成績に対するインパク
トについては深刻な懸念があった．1999 年についてみると，
10 学年で奨学金を受領した女子のうち，中等学校修了資格
試験に合格したのは約 4 分の 1 だけであり全国平均を下回っ
たのである．これはパフォーマンス目標を達成するために，
就学率や出席率の数字を膨らませた学校もあったからであろ
う．また，評価ではプログラムが女子の結婚年齢を引き上げ
た証拠もないことがわかった．
　FSSAP の第 1 段階では，ベースラインのデータも収集さ
れていなかったし，外部に比較グループも設置されていな
かったので，インパクト評価を実施するのは不可能となって
いる．これを是正するために，第 2 段階の FSSAP（2002 年
3 月開始）には，厳格な評価部分が追加された．

出所：Bhatnagar 他 (2003); Khandker, Pitt, and Fuwa (2003); World Bank (2003c)．

ボックス 6.6 バングラデシュでは，女子の就学を促進するために，結婚を遅らせることを条件に
した現金移転を実施
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結婚を遅らせることができるだろう注 70．

年若くして母親になった人を支援する
　非常に若い年齢で母親になった少女は，学校教育の中断などといった

成果を克服する必要がある．若い母親は家族やコミュニティのサポート

欠如や妊娠や出産に伴う肉体的な負担を理由に，就学を停止する可能性

がある．結婚とともに退学し，その後有給職を見つけて生計を立ててい

く困難に直面する人もいる．10 代の母親のほとんどは貧困層の出身で

あるため，セカンドチャンス・プログラムによって彼女たちの不遇に取

り組まなければならない．

弾力的な学校政策
　学校政策や社会政策が弾力的であれば，10 代の妊娠に伴う悪影響は

緩和することが可能である．先進国のなかでは 10 代の妊娠がもっとも

多いアメリカでは注 71，それはしばしば公衆衛生問題とみなされている．

というのは，10 代の母親とその子供については，貧困率が高く，福祉

制度に対する依存度が高くなる可能性が大きいからである．

　アメリカの研究では，10 代の妊娠・出産と学校教育や賃金との間に

強力な因果関係があるという説と，結果の大部分はそれ以前の社会経済

的な不利が原因であって 10 代の妊娠・出産は関係ないという説に分か

れている．このような両説は矛盾するというよりも，違う時期のことを

反映している可能性がある注 72．1960 年代から 70 年代にかけては，少

女が妊娠に対応するのは社会的に困難な状況にあった．その頃，10 代

の母親は不可逆的な結果に直面していた．時とともに，セカンドチャン

ス・プログラムへのアクセスが改善して，10 代の母親も学校教育の継

続が保証されるようになったため，10 代の妊娠が一連の結果に及ぼす

悪影響も削減されたものと考えられる．高等学校修了相当資格プログラ

ムや福祉プログラムのおかげで，10 代の母親は低所得を補填できるし，

学校教育に関しても追いつけるようになっている．学校制度としても

10 代の妊婦や育児負担のある少女の教育に対応できるようになってお

り，それが就学継続の助けになっているのであろう．

　南アフリカに関するデータによれば，支援に前向きな学校政策は 10

代の母親が教育で遅れずに修了することに役立っている注 73．サハラ以

南アフリカとラテンアメリカでは，復学に関してより自由な政策を認め

る諸国が増えており，なかには妊娠中の少女に就学継続を認めるところ

さえある（ブルキナファソ，カメルーン，チリ，ペルー）．これはサハ

ラ以南アフリカのほとんどの諸国では妊娠した少女の追放を義務化して

いた 1990 年代と比べて，改善だといえる．ただし，このような政策の

実施はデータで裏付けられておらず，その効果についてもまだ評価が実

施されていない注 74．
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10 代の母親の多様なニーズに応じる統合プログラム
　「 ジ ャ マ イ カ 財 団 女 性 セ ン タ ー」（Women's Center of Jamaica 

Foundation）は 1977 年以来，非常に年若い母親の多くのニーズに応え

る一貫したプログラムで，未婚の 10 代の母親を支援してきている注 75．

10 代の母親に教育を修了できるチャンスを提供すれば，若い少女に 10

代に妊娠を繰り返すことは回避しようという激励になるだろう．職業訓

練や託児サービスも提供している．

　同プログラムは妊娠した 12-16 歳の少女を対象に正式な学校教育と，

10 代の妊娠と母親になることに伴う挑戦に関して，個別およびグルー

プ別カウンセリングを提供している．保健サービスに関しては，家族計

画も含めて，地元の病院や診療所を紹介している．また，妊娠中とその

後の期間に関して若い母親を支援するために，乳幼児の託児サービス，

育児法や乳幼児の栄養に関する授業，女性および子供の法的権利に関す

る情報など，実用的なサービスも提供している．さらに，18-24 歳の女

性向けには，職業スキル訓練，職業訓練，就職斡旋サービスも提供して

いる．厳密な評価はまだ実施されていないが，このプログラムはジャマ

イカの 10 代の母親の生活を改善させたように見受けられる．プログラ

ムの恩恵は世代を超えて伝播している．プログラム参加者の子供は全員

が就学し，プログラム参加者の 10 代の娘たちはだれ一人として妊娠し

なかったのである．彼女らのほとんどは子供が 1 人だけである注 76．

　　　　　　　　　　　―――――――――――

　若者が家族を形成する準備を可能にするような，栄養や生殖保健に関

する政策やプログラムには多種多様なものがある（表 6.1）．貧血症が

蔓延している諸国は，栄養面の介入策を優先しなければならない．本章

では，貧血症が若い女性の間で一般的になっている諸国が多数あり，鉄

分補給プログラムが必ずしも彼女らのところまで届いていない可能性が

あることを指摘してきた．貧血症が問題であるにもかかわらず，鉄分補

給を国家的なプログラムにしている国はほとんどない．産前ケアの際に

は，貧血症の母親に対して鉄分補給剤が供与されるのが一般的であるが，

その利用は南アジアを筆頭に，地域によっては普遍的といえる状態から

はほど遠い．ほとんどの母親が産前ケアを利用している（かつ貧血症が

一般的な）ところでさえ，鉄分補給剤をもらっているのはほんの一握り

の人にすぎない．学校ベースの保健プログラムを通じて，若い少女の鉄

分補給へのアクセスを改善する余地も残っている．

　本章では，生殖保健に関する知識を増やすための介入に，もっと関心

を払う必要のある諸国も取り上げた．平均すれば，相当な割合の若者が

診療所における産前ケアなど生殖保健サービスを利用している．しかし，

サービス利用者のうち，妊娠合併症や育児などの話題に関して重要な知

識を身に付けている人の割合は，多数のアフリカ諸国，ラテンアメリカ

や南アジアの一部諸国では低い（図 6.6 を参照）．このような国は生殖
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立証済み・成功 有望だが未立証 成功の可能性小
機会

サービスへのアクセス改善 予防的健康サービスを利用するための
条件付き現金移転（メキシコ，ニカラ
グア）［初めて親になる人がプログラ
ムの焦点というわけではない］
子供や妊娠前とその最中の若い女性向
けの微量栄養素補給や食物強化
家族計画や母子保健プログラム［若い
母親が対象というわけではない］

生殖保健，家族計画サービス，母性の
安全サービスを若者のニーズに応えら
れるように変更する

若者に対応できるよう提供者を訓練
若者向けに家族計画アウトリーチ・
サービス（戸別配布）民間部門を関
与させる
一部の諸国では家族計画サービスを
外注（コロンビアの「プロ家族」）
官民パートナーシップ
避妊具のソーシャル・マーケティン
グ

STI・HIV サービスと家族計画・母子
保健サービスを統合する（コンドーム
配布の統合）
男性の生殖保健・避妊サービス利用を
増やす

•
•

•
•
•

早婚の防止 結婚最低年齢を定めたり，子供の結婚
を禁止する
法律的に財政的インセンティブを供与
することによって少女の結婚を遅らせ
る（例えば，インドのハルヤナ州にお
ける「わが娘わが宝」プログラム）

能力

健康・栄養教育の提供 10 代の妊娠を防止するための学校
ベースの性教育（チリの「思春期：選
択の時期」）
授乳法を通じて幼児の栄養状態を改善
するための母親向け栄養教育（バング
ラデシュ農村部の手洗い）［必ずしも
若い母親が対象というわけではない］

以下に対する生殖保健教育や母子の安
全・健康に関する教育

妊娠している若い少女（メキシコの
病院ベースのプログラム）
新婚者（バングラデシュの BINP や
新婚者プログラム，インドの「初め
ての親プロジェクト」，「既婚少女の
生殖保健にかかわるコミュニティ
ベース・アプローチ・プロジェクト」）
男性（インドネシアの「夫に警告す
る」）

若者の食事法を改善するための栄養教
育，特に 10 代の母親向け

•
•

•

概念が一般的で，文化的に適切でない
情報を提供するプログラム

育児法の教授 早期児童サービスや感応的育児スキル
（ジャマイカ，エクアドル）［若い人あ
るいは初めて親になる人が対象という
わけではない］

若い女性への権限付与 若い女性向け条件付き現金移転（バン
グラデシュの「女子中等学校奨学金プ
ログラム」）
生活スキルと生計訓練（インドの「よ
り良い生活選択肢」プログラム）

セカンドチャンス

弾力的な学校政策で 10 代
の母親を支援

妊娠した女子の就学継続ないし出産後
の復学を認める学校政策
学校相当資格プログラム

プログラムの統合 児童ケアと生計スキル学習機会の組み
合わせ（ジャマイカ財団女性センター）

表 6.1　若者が家族形成への過渡期に準備するためのプログラムや介入策
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保健サービスに関して質と提供メカニズムの両面でさらに投資をしなけ

ればならない．

　生殖保健の改善を示したプログラムのほとんどは，特に明示的に若者

に焦点を当てたものではない（表 6.1）．本章では，若者が親になる過

渡期に準備するのに助けるになるいくつかの介入策に光を当てた．有

望なプログラムには共通して次の 3 つの特徴がある（表 6.1）．第 1 に，

若者に対象を絞っており，若者に対して優しい要素がある．第 2 に，

親になることを超越するものに焦点を当てている．というのは，この過

渡期は学校や仕事などほかの過渡期と相互関係があり，学校も仕事も社

会経済的な背景と関連しているためだ．第 3 に，家族形成の過渡期に

は多様な文化的環境下で複数の意思決定者が関与しているため，若者の

カップルだけでなく，親，教員，ケア提供者，コミュニティも関係して

いる．
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　若者がどんなことを達成できるかを考えてみよう．2005 年 10 月に

大地震がパキスタンを襲って以降すでに何日も経過しているのに，救助

機関相互間の調整問題で，援助をもっとも必要としている人々のところ

にそれが届いていない，というニュースが流れ始めていた．ラホール経

営科学大学の学生 24 名からなるグループが，破滅した村落を調査する

第 1 陣を買って出た．テントで眠り，徒歩と借りた車で移動しながら，

18-22 歳の若い男女が 3,500 世帯を調査し，ニーズを評価して，物資

を送り届けたのである．その後，200 世帯に関しては 2 回目の徹底し

た調査を実施し，結局，現在までの延べ 3 万 2,000 人をカバーしたこ

とになる．学生たちが収集したデータは，援助国や救助機関による救助

活動の対象絞り込みや救命活動に役立った注 1．

　人々が社会的および政治的な生活にみずから参加し，どのようなスキ

ルを修得するか，どこで働き，そして誰と親密な人間関係を築いていく

かを決定するのは思春期である．初めて投票ができる．多くは兵役に就

くことを選択するか，強制される．クラブやスポーツチームに参加する

人もある．宗教団体に属するほかの仲間と一緒になって，コミュニティ

のなかでエイズの重症患者にケアを提供することを決断するかもしれな

い．隣人が村の金貸しに負っている債務を，自分で引き受けようかどう

かと思案するかもしれない．学校の授業料が高すぎるとして，あるいは

コミュニティ指導者がふしだらとされる若い女性を村八分にしたとし

て，抗議をする者がいるかもしれない．このような役割（社会的であり，

広義では政治的でもある）のすべては，市民権がもっている側面である．

　市民権は社会運動や政治世界の理念であり，言葉の意味はとらえどこ

ろがない．個人とコミュニティの間の関係はどのようなものであれ，ほ

とんどが市民権の一側面であるということができるからだ．もっとも単

純な定義は，市民であるということは，政治的コミュニティのメンバー

であり，コミュニティのメンバーであることに伴う既存の責務に加えて，

その恩典や保護を享受しているということになるだろう注 2．市民権に

は受動的な側面と能動的な側面の両方がある．個々人は単にコミュニ

ティの一員であることによって，権利や恩典（無償教育の権利，法的主

体の権利，自由民主主義の下では投票権，公正な裁判権，結社の自由な

ど）を享受する．納税や徴兵制があれば兵役の義務を負う．能動的な市

民権は，個人がどのようにして官吏にその行為の説明責任を問うべきか

を強調し，自分や他人のために正義を要求し，民族や宗教が異なる人々

を寛容に扱い，仲間の市民や人類との一体感を感じる．

市民権を行使するchapter 7
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　良い市民を育成するための公的措置は重要である．というのは，市場

だけではできないからだ．単なる社会参加でもそれはできない（排他的

ないしもっと悪い社会組織が多すぎる）．さらに，それが重要なのは，

集団行動，公的説明責任，同胞やコミュニティに対する関心，環境面で

の管理は，能動的な市民がいなければもっと困難になるからでもある．

良い政府なら「悪魔のレースにかかわる」問題さえ解決できるというカ

ントの主張が正しいとしても，その解決策は高価で不愉快なものになる

だろう（ボックス 7.1）．

　本章では，若者が市民になっていく過渡期と若者の支援に役立つ政

策を検討する．最初に世界レベルで若者の市民権に関するデータをレ

ビューする．高所得国や多くの中所得国では，若者は政治に対する関心

を失い，主流組織から離反しつつあるかもしれないが，低所得国では必

ずしもそうでなく，政治に対する関心や官僚制度や私企業に対する信頼

が高まりつつある．

　次に，本章では，若者の市民権がなぜ開発の成果にとって決定的に重

要であるかについて説明する．若者の市民権の体験は教育的であり，生

涯を通じて政治参加の程度と種類に対して永続的な影響を及ぼす．市民

権は次の 3 つの経路を通して開発の成果に影響する．個々人の人的お

よび社会的資本を高める，基礎サービス提供にかかわる政府の説明責任

を促す，投資および民間の意思決定にかかわる総合的な環境を改善する，

の 3 つを通してである．

　その後で，本報告書で展開した機会，能力，セカンドチャンスという

　歴史的にみると，市民の地位は，奴隷や，コミュニティ共
通の運命を形成するために理性を使う能力がないとされてい
たほかの人々の状態と対照的であった．市民権の理想も時と
場所に応じて異なってはいたものの，コミュニティへの平等
な参加とそれへの服従を強調し，社会生活への参加を唱導
し，国家が侵害してはならない私生活の範囲を規定している．
市民権というのは共有していた生活様式や，それを部外者に
対して防衛する意欲をさすためにも使われている．市民権は
現在では人間の尊厳を意味するものとして使われることが多
く，健康や教育に対する権利を求める運動のように，多くの
社会的および政治的な運動は市民権を高めるための努力とし
て考えられている．市民に関連した権利は，特に途上国では，
近年，政治的自由，市民としての自由，恩典だけでなく，自
由の条件（雇用や基礎サービスへのアクセスなど社会財およ
び経済財）も含む方向で拡大してきている注 3．
　以上は市民権の理想である．もちろん，現実は常にこれま
でも複雑であったし，今後も引き続きもっと複雑になるだろ
う．例えば，アフリカのほぼ全土に共通する事実上の法的ルー
ルでは，権利（宗教や家族の問題だけでなく土地の所有権や
経済的な機会にも関係する）は個人に対してではなく，少数
民族別および言語別のグループの酋長に帰属している．この
慣行は都市住民の個人的権利と，「農民」にかかわるグルー

プベースの権利とを区別した植民地主義を反映したものであ
る注 4．
　現代の市民権にかかわる 2 つの重要な要素，共有されたア
イデンティティと権利は，多くの諸国では分離されるように
なってきている．多くの諸国で合法的な外国人居住者が基本
的な公共サービスへのアクセス権を（チリ，マラウイ，ニュー
ジーランド，ウルグアイでは国政選挙で投票する権利さえ）
享受するようになっており，書類をもっていない外国人，亡
命者，難民の数が増加し，さらに，各国が輸出加工区や法的
な権利と義務が異なるそのほかの地域を切り分けているから
だ注 5．
　普遍的で平等な市民の理想では，国家と少数民族との関係
が明示されていない．下位政府の選挙区や行政的な境界線は，
民族言語学的な区分に対応すべきなのだろうか？　学校では
どの言語を教えるべきなのだろうか注 6 ？　支配的な制度を
支持していないグループにサービスを提供するコストを削減
するために，少数民族から市民権を剥奪して，過去 10 年間
に何十万人という国家をもたない人々を生み出した諸国もな
かにはある注7．多数の諸国で，女性は財産を所有し相続する，
政治に参加する，あるいは教育を受けることに関して，引き
続き法的に認められた文化的な障壁に直面している．

ボックス 7.1 市民権とは何か？
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3 つの政策分野に焦点を移す．能動的な市民権を発展させるために若者

が入手可能な機会は，国全体を覆っている政治的および社会的なスペー

スを構築している原則や慣習に依存している．各国は多種多様な方法で

若者の市民権を促進している．これには投票年齢の引き下げ，若者向け

の評議会や協議機関の設置，兵役，国家的およびコミュニティーベース

のサービスなどが含まれる．このような政治的，社会的な参加の機会は，

弾力的で設計がよければ，能動的な市民権を支援することができるだろ

う．

　能力に関する節では，政治的，社会的な役割の採択は若者にとっては

アイデンティティ形成のプロセスであり，若者のアイデンティティは重

要人物による承認を経て初めて確立する，という概念を明らかにする．

法的なアイデンティティをもつことと職をもつことはどちらも重要であ

る．若者の能力を促進するためのもっとも明確かつ公平な政策は，すべ

ての若者が完全な市民として法的アイデンティティをもつことを確実な

ものとすることであろう．若者の市民権にかかわる能力は，市民教育と

若者開発や若者対策のプログラムという 2 つの具体的な政策によって

促進することができる．エージェンシーが欠如していると，若者は否定

的な社会的役割を選択しかねない．それには暴力団に加わるとか，個人

的および政治的に暴力に加担するとかが含まれる．

　社会的反抗に魅力を感じて，それを実験する若者が大勢いるので，ま

た，若者を保護することに失敗している政府や社会が多いので，法的に

認められたセカンドチャンスはきわめて重要である．本章では，罪を犯

した若者と児童兵士にセカンドチャンスを提供する政策を検討する．若

い犯罪者は修復的司法プログラムから，児童戦闘員であった者は故郷の

コミュニティに再融合するための援助から恩恵が期待できるだろう．

若者の参加：上昇，減少，それとも両方？
　若者の市政に対する関心がどういう傾向にあるかについての懸念は，

何も目新しいものではない．紀元前 8 世紀に，ヘシオドス（ギリシア

の詩人）は次のように述べている．「現代の軽薄な若者を当てにしてい

るようでは，われわれの未来には希望がもてない．若者は全員が確かに

言葉に言い表せないほど無謀であるからだ」．コンドルセ（フランスの

思想家）は 1782 年に，原則論として，どの世代もその前の世代よりも

徳が低くなっていると主張している．世界中の多くの，いやほとんどの

諸国では，若者の徳が常に関心事なのである．

　現代の若者に関する懸念はどれだけ裏付けがあるのだろうか？　若者

は親に比べて市民として関与の程度が低いのだろうか？　市民権という

のは複雑で，文化的に多種多様なアイデンティティ，態度，行動の合成

物である．高所得国の若者に関する限り，政治への参加，政治への関心，

市民組織の会員などが大幅に減少していることについて，幅広い裏付け

がある．ベルギーでは政党の青年部は，1980 年代以降，60％強も党員

を失っている．スウェーデンの青少年団体の会員数は，1972 年の 22

「若者は政治に参加して，懸念事項や
優先課題に関して意見を述べたいと
思っているが，そうすることができ
ないでいる．政治指導者には独自の
テーマと私利があって，それは政治
や社会生活への積極的な関与から若
者を遠ざけている．」

ネパールのチャンダン，20 歳，
2006 年 1 月



222　世界開発報告 2007

0

20

40

60

80

図 7.2　低所得国では若者の官僚制度に対する信頼は高
まっている
官僚制度を非常に強く，あるいは強く信頼していると回答し
た若者の割合（％）

1990

低所得国 低位中所
得国

高所得国

出所：1990-2000 年世界価値観調査（Inglehart 他 2004）に基づく筆
者の試算．
注：国のサンプルは上記 3 回の調査すべてについてデータがそろっ
ているところに限定．

1995 2000

高位中所
得国

万人から 93 年には 5 万人弱にまで減少している．カナダの

投票率の低下はほとんどすべてが，現在の若者の投票率が

30-40 年前の若者に比べて低下したことに起因している注 8．

　ライフサイクルや世代間の影響を分離した 3 世代にわた

る長期的な分析によれば，アメリカの若者の間では社会的信

頼の著減がみられる注 9．過去 20-30 年間で，新聞を読むこ

と，テレビの政治番組を見ること，時事問題の知識，投票，

投票は市民の義務であるという信念などは，ほとんどすべて

の民主主義が確立している諸国の若者の間でどれも低下して

いる注 10．このような変化は若者の側で，参加機会と市政へ

の関心の両方が低下していることを反映したものである．た

だし，違った形の市政参加が台頭しつつあるのかもしれない．

例えば，環境保護活動や抗議運動への参加に関する指標は，

民主主義が確立している諸国の若者の間でも増加を示してい

る注 11．

　関心の低下は途上国でも目立っているのだろうか？　明らかに違う，

少なくとも途上国ではそうではない．「世界価値観調査」（World Value 

Survey）のデータを分析すると，低所得国に関しては，若者の政治に対

する関心は実際には高まっているようである．中国，インド，ナイジェ

リアでは高まっているが，それ以外では低下している（図 7.1）．調査

のなかで行われた，「あなたの生活のなかで政治はどれくらい重要です

か？　友達とどれくらいの頻度で政治のことを議論しますか？」という

関連質問も，同じ傾向を示している．このことを見るもう 1 つの方法は，

若者の政治的関心を年長グループと比較するというものである．ほとん

どの中および高所得国の若者で政治が重要であるとしている人の割合

は，年長グループのほぼ半分ないしそれ以下である．しかし，中国，イ

ンド，ナイジェリア，ベトナム，ジンバブエでは，若者は年上のグルー

プと少なくとも同じくらい政治に興味を抱いている（表 7.1）．インド

ネシアとイラン・イスラム共和国では，政治に対する関心は

若者が一番高く，年齢が上がるに従って徐々に低下している．

　参加にかかわるこのような相違は，同じようにまったく異

なった若者の態度と一致している．サンプルにした多くの低

所得国では，国家的な制度に対する信頼が増加しているとい

う証拠がある．多くの中および高所得国では低下しているよ

うに見える信頼に対してである．中および高所得国の若者は

10 年前に比べて官僚制度を信頼していないのに対して，低

所得国では逆が真実なのである（図 7.2）．報道に対する信

頼は中および高所得国の若者の間では，過去 10 年間で低下

したか，あるいは不変にとどまっているが，低所得国では高

まっている．驚くべきことに，低および中所得国（中国，イ

ンド，ロシア，ベトナムなど）では，企業は私有であるべき

だと信じている若者の割合が非常に高いのである．これは高

出所：1990-2000 年世界価値観調査（Inglehart 他 2004）に基づく筆
者の試算．
* 相違は 5％以下の水準で有意．
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図 7.1　低所得国における 18-24 歳の若者の間では政治
への関心が高まっている

政治に非常に，あるいはどちらかといえば関心があると回答
した若者の割合（％）
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所得国（フランス，日本，アメリカなど）のパターンとは対照的である（表

7.2）．2000 年に調べたインドネシアの若者で，企業は私有であるべき

だとした割合は低かったが，これは金融危機のなかで政治意識が高まっ

表 7.1　若者は大人よりも政治への関心が薄いか？　そうでない国もある *

年齢層
18-29 歳 30-44 歳 45-64 歳 65 歳以上

低所得国
インド 46.3 45.3 43.5 40.5
インドネシア 53.3 41.7 28.4 18.9
ナイジェリア 54.9 50.3 47.5 53.9
ウガンダ 45.7 54.4 58.5 ―
ベトナム 76.9 79.4 82.0 80.7
ジンバブエ 31.6 30.3 33.7 25.3
中所得国
アルバニア 26.1 44.3 47.6 44.0
アルゼンチン 13.0 19.4 19.9 25.8
ボスニア・ヘルツェゴビナ 29.3 39.7 44.6 51.7
中国 74.7 65.3 74.8 83.3
イラン・イスラム共和国 61.9 57.4 45.5 32.1
大韓民国 38.5 47.2 60.3 71.4
ポーランド 30.6 37.4 53.2 41.5
ロシア連邦 28.8 37.8 47.8 39.8
ベネズエラ・ボリバル共和国 22.2 25.3 27.6 24.2
高所得国
カナダ 34.9 46.2 56.7 55.5
フィンランド 22.1 21.5 35.1 32.8
フランス 27.2 34.7 40.5 42.6
アイスランド 36.8 53.3 53.4 62.9
日本 43.7 48.9 75.7 84.1
アメリカ 58.5 59.3 71.6 83.5

出所：世界価値観調査（Inglehart 他 2004）に基づく筆者の試算．
注：「－」は入手不可能． *：上の表は各年齢層で政治に非常に，あるいはむしろ関心があると回答した人の割合（％）を示す．

表 7.2　企業の民営化をもっと推進すべきか？ *

出所：世界価値観調査（Inglehart 他 2004）に基づく筆者の試算．
注：「－」は入手不可能．*：上表は各年齢層で企業の民営化をもっと推進すべきだと回答した人の割合（％）を示す．

年齢層
18-29 歳 30-34 歳 45-64 歳 65 歳以上

低所得国
インド 19.3 18.2 19.4 16.5 
インドネシア 4.9 8.0 13.3 18.0 
ウガンダ 39.4 40.1 41.5 .
ベトナム 15.0 14.3 11.6 10.0 
ジンバブエ 33.8 34.9 43.2 30.0 
中所得国
アルバニア 21.0 22.4 18.7 19.8 
アルゼンチン 13.4 15.2 20.9 19.9 
ボスニア・ヘルツェゴビナ 19.8 15.3 15.2 13.6 
中国 10.5 8.1 4.8 .
イラン・イスラム共和国 8.6 10.3 8.0 3.7 
大韓民国 7.0 9.4 14.3 11.1 
ポーランド 12.1 9.1 9.6 4.6 
ロシア連邦 14.9 8.4 6.0 5.6 
ベネズエラ・ボリバル共和国 17.0 21.0 25.0 23.0 
高所得国
カナダ 14.3 18.8 17.1 25.1 
フィンランド 5.7 8.2 11.9 13.2 
フランス 14.7 17.4 21.9 25.2 
アイスランド 13.5 18.4 19.9 21.4 
日本 4.9 6.5 8.3 17.5 
アメリカ 24.8 24.3 26.4 34.2
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表 7.3　18-29 歳の女性は友人とあまり政治談議をしない†

出所：世界価値観調査（Inglehart 他 2004）に基づく筆者の試算．
†：上表は各年齢層で友人と政治談議をすることが時々あると回答した人の割合（％）を示す．
* 男女間の相違は 5％以下の水準で有意．
** 男女間の相違は 10％以下の水準で有意．

全体 男性 女性

低所得国
インド 60.3 76.0 40.4*
インドネシア 82.4 88.0 77.0**
ナイジェリア 74.7 82.9 66.0*
ウガンダ 73.0 73.6 72.4 
ベトナム 75.8 82.1 69.9*
ジンバブエ 44.0 58.6 30.9*
中所得国
アルバニア 70.5 81.9 60.9*
アルゼンチン 46.3 49.2 43.3 
ボスニア・ヘルツェゴビナ 60.8 69.2 53.0*
中国 82.4 87.7 78.3 
イラン・イスラム共和国 76.7 79.7 73.5*
大韓民国 70.4 69.9 70.8 
ポーランド 72.0 72.6 71.4 
ロシア連邦 70.3 74.0 66.4 
ベネズエラ・ボリバル共和国 53.6 57.1 49.6 
高所得国
カナダ 57.9 64.4 51.0*
フィンランド 62.7 64.2 60.8 
フランス 52.0 62.9 42.5*
アイスランド 66.3 60.9 72.5 
日本 45.0 58.5 34.6*
アメリカ 65.1 67.1 61.9 
合計 64.4 69.7 59.2*

ていたことを反映したものであろう．

　女子は男子と比べて政治活動に参加する可能性が低い．政治的関心

（「友達とどれくらいの頻度で政治のことを議論するか？」）における男

女格差は，低所得国のほうが総じて大きい（表 7.3）．これは低所得国

における教育や少女および若い女性の参加機会（遊び場など非公式な機

会も含む）にかかわる大きなギャップと関係がある．したがって，女性

は公的生活に関心が無いままで，それで公的制度のなかで少女や若い女

性の利害が十分に考慮されないままであるという悪循環が生まれてい

る．シエラレオネに関する最近のデータによれば，女子は男子と比べて

ほとんどコミュニティの会議には出席せず，仮に出席した時でもほとん

ど発言はしない（第 7 章末のシエラレオネに関するスポットライトを

参照）．リオデジャネイロのスラム街住人のなかで，男子は女子に比べ

ると市民権のあらゆる側面でかなり高い点数をとっている．それには

政治参加，コミュニティあるいは市民組織（教会を除く）のメンバー，

担当の政府機関を探し出すこと，正式な法的書類の獲得などが含まれ

る注 12．

　主流の政治組織に対する中および高所得国の若者の関心や信頼の低下

は，低所得国ではそれほど顕著ではない同時進行中のほかの変化に起因

している可能性があろう．情報や調整のコストを削減してきた技術が，

同時に，企業，市民社会組織，そのほかの非国家的な行為者の相対的な
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力を押し上げ，その過程で国家の力，威信，正当性，そして，伝統的な

政治に参加するインセンティブを低下させたのであろう．若者が政治生

活に対する関心と信頼を失ったのは，老齢人口の増加に伴って老人問題

が政治議論の中心になってきたり，所得の不平等が拡大したりしている

ためかもしれない注 13．参加に代わるものとして，より日和見的でやや

不安定な形式のものが増加しているようであるが，定量化は今後のこと

である．そのほかの形式としては，「モニターする市民権」（個人は遠く

離れて電子メディアを通じて政府を評価する）や，対象を絞った抗議，「小

切手帳アクティビズム」（個人は自分の価値観に一致する消費財や NGO

にお金を支払う）がある注 14．

　低所得国における若者の参加や態度のトレンドが所得の上昇に伴って

おのずと逆転して，中および高所得国ではっきりとみられるように低下

するかどうかは今後を見守る必要がある．また，中および高所得国では，

このような低下が若者の政治への関与や社会的関係に及ぼす影響に関し

ても，今後，注目していかなければならない．若者の政治的関与のこの

ようなトレンドは市民権の社会的な側面はおろか，政治的な市民権につ

いてさえすべてではないことに留意しておきたい．若者の市民権に関し

てもっと有意義な一連の指標は，国家が新しい家計データと公式データ

に基づいて作成することが可能であり，これには身元証明者を所持して

いない若者の割合，判決前に拘禁下にある若者の割合，地元の政治ない

し市政に関する知識，次の質問にイエスと答えた若者の割合などがある．

「あなたは自分が住んでいるコミュニティの問題を解決するために，だ

れかないし何らかのグループと協働したことがありますか？」

若者の市民権は大人の市民権と開発にとって何を意味す
るか
　行動パターンというものは持続する．成人期の政治参加はほとんどが

青年期の参加によって決定される注 15．若者は政治的な信条や行動を自

分の周辺の大人から学んで，たとえ自分が付き合っていたグループから

去ったとしても，このような傾向は次第に習慣になっていく．長期的に

は安定している投票の習慣を考えてみよう注16．初めての投票体験はチャ

レンジである．若者は投票するためにどうやって登録するのかや，投票

所がどこにあるのかさえ知らないかもしれないし，おそらく立候補者や

政党の各種問題に関する立場をよく理解してない可能性があるだろう．

さらに，自分にいろいろ教えてくれた仲間は典型的には棄権者である．

若い市民のなかにはこのような障害を克服して，習慣的な投票者になる

者もいるが，多くはそうではない．仲間の影響だけでなく親の教育や所

得も，若い市民がこのような投票の「新設」（スタートアップ）コスト

を克服するのに役立ちはするが，このような社会経済的および人口動態

的な効果は，投票（あるいは非投票）傾向が習慣化するにつれて，長期

的には逓減する注 17．

　逆に，思春期における政治的疎外は生涯にわたる結果をもたらす．
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アメリカでは女性の投票率は 20 世紀を通じて，男性の水準に徐々に近

づいたものの，1920 年に婦人参政権が認められる以前に成人した女性

グループの投票率は，生涯を通じて同世代の男性よりも一貫して低かっ

た注 18．

　初期の政治的な行動の永続的な影響はほかの分野でも目に付く．ただ

し，総じて，左派か右派かという政治上の尺度や個別の政策に対する態

度よりも，象徴的な愛着（政党への所属）や参加の程度の方が影響力は

一般的に強い．熱烈で危険な政治的活動に参加している若者と，参加す

るつもりではあったが，何らかの理由で参加しなかった若者を比較した

研究によれば，前者は生涯を通じてより深く政治に関与し，市民権問題

について懸念を表明し続けていたことがわかった．高校生グループの生

涯にわたる参加状況を連続的に追跡したもう 1 つの研究によれば，生

涯にわたり市政関与と社会的信頼には著しい連続性が認められた注 19．

市民生活への参加は経済成長の共有を促進する
　市民権が能動的であれば，成長やより良い生活水準（もっとも明確な

のは女性への権限付与）の機会に対するこれまで疎外されていたグルー

プのアクセスを拡大することができる．ネパールの「女性エンパワメン

ト（権限付与）・プログラム」の参加者は非参加者と比べると，コミュ

ニティ開発活動や，家庭内暴力，飲酒，賭博などに反対するキャンペー

ンを打ち出す可能性が高くなっている．家計支出に対する影響力が大き

くなり，自分の娘の就学維持の重要さについて理解が深まっている．法

律や政治の面におけるエンパワメントには，人々に自分の権利を教える

ことや，社会的弱者にその権利を行使する機会を提供することが含まれ

るだろう．インドの「村会統治」（Panchayat Raj）というプログラムは，

女性とそれまでないがしろにされていたグループ（dalit）のエンパワー

に寄与し，若干ながらも参加型民主主義の強化につながった注 20．

　市民権が能動的であれば，集団行動が容易になるので，公共サービス

がより効果的になり，その対象が明確になるだろう注 21．水供給，衛生，

森林，道路，学校，診療所など地方の公共財の管理にとって，コミュニティ

の関与はとりわけ有効であろう注 22．一部の地域では年長の若者が意思

決定に参加したおかげで，サービスの質が改善した．ロシアにおける学

生大学共同管理評議会は高等教育における汚職削減を目的とするもので

ある（第 9 章）．ブラジルのフォルタレザ市では，審議に若者を関与さ

せることによって予算のプロセスと結果が改善した（ボックス 2.4）．

　市民の参加は，ほとんど定義からしても，民主体制下では非民主体制

下におけるよりも大きくなっているし，若干のデータによれば，すべて

を考慮すると民主体制下では独裁主義の政府の下におけるよりも，開発

の成果も良好であることが示されている．しかしながら，民主主義と経

済成長の関係を解明しようとすると，因果関係の経路の特定，民主主義

や参加に関する測定値の不完全性，体制の持続性の相違に関連する選択

の歪み，信頼性のあるデータの欠如などといった問題に遭遇する．一部
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の説によれば，民主主義の経済成長に対する効果は僅少かゼロに近く，

プラス効果はおそらく民主化の初期にはみられるが，後に利益集団が

台頭してくる時にはおそらくマイナスの効果となるのであろう注 23．財

産権の確実性を強化するとともに，国家に対して憲法上の制約を加え，

対抗機関の側で監視を強化すれば，経済成長の促進に貢献するようで

ある注 24．

　民主的な参加は間接的にも開発の結果を高めて，汚職を減らし，統治

を改善し，人的資本投資の需要を増やし，災害に対する備えや防止体制

を強化する．民主主義によって統治が改善されるかぎり，汚職は減少し，

それが技術変化を刺激して生産性が上昇するだろう．最善の市民的自由

が備わっている諸国では，それが最悪の諸国と比べると，公共投資の経

済的収益率が 8-22％ポイントも高くなっている．経済成長にとってき

わめて重要な教育へのアクセスがどの国で拡大しているかは，投票権と

参加状況で説明することができる．有名なことではあるが，民主主義の

諸国は飢饉など痛ましい成果を回避している注 25．

　犯罪や，犯罪・暴力は，家計と企業の両方を含む民間投資を低下させ

る，ということは広く認められている．スリランカでは 1984-96 年の

内戦でほとんどの観光収入が失われたが，これは 16-28 億ドル，すな

わち GDP の 13-26％に相当すると推計されている．人的資本，法と秩序，

投資の損失という内戦に伴う総コストは，特に貧困層と若年層への負担

が大きくなる．コロンビアでは，殺人率が全国平均を上回っている都市

の家庭の就学率は低くなっている．犯罪や暴力には国際的な波及効果が

あることもあり，トルコの観光業はギリシアにおける暴力のあおりで著

減を経験した注 26．

　グループベースでの著しい社会的疎外も暴力や対立の源になる．多く

の途上国において若者の集団が国を戦争に向かわせるという懸念を表明

している人もいる．しかし，これに関するデータは曖昧である（ボッ

クス 7.2）．政治的暴力（国家間の対立や戦争，内戦，暴動，テロなど）

はどんな形のものであれ，ほとんどが不満や主観的な不正に根差してい

る．しかし，トロツキーは次のように述べている．「単に収奪が存在す

るだけでは暴動の十分な原因にはならない．もしそれで十分であれば，

大衆は常に暴動のなかにあることになってしまうだろう」．

　政治的な暴力は動機を必要とする．しかし，グループとしてのアイデ

ンティティとそれに続く個々人を好戦的モードにさせる社会化，そして

暴力を実行する機会も必要となる．民主体制下では，国家の抑圧力がな

くなるのに伴って，最初は対立を招く機会が増加するかもしれないが，

民主的な制度が新たに確立されてグループベースの不満が満たされる

と，やがて戦う動機が失われる．その結果は，民主主義と内戦リスクは

逆 U 字型の関係になっているということである．これは最近の研究で

も支持されている主張である注 28．

心をそそる，魅惑的だ
美しい，すてきだ
すべては口先だけだ．
実際には目にしたことがないよ．
どこを見回してもイメージは 1 つだ．
ねぇ，これがぼくの運命か？
とんでもない，とんでもない，説明
責任だ．
説明責任しかない．

どれくらいかかるのか？
この夢が実現するのに．

このような疑問に対する答えは…，
説明責任，説明責任だけだ．
説明責任，説明責任
説明責任，説明責任だけだ．

ジュヌーン（パキスタンのロックバンド）の
エーテサーブ（歌のタイトル）

注 27
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若者は思春期でも政治的行為者になれる
　若者の市民権に対して投資すれば，若者が年齢を重ねるに従って，参

加のパターン，開発の優先課題，したがって，開発の成果に影響を与える．

しかし，若者が重要であるのは，将来的に大人になるからだけではない．

若者は現在，前向きな変化を定義して，それを達成することができるの

である．若者の政治，道徳，スタイルにかかわる選択をみれば，社会と

して文化的に何が重要なのかがわかり，政治的に可能なことを達成する

のに役に立つ．マンハイム（ドイツの社会学者）は戦間期に，若者が台

頭すると，社会としては文化的，社会的な可能性と「新鮮な接触」をす

ることが可能になると述べている．その新鮮な接触がある

と，「在庫の再評価がスムースになり，どれがもはや有益で

はないので破棄すべきか，どれが今後入手すべく希求すべ

きかがわかる」注 36．

　新世代の若き指導者が，ラテンアメリカ諸国では民主主

義と経済開放への過渡期に，東・中央ヨーロッパでは政治

改革に，そして至るところで新しい情報技術の採用に関与

しているのは，何も偶然ではないのである．若者は大人よ

りも旧式の庇護と交換のネットワークに束縛されていない

ので，新しい政治，社会，経済の状況を最大限に活用でき

る立場にある注 37．また，世界中の若者が環境保護主義など

新しい価値観ないし世界観により受容的なのも道理に適っ

ている（図 7.3）．1919 年 5 月 4 日に中国の北京で始まっ

た反帝国主義の民主化運動（排日運動）や 1942 年のインド

　サミュエル・P・ハンチントンとロバート・D・カプラン
の両氏は，途上国では人口動態が対立と暴力の前兆になって
いると主張している注 29．彼らの主張は次の通りである．す
なわち，若者の大きな集団（コーホート）の構成員は，親世
代の集団の構成員と比べると，人生のなかで経験する様々な
機会は減少しており（子供時代は貧乏であり，親から受ける
関心や監督が少ない），そして相対的に大人からよりも仲間
からより大きな影響を受けている注 30．経済的地位が低いの
で，前世代の集団よりも出生率が低下し，女性の労働力参加
率が上昇し，晩婚化が進み，離婚率が上昇し，庶子の出生が
増加する注 31．
　さまざまな分野の研究者が集団の規模が，犯罪，薬物使用，
戦争，政治的疎外，市民知識に及ぼす影響を探求している
注 32．いくつかの面に関する市民知識に加えて，政治的な意
見や行動にも確かにコーホート効果が認められた一方，それ
以外の国家にかかわる社会政治的な要因で緩和されている．
若年層の規模と犯罪や暴力との相関関係は拡大が急速な都市
部のほうが強くなっている．これは HIV/ エイズと耕作地や
新鮮な水をめぐる競争で効果が増幅されたためである注 33．
　Urdal (2004) によれば，若者集団が大きい社会が特に好戦

的であるとか，無政府状態につながりやすいとかいう証拠は
ない．ただし，若者集団の規模が大きいと，経済のパフォー
マンスが悪い諸国の間では対立傾向が強まる可能性がある，
ということは確かにあるとしている．若者層が大きいと，低
成長が原因となっている緊張をさらに高めるようであるが，
それ自体は紛争にはつながらない．同様に，次のような主張
もある．「複数ある人口動態上のストレス要因が相互に効果
を強め合う傾向があるため，緊張にさらされる人口や地域の
割合が大きくなって，途上国政府は複雑な挑戦課題に立ち向
かうことを余儀なくされている」注 34．つまり，人口動態上
の過渡期のなかで初期ないし中期の段階にある諸国では，内
戦のリスクが人口動態上の要因同士，およびそれ以外の要因
との相互作用によって高まる可能性があるということにな
る．
　このような研究では，途上国における若者集団の規模がも
つ効果に焦点を当てたものはほとんどない注 35．しかし，近
年，集団の規模の重要性は低下してきている．というのは男
女の役割や価値観など社会政治や人口動態上のダイナミック
スが変化しているからだ．
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図 7.3　若者は年長者に比べて，環境汚染阻止のためな
ら所得を犠牲にすることに前向きである

所得を犠牲にすることに前向きな人の割合（％）

東アジア・
太平洋 *

出所：1990-2000 年世界価値観調査（Inglehart 他 2004）に基づく筆
者の試算．
* 相違は 5％以下の水準で有意．

18-24 歳
25 歳以上

ラテンア
メリカ・
カリブ *

南アジア * ヨーロッ
パ・中央
アジア *

サハラ以南
アフリカ

ボックス 7.2 若年層が大きいことは暴力の原因になるか？　経済成長率が低ければ，おそらくそ
うなるだろう
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の「インドから立ち去れ」（Quit Indis）運動（反英運動），1976 年のソウェ

ト暴動後に南アフリカで台頭したプロ民主運動，1998-2000 年の旧ユー

ゴスラビアにおけるオトポール運動，これらの運動ではいずれも若者の

参加が決定的に重要な契機となっている（ボックス 7.3）．

政治参加と能動的市民権の機会
　若者は現代社会における主要な社会制度に遭遇するなかで，コミュニ

ティが提供してくれている恩典や保護，コミュニティが要求する課題，

その制度を改善するために自分がなすべきことを学んでいく．社会制度

は，若者に対して他人が若者をどう見なしているかということ，他人が

どうやって若者に公的生活に参加してもらう機会を創出（あるいは拒否）

しようとしているかということの両方について教えてくれる．本節では

制度について参加にかかわる側面を検討し，制度がどのようにして若者

の社会的アイデンティティを形成するのかについては次節で扱う．どん

な制度にも 2 つの側面があるが，説明を簡単にするため，本節では選挙，

青少年評議会，兵役，国家ないし地方の公務への参加機会に焦点を当て

る．

　参加機会の質はその社会の憲法上の枠組み（政治的および社会的なス

ペースを埋めている公式なルールや非公式な慣行）次第で決まる．自由

で民主的な原則に基づいた制度の下では，若者は信条，スキル，能動的

市民権について，学校，法律制度，診療所，村の指導者評議会のなかで，

無差別と個人の自由がどのように規定されているかを通じて学ぶことに

なる．労働組合に対する規則は，ヨーロッパにおける労働運動のもとと

なった．グアテマラやガイアナを初めとするラテンアメリカでは，プラ

ンテーション経済に関連した社会ルールが強制労働の取り決めを促進

し，政治運動を制限していた．もっと最近のブラジルでは，軍事政権の

追放を狙った動員が 1998 年の新憲法に結実している．これは保健ケア

　権力の座に就いている年長の世代が既得権益層に恩義があ
り，道徳的に傷ついている場合，それが親，政府高官，ある
いは企業であれ，若者はそのような制度に対して，立ち上が
るだけの独立性と道徳的な勇気をもつことができる．若者に
おける経験の欠如はむしろ資産になる．既存の規範や儀礼に
とらわれずに，失敗に帰した政策や手続きに挑戦することが
できる．
　旧ユーゴスラビアで，スロボダン・ミロセビッチを政権
の座から追放するのに重要な役割を果たした「オプトル」

（Optor：「抵抗」の意）青少年運動にも，このような特徴が
見られた．オプトルは 4 つの大学で始まった．若者はミロ
セビッチ政権に対する不満と政党や政治プロセスに対する
失望を表明するのに，単純な抗議戦術と非暴力の原則を使っ
た注 39．参加者は運動に対する支持を形成するのに実践的な
アプローチを採用し，セルビア当局のレーダーをかいくぐっ

て，家族，学校，コミュニティから呼びかけを始めた．自分
たちのスローガンやシンボルを，いたずら書き，バッジ，T
シャツ，そのほかの手段を使って伝達した．ベルグラードは
オプトルのスローガンと，抗議のシンボルである黒いげんこ
つで覆われた．
　草の根の作業と学生団体や労働組合との連携を通じて力を
得た，軍事評議会に反対するオプトルの意思表示と広報キャ
ンペーンは，運動を地方や年長グループにも浸透させた．こ
の圧力の高まりを受けて，早期に選挙が実施される．2000
年 9 月にミロセビッチが選挙結果を無効化しようとしため，
オプトルは全国的な抗議を展開して，正当に選出された新大
統領が政権の座に就くことになったのである注 40．

出所：La Cava 他 (2006)．

ボックス 7.3 旧ユーゴスラビアにおける「オプトル」青少年運動
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という具体的な権利を規定しており，それが市民の動員につながって，

エイズ患者全員に抗レトロウィルス薬を提供することになった注 38．

　若者には公的生活に参加する機会がかつてないほどたくさんある．そ

れは人類史上のどの時期よりも「多くの民主主義が多くの場所に」ある

という意味においてである．世界中のすべての諸国のうち約 60％（193

カ国中 121 カ国）が民主主義体制下にあるが，これは 1974 年の約 4

分の 1（150 カ国中 41 カ国）に比べると大幅な増加である注 41．加えて，

最近の政治的な分権化の流れを受けて，下位国家の政治に参加できる機

会が拡大している．近年，大幅な分権化のイニシアティブを打ち出した

諸国は多数あるが，そのなかでは特にブラジル，インド，インドネシア，

イタリア，メキシコ，ナイジェリア，ウガンダ，イギリスなどがあげら

れる注 42．社会生活や政治生活に関する情報の入手も，新技術のおかげ

でコストが低下している．

　しかし，民主制度がより一般化するのに伴って，若者の政治に対する

参加や関心が低下してきているという証拠は，競争的な選挙だけでは能

動的市民権の機会を本当に拡大するのに不十分だということを示唆して

いる．多くの国で民主制度への移行は不完全であり，独裁色が濃い分野

が残存している．これには秘密警察，ひいき主義の継続，参加を阻害す

る権力の集中，政治的競争，説明責任などが含まれる．国家が脆弱なと

ころでは，無法地帯さえ出現している．

　このようなテーマは，ブラジルのリオデジャネイロのファベーラド

ス（都市部スラム街住民）に関する 30 年間にわたる研究で，明確に現

れている．各世代が前世代に比べて教育程度と政治意識が高くなり，民

主主義の理想に確信をもつようになるに従って，市民権から疎外されて

いるという認識も高まったのである．次第に冷笑的になり，閉鎖的で，

エリート層によってエリート層のために運営されている腐敗したシステ

ムにみえるものには，参加する意欲を失った．特に若者を筆頭に，多く

の人々にとって国家との主要な接触は今や警察である．その警察といえ

ば，麻薬ディーラーよりも無礼で，必要以上に暴力的であると広く考え

られている．麻薬に関連した党派が台頭して，コミュニティに代わって

票を買収し始めたため，コミュニティが旧式のひいき主義的な政治家か

ら得ていたわずかな具体的な利益も消失してしまったのである（ボック

ス 7.4）．

　若者の間に能動的市民権を育むためには，若者が投票したり公職に就

くことができるという以上のものが必要である．憲法上の枠組みも選挙

だけでなく，社会として広範な機会の体系をうたっている．その機会の

体系を拡大するための措置としては，政府内に説明責任の制度を確立す

ること，司法へのアクセスを拡大すること，市民社会による主張や参加

を強化することが考えられる．

選挙に参加する
　投票する機会というのは，選挙による民主制をとっている諸国で，お
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そらくもっとも空洞化している政治参加の形態であろう．こ

れを認識して，若者の公的生活への関与を高めるため，ほ

とんどの民主体制の諸国（データが入手できた 121 カ国中

107 カ国）では今や投票年齢を 18 歳に設定しており，15

歳にしている国さえある（イラン・イスラム共和国）．投票

の方法や任意性にかかわるルールや国政選挙の時期がさま

ざまであるため，投票率の各国間比較は困難である．しか

し，若者の投票率は大人よりも低く，多くの中および高所

得国では低下傾向にあることが広く知られている注 43．チリ

の都市部をみると，投票のために登録している若者の割合

は，1997-2003 年の間に着実な低下傾向をたどっている（図

7.4）．これは世界的な傾向と関係しているのであろうが，チリでは一度

は登録したのに棄権すると罰金や収監の懸念があることも反映してい

る．

　若者と大人の投票率格差に関しては 2 つの代替的な理由が考えられ

る．第 1 に，若者の投票率が低いのは，大人と比べて政治に関する経

験が浅く，社会的にも政治的にも一人前になっていないためである．

あるいは，第 2 に，若者は政治生活に関心を失いつつあると同時に，

それから疎外されつつあるためである．さまざまな諸国の 1965-99 年

における総投票率の低下をみると，それはまさにライフサイクル効果

によると思われ，特に投票年齢を 18 歳に引き下げるという決定は皮肉

なことに逆効果になっている．心構えがしっかりでき上がっていた有

　「ビッグ・ジョージ」として知られているジョルジ・パイボ・
ピント（実名ではない）は，16 歳の時に，北東部の小さな
町からリオデジャネイロにやってきた．19 人兄弟の 5 番目
で，そのうち 9 人は栄養失調で死んでいる．両親は読み書
きができない農民で，彼自身も学校へ一度も行ったことがな
い．軍隊にいた時に全国を旅し，その経験のおかげで政治意
識が育まれた．
　まだ若かった時，彼はリオ北部の工業地帯に侵入した初期
の不法居住者の 1 人で，強制退去に反対する戦いを率いた．
1968 年までに，彼はコミュニティで非常に尊敬される指導
者になり，電気，水，下水，舗装道路，ぬかるみの山腹にコ
ンクリート製の階段を獲得する闘争の先頭に立った．
　リオの市民はずっと前に市長，知事，大統領の選挙権を失っ
ていたが，市会議員（vereadores）はまだ選ぶことができた．
ジョージは住民組合の会長にとどまって，コミュニティのた
めに市議会との交渉を引き受けた．1984-85 年には民主主義
が復活して，市民運動，非営利組織，政党が花開いた．ファ
ベーラ内で麻薬の取引が開始されたのもこの頃だった．警察
は裕福な地域は保護しても，麻薬取引の場所として選ばれた
ファベーラでは，警察は見て見ぬふりをした．
　麻薬取引はファベーラにお金と武器の両方を引きつけ，麻

薬ディーラーがより影響力を行使して，住民組合，コミュニ
ティ組織，さらには地元の学校さえ乗っ取り始めた．ジョー
ジはファベーラのなかでも離れた所に強制的に移動させられ
たが，コミュニティの生活を改善し続け，診療所，保育，学
校の質改善のために戦った．その結果，彼が指導者として尊
敬されるようになったため，ディーラーはますます怒った．
彼の通りの街灯は毎夜ピストルで撃たれた．弾丸で屋根上の
水道タンクは穴だらけで，家中があばたのようになった．麻
薬をやっている若い暴力団員が彼の家の玄関前に集まった．
最後に，2004 年に，数回にわたる殺人の脅迫と家族の懇願
に折れて，彼は転居した．
　リオのスラム街で面談した人々の大半は，自分たちが市民
ではないように感じていた．人間（gente）でさえないと感
じている．経験から冷笑的であることを学んだのだ．殺人を
含め司法権の及ばない行為に関しては，警察は説明責任を問
われることがない．司法制度や政治制度も「特権階級の特権
を維持することについては共謀している」と説明してくれた
のはジョージの息子であった．

出所：Perlman and Anthony (2006)．
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図 7.4　チリ都市部では若者の投票登録が減少している
投票登録の割合（％）

出所：Chilean National Youth Surveys 1997-2003 に基づく筆者の試算．
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権者層が，家を出て独立する時期に初めて投票するというような，よ

り若くて心構えができていない有権者層に取って代わられたというこ

とであろう注 44．要するに，若者の投票率は前世代と比べると低くなっ

ているのである注 45．

　ボリビアやインドなどの途上国では投票年齢が引き下げられた一方，

それが若年および成人各層に対してもたらす影響を追跡した研究は今の

ところ存在しない．投票というのは 1 つの習慣であるという証拠があ

るので，投票年齢を引き下げる改革というのは若者を公的生活に関与さ

せ，おそらくはその初めての投票体験を儀式化する努力と組み合わせる

べきであろう．例えば，イギリスでは，投票年齢を 16 歳に引き下げる

という提案は，学校におけるもっと徹底した「公民教育」と組み合わせ

て議論されている注 46．投票率は非識字率や経済動向とも関係している

が，データは，個々人の投票行動は教育の絶対量ではなく相対的な教育

水準によって左右されるということも示している注 47．

　アメリカにおける「出かけて投票しよう」（get-out-the-vote）という

キャンペーンの無作為抽出による実験では，電話勧誘によって若者の投

票率は 5％ポイント，対面式の勧誘では 8.5％ポイント上昇した．この

コストは 1 票当たり 12-20 ドルであった注 48．途上国では，能力の制約

から有権者名簿が往々にして古くなっているため，面倒な登録手続きが

必要となる．しかし，このような制約は極端に高いコストをかけない

形で克服可能であろう．バングラデシュでは，83 の選挙区で 7,500 万

人の有権者名簿がデジタル化され CD-ROM で再生可能だったおかげで，

有権者は自分の名前を選挙前にチェックすることができた．これは同国

の歴史上初のことであった注 49．統治に関して若者の関与を法制化して

いる国もなかにはある．例えば，フィリピンでは「国家建設にかかわる

青少年法」（Youth in Nation-Building Act）が制定されており，同法が

若者に投票を奨励する重要な第 1 歩となっている．

青少年評議会は市民権を促進する
　多くの国では若者が国政レベルの公職に就くことは認められていな

い．例えば，フィリピンでは，大統領は 40 歳，上院議員は 35 歳，下

院議員は 25 歳以上でなければならない（地方レベルでは 18 歳という

若さでも就ける公職がなかにはある）．下限年齢の引き下げや若者向け

の公式の留保枠を通じて，仮に若者が国政レベルの公職に就けるように

なったとしても，国家の優先課題が若者の利害にとって有利な方向に動

くかどうかは自明ではない．若者代表はあまりにも少数で，抱いている

優先事項がそれぞれ異なっているか，あるいは一度影響力のある地位に

就いてしまうとほかの若者と連携することは止めてしまって（第 9 章），

結果は何も変わらないかもしれない．

　多くの諸国では，諮問的な青少年の集会，評議会，議会が奨励されて

いる．スロベニアやジンバブエなどでは，若者の代表者が全国レベルで

一堂に会している．世界の地域的な組織としては，ヨーロッパ青少年
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フォーラム，ラテンアメリカ青少年フォーラム，アフリカ青少年議会な

どがある．集会も各地で運営されており，それにはスペインのカタルー

ニャ青少年評議会やロシアのリャザン青少年議会が含まれる．ブラジル

のリオデジャネイロ市バラマンサ地区では，9-15 歳の子供たちが支出

の優先順位設定を助けている．フィリピンでは，評議会は 15-21 歳の

若者に対して開放されている．

　このようなイニシアティブで市政への関与を促進することができる．

研究結果が示すところでは，生徒会（およびそのほかの課外活動やボ

ランティア活動）への参加は，大人になった時のボランティア活動や

投票などほかの市政活動と強い相関関係がある注 50．しかし，代表制機

関への若者の参加，あるいはだれの代表となっているのかについての

データはほとんどない．若者の意思決定への関与が成功するためには，

若者の関与について指導者層による公約，若者の意思決定にかかわる

役割を促進する機関からの事前の支援，成人指導者による若者の意思

決定への参加に関する強力な唱導，若者自身から統治に関与しようと

いう圧力が出てくることが前提になるだろう注 51．強力な目的意識，あ

るいは明確な一連の目的がない限り，強烈な無力感や形だけの譲歩が

台頭するだろう注 52．このような評議会のなかには，若者向けサービス

をどうやって改善するかに関して，政府に助言を提供することを目的と

しているところもあるが，青少年議会のおかげで若者向けサービスの質

やサービス提供の管理が改善したという証拠はほとんどみられない．

　おそらくもっとも重大な欠点は，このようなイニシアティブは必然的

に小規模で，典型的にはすでに参加の意欲をもっている者を対象にして

いることにあろう．ネパールでは，少年は少女に比べて，そしてカース

トの高い若者はその他の若者に比べて，参加する割合が高くなってい

る注 53．モルドバの青少年議会（NGO の支援を得て運営）は，4 年間で

450 名の子供の参加を得たが，だれが参加すべきかという懸念と参加

が小規模だったことから，「段階的に撤廃された．その代わりに，もっ

と大勢の若者を対象にすることができる，地方レベルでの若者参加につ

いて有効なモデルの開発に注力することになった」注 54．

兵役には異質なインパクトがある
　戦争と軍隊は，特に多民族社会では，国家のアイデンィティのるつぼ

になっている．旧ユーゴスラビア人民軍は同国にとっては数少ない国家

的制度の 1 つで，徴兵制も数少ない共通の国家的体験の 1 つであった．

軍隊が特定の政権や社会的グループではなく，国家に愛着心を抱いてい

る時には，それはリベラルで，近代化を推進する制度になり得る．兵役

というのは，特に昇進のためにほかの機会がほとんどない恵まれない少

数民族や少数人種のグループにとっては，スキルを修得して，国家社会

に融合していくための機会を若者に提供することができる．アメリカで

は，戦時勤務はアフリカ系アメリカ人には大きなプラスの見返りをもた

らす一方，白人や女性にとっては所得の低下をもたらす．最近の国際的
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な調査の対象になったほぼすべての諸国では，若者（15-24 歳）の大多

数は兵役に好意的なままで，ほかの義務的な公務に対してよりもいっそ

う好意的であった（表 7.4）．さらに，これら諸国のほとんどでは，若

い女性のなかで公務や兵役に好意的な人の割合が，若い男性の場合より

も高かったのである注 55．

　なかには兵役義務は市民権を助長すると主張する人もいるが，徴兵制

は先進国でも途上国でも適用にむらがあり，富裕層を優遇している．そ

の結果，権利と義務の平等という前提に立った市民権の民主的な概念

を助長するどころか，損傷する可能性が大きい注 56．徴兵制は徴集兵に

対する所得税に相当し，それに伴って年間所得は 15％も低下するため，

家族の子供に対する教育投資のインセンティブも減退する．この課税は

逆進的でもある．多くの途上国では，徴兵制に関して医学上の理由や教

育継続に伴う延期など適用除外を設けており，また，富裕世帯は直接的

に，あるいはコネや賄賂を通じて，このような適用除外を最大限有利に

活用できる立場にあるからだ．ロシアでは，貧しい，教育水準の低い農

村世帯の場合，息子が徴兵される可能性が高く，その場合の生涯にわた

る損失は年間所得の約 15％相当分ときわめて大きくなる．コストは何

も徴集兵自身だけに限られるわけではない．本報告書のために実施した

研究によれば，兵役はその後の犯罪行為につながる確率を著しく押し上

げることが示唆されている注 57．

　兵役が健康や福祉の面でもたらすリスクを考慮すれば，影響は増幅す

ることになる．戦闘員としての参加でない場合でも，兵役は強姦，肉体

表 7.4　兵役および国家的奉仕活動に関する若者の意見（2005 年）

アルバニア バングラデシュ エチオピア a イラク マレーシア ルーマニア タジキスタン

25 歳以上 77.0 84.0 54.0 38.0 76.0 75.0 90.0 

15-24 歳 51.0 84.0 44.0 46.0 69.0 59.0 84.0 
男性 43.0 86.0 44.0 44.0 67.0 55.0 79.0 

女性 60.0 82.0 43.0 48.0 72.0 64.0 89.0 

働いている 53.0 88.0 43.0 46.0 70.0 60.0 83.0 

働いていない 50.0 82.0 44.0 46.0 69.0 58.0 92.0 

社会経済的に高地位 57.0 79.0 ― 21.0 93.0 54.0 86.0 

社会経済的に低地位 48.0 86.0 ― 39.0 70.0 60.0 82.0 

以下の意見に同意ないし強く同意すると回答した人の割合

政府はすべての若者に対して 1-2 年間の国家的奉仕活動を義務づけるべきである

兵役は若者にとっていい経験になる

アルバニア バングラデシュ エチオピア a イラク マレーシア ルーマニア タジキスタン

25 歳以上 89.0 86.0 54.0 43.0 88.0 81.0 90.0 

15-24 歳 70.0 90.0 46.0 54.0 84.0 69.0 85.0 
男性 60.0 91.0 43.0 48.0 85.0 61.0 79.0 

女性 81.0 90.0 49.0 60.0 83.0 78.0 91.0 

働いている 71.0 94.0 42.0 56.0 85.0 63.0 91.0 

働いていない 70.0 89.0 49.0 52.0 84.0 70.0 84.0 

社会経済的に高地位 81.0 89.0 ― 60.0 93.0 61.0 89.0 

社会経済的に低地位 65.0 92.0 ― 80.0 87.0 72.0 78.0 
出所：WDR 2007 InterMedia surveys．
注：「－」は入手不可能．
a.  代表的なサンプルではない（アジスアババとティグレの両地区が調査対象になっていない）．
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への攻撃，心理的外傷などを生み出すことがある注 58．アメリカのデー

タによれば，兵役は除隊後の健康にも著しい悪影響を及ぼしている．兵

役の参加率が高い層は，除隊後に，虚血性心臓疾患と肺がんが主因で若

死にする人の割合が高いのである注 59．

コミュニティおよび国家の奉仕活動：設計に若者を関与させて，
選択肢を与える
　ブラジル，フランス，ドイツ，イスラエルなど一部の国は，志願また

は義務的な兵役に代わるものとして，若者向けに奉仕プログラムを提供

している．ガーナ，インドネシア，ナイジェリア，南アフリカ，多数の

ラテンアメリカ諸国などでは，政府は新任医師や大学卒業者などスキル

をもった人々に対して国家的な奉仕活動を義務付けている．場合によっ

ては，NGO が奉仕プログラムを後援したり（チリの「国家的奉仕活動」

［Servicio País］），政府が資金提供を行っていることもある（オースト

ラリアの「グリーン部隊」［Green Corps］）．ケニアのナイロビに本拠を

置く「マサレ青少年スポーツ協会」やカンボジアの「コミュニティ開発

ボランティアーズ」は，どちらも若者によって創設されている．奉仕プ

ログラムは勤務期間，参加者の報酬，各種社会的グループの混合状況，

従事する活動の種類，監督体制，若者の意向の取り入れ具合などの面で

もバラツキがある．その目的は若者が市政に参加して，市政の美点を学

び，生活スキルを身に付け，コミュニティの福祉に貢献する機会を提供

することにある．

　ボランティアの奉仕プログラムは市政への関与を促進する．アメリカ

の「アメリコープス全国文民コミュニティ部隊」（AmeriCorps National 

Civilian Community Corps）プログラムに関する厳密な長期研究では，

市民および政治の面からみた成果をプログラム参加者と，プログラム参

加を申請したものの参加しなかった若者について比較している．それに

よると，プログラムが市政への関与（投票は除く）を高めたことがわかっ

た．コミュニティの奉仕プログラムに関する体系的な評価は困難である．

成功しているプログラムの特性そのもの（組織としての自律性と若者の

イニシアティブ）が，測定を困難にする選択効果によって複雑になって

いるためだ．にもかかわらず，世界中の多くの公務プログラムは，ブラ

ジルの「リオ万歳」（VivaRio）を含め，情熱的な唱道者や力強い支えに

なってくれる参加者を輩出している注 60．

　奉仕プログラムに関する 1 つのリスクは，若者本人に負託された使

命が，学校など組織にとってもサービスを生み出さなければならない（こ

の場合は市政関与の機会）という使命になってしまい，公共サービス提

供にまつわるさまざまな問題が発生することだ．したがって，柔軟性，

若者の意見吸収，奉仕プログラムの設計について組織としての自律性な

どが重要なのである（ボックス 7.5）．さらに，成功している若者奉仕

プログラムに共通する要素としては，社会的に価値のある（単なる象徴

ではなく）仕事に関しては若者を表彰している，参加者がほかの参加者
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やスタッフと互いによく知り合える管理可能な規模，説明責任基準の存

在などがある注 61．

アイデンティティと一体感を獲得する
　思春期とはアイデンティティを獲得する時期である．エリック・エリ

クソンはアイデンティティの挑戦について次のように述べている．「可

能性があり，想像できる限りのあらゆる関係のなかから，（若者は）人

間，職業，性，イデオロギーなどにかかわる公約に関して，選択を何度

も繰り返しながらその幅を絶えず縮小していかなければならない」注 62．

一般的には子供なら好きなだけ想像の限りの選択をすればいいが，若者

となると選択は現実的であり，ある面では不可逆的でさえある．能動的

市民への移行に成功すれば，エリクソンの言葉では，社会のなかで「居

心地のよさ」を感じ，「どこへ向かっているのか」がわかり，「重要人物

から期待通りに認めてもらえるという内心の自信」がもてるという状態

が生まれる．若者にとって，その重要人物とは一体だれか？　もちろん，

家族も重要だし，仲間もそうだ．しかし，若者が年を経るに従って，重

要人物は教員，警官，雇用主など，次第に社会的な制度のなかから登場

してくるようになる．

　好意的に見られている若者は，公的および経済的な生活に参加する

よう招かれていると感じることが多いだろう．社会的な承認は能動的

な市民権を促進するのである．エストニアの若者に関する長期的な研

究によると，若者の自尊心に関する尺度が将来的な新規企業設立の可

能性の先行指標になるという．同様に，家庭環境を制御すると，中等

学校に進学するという目標をもっていること自体が中等学校修了と関

係している．逆に，有力な制度の手による社会的な無視，差別，虐待や，

機会の純然たる不平等があると，若者は物質的な面だけでなく，自分

がだれであり，どんなことができるのかという感情的な面でも苦しむ

ことになる．お金を使う必要性に関して，マダガスカルの若者は次の

　若者の市民権をもっとも刺激する機会の種類や，それを促
進する政府のイニシアティブに関しては，もっと研究が必要
とされている．これまでの研究によれば，徴兵制度は状況に
よっては国家建設の手段ではある一方，往々にして適用が不
公平で，貧困削減と連帯にとってマイナス結果をもたらす．
市政関与を奨励する奉仕プログラムのほうが，若者に自分が
参加したい活動について選択権があって，その設計に関与で
きる場合には，より効果的である．
　政治的指導者は若者のエネルギーと力を国家権力の道具と
して，あまりにもしばしば使いすぎてきた．ドイツの「ヒト
ラー青年隊」（Hitlerjugend）は，若者が市政に関与できる
よう国家が後援した悪名高い例といえる．これは説明責任と
透明性を円滑化するような国家と社会の関係を創造するどこ

ろか，破壊してしまった．あまり知られていないが，だから
こそ際立っているのは，「エーデルワイス海賊団」（Edelweiss 
Pirates）や「白バラ団」といった若者が率いた集団である．
死刑の脅迫をものともせず，国家社会主義者に抵抗したので
ある注 65．若者のエネルギーと強さを国家権力のために活用
するというのは，政党の青年部の場合に明白である．コート
ジボワール，インドネシア，ロシア，ルワンダ，ジンバブエ，
そのほかのさまざまな諸国では，対抗グループへの攻撃には
彼らが絡んでいたのである注 66．まさに国が後援した若者の
参加は搾取的であった（あり得る）からこそ，参加型プログ
ラムはその設計や目的に関して若者の関与を奨励し，調整機
関の組織的な自律性を強調しておかなければならない．

ボックス 7.5 自発的で独立的な機会を促進する
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ようにコメントしている．「靴を履かないで外出すれば，まるで人間で

ないみたいだ」．どんな組織でも，家族，企業，あるいは国家でも，そ

のパフォーマンスにとっては一体感が重要である．「教室であろうと役

員室であろうと，…組織との一体感や愛着心は組織の順調な機能にとっ

て決定的に重要である」注 63．

　極端な場合，若者は社会が自分に貼り付けたレッテルが実は本当だと

思い込んでしまうことがある．というのは，ほとんどの人にとって，た

とえ否定的な評価のアイデンティティであっても，まったくアイデン

ティティがないよりもましだからである．さらに，国家が若者にとって

包容的なアイデンティティを確立するか，その積極的な抑圧に失敗した

時には，あるいは市民のニーズに応えない時には，憤慨と反抗的なアイ

デンティティ探求が台頭するであろう．例えば，フランスに居住してい

る北アフリカ系移民の若い子孫は，社会的にないがしろにされてきたこ

とを受けて，反文化的なヴェルラン（verlan）という逆さ言葉を話して

いる．この言葉は 1970 年代の政治化された郊外（banlieus）で出現した．

意図的に意味をあいまい化して，反抗，無関心，ヒロイズムのニュアン

スを醸し出すからである．イタリアで政治的過激主義の容疑で逮捕され

た若者のコンピュータには，「おれはテロリストだ，おれはテロリストだ」

という言葉が何度も繰り返されている歌が書かれていたが，これは貼ら

れたレッテルに対してさえ光栄に感じる面があったことを示唆するもの

である注 64．

　社会組織は若者が一体感を育めるようなスペースを提供している．そ

れには宗教団体，西アフリカの農村協会（カフール（kafoolu）），ブラ

ジルのサンバ学校やスポーツチーム，4-H（アメリカの農村部青少年教

育機関）やスカウトといったクラブ，環境保護運動などの社会組織や市

民組織がある．一体感と能動的市民権を増進するためには，社会組織に

かかわる公的政策は許容的でなければならず，結成や報告の義務を少な

くするべきである．

　本節では，若者が遭遇する 4 つの制度を検討する．その 4 つの制度

とは，国家や正式な市民権に関する書類，学校，雇用主，正式な NGO

の若者グループである．若者はこのような制度を通じて，他人が自分を

どう見なしているか，自分はその他人と一体感をもてるのか否かについ

て学んでいる．若者はこのような組織やそのほかの正式な制度が自分を

認めてくれない時には，背を向けて，社会の公式制度に対する反抗をア

イデンティティの 1 つにしている非公式なグループに向かうことがあ

る．したがって，本節では暴力団員と政治的過激主義の動機や結果につ

いても検討することになる．

法的なアイデンティティ
　国家の作為あるいは不作為は，若者が社会で承認されたと感じるよう

になるかどうかや，どのように感じるかに影響する．これには法的なア

イデンティティが含まれる．パスポート，身分証明カード，そのほかの
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基本的な書類は，しばしば基礎サービスへのアクセスにとって決定的に

重要である．UNICEF によれば，途上国では総出生数の半分以上が登録

されていない注 67．2001 年以降のデータを使ったブラジルの研究によ

れば，未就学者のうち 8％は書類不備のため，ほぼ同数は学校関連費用

の欠如が理由で，就学していないということである注 68．

　年が上がると，書類の不備は若者が公式労働市場に参入する際に障害

となる（第 4 章）．多くの国ではパスポート取得コストが高いが，これ

は貧困層や信用の制約がある若年層にとっては特に負担になっている

（第 8 章）．中国やベトナムを初めとするさまざまな諸国では，国内移

住は「浮動人口」に帰結する．住居，教育，保健ケアなどを入手するに

当たって，法的に必要とされる住民票など身元証明書をもっていない若

者がこの大部分を占めている．しかも，これを保有していない者は社会

から疎外されたままとなる（第 3 章末のベトナムの若者に関するスポッ

トライトを参照）注 69．基本的な法的アイデンティティを若者が入手し

やすくする措置をとれば，重要なサービスや社会的制度を若者向けに開

放することによって，社会との一体感を増大させることができるだろう．

市民権に対する学校のインパクトは不透明
　学校にかかわる政策のなかで市民権に関する側面（国旗に忠誠を誓う

べきか，あるいは国歌を歌うべきかなど）は，日本だけでなくどこでも

政治的な発火点となる．その理由は次の通りである．学校教育というの

は本来的に政治的なものだからである．長期的には，学校教育というも

のが市民権や国家に関して特定の理解の仕方を確立することになる．学

校政策と社会科授業を通じて直接的に，また，教育者，コミュニティ，

仲間の慣行や選択を通じて間接的にも，学校は特定の価値観を生徒向け

に承認するのである（第 3 章）．シンガポールのリー・クアンユー（政

治家）は，多文化主義，教育，国家建設に関する討論会で，良い市民は

母国を防衛し，自分の妻と子供を守り，年配者を尊敬し，良き隣人であり，

そして，「清潔で，こぎれいで，時間に正確で，マナーがいい」と主張

している．民主主義教育の唱導者は，無差別，他人の権利の尊重，公職

にある人の行為の説明責任を問うこと，熟慮した上で選択の理由を公に

述べること，そして共有している一体感を強調している注 70．

　学校は長期的な国家アイデンティティを鼓舞しているものの，市民

教育が短期的に市民性を促進することになるかどうかははっきりしな

い．市民教育のインパクトに関する直近の研究によれば，自己申告に

よる生徒の行動に依拠しているため，因果関係を確かめるのは困難で

ある．28 カ国の 14 歳児について各国を代表するサンプルに基づい

た，国際教育達成度評価協会市民教育研究（Evaluation of Educational 

Achievement Civic Education Study）のデータによると，市政知識の

増加と自己申告の行動や市政重視の態度との間には相関関係が見られ

る注 71．アメリカでは，社会科で最低 3 科目履修した生徒は，投票のた

めに登録をする，投票する，ボランティア活動を行う可能性が高い注 72．

「若者が市民権を獲得した時，若者は
取るに足らない人から一人前の人に
変質したということに気が付く必要
がある」．

ネパールの若者，
2006 年 1 月
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　しかし，評価では，市民教育が学齢期の生徒に及ぼす効果は弱いこと

が繰り返し指摘されている注 73．ザンビアにおける学外での市民教育は

行動というよりも知識を変えただけであり，しかも，そのインパクトは

教育到達度によって媒介されている．南アフリカの市民教育が有効なの

は，方法が参加型で，授業が週 1 回以上あり，教員にカリスマ性があ

ると生徒が考えている場合に限定されている注 74．

　南アフリカのプログラムで参加への障害になっているのは，授業を毎

週実施することが目標であるとしているにもかかわらず，NGO が市民

教育の授業を行なうことに学校当局や教員が反対していることである．

また，州や地方の政府のなかに犯罪や政治闘争があることも関係してい

る．このような障害は，市民教育が市政知識は促進できても「民主的な

態度や行動の発達」にはほとんどインパクトがない理由を説明すると思

われる問題が存在することを示唆している注 75．生徒は市民教育の授業

ではなく，もっと幅広い学校文化から，市民性についてたくさん学んで

おり，幅広い学校文化というのは通常は社会における疎外と階層制を反

映しているのである．

　奉仕学習プログラムでは，生徒は学外で勉強し，コミュニティの本当

のニーズに接する．教師はそのような学外の活動をカリキュラムに取り

込み，生徒は自分たちが経験したことを検討して，自分たちの貢献を認

めてもらう．奉仕学習は社会的意識を促進し，社会的な結びつきを強化

し，喫煙，アルコールの乱用，望まない妊娠を減らすことができる．プ

ログラムは有望だと思えるが，入手可能なすべての研究は高所得国に関

するものに限られており，しかも，その結果は提供されているプログラ

ムの質に応じてバラツキがあるようである注 76．

　宗教学校は典型的にはカリキュラムに関しては，国家からある程度の

自律性を享受しており，しばしば価値観や社会的理想に公立学校よりも

直接的に取り組んでいる．ベネズエラ・ボリバル共和国を筆頭としてラ

テンアメリカ各国にあるイエズス会系の NGO フェイ・アレグリア（Fé 

y Alegria）が運営する学校は，コミュニティ建設，スキル訓練，指導力

開発を多数ある独自プログラムに統合化している．インドのケララ州

にあるムジャヒド（Mujahid．原義は「戦士」）・グループが運営するイ

スラム系神学校のマドラサス（madrassas）の多くでは，女子が男子を

上回り，学校としては女性の権利と女子の権限付与を強調している注 77．

しかし，一部の宗教学校には，生徒を洗脳する，部外者を中傷する，あ

るいは機会の男女平等を損なう危険もある．ヨルダンでは，新しい宗教

カリキュラムと教科書を推奨しており，それはイスラム教義の範囲内で

はあるが人権と民主主義の考えを強調し，ほかの宗教の信奉者に対する

否定的な言及を排除している．

仕事を通じた承認
　雇用は，自分が有能であるという感覚，家庭外での自律性，社会的

地位を与えてくれる．社会資本の開発や家族をもつ手段を円滑にし，
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それ自体が社会との一体感を促進し，若者に対して保護効果をもたら

す（第 6 章）．ボツワナの農村部では，働くことが go itirela，すなわち，

コミュニティの一部として「自分自身を社会的にすること」のきわめ

て重要な要素になっている．若年失業率が高いほど，強盗，窃盗，麻

薬犯罪が増加するというデータがある．失業している若者は疎外感を

抱き，既存の政治体制に対する信頼を口にせず，政治のことをあまり

話さず，雇用されている仲間よりも頻繁に革命的な考えを支持する可

能性が高くなる注 78．

　仕事は若い女性にとっては特に重要である．というのは，それが公の

世界では時には唯一文化的に受け入れられる経験になるからだ．信用に

対する女性のアクセスを拡大し，農業の指導や技術の対象を女性に向け

れば，女性の一体感や価値観を高めることができる（第 4 章）．働いて

いる若者，特に家族労働者として厳しく孤独な職業に就いている若い女

性は，仲間と交流できなければ，孤立感を抱くだろう注 79．

青少年開発と青少年行動プログラム
　青少年開発プログラムは，普通は明確に規定された地域内で，スポー

ツ，助言，演劇，生活スキル，指導力訓練，平和建設，生計スキルを組

み合わせている．典型的には，その目標は自信，信頼，問題解決能力を

身に付けることにある．しかし，このようなプログラムに関しては説得

力のある政策評価がほとんど実施されておらず，プログラムの特性が資

産や若者の開発に重要だと信じられている開発経路に関連付けられてい

ない．

　短期的，ないし断続的な接触，例えば，「パートタイムの制服を着た

クラブ」というような特徴をもつものは，信頼関係を育むのに持続的な

環境を提供することにはならないだろう．おそらく一対一の接触機会が

欠如しているからだ注 80．アメリカでは，リスクの高い近隣地区の貧し

い若者に焦点を絞ったプログラム（教育，コミュニティ・サービス，ス

キル開発，4 年間にわたる財政的インセンティブなどを含む）のおかげ

で，前向きな態度やコミュニティ・サービスが増加したが，このような

プログラムは途上国にとっては法外に高価であろう注 81．

　青少年開発プログラムはコロンビアの地方自治体や，もっと広くマケ

ドニア旧ユーゴスラビア共和国で実施されているが，その評価はまだ入

手不可能である．青少年開発プログラムを成功裡に途上国に適用する際

に障害となるのは，親の懐疑心，都市部の若者に焦点を当てる傾向，多

くの場所で見られるほかの階級や少数民族グループの人々と交わること

に対する社会的な躊躇などである．

　青少年行動プログラムは社会的アクティビズムやコミュニティの関与

を，青少年開発プログラムよりもっと明示的に奨励している（第 9 章

末の青少年行動プログラムに関するスポットライトを参照）．さまざま

な政治運動のなかで，若者は重要な参加者であった．その例としては，

ブラジルで児童権利条約の採択を支持する街頭デモ行進，ルーマニアで
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教員のパフォーマンス評価を主張する学校ベースのクラブなどがあげら

れる．しかし，アクティビズムを奨励するプログラムはきわめて新しく，

まだ成果が立証されていない．その多くが教育に依存しており，仲間教

育は教育者にとっては利益になるという証拠はあるものの，対象グルー

プに利益をもたらしているという証拠は少ない注 82．プログラムはもと

もと指導力をもっていることがわかっている者など中核となる少数の若

者に焦点を当てる傾向があり，もっとも必要としている人々を対象にし

ていない可能性がある．

若者，暴力団，犯罪
　アイデンティティ，地位，一体感は，若者，特に若い男子にとっては，

通常，暴力団に加わる重要な理由となっている．メンバーになると，友

人の間で威信ないし地位が得られ，結びつき，興奮，お金の機会があり，

ないがしろにされていた若者にとっては一体感やアイデンティを提供し

てくれる．なかには暴力団のほうから積極的に採用活動を展開している

地域さえある注 83．ニカラグア都市部における現地調査では，貧しくて

ないがしろにされていた若者が徒党を組んで，通常の社会構造によって

拒否されていた機会やアイデンティティを生み出す，という一般的に見

られる現象が例示されている注 84．

　なかには権威に反抗するために暴力団に加わる若者もいる．グルー

プの仲間に受け入れてもらいたくて参加する者もいる．さらに，グルー

プの儀式や役割に魅力を感じる者もいる．暴力団員は，その一員になっ

た後ではさらにいい気分になるだろう．自尊心が高まり，憂鬱や心配

事が減り，肉体的にも健康になったように感じる．自分が有能で，楽

観的で，コントロールが効き，仲間に受け入れられていると感じるこ

ともあろう注 85．

　長期にわたる研究によって，暴力団に所属して罪を犯すようになった

「リスク要因」を特定したものはほとんどない．これにはコミュニティ

の特性（社会的にあまり融合していない，暴力が蔓延している，違法ド

ラッグの入手が容易など），家庭の特性（貧困，親の監督が不十分，親

がいないなど），個々人の特性（憂鬱症，学校をサボる，違法ドラッグ

の使用，仲間に暴力団員がいるなど）が含まれる注 86．特に若い女性は，

暴力団があまり一般的なところでなくても，暴力団に保護を求めること

がある．最近の調査によると，ニカラグアの若い売春婦の 88％，パナ

マでは 92％が，暴力団員と友人関係にあると回答している．売春婦で

ない人の間では，暴力団員の友人がいると回答した割合はニカラグアで

37％，パナマで 47％にとどまっている注 87．

　国，あるいは地元の警察や政治家が，暴力団の活動を煽動することも

ある．リオデジャネイロの政治家は 1980 年代には守備隊の支持者や暴

力団員を武装化したことがあるし，2004 年には地元警察が麻薬運搬人

と取引しているところを逮捕されたことがある．その他の諸国でも，暴

力団の組長は警察のゆすりに対してお金を払ったり，賄賂を支払ってい
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る．ジャマイカ，ナイジェリア，フィリピンなど至るところで，地方政

府，軍隊，長老政治家は暴力団まがいの私兵団を武装させたり，彼らと

協力しているのである注 88．

　国家や地方自治体，あるいはそのほかの正式な制度が崩壊して，犯罪

が頻発している場合，若者は保護を求めて，または保護のサービスを提

供するために，徒党を組む可能性がある．場合によっては，このような

グループは（「青年パトロール隊」やその他のサービス指向型の結社を

含む），犯罪的な暴力団に発展していくことがある．「バカシ・ボーイズ」

（Bakassi Boys）というグループは 1998 年にナイジェリアのアバ市で，

マーケットの軽犯罪に対抗するために，当局にも認められた対応策とし

て発足した．地元の政治家の支援を受けて地元の業者によって若者のグ

ループが結成され，マーケットをパトロールして犯罪者を追い出したの

である．同グループはたちまち自警団に変質して，犯罪の容疑者を即座

に処刑するというイニシアティブをとるようになった．2002 年までに，

バカシ・ボーイスはそれ自身が誘拐や強奪を含め組織的犯罪を実行する

ようになったのである注 89．

　暴力団員による重大な犯罪は稀である．平均すると，凶悪犯で逮捕

される少年の割合は 10％未満で，重大な凶悪犯となるとさらに少ない

（6-7％）．少年が絡む犯罪のほとんどは物品にかかわる軽犯罪であり，

ほとんどの少年は成長するに従って卒業していく注 90．しかし，暴力団

員になるのは危険である．殺される可能性は，暴力団員だと一般人の数

倍に達している注 91．

　若い暴力団員が，凶悪犯とそうでないものの両方を含め，犯罪に占め

る割合は圧倒的に大きく，暴力に対する影響力は暴力団員のほうがそう

でない暴力的な若者よりもずっと大きい．若者は暴力団員の時には脱退

した後の時期に比べて，より重大で暴力的な行動をとっている．一部の

諸国では，青少年犯罪の件数とシェアが最近大幅に増加している．東お

よび中央ヨーロッパでは，体制移行後の 6 年間で青少年犯罪が 2 倍以

上になった．同様に，ナミビアではアパルトヘイト制限が撤廃されて以

降，青少年犯罪が増加している注 92．

　若者が暴力団に加わるのを防止する，脱退を推奨する，あるいは暴力

団の暴力を阻止する介入策（迂回策）の有効性に関するデータは限られ

ている．適切な評価が実施された数少ないプログラムについてみると，

その効果はあいまいである．非合法化と抑圧というのが暴力団に対する

一般的な当局の対策であるが，もっとも有効性に欠けている．介入が成

功するためには，若者を悩ませている基本的な無視，差別，機会の欠如，

絶望に取り組まなければならない注 93．

　暴力団にまだ加盟していない，あるいは罪さえ犯したことがないもの

の，そうする大きなリスクにさらされている若者について，アメリカで

いくつかの迂回プログラムが設計され評価されている．なかにはある程

度の効果を示したものもある．しかし，それに要する財源と時間（リス

クにさらされている若者本人とその家族にサービスを提供すべく訓練を
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受けた人やそれにかかわるコスト）を考えると，途上国では適切とはい

えないものとなっている．

　平和教育プログラムは，反目し合っている暴力団，少数民族，あるい

は宗教団体の間で，潜在的に紛争が生じる可能性がある地域に居住して

いる若者に対して，寛容や対立解決スキルを育むものである．エクアド

ルにおけるその種のプログラムの 1 つでは，生徒に創造芸術の課外活

動に加えて，10 代の妊娠，麻薬や飲酒にまつわるリスクに関するワー

クショップを提供している．この多面的なプログラムの参加者にインタ

ビューしたところ，このプロジェクトに参加した学生は周辺の社会政治

的な背景に関心をもつようになり，かつてよりも自分の意見を表明する

ことに大きな自信をもち，自尊心も強くなったことがわかった注 94．

　青少年犯罪は地元の失業や貧困と正の相関関係があり，家計所得や教

育水準が高まれば減少する注 95．青少年犯罪は雇用や賃金変動にも対応

している．アメリカでは 1970 年代から 80 年代にかけて賃金が低下し

たが，それが青少年犯罪増加の一因であった注 96．犯罪と戦うプログラ

ムは学校教育や仕事に代替する機会を考慮に入れなければ，有効性に欠

けるだろう．

　銃器が広く入手可能だと，暴力に伴う死亡率が増加する．銃器の広が

りを削減できれば，暴力に対して著しいインパクトがあるだろう．若者

の銃器取引のほとんどはすでに違法化されているが，許可制，規制，拳

銃の携行禁止などの介入策が可能である．ラテンアメリカでは若者の殺

人による死亡がもっとも多い．1995 年について見ると，コロンビアで

は 10-19 歳の若者が 1 万 3,000 人，10 万人当たりでは 84 人も殺人で

死亡している．コロンビアのカリ市やボゴダ市は，殺人率が高くなるこ

とわがかっている特定日（週末と祝日）には，拳銃の携行を禁止したが，

この禁止が実施されている時には殺人率が低下した．ボゴタでは，この

努力は青少年暴力を削減するための包括的な介入策の一環であった．包

括策のなかには，行政改革や自治体の説明責任，世論の関心と反暴力の

デモ行進，飲酒の削減，公衆秩序や都市スペースの修復，地方コミュニ

ティベースの安全保障会議，警察，家庭内暴力，児童虐待防止などに対

する追加的資金供与，代替的な対立解決策などが盛り込まれている注 97．

若者と政治的暴力
　個々人が政治的暴力を標榜している組織に加入する理由は単純ではな

いようである．政治暴力に携わっている者のほとんどが若い男子であり，

その多くは，全員ではないものの，学生である．タリバン（Taliban．「学生」

の意）のメンバーは多くが，パキスタンやアフガニスタンのマドラサス

（イスラム系神学校）から勧誘されてきている．ただし，マドラサスの

大半は対立や憎しみを醸成しておらず，政治暴力に関わるようになるの

は少数のマドラサス生である．若者がテロリズムに加担する傾向につい

ては，研究によって意見の対立がある．大半が 25 歳未満だという説と，

若者が関与している確率が特に高いというわけではないという説が対立
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している．大きな広がりをもっている暴力的な政治運動でさえ，若者が

果たしている役割は小さい．もちろん，ほとんどの若者は関与していな

い．また，犯罪の場合と同様，若者の過激な運動への関与は，テロリズ

ムの場合でさえ，往々にして一時的なものである注 98．

　西ドイツのテロリスト 250 名に関する研究によれば，その 4 分の 1

もの人が少なくとも片親を 14 歳までに亡くしていることがわかった．

これは政治暴力への傾斜が一種の心理的損失に関係がある可能性がある

ことを示唆している．しかし，ほかの研究では，精神病理も社会経済的

収奪も人々を政治暴力に走らせることはないとされている．政治暴力の

参加者が一般人よりも教育水準が高く，裕福なことさえあるかと思えば，

労働者階級出身者の割合が高いこともある注 99．テロリスト組織は困難

な闘争ないし指導力を考慮して，教育程度の高い人々を選別している可

能性がある．

　ということは，政治暴力を防止するための介入策は，教育や経済の機

会提供という以上のことをする必要があるということを意味する．経済

的な機会の改善に加えて，社会的および政治的な包容性があれば，暴力

集団に対する重要な支持が枯渇するだろう．政治暴力を促進している組

織は社会化のプロセスという面で，暴力団やカルト集団に類似してい

る．社会的な接触や社会環境が組織との一体感を醸成するのである．こ

れはイギリスの移民，世界的なテロリスト，アメリカのウエザー・アン

ダーグラウンドという過激派の間で，以前から観察されていたことでは

ある．さらに，暴力団に加盟しているのと同じように，政治暴力への衝

動は分断化している内部のアイデンティティを，何かもっと超越的で高

貴であると信じるもので克服する方法なのかもしれない．若者は「生存

している限り，あらゆる神経を用いて何かを信じたい」と思っているの

である注 100．

若者は法的に認められたセンカンドチャンスを必要とし
ている
　若者は組織に参加する，仕事を試す，群集に紛れ込むことによって，

自己のアイデンティティを育む．自分の役割が自己の像や自分の抱負に

どれくらいうまく当てはまっているのかを発見して，もっとうまく当て

はまる新しい役割を試し，今度は抱負のほうを調整してみる．時には，

もっとも危険な役割やアイデンティティがもっとも現実的に思えること

がある．それが若者にとって不安定な瞬間となる．エリクソンはこう位

置付けしている．もし社会の権威が「犯罪者として，本質的な不適格者

として，育ちで運命づけられた落伍者，あるいはまさに精神が錯乱した

患者として，診断して，そのように取り扱えば，個人的に，あるいは社

会的にないがしろにされてきたその若者は，否定的なアイデンティティ

を選択するのも同然となる．若者はいっそのこと，まさに不注意で，恐

れをなしている社会が期待しているところのものになることに全エネル

ギーを注ぐことになり，しかもそれを完璧にやり遂げるだろう」注 101．
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　若者にとってもっとも危険な 2 つの役割は犯罪者と兵士である．そ

して，彼らの社会復帰と政治的包容に関して，法的に認められているセ

カンドチャンスにかかわる 2 つの慣行は，犯罪者にかかわる法の適正

な過程と児童兵士の再融合である．若者の実験的な行為は犯罪扱いしな

いことが重要である．若者の投獄をできるだけ回避することも重要であ

る．恥辱や否定的なアイデンティティを助長するだけでなく，若い囚人

や拘留者の健康や福祉に悪影響を与えるからだ．刑法体系が未発達なと

ころでは，多数の若者が弁護士や判事に会えるまで，数カ月，いや数年

間も，満員で危険な刑務所で待たされている．多数の児童兵士が反乱軍

に加わっているが，これは誘拐されたか，選択肢や能力が貧困と社会的

孤立で重大な制約を受けていたためだ．戦闘員として異常な暴力に従事

して（苦しんで）いることを考えると，彼らを故郷のコミュニティに再

調和させ，その再融合を支援するための措置が，本人にとって，場合に

よっては，地域の安定性にとっても，きわめて重要である．

若者のための修復的司法
　社会的反抗の実験的な行為はほとんど普遍的であるといえる．

70-80％の子供は少なくとも 1 回は，通常はささいな罪を犯しているが，

ほとんどが申告されていないし，ばれていないのである．若者は「ス

テータス犯罪」のために逮捕・拘留されることが多い．これは犯した罪

ではなく，むしろ犯罪者の地位に由来する罪である．このなかでもっと

も一般的なのは，放浪を禁止する法律である．「人権ウォッチ」（Human 

Rights Watch）の 1997 年報告書によると，ケニアでは 1,800 人の若

者が「窮乏と放浪」を理由に，さらに 500 人が「親のコントロールが

及ばない」という理由で収監されている．エジプトの警察はエジプトの

児童法で規定されている，「非行に走りやすい」あるいは「危険に走り

やすい」と考えらえる子供を，しばしば逮捕している注 102．

　犯罪行為は確かに思春期に始まる注103．南アフリカのデータによれば，

反復的な犯罪者の 60％は初めての罪を 19 歳までに，82％は 20 歳ま

でには犯している注 104．しかし，継続的な犯罪行動を阻止するためには，

若い犯罪者を過度に罰しない，厳しい罰を与えない，大人と一緒に収監

しない，司法へのアクセスを提供する，収監に代えて修復的司法を促進

する，という方法が必要だという点に関しては明確な証拠がある．

厳罰を回避せよ．　若者に対して厳罰を課す国が多い．1996-2001 年

の間に，犯した罪のために，11 人の 18 歳未満の者が死刑になっており，

うち 8 人はアメリカにおいてであった（2005 年にアメリカの最高裁判

所は 18 歳未満の犯罪者について死刑を廃止した）．コンゴ民主共和国，

イラン・イスラム共和国，ナイジェリアがそれぞれ各 1 回そのような

死刑を執行している．その後，各国ともその慣行を廃止した．それは児

童権利条約と市民と政治的権利に関する国際条約に違反しているから

だ注 105．若者にしばしば課せられるほかの厳しい刑罰としては，厳しい

「若者は反抗する．考え方が違うし，
趣向が違うし，それに違う文化のな
かで育ったからだ．」

ホンジュラスの若者，
2006 年 1 月
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体刑や，特に犠牲者のいない犯罪の場合の過度に長期の禁固刑などがあ

る．若者が禁固刑に処せられる割合は国によって大幅な開きがある（図

7.5）．なかには刑務所の若者人口が，若年人口，平均所得，学校教育水

準などから予想されるよりも少ない諸国もある．これは青少年犯罪が少

ないか，若年犯罪者に関して別の処遇方法を確立しているためであろう．

　若者は刑罰の厳格化と刑罰に処せられる可能性に対して，犯罪行為の

削減という形で反応する．しかし，青少年を処罰しても，将来的には犯

罪行為の抑止にはつながらない．短期的にも，犯罪歴がもっとも軽いも

のか重いものかとは無関係に，犯罪者が著しくためらうことはないだろ

う．時期尚早ないし過度の懲罰があっても，禁固刑や社会的恥辱を含め

て，若者は犯罪行為ないし暴力に加担し続けるだろう．刑務所の条件が

厳しいほど，再犯率が高くなっている．再融合，治療，修復的支援があ

れば，若者が何かに属し，個人的にも社会的にも評価されていると感じ

る方法を見つけ出す助けになるだろう．セカンドチャンスを認める政策

は，暴力抑止という正当な目的とバランスを図る必要があることはいう

までもない注 106．

若者を大人と一緒に収監するな．　若者を大人と一緒に収監するのを禁

止している法律ないし規則がある国が多いが，法律は日常的に無視され

ている．それは意図的な場合と，青少年あるいは成人の刑務所の収容能

力が不十分な場合とがある．アメリカでは毎年推定 1 万人以上の若者が，

大人の刑務所に収容されている．成人刑務所入りを命じられた青少年犯

罪者は，刑務所から解放されてから再び罪を犯す確率が，青少年刑務所

の若者や成人刑務所ので一緒に過ごした成人の両者よりも高くなってい

る．窃盗，強盗，重罪である麻薬や銃器関連犯罪など多種多様の犯罪が

もっている仲間効果を考えると，経験の浅い犯罪者，すなわち若者を「犯

罪資本」の豊富な者にさらすのは，できるだけ制限したほうがいいだろ

う注 107．

　刑務所は HIV やほかの伝染性感染症にとって，伝染リスクが非常に

高い環境下でもある．刑務所は過密状態にあり，栄養が不十分で保健

ケアも限定的であり，無防備な性交や危険な刺青を促進し，違法薬物

の使用や危険な注射慣行が継続している．注射器を共用する割合は，

刑務所内のほうが刑務所外の麻薬常用者の間におけるよりも高くなっ

ている注 108．成人施設内の若い囚人は青少年施設に収容されている若者

と比べると，性的暴行を受ける確率は 5 倍，所員に殴られる確率は 2 倍，

自殺する確率は 8 倍になっている注 109．

司法へのアクセスを提供せよ．　途上国では多くの若者が，弁護士，判

事，あるいはそのほか自分の無罪を立証してくれるだれかと面談するま

でに，数カ月間，時には数年間も刑務所のなかでみじめな生活を送って

いる．公判待ちで拘留されている若者の数など，若者の司法アクセスに

関する基本的なデータさえない国がほとんどである．限定的な法廷能力
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を克服して，収監されている若者に法的支援を提供しようというイニシ

アティブは，有望そうである．それにはフィリピンの「移動司法プログ

ラム」（Justice on Wheels Program）が含まれるが，判事が矯正施設を

訪問して拘留者の訴訟手続きをとるというものである．同じく，南アフ

リカの刑法体系白書のなかで勧告されているようなことも重要である．

62–2–4 0 4

図 7.5　若者の収監率は国により大きく異なっている
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国際平均からの乖離

出所：International Center for Prison Studies (2003) のデータに基づく筆者の試算．
注：この数字は若者の収監率の国際的な相違を示したもので，若年人口の規模，1 人当たり GDP，
中等教育粗就学率を制御して算出した国際平均（中央値）からの標準偏差で表示してある．
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勧告されているのは，公判待ちの者と判決を受けた者を分離すること，

拘留者と受刑者の組織上の責任を区別すること，拘留期間をモニターす

ることなどである注 110．

収監よりも修復的司法を奨励せよ．　ほかの介入策は，若い犯罪者に犯

罪行為を続けた時に，直面することになる将来を認識させるものである．

もっとも有名なのは，「脅されてまともになる」（Scared Straight）プロ

グラムであり，これは若者を成人刑務所の囚人にさらすものである．し

かし，これは善よりも悪をなしているようである．無作為抽出によっ

て制御した 9 件を，何もしなかった場合と比較しながらレビューした

ところ，このようなプログラムは非行をむしろ増加させる可能性が高

い注 111．同様に，それに代えて囚人に軍隊式の規律（「新兵訓練」［boot 

camp］）を課す寄宿キャンプも再犯の削減にはつながらない注 112．

　修復的（報復的ではなく）司法は被害者と加害者が面と向かって会

い，犯罪に関して話し合い，懸念を表明し，賠償プランを共同して作成

する機会を提供するものである（ボックス 7.6）．30 年前にはほとんど

知られていなかったこの手法は，今や大人と若者の両方について一般的

になっており，世界中で 80 カ国以上の各管轄区域内では何千ものプロ

グラムが運営されている注 113．このようなプログラムとそれが犯罪者に

求める条件は管轄区域ごとにバラツキがある．例えば，これは必ずしも

　キャンダスの両親は麻薬のディーラーだった．9 歳になる
前に，父親は死んで，彼女は強姦され，ヘロインを注射され
た．幼い弟や妹を餓死させないためには盗みを余儀なくされ
たキャンダスは，母親の友人に預けられることになった．そ
の人が彼女にクラック・コカインを教えて，売春業に引っ張
り込もうとした．13 歳の時，彼女は 23 歳のボーイフレンド
と一緒に逃亡する．6 カ月の間に 2 人で 120 軒のコンビニ
で強盗を働いた．キャンダスは逮捕されて，テキサス州にあ
るギディングズ州立学校送還の判決を受けた．そこは若者
を対象にした修復的司法，「極刑に値する犯罪者」（Capital 
Offenders）プログラムの本拠地である．
　同校の目的は，若い犯罪者に人生のなかで決定的な瞬間と
自分が犯した罪に直面させることにある．生徒に命がけで責
任をとるよう教える．年若い時のトラウマになっている経験
によって善悪の観念が形成されている生徒の場合，それは困
難であろう（脳の発達に関するボックス 2.9 を参照）．
　治療の専門家に指導を受けながら，若者は自分の生活や罪
に関する詳細な解釈に没頭する．生徒は自分と被害者の両方
を演じ分けながら，犯罪を何度も再現する．このようにして，
参加者は被害者と自分の心のなかの自分自身に感情移入する
ことを学ぶ．ギディングズ校の生徒は，コミュニケーション，
内省，怒った反応をせずに非難を受け入れる能力など，家で
教わらないことを学ぶことに時間を費やす．
　「極刑に値する犯罪者」プログラムを受けた若者は，どこ

かよそに収監された人に比べて再犯率が低くなっている．ギ
ディングズを出所した生徒の場合，出所後 36 カ月間に再逮
捕されるのはわずか 10％にとどまっている．これに対して，
カリフォルニア州の最近の研究では仮釈放された全若者にお
けるこの数字は 74％にも達している．
　この成果はすばらしいものの，プログラムは高価である．
しかし，テキサス刑法局管轄下で，懲役 40 年で収監されて
いる平均的な若者の場合，再犯者が犯した罪に伴うコストは
含めないでも，州に対して 62 万 6,000 ドルのコストがかか
る．同じ人をギディングズで社会復帰した場合，平均コスト
は 16 万ドルと，収監の場合の 4 分の 1 にとどまる．
　キャデンスはギディングズで 70 カ月すごした．「極刑に
値する犯罪者」プログラムを苦労してようやく完了した時，
彼女はもう 1 度やりたいと申し出た．ギディングズの仮釈
放委員会は，「ここに来た時と比べて，どんな風に違った人
間になったのか？」と質問した．彼女の答は次の通りである．

「ここに来た時には，自分の感情のなかに完全に閉じこもっ
ていたので，それを理解することなど到底不可能でした．ギ
ディングズが提供してくれるものはすべて吸収しました．自
分自身から少し距離を置いて自分を理解できるようになりま
した」．

出所：キャンダスの人生談とギディングス・プログラムの詳細は，Hubner 
(2005) から抜粋．

ボックス 7.6 テキサス州における最後のチャンス

「われわれは反逆者と呼ばれることが
あるが，服装が低俗だったり，こっ
けいだったりするからだ．」

ホンジュラスの若者，
2006 年 1 月
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収監に取って代わるものではない．このなかでもっとも有名なのは，南

アフリカの 1990 年代における民主制への体制移行に伴う「真実宥和

委員会」（Truth and Reconciliation Commission）である注 114．ほかの

例としては，ルーマニアのブカレスト市とクラヨバ市における被害者・

加害者調停プログラムや，コロンビアのカリ市でアルバルアリス財団

（AlvarAlice Foundation）が運営している代替的司法プログラムを支援

している官民パートナーシップがある．

　修復的司法プログラムが参加者の福祉と再犯の可能性に与えるインパ

クトにかかわる最近のレビューによれば，無作為抽出によって制御した

場合やそのほかの手法による場合の両方とも，かなり首尾一貫した結果

が出ている．修復的プロセスに参加した被害者と加害者は，法廷を通じ

た人々に比べて満足したのである．一般に，修復的司法プログラムに参

加した犯罪者は，比較グループの人々と比べると，賠償合意に達する可

能性が高いと同時に，再犯の可能性が低いということになる．参加者と

非参加者を比較した研究のなかで，参加者のほうが非参加者よりも再犯

のリスクが若干高かったのはわずか 1 件だけである．修復的司法プロ

グラムの評価と採用は，それがほとんど常に任意であるという事実に

よって複雑になっている．参加を拒否した人は仮に参加していたとして

も，プログラムから恩恵を受けることがなかったであろう．法廷外プロ

グラムでは法的に適正な過程が保証されないのではないか，という恐れ

から参加を拒否する者もなかにはいる．つまり，被告は公判を避けるた

めには有罪を認めなければならないが，自分の法的権利に通じていな

い可能性があるのである注 115．修復的司法プログラムは必ずしも国家に

よって管理される必要はない．民間企業や個人でも，公式な司法制度の

補完策ないし代替策として，創設することができる（ボックス 7.7）．

若い戦闘員の社会復帰
　推定 30 万人に達する 18 歳未満の子供が世界中の全戦闘員の 10％を

占めているが，現在戦闘中であるか，または最近動員解除となったばか

りかのいずれかである（もし年齢層を拡大して 24 歳までの若者を含め

れば，この数字はもっと大幅に増える）．コンゴ民主共和国では，3-5

万人の児童兵士が紛争に参加しているが，これは全戦闘員の 30％に達

する水準である．スーダンの 20 年間にわたる内戦では，約 10 万人の

子供が参加した．イランでは約 10 万人の子供が対イラク戦争で戦死し

た．ミャンマーには国軍とそれに対抗する武装軍の両方に，合計で 7

万 5,000 人の児童兵士が兵役に就いている．コロンビアのゲリラ軍や

準軍事組織の戦闘員は，その 70-80％が 25 歳未満である．国連の推計

によれば，50 カ国を超える諸国が，以上とは別に 50 万人の子供たち

を軍隊や準軍事組織に積極的に募兵している注 117．

　児童兵士のうち誘拐されたり，ほかの形で戦闘を強要されている者

の割合は，3 分の 1 とかなり大きい．ほかの若者は家庭の貧困や社会的

な疎外を理由に参加している．軍隊や私兵集団は，若者に対して，雇
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用，食料，住居，社会の一員である資格を提供する．さらに，多くの場

合，性交，麻薬，物品など略奪品の約束も与えている．シエラレオネの

内戦では，戦闘員の 3 分の 1 は少なくとも片親をすでに失っていたし，

60％は開戦以前に自宅を退去させられていた．ほとんどが無教育で貧

しかったのである．政治的な無視と経済的機会の欠如が，農村部の若者

に徒党を組むことを奨励することにつながった．なかには復讐が動機の

若者もいる．コロンビアでは新兵の 15％は，入隊以前に兄弟が 1 人殺

されている注 118．

　生存している元戦闘員の苦痛と損失は，負傷，病気のリスク，心理的

な外傷，性的虐待，社会的孤立，貧困，教育の逸失など，社会的および

経済的な福祉のほとんどあらゆる側面にかかわっている．注目すべきは，

このような効果は子供よりも若者のほうが悪いかもしれないということ

である．おそらく，子供のほうが若者よりも弾力的なためか，あるいは

子供のほうがあまり辱めを受けなかったのかのいずれかであろう（ボッ

クス 7.8）．

　このような兵士に対して人生のセカンドチャンスを与えるプログラム

は，通常，武装解除，動員解除，社会復帰（３つ合わせて DDR）で構

成されている．再入隊，復讐，虐待を回避するためには，動員解除プロ

セスの期間中に，未成年の戦闘員を年上の若者や大人とは分離して収容

することが重要である．社会復帰には医学的および心理社会学的な支援

も含まれていなければならない．アフリカの児童兵士の調査によれば，

50％は規則的に深刻な悪夢にうなされ，25％は何らかの無言症を患っ

　2003 年 2 月 15 日，「ラ・プラシータ」（La Placita．原義は「小
さな公園」）ととして知られる暴力団の若者 3 人が，ベネズ
エラ・ボリバル共和国アラグア州エルコンセホ市のラム酒醸
造所 C. A. ロンデサンタテレサ（CARST）の敷地内に侵入し
て，警備員を襲った．若者の 1 人は会社の警備担当のマネー
ジャーに見つかった．CARST の 34 歳の CEO（最高経営責任者）
アルベルト・ボルマーは事件について次のように語っている．

　3 日後，警備主任ジミンがそのうちの 1 人を捕まえて
警察に突き出した．しかし，ここの警察はアメリカとは
違う．コンピュータを見ながら，「これやあれで指名手
配中の男だ」と言った．最悪の刑務所が最善の代替策だ．
それが嫌なら，警察はジープに乗せて連行する．という
ことは，殺されるということだ．ジミンは私に電話して
きて，「えーと，警察はこいつを処刑するために連れて
行くと言っていますが，どうしましょうか？」そこで，
私は「いやだめだ．そいつをここに連れて来い」と答えた．
警察はなかなか引き渡そうとしなかった．しかし，ジミ
ンは 5 万ボリバルでやっとこの男を連れ戻した．約 23
ドルだ．驚くでしょうね？　生死の違いが 23 ドルなん
ですからね」注 116．

　アルベルトは若者に会って，若者たちが会社のために 3 カ
月間無給で働いて，引き起こした損害を弁償してはどうかと
提案した．彼はこの案を承諾して，次の月曜日には，暴力団
のほかの 22 名と一緒に会社の玄関前に出頭した．
　会社側はアルカトラズ・プロジェクト（Alcatraz Project）
を創始することで対応した．大多数の若者は教育程度が低く，
麻薬問題を抱え，殺人を含め重大な罪を犯していた．彼らは
午前中会社で働くことに同意した．午後は基礎教育，価値観
や法律問題の説明，麻薬のカウンセリング，スポーツ活動に
あてられた．
　最初の 3 カ月間の終了時に，このプロジェクトはライバル
の暴力団から 2 番目のグループを採用した．すると今度は後
3 番目の暴力団がプロジェクトに参加したいと頼んできた．
このプログラムには 100 人以上の若者が参加したことにな
る．州警察からはこの地区では犯罪が 35％減少したという
報告があった．しかし，2004 年 4 月現在，プロジェクト修
了者のなかで外部の就職ができた者はわずか 1 人にとどまっ
ている．残りはサンタテレサ農場で臨時雇いをしている．

出所：Brandt (2005); de Cordoba (2004); Gonzalez and Marquez (2005)．

ボックス 7.7 若年犯罪を阻止するための民間部門介入策
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ている．ウガンダのキャンプでは，女性児童戦士の 70-80％，男性児童

戦士の 60％が性感染症の 1 つないし複数について陽性反応を示した．

薬物中毒や手足の切断などの戦傷はありふれており，しばしば私兵団の

指導者に奉仕すべく入隊させられている女子兵士の性的虐待や強姦も同

様である注 119．

　このようなプログラムを開発計画と連動させることが重要である．特

にこのようなプログラムに参加する生産年齢の男性人口が，10％にも

達しているリベリアなどの諸国ではそういえる．元戦闘員や潜在的な新

兵は，予測可能な労働市場のトレンドや地元のコミュニティのニーズに

適合したスキル，仕事，自営業の機会などを確保するのに助けを必要と

している．そもそも紛争の原因であった社会的疎外を逆転させ，紛争中

　若者は戦争の暴力でどの
年齢層よりも被害を受けて
いるのに，戦争被害を受け
た若者すべてが平等な配慮
や財源を享受しているわけ
ではない．例えば，ウガン
ダ北部では，子供向けのサー
ビスは若者向けよりも一般
的である．しかし，ウガン
ダ北部での 750 名の若い戦
闘員と非戦闘員に関する最
近の調査によれば，若い成
人は子供と少なくとも同じ
くらいひどい影響を受けて
いる（影響がもっとひどい
場合もある）．
　ウガンダ北部は「神の抵抗軍」（Lord's Resistance Army：
LRA）という反政府軍が，20 年間にわたって恐怖政治を敷
いてきた地域である．150 万以上の人々が退去させられ，何
万という人々が襲撃されて，負傷ないし死亡している．さら
に，戦争で人口の 3 分の 1 強が 1 名以上の家族を失っている．
少なくとも 6 万 6,000 人が LRA に強制的に入隊させられた
とみられている．反乱軍は 13-18 歳の男性誘拐に焦点を当
てていたが，実際にはあらゆる年齢の男女が連行されている．
誘拐期間は 1 日から 10 年と幅がある．3 分の 2 は殴打を受け，
5 分の 1 は殺人を強制され，ほぼ 10％は反乱軍への忠誠心
を示すため家族や友人の殺人を強制された．
　誘拐と強制的な兵役は若者に深刻な結果をもたらした．誘
拐された人の間では，肉体的に重大なけがや病気のために
働く能力が損なわれている割合が通常の 3 倍に達している．
被誘拐者は家族関係が困難であると回答する割合が 2 倍と
なっている．成功するためには親族が決定的に重要な社会で
は，そのような不和は破滅的であろう．拉致被害者は教育年
数がほぼ 1 年間短い．教育到達度の平均がわずか 7 年間に
すぎないことを考えると，これは大差といえ，非識字率は
2 倍に達している．拉致経験者の賃金は大幅に低い．しか

し，大多数の若者については拉致の心理的影響が長期にわた
るケースはほとんどなく，心理的障害の症状との相関関係は
弱い．
　ほとんどのプログラムや政策は子供に焦点を絞っているも
のの，拉致を経験した若い成人も 18 歳未満の子供と少なく
とも同じくらいひどい影響をこうむっているようである．あ
る面では，若い成人のほうがひどい場合さえある．若い成人
の識字率はもっと低いし（図 1），賃金も低い（図 2）．これ
は重要な時期に退学を余儀なくされて，人的資本を再形成す
る機会が少なかったことが主因であろう．
　紛争の被害をこうむった若い成人に振り向けられる財源は
限られている．17 歳以上で拉致された若者の間では，社会
復帰を果たす前に再融合センター（同地域で利用可能な唯
一の介入策）に参加した経験をもつ人の割合が低い．また，
NGO から支援を受けたと回答する若い成人は子供よりも少
ない．NGO スタッフのなかには，援助国の資金は若い成人
向けよりも児童兵士向けのほうが多いと苦境を指摘する人も
いる．

出所：Annan, Blattman, and Horton (2006) は www.sway-uganda.org で入
手可能．
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図 2　ウガンダの紛争終結後の賃金は，若
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幅に低下

戦闘活動を始めた年齢

ボックス 7.8 戦争の影響を受けたウガンダの若者
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に発生した不正義に取り組むためには，苦情処理メカニズムも必要とさ

れる．このような権利ベースのアプローチのなかには，シエラレオネの

ダイヤモンド鉱山で働いていた若者のような「浮動人口」のニーズを，

コンピュータで作成した身分証明書を発給することによって強調できた

ものもある注 120．

　元戦闘員向けに大きい利益を振り向け，大勢の農村人口向けにはほと

んど振り向けないようであれば，若者には新たに戦闘員になろうという

インセンティブが作用するだろう．同様に，元戦闘員の武器回収だけに

焦点を絞って，武器取引を規制する措置を講じないようであれば，ほと

んどの紛争終結後の環境下では武器があふれているという事実を無視す

ることになる．したがって，DDR プログラムとしては，元戦闘員のこ

とだけでなく，もっと大勢いる若者人口や潜在的な新兵の大きな集団に

ついても考える必要がある注 121．女性の元戦闘員には異なる医学的，精

神社会的，教育，雇用のニーズがあり，今までのところ DDR プログラ

ムは若い男子向けにサービスを合わせているようである．

　社会復帰や再融合のプログラムに関する数少ない評価によれば，成功

は不確実である．ボスニア・ヘルツェゴビナの「緊急動員解除再融合プ

ロジェクト」は雇用のための訓練とカウンセリングを強調しており，擬

似実験的な評価部分も含んでいた．その結果，若者についてさえ賃金雇

用と賃金が増加し，雇用に対する最大のインパクトはほとんど無教育の

参加者について見られた注 122．リベリアとシエラレオネでは，DDR 参

加者の大半は経済，社会，政治の面で生活への再融合に成功したと回答

したものの，DDR 非参加者も同程度に成功している．若い元戦闘員は

若い非戦闘員と同様に，教育やスキルの不足および職業機会の欠如を主

因に，依然として大きな問題に直面している注 123．

　　　　　　　　　　　――――――――――

　おそらく，コフィ・アナン（国連事務総長）がもっとも適切に述べて

いる．

　　「生まれつき良い市民などいない．生まれつき民主制の国など

ない．むしろ，両方とも生涯にわたって発展を続けるプロセスなの

である．若者は生まれた時から包容されなければならない．若者か

ら切り離された社会はライフラインを切断されたも同然だ」注 124．

国家建設の課題は決して完遂することがない．各世代ごとに一新されな

ければならない．各国は広範な自由民主主義的な原則を確立することに

よってではなく，若者が接触することになるあらゆる制度を，包容，連

帯，および参加の現場にすることによって，若者の市民権を促進するこ

とができる．若者の参加は重要である．将来の意思決定者の能力を構築

するからであり，また，彼らの関与は政府が提供しているサービスの質
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を改善することができるからだ．

　若者の市民権にとってはどの制度が重要で，それはどうしたら改善で

きるのだろうか？　本報告書で検討した多くの政策については，若者の

市民権に関して評価が実施済みのものがほとんどない．このため，直接

的な比較，費用便益分析，優先順位の決定が困難となっている．若者向

けプログラムは利益集団としての「若者」がもっている弱点で悩んでい

る．その弱点とは，汚名が広まっていること，発言権が制約されている

こと，若者自身における短期的な自己同一化である（第 9 章）．にもか

かわらず，本章で提示した証拠からは一般的な教訓がいくつか得られ

る（表 7.5）．投票年齢の引き下げは，特に社会や教育の面での支援を

組み合わせれば，若者が生涯にわたって持続する投票参加パターンを発

展させるのに役立つであろう．ボランティアの奉仕機会は生活スキル訓

練，職業訓練，公共事業プログラム（第 3，4，5 章）と組み合わせれば，

市民としての態度だけでなく，若者にとって現実的な経済機会を開発し，

それが自分の人生には目的と方向性があるという感覚を得ることにつな

がるだろう．兵役は恵まれない若者のスキルを開発するものとして広く

賞賛されている一方，参加した若者にとって経済と健康の面で長期的な

リスクをはらんでいる．したがって，非軍事の経済的機会よりも優れて

いるとは断言できない．徴兵制は実施が不公平になる傾向が見られる．

　法的アイデンティティを何ももっていない若者が大勢いる．それがな

ければ基礎サービスが利用できないし，疎外感や個人的な無力感を経験

することにつながる．どの若者にも国家市民としての権利や恩恵を享受

するための書類を確実に保有させることが，各国政府の最優先課題であ

立証済み・成功 有望だが未立証 成功の可能性小
機会
積極的な若者の参加を促進 社会的支援を整備して投票年齢を

15-16 歳に引き下げ（イギリス），地
元の青少年評議会（モルドバ）

すべての機会が必ずしも平
等ではない

徴兵（アメリカの少数グループ） 徴兵（ロシア連邦）

若者に選択権を付与 市民組織が運営する奉仕活動（ケニア，
カンボジア，チリ）

能力
安全なスペースと信頼を構
築する

銃器の禁止（コロンビア） 青少年開発プログラム（カンボジア，
マケドニア旧ユーゴスラビア共和国），
ただし規模の問題あり

学校内の伝統的な市民教育（南アフリ
カ，ザンビア）

運動の奨励 問題提起を含む青少年行動計画（ルー
マニア，ブラジル），ただし規模の問
題あり

若者を個人および指導者と
して認める

法的承認および書類（ブラジル）
奉仕学習（アメリカ）

セカンドチャンス
収監の代替策提供 修復的司法（南アフリカ） 若者向け司法へのアクセス（フィリピ

ン）
体罰のような厳罰（コンゴ民主共和国，
イラン・イスラム共和国，ナイジェリ
ア，アメリカ），被害者のいない犯罪
について長期収監

社会復帰に要する財源提供 武装解除・動員解除・社会復帰プログ
ラム（シエラレオネ，ウガンダ）

過度の収監（ロシア連邦，ベラルーシ，
ウクライナ，アメリカ）

表 7.5　市民権に関する政策指針の要約とプログラム例
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るべきだ．追加的な優先課題としては，若者のために完全で確実なス

ペースを作り出すことがあげられる．もっとも成功している反暴力・犯

罪防止のための努力には，包括的な介入策のリストがあり，それには特

に危険な地区やイベントでの銃器禁止の取り締まりが含まれる．伝統的

な市民教育は市民の態度にほとんど影響を与えないようである．これは

おそらく，そのような教育が広範な学校文化に色濃く染まっているため

であろう．学校の安全性と包容性（第 3 章）は，奉仕学習プログラム

と同様に，市民権の学習や社会化の強化につながるだろう．

　政府にとって刑法改革は最優先課題でなければならない．あまりにも

大勢の若者が，法的支援へのアクセスもなく，あいまいで漠然とした罪

科で，無期限に収監されている．若者については，できるだけ収監に代

えて，修復的司法プログラムを活用すべきである．戦争や紛争を脱しつ

つある社会では，元戦闘員を武装解除し，動員解除し，社会に再融合し

て，すべての若者に機会を提供するプログラムが，安全保障と開発のた

めにきわめて重要である．
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シエラレオネにおける生活と制度の再構築

　シエラレオネでは 10 年間にもわたる紛争が終結したば
かりである．人口の半数が自宅を追われ，経済と生産能力
のほとんどが破壊され，人的資本の開発にかかわる進展も
停止されていた．社会的なコストははかりしれない．シエ
ラレオネは現在比較的安定しているが，戦争の後遺症や戦
前の管理の誤りを克服するのは以前として大変な挑戦であ
る．同国の再生は蔓延している汚職，無効な公共サービス，
重要な経済的および社会的分野における少ない投資に取り
組まなければならない．
　人的資本に関する指標ほどこれが明確に現れているもの
はほかにない．同国の人間開発指数は 177 カ国中 176 位
であり，人口の 70％が貧困のなかで生活している．出生
時平均余命は 1990 年の 42 歳から 2002 年には 34 歳に
低下している注 1．妊産婦死亡率は世界でも最高の部類に
属する．10 代の妊娠率は若者の性感染症罹患率と同様に
高い．HIV 感染率は 1.5％と低い．しかし，性的虐待，高
失業，慢性的な貧困，売春や性の財・サービスとの非公式
な交換条件などの蔓延といった HIV の激増をもたらしや
すい多くの要因がそろっている注 2．12-24 歳の約 40％，
25-35 歳の 63％が学校に一度も行ったことがない．初等
学校を修了している 25-35 歳は，わずか 20％にとどまっ
ている注 3．社会復帰プログラムに参加している元戦闘員
も含めて，老いも若きもすべての人が一貫して，教育を最
優先課題に位置づけている注 4．
　シエラレオネでは青年期を 15-35 歳の時期と定義して
いる．この定義によれば，人口の 34％が青年ということ
になる．本報告書の若者の定義では，26％が 12-24 歳，
16％が 25-35 歳である．この年長の若者のうち男性は，
戦争中の男性の若者に対する暴力や移住のインパクトを反
映してわずか 39％である注 5．
　国際社会から巨額の援助を得て，政府は 150 万人の若
者に 3 つの道を確立しようとしている．基礎的な人的資
本サービスを改善する，生産的な雇用の機会を拡大する，
社会資本再構築のために市民参加を奨励する，ということ
である．

人間開発――若者向けの基礎的な保健および教育
　人間開発に対する官民の投資はともに増加しており，
政府は地方政府と共同で，戦争中に破壊された多数の
学校や診療所を再建した．セカンドチャンスの教育に
対する旺盛な需要に呼応して，「初等学校補完迅速教育」

（Complementary Rapid Education for Primary Schools：
CREPS）などのプログラムが，紛争中に退学を余儀なくさ
れた若者に凝縮した教育を提供しており，2004 年には 1
万 1,000 人の生徒が恩恵をこうむった．
　政府は 2001 年に万人のための初等教育を無償化した
が，多くの学校が親やコミュニティから寄付金の支援を受
けている注 6．このような寄付金は公的財源を補完するも
ので，日常品や建物の修理に充当することができるし，教
員の増員さえまかなうことができる．しかし，貧困世帯の
生徒に就学をためらわせてもいる．大半の教員の回答によ
ると，給与が期日通りに払われることは稀である．これが
22％という教員の高欠勤率と，学外の個人教授に寄与し
ているのかもしれない．
　このような障害にもかかわらず，教育面では進展が見ら
れる．初等学校就学率は 2001 年以降倍増している．グロ
スで見ると，同就学率は 150％を超えている．6 年生の約
半数は 13 歳以上であるが，これは留年に加えて，若かっ
た時に教育を拒否された者の多くが復学したことを反映し
たものである．初等学校へのアクセスは過去 2-3 年間で
大幅に増加したものの，農村部では有資格の教員がいな
いところが多く，過密と欲求不満をもたらしている．政府
の目標は，2015 年までに初等教育を義務化することにあ
る．中等教育へのアクセスも 2001 年以降倍増しているが，
教育を受けられる場所の数は需要に追いついていない注 7．
ほかの途上国でも同じであるが，校舎の建設に加えて，教
育の質を改善して，卒業生が市場の求めるスキルを身に付
けているようにしなければならない．

成長の共有――若者の雇用と機会
　人口の 16％は首都のフリータウンに居住している．大
半は小さな農業コミュニティに住んでいる．農村の若者が
大勢，特に農村部では機会が限られていると感じる者を中
心に，都市部に移住している．都市部か農村部かによらず，
若者の間では不完全就業が一般的であり，公式部門の雇用
はきわめて稀である．若者の 3％が公共部門，2％が非農
業民間部門で雇用されているだけだ．
　なかには特に事業拡大などといった分野に関して訓練を
望んでいる者もいるが，多くは土地と信用に対するアクセ
スを心配している．スキル訓練を受けた若者のなかには，
仕事を実践するのに必要な道具をもっていないし，それを
購入する財源もない者もいる．何らかの訓練を受けて働い

スポットライト

　残虐な内戦が終結して，シエラレオネの若者は自分の生活と国の両方を再構築しようとしている．制度やイ
ンフラは現在構築中であるが，機会は依然として限られている．同国の 150 万人の若者は，スキルを修得す
るセカンドチャンスを必要としている．生産的な雇用に就くことが必要なのである．そして，統治改善に向け
た社会制度の再構築を助ける機会を必要としている．若者は総人口の 4 分の 1 も占めている．彼らは学習し，
働き，家族を形成し，自国の成長と発展に貢献するのに懸命である．
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ている元戦闘員に関する調査によると，仕事を確保するの
に新しいスキルを使っているのはわずか 28％にとどまっ
ていた

注 8
．フォーカスグループにいた若者も，公式部門

で就職するためには「コネ」が必要だという確信を表明し
ていた．一方，土地は豊富ではあるが，多くの農村部では
長老が土地の分配に関する厳格なコントロールを維持して
おり，若者の農業への参入を阻害している

注 9
．

　シエラレオネの若者に機会が欠如しているということ
が，すでに壊滅的な結果をもたらしている．ほかの諸国に
とって教訓になることはあるだろうか？　ソマリア，アン
ゴラ，モザンビークなどの多くの戦後経済においては，人
口の大半が主たる生計手段として，「灰色の」，ないし非公
式な経済活動に従事する可能性が高い

注 10
．このような活

動は，維持可能な生計，ないし労働市場参入のために，ほ
とんど代替策がない若者にとっては，必要不可欠である．
非公式部門への就職は，信用（融資），情報，あるいは公
式部門が機能するのに必要な制度が欠如していることへの
反応でもある．クロアチアの若者の社会復帰体験に関する
あるレビューの結論によれば，機会の欠如が継続すれば，
若者に残されるのは「夢以外にはほとんど何もない」こと
になるだろう

注 11
．

　このような事例は，公共事業プログラムなど短期的な介
入策を通じて，現在の若者に焦点を当てることが重要だと
いうことを示している．しかし，最終的には，中長期的な
幅広いベースの経済成長のためには，投資や政策変更が必
要である．このような投資のなかで肝心なのは，国の物理
的なインフラと社会制度を修復することである．

信頼を構築する――若者の意見と統治
　伝統社会は厳格な階層制になっている．村の長老は土
地，労働の割当，結婚に対するコントロール力を維持して
いる．多くのコミュニティで若者は意思決定から疎外され
ていると感じている．不当な政策や法律の変更が可能であ
るとはほとんど信じていない．コミュニティの集会にはあ
まり出席せず，会議中に発言する可能性も低い．これは特
に若い女性に当てはまる（図参照）．若者自身が選出した
のではなくて任命されたコミュニティの青年指導者は，若
者の利害を代表していない公算が大きいであろう．青年指
導者の半分は 35 歳以上，10 分の 1 は 50 歳以上なので
ある

注 12
．

　意見表明の機会は増大している．多数の主要な首長は
終戦後，競争的な選挙で選ばれており，国全体としても
2004 年に一世代ぶりに地方選挙を実施している．このよ
うな選挙への若者の参加率は非常に高く，地方議員の多く
は新世代の政治家を代表している．
　長老や政策当局は，家族を養うことができずに，平和と
安定にとって潜在的な脅威である若者，特に男性の若者を
表現するのに，軽蔑と戦慄を込めて「若い者」という言葉
をしばしば使う．機会が改善されないと，憤りが暴力の再
発につながるのではないか，という幅広い懸念がある．シ

エラレオネに関して社会的な側面から行った最近の評価に
よれば，争いで戦ったのは社会的に周囲に追いやられてい
た，特に農村部出身の，教育も生計の機会へのアクセスも
欠如していた若者が中心であることがわかった

注 13
．ある

若者の表現を借りれば，反乱軍は「機会の空隙」にうまく
乗じて，戦闘用に兵士を徴発したのである．なぜ反乱軍に
加わったのかと質問された別の若者は，「ぼくは今まで何
かをもらったということがなかったのに，反乱軍は新しい
靴と服をくれたのだ」と答えた

注 14
．

　内戦の言語に絶する暴力は，特に元戦闘員には猜疑心と
恐怖心を植え付けたため，家に帰ることさえ困難な者もな
かにはいる．元戦闘員やそのほかの強制退去させられた
人々を再融合するのは大変な挑戦であったが，何百万とい
う人々が帰宅したし，元戦闘員のほぼ全員が社会復帰を果
たしている．多くのコミュニティが強力な非公式なネット
ワークや地方制度を発展させている．これは一部には国家
ベースの体系が崩壊していることを受けたものであろう．
さらに，このような社会的なネットワークや制度は，戦禍
がもっともひどかった地域におけるほど強靭である，とい
うことを示す証拠が若干ながら存在している

注 15
．

　紛争が終結したほかの諸国における経験を見ると，若者
の積極的な参加が再融合に関する満足の大きな決定要因に
なっていることが示唆される．参加の増大は基礎サービス
へのアクセス，心理社会的な福祉，社会資本の改善にもつ
ながるだろう

注 16
．次に，戦後の経済や政治の改革，社会

復帰努力の有効性改善，危機から発展への移行にとって，
若者が鍵となるだろう．モザンビーク，スリランカ，ベト
ナムといった多種多様な諸国の経験は，次のことを示して
いる．若者のニーズに取り組み，危機から発展への移行を
維持するためには，柔軟性，現地に関する知識，あらゆる
関係者の包容的な参加が必要である

注 17
．
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出所：Miguel, Glennerster, and Whiteside (2006); 
Whiteside 他 (2006)．
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　若者の過渡期はますます国境も越えるようになっている．これは物理

的には移住者に占める若者の割合が高い，また，バーチャルには新技術

の利用に関して若者の比率が高く，しかも増加傾向にあるという形で，

発生している．ともに心配なリスクと膨大な機会の両方を意味する．

　どうしたらよいのか？　若者が直面する次のような 3つの挑戦課題

に影響を与える政策を実施すべきである．第 1に，若者の「レンズ」

は横断的であるが，若者に影響する政策のほとんどは部門別に策定され

ている．第 2に，若者は改革にとっては脆弱な支持層でしかない．市

政フォーラムや家庭における代表権が不十分で，発言権が欠如している

からである．第 3に，成功が立証された事例が少なすぎる．

IIIP A R T

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国では，大学生は賄賂
を支払って，それを教授に受けとってもらうことに飽き
飽きしていた．汚職の程度を認識してもらい，ほかの学
生を反汚職運動に引きつけ，もっと透明な大学環境を醸
成するような改革を訴えるために，公開キャンペーン
を打ち出した．メデイアがこのキャンペーンを支持し，
高等教育法を改正するための改革が実施されつつある．

（www.studentitezasebe.org.mk）

過渡期を越えて次のステップへ
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　現在の若者は，財，資本，情報，技術，アイディア，そして人が全て

統合されて国境を越え，その速さを増す世界に生活している．本章では，

若者がもっとも重要な役割を果たしている 2 つの国際移動に焦点を当

てる．国際的移住と，情報通信技術（ICT）を使った情報やアイディア

の普及がそれである．このような 2 つのグローバルな動きに若者が関

与すると，成長を高め貧困を緩和することができる．また，自分自身の

機会が拡大し，能力が高まり，多種多様な過渡期に物事がうまくいかな

くても，セカンドチャンスが与えられる．

　若者が仕事をしに海外に移住できれば，あるいは現在の技術を活用し

て新しいスキルを修得し，国内でより良い仕事に就ければ，若者の機会

は拡大することになる．途上国では，海外で，あるいはオンライン教育

プログラムを通じて自宅で，学習する学生が増加している．新しい双方

向性の技術のおかげで，若者は前例のないほど大量の情報を入手してい

るため，より情報に通じた意思決定者になったり，諸外国の若者とさら

に意思疎通を図ることが可能になっている．

　1 つの問題は，途上国の若者の多くには移住という法的な選択権がな

いため，不法移住や人身売買という結果につながっていることである．

2 つ目は，携帯電話や ICT の利用の急拡大がまだ届いていない若い労働

者が大勢いるということである．政策上のチャレンジは，移住と ICT の

利益を途上国のもっと大勢の若者に拡大し，新たなリスクを抑制しつつ，

その開発インパクトを高めることである．

　移入国側としては，スキルの未熟な若い移民に対する機会をもっと提

供することによって，貧困削減と開発に貢献できる．季節労働や臨時雇

いのプログラムを活用し，移住してきた若者に人的資本を利用ないし形

成することを許容すべきである．移出国側としても，若者の移住がもつ

開発インパクトを増大さるために，今以上のことができる．既存の若い

移住者がもたらす利益は増加させることができる．送金のコストを引き

下げ，移住者の帰国を円滑化すべきなのである．政府としては法外なパ

スポート発給手数料や移住にかかわる制限的な法的要件を回避し，労働

移住に関してはより多くの諸外国と協定を締結することによって，移住

を希望する他の若者の機会を拡大することもできる．さらに，海外への

移住や生活に伴うリスクに関してもっと情報を提供し，国内で働く機会

をもっと創出するような政策を実施することによって，人身売買や不法

行為を削減することができる．

　ICT を若者のレンズでみると，政府としては規制や競争にかかわる一

国境を越えて移動し意思疎通を図るchapter 8
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般的な政策に加えて，特定の種類の規制にもっと注意を払う必要がある

ことが示唆される．新しい ICT の共同アクセスは若者にとっては年長者

よりも重要であるため，プリペイドカード方式の電話，インターネット

カフェ，村の電話などへの参入が容易であれば，若者は大きな恩恵を享

受できるだろう．政府当局は，若者に政府の政策を伝達し互いに影響し

あうため，さらには自国の言語でのコンテンツを奨励するために，ICT

を活用することについてもっといろいろなことをするべきである．政策

当局はこのような新技術を使う若者の第 1 世代が，責任をもって安全

な形で使うのを手助けし，児童ポルノや電脳いじめなどの危険を緩和す

る実験を行う必要もあろう．

若者と国際移住
　2005 年現在，世界人口のうち推定 1 億 9,000 万人が出生国以外に居

住している．その内訳は女性 48.6％，男性 50.4％となっている注 1．こ

の移住者の 82％は途上国出身で，バングラデシュ，中国，インド，メ

キシコ，ロシア，ウクライナなどが最大である注 2．移出者が最大の比

率になっているのは，小さい島嶼諸国である（ボックス 8.1）．

　本報告書用に新しく分析したところ，スペインやアメリカなど受入国

側で見ると，移住性向は 10 代の時期に逓増し，20 代前半にピークを

迎えている（図 8.1）．南アフリカなど途上国への移住者は，もっと若

者に集中している．カナダなどきわめてスキル集約的な移住基準のある

諸国では，若い移民の受け入れは少ない．12-14 歳児は，それよりも若

い子供に比べて先進国に移住する割合が低い。12-14 歳より若い子供は

親に付いて行く可能性が大きい．

　若者は国際移住者のストックよりも，フローで見たほうが比率が高い

（表 8.1）．つまり，平均的な若い移住者は年長の移住者に比べると，受

入国に最近到着した可能性が高いということである．若者の比率は行き

移民に占める若者の割合 若い移民に占める女性
の割合移民のフロー 移民のストック

行き先 出身地 a  出所 年齢 男性 女性   男性 女性 フロー ストック
アルゼンチン 途上国 c 12-24 歳 31.7 41.9 8.4 9.6 65.3 57.3 

ブラジル 全世界 c 10-24 歳 20.7 29.8 5.8 6.7 56.8 50.3 

カナダ 途上国 c 12-24 歳 19.7 20.0 15.9 14.3 51.1 49.2 

チリ 全世界 c 10-24 歳 32.9 31.6 31.5 29.9 51.4 50.9 

コスタリカ ニカラグア c 10-24 歳 50.1 49.4 34.6 34.5 53.6 50.0 

コートジボワール 全世界 c 12-24 歳 34.2 50.2 17.2 27.1 48.3 46.4 

オマーン 全世界 c 10-24 歳 ― ― 9.5 19.7 ― 42.4 

ロシア連邦 全世界 l 14-24 歳 18.7 16.7 ― ― 33.5 ―

南アフリカ 途上国 c 12-24 歳 46.0 44.8 20.4 23.3 38.8 41.4 

スペイン 途上国 c 12-24 歳 26.7 26.9 46.7 45.5 47.9 48.1 

イギリス 途上国 c 12-24 歳 30.9 34.5 14.7 14.4 55.1 50.2 

アメリカ 途上国 c 12-24 歳 36.7 31.1 19.5 16.6 41.6 45.4 

表 8.1　途上国からの移民のなかで若者は大きなシェアを占めている

出所：McKenzie (2006a)．
注：「―」は入手不可能，c は国勢調査ないしその他の調査に基づく計数，l は合法永住者のフロー．
a.  「途上国」は途上国出身の移民のみ，「全世界」は当該国への全移民を意味する．
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先国によってバラツキがある．カナダやロシアへの移住では 17-20％と

低いが，コスタリカへのニカラグア人の移住やコートジボワールへの女

性移住では 50％と高くなっている．難民に関しては年齢に関する情報

がほとんどないが，難民のなかでも若者の割合が高い国もある注 3．総

合すれば，途上国出身の移民の約 3 分の 1 は若者であり，ストックベー

スでは同比率はおそらく 20-25％程度であろう．若者の定義を拡大して

25-29 歳まで含めれば，若者が移民のフローとストックに占める比率は，

それぞれほぼ半分と 3 分の 1 ということになろう．このようなパター

ンに基づくと，途上国出身の若い移民は 3,200-3,900 万人に達するも

のと推定される．

若者が移住する可能性が高い理由の要因は，個人，家庭，コミュ
ニティである
　人々が移住する確率はなぜ若い時にもっとも高くなっているのだろう

か？　経済面からの古典的な説明では，移住というのは投資であり，個々

人はより高い見返りを求めてコストを負担することが必要になる注 4．

若者ならば移住コストは低く，生涯収益率は高くなる可能性が高い．期

待収益率が高くなるのは，年長の労働者に比べて，若者は人的資本の多

くを仕事固有のスキルよりも教育という形で身に付けていることに加え

て，労働年数が長くなるからだ．移住に伴う逸失賃金も，特に若年失業

図 8.1　途上国からの移民では若者の割合が非常に高い

移民割合（％）

出所：McKenzie (2006a)．
注：影の部分は 12-24 歳を示す．各曲線の高さは各年齢層が当該国への全移民フローに占める割合を示す．
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　小さな島嶼国家で育った若者はどの国の若者よりも移住
の可能性が高い．人口 150 万人未満の島嶼国家の場合，平
均では全国民の 17％が海外在住となっているが，この割合
が 30％を超えているところもいくつかある（表 1）．最も小
さい島では移住がもっと顕著なところさえある．ニウエは
居住者人口 1,761 人であるのに対して，ニュージーランドに
はニウエ生まれの移民が 5,328 人も居住している．ニウエの
国勢調査で 1997 年と 2001 年を比較すると，この 4 年間に
15-24 歳の 28％が離国していることがわかる．
　このような小島の多くでは，若年失業率が高く，高等教育
を海外で受ける必要性と相まって移住の牽引力になってい
る．島の賃金労働はほとんどが公共部門であり，往々にして
年長者の賃金が割高であるため，若者向けの初級レベルの職
が限られている．
　小国における生活のもう 1 つの側面も若者の移住を促し
ているようである．トンガでは 2005 年の国勢調査で，ニュー
ジーランドが 18-45 歳のトンガ人に対して毎年留保している
特別移民枠について，申請（あるいは非申請）する諸理由の
相対的な重要性を質問した（表 2）．移住を申請した若者は，
家族のネットワークに参加することや，より高い賃金が稼げ
ることとともに，ニュージーランドの公共サービスのほうが
良いことを，移住のためにもっとも重要な理由としてあげて

いる．しかし，82％の若者はニュージーランドではより良
い社会生活を送ることができる可能性があることを，申請の
重要な，あるいはどちらかといえば重要な理由であると回答
している．
　教育費の支払いは重要な動機ではあるものの，住居購入や
起業に関連した融資の制約を克服するための移住に関心のあ
る若者は少ない．移住申請をしなかった若者について見ると，
100％が情報の欠如が主因であると答えているが，航空運賃
や英語能力に関する懸念も重要である．したがって，若者が
移住する機会を拡大するためには，学校における英語教育の
質と，おそらくは融資制度を改善することが必要である．ま
た，移住機会に関する情報提供を拡充すれば，若者の選択能
力が高まるだろう．
　このような島嶼諸国の多くは海外移民の送金で大きな利益
を享受している．その対 GDP 比を見ると，トンガ 31％，サ
モア 12％，キリバツ 11％となっている．しかし，このよう
な若者の多くは二度と帰国せず，これらの諸国でもっともダ
イミックな労働者の多くを失うことになるという懸念があ
る．最近の情報通信技術の発達を受けて，遠隔教育や国境を
越えた雇用機会へのアクセスなどを通じて，国内で選択肢が
拡大する可能性があろう．

出所：McKenzie (2006b); World Bank (2005i)．

表 1　海外在住の移民
人口（1,000 人）移民の割合（％） 人口（1,000 人）移民の割合（％）

アフリカ 太平洋の島
カボベルデ 470 18.7 フィジー 835 13.5 
コモロ 600 3.2 キリバツ 96 2.4 
モーリシャス 1,222 6.9 マーシャル諸島 53 13.0 
サントメ・プリンシペ 157 8.5 ミクロネシア連邦 125 12.2 
セイシェル 84 8.7 パラオ 20 20.2 
カリブ サモア 178 35.1 
アンティグア・バブーダ 79 28.9 ソロモン諸島 457 0.5 
ドミニカ 71 32 トンガ 102 31.1 
グレナダ 106 23.8 バヌアツ 210 1.0 
セントキッツ・ネビス 47 38.5 南アジア
セントルシア 161 17.5 モルジブ 293 0.8 
セントビンセント・グレナディン 109 31.1
トリニダードトバゴ 1,313 18.8

表 2　トンガ人の若者がニュージーランド（NZ）への移住を申請するか否かの理由
以下の理由が非常に重要だと回

答した人の割合（％）
以下の理由がやや重要だと回答

した人の割合（％）
移住申請をした主因
NZ では保健ケアなど公共サービスが良い 71 25
NZ にすでにいる家族と一緒になる 68 21
NZ で高い賃金を稼ぐ 43 50
社会生活が良い 43 39
トンガでかかる授業料を稼ぐ 11 64
トンガでより良い家を建てるためのお金を稼ぐ 7 25
トンガで起業するためのお金を稼ぐ 7 7
移住申請をしなかった主因
要件がわからない 100 0
家族と離れたくない 22 17
NZ までの飛行機代が払えない 22 11
英語がうまいとは思えない 17 39

出所：McKenzie (2006b)．

出所：Pacific Island-New Zealand Migration Survey, Tonga．
注：サンプル数が少ないため，申請者は 18-24 歳で，非申請者は 18-30 歳と異なっている．

ボックス 8.1 小さな島で大勢の移民
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率が高く，若者の賃金を抑制する年功制がある諸国に関しては，若者の

ほうが低いだろう．

　働くための移住に対する動機は若者の方が強いであろうが，政策条件

や個人事情がその実行能力を決定する．唯一合法的な移住の選択肢が，

高度熟練者の移住というカテゴリーに限定されていれば，高等教育ある

いは十分な職業経験が必要とされるため，移住者が若者である可能性は

低くなる．アメリカに渡る中国人の移民フローのなかで，12-24 歳はわ

ずか 17％にすぎない．これに対して，家族での移住や不法ルートがよ

り重要であるメキシコ，ホンジュラス，グアテマラ，エルサルバドルで

は，その比率は 40％を超えている注 5．

世帯要因．　移住の決定は単に個人的なものではなく，世帯としての決

定であることがしばしばである．特に途上国ではそうなることが多い．

金融や保険の市場が不完全であるため，リスクを分散化し，高価な家計

の投資活動をファイナンスするということが，移住の根本的な理由にな

る．世帯が家族のだれか 1 人を移住させれば，財政危機や自然災害を

乗り切るために，送金を頼りにすることができる．世帯としては，単に

どの家族なら移住によって個人的に最大の利益を享受できるかというこ

とに基づくだけではなく，その家族が果たす家計の機能や送金の可能性

も検討する．たいていの社会では，親は息子よりも娘に対して大きい支

配力を発揮しているので，世帯要因で移住させられる可能性が高いのは

若い女性になるだろう．

コミュニティ要因．　若者がだれかひとたび移住すると，コミュニティ

要因によって他の若者が移住する可能性が高まる．移住のコストを押し

下げ，利益を押し上げてくれる移民の社会的ネットワークが一因となる．

若者のほうが移住の確率が高いため，若い潜在的な移住者は年長者に比

べて，自分の仲間のネットワークで最近移住した若者を知っている可能

性が高く，移民ネットワークから利益を享受しやすいであろう．長期的

には，移住の文化がコミュニティのなかに発達してきて，移住は青年に

なっていくための儀式となり，移住しない者は怠惰で覇気がないとみな

されるようになるかもしれない注 6．

若者の移住はなぜ開発問題なのか？
　本報告書では，若者に対する投資はその国の長期的な開発にとって決

定的に重要であると主張している．移住というのは，このような投資に

ついて高い収益率を確保し，海外での教育や職業経験を通じてさらにス

キルを修得する道を，若者に提供するものといえる．しかし，移住は通

常はその個人にとっては所得の大幅な上昇をもたらす一方注 7，政府は

若者が移住すれば，教育水準や熟練度が高い人々の流出に伴って，さま

ざまな外部性が発生することのほうを心配しているようである．その懸

念の度合いは若い移民が帰国するのかどうか，何歳で戻ってくるのか，

「若者の移住は日和見的ではなく，有
益なことであると考えてほしい．」

ケニアの若者，
2005 年 11 月
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どのようなスキルを持ち帰ってくるか，といったことに左右

される．

　多くの移民が確かに帰国している．1960 年代と 70 年代

におけるアメリカ，ドイツ，スイスの合法移民に関する研究

によれば，半分ないし 5 分の 4 の移民は出生国に戻ってい

る．アメリカのメキシコ人移民に関するもっと最近の研究で

は，半数が 2 年間で，10 年間でみればほぼ 70％が帰国し

たものと推定されている注 8．さらに，本報告書のために行っ

た新しい調査によると，移民は比較的若いうちに帰国する傾

向があるため（図 8.2），海外で修得したスキルや冨を本国

で活用しながら，長期間にわたり生産的な生活を送ることが

できる．例えば，平均的なメキシコ人の若者の移民は海外で

3 年間すごしてから 24 歳で帰国している一方，平均的なア

ルバニア人の若者の場合，海外で 7 カ月間暮らして 25 歳で戻っている．

帰国した移民は再移住することもあろうが，その可能性は 25 歳をすぎ

ると低下しており，多くは生涯のほとんどを自国で働いていることにな

る．

　若者の一時的な移住は貧困削減と開発に大きなインパクトをもたら

す．世界銀行の Global Economic Prospects 2006 の推定によれば，2025

年までに世界の移住者ストックが 3％増加すれば，世界の所得は 3,560

億ドル，途上国の所得は年間 1.8％増加する注 9．これは自由貿易に向け

た残存規制の全廃による利益をはるかに凌駕する．このような新しい移

民の多くが若者であることから，このような総合的なインパクトのほと

んどは若者の移民の効果であるといえる．海外で修得した教育，スキル，

所得を身に付けた若い移民の帰国は年長者の帰国よりも，開発に大きな

インパクトを与える可能性が大きいであろう．若い移民は残りの職業人

生のほとんどを本国で過ごすことになるためだ．

　帰国しない移民でも本国の開発に大きなインパクトを与え続けること

ができる．途上国への郷里送金は 2005 年で 1,670 億ドルに達してい

るが注 10，若者の移民が占めるシェアが大きい．最近のあるレビューに

よる結論では，送金は，移民が若い既婚者で家族を本国に残している場

合に特に大きくなるようである注 11．長期的に見れば，移住先の国にと

どまっている若い移民も，貿易や技術移転の円滑化に貢献している海外

移住者のネットワークへの関与を通じて，引き続き本国の開発を支援す

ることができる．

　そうはいっても，なかには帰国しない移民もいるだろう．もしそのよ

うな人々が高度の熟練者であれば，移出国では頭脳の流出という懸念が

生じる．これは保健部門でもっとも顕著である．看護師や医師の移住で

大きなインパクトを受けている諸国もある．例えば，2002 年現在，カ

ナダ，イギリス，アメリカで許可を受けて開業しているサハラ以南アフ

リカ系の医師は，少なくとも 1 万 1,000 人に達している注 12．その結果，

公的医療部門の欠員率が非常に高くて，保健にかかわる介入策を拡張す
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図 8.2　途上国からの移民は比較的若い年齢で帰国する
傾向がある
帰国者の占める割合（％）

メキシコ
南アフリカ
フィリピン
アルバニア
パキスタン

年齢
出所：McKenzie (2006a)．
注：各曲線の高さは各年齢層が当該国への全移民フローに占める割合
を示す．
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る努力が阻害されているところが数カ国ある．若者の移住に関しては，

大半が高度の熟練者ではないので，頭脳の流出という懸念はずっと小さ

い．しかし，政府としては，もし国家が高価な高等教育をファイナンス

したにもかかわらず，学生が卒業後に国を離れてしまうのでは，やはり

心配であろう．フィリピンのように高等教育のほとんどが私的にファイ

ナンスされている諸国では，その点は大した問題にはなっていない．

国際移住は若者の過渡期にどのように影響するか？
　若者の移住は若者の過渡期に新たな機会（とリスク）をもたらすこと

もあって，開発にとって重要なのである．若者が移住する目的には，仕

事，留学，結婚ないし配偶者に帯同，帰化などいろいろある．移住の展

望や手続きが，逆に，潜在的な移住者の母国における学校教育に関する

決定に影響を及ぼすこともあろう．移民の保健知識，出産の決定，健康

行動にさえ影響するかもしれない．移住しない若者の仕事への過渡期に

影響することもあろう．市政参加の程度にも影響するかもしれない．

　移住と若者の過渡期が具体的にどのように相互作用するかは，移住者

の年齢や性別と移出および移入国の状況によってさまざまであろう（図

8.3）．働いている既婚者であるという確率は年齢とともに高くなる一方，

もっと若い移民なら学校に通っていて家族と一緒であるという可能性が
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図 8.3　移住と若者の過渡期は年齢，性別，状況によりさまざま
就職中 就学中

家族と同居 既婚

移民の比率（％） 移民の比率（％）

移民の比率（％） 移民の比率（％）

12-14 歳
15-17 歳
18-24 歳

男性 女性 男性 女性

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

男性 女性 男性 女性
アメリカ コートジボワールアメリカ コートジボワール

アメリカ コートジボワール アメリカ コートジボワール

出所：McKenzie (2006a)．
注：アメリカの 12-14 歳に対しては就職と結婚に関して質問せず，ゼロに近いと想定している．
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高いであろう．女性の移民なら，同年齢の男性に比べて働いている可能

性が低く，結婚している可能性が高いであろう．

移民の若者は少数の業種で働いており，自分がもっているすべてのスキ

ルを活用していない傾向がある．　移住によって働く機会は拡大はする

が，業種が限定しているようである．若い男性がもっとも一般的に従事

している仕事は，建設労働者や農業労働者のように肉体的に厳しいもの

である．移民の若い女性は，家政婦，レジ係，販売店員，ウェイトレス，

料理人として働いている確率がもっとも高い．このような職種の多くは

移民の仕事としてステレオタイプ化されている国もなかにはあるが，若

者は年上の移民と比べると，この種の職業に就いている確率が高い．例

えば，アメリカにいる若い女性移民がウェイトレスとして働いている確

率は，35-50 歳の最近の女性移民と比べて 2.7 倍，レジ係であれば 3.4

倍と高くなっている．

　若い移民が集中している少数の職業は，参入の障壁が低く，これまで

の経験や教育をほとんど要しない．このような職業の多くは先進国では

地位が低いとみなされていて，昇進のチャンスがほとんどない．この種

の仕事は先進国では伝統的に 10 代の子供がしていたが，その労働力参

加率が低下したため，空きを埋めるため若い移民に対する需要が増加し

たのである．受入国で働いている現地生まれの若者がこの種の仕事のど

れかに就く可能性は，移民の若者と比べてずっと低い．スペインでは，

新規移民の若い女性のうち 35％は家政婦をしているが，現地生まれの

若い女性については 5％未満となっている．アルゼンチンでは，移民の

若い男性の場合，建設・建築業で働いている比率は 25％であるが，現

地生まれの若い男性では 7％弱にとどまっている注 13．

　発展途上国出身の若い移民の教育水準は，多くの場合，行き先国の平

均を下回っているが，教育水準の高い若い移民でも自分が訓練を受けた

分野で職を得るのが困難である．学士号をもった移民が熟練職に就ける

可能性は，本国における教育の質や言語を一因として，出生国ごとに大

きな開きがある注 14．つまり，教育のあるインド人は教育のあるメキシ

コ人と比較すると，アメリカで熟練職に就ける可能性が高いということ

である．

　職業に関する許可制度が普及しており，ある仕事をするには許可がな

ければ違法になるということが，さらに障壁となっている．そのような

制限でカバーされている労働者の割合は，アメリカでは 18％と推定さ

れるが，ヨーロッパ連合ではもっと多くの職種が対象となっている．医

学や法律など若者が訓練を受けている可能性が低い専門職だけでなく，

理容師や美容師といったそれほどの熟練を要しない職種もカバーされて

いる注 15．熟練技能をもった移民の若者でも国境を越えて資格を移転す

るには困難に直面するため，熟練度が低い移民と同じ職種の多くで働か

ざるを得なくなっている．

　一部の若者が移住してくれれば，移出国のほかの若者が就労できる見
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込みが改善する．これは高失業の時期には安全弁になる．アルバニア，

アルジェリア，エルサルバドル，ジャマイカ，メキシコ，フィリピン，

トルコについては，労働力の 10％が海外に移住しており，このような

大量流出が残留している人々の賃金と雇用を押し上げているという証拠

もある．ある研究によれば，メキシコで男性の熟練労働者数が移住によっ

て 10％減少すると，残留している熟練労働者の平均賃金が 4％上昇し

た注 16．しかし，教育水準が高い人ほど移住する傾向が強いので，移住

は残留している教育水準の高い人の賃金を押し上げることになり，残留

労働者の間で賃金の不平等が拡大している．

教育のための移住と移住するための教育．　ほかの国で教育を受けると

いうことが，若者の移住に関しては主要な動機の 1 つである．子供を

帯同して移住する親は，学校教育が移住の決断にとって最重要な要因の

1 つであると考えていることが多い．ニュージーランドのトンガ系移民

に関する最近の調査によれば，親の 87％は子供にニュージーランドで

教育を受けさせることが，移住の非常に重要な動機であると回答してい

る．より高い賃金が得られる機会が非常に重要だとみている回答の割合

は 76％強にも達している注 17．親だけが移住する場合でも，残留してい

る子供を教育する機会の拡大に役立つ．エルサルバドルとフィリピンに

関する研究によれば，郷里送金のおかげで子供が退学する確率が低下し

ていることがわかった注 18．

　もっと年上の移民の若者は就学しているよりは就職している可能性が

高いものの，海外の高等教育は大きな成長産業となっている．それは途

上国の若者が先進国に合法的に入国する唯一の方法になっている場合が

多いが，教育目的の移住を仕事目的の移住に転換する機会も提供してい

る．OECD 諸国で勉強している非 OECD 諸国出身の学生数は，2000 年

から 02 年の間に 59％も増加した注 19．海外向けに大量の留学生を送り

出している国は少数でしかないものの，海外で高等教育を受ける機会と

いうのは，国内の高等教育制度が限定的な国の個々人にとっては非常に

重要である．極端な例はニジェールで，フランスで高等教育を受けて

いる学生数が国内の 7 つの高等教育機関にいる学生数を凌駕している．

アルバニア，カメルーン，ジャマイカ，ケニア，マレーシア出身の海外

留学生数は，それぞれ国内で高等教育を受けている学生数の 20％を超

えている注 20．

　移住という展望があると，国内で教育を受けるというインセンティブ

にも影響する可能性がある．最近の文献によれば，「頭脳流入」（brain 

gain）の可能性が示唆されており，移住を考慮している労働者から見る

と，移住は教育を受けようというインセンティブを改善するということ

になる．これらの人々の一部は移住しないため，その国の人的資本の平

均水準は，理論的には，だれも移住しない状況との比較では高くなる可

能性があろう．場合によっては，教育に関する決定がグローバルな労働

市場の要求に確かに密接に関連しているようにみえることがある．その
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例はフィリピンで，国際需要に応じて変化する分野では私立教育の比率

が高い注 21．移住の可能性は多くの諸国で国際的な言語の学習需要を牽

引する一因ともなっている．

　逆に，移住にかかわる合法的な経路が限定的で，国内教育が海外労

働市場で低い評価を受けている場合，潜在的な移住者は教育を選択し

なくなるだろう．メキシコ人移民の間ではこのような傾向がみられる．

サカテカス州の学生を調査したところ，家族のなかに移住者がいる学

生は，大学まで教育を継続することについてあまり熱意がないことが

わかった注22．これは16-18歳の教育に対するいかなる送金効果も上回っ

ているようで，移住者の親がいることに伴うネット効果としては，子供

の教育を低下させるということになる注 23．

若い移民は特にHIV/ エイズに感染しやすいが，先進国に移住すれば健

康知識を増やせる可能性もある．　アフリカの南部と西部では，移住が

HIV/ エイズの感染や蔓延の主因だとみられている．世界のほかの地域

でも，感染率は移住者のほうが一般人口よりも高くなっている．帰国し

た移民労働者が HIV/ エイズと診断された総数に占める割合は，2004

年にはバングラデシュで 41％，フィリピンで 32％，スリランカで

25％と推定されている注 24．移住者の罹患率が高い主因は，リスキーな

性行動に走る傾向と情報・防止サービスへのアクセスが低いことにある．

　多くの若者の移住は配偶者や家族の監視の目から長期間離れている

ということを意味する．例えば，南アフリカにいるアフリカ人の移民

鉱夫の 90% 強は，売春婦へのアクセスが容易な男だけの宿泊所に暮ら

している注 25．孤独，別離，外国人であることに伴う匿名性から，リス

キーな性行動が増加するようである．性産業にいる人身売買の犠牲者

も，HIV/ エイズのリスクが高い．文化や言語の壁と財源の欠如を背景に，

そういった人々には情報・予防サービスへのアクセスがほとんどない．

書類をもっていない移住者は特に脆弱である．強制送還の懸念から，政

府の公的サービスはどんなものであれ接触を回避しようとしているから

だ．

　移住にまつわる状況には健康リスクを高める潜在性があることは否め

ないものの，インフラの整備された諸国に移住した場合には，移住者は

健康に関する知識をもっと習得することもできる．研究によれば，メキ

シコ人のアメリカへの移住は多様な避妊方法に関する知識修得に強い効

果があったことが示されている．移住経験者がいる世帯の女性はそうで

ない世帯の女性に比べると，避妊手段に関してよく知っており，その移

住者が女性の場合にはこの効果はいっそう大きくなっている．このよう

な健康知識の増加と移住に関連した家計所得の増加が相まって，出生に

かかわる結果が改善している．移住者の世帯に生まれた子供は出生体重

が大きく，生後 1 年以内の死亡率が低い注 26．

「ここニュージーランドでは至るとこ
ろで喫煙や飲酒が可能だ．ところが，
サモアで喫煙ないし飲酒して，だれ
かに見つかれば，喫煙ないし飲酒し
たことが村全体に知れ渡ってしまう．
みんなお互いに顔見知りだからだ．」

サモアからの移民，アン，
2005 年 8 月
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移住と市政関与――アイデンティが不透明であるが，関与と前向きな変

化への脱出口になる可能性がある．　移住は本国で能動的な市民になる

プロセスを妨害することがある．永久ないし長期間の移住を計画してい

る若者は，同化したいという欲求と自分の文化や国家アイデンティティ

を維持したいとい欲求の相克に直面する．一方，短期間だけ移住する若

者はどちらの国においても社会参加の機会から疎外されていると感じる

だろう．しかし，若い移民がコミュニティ組織や市民社会に参加する道

はある．政府も不在者投票や二重国籍を通じて，本国における正式参加

のために選択肢を増やしつつある．

　アメリカのラテン系同郷会のような多数の正式な移民団体は，年長

のもっと確立した移民が主宰していることが多いため，若者は親が一

緒でない限りかかわりをもつ可能性が低いだろう．しかし，そのよう

な組織は最近到着したばかりの人に社交機会や一体感を提供すること

ができる．家政婦や，外部との接触がほとんどないそのほかの職業に

従事している若い女性にとっては，これは特に重要であろう．移民の

若者も本国の若者と同じように，あまり堅苦しくないコミュニティ活

動なら参加する傾向が強い．マイアミのハイチ人の若者に関する研究

によれば，もっとも一般的な活動は英語が話せない人や近隣地区の高

齢者を助けたり，同年代の仲間をカウンセリングや個人教授で助けた

りすることである注 27．しかし，大多数は市政参加の機会とその活用法

の両方を知らなかったと認めている．

　世論やニュースはしばしば暴力団に加盟した少数の移民の若者に注目

するが，アメリカの実証データを検討してみると，移民は同じような状

況にあるその国生まれの人よりも，犯罪に関与している割合が総じて低

い注 28．これは移民は同じような地域に住んでいる貧しいその国生まれ

の労働者と比べて，雇用されている可能性が高いおかげである．移民の

場合，逮捕されると強制送還など高価なコストに直面する懸念があるた

め，罪を犯す可能性が低い．しかし，若い移民が強制送還を受けたため，

暴力団活動の活発化に直面している移出国もなかにはある．その例はエ

ルサルバドルにおけるマラ・サルバトルーチャ（Mara Salvatrucha）と

いう暴力団の台頭である．これはアメリカのエルサルバドル人移民が創

設したもので，アメリカで犯罪を起こしたため，多くのメンバーが母国

に送還された．

　若い移民が本国の市民として正式に参加する機会を拡大するために，

不在者投票や二重国籍を認める諸国が増加している．1998 年現在，少

なくとも 43 カ国で自国民が海外から投票することが認められている．

ただし，大勢の移民がこの権利を行使するのに，ロジステックスや情報

の面で障害に遭遇している注 29．それ以降も自国の移民に投票を認める

途上国が続出しており，それにはメキシコ，モザンビーク，フィリピン

などが含まれる．移民の投票が本国における制度的な変化を後押しする

ことがある．最近の国政選挙におけるチェコ人やポーランド人の移民に

よる投票を分析したところ，西洋の民主体制国に居住している移民ほ
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ど中道右派の政党に投票する傾向が強く，移民の投票行動が受入

国の制度的な環境に影響されているという証拠となっている注 30．

これは本国の制度に対する関心が薄いと思われる若者について

は，さらに当てはまっているものとみられる．

若者の移住はリスクも高い
　若者の移住したいという強い動機は，合法的な機会の供給を凌

駕する移住の需要に帰結する．したがって，若者は意図的に不法

に移住することを選択しているのかもしれない．それはメキシコ

とアルバニア両国のデータで，若い移住者ほど書類をもっていな

い可能性が高いことでもわかる（図 8.4）．アルバニアでは，若

い女性は男性よりも不法に移住する可能性は低い．メキシコでさ

え，女性が不法に移住する際には，ほかの人と旅したり，有料

のガイドを使ったりして，男性よりも安全な方法でそうしてい

る注 31．あまり系統だった裏付けにはならない話であるが，2005

年 10 月，若いアフリカ人の男たちがメリリャ（モロッコ北東部

スペイン領の都市）とセウタ（モロッコ北部の対岸にあるスペイ

ン領の市）を通ってヨーロッパに入国しようとした，という新聞

記事があった．このような不法移住には，逮捕，強盗，死など

のリスクが伴う．2005 年にはメキシコ側からアメリカ側へ国境

を越えようとして，少なくとも 460 名が死亡しているが，うち

75％は男性で，35％は 12-24 歳である注 32．

　若者は人身売買の犠牲者としても大半を占めている注 33．人

身売買の内密性から測定は困難であるが，年間 60-80 万人が国境を

越えて売買されていると推定されている注 34．犠牲者の過半は女性で

あるが，男性の数も増加傾向にある．「国際移住機構」（International 

Organization of Migration）が支援した犠牲者に関するデータによると，

2001-05 年には 81％が女性で，しかも 71％は 14-25 歳であった．南

東ヨーロッパに関するある研究では，少女の大多数は求人をうたった

個人的な接触や新聞広告で集められている．若い犠牲者の場合，子供

が働くことになる条件を親が必ずしも理解しないまま，毎月の手当と

引き換えに自発的に申し出た可能性がある．性産業に落ち着くことに

なる多くの犠牲者は，ほかの産業に就職させるという嘘の約束で調達

されている注 35．

若者の移住需要が増大するなかで，政策はどのようにしたら開発
インパクトを高めることができるだろうか？
　多くの途上国では，特に短期間ならば，大勢の若者が移住したいと

いう強い希望を表明している．合法的な機会があれば移住してみたい

という比率は，アルバニア 91％，ルーマニア 88％，エチオピア 80％，

バングラデシュ 78％，イラク 76％，タジキスタン 60％，マレーシア

57％となっているが，永久に移住したいという割合は 23％未満にとど

図8.4　若者は年長者よりも不法に移住する割合
が高い

初めて移住するメキシコ人

注：メキシコの Encuesta Nacional de la Dinámica Demográfica 
1997， お よ び ア ル バ ニ ア の Living Standards Measurement 
Survey 2005 に基づき試算．

男性

不法移民の割合（％）

初めて移住するアルバニア人
不法移民の割合（％）

女性

男性

女性

年齢

年齢

「不法移民はアメリカ国境を越えよう
とすれば，ケガをするだろう．いや
死ぬことさえある．もしうまく入国
できれば，風向きは少しは良くなる
だろうが，時間とともに，交信が途
絶えがちになるので，彼らは自分の
家族への親近感を失ってしまう．結
局のところ，それがいいことなのか
どうか，私にはわからない．」

ホンジュラスのグアダルーペ，18 歳，
2006 年 1 月
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まっている（図 8.5）．この圧力は利用可能な一部の合法的機会につい

てできている長い順番待ち名簿に反映されている．2005 年 10 月現在，

中国，インド，メキシコ，フィリピンからの移民の兄弟や姉妹が，家

族再開カテゴリでアメリカに入国できるまでの順番待ちがいずれも 10

年以上になっている注 36．合法的な選択肢が限定的なため，このプレッ

シャーの一部が不法移民に溢れ出しているのである．

　多くの途上国における若者の膨張（第 1 章のさまざまな人口動態に

関するスポットライトを参照）とほとんどの先進国における高齢化は，

今後，国際的移住に対する需要の増加につながる可能性が大きい．移住

の増加がなければ，ヨーロッパ，ロシア，東アジア・太平洋の高所得国

の労働力は，2005-25 年の間に 4,300 万人減少すると予測されている．

一方，増加が予測されているのは，中国 1,900 万人，ラテンアメリカ・

カリブ 7,700 万人，中東・北アフリカ・トルコ 8,200 万人，東アジア・

太平洋の低および中所得国 9,300 万人，サハラ以南アフリカ 2 億 1,100

万人，南および中央アジア 2 億 9,200 万人である注 37．

　これは次の 3 つの主な理由から，若者の国際移住需要を増大させる

ことになるだろう．第 1 に，若者の移住性向がもっとも高いため，途

上国における若者の増加は潜在的な移住者数を増加させることになる．

第 2 に，途上国で若年層が大きくなると，失業率が上昇して賃金が低

下する一方，先進国で若年層が小さくなると賃金が上昇するだろう（第

4 章）．したがって，移住に伴う経済的利益は増加するので，個々の若

者にとって移住の可能性が高まることになる．第 3 に，若者の移住が

増加するにつれて，移住者ネットワークの規模が拡大するので，さらに

ほかの若者が移住する動機が大きくなる．

　若年層が大きいほど移出が増加するという前提条件は，歴史が支持し

出所：WDR 2007 InterMedia surveys．調査では 15-24 歳に，「仕事をしに他国に合法的に移住することが可能だとすれば，
あなたは移住しますか？」と質問している．

10060200 40 80

図 8.5　明かりを灯しておく――ほとんどの若者は一時的に移住したいと思っている
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タジキスタン
男性
女性

若者に占める割合（％）
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てくれている．1820-1913 年の西ヨーロッパから新世界への移住パター

ンをみると，若年層の規模が移住に対して，大きなプラス効果を与えて

いることが示されており，最終的には追加的な出生のほぼ半数が移住

している．同じような規模による効果は，20 世紀後半におけるアフリ

カ地域内の移住に関しても算出されている．年齢層の規模による効果

は，移住が政策的に規制されていればもっと小さくなるが，1971-98

年におけるアメリカへの移住に関する研究によれば，移出国における

15-29 歳が総人口に占めるシェアは移住の重要な先行指標になってお

り，ラテンアメリカからの移住比率が西ヨーロッパを 11％上回る要因

といえる注 38．このような歴史的な推定値や人口動態予測に基づいて，

サハラ以南アフリカからの移住者の流れは，2025 年までには 150-210

万人増加するものと予測される注 39．

受入国は若者が移住できるようにもっと機会を提供することによって利

益を増大さることができる．それは臨時雇いプログラムを通じて，また

移住者に人的資本を開発し活用させることによって，おそらくは可能で

あろう．　多くの先進国では移住システムの対象を高度な熟練労働者に

絞ってきているため，途上国の若者にとっては合法的な移住という選択

肢はほとんどない．高齢化社会と所得の上昇を背景に，若くて大したス

キルのない移住者が通常は遂行することになるサービスの需要が増大し

ているなか，先進国は若者の移住増加で利益が享受できる．しかし，受

入国は典型的には，移民の流入で，現地生まれの労働者にとって雇用が

減少し，賃金も低下するのではないかと懸念している．

　非常に膨大な文献が移民が現地人の賃金に及ぼす影響を測定しようと

試みている．344 件の推定による最近のメタ分析の結論では，現地人の

賃金に対する平均的な効果は有意ではあるが非常に小さく，移民が 1％

増加すると，現地労働者の賃金が 0.11％低下する程度である注 40．ほか

の研究ではもっと大きな効果があるとしている一方，アメリカとイギリ

スに関する直近の調査でも，現地人に悪影響を及ぼす証拠はほとんどな

いとされている注 41．ヨーロッパ各国のデータをみると，採用・解雇の

規制など労働市場が硬直的な国ほど，また若い男性ほど悪影響が大きく

なっている．その結果，労働市場がかなり弾力的なデンマーク，スイス，

イギリスへの若い移民が現地労働者に与える悪影響は，企業の参入コス

トが高く労働市場の規制も多いフランス，ドイツ，イタリア，スペイン

への移民に比べると小さくなっている注 42．

　東ヨーロッパ 8 カ国が EU に加盟した直後の状況を見ると，移民の増

加が受入国に及ぼす影響は総じてプラスである．EU 旧加盟 15 カ国の

うち 12 カ国は，過渡期間については，これら新規加盟国に対する移民

制限を維持することにした．一方，アイルランド，スウェーデン，イギ

リスは労働者の自由移動を即座に認めた．この制度に基づいて移動する

労働者の大半は若者であった．イギリスでは，新規加盟国出身の移民労

働者の 83％は 18-34 歳，44％は 18-24 歳である注 43．第 1 次評価によ

「1 年間に 3 回も，ナイジェリアの
アメリカ大使館でビザの発給を拒否
された．UNFPA（国連人口基金）の
青少年諮問パネルの開会式に，パネ
リストとして出席するつもりだった．
それなのにビザ申請が却下されたの
だ．…国連の会議に発言者あるいは
参加者として出席するのに，国連が
必要な手配をしてくれているのに，
ビザ発給が却下されることがあるな
んて悲しいことだ．」

ナイジェリアの若者，
2006 年 6 月
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ると，このような労働者の流れがもたらす主要なインパクトは，生産や

雇用を増加させて，労働市場における不足を緩和したということであり，

現地労働者にはほとんど影響がなかった注 44．

　受入国における第 2 の懸念事項は，文化的にさまざまな背景をもっ

た移民に関して，同化が困難であるという潜在的な問題があることだ．

これは多くの先進国で活発に議論されている点であり，本報告書の途上

国重視という範囲を大幅に超越している．ただし，若い移民は総じて

より簡単に同化することができ，受入国の言葉の修得は永住移民が融合

していくのにきわめて重要であることに留意しておきたい．移出が多い

途上国では，これが世界的な言語をカリキュラムに取り入れる一因とも

なっている（第 3 章）．臨時雇いや季節労働のプログラムは，受入国が

若者の移民増加に伴う利益の多くを享受する一方，移民の同化にかかわ

る主観的なコストを軽減するための 1 つの方策になるだろう．途上国

には短期間なら移住してみたいという希望を表明する若者が大勢いるが

（図 8.5 を参照），これは自国で家を購入する，事業を始める，あるいは

そのほかの目標を達成するために，お金を貯めることができるからであ

る．

　若者向けに限定された臨時雇いプログラムがいくつかある．イギリス

の「季節的農業労働者制度」（Seasonal Agricultural Workers Scheme）

では，ヨーロッパ経済領域（European Economic Area）外部の 18 歳以

上のフルタイムの学生が，季節的な農作業に 6 カ月間従事することが

認められている．3 カ月以上国外に滞在していれば，参加者はこのプロ

グラムへの再申請が可能になる．イギリスの「ワーキングホリデーメー

カー制度」では，英連邦諸国出身の 17-30 歳の人々が 2 年間滞在して

いる間に，12 カ月間以下なら働くことを認めている注 45．オーストラリ

ア，カナダ，ニュージーランドにも，18-30 歳向けのワーキングホリデー

制度があるが，これは対象が中所得国 2-3 カ国に限定されている．この

ような制度は若者にとってある程度は移住の機会を提供するものではあ

るが，参加者がフルタイムの学生であることや，「休暇」の初めの 2-3

カ月間について自活するのに十分な資金をもっていることを要求してい

るので，貧しくて，スキルの未熟な若者は参加が制限されている．

　先進国の主要な懸念事項は，仕事の期間が終った時点で臨時雇いの労

働者が帰国するのかどうかにある．実績はさまざまであり，政策実験が

さらに必要である．その主要な要因の 1 つは，労働者は来年も再び働

きに来られるという妥当な期待を抱いて帰国することができるかどうか

にあるようだ．カナダの季節的農業労働者プログラムでは，雇用主が自

由に翌年も同じ労働者を申請できるので，これがおそらくモデルとな

るだろう注 46．2004 年に入国した労働者 15,123 名のうち，契約終了前

に姿を消したのはわずか 1.5％にとどまり，ほぼ全員が帰国したものと

推定されている．これとは対照的に，イギリスの古い形の季節的農業

労働者プログラム制度の下では，再入国が認められていなかったため，

5-10％の期限超過滞在者が発生したものと推定されている．
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途上国は既存の移民から享受している利益を増大させる政策を通じて，

若い移民の開発インパクトを最大化することができる．…　既存の若い

移民ストックから享受している開発利益を増やすために，移出国には政

策介入の大きな余地がある．最近の政策の焦点の 1 つは，送金手数料

が高くて本国の親族が受け取る金額の減少につながり，送金にとってマ

イナスのインセンティブになっていることである．若い移民は銀行口座

開設に必要な書類をもたずに移住している可能性が高く，また，金融シ

ステムの経験も少ないため，送金コストが高いといっそうの障壁になる

だろう．アメリカにいる 18-24 歳の新規移民のうち銀行口座を保有し

ているのはわずか 31％にすぎない．これに対して，25-50 歳の新規移

民では同比率は 65％に達している注 47．

　送金コストを引き下げる政策には，方法によりコストが異なるとい

う情報を移民に提供する（メキシコの在米領事館のように），出国前に

金融教育を実施する（フィリピン），競争政策や面倒な規制撤廃を通じ

て送金を受領しやすい金融インフラを開発する，などが含まれる注 48．

このような政策で送金に関して相当な利益が享受できる可能性がある．

ニュージーランドに居住するトンガ人移民を調査したところ，より競争

的な世界市場で一般的なレベルまで送金するコストを引き下げると，送

金が 28％増加すると推定される注 49．

　移出国も若い移民が無事に帰国するのをスムースにする政策によっ

て，利益を享受できる．その 1 つは健全なマクロ経済政策であり，そ

れは状況が改善するという期待を生み出すことができるものである．当

然のことであろうが，若者は国内労働市場が低迷している場合に，移住

する可能性が高まる（ボックス 8.2）．臨時雇い移民の多くは，大きくなっ

た購買力を本国で活用するべく帰国を決断する．また，帰国後に新規開

業資金として使うために，海外で一定水準の貯蓄目標を達成するという

希望が，帰国決定を牽引している移民もなかにはいるというデータもあ

る注 50．金融機関にアクセスして，新規起業のために融資してもらうと

いうのは特に若者にとっては困難であるため，信用アクセスを容易にす

るプログラムは有益であろう．

　もっとも高度なスキルをもった自国の移民を呼び戻そうと努力してい

る諸国がいくつかあるが，その成果はいま 1 つである注 51．そういった

プログラムが高度なスキルをもっている可能性が低い若者を対象にして

いることは稀である．若者にも関係するもう 1 つのより一般的な問題は，

移民が海外で修得した資格を本国で承認してもらうのが困難であるとい

うことだ．これも高等教育制度を介して，間接的に若者に影響する．例

えば，ルーマニアの学者はドイツやアメリカで取得した修士や博士の学

位を承認してもらうのが困難であるため，帰国を躊躇していることがし

ばしばである注 52．

…ほかの若者が移住する機会を拡大する政策を通じて…　移住からは利

益が享受できるにもかかわらず，各国の政策は若者が移住する機会を阻
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害することがある注 55．障壁の 1 つは，移民の法的アイデンティティを

示すもっとも基本的な書類であるパスポートの取得にかかわるコストと

時間である（第 7 章）．127 カ国におけるパスポート取得費用に関する

データによれば，10％の国で 1 人当たり平均年間所得の 10％以上の手

数料が賦課されている．パスポート取得費用を 1 人当たり所得の 1％下

げると，移民が 0.75％増加する．若者は貯蓄が少ない可能性が高いため，

高いパスポート費用は若者にとっては年長よりも移民の障壁になってい

るものと思われる．

　いくつかの国では，女性が移住する権利に対して法的な制限をかけて，

移住を禁止している．その中には若い女性にのみ適用されているものも

ある（表 8.2）．それらの国では，同じような所得，人口でそのような

法律を設けていない国に比べて，移住は 5-6% 少ない．そのような制限

に直面した場合，移住を望む若い女性は何らかの別の方法をとらなけれ

ばならず，そのことは不正な取引のリスクを増加している．

　各国は制限的な措置の撤廃だけでなく，若者にとって利用可能な移住

機会の幅を拡大するために，もっと積極的な措置をとることができるだ

ろう．すでに確立している最善の事例はフィリピンである．2005 年に

は 100 万人もの自国民を契約労働者として海外に派遣している．平均

すると，18-24 歳の若者が全女性移民の 31％，全男性移民の 15％を占

　Moving out of Povertyの研究で訪問したモロッコの 9 つ
のコミュニティでは，若者は現地で良い働き口を見つけるの
が困難であることに関して大きな欲求不満を明らかにした．

「卒業者の数のほうが働き口の 1,000 倍も多い」とフォウム・
ザオウイア出身の若い男性は慨嘆した．一方，ビール・アン
ザラネ出身の若い女性の意見では，数少ない良い就職口は「汚
職，斡旋，ひいき，コネを通じて」埋められている．訓練や
就職斡旋のサービスはほとんどの若者にとっては，大学卒業
資格をもっていても，手の届かない遠いところの話である．
自分で起業することに関して，若い男女は関心と同時に，市
場の弱さ，税金の高さ，複雑な手続き，融資へのアクセスが
困難，自己資金の欠如などが原因で，失望も示している．
　このような状況に直面して，若者は海外移住が前進するた
めの唯一ではないものの，最善の方法であると広く考えてい
る．若い男性にとっての目標は，「規則的に貯蓄して，6 万
ディルハム（6,550 ドル強）で海外雇用契約を買うか，ある
いは 1 人当たり 2-3 万ディルハムのコストをかけて不法移住
する」ことである．スペインにいる 18-24 歳のモロッコ人
移民の 70％以上は男性で，移住した女性の過半数は別の移
民男性と結婚している注54．若い女性にはもっと制限があり，
親は大都市や海外はおろか，自宅外で働かせることに消極的
である．イグララメネ・チジ出身の若い女性の説明では，「少
女は常に監督されている」ということだ．
　この研究対象になったコミュニティの大人たちの間では，
移住はきわめて好意的に受けとめられている．移住は裕福な
家計の助けになっている主因であり，貧困脱却の方法であ

るとされている．ファウム・ザオウイア出身のある女性は，
もう 1 人の息子を海外に送り出す予定であるが，次のよう
に述べている．「これまでの人生で唯一上昇機運だったのは
2000-05 年です．その理由は息子がスペインに移住したこと
にあります」．若者はたとえ移住を家族に強制されたと感じ
ても，そうは言わない．ただし，タメッサ・ティッサヤン・
アゼンドが口にした冗談が，この問題の内奥をうかがわせて
いる．「母親は息子を働かせに遠く離れた都市に送り出して
いる．3 年後に戻ってくると，母親は歓迎して抱きしめる代
わりに，息子にこう言う．『まあ，どうしてこんなに早く帰っ
てきたの，忘れ物でもしたのかい？』」．
　若者は移住に関して大人よりも複雑な感情を吐露してい
る．故郷を出て，家族と別れることに不安を感じる者もなか
にはいる．国際移住の資金が不足している者は国内で移住す
ることがあるが，モロッコの都市における労働条件の厳しさ
を口にする．「苦しい．労働環境は非常に厳しい．ほとんど
の人は建設現場で働くしかない．…どんな仕事をしようと賃
金は最低だ」．にもかかわらず，新しい環境と失業や近代と
伝統の衝突にかかわる家族間の緊張から脱却できる可能性を
歓迎する者もなかにはいる．「みんなが本当に望んでいるの
はヨーロッパに行くことだ．そこでは親と連絡をとることさ
えできない．こちらとしてもどうしょうもない」と言ってい
るのは，ビール・アンザラネ村出身の若者である．

ボックス 8.2 モロッコでは就職の見込みがないことが移住の促進要因

出所：Narayan and Petesch (2006)．

「私は女です．ほかの町に働きに行く
ことはできません．兄弟が絶対に許
してくれません．」

モロッコの女性，20 歳
注 53
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めている注 56．フィリピン政府は人材派遣会社を許可制にして，自国の

労働者を世界的にマーケティングし，受入国 56 カ国と二国間条約を締

結している．大使館員や厚生委員のネットワークが世界的に稼動してい

て，出稼ぎ労働者にとって情報源や支援の役割を果たしている．移住機

会の拡大に加えて，政府は雇用前オリエンテーションを実施している．

移住希望者は希望行き先国の文化に関する講義を受け，不法就労，郷里

送金の方法，苦情を訴える場合の電話番号などに関する情報を提供され

る．

…そして，国際移住にかかわるリスクを緩和する政策を通じて…　人身

売買や不法移住のリスクは，第１に，国内でも海外でもほかの形の雇用

機会を拡大することによって緩和することができる．途上国で恵まれな

い若者の労働市場参入を促進すれば，自国を去りたいという欲求を軽減

することができるが（第４章），大きな所得格差，金融市場の欠如，海

外生活を体験してみたいという欲求などを背景に，依然として，移出の

強いインセンティブが作用するだろう．したがって，合法的に一時的な

移住の機会を提供することは，多くの若者にとって唯一の移住形態であ

る不法移住の代替策の役割を果たすだろう．第 2 に，情報キャンペー

ンや法的措置は若者のエージェンシーを増進できる．人身売買業者によ

る偽りの約束にだまされにくくするのに役立ち，家族によって身売りさ

れた場合には若者に法的手段を提供する．第 3 に，人身売買の犠牲者

に自国での生活に関してセカンドチャンスを与えることができる．途上

国政府と協調すれば，犠牲者が犯罪者として処遇されずに，帰国に際し

ては支援を受けられるようにすることが保証できる．

　移出国は移民に影響する HIV/ エイズのリスクを軽減すべきである．

特にそれが非移民人口に感染するおそれがあることを考えると，そうす

べきである．主要な政策としては 2 つあるが，1 つは移出地域で情報・

予防活動を推進することであり，2 つ目は受入国と協力して，HIV/ エ

イズが感染しにくい環境を移民のために創出することである．例えば，

バングラデシュ，インドネシア，フィリピン，ベトナムにおける出国前

のオリエンテーションでは，移民は HIV/ エイズに関する情報を必ず提

供される．一方，タイでは予防活動が主要な移出地域のいくつかで実施

既婚女性は夫の承諾を要するが，未婚女性には何の制限もない 既婚女性と未婚女性の両方に対して規制あり
コンゴ民主共和国
ガボン
ウガンダ（子供帯同の場合）

アフガニスタン
イラン・イスラム共和国
ヨルダン
クウェート（21 歳未満で未婚者の場合）
リビア
カタール（30 歳未満の場合）
サウジアラビア
スーダン
スワジランド
アラブ首長国連邦
イエメン共和国

未婚女性は父親の承諾を要するが，既婚女性には何の制限もない
エジプト・アラブ共和国（21 歳未満の場合）

表 8.2　女性の移住権を制限している国

出所：McKenzie (2005)．
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されており，配偶者やほかの家族員も情報を入手できるようになってい

る．

　移民とパートナーとの別離に伴うリスクの上昇は，受入国と協力して

配偶者ないしパートナーが移民と同行できるようにすれば削減できる．

一部の受入国の鉱業や建設業では，男だけの宿泊所が移住者の環境とし

て一般的である一方，家族ベースの住居であれば HIV 感染率が激減す

る可能性が研究結果では示されている注 57．カメルーンがその実例であ

り，移民をサポートするための村が建設されており，石油パイプライン

建設現場では移民はそのような村で家族と一緒に生活しながら働くこと

ができる．

若者と情報・アイディアの国際的な流れ
　新しいミレニアムに入ってからの 2-3 年間で，途上国ではインター

ネット，携帯電話，コンピュータ利用が激増している．2000-03 年に

途上国では，インターネット利用者が 2 億 5,000 万人以上，携帯電話

利用者がほぼ 5 億人も増加した．このような新技術の拡大は，テレビ，

ラジオ，固定電話，新聞など古い情報通信技術（ICT）に比べてずっと

急速である（定義 8.1 および表 8.3 を参照）．世界中の多くの地域で携

帯電話は固定電話を凌駕するに至っており，新聞についても南アジアを

除くすべての地域で，1,000 人当たりでみてインターネット利用者は日

刊新聞購入者を上回っている．にもかかわらず，もっと貧しい途上国で

はインターネットの利用水準は低いままで，ラジオやテレビのほうが普

及率が高い．

情報通信技術（ICT）は，ハードウェア，
ソフトウェア，ネットワーク，情報（音
声，データ，テキスト，画像）の収集・
保存・処理・送信・表示の媒体，およ
び関連サービスで構成されている．通
信技術は一連の媒体や，印刷機，電話，
ファックス，ラジオ，テレビ，ビデオ，
オーディオ，コンピュータ，インター
ネットなどの機器で構成されている．

ICT
定義 8.1

出所：Neto 他 (2005)．

EAP ECA LAC MENA SA SSA 低所得国 中所得国 高所得国
1,000 人当たりの利用率

＜旧 ICT ＞
日刊紙 60 ― 61 ― 59 12 44 55 ―

ラジオ 287 447 410 273 112 198 137 344 425 

固定電話 161 228 170 133 39 11 32 177 393 

テレビ 314 408 290 205 81 63 78 319 362 

＜新 ICT ＞
インターネット利用者 68 161 106 46 10 20 16 117 279 

携帯電話 195 301 246 85 23 51 23 224 785 

パソコン 26 73 67 31 7 12 7 42 284 

1 人当たり増加率（2000 年以降，年率％）
インターネット利用者 41 59 38 39 20 32 63 46 13

携帯電話 51 48 27 52 87 42 83 43 17

パソコン 28 18 17 9 27 11 24 20 12

固定電話 21 1 5 15 12 3 14 12 0

テレビ 10 ― ― 5 5 10 4 5 0

表 8.3　急追している：新技術の台頭

出所：World Bank (2006h)．
注：日刊紙（2000 年）とラジオ（1997 年）を除き，データは 2002-03 年のもの．高所得国はここでは非 OECD 高所得国．「―」は入手不可能，EAP は東アジア・
太平洋，ECA はヨーロッパ・中央アジア，LAC はラテンアメリカ・カリブ，MENA は中東・北アフリカ，SA は南アジア，SSA はサハラ以南アフリカ．
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ICT 利用は若者の間で急増
　老若と若者は同じくらいテレビを見るし，ラ

ジオを聴くが，新 ICT，特にインターネットや，

ショートメッセージング・サービス（SMS）とし

ても知られるテキストメッセージングなど携帯

電話のより進んだ特徴となると，主要な利用者

は若者である．キルギス共和国でインターネッ

トを最初に利用したのは，典型的な年齢別パター

ンに従って若年層であり，2001-05 年の利用者

増加のほとんどを占めている（図 8.6）．2005

年に実施された調査に基づくデータによれば，

15 歳以上のインターネット利用者全員に占める若者のシェアは，中国

43％，アルメニア 50％，ボリビア 53％，エジプト 60％，キルギス共

和国 61％，インドネシア 70％となっている．この比率は，2002 年と

03 年に関する数字とほぼ同じであり，2000-03 年に増加したインター

ネット利用者 2 億 6,900 万人のうち，約 1 億 3,000-1 億 6,000 万人が

15-24 歳であることを示唆している．

　若者は年齢が上の層に比べて新 ICT を使う確率は高いものの，若者の

利用率にも国により大きなバラツキがある．2005 年の調査で各国を比

較すると，15-24 歳で一度でもインターネットを利用したことがある人

の比率は，エチオピア 1％未満，インドネシア 12％，ガーナ 13％，エ

ジプト 15％，アルメニア 29％，中国 53％と幅がある．デジタル格差

は各国のなかでも発生している（表 8.4）．コンピュータや携帯電話の

保有率とインターネットや SMS 利用率は都市部の若者がもっとも高く，

しかも教育と所得の水準が高いほどそうなっている．インドネシアで

は，大学生の 59％はインターネットを使ったことがあり，SMS につい

ては 95％に達している．これに対して，初等

教育だけの若者となると 5％未満にとどまって

いる．

　これらの新 ICT の利用は途上国では先進国

におけるよりも共有利用である．若者の多くは

自宅にコンピュータがなく，代わりに学校やイ

ンターネットカフェでインターネットにアクセ

スする（図 8.7）．学校におけるアクセスも国

により格差が見られる．裕福な途上国のなか

には多数の学校が接続しているところもあり，

チリでは学校の 75％がオンラインになってい

る．これとは対照的に，サハラ以南アフリカ 6

カ国のデータでは，接続している学校は 1％未

満にとどまっていることが露呈されている注 58．

携帯電話も農村部を中心に共同利用のことがあ

る．多くの国では電話転売業者へのアクセスが

「デジタル格差はインターネットアク
セスよりも幅広い概念として定義す
べきだ．アクセスがあっても，どう
やってナビゲートするか知らなけれ
ば，何も発見できないからだ．」

アルゼンチンの若者，
2006 年 1 月
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図 8.6　キルギスタン共和国では，若者は年長者よりもインターネット
を使っており，増加のほとんどを占めている

過去 4 週間にインターネットを使った人に占める割合（％）

年齢層
出所：InterMedia による全国聞き取り調査．

2005 年

2001 年

イ ン タ ー
ネットを利
用する（％）

自宅にパ
ソコンが
ある（％）

携帯電話
をもって
いる（％）

S M S を
利 用 す る
（％）

15-24 歳全体 12 5 26.0 24.0 

＜ 15-24 歳のうち＞
男性 16 5 22 22 

女性 8 5 31 27 

都市部の若者 16 7 28 27 

農村部の若者 6 2 21 18 

小学教育以下 3 1 9 5 

中学教育 7 4 19 19 

高校教育 20 8 37 35 

大学教育 59 28 96 95 

＜家計所得（月額）＞
125 万ルピア超 29 19 57 55

60-125 万ルピア 10 3 33 22

60 万ルピア未満 5 0 7 7

表 8.4　インドネシアの若者におけるデジタル格差

出所：InterMedia による全国聞き取り調査．
注：ルピアはインドネシア・ルピアで 125 万ルピアは約 128 米ドル，60 万ルピアは約 61 米
ドルに相当する．
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一般化しており，若者がアクセスする障壁の低下に貢献している．

　若い男性と比べると，若い女性のインターネットのアクセスがこのよ

うな公共のアクセスポイントを経由する比率が低い国もなかにはある

（図 8.7）．ガーナでは，インターネットカフェの利用率について，若い

男性は 16.5％と若い女性の 6.6％の 2 倍以上になっている．女性はこ

のような公共の場所について，居心地が悪いと感じる，あるいは独りで，

ないしはある時刻をすぎると出かけることが制限されている可能性があ

る．女子は学校でもアクセスがむずかしいことがある．サハラ以南アフ

リカでは，男子の就学率が女子を大きく上回っているため，女子は稀少

なコンピュータ資源を大勢の男子と競合することになる注 59．これに対

して，携帯電話については，若い女性が男性に比べてアクセスが少ない

ということはないようで，実際にはむしろ多い国さえなかにはある．

　若者の間で新技術を採用する確率が高いのは，経済的，生理的，社会

的な理由による．移住の場合と同じく，若者の職業人生は長いため，新

技術への投資に伴う利益を享受する時間も長くなる．新 ICT の利用方法

を学ぶのに必要なスキルに投資するコストも，若者ののほうが古い世代

よりも教育水準が高いため低くなり，学校を通じて訓練を受けられるこ

ともあるだろう．加えて，若者にとっては複雑な情報処理能力の修得は

より容易である．若者がこのような技術を使う傾向は，娯楽のために使

いたいという欲求で増幅され，仲間学習やネットワーク効果で強化され

ている．携帯電話やインターネット接続の価値は，仲間のなかで使って

いる人が多いほど上昇する．

　ICT のこのような急速な普及を受けて，世界中の若者はかつてよりも

情報にアクセスし，自国外の人々やアイディアに接続することができ

るようになっている．2005 年現在，インターネット利用者は世界全体

で 10 億人近くに達していると推定されている注 60．166 カ国の利用者

に関する社会的な実験で，指定された目標に接続するのに必要な手続き

数を測定したところ，インターネット世界で 2 人の間にある「6 次の隔

504030201001020304050

図 8.7　公共のインターネットアクセス・ポイントは若者にとって重要

アルバニア

中国

ガーナ

タジキスタン

ベネズエラ・
ボリバル共和国

インターネットカフェ
自宅
職場
学校

男性 女性

インターネットアクセスに使った各場所の割合（％）
出所：InterMedia による全国聞き取り調査．
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たり」（6 人のネットワークがあればだれにでもたどり着ける）という

人気のある概念は，当たらずとも遠からずであることがわかった．外国

の利用者に接続するのに要する手続き数の平均（中央値）は 7 段階だっ

たのである注 61．本報告書用の調査によれば，若者は 25-50 歳と比べる

と諸外国の人々と通信している割合が高い（図 8.8）．ルーマニアの若

者の場合は何と 44％，アルバニアの若者は 74％が，前月に外国人と

通信したと回答している．もっとも一般的な通信手段は電話であるが，

SMS や電子メールも非常に人気がある．

グローバルな接続と若者の過渡期
　多くの若者がコンピュータ，インターネット，携帯電話を使っている

主目的は，ゲームをする，音楽をダウンロードする，友人と話すなど娯

楽であるが（表 8.5），新 ICT は若者の過渡期に広範な影響を与えつつ

ある．仕事や勉強の新たな機会が発掘されており，このような新技術の

双方向性や分権性は，若者に伝統的な経路以外で情報を入手できるさら

に多くの機会を提供して，若者のエージェンシーを高めている．若者の

大多数がインターネットや携帯電話をまだ使用していない途上国も多い

が，使っている人の経験を見ると，アクセス増大の可能性やそれがもっ

ている潜在的な利益が示されている．このような技術の普及は多くの途

上国では非常に最近のことであるため，そのインパクトの慎重な評価は

これからのことである．したがって，多くの場合，本報告書ができるの

は，新 ICT が若者の過渡期を高めるために，効果の規模に関して体系的

な証拠を示さないで，どのように使われているかを説明することだけで

ある．にもかかわらず，途上国における ICT の急速かつ継続的な拡大は，

若者に対するその重要性が増加する，ということを示唆している．

表 8.5　若者はオンラインで何をしてい
るのか？

中国のインターネット利用者のうち，以下の
目的で，時々，しばしば，あるはいつもイ
ンターネットを利用している，と回答した
16-25 歳の割合（％）
ゲーム 72

音楽のダウンロード 70

一般的なブラウジング 69

ニュースを読む 61

娯楽情報の検索 61

電子メール 53

オンラインチャット 50

オンライン学習 35

仕事 31

製品情報のチェック 30

医学情報の検索 20

ブログ 15

オンライン専門訓練 11
出 所：2005 年 1 月 に 5 つ の 都 市 で 実 施 さ れ た
The Chinese Academy of Social Sciences Internet 
Survey注 64．
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図 8.8　若者は年長者よりも海外の人と，特に新技術を使って交信している割合が高い
各交信手段を使っている人の割合（％）

電話
書簡
電子メール
SMS

15-24 歳 25-50 歳 15-24 歳 25-50 歳 15-24 歳 25-50 歳 15-24 歳 25-50 歳
アルバニア バングラデシュ イラク ルーマニア

出所：WDR 2007 InterMedia surveys．
注：数字は過去 1 カ月間に海外の人と交信したことを示す．
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仕事の機会を拡大しセカンドチャンスを提供する．　業務プロセスの外

部委託のおかげで，インドでは 2004-05 年に約 69 万 5,000 人の雇用

が増加した注 62．ある推定によると，世界全体のあらゆるサービス業務

の 11％（1 億 6,000 万人の雇用に相当する）は，違う場所で遂行可能

である注 63．しかし，現実のオフショア雇用は 2008 年までに 410 万人

に届くにすぎないと予測されており，これは将来的に増加の余地が大い

にあるということを示唆している．このような雇用は移住の代替策の役

目を果たし，労働者は自分の労働力を自国を去らずに海外で売り込むこ

とが可能である．

　インドのコールセンターにおける従業員の平均年齢は 23 歳である．

都会出身の男性であり，後期中等ないし高等の教育資格をもっている人

が多い．賃金は先進国におけるよりもずっと低いものの，途上国の水準

では高いほうで，新世代の専門職の若者を作り出している．彼らはデビッ

トカードをもち，付加給付を享受し，一人住まいないしはルームメート

と一緒に暮らすという点で，家族のなかでは初めての人であるのが普通

である．ICT のおかげで若者向けに創出されたほかの雇用には，プログ

ラマー，インターネットカフェ労働者，現地語のウェブサイト開発者，

村の電話オペレーターなどがある注 65．

　ICT は仕事を直接創出するだけでなく，若者向けの非 ICT 職に関する

情報を提供している．フィリピンの労働雇用省が運営しているようなオ

ンライン求人データベースは，インターネットアクセスがある人々に情

報を提供している．もっと貧しい途上国では，携帯電話が求人情報には

特に重要である．南アフリカやタンザニアでは，回答者の多くが携帯電

話は，特に遠隔地や犯罪の多い地域では，求人に関して雇用者に接触し

たり，あるいはされたりするためには必須であるとしている注 66．モバ

イル技術のより新しい利用も就職情報にとって有用であることがわかっ

てきている．ケニアの OKN モバイルは Kazi560 という求人情報サービ

スを提供している．これは SMS（テキストメッセージ）の求人広告を

求職者に送信しており，求職者は受信する情報 1 件当たり少額の料金

を支払う．3 万人の利用者を誇る同サービスは，求人情報のコストが

彼らにとっては払えないほど高かった貧しい労働者を対象にしている．

SMS 情報は新聞や町にやってくるためのバス代の 10 分の 1 の料金で提

供されているのである注 67．

　新 ICT は障害をもった若者に仕事に関してセカンドチャンスの潜在性

も提供するが，この約束は多くの障害者にとってはまだ実現していない．

音声読み上げやテキスト拡大表示プログラムで，視覚障害の若者は ICT

を使った仕事をすることができる．一方，電子メールや SMS のおかげで，

聴覚障害者は仕事に関連した通信のニーズに，より大きな柔軟性をもっ

て対応できる．ICT 職の多くは移動を必要とせず，通信の可能性と組み

合わさると，障害をもった若者に選択肢を提供する注 68．しかし，障害

をもった若者は往々にしてアクセスがもっとも低いグループに属してい

る．これは，所得や教育の水準が低い可能性が大きいことや物理的な障

「最寄りの ICT ビルに行ってみて下さ
い．車椅子で入れますか？　目の不
自由な人が使えるコンピュータが 1
台でもありますか？　先進国の人な
ら何回かイエスと言うかもしれませ
んが，途上国では，特にアフリカでは，
答えは絶対ノーです．」

ウガンダのアンブローズ，
2005 年 10 月
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壁が原因であろう．インターネットカフェは車椅子でアクセスができな

いか，あるいは必要になる技術が備え付けられていない可能性が大きい

からだ．若い障害者に機会を提供する自給型のビジネスモデルの一例は，

デジタルデバイドデータ（DDD）というカンボジアのデータ外注セン

ターである．同社は孤児，地雷犠牲者，身体障害者，人身売買被害者の

若者しか雇用していない．それぞれ 100 人以上の従業員が職業訓練と

教育を継続するための奨学金を受領している注 69．

ICT は学習機会の範囲を多様化するが，教育の欠如はその活用にとって

障壁になり得る．　遠隔教育は 60 年間以上にわたってテレビとラジオ

を取り込んでおり，このような伝統的な ICT は多くの途上国では中等学

校教育にとって，いまだにもっとも費用効果的な ICT 教育介入策であり，

初等以降の学校教育拡大という挑戦に立ち向かうのに役立っている（第

3 章）．例えば，メキシコの「遠隔中等教育」（Telesecundaria）プログ

ラムは，農村部の初等学校を修了した者に対して，遠距離通学すること

なしに，学校教育を継続する道を提供するものである注 70．1 万 6,500

カ所に集まった 120 万人の生徒がテレビで授業を受けてから，教師の

指導を受けながら教室で勉強する．普通の中等学校における科目別の専

門家ではなく，1 人の教師が全科目を教えることによって，生徒 1 人当

たりのコストを半分に抑えている．しかし，「遠隔中等教育」の生徒は

国際的な PISA 試験で得点が低く，質に関して懸念が残っている．した

がって，低コストを維持しつつ，質を改善することが挑戦課題といえる．

　高等教育に関しては，インターネットの双方向性という能力は，アク

セスと経済的負担を改善し，仕事と勉強の継続を組み合わせるという柔

軟性を提供するという点で，もっとも有望である．すでに相当数のオン

ライン学生を教育している途上国が数カ国ある一方，途上国の学生のな

かには移住せずに，先進国の大学からオンラインで授業を受けている者

もいる．例えば，中国では 100 万人近くの学生がオンライン学習をし

ているおり，一方，アメリカのフェニックス大学には 2003 年現在で約

90 カ国からのオンライン学生がいる注 71．このようなプログラムはコス

トを節約しながらアクセスを拡大することができる．メキシコの「テク・

ミレニオ」（Tec Milenio）は親大学の教授を使って，元の 3 分の 1 のコ

ストでささやかな設備の衛星都市キャンパスにオンラインで授業を流す

ことで，働いている若い労働者にアクセスを開いている．しかし，その

ほかの諸国では，インフラが貧弱で，所得が低く，政府の規制があるため，

若者のオンライン教育へのアクセスは制約を受けている．このような状

況下では，オンライン授業と現地の調整役や技術を組み合わせた学習セ

ンターを創設することが 1 つのアプローチになるだろう（ボックス 8.3）．

　貧困途上国では，コンピュータスキルの専門的な授業を公的に提供す

ることに関して，その費用効果と正当化をめぐって大きな議論がある．

ウガンダの「ワールド・リンクス」プログラムなど一部のイニシアティ

ブは，アクセス面でのデジタル格差を軽減するとともに波及効果があ

「私は環境保護や持続可能な開発につ
いて子供たちや青少年を教育するた
めだけでなく，そのような問題につ
いてのビジョン，情報，経験などを
共有する可能性を，教育者や市民社
会組織に提供するために ICT を活用
しています．」

アルゼンチンのセシリア，
2005 年 10 月
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り，プログラムに参加している中等学校生の 80％が友人や家族にコン

ピュータスキルを教えたことがあると回答している注 72．しかし，コス

トが低下するまで，コンピュータによる提供は多くのもっと貧しい途上

国では財政的に不可能であろう．コンピュータ教室のコストは，ある試

算によれば，初等学校生 1 人当たりで裁量的総予算の 2-21 倍に達する

ためだ注 73．たとえコンピュータが提供されたとしても，インフラと訓

練された人材の不足で利用が阻害されかねない．ドミニカ共和国では，

電力が不足ないしそもそも存在しないため，コンピュータが箱詰めのま

ま 4 年間も放置されている学校がなかにはある注 74．学校にすでにある

コンピュータをコンピュータ支援型の学習に使うと有益である．インド

では，NGO「プラサム」（Pratham）が運営しているプログラムのおかげで，

数学スキルが大幅に改善するという結果がもたらされた注 75．

　ICT の専門教育は必要ないかもしれないが，教育の不足は新 ICT の利

用を阻害している．アフリカ数カ国における携帯電話の利用に関する調

査によれば，農村部でのテキスト・メッセージは通話より安いにもかか

わらず，識字能力の欠如と土着言語が原因で SMS の利用度が低い注 76．

インターネット検索による情報面での利益も，読んで，処理し，さまざ

まな情報源のなかから選択する，あるいは自分が探している言葉さえ綴

ることができない若者にとっては，当然ながら小さいものにとどまるだ

ボックス 8.3 技術とともに断続的に前進する――アフリカン・バーチャル大学

　多くのサハラ以南アフリカ諸国の高等教育は，限られた財
源，空っぽの図書館，授業に対する超過需要で身動きがとれ
なくなっている．アフリカン・バーチャル大学（AVU）では
新技術を使ってこの問題を克服して，グローバルな知識と教
育機関に侵入することによって，同地域で良質な高等教育へ
のアクセスを拡大している．しかし，この経験は，常に変化
を遂げている技術を使いこなすことの困難さと，途上国のオ
ンライン教育が現在直面している挑戦課題を例証している．
　AVU は 1997 年に開始された世界銀行のパイロット・プロ
ジェクトから発展したものである．スタートは不安定で，存
続が危ぶまれた．アフリカの ICT インフラは揺籃期にあった
ため，最初はデリバリーの方法として衛星ネットワークによ
るデジタルビデオ放送を使った．しかし，これは非常に高価
で，教師との双方向性が非常に制約されていた．1998-2001
年にはインターネット・プロトコル・スタンダードが急速
に進歩したおかげで，オンライン学習が実現可能になった．
AVU の 100％衛星ベースのアプローチは陳腐化し，非効率
になってしまったのである．
　AVU としては 2001 年に技術オプションを再評価して，コ
ストを削減し，ネットワークの接続と効率性を改善した．デ
リバリーの方法は今ではさまざまなモードを混合したもの
となっており，オンラインコース，衛星ビデオ放送コース，
CD-ROM や DVD にパッケージ化された教材，講師とのチャッ
トセッション，授業補佐員との対面授業などが含まれている．
インターネットの補完的使用でコストは大幅に低下したが，

この地域では通信インフラが未整備なため，衛星技術は依然
として必要とされている．
　AVU は 2 万 4,000 人強の参加者に授業を提供している．
学位，卒業資格，証書，短期課程プログラムなどがさまざま
な学科について提供されており，それにはコンピュータサイ
エンス，公衆衛生，外国語，ジャーナリズム，会計，経営管
理などが含まれている．現在，他大学と共同で提供されてい
るプログラムには，オーストラリアのカーティン大学を通じ
て提供されている経営学と，オーストラリアの王立メルボル
ン工科大学（RMIT）とカナダのラバル大学を通じて提供さ
れているコンピュータサイエンスがある．AVU は空っぽの
図書館に代えて，デジタル図書館を整備し，国際的な雑誌や
電子書籍へのアクセスを提供している．
　AVU というのはまだ進展中のプロジェクトであり，技術
と一緒に引き続き発展していく必要がある．アフリカの大
学がインターネット・サービスに関して負担するコストは，
依然として北アメリカの大学の 100 倍以上にも達している．
残された挑戦はファイナンスである．AVU のパイロットで
は援助国の資金と民間部門からの補助金に対する依存度があ
まりに高すぎた．学習センターは現在では授業料と現地の大
学や政府からの教育交付金でファイナンスされている．

出所：www.avu.org; Halewood and Kenny (2006); International
Telecommunication Union (ITU) (2005); Prakesh (2003)．
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ろう．途上国の多くの若者にとっては，困難さは自分の出生地の言葉に

よるコンテンツへのアクセス欠如によって増幅されている．2002 年現

在，世界のインターネットのページは英語 72％，ドイツ語 7％，日本

語 6％，スペイン語 3％，フランス語 3％，イタリア語・オランダ語・

中国語各 2％，その他言語 1％未満となっている注 77．したがって，世

界的な言語，特に英語による教育は，現地の言語によるウェブサイトの

開発とともに，グローバルなコンテンツにアクセスを拡大する鍵となる．

より情報に基づいた生殖保健に関する決定を促進する．　インターネッ

トの私的で匿名的な性格のおかげで，若者は聞くのが恥ずかしい，ある

いは文化的な理由から口にすることができないような生殖保健や性的関

心事に関する情報に，密かにアクセスすることが可能になる．カトマン

ズ，ダカール，サンパウロの若者の 4 分の 1 は，インターネットを使っ

て性教育に関する情報や保健に関する話題を検索したことがあると回答

している（ボックス 8.4）注 78．この種の情報を入手するほかの機会が

ほとんどない伝統的な社会の若い女性にとっては，これはきわめて重要

である．モーリタニアでは，「ワールド・リンクス」プログラムを通じ

てインターネットにアクセスしたことがある若い女性は，全員が性的関

心事，思春期，HIV/ エイズ予防に関する情報を入手したと回答してい

る注 79．途上国に関するデータは入手不可能であるが，アメリカの家族

計画診療所における若い女性を無作為抽出した実験によると，避妊の決

定にかかわるコンピュータベースの支援は健康に関する知識を増やし

て，避妊具の使用率を高め，思春期の妊娠を削減することができるとい

う証拠が見られる注 80．

ボックス 8.4 生き延びる：ICTを使ったHIV 予防

　テレビとラジオの利用が普及したおかげで，このような古
い ICT が HIV/ エイズの感染を防止する広域キャンペーンの
中心的な手段になった．「生き延びよう」（Staying Alive）と
いう 2002 年のグローバルな HIV 予防キャンペーンは，テレ
ビで放送された分はほぼ 8 億世帯に，ラジオ放送の分は 56
カ国に行き渡った．3 都市における調査結果によれば，キャ
ンペーンに接した人々は HIV/ エイズについて他人に話した
り，コンドーム使用の重要性を理解し，HIV/ エイズに関し
て性交相手と議論し，HIV 検査を受ける割合が高まっていた．
　キャンペーンは現地事情に合わせて調整した場合に，とり
わけ有効であった．アメリカ色に溢れていたので，セネガル
の参加者は自国向けには内容を修正することにした．これは，

「田園風景と服装があまりにも異国風で，言及があまりにも
西洋風で，イメージや会話があまりにも露骨だ」という事
情を背景にしたものである．セネガルの組織委員は，グロー
バルなキャンペーンでもっとも重視されたケーブルテレビで
はなく，ラジオも重視した．セネガルではラジオこそ，もっ

とも一般的で広く普及している電子媒体だったのである．
ダカールで聴取した若者の 96％はラジオにアクセス可能で
あったが，ケーブルテレビでは 39％にすぎなかった．聞き
取り調査をした若者でキャンペーンのことを知っていた人の
割合は，ダカールでは 82％に達したが，キャンペーンがケー
ブルテレビに限定されていたサンパウロやカトマンズでは，
その比率は 25％以下にすぎなかった．
　「生き延びよう」キャンペーンはテレビとラジオ向けのコ
ンテンツを引き続き制作しているが，新しい ICT も取り入れ
ており，10 カ国語でオンラインのウェブサイトを提供して
いる（www.staying-alive.org）．若者にアピールするように
設計された言語と形式で情報，多種多様なヘルプラインへの
リンク，オンラインの討論掲示板，携帯電話のダウンロード
サービスを提供している．

出所：Halewood and Kenny (2006)．
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移民が市民として結びついておくのを助ける．　新 ICT は移民と郷里の

間の障壁を低くしており，海外にいる間も互いに結びついていることが

可能になる．国際通話の高価格は，プリペード電話カードや VoIP（Voice 

over IP）通話で郷里との接続コストが低下している状況下で，大きな

問題ではなくなりつつある．移民になっている家族への通話は，村の携

帯電話のもっとも一般的な使途の 1 つである．オンライン掲示板や移

民のウェブサイトは，移民が同じ故郷のコミュニティ出身の他の人と結

びついたり会ったりして，海外在住者の連帯を育む方法を提供している．

ハイチの「グローバル・ビレッジ・ウェブ」サイトは毎月 50 万件のヒッ

トを記録しているが，うち 80％は国外からであり，海外在住者がコミュ

ニティのことや本国支援の方法を議論するための中心的なフォーラムと

して機能している注 81．

どのような政策が若者による ICT利用の開発インパクトを高めるか？
　若者の ICT 利用は若者の過渡期に対するインパクトを通じて間接的

に，また，全体的な ICT 利用に対する若者の大きな貢献を通じて直接的

に，開発成果に関係する．チェコ共和国，スロバキア共和国，香港（中

国），大韓民国，シンガポールなど体制移行国や新興工業国の一部では，

ICT 生産が直接牽引する経済成長が見られる．しかし，ほとんどの途上

国では，ICT 生産よりも ICT 利用のほうが成長に大きなインパクトを及

ぼす傾向がある．先進諸国に関する膨大なデータによれば，情報技術の

使用が生産性や成長に大きな影響を与えていることが示されている．し

かし，これはこのような技術を導入してから，効果が顕現するまでには

かなりの時間がかかる注 82．

　多くの途上国では最近導入されたことと相対的に利用率が低いことを

考えると，ICT の成長への寄与度は現時点では先進国におけるよりも低

いが注 83，現在急速に普及しているため将来の成長に貢献することが示

唆される．プラス効果がすでに顕現し始めている．国際比較を行った

最近の研究によれば，インターネットのアクセスが途上国企業の輸出

パフォーマンス改善をもたらしている注 84．もっとミクロのレベルでも，

携帯電話へのアクセスが改善したおかげで，農民や漁民が得る価格にお

いて改善見られることを裏づけた研究が発表されている．例えば，イン

ドの漁民はどこで漁獲を陸揚げするかを決定する前に，携帯電話を使っ

てさまざまな漁港の価格に関する情報を入手している注 85．

ICT 利用促進のためにもっとも重要な政府の政策は，健全な経済状況，

競争を促進する規制政策，補完的なインフラなど，どんなインフラ政策

にも共通するコアな要素にある．　にもかかわらず，市場の需要動向が

不確実で，ネットワークに外部性があることから，民間部門はアクセス

を過少供給するおそれがあるため，政府が農村部にサービスを供給する

ために介入する論拠となる．携帯電話が好例であり，電話へのアクセス

が改善したことで開発成果が上がっているという証拠が続出している．
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　インターネットはさらに新しい技術で，入手可能な証拠がまだ少ない

ので，政府が直接インターネットインフラを提供すべきであると勧告す

るのはあまりにも時期尚早である．しかし，ICT 導入の遅れに伴うコス

トも測定が困難であり，労働者がグローバル経済に参加していくために

は ICT スキルの開発が必須であると考えられているなかで，政府とし

てはこの技術の普及を加速化したいと考えているだろう．政府の実績は

この分野ではあいまいである．普及が遅れている地域に政府が直接アク

セスを提供することを選択したのであれば，チリのような諸国から学ぶ

べき点があろう．同国の「接続」（Enlaces）プログラムは，インフラ提

供と教員の訓練や分権化された支援を組み合わせたもので，そのおかげ

で学校ではインターネット利用が普及した．しかし，ドミニカ共和国で

は，コンピュータの支給は補完的なインフラや人材が伴っていなかった

ため，コンピュータが使用されないまま放置されたり，少なくとも教育

目的では使用されないという状態に陥った注 86．

インターネットアクセスの直接提供に関する立場がどうであれ，政府と

しては若者向けに ICT の利益を増加させることができる．　ICT に関す

る若者の考え方を見ると，共同アクセス形態にかかわる政府の規制が若

者のアクセスを左右することが明らかである．規制はインターネットカ

フェを設立しようという民間企業家（往々にして若者）のインセンティ

ブに大きく影響することもある．アルジェリアでは，認可手続きの改

革を受けて，インターネットサービス提供の認可を取得するのがきわ

めて手頃な料金（13 ドル）に低下した．インターネットカフェの数が

1998 年の 100 軒から 2000 年には 4,000 軒に増加して，若者のアク

セスが激増し，インターネット関連の仕事が輩出した注 87．同様に，プ

リペード電話カード業者やインターネットによる長距離通話の容易な参

入の認可は，若者に大きな利益をもたらすことができるだろう．

　政府がインターネット供給に関与するか否かは別として，政府は公共

サービスの内容をオンライン提供することによって，新サービスに対す

る需要喚起を後押しすることができる．政府は自分が使っているメディ

アを介して若者に手を差し延べることができる．現地語によるコンテン

ツに弾みをつけて，国際語がわからない人はコンテンツがないためイン

ターネットを使わない一方，利用者がいないことが現地語によるウェブ

サイトの作成に対する逆インセンティブになるという悪循環を阻止する

ことができる．インドのタミルナードゥ州政府はまさにその好例であ

る．オンラインにかかわるイニシアティブに対してシード支援を提供し

たり，タミル語標準キーボードやタミル文字暗号化計画の決定について

は，民間部門と共同作業を行っている．その結果，インターネット上に

おけるタミル語の使用は，ほかのどのインド語もはるかに凌駕している

といわれている注 88．

　多くの国の現世代の若者はインターネットを初めて体験するわけであ

り，賛否両論が沸騰するのも当然のことであろう．新技術にうとく，使

「ICT の活用によって，プロジェクト
の調整役は資金を調達することが可
能になった．それは，コミュニティ
主導の開発イニシアティブの成功に
貢献した．…その際インターネット
を使用した．ICT は交換プログラム
でも使われている．実施されたプロ
ジェクトや現在実施されているプロ
ジェクトに関して，若者が意見を交
換するのである」．

ジンバブエ，トマス，
2005 年 10 月
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用中に現場にいない親には，したがって危険から若者を保護する能力が

ほとんどない．そこで，若者にどうやって新技術に関して安全で責任を

もった利用者になるかを教えて，児童ポルノ，憎悪グループ，ストーカー，

小児性愛者，電脳いじめなど無制限アクセスのリスクから保護するのか，

という問題がもち上がってくる．2005 年 12 月初旬現在，インターネッ

トによる検索対象用語のトップ 5 件の内 3 件，トップ 200 件の内 68

件は性的なものである注 89．これは生殖保健情報を収集するためにイン

ターネットを使用したいと思っている若者にとっては問題となる．ウェ

ブサイトにフィルターをかけるプログラムは有益なコンテンツを妨害し

かねない一方，フィルターなしに苦労して 10 代の性について検索すれ

ばポルノのコンテンツにたどり着く可能性が高い．さらに，親も社会も

いくつかのコンテンツについては 18 歳児には適切でも，12 歳児には

そうでないと考えるかもしれない．

　膨大な情報量が入手可能であることを考えると，多くの若者は何が信

頼できて何がそうでないのかを選別し判断する備えができていない可能

性大である．したがって，若者が安全で，より有効なインターネットユー

ザーになるのを手助けする必要性がある．このための自然な場所は学校

であるが，インターネットアクセスが学外にしかない諸国が多い．そこ

で，このような新 ICT を安全に使う方法を若者に教えるのに，学校に代

わるメカニズムを実験する必要がある．それはおそらく政府とテレセン

ターとのパートナーシップを通じることになるだろう．この分野に関し

立証済み・成功 有望だが未立証 成功の可能性小
機会
途上国の若者が移住する機
会拡大

二国間協定（フィリピン） 臨時雇いプログラム（カナダの季節的
農業労働者プログラム）

スキルベースのポイント制度（オース
トラリア，カナダ）注 90

既存移民の機会拡大 自由参入と競争を認める規則（複数国） 不在者投票と二重国籍（メキシコ，モ
ザンビーク，その他）

移民の帰国を促進する租税インセン
ティブ（マレーシア）

情報や通信手段へのアクセ
ス増大

共同アクセスの提供に関する許可の簡
単化（アルジェリアのインターネット
カフェ）

現地語コンテンツ向け政府支援（イン
ドのタミルナドゥ州政府）

学校にコンピュータ設置・カリキュラ
ムには取り入れない（ドミニカ共和国）

途上国で働きながら勉強す
る新しい機会創出

国際的な言語を教える（インド） オンライン高等教育（中国，メキシコ
のテックミレニオ）
SMS とオンライン求人票（フィリピ
ンの OKN モバイル，スリランカのオ
ンライン求人票）

能力
HIV/ エイズをめぐる知識
と状況の改善

若い男性移民向けの家族用住居（カメ
ルーン石油パイプライン・プロジェク
ト）

移民向け事前オリエンテーション
（フィリピン，タイ）
コンピュータベースの避妊に関する意
思決定（アメリカの家族計画診療所）

インターネット上の性的コンテンツの
厳格な検閲

責任あるインターネット
利用者の育成

テレセンターとの協働による教育プロ
グラム

セカンドチャンス
人身売買防止と犠牲者支援 情報キャンペーンと犠牲者向け社会復

帰（ドイツの BMZ：女性の人身売買
に関する GTZ プログラム）

若い女性の出国権制限（スーダン，イ
エメン共和国）

若い障害者向けに就職機会
提供

若い障害者に仕事を提供するための
ICT 利用（カンボジアの DDD）

表 8.6　グローバルな世界における若者向け政策
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ては何がうまく機能するのかはほとんどわかっていない．

　　　　　　　　　　　　――――――――――

　若者は移住や情報の国際的なフローへの参加に関しては非常に積極的

である．それでは，このような関与をフルに活用できる政府の優先課題

はどうあるべきだろうか？　表 8.6 は最初の措置をいくつか列挙したも

のである．途上国の政府は，本国との市民権の結びつきを保持すること，

郷里送金を手軽で安いものにすること，そして帰国の障壁を撤廃するこ

とによって，既存の移住者に対する機会を拡大することを試みることが

できる．しかし，移出国にとっての最優先課題は，移入国と共同して，

両国と移住者本人にとって有益な形で若者の移住機会を拡大する二国間

協定を締結することであろう．臨時雇いプログラムは 1 つの有望な方

法である．政府としては人身売買を防止するプログラムをさらに実験し，

このような政策に関して慎重な評価を実施する必要もある．

　ICT に関する政府の最優先事項は，容易な参入と競争を規定する規則

を制定することによって，民間企業が ICT サービスの需要増加に対応で

きるような良い投資環境を保証することであろう．村の電話やインター

ネットカフェなどの共同アクセス形態に関して良い規制条件を提供する

ことが，若者にとってやはり特に重要である．政府としては，国際的な

言語を教え，現地語によるコンテンツ開発に支援を提供し，若者に責任

ある安全な使用を教育する方法を開発することを通じて，若者に新技術

を最大限に活用するのに必要なスキルを提供する方法を実験してみる必

要もある．どれがうまく機能するかを発見し，教訓を国際的に共有する

ためには，そういった政策を厳格に評価することも必要となろう．
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援助国ができること

　若者の成果を支援するために，援助国がどの程度関与す
べきかを決定するのは，超人的な課題であり，本報告書の
執筆者も挫折寸前であった．各国政府の場合と同じで，プ
ログラムやプロジェクト活動を年齢別に体系的に追跡して
いる援助国は非常に稀である．以下の指摘は限定的な数の
援助国からの情報やフィードバックに基づくものであり，
包括的なレビューはほかの人に譲りたい．

若者のレンズを通して見た援助国
　本報告書で各国の政策を評価する際に使っている「若者
のレンズ」を通して見ると，援助国の政策やプログラムは
どの程度うまくいっているのだろうか？　大きなギャップ
があるようにうかがわれ，機会を拡大し，エージェンシー
を高め，セカンドチャンスを拡張するために，援助国の関
与を強める余地がかなり大きいようである．

人的資本開発のために機会を拡大する
　人的資本に対する国際的な投資のほとんどは，途上国の
教育と保健に関して子供の機会を改善することに焦点を当
てている．これは本報告書も強調しているテーマ，すなわ
ち，若いうちの予防的なアプローチや投資を重視するとい
うことと整合的である．しかし，子供や基礎サービスを重
視するということは，若者問題をないがしろにするという
ことを意味することもある．途上国全体で見ると，12 歳

以上の子供は 0-18 歳全部の子供の約 30％を占めている
ものの，この年齢層には一貫した焦点がほとんど当てられ
ていない．
　この若者層のグローバルな規模と，同層が直面している
リスクや機会の変質を考えると（第 1 章），それより若い
時の投資をベースにさらに増やし，それより年上の子供や
若者のニーズに取り組むためには，補完的な政策が必要で
ある．どんなことをさらにしたらいいのだろうか？
　重要な課題は，各国による現在の援助戦略が若者にどの
ように役立っているかを包括的に評価することである．例
えば，世界銀行融資の若者関連部分は過去 2-3 年間で増
加している．若者指向の融資の焦点は 1990 年代後半にお
ける主に正式な教育から，健康的な行動，生計や雇用，非
公式教育，家族やコミュニティの支援の促進といった分
野にシフトしており，現在では後者が若者指向型融資の
約 40％を占めている．このような評価は各国レベルで重
要な問題に対処するために活用することができるだろう．
ギャップはあるか？　重複はないか？　介入策の優先順位
は十分に明確か？
　このような疑問に答えるためには，若者の成果が多面的
な性格をもっているので，介入策を横断する相乗効果を検
討することが必要となる．これはほとんどの援助機関に
とってむずかしい課題である．例えば，若者により健康的
な生活スタイルの採用を奨励する介入の多くは，保健部門

スポットライト

　援助国は政府が若者向けに，機会を拡大し，能力を高め，セカンドチャンスを提供するための政策を実施す
るのを手助けすることができる．援助国にとって重要な措置は，機会，能力，セカンドチャンスに関する若者
のレンズを自分自身の政策に適用して，本報告書で指摘した有望だが，まだ立証されていない政策の評価に資
金供与することである．

二国間および多国間の青少年プログラムを組織する

　1997 年，ドイツ連邦政府の経済協力開発省（BMZ）は，
開発援助のなかで子供たちや若者を重要なテーマにすえた
初めての国際的な援助者になった．BMZ は過去 10 年間にわ
たって，若者に利益をもたらすことを意図した多種多様なプ
ログラムを支援してきた．それを実施する機関の 1 つであ
るドイツ技術協力機関（GTZ）は，いくつかのメカニズムを
活用して，青少年開発を総合的な戦略に統合化することを推
進し，新しい若者指向型プロジェクトを検証し，部門をまた
がる調整を可能にしている．

組織体系としては，保健，教育，および青少年といった
部門を同一部局にまとめる．この 3 分野に関しては管理
者による地域的会議を頻繁に開催する．
知識管理に対する大規模投資を行うことで，さまざまな
プロジェクトの経験へのアクセスを改善し，部門を越え

•

•

て若者に影響する知識をより多く共有することが可能に
なる．
複数の分野を一本化する試みを含め，新しいアプローチ
をテストする（教育と対立の転換，職業訓練支援のため
の情報通信技術，HIV/ エイズ防止用の仲間同士の教育）．

　多国間機関のなかにも行動を起こし始めたところがある．
開発ファイナンス・エージェンシーの中で青少年戦略を確立
したのは米州開発銀行が初めてで，若者雇用ベンチャーに関
しては主要な資金提供者になっている．2003 年，世界銀行
はより若者重視のアプローチを開発し，行内の調整を円滑化
するため，「子供・青年」担当アドバイザーを任命した．

•

出所：筆者による BMZ および米州開発銀行との意見交換．
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の枠外で実施する必要がある（第 5 章）．職業教育は特定
の部門ないし産業における目先の雇用に必要とされるより
も，幅広いスキルを提供する必要がある（第 3 および 4 章）．
　このような作業の大部分は，各国のプログラムを決定す
る援助機関やその他組織内のグループで行う必要がある．
しかし，優先順位を付けた上で，諸外国から教訓を学ぶと
いう最重要な戦略を確保することも有益だろう．援助機関
は健康や保健など十分確立した部門では比較的うまくやっ
ているが，若者向けの分野についてはこれからの課題であ
る（ボックスを参照）．

意思決定エージェントとしての若者の能力を開発する
　本報告書で議論した重要な問題の 1 つは，若者は発言
権をもち，自分の人的資本形成を決定する人間として認識
されているかどうかであった．若者の発言権と意思決定能
力を促進するために，援助国が実施することができる活動
が 2 つある．1 つは，もっとも恵まれない者を中心に，若
者のグローバルな唱導者として積極的に活動することであ
る．もう 1 つは，若者を政策やプログラム開発にもっと
直接的に関与させることである．
　グローバルな唱導者として，援助国は国際条約の採択を
いっそう推進することができる．例えば，それには国際的
な関心を喚起させた，人身売買や児童労働に関する国連条
約が含まれるだろう注1．「青少年雇用ネットワーク」（Youth 
Employment Network）の下に集結することによって，援
助国は若年失業の取り組みについて関心を喚起し，公約を
形成するのに重要な役割を果たしている．
　しかしながら，唱導がより有効となるためには，具体的
な政策やプログラムで補完する必要がある．例えば，援
助機関（BMZ，Sida），NGO（オックスファム，女性人身
売買反対同盟［Coalition against Trafficking in Women］），
国際機関（ILO，IOM，UNICEF）は，人身売買を削減し，
犠牲者を全面的に支援するプログラムをもっている．しか
し，知識の共有がほとんどなく，このようなプログラムは
ほとんどが有効性の評価が実施されていないため，何がう
まく機能しているのかを理解するのが困難である．援助国
は知識のプールやプログラムのもっと厳格な評価の支援に
いっそう投資することができるだろう．
　 児 童 労 働 に 関 し て も 行 動 が 行 わ れ て い る．ILO，
UNICEF，世界銀行の共同研究プログラムである「児童
労働を理解する」（Understanding Children's Work）は，

「行動のためのオスロ・アジェンダ」（Oslo Agenda for 
Action）によって創始されたもので，児童労働に関する国
際的な課題を前進させている．児童労働の理解を深めるこ
とに加えて，イエメン共和国などといった諸国における児
童労働の取り組みに関与していた政府の諸部局や諸機関の
努力の大きな調整に効果があった．一般的に若者に関する
データの不備や，厳格な評価を受けた介入策の不足に取り
組むために，同様の共同努力を払うこともできるだろう（第
9 章で検討）．

　援助国は若者をもっと直接的に政策やプログラム開発に
巻き込むこともできる．これは若者向けの財政的および技
術的な支援を通じることになるか，あるいは，援助国自身
の組織が若者を国際的，国家的，地方的な開発プロセスに
関与させるべく，より大きな財源を与えるという形になる
だろう．国連総会に若者の代表を招聘するのはそういった
イニシアティブの 1 つである．もう 1 つはドイツ政府が
若い専門家や将来の指導者に提供している訓練である．若
者の発言権は若者に焦点を当てた報告書やプロジェクトの
準備の一環として，若者と定期的な協議会を開催すること
を通じても支援することができる．世界銀行の「パートナー
としての若者」（Youth as Partners）という活動は，ブラ
ジル社会のさまざまな部門出身の若者の代表団が定期的に
集合して，同国のプログラムにフィードバックを提供して
いる．ドミニカ共和国やマケドニア旧ユーゴスラビア共和
国の若者開発プロジェクトの準備でも若者は直接関与して
いる．

セカンドチャンス・プログラムを支援する
　セカンドチャンスを必要としている若者が大勢いる．紛
争や政治的ないし経済的な惨禍で「失われた世代」がいる
諸国がもっとも典型的である（第 7 章末のシエラレオネ
に関するスポットライトを参照）．貧困国では若者の識字
率が低いのが普通であるが，下図で見るように，アフガニ
スタンやシエラレオネなど，長年にわたる紛争から立ち直
りつつある貧困国ではもっと低い．援助国は学校教育のイ
ンフラ再建という形で強い反応を見せているものの，往々
にしてもっと必要なのは年長者のさまざまなニーズを考慮
に入れることである注 2．若者に役立つほかのセカンドチャ
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若者の識字率が低い国が多いが，特に紛争から立
ち直ろうとしている国ではそうである

15-24 歳の識字能力がある人の割合（％）

シエラレオネ

アフガニスタン

1 人当たり GDP（PPP，2000 年不変ドル）

出所：Fares, Montenegro, and Orazem (2006a); World Bank (2006h)
に基づく筆者の試算．
注：図中のデータは 64 カ国に関する年間延べ 92 カ国の観測値で
ある．図中の曲線は，識字率の 1 人当たり GDP の対数値に対す
る両側トービト回帰によって当てはめた線である．



国境を越えて移動し意思疎通を図る　291 

ンス・プログラムとしては，労働市場に密接に連動した再
訓練プログラムと，費用効果的な修復的司法や社会復帰の
プログラムがある．

前進する：有望だが立証されていないプログラム
の評価に資金供与して，各国間で教訓を共有する
　本報告書で指摘したプログラムの多くは実証されている
というよりは有望であるというにすぎず，ほとんどが個々
の国とそこの若者の特殊事情に適合させる必要がある．援
助国は政府にとって新しすぎるか，あるいはリスキーすぎ
る可能性のあるプログラム分野に関して，適合や革新を促
進することができる．さらに，その評価を支援することが
できる．『世界開発報告 2004：サービスを貧困層向けに
機能させる』では，世界銀行を含めた援助者側には評価用
の財源があるにもかかわらず未使用になっている，という
事実が強調されていた．以下のような本報告書が指摘した
有望なプログラムを評価するのが，財源の賢明な使途であ

るといえるだろう．

生活スキルの教育（第 3，4，5，6 章）
就学率を引き上げるために教育の収益率に関する情報
の提供（第 3 章）
生徒会，兵役やその他サービスを学習するプログラム，
生徒議会，生徒指導力開発プログラムなど生徒の市民
性を高めるプログラム（第 3，7 章）
公共事業を通した貧困層の若者のスキル形成プログラ
ム，または企業が若者を新規雇用するような賃金補助

（第 4 章）
若い犯罪者向けの修復的司法プログラムや若い犯罪者
を処理する移動法廷制度（第 7 章）
ケニア，フィリピン，スリランカにおけるように，求
人票を提供するためのインターネットや SMS の利用（第
4，8 章）

•
•

•

•

•

•
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　基本スキル以上のものを要求する世界では，若者が学ぶ機会を拡大す

るということは，初等学校教育を超えて前進するということを意味する．

人的資本の形成には学校教育以上のことを必要とするので，それは若者

をもっとコミュニティや社会に関与させることによって，仕事で自分の

才能を発揮する機会をもち，能動的な市民として参加できるようにする，

ということも意味する．若者の意思決定に関して情報を提供し，それを

円滑にすれば，選択がうまくなり，労働者，企業家，親，市民として成

功するのに役立つ．誤った決定ないし貧しい状況からの回復を図らなけ

ればならない人に関しては，逸失した機会を補うためにセカンドチャン

スを提供すれば，若者が取り返しがつかない形で置き去りにされること

はなくなるだろう．

　多くの低所得国にとって，優先課題は若者に良質の基礎教育（初等中

等教育を含む）を提供し，サハラ以南アフリカの一部のように HIV/ エ

イズの汚染度が高いところでは，性的に活動的になり始めた若者の間に

おける感染を予防することによって健康を保護することである．ともに

仕事への過渡期には助けになる．このような諸国の大勢の若者にとって，

生活や仕事のための基礎教育はセカンドチャンス・プログラムを通じて

修得しなければならない．若者のスキルをフル活用し，仕事に関するス

キルを形成するさらなる機会を提供するためには，成長にとってよい総

合的なマクロ経済環境を維持することが必要であろう．

　東アジア，東ヨーロッパ，旧ソビエト連邦のように，大衆向けに基礎

教育およびその後に中等教育をすでに提供している中および高所得国に

とっては，挑戦課題は高等教育制度を開発して，喫煙，肥満，交通事故

など若者に対する新たな健康上の脅威に取り組むことである．セカンド

チャンス・プログラムもやはり必要であるが，低所得国ほど大規模では

なくてよいだろう．成長にとって良いマクロ経済環境に加えて，新規参

入者をもっとうまく受け入れるためには労働市場制度の改革が必要かも

しれない．

　どうすべきかがわかっているだけでは十分ではない．若者向けの政策

は往々にして失敗している．なぜか？　主因が 3 つある．第 1 に，若

者の過渡期に影響を与えるためには，多くの部門が機能する必要がある

のに，若者の成果について説明責任の所在を確立するように首尾一貫し

たアプローチを採用している国はほとんどない．多くの国は若者につい

てビジョンをもっている．典型的には「国家の若者政策」に明記されて

いるが，優先順位の設定あるいは行動の調整がまったくできていない．

若者政策：実施する，しかもうまく実施するchapter 9
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このような政策は再検討して刷新する必要がある．政策が十分明確な場

合でさえ，国の開発政策から孤立している可能性がある．低所得国の貧

困削減戦略ペーパーがまさに適例である．つい最近まで，若者の問題を

貧困と戦うより広範な社会的努力の一環として統合化するということが

ほとんどなされていなかった．これは変化しつつあるが，必ずしも速さ

が十分ではない．分析，国家の政策立案や予算策定のプロセスとの統合

化，調整を経た実施，モニタリングや評価のためには，能力の増強も必

要である．

　第 2 に，若者は自分たちに影響する政策の設計や実施に関して，発

言権をもっていないことが多い注 1．また，あらゆるレベルの政府は若者，

特により正式に市民として関与し始めている年長の若者に耳を傾けるこ

とに関して，もっとオープンでなければならない．公共サービスの重要

な顧客として，若者は実施に参加してフィードバックを提供することに

よって，質を改善することができる．この種の意見を聞くという有望な

経験は，東ヨーロッパの高等レベルの学生による反汚職努力に見られる

ように，すでにサービスの提供にインパクトを与えつつある．

　第 3 に，成功物語がほとんどない．有効であることが立証された政

策やプログラムがほとんどないのである．本報告書で検討したものも含

め，若者向けのあまりにも多数の政策は有望であるが，まだ証明されて

いないという状態が，より幅広い適用にとって重大な障害になっている．

どの政策やプログラムが若者の成果を改善するのかということとその理

由を発見するためにはもっと努力する必要がある．これは容易ではない．

若者のある過渡期からは他人への波及効果があるし，政策のなかには単

独ではなく組み合わせのほうが効果が大きくなるものがあったりするか

らだ．どういう状況下において，何が機能し，何が機能しないのかがわ

かれば，すべての諸国の政策改善にとってきわめて大きな価値があるだ

ろう．

若者政策の優先課題は国情によりさまざまである
　これまでの章では，学習，仕事，健康維持，家族形成，市民権行使と

いう若者の 5 つの過渡期にまたがる投資決定に影響を与える政策に焦

点を当ててきた．若者の結果に影響する政策の全レインジが，本章では

「若者政策」と呼ぶことにするものを構成することになる．

　このような政策を繰り返す代わりに，次のように質問したい．本報告

書の第 3-8 章で検討し，概観で要約されている政策勧告は，各国の状況

にどのように適合させたらいいのか？　少なくとも 4 つの側面を検討

すべきであろう．第 1 に，第 1 章で検討したように，若者のスキルや

能力（人的資源）の初期水準は，各国がこれからその上に築き上げてい

くことが可能な基礎となる．これは次の質問に対する回答に応じて決定

することができる．初等教育と中等教育の修了率はどの程度か？　思春

期を迎えようとしている若者はどの程度健康か？　短期的および長期的

に若者の健康にとって大きな脅威となるのは何か？　若者は労働市場で
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生産的な雇用を通じてスキルを修得しているか？　若者は親になる準備

ができているか？　若者にはコミュニティや社会活動に参加する機会は

あるのか？

　第 2 に，一国の所得水準は，若者や家族がこのような投資を自分自

身で負担できる程度を決定する．所得水準は政策やプログラムを実施す

る行政能力の代理変数にもなる．高等教育への進学を奨励する所得条件

付き融資プログラムを管理するためには，高水準の行政能力（特に税務）

が必要である．このため，低所得国にはそのようなプログラムの実施は

困難なものとなっている．条件付き現金移転などほかの財政インセン

ティブは，融資制度があるにもかかわらず，中等学校に進学しない若者

が大勢いる場合，多種多様な状況下で有効であることがわかっている．

　第 3 の側面は人口動態の変化にかかわる段階である．自国は人口動

態が変化しつつあるのだろうか，扶養率低下に伴って機会の窓口はある

のだろうか？　あるいは人口動態の変化はこれから始まるのだろうか？

　もし後者であれば，（チャド，ニジェールのように）子供や若者の人

的資本に対する投資のために利用可能な財源は着実に減少している．こ

のような諸国では，出生率を低下させ，子供や若者の生活を改善するた

めには，基本的な母子保健サービスを強調することが必要不可欠である．

これと反対の極には，扶養率の低下による機会の窓口が間もなく閉じよ

うとしている諸国がある（アルメニア，中国）．このような諸国は急激

な高齢化によって若者と高齢者のニーズの間でトレードオフが先鋭化す

る前に，今，行動を起こすべきである注 2．

　第 4 は，第 2 章で検討したが，若者が自分自身に関する決定にどの

程度影響力をもっているかということである．意思決定が共同のものと

なっている社会では，家族やコミュニティが若者に影響する決定に関し

て，同じかそれ以上の発言権をもっている（バングラデシュ）．もっと

個人主義的な社会では，若者の意見が最終決定にもっと重要視される可

能性があろう（マレーシア，ルーマニア）．意思決定の自律性と所得水

準との間にはある程度の相関関係が見られる一方，貧困国（エチオピア）

の若者でも意思決定に関してやや富裕な国（イラク）の若者と同じくら

い自律性をもっていることがある注 3．

　このような側面は重複することもあるが，それぞれ別個のものである．

一般的に言えば，各国が何に焦点を当てるべきかという優先順位を設定

する際には，人的資本と所得の初期水準が重要になる．人口動態上の過

渡期の段階が示唆するところによれば，各国の行動は緊急を要する．意

思決定に関する若者の自律性はだれを対象にすべきかと，介入策の種類

に影響する．

所得が非常に低い国
　シエラレオネを検討してみよう（第 7 章末のスポットライトを参照）．

所得と人的資本が非常に低いサハラ以南アフリカ諸国に典型的である

が，シエラレオネも紛争終結後の復興期から長期的な発展過程に移行し
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つつある．しかし，人口動態の変化はこれからである．したがって，成

長のためには健全なファンダメンタルズを維持することに加えて，初等

教育や基礎的な保健ケアに関するアクセスと質を改善することが優先事

項でなければならない．そうすれば，若者に対して生活と仕事の基礎を

提供するだけでなく，出生率低下という変化に備えた条件を作り出すこ

とができるだろう．

　子供を就学させるだけでは不十分である．シエラレオネの現在の若者

は就学しなかったため，今では読み書きができない．（ガーナの機能的

識字プログラムのように）学校でセカンドチャンスを提供すれば，もっ

と見返りの多い職業に就くチャンスが改善するだろう．基本的な識字学

習と組み合わせるか，またはその補完策として，（セネガルの Agetip の

ような）公共事業プログラムにおける雇用を通じてスキルを修得するこ

とも検討すべきだろう．紛争に直接関与していた若い男子にとっては，

仕事につながる社会復帰対策が必須である．

　健康と子育てに必要な基礎スキルは，学校での生活スキル訓練との組

み合わせ（ナミビアの「自分の未来，自分の選択」プログラム），セカ

ンドチャンス・プログラム，学外の若者にとって魅力的なソーシャル・

マーケティングやメディア・キャンペーン（カメルーンの「若者の前途」

プログラム）などを通じて，提供することができるだろう．たとえ若者

が自分でもっと責任をもつようになっても，健康リスク，出産間隔，そ

のほかの生殖保健問題に関する情報やアウトリーチは，若者だけでなく，

もっと幅広く家族やコミュニティを対象にすべきである．

　自己再建中の社会では，制度は若者の参加に対して本当にオープンで

なければならない．法的アイデンティティと地元コミュニティ組織への

代表権を保証し，若い犯罪者に対してもっと軽い制裁を加えれば，連帯

感を強めるのに大いに有益であろう．

急成長している国
　ベトナムは低所得国であるが，基礎的なこと以上のことを行っている

（第 3 章末のベトナムの若者に関するスポットライトを参照）．人口動

態上の配当を享受して，中等教育修了率が高く，経済が急成長している

おかげで若者は簡単に就職できる．扶養率は向こう 20 年間にわたり低

下が続くため，高等教育の質や，経済および社会の急激な変化に伴う若

者へのリスクを改善するという挑戦に取り組む余裕があるだろう．

　現在，ベトナムはもっと多様で弾力的な後期中等および高等教育制度

へのアクセスを拡大する必要があり，（中国の産学連携のように）学校

と職場との結びつきを強化しながら，若者が適切で実際的なスキル（情

報技術や外国語）や生活スキル（問題解決やチームワーク）を学べるよ

うなカリキュラムを見直し中である．高等教育は民間部門と手を握るこ

とによって拡大することができる（チリ）．しかし，質を確保するため

には（これを誤まっている途上国が多い），ベトナムとしては良い認証

や評価の制度が必要であろう（チリや大韓民国は良い手本である）．特

「われわれはコミュニティでは尊敬さ
れていない．みんなわれわれのこと
を粗暴で，どうしょうもない元戦闘
員と呼んでいる」．

シエラレオネのボンバリ地区の若者，元戦
闘員でバイク乗りが商売，

2006 年 2 月
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に貧困家庭ないし農村部出身の優秀な学生に関しては，機会を創出する

だけでは不十分だろう．そこで，ローンないし奨学金は困窮者や仕事と

の相克に悩んでいる人を対象とすべきである（メキシコの個人学習勘

定）．

　ベトナムでは健康リスクが高まっているが，これはアルコールや麻薬

の乱用，性感染症，その他のリスキーな行動が原因である．したがって，

若者にとって正しい決定に役立つような情報の増加やインセンティブの

強化は利益になるだろう．前期中等学校で健康改善に必要な生活スキル

を教えるのは有益である（南アフリカでは最近中等学校でカリキュラム

の改訂が行われ，このようなスキルが盛り込まれた）．若者の間で交通

事故が著増している状況下，交通安全は強調に値する生活スキルである

といえよう．

　若者向けの性や生殖保健に関するアウトリーチや情報の普及は，この

ような問題に関しては若者自身が主要な意思決定者であることから，秘

匿性を配慮して実施すべきである．しかし，たとえ情報が最善のもので

あっても，ベトナムの若者の多くはつまずくであろうから，セカンドチャ

ンス・プログラムはやはり重要となる．それは浮浪児や売春婦など恵ま

れない若者にとっても重要であろう．

　ベトナムでは，若者が公的生活に参加する機会が徐々に増えてきてい

るが，公共サービスへのアクセスがしばしば制約を受けている都市部へ

の若い移住者を法的に認めるという点に関しては，政府はもっと何か対

策がとれるだろう．

　シエラレオネとベトナムはかなり違うかもしれないが，若者が 5 つ

の過渡期にある途上国のなかではわずかな相違を示しているにすぎな

い．このような多様性を考えると，何が優先課題になるのかについて一

般的な結論を導くことは困難である．それが各国が自国の状況に応じて

政策を選択しなければならないゆえんである．

若者政策は往々にして若者を裏切る
　政策立案において，何をすべきかを知るのはいろいろな点で容易な部

分である．それを確実に実行すること，しかもうまくやることの方がもっ

とむずかしい．若者政策は良く言っても，少なくとも次のような 3 つ

の理由から，若者のスムースな過渡期を確保するという点では成否が不

透明である．

若者に影響する政策や部門相互間の調整が不十分で，若者の結果に関

する説明責任が限定的である．

モニタリングと政策やサービス提供の質に関するフィードバックの提

供において，若者の発言権が弱い．

立証済みの成功例が少ない．

•

•

•

「一番背の低い大人でも一番背の高い
若者より高い」．

シエラレオネのトンコリリ地区，若者，
2006 年 2 月
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調整が悪く説明責任が限定的
　5 つの過渡期にわたる若者の成果は，単に保健部門とか教育部門とか

いう以上のものに影響される．過渡期は重複するので（ある 1 部門の

結果は他部門の政策に影響される），成果に影響を与える政策を立案す

る際には，多数の部門が一緒になって機能する必要がある．就職の困難

性に取り組むためには，労働市場だけでなく，マクロ経済策，あるいは（第

4 章で検討した）投資環境および教育や訓練の質も考える必要がある．

市民権を教え込むには学校を巻き込む必要がある（第 7 章）．就学率を

高めるためには，「仕事や結婚」対「教育」といった相反する選択を調

和させる必要がある．メキシコの「機会」という教育部門としては標準

的とはいいがたい手段である条件付き現金移転が成功しているのは，そ

れがまさに若者の時間をめぐる競合する需要に取り組んでいるからだ

（第 3，6 章を参照）．個々人の過渡期は百人百様であるため，すべての

若者に届くのは困難であろう．健康に関する情報や教育キャンペーンが

若者に届くためには，一連の広範な部門をまたがって作用しなければな

らない．若者は就学中か退学中かわからないし，就職中か失業中かもわ

からないためだ（第 4，5 章を参照）．

　１つの過渡期から他の過渡期へ波及効果がない場合でさえ，部門をま

たいだ調整がやはり必要かもしれない．前期中等教育を義務化する（第

3 章）ためには，多くの諸国では，学校への物理的なアクセスを増大さ

せるために，交通やその他のインフラの改善が必要になる．ベトナムで

は，交通事故による高死亡率に対処するためには，より安全な交通ルー

ルやもっと厳しい取り締まりが必要になるだろう（第 3 章末のベトナ

ムの若者に関するスポットライトを参照）．多くの若い女性にとっては，

学習ないし雇用の機会を活用するためには，エネルギーや水の効率的な

入手先に対する投資を通じて，骨が折れる家事の一部から解放されるこ

とも必要になるだろう（第 2 章末の性差に関するスポットライトを参

照）．

　たいていの国では，各部門の担当省が若者に影響するほとんどの政策

に関して責任を負っている一方，若者担当の省庁ないし部局は若者の成

果に責任をもっている（ボックス 9.1）．これでは説明責任の系統があ

いまいになる．若者担当の部局は通常は部門担当の部局に対してほとん

ど影響力をもっていないからだ．国によっては，若者担当省が部門担当

省から若者政策について有害であるという反論を引き起こしたことさえ

ある．若者担当部局のトップが政治的な被任命者で，若者の中長期的な

ビジョンの開発あるいはモニタリングに特に関心をもっていないことも

ある．部門がさまざまで，説明責任の系統が弱いため，どの部門もフル

に説明責任を負っておらず，その結果，若者の成果は被害をこうむるこ

とになる．

政策策定やサービス提供における発言権が弱い
　若者の利害は，地方や国のレベルの意思決定に参加しているほかの年

「教師は…理論的に教えるので，それ
では若者がよく理解できず，仕事を
見つけるのに不利だ」．

ベトナムのハノイ，若者，
2006 年 3 月



若者政策：実施する，しかもうまく実施する　299 

長グループによって代弁されている可能性はあるものの注 4，若者が自

分たちに影響する政策に関して協議を受けることが，いかに稀であるか

は驚くべきである．ある推定によれば，さまざまな関係者の意見を反映

させることが目的である全国青少年評議会が存在する国のうち，3 分の

2 は若者の NGO に耳を傾けていない注 5．低所得国では貧困削減戦略プ

ロセスの一環として，協議にあずかっている若者や若者の NGO はほと

んどない（さらに以下で詳述）．

　サービス提供は若者のことが考慮されていないもう 1 つの分野であ

る．若者が公共サービスにとっては重要な顧客であるにもかかわらず，

往々にして協議を受けていない．にもかかわらず，若者は直接的な顧客

として，サービス提供の質を改善するためには決定的に重要であろう

（ボックス 2.2 を参照）注 6．保健サービスの多くは，若者の懸念事項や

ニーズにほとんど注意を払っておらず，若者にまったく優しくないとい

うイメージをもたれている（第 5 章）．教育の質を改善できる関係者と

して若者を認識している学校はほとんどない（第 3 章）．にもかかわらず，

若者には公共サービスの説明責任を問うてみたいというあらゆるインセ

ンティブがある．これは若者が大人になっていくに従って，もっとうま

くできることであろう．

立証済みの成功が少ない
　途上国の若者プログラムに関しては，政策やプログラムと成果の因

果関係についての明白な関係を立証するしっかりした評価がほとんど

ない注 7．このため若者政策は迫力を欠いており，手ぬるいという印象

を免れない．幼児期の成果に何が影響するかに関しては，もっと多くの

ことがわかっている．これは早期児童開発プログラム，学校栄養プログ

ラム，学校管理改革，治療的初等教育などのインパクトに関するしっか

りした評価に関して膨大な文献があり，しかも増加しているからだ注 8．

第 3-8 章末の各表が示すように，機会の拡大や能力構築にとって重要な

プログラムの多くは「有望だが未立証」というカテゴリーに入る．それ

にはほとんどの生活スキル（多くの諸国がこれにより多く投資している）

　若者問題は典型的には専門の省庁を必要としない．ほとん
どの国では，若者問題はほかの省庁内に設置された部局で取
り扱われている．通常は教育省（ジャマイカやスウェーデン），
あるいは若者だけでなく，スポーツ，文化，社会問題などを
担当する多目的の省庁，ないしは地方政府（インドやシンガ
ポール）が担当している．
　その機能はさまざまであるが，だいたいにおいて若者問題
の枠組みを策定し，政策を立案し，調整・協力・唱導・調査・
技術支援･モニタリングを推進することが含まれている．担
当部局は国家ないし地方レベルで若者向けの，伝統的な担当
省庁の枠外の特別プログラムを支援することもある．また，
若者やその団体との接触や意思疎通の経路も維持している．

　若者担当部局の役割は，部分的には若者向けの政策の開
発と実施がどの程度進展しているかの関数になる．多くの
OECD 諸国では，政策の開発は過去数十年間にわたり十分確
立しているため，若者担当部署の役割は主として政策開発，
調整，モニタリングというところにある．
　若者向けの一貫した政策を策定し始めたばかりの多くの途
上国では，もっと唱導や助言が強調されている．部局が政策
立案（チリ，エルサルバドル，ニカラグア）や調整（チリ）
を重視するようになった国もある．

ボックス 9.1 若者担当省は何をするか？

出所 Mattero： (2006)．
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と，生徒会，生徒議会，奉仕学習（兵役を含む）なども含め，若者の市

民権を促進するためのプログラムのほとんどが含まれる．証拠の欠如は

何も機会の拡大に限定されているわけではない．ラテンアメリカの「若

者」プログラム（学外の子供を訓練する）を除くと，セカンドチャンス・

プログラムのほとんどは厳格に評価されていない．評価が実施されてい

る場合でも，狭い結果に関するものとなっている可能性がある．「若者」

の評価はほとんど雇用と賃金に対するインパクトを検証したものであ

り，雇用と関連して起こる健康の改善や犯罪率の低下に関するものでは

ない．

うまく実施する――一貫した枠組みを開発し，国の政策
と統合化することによって
　政策が失敗に終わらないようにするためにはどうしたらよいだろう

か？　成功の確率を高めるためには，政策当局としては，まず，若者に

かかわる望ましい成果に関して一貫した見方を明確にし，その見方を国

の計画・実施メカニズムに組み込まなければならない．そうすれば成果

に関する説明責任が改善するだろう．この戦略を実施するための能力も

あらゆるレベルで必要になる．

若者問題に関する一貫した国家的な枠組み
　若者対策に関しては重要な省庁や関係者も一緒になって策定した，明

確に示された一連の国家目標があれば，説明責任の担当も容易になるだ

ろう．最近の傾向であるが，公共サービスの提供を分権化している諸国

では，これは特に重要である（第 1 章）．特殊グループのニーズに対処

する小規模な制度から，国家的な問題に取り組むプログラムまで，若者

に焦点を当てたイニシアティブの多くは，若者に影響するサービスのほ

とんどが提供されている地方レベルで重複することが多い．連邦制特有

の問題であるが，特に（ブラジルの教育のように）サービスが複数レベ

ルの政府によって提供されている場合，あるいは（HIV/ エイズ・キャ

ンペーンのように）効果が所轄区域を越えて重複する場合，サービス提

供は努力の分断化や調整不足に冒されている可能性が高い．明確な国家

的な枠組みがあれば，調整の指針になるだろう．

　しかし，国レベルの政策ビジョン（国の若者政策を通じて明示される

ことが多い）は，通常は範囲が非常に狭い．2001 年について見ると，

すべての諸国の 82％には国家的な若者政策があり，89％には決まった

国家的な若者調整メカニズムがあり，60％は国家的な若者行動計画を

実施している．しかし，70％では，国家的な若者政策の焦点は若者担

当省の狭い関心事項に当てられており，教育，保健，労働など若者向

けにサービスを提供している他の省庁との結びつきがほとんどない注 9．

幅広い場合でも，あまり戦略的ではないこともあり，戦略的な行動プロ

グラムではなくて望ましい政策の羅列にすぎない．

　このような政策声明を再検討すれば，若者の成果に関して幅広い支持

「若者の参加というのは名ばかりだ．
当局は…会議に若者を派遣しておき
ながら，提案やフォローアップに無
関心というのはいらだたしい」．

ナイジェリアのロティミ，22 歳，
2006 年 6 月

「いろんな組織が訪ねてきたが，自分
たちの状況を説明すると，もう 2 度
とやって来ない（フォローアップが
ない）」．

シエラレオネのキッシー，
若者，2006 年 2 月
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層を形成するとともに，若者重視を鮮明にすることができるだろう．経

済や財政に関する重要な省庁を巻き込んでおけば，官庁のなかで政策に

ついてより広範な所有権を確保できるだろう．これは，若者と同じよう

に，部門の境界をまたぐ性差などの分野における政策の発展動向を見れ

ば明白である（ボックス 9.2）．また，若者政策の発展にとって，若者

との協議は大いに有益であろう注 10．

　国家的な枠組みのなかで，若者の成果に影響する政策の多くは個別部

門内で取り組むのが最善である．例えば，後期中等学校に関して若者に

対して開かれている一連の選択肢の拡大や，そのうち特に第 3 章で推

奨されているような弾力性の増大は，主として教育部門内で対処するこ

とができる．第 5 章で推奨されている予防保健サービスをもっと若者

向けに優しいものにするのも，保健部門で対応可能である．多くの政策

にとって必要なのは，各省庁は他の省庁の足を引っ張るのではなく，互

いに助け合うことだ．チリでは，若者担当省は 3 年ごとに若者の状況

を調査して，プログラムの有効性に関して貴重なフィードバックを担当

省庁に提供している．若者担当省は保健や教育の政策の実施については

　1995 年に北京で第 4 回世界女性会議が開催されて以来，
東アジア各国の政府は男女平等を推進する法的および制度的
な枠組みを制定した．ほとんどの諸国で性差に関する行動計
画が定義されて承認され，政策の立案や実施にかかわるあら
ゆる段階で性差の懸念事項に関して十分な取り組みを保証す
るためのメカニズムや組織が設置された．女性への権限付与
を担当する部局は，カンボジアやインドネシアのように省庁
に格上げされ，ラオス人民民主共和国，フィリピン，ベトナ
ムのように高級レベルの部門間調整機構が形成されている．

何を改善すべきか？
　実施，モニタリング，評価の不十分さは，この地域全体に
共通している．関係する公的制度が依然として貧弱で，財源
と能力に欠け，すでに確立している他部門に対抗して，みず
からの役割を明確にしようと苦闘していからである．

何を学んだか？
　4 つの教訓がある．
　すべての重要な省庁を巻き込んで性差に関する包括的な戦
略を設計する．包括的な性差戦略が必要である．性差にかか
わる懸念事項は国の総合的な開発プログラムのなかで，真っ
先に対処することができる．すべての担当省庁と専門機関を
巻き込んで，男女平等問題は女性問題担当省が担当するよう
にすべきである．経済省や財務省を関与させれば，性差問題
は国家予算の編成と執行のなかで有効に取り組むことが保証
される．例えば，カンボジアで設置された省庁間作業部会で
は，性差戦略の設計や性差に関する個別の行動に関して，担
当省庁を関与させている．また，ベトナムの 2002 年の「女
性の発展のための国家戦略」では，政府各部局の責任が定め

られている．
　主流化する能力を構築する．性差問題を部門政策の一環と
して確実に盛り込むことを担当する機関は，部門担当の省庁
やその他の機関がそうであるように，主流化するのに適切な
メカニズム，十分な予算配分，技術訓練を通じて，強力な能
力が必要とされる．性差問題を部門の課題に盛り込むことを
担当する性差フォーカルポイント（調整・助言者）の任命は
効果が薄かった国がなかにはあったので（カンボジア），代
替的ないし補完的なメカニズム（省庁間作業部会）が検討さ
れている．ほとんどの国では，性差問題に関する技術訓練は
一般的な訓練プログラムに簡単に組み込まれている．
　市民社会における女性運動を強化する．国会における女性
の地位はこの十年間ほとんど変わっていないが，女性に影響
する政策については大きな進展があった．その多くは市民社
会において女性の発言権が強くなり，変化を求める圧力が作
用した結果である．インドネシア，韓国，モンゴル，フィリ
ピン，タイでは，女性運動が政策の変更をもたらし，労働，
家族，家庭内暴力，人身売買に関する法律の施行を後押しし
た．
　モニターして評価する．期限通りにインパクト評価に関し
て十分な制度を導入した国はほとんどない．適切な指標と
データ収集や分析メカニズムを，国家統計局や調査研究所を
巻き込んで，最初から開発しておくことが必要であろう．カ
ンボジアとラオス人民民主共和国では，国家の統計体系が順
応して国家統計に性別の分解を織り込んでいる．

ボックス 9.2 若者政策は性差問題への取り組みから教訓を学べるか？　東アジアからの意見

出所：Asia Development Bank and World Bank (2005); Brown, Al-Hamad, and 
De Paz Nieves (2005); Javate de Dios (2002); World Bank (2005g); World Bank 
(2005h)．
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限られたノウハウしかもっていない．ただし，なかには若者や同団体の

グループを召集することにかけては優れたノウハウをもっている者もい

るだろう．これは若者との協議を望む，あるいは若者向けに提供してい

るサービスの質についてフィードバックを得たいと思っている伝統的な

担当省庁の自由に供される．

　しかし，若者の成果に取り組み，実施に関して明確な役割と責任を指

定し，各省庁・市民社会組織・民間部門の相互協力を図り，実施の進捗

状況をモニタリングし，政策を発展させることに関して，重要な戦略を

策定するためには調整が必要となる．この意味での調整は，性差に関す

る成果を改善するなど，ほかの国家政策の部門をまたがる目的にとって

必要とされる場合のものとまったく同じである．若者の過渡期は相互作

用があるので，政策やプログラムの評価も調整が必要となる．

国家の政策立案や実施のメカニズムに統合化する
　若者問題が国の政策立案や実施のメカニズムにしっかり統合化されて

いれば，政策が成功する確率が高くなるだろう．というのは，そのほと

んどは伝統的な担当省庁によって実施されるからだ．それら省庁が自分

の役割や責任を確実に理解していれば，若者問題の支持層を形成し維持

することができるだろう．

　若者政策を国家開発の枠組みに統合化する動きは，ほとんどの途上国

では揺籃期にある．低所得国では，若者問題は貧困削減戦略（PRS）プ

ロセスの枠外にあるのが普通で，PRS 成果をサポートしているさまざま

な支持層を取り込んでいない．もっと最近の PRS ペーパーは若者成果

を統合化するということでは古いペーパーよりも改善しているものの，

カバレッジは依然として普遍的になっているというにはほど遠い状態に

ある（ボックス 9.3）．

　中所得国の多くも国家開発の枠組みとの統合化が同じく不十分といえ

る傾向にある．これはおそらく，各国の若者政策に地域的および歴史的

な色彩が濃いためであろう．ある見方によれば，EU やイギリス連邦は

伝統的に部門をまたがる統合的なアプローチを採用しているが，一方ア

ラブ青少年スポーツ大臣評議会やフランス語圏の青少年スポーツ大臣会

議は，政策の統合化よりも若者やスポーツにもっと持続的な関心を払っ

ている注11．したがって，国家政策との統合化に関して進展を図ることは，

多種多様な状況下でも適切なのである．

　予算編成の枠組みとの統合化も同じく不十分である．若者の成果と比

較考量することはおろか，若者向けにいくら支出したのかを体系的に追

跡している途上国さえ，ほんの一握りにとどまっている注 12．若者政策

を推進するためには，このような統合的な見方が必要不可欠である．

能力を構築する
　首尾一貫し統合化した国家的な枠組みを実施するためには，分析，政

策開発，実施，調整，モニタリング，評価などに関して，強力な行政能
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力が必要とされる．しかし，このような能力は途上国では伝統的に脆弱

であった．若者政策の歴史が長い国では，若者担当部局はスウェーデン

におけるように（ボックス 9.4），若者政策に関して実質的に「チャン

ピオン」ないし「警察官」の役割を果たしている．しかし，大多数の途

上国では，若者担当部局は財源と人材の両方が不足しており，したがっ

て，有効であるための影響力に欠けている．

　能力の構築は明らかに重要であり，財源も必要であろうが，伝統的な

担当省庁が若者に支出している金額を考えると，追加的な財源はすでに

支出されている額との対比では僅少にとどまる公算が大きいであろう．

適切なスキルをもったスタッフを採用する能力が絶対に重要である．ス

タッフは分析スキルに加えて，若者やその団体と有効な意思疎通を図り，

伝統的な部門別の境界をまたいで仕事をする必要がある．ともに若者の

成果改善に関与している企業部門や非営利機関など政府の外部と協働す

る能力も同じくらい重要である．若者の利害を代表する団体から強力な

インプットがあれば，若者担当部署の仕事は質的に高まるだろう．した

　若者はほとんどの低所得国で人口の大きなシェアを占める
グループであるにもかかわらず，貧困削減戦略プロセスでは
若者の関与が少ない．

協議における若者
　2003 年 9 月に完了した貧困削減戦略ペーパー（PRSP）31
件に関する研究によれば，14 件と約半数の PRSP は全体の
協議プロセスの一環として，まったく若者グループとの協議
を行わずに作成されていることがわかった．

貧困診断における若者
　若者を貧困に陥りやすいグループとして認めているのは，
わずか 6 件と PRSP の 5 分の 1 にすぎない．12 件と PRSP の
3 分の 1 強は若者はある程度貧困に陥りやすいとしている．
一方，6 件と PRSP の 5 分の 1 は若者を貧困に陥りやすいほ
かの数グループの 1 つであるとしている（表 1 を参照）．こ
の年齢層の人がどのように分類されるかという問題に関連し
て，PRSP の多くは貧困についてかなり静態的な見方もして
いる．より動態的な見方は，教育修得の失敗など長期的に貧
困がもたらされやすくなる要因を検討することであろう．

貧困削減行動計画における若者
　行動計画のなかで若者のニーズに関して，一体化した見方
をしている PRSP はほとんどない．24 件と全体のほぼ 4 分
の 3 に相当する PRSP は行動計画のなかで若者に言及してい
るものの，重要な目標として若者問題に取り組んでいるもの
はわずか半数にとどまっている．4 分の 1 の行動計画は若者
についてまったく言及していない（表 2）．教育など若者の
成果に影響する政策が際立っていないということではない．
確かに際立ってはいるが，若者のニーズに取り組むような部
門間を横断する首尾一貫したアプローチの一環としてではな
いのである．PRSP の行動計画のなかで若者に言及がある場
合でさえ，具体的な目標あるいは実施のための予算配分を通
じたフォローアップがほとんどない．
　2003 年以降の進展はまちまちである．2006 年 4 月に完了
した 55 件の PRSP の暫定的な分析によれば，若者を貧困に
陥りやすいグループであると認めているものが増加している
ようである．しかし，若者問題については部門をまたがる一
貫したアプローチが依然として欠如している．

ボックス 9.3 見たことも聞いたこともない――貧困削減戦略プロセスにおける若者

出所：Curtain (2006); United Nations（2003）．

非常に重視 やや重視 重視しているものの 1つ 言及なし 合計
件数 6 12 6 7 31
％ 19 39 19 23 100

表 1　若者を貧困に陥りやすいグループとして認めているか？

重要目標のなかで重視 重要目標のなかでやや重視 言及なし 合計
件数 17 7 7 31
％ 55 23 23 100

表 2　若者を PRSP 行動計画で言及しているか？
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がって，若者を対象とする NGO における能力の構築も重要である．

　多くの途上国では若者政策はまだ新しいため，能力が有効に構築され

ているところに関して好例はほとんどない．しかし，ラテンアメリカで

は，若者担当機関が正しい方向に向かっており，プログラムの実施より

も，政策開発，調整，モニタリングにもっと焦点を当てている国もいく

つかある（ボックス 9.5）．政府としては，特に能力をゼロから構築し

始めている諸国にあっては，明らかに実験し革新していく必要がある．

男女平等などほかの部門を横断する問題に取り組む試みから得られた教

訓によれば，10 年間にわたり大きな成果が達成可能だということが示

唆されている（ボックス 9.2 を参照）．

　　　　　　　　　　　――――――――――

　国家政策に統合化された，実施能力を伴う一貫した若者向けの国家的

な枠組みが存在すれば有効性が高まるということは，ケニアの HIV/ エ

イズに関するインパクトを予測している，第 1 章で検討したモデルで

よく例証されている．第 1 章で検討したように，モデルの予測によれ

ば，HIV/ エイズの流行はケニアの成長に甚大な被害をもたらす．人的

　スウェーデンには若者向けに一貫した国家的な枠組みがあ
り，それは国の政策立案・実施メカニズムと十分に一体化し
ており，実施は強力な能力で裏付けられている．

政策の枠組み
　スウェーデンの若者政策は 50 年以上前にまで遡る．当初
の主な野心は課外活動の幅を広げるということであった．そ
れ以降，政策は前進を続けた．国家的に統合化された若者政
策の基礎は 1980 年代半ばに築かれ，その後も変化を続けて
いる．
　2004 年に施行された「決定力」（Power to Decide）とい
う若者政策にかかわる新しい法律を見ると，国の若者政策に
ついて最新の枠組みが規定されている．同法の目的は，すべ
ての若者に対して，発育し，権限を獲得し，自分の日常生活
上の影響を得ることによって，おのれの夢を実現するのに平
等な機会を与えることにある．対象は 13-25 歳の若者である．
分析と調整を円滑化するための 5 つの主要分野が規定され
ている．学習と人的開発，健康と脆弱性，影響力と代表，自
助，文化と余暇がそれで，あたかもスウェーデン型の 5 つ
の過渡期に対応しているようである．

国の政策立案・実施メカニズムとの統合化
　スウェーデンの若者政策はきわめて「主流化」しており，
国の政策立案と予算編成のプロセスにしっかり組み込まれて
いる．約 10 の省庁が設定された若者政策目標の実現に向け
て責任を負っている．他のほとんどの諸国と同じで，政府活
動は各部門別に分割されており，各省庁は独自の予算で独自

の目標を追求する．若者に影響するあらゆる部門が，国家的
な若者政策目標の達成を後押しするものと期待されている．
　目標は新法で規定されている 5 つの過渡期それぞれに対
応する各部門ごとに設定されている．これによって若者政策
は関連部門に統合化されて，各分野における通常の日常的な
活動の枠組みのなかで，全体的な目標の実現とモニタリング
が円滑になる．国家的な若者政策に貢献する各部門について
は，若者の視点から見た進捗状況を測定する独自の指標があ
る．

能力
　国の若者政策の実施は強力な制度に下支えされている．教
育研究文化省内の若者政策局が政府の若者政策を調整してい
る．就学前教育・若者問題・成人学習担当大臣が所管してい
るシステムがあり，それに基づいて 20 人を超える政府当局
者が若者の生活条件をモニターしている．
　スウェーデンでは若者の生活条件に関する責任のほとんど
は地方自治体にある．スウェーデン全国若者問題会議という
特殊機関が，地方自治体の若者政策立案と国家の若者政策の
目標のモニタリングを支援している．若者の生活条件に関す
る最新の知識を国と地方の双方に提供している．また，地方
レベルで若者の強力な影響力を取り入れる形で，知識ベース
の部門間若者政策を開発する際には支援を提供している．

ボックス 9.4 先進国は若者問題をどのように取り扱っているのだろうか？　スウェーデンの例

出所：Forum 21, European Journal on Youth Policy．www.coe.int/youth/forum21
でオンライン入手可能．
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資本の蓄積と特に中等学校修了率に大きな影響を及ぼすからである．感

染症が就学率に及ぼすインパクトに対抗するため，政府は就学を奨励す

るために補助金を提供することによって就学に直接働きかけるか，ある

いは若者の健康を改善するような間接的な行動を起こすかのいずれかで

ある．モデルによれば，妥当な割引率を前提にして，教育補助金による

利益のネット現在価値はコストの 1.7-3.5 倍に達することが示唆される．

教育補助を半減して，残り半分を感染症との戦いや患者の治療に支出す

るという複合的なプログラムを採用すれば，利益のネット現在価値はコ

ストの 8.9-13.3 倍になる（ボックス 9.6）．この驚くべき改善は複合的

な介入による人名救助だけでなく，予測死亡率が低下するという結果が

教育投資に強力な追加的インセンティブになるという事情のおかげでも

ある．

うまく実施する――若者に耳を傾けることによって
　若者を対象とした政策やサービスの最重要な顧客として，若者の発言

権ないし顧客パワーを行使する能力は質の確保にとって非常に貴重なも

のになるだろう．したがって，政府としては，若者自身に影響する政策

の設計や実施に関して，若者との協議や彼らからのフィードバックに対

してオープンでなければならない．国の若者政策の多くは若者との十

分な協議を経ないで策定されている．全国若者評議会など若者の意見

を反映すべき機関でさえ，往々にしてそれを行っていない注 13．低所得

国の多くは PRSP プロセスの一環として若者グループと協議していない

（ボックス 9.3 を参照）．これは特に投票箱を通じてより間接的な発言権

を行使している年長の若者については，是正すべきである．若者に発言

　過去 20 年間にわたり，ほとんどのラテンアメリカ諸国は
若者担当部局（呼称は事務局，副大臣局，大統領プログラム
などいろいろ）を強化することを目指してきた．実績はさま
ざまである．有望な改革から得られる一般的な教訓としては，
若者担当部局は国の若者政策の実施ではなく，誘導に重点を
おくべきだということである．
　エルサルバドルやニカラグアなどといった諸国では，若者
担当部局は国家計画立案への貢献，優先課題の明確化，部門
別政策の調整支援という点で，大きな成果を達成している．
　部門担当の省庁が若者政策に関してすでに独自に優先課題
を特定している多くの国では，若者担当部局のもっとも適切
な貢献はそのような政策の調整を助けることである．
　若者開発に関して野心的な長期ビジョンを策定している諸
国では，その計画は実施を現実的に試みるということであれ
ば，短中期的な行動計画に翻訳し直すことが必要になる．
　 チ リ で は，2 年 間 に わ た る 若 者 行 動 計 画（「 チ リ は 若
者 で 窮 地 に 陥 っ て い る 」［Chile se Compromete con los 
Jovenes］）は長期ビジョンを補完するもので，ただちに測

定可能で評価可能な介入策を提案している．各介入策には予
算が割り当てられており，指定された部門担当省庁ないし機
関に実施を要請する形になっている．ほとんどのプログラム
は担当省庁が実施することになるため，「若者担当国家機関」

（Instituto Nacional de la Juventud： INJUV）という若者担
当機関は，部門間の調整と重要なフォローアップを重視して
いる．INJUV が 3 年ごとに実施している国の若者調査は担当
省庁に重要な情報を提供しており，それが若者向けプログラ
ムのベースになっている．若者プログラムに関する評価と研
究を通じて，INJUV は若者に影響する政策策定にも貢献して
いる．次の段階は評価によって指摘された若者関連問題に取
り組むことになるが，そのためには部門担当省庁といっそう
の調整が必要になるだろう．INJUV を含め，若者に手を差し
延べようとしている若者担当機関のほとんどは，NGO や若
者組織と協調していくことが必要であろう．

ボックス 9.5 若者担当部局が向かっている方向：ラテンアメリカの経験から

出所：Instituto Mexicano de la Juventud (IMJ) and Organización
 Iberoamericana de la Juventud (OIJ) (2006) および筆者．

「若い時は情熱的で，人とは違ったこ
とをやりたがる．まるで戦士みたい
だ．ただ自分の意見を聞いてもらっ
て，違ったことをするチャンスがほ
しいだけだ」．

リベリア系アメリカ人，21 歳，
2006 年 6 月



306　世界開発報告 2007

権を付与する努力は，しばしばそのような試みの特徴となっている申し

訳程度のものを超越する必要がある．若者に耳を傾けるプロセスの必要

性があるだけでなく，浮上してくる提案やフィードバックを慎重に検討

するプロセスも必要である．

　第 1 章のボックス 1.3 では，HIV/ エイズがどのように人的
資本蓄積と成長に影響するかというモデルを，ケニアのデー
タを使って検討した．ここではこのモデルを一歩進めて，若
者の就学率を引き上げ，感染率を引き下げる政策が，人的資
本蓄積と成長に及ぼすインパクトがどうなるかを検討してみ
たい．
　教育補助金に関しては，中等教育コストの 50％が国家と
援助国によって負担されるということを前提にしたモデル構
築となっている．その代替策としては，教育補助金を半分に
して，その支出を感染症との戦いに振り向けることである．
就学補助金など教育を直接促進する措置は，人的資本を増加
させることによって所得の増加につながる．感染症と戦う措
置は，主として 15-24 歳の感染率の削減を通じて，苦しみや
死亡といった犠牲者を減少させるだけでなく，家族の生涯資
源と教育投資にかかわる期待収益率を増加させることによっ
て，教育への投資も促進する．
　図 1 と図 2 はこのような介入策が初等以降の就学率と 1
人当たり所得に及ぼすインパクトを図示したものである．両
措置とも初等以降の就学率を押し上げるが，時間的なプロ
フィールが異なっている．2000 年には対 GDP 比で 0.9％の
コストがかかる教育補助金は，2020 年には同 1.8％にまで
逓増するが，同年までの就学率引き上げに関して最大の効果
を発揮する．この資金の一部を健康増進に振り向けたとする
と，死亡率低下とその期待が中等教育投資に及ぼすあらゆる

効果が顕現してくる．教育補助という直接的な措置と比べる
と，この効果は初めのうちは小さいものの，時間とともに蓄
積していき，調整したモデルによれば，2020 年以降このプ
ログラムの下では就業率が凌駕するようになる．両者を組
み合わせたプログラムのコストは実際には 2000 年で対 GDP
比 0.8％僅かに低く，2020 年にかけて 1.8％に上昇する．に
もかかわらず，教育補助金だけの場合に比べると，2030 年
の中等学校就学率は高くなっているのである．これは教育と
保健政策の間には長期的には重要なシナジー効果があるとい
うことを示唆している．
　両介入策はともに 1 人当たり所得の 1990 年水準への復帰
を加速化する．つまり，エイズショックのインパクトを削減
することになる．その回復は教育補助金のほうが速い．双方
を組み合わせた介入策では，初等以降の就学率がいっそう高
くなり，人的資本もさらに増加することになるが，ラグがあ
まりに大きいため，2040 年というかなり先の予測時点では，
1 人当たり所得は教育補助金だけのほうが高くなっている．
　両介入策の費用と便益の流れの時間的経路が非常に異なる
ことを考えると，社会的な収益性を評価するためには，適正
な（実質の）利率で割り引く必要がある．割引率を 4％とす
ると，両プログラムの便益は費用を大きく凌駕する（下表参
照）．しかし，健康増進を含む介入策の便益対費用の比率は，
教育補助金だけの介入策の同比率のおよそ 3-4 倍に達してい
る．

ボックス 9.6 成功する政策協調と実施：保健と教育の政策はエイズショックに対抗すべくどのよ
うに共闘できるか

出所：Bell, Bruhns, and Gersbach (2006)．
注：すべての利益と費用は年 4％で割り引かれている．
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図 1　介入策の 1人当たり所得へのインパクト
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図 2　介入策の初等以降就学率へのインパクト
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複合プログラム（就学・健康促進） 13.3 11.7

教育・保健プログラムの社会的利益

教育補助金＋健康増進策

教育補助金

介入策なし



若者政策：実施する，しかもうまく実施する　307 

　より参加型のアプローチについてしばしば耳にする批判は，若者のエ

リート層ないし若者を代表していないその他のグループがプロセスを支

配する危険があるというものだ．しかし，十分な計画があれば，若者の

幅広い代表を確保することができ，政策立案と若者の両方に利益をもた

らすだろう（ボックス 9.7）．若者の意見を十分に聞かない場合，意見

の表明は非建設的なものになる可能性がある．

　サービスの質に関するモニタリングやフィードバックによって，若者

の声はサービス提供の改善にもつながるだろう．例えば，東ヨーロッパ

の学生と学生団体は発言権を行使することを通じて，高等教育における

汚職との戦いで早々と重要な勝利を勝ちとっている．2003 年には，高

等教育の統治を改善するために，アルバニア，ブルガリア，クロアチア，

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国，モルドバ，セルビア・モンテネグ

ロの学生 NGO で構成される地域的ネットワークが結成された．高等教

育に関する規則の改正，学生の権利と学生を保護するメカニズムの導入，

汚職の削減に焦点を当てている．これまでの結果を見ると，いくつかの

大学ではより効果的な学生の監察官（オンブズマン）制度が創設され，

昔からの学友会（エリート層に支配されがちであった）の独占が終わり

を告げ，高等教育における汚職を削減すべく議会・教育省・大学当局・

教授陣との対話が開始されている．このプロセスが特に学生に影響する

「若者の参加欠如は社会との一体感欠
如につながり，それはさらに疎外感
につながっていく」．

タイの若者，
2005 年 12 月

　ブラジルの強力な市民社会からエネルギッシュな若者運動
が生まれてきたとしてもまったく驚くべきことではないだろ
う．市民社会を開放しようという努力の一環として，政府
は若者の声を政策開発に組み込むという挑戦を受けて立っ
た．このプロセスの補完として世界銀行は，世界銀行の対ブ
ラジル援助戦略策定を援助するために「若者の声」（Vozes 
Jovens）という若者との対話を開始した．
　「若者の声」はやがて，世界銀行とは離れて，若者問題に
関して，ブラジルの政府や議会，政党，その他市民社会組織，
民間部門の代表者が参加する広範な対話に発展していった．
それはあらゆる水準の政府における若者政策の調整を担当す
る国家若者事務局を設立する重要な要因になった．
　「若者の声」のおかげで，若者は自分たちのニーズを表明
し，多数の若者団体の努力を統合化し，何よりも重要なのは，
若者の意見を公式化することができるようになった．政府と
市民社会の代表者で構成される「国家若者事務局」の統治団
体である「国家若者評議会」に参加して，意見を表明できる
ようになったのである．今では州政府も「若者の声」の手法
を応用している．セアラとペルナンブコの両州は最近，「若
者の声」会議を主催して，地方政策を高めている．現在では，
300 を超える若者組織が地方，州，国の政策プロセスに参加
している．
　このプロセスは政府と若者の双方に利益をもたらしてい
る．大統領府総書記局のルイス・ドルチ大臣によれば，「『若
者の声』は大統領がブラジルの若者をエンパワーするために

打ち出した対話に大きく貢献しており，ルラ大統領就任後の
2 年間で，『プロ若者』（PRO JOVEM）というセカンドチャンス・
プログラム，国家若者評議会，国家若者事務局など，健全な
若者政策の導入に帰結している」注 15．
　若者市民組織のリーダーであり，国家若者評議会のメン
バーでもあるホスベルティニ・クレンメンティノは次のよう
に述べている．「われわれは独自の若者ネットワーク『全国
若者ネット』（Rede Nacional de Juventude: RENAJU）を構
築することができた．これは国家若者評議会のメンバーに
なっている．『若者の声』のおかげで若いリーダーたちは国
家若者評議会に参加する機会を得た．そこでブラジルが必要
としている若者政策の策定を支援することができる」注 16．
　しかし，挑戦課題が残っている．ブラジルの真に国家的な
若者政策としては，多種多様な社会的および政治的な利害を
調和させる必要がある（第 5 章末のブラジルに関するスポッ
トライトを参照）．若者としては，業務推進について新しい
やり方も導入して（言語，組織化の方法，論拠や結果の提示
方法が多種多様である），政策策定やプログラム化に組み込
んでおく必要がある．政府のさまざまなレベルともっと政策
統合を図ること，政策をまたがる優先順位を設定すること，
ブラジルの若者の間ではニーズが大きく異なっていることを
もっとよく認識することが必要とされている．

ボックス 9.7「若者の声」：ブラジルにおける若者の発言権と参加に関する国の若者政策

出所：著者．
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問題の持続的な改善につながるかどうかについて語るのは時期尚早であ

るものの，これは確かに第一歩といえるだろう注 14．

　若者は発言権を行使する機会を創出するのに大いに貢献することもで

きる．本章末のスポットライトは，若者による若者のためのもので，そ

のやり方について実例を示したものである．

うまく実施する――モニタリングと評価を通じて
　前述の通り，政策やプログラムが若者の成果に及ぼすインパクトを検

証した堅実な評価が欠如していることで，若者政策は苦しめられている．

もっとも適切な成果がどうあるべきかということに関してさえ，ほとん

どコンセンサスがない．したがって，成果に関して優先順位を付け，ど

んな状況下で何が機能し，何が機能しないのかについてデータを蓄積す

ることが，政策の推進にとって決定的に重要となる．

モニタリング
　相互関係のある多くの成果が貧困削減や成長にも該当しているので，

本章では第 3-8 章で検討したことから出てくる各種指標を列挙する

（ボックス 9.8．本報告書の末尾にある表は多数の諸国について，男女

別に，このような指標に関するデータを示したものである）注 17．指標

があると，さまざまな側面に関して進展状況をモニターするために，ベ

ンチマーク化や各国比較が可能になる．若者が直面している主要な問題

（リスキーな健康行動や法的アイデンティティの欠如）に関する「早期

警報」として機能することもあって，このような指標は評価を下すのに

使うこともできる．国内で大きい格差があれば，国全体の指標よりも深

く，下位政府や地方の推定値まで掘り下げることが重要であろう．

　学校教育の重要性を考慮して，それのモニタリングに関しては就学

率，修了率，学校の質など複数の指標が推奨されている．児童が初等教

育以降の学習準備ができているかどうかは，最低限でも，初等教育サイ

クルの終了（あるいは中等教育の初期）時点の識字率で評価することが

できるだろう．学習に関してはもっと精緻化された指標を用いることも

できる．例えば，初等教育サイクルの終了時点と義務教育（前期中等教

育）終了時点における学習到達度をモニターする PISA や TIMSS に基づ

くデータがある．そのためには途上国ではこのテストの対象者を大幅に

拡大する必要があろう．

　若年労働力の生産的な利用は個々人と社会の双方にとって重要である

ため，あまりに早期の有害な労働力への移行は児童労働の発生率を通じ

てモニターできる．人的開発の観点からも高コストの過渡期の延長は，

失業や失望（就職も就学もしていない）に関する指標でモニターするこ

とができるだろう．若者が雇用されているか否かがわかるだけでは十分

ではない．特に失業が一種の贅沢ともいえる低所得国では，雇用の質も

重要であるが，明確にすることはきわめて困難である．

　若者は健康に関して多種多様な脅威を受けるので，喫煙，麻薬や吸入
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薬の乱用，安全でない性行動，体重，60 歳前に死亡する確率などをモ

ニターすれば，このようなリスクの度合いを推定できるだろう．このよ

うな指標のうち，麻薬や吸引薬の乱用と体重指数に関する統計は，ほと

んどの途上国では体系的に収集はされていない．この年齢層向けの保健

サービス提供の有効性はリスクテーキングな行動に影響を与えるのに重

要であるため，若者の知識（安全な性習慣や HIV/ エイズを予防する方

法に関する）を増やし，その使用（産前ケア）を拡大するという両方の

目的で，指標が提案されているのである．家族形成に関する焦点は年若

くして（18 歳以前に）母親になることに置かれている．

　若者に社会のより広範な政治的および民主的なプロセスへの参加を奨

励すれば，責任をもった市民権が形成される．そのため，地元コミュニ

ティへの参加やより幅広い政治意識は市民権の能動性と受動性の指標と

して提案されている．政府が若者に法的なアイデンティティを付与して

いない，あるいは若者に対する残酷な刑罰（判決前の拘留）などの事実

を記録することも重要である．

　移住と通信のなかでは，仕事や勉強のために海外に在住する若者の割

　指標の選定にあたっては，貧困削減と成長の観点から適切
であるものを重視した．なかには既存の情報源から入手が容
易でないものもあり，星印を付してある．しかし，ほとんど

は既存の調査や国勢調査に質問事項を追加するという若干の
努力で入手が可能である注 18．

ボックス 9.8 若者の採点表？　若者開発に関するさまざまな指標

学習 1 就学率（男女別）

2 若者の初等，前期中等，後期中等教育修了率（男女別）

3 学習到達度（初等および中等教育修了時点，男女別）*

就職 4 児童労働の割合（男女別）

5 労働力参加率（男女別）

6 失業率（男女別，都市部・農村部別）

7 就学も就職もしていない者の割合（男女別）

保健 8 現在の喫煙率（男女別）

9 現在の薬物（吸引薬を含む）使用率（男女別）*

10 体重指数 *（男女別）

11 無防備な性交に従事している性的に活動的な者の割合（男女別，既婚・未婚別）

12 HIV/ エイズ予防法の知識がある若者の割合（男女別）

13 60 歳前に死亡する 15 歳児の割合（男女別）

家族形成 14 年齢別出生率

15 18 歳未満の出産比率

16 若い女子の産前ケア利用率

市民権 17 居住コミュニティで問題解決のために他人あるいは他のグループと協働したことがある若者の割合（男女別）*

18 自国の政治知識に関する質問に対して正しく回答できる若者の割合（男女別）*

19 身元証明書をもっていない若者の割合（男女別）*

20 判決前に拘留されている若者の数（10 万人あたり，男女別）*

国境を越えた移動
と通信

21 海外で勉強している若者の割合（男女別）*

22 海外で働いている若者の割合（男女別）*

23 移出後 10 年以内に帰国する若い移出者の割合（男女別）*

24 過去 1 カ月間にインターネットを利用した若者の割合（男女別）*

出所：本書の第 3-8 章での検討に基づく筆者の提案．
* 現状では規則的に収集されていない指標．
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合が関心事であるし，妥当と思われる短期間で帰国する者の割合もそう

である．インターネットへのアクセスもモニターする必要があろう．

　このような指標はすべて規則的に収集できるか，または低コストでそ

うできるものばかりである．したがって，若者の成果にかかわるモニタ

リングを改善することは，すぐ手の届くところにあり，政策を改善する

ための分析上のベースに大きく貢献できるだろう．

評価
　評価はスキルと財源の両方を必要とするため，容易に手が届く範囲に

あるとはいえない．しかし，協調して努力すれば，政策立案に利用可能

な知識を活用できるだろう．

　若者のある過渡期からは別の過渡期に波及効果があるため，インパク

ト評価は困難になる．例えば，女子の初等教育以降に追加的な 1 年の

学校教育に投資した場合のインパクトは，潜在的な追加所得だけでなく

（女性の労働力参加率が低い社会では小さい公算が大きい），母親の健康

（出生率が低下する可能性を通じて）や，子供の健康と死亡率も考慮に

入れなければならないだろう注 19．もう 1 つの例としては，若者の犯罪

減少のインパクトは地元市民の安全性が直接的に改善すること以上の見

返りをもたらし，国際的な観光や外国投資の増加を通じて間接的な利益

をもたらすだろう．このような波及効果を完全に説明できるようにする

ことは，若者向け投資の総合的な利益を理解するために重要である．

　このような波及効果があるため，伝統的な費用効果分析を使った若

者向け投資の評価もむずかしくなっている．例えば，障害生存年 1 年

当たりのコスト，あるいは就職者 1 人当たりのコストといった分析が，

保健，訓練，その他の活動に対する投資の評価に広く使われている．多

種多様な投資を比較するためには有効性に関して単一の指標を用いる必

要があるが，成果が複数あり，しかもバラバラであるため現実的ではな

い注 20．代わりになるのは，費用便益分析を使ってコストを利益の貨幣

額と比較することである．しかしそれには各種の潜在的な成果に関する

投資の有効性にかかわる知識必要であり，それはほとんど入手不可能で

ある．例えば，ラテンアメリカにおける「若者」訓練プログラムの評価

はどれ 1 つとして，保健，市政参加，あるいは犯罪に対するインパク

トを検討していない．

　若者政策のもう 1 つの面として，共同で管理したほうがより有効に

なるということが指摘できる．これは成果には共通の決定要因があるか

もしれず，一まとめにして対象にする必要があるためであろう．例えば，

健康情報と職業スキル訓練は一緒に提供された場合のほうが，それぞれ

別個に提供された場合よりも，若者が職を得てそれを維持することを確

保するという点で，より有効である可能性が高い．これは就職が健康で

あることとスキル資格をもっていること両方の関数だからであろう．同

様に，少女（とその親）に早婚を思い止まらせるのは，少女が就学中な

らより有効であろう．ボックス 9.6 で検討したモデルでは，若者の教育
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と健康にかかわる両方の成果を目標にしたほうが，教育介入策だけの場

合よりも，人的資本開発の奨励という点ではより有効であろう．

　波及効果と過渡期をまたがる補完性というこの 2 つの特徴は，若者

を対象とするときは，成果は統合化して評価した方が良いであろうとい

うことを示唆している．伝統的な評価はプログラムに焦点を当て，プロ

グラムが特定の成果に及ぼすインパクトを判断している．多分，若者に

ついてより適切な質問は，ある成果を達成するには何がもっとも費用効

果的な方法なのか，ということになろう．このためには該当する一連の

投資に関して，協調して評価することが必要なのかもしれない．

　挑戦に立ち向かうことが政策開発を推進するためには必要不可欠であ

る．確かに評価は高価であるが，生み出された知識は公共財であるため，

援助国が評価の支援に向けて努力を強化しなければならないという強い

論拠になるだろう．援助国からの援助のおかげで，政策やプログラムの

評価はすでに前進を遂げているが，まだやるべきことがたくさん残され

　メキシコでもっとも有名な「ブランド名」の１つである
「機会」（Oportunidades．かつては「進歩」［Progresa］）は，

子供や若者向けを中心に，教育や保健のサービスを利用し続
けることを条件に，世帯に現金給付を行うものである．貧困
の世代間伝達を打破する努力の一環として 1997 年に導入さ
れたが，今や全国の最貧層約 2,500 万人をカバーしており，
2005 年には GDP の 0.36％相当の予算を擁している．実施
と同時に評価プログラムが設計されたおかげで，内容が細か
く分かれている複雑なプログラムの厳格な評価が可能になっ
た．

何が達成されたか？
　「機会」のおかげで就学率が上昇し，中等学校についても
男女格差が縮小した．就学率に対するプラスの効果の大半は，
退学した子供の復学ではなく，就学の継続率が上昇したおか
げである．初等から中等学校への重要な過渡期を中心に，留
年率も退学率も低下している．リスキーな健康行動に従事す
る若者も減少している．定性的な分析によれば，プログラム
は若者，特に教師や看護師になるために，必要なスキルを修
得するまで結婚を先送りする，という女子の抱負を高めてい
ることが示唆されている．

なぜ成功したのか？
　多部門にまたがるプログラムは実施が困難なことで悪名が
高い．使命が異なり，時には目的が対立することさえある各
省庁間で，調整作業を行うことが複雑だからだ．「機会」の
ようなプログラムは一体どのようにして実施を成功させたの
だろうか？
　中央の支持．「機会」は当初から，大統領から共同創設者
の 1 つである財務省の高官まで，政府の行政部門の全信頼
を含む中央からの強力な支持を得た．そのおかげで官僚的な
行き詰まりを打破して，毎年の予算配分の変遷にもかかわら

ず十分な財源を確保することができた．財政的な裏付けを背
景に，プログラムは長期的に拡大することができたのである．
　パイロットとアウトリーチ．運営上対処すべき諸問題（効
率的な対象の絞り込み，モニタリングと評価の改善，省庁間
の調整など）は，早期の試験的実施で摘出した．プログラム
実施前に多大な努力を払ったことが，プログラムに関してコ
ンセンサスと支持の形成に役立った．この努力は特に受益者
に権利を教育することを通じて，いまだに継続している．
　非政治的な割当．このプログラムは党派性，あるいは政権
を握っている行政府との親密な結びつきといった印象を与え
ることを回避するために，多大な努力を払っている．各種政
府サービスを担当している各省庁間の調整を行う新しい機関
が，このプログラムを運営している．国会がプログラムの予
算を割り当て，運営ルールと参加世帯数を毎年公表している．
参加申請は国政選挙の数カ月前に締め切られて，どの地域で
も支給が投票日前になされることはない．給付金の配分につ
いて透明で非政治的なシステムになっていることが，本プロ
グラムの顕著な特徴の 1 つなのである注 21．
　厳格なモニタリングと評価．このプログラムは導入当初か
ら，モニタリングと厳格な評価，ベースラインデータと家計
やサービス提供者にかかわる長期的なデータ（実験と比較の
両グループについて）の収集を強調していた．最初の評価は
外部機関（国際食糧政策研究所）に外注に出されたが，それ
は現在でも 3 大陸の学者も含める形で継続されている．プロ
グラムの実績に信頼性のある形で実証されていることが，こ
のプログラムの長寿にとっては必須だったのである．プログ
ラムは大統領が変わっても生き延びているだけでなく，新政
権によって拡大さえされてきている．

ボックス 9.9 プログラムの成功が本当に立証されていれば継続性が確保できる：「機会」の事例

出所：Bate (2004); Behrman, Sengupta, and Todd (2001); Levy and Rodriguez 
(2004); Murray (2004); Schultz (2000)．
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ている（第 8 章末の援助国に関するスポットライトを参照）．

　政策関連の知識プールを増やすことに加えて，厳格な評価に伴う成果

で無視されているのは，良いプログラムを政治から隔離することによっ

て利益が得られる可能性があるということだ．メキシコの「機会」とい

う条件付き現金移転プログラムが好例である．中等学校就学率の引き上

げに有効だとして創設されたため，成果の評価は最初から盛り込まれて

いた．これがプログラムの長寿を保証する助けになっている（ボックス

9.9）．プログラム実施中に政治指導者が変わってもプログラムが頓挫し

なかったのは，長年にわたる貧困の原因に対する取り組みにおいて有効

性が確立しており，新政権も疑問視するのがむずかしかったのである．



若者政策：実施する，しかもうまく実施する　313 

君（若者）次第――開発のために行動を起こす

　本報告書では，政府は若者に投資し，そして若者を認め
るべきだと提案している．それが現実のものとなるために
は，若者は自分自身の能力を開発して，若者投資を成功さ
せるような行動を起こすことによって，イニシアティブと
投資をとらえなければならない．また，スリランカの若者
が認めているように（上記のボックスを参照），すべての
有意義な開発投資は若者にプラスの影響を与えることがで
きる．何をどうすべきか？

行動を起こす：何をすべきか
　若者はだれでも，自分の，また同時に，自分の周りの他
人の生活を改善するために，行動を起こすことができる．
例えば，マラウイやネパールの最貧の少年少女（12-15 歳）
の一部は，時には仲間からのあざけりにもかかわらず，衛
生クラブを結成している．学校でトイレを建設し，水道ポ
ンプを維持し，自分の日々の経験やコミュニティの健康を
改善するためだ．
　本や報告書には若者が達成した多くのことがあふれてお
り注 1，若者が開発に貢献できる方法にはほとんど限界が
ない．

　行動は自分の能力開発という単純なことでもよい．訓練
プログラム，保健サービス，職業の選択肢などに関して学
び最大限に活用する，あるいは自分にとって重要な問題（環
境や HIV/ エイズ）に関して探求し友人と議論するだけで
もよい．何をすると決めるのかや，どうやってするのかは，
スキル，個性，関心をもっている問題，利用可能な資源，
置かれている状況に左右されるだろう．

システムを活用する
　政策決定に簡単に若者を受け入れてくれる社会はほとん
どないが（第 7，9 章），大勢の若者がその挑戦を克服して，
既存の NGO で奉仕ないし仕事をしたり，政策を改善すべ
く政府に協力したりしている．ケニア，パキスタン，フィ
リピンなどの諸国では，若者は若者向けサービス組織を通
じて，コミュニティや国家の問題に関して積極的な解決策
を開発して実行に移している．メキシコでは，若者 2,000
人が若者が関与する多数ある大型プログラムの 1 つを通
じて，ボランティアで識字率や市政参加の改善を図ってい
る．ブラジル（ボックス 2.4 を参照），マケドニア旧ユー
ゴスラビア共和国，ロシア連邦で見られるように，若者に

スポットライト

　政府や政策当局者に対する本報告書の単純なメッセージは，若者に投資することが開発にとって必要不可欠
だということである．さらに，そのような投資が最大の有効性を発揮するためには，若者に影響する決定にス
テークホルダーとして彼らを含めなければならない．しかし，若者に一体何ができるのだろうか？　このスポッ
トライトでは，若者がどうしたら自分の能力を開発して，提供される機会をつかみとることができるのか，ま
た特に自分自身，他人，全員のために機会を作り出すことができるのかについて，真正面から取り組んでみた
い．本スポットライトは，多数の諸国で開発のために行動を起こすことに成功した若者との協議から，多大な
助けを享受している．これは若者のために若者によって書かれたといえよう．

若者は違いをもたらす

人々は自分の人生を決める
人々は自分の問題を見つける

人々は自助に向かう
人々は成果を共有する

　これはチャミラ，カミリ，ワッチェーリ，ミルミニという
若い女性 4 人のモットーである．彼女たちはスリランカの
農村部出身で，若者を含め村のすべての人々が貧困を克服で
きるよう手助けしている．カミリ（22 歳）は，「私たちの問
題は村の問題であり，村の問題は私たちの問題です」と言う．
村を助けるはずの人々が資源を浪費し，間違ったプロジェ
クトを実施するのを目にしてきた．しかし，開発の仕事に幻
滅するどころか，彼女たちはみずらかそれに関与するように
なった．自分たちの仕事を「個々人の能力を高めることによっ

て村を強くすることである」とまとめている．
　力をもっている村の長老たちは必ずしも彼女たちの関与を
歓迎しなかった．チャミラ（19 歳）が村会議員に選出され
た際，若すぎるという理由で就任が認められなかった．しか
し，彼女が村のプロジェクトでボランティアとして，みん
なと協力しながら一生懸命働いていたことを記憶していたコ
ミュニティは，代わりに村会議員全員を辞任に追い込んだ．
チャミラはその後新しい村会に復帰した．
　この 4 人の女性は，スリランカの地域開発にボランティア
として協働している何百人という貧しい若者（16-25 歳）の
ほんの一部でしかない．

出所：Samantha M. Constant および Sarath K. Guttikunda とのインタビュー．
Social Accountability Workshop. Gemi Diriya Project, Sri Lanka, March 
2006．
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は「顧客パワー」を行使して政府の説明責任を問うという
重要な役割がある（第 3 章）．ここで「政府」というのは，
地方の教師であろうと国際機関であろうと何でもかまわな
い．

システムを超える
　社会的正義を求める活動家のキャンペーンだったり，
オートバイを使った運送業だったり，何か新しいことを始
めることを決心する若者が大勢いる（第 7 章）．このよう
な若者主導のプロジェクトは，若者が共同して働き，その
努力を継続するよう「次世代」を訓練する場合にもっとも
うまくいくことが多い．アメリカのある大学の学生たちは
2004 年に，学生が運営する初めてのシンクタンクを開始
したが，すでにほかの 50 大学がこのネットワークに参加
しており，議員もその調査結果を活用し始めている．
　若者は多くの挑戦に直面しているが，行動を起こすこと
に対する挑戦はすべて，行動を起こす機会でもある．たい
ていの若者は仕事の欠如を単に雇用に対する挑戦であると
しか見ない．シエラレオネでは若い元戦闘員で構成される
いくつかの大きなグループは，それを機会としてとらえて，
戦闘での敵味方を忘れて連帯してオートバイによる運送事
業を始めた．新種の商売（オートバイ運送業は戦前には存
在しなかった）を始めることによって，確立した商売に参
入した若者が遭遇する挑戦を回避することができたため，
非常な成功を収めている．加えて，若者たちは自分たちが
若者として特に好きな仕事を発見したのである．あるバイ
ク乗り（18 歳）はこう言っている．「戦争はエキサイティ
ングだったが悪いことだ．バイク乗りはエキサイティング
で，しかも良いことだ」．ただし，顧客の信頼を得るには
働かなければならなかったし，伝統的なシステムと協調す
ることを学ばなければならなかった．警察が不公正な扱い
をしたと思われる場合には，暴力的な反応を示す代わりに，
弁護士を雇ったのである注 2．

行動の手段：どうやってやり遂げるか
　若者はしばしば複雑な挑戦に直面している．情報や経験
の欠如，懐疑的で反抗的な当局，勤勉やスキルよりも資格
を重視する官僚制度，財源の欠如，自分の仕事を認めても
らえないことなどいろいろある．このような障害にもかか
わらず，若者は依然として自分の能力を開発するために行
動を起こすことができる．忍耐，実験に対する積極性，お
よび次の 4 つの基本的な手段を通じてである．

学ぶ
　自分の仕事や生活のためにどうやってスキルを構築した
らいいか，自分が情熱をもっている開発問題の両サイドの
意見，行動を起こすさまざまな方法について，できるだけ
多くのことを見付けなければならない．
　オランダのある若い国連代表はミレニアム・サミットに
参加するよう自国政府を説得するのに「半年間」を費やし

たが，問題に関する自分の専門知識を活用して，自分を派
遣してもらえるよう説得した．

ある程度時間がたつと，ようやく私のことがわかって
もらえた．ただ笑って若者の代弁者になっているだけ
でなく，本当にさまざまな若者問題の専門家と政府が
話す時に助けになることがわかってもらえた．赤十字
での仕事のため私がよく知っている問題は HIV/ エイ
ズだった．でも児童兵士について政府が話したければ，
それでも私は助けになるだろう…注 3

どうやってすればいいのか？

 「情報を入手するためには ICT の力を使え」とナイジェ
リアのあるボランティアは書いている（第 8 章）．まず，
開発ゲートウェイ，国連，世界銀行などのウェブサイ
トから，さらには個別問題や各国組織に関しては多数
のサイトから学ぶ．＊

若者向けに情報を提供しているプログラムを活用する．
例えば，南アフリカにはウムソボムブ若者基金があるし，
インドの ASER プロジェクトは若者向けのサービス（教
育や仕事）に関する情報を提供している（第 3 章）．＊

プロジェクト向けの少額の補助金を申請する，人と
協力する，若者団体が提供している巨額の財源を申
請する提案書を書く方法を学ぶ．例えば，「HIV/ エ
イズに関するグローバルな若者の連帯（Global Youth 
Coalition on HIV/AIDS：GYCA）は，提案書の書き方，
唱導などに関してオンライン・コースを実施している」，
とはある若者リーダーの助言である．＊

評価する
　批判的になる．自分の利害，身辺の状況，自分やコミュ
ニティに奉仕すべき人々がとった政策や行動を疑問視す
る．すでに知っていることや聞いたことを再考する．自分
が行動を起こす際には，その努力が自分が助けたいと思っ
ている人々にとって違いをもたらしているかどうかを評価
すべく調査する．

あるリベリアの若者リーダーは次のように述べている．
「われわれ若者がもっているもっとも重要な手段は助言
を求めるということだ．…ほかの若者リーダーに対す
る私の助言は，ちっぽけな連中を無視するなというこ
とだ．…トップにいる連中よりよく知っている時もあ
るからだ」．
TakingITGlobal の若者行動ガイドをチェックし，ほか
にも探し，あるいは自分独自のものを作る．*
自分の行動が助けになると思っている人々とオープン
に話して，何が必要なのかを見つけ，自分の計画をう
まく機能するように適合させる．
若者に奉仕するはずのプログラムのモニタリングや評

•

•

•

•

•

•

•
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価にへの若者の関与についてつきとめる．

協力する
　変化を有効にしようと思うならば，他人と協働しなけれ
ばならない．連帯を形成して協働し，集団的に仕事をしな
ければならないのである．それと同じく重要なのは，助け
てくれる力をもった人と協働することを学ぶことである．
　ケニアの若い女性が 2005 年に，初めてケニアの国連若
者代表になった．重要な問題について発言し，ケニアの高
官とも協調するというイニシアティブをとったからだ．

年初来，私の所属している組織のレベルから，MDG
に関するあらゆるプロセスに若者を含めるべきであ
ると陳情したり，主張していた．…われわれは会議
を決して欠席せず，われわれの考えやアイディアを
盛り込んでもらうのに一生懸命努力した．担当省庁
が代表を任命する時が来た際，もっとも積極的で忍
耐力のある人を指名した注 4．

　行動を起こしている地方ないし国の若者組織，あるい
は若者のグローバルなネットワーク（TakingITGlobal，
Youth Employment Summit campaign［YES］，Global 
Youth Action Network）に参加する．これは自分が学べて
協働できるほかの若者と，自分の意見が聞いてもらえる方
法を発見する機会になる．＊

発言権
　官僚，ソーシャルワーカー，政策当局の説明責任を問う．
自分の発言権を行使するもう 1 つの重要な方法は，ほか
の若者に情報を提供すると同時に，彼らから学ぶことだ．
　イタリアのある若い活動家は挑戦課題に直面して，別の
形で自分の意見を表明する方法を発見した．

結局は何にもならないプロ若者協議プロセスに参加
することや，だれも聞いていないのに話し続けるこ
とに嫌気が差していた．…そこで変えてみることに
決めて，「変化のための若者の行動」という若者フォー

ラムを設立して，自分の意見を聞いてもらうという
目標に向けて働いた．ということで，結局，ほかの
すべての人の意見も聞いた．…プロジェクトは大成
功だった注 5．

　シンガポールの若者リーダー指導者は次のように語って
いる．

発言権についてだが，どう機能するか知っておくこ
とだ．政治的なインフラがわからなければ，本当の
変化はどんなものであれ実現するのはむずかしい．
…政府と実際に対峙している官僚制度や NGO の若者
に優しい人に話してみることだ．

　以上の 4 つの手段は単に手始めにすぎない．これやそ
のほかの手段を活用して，自分の計画の動機付けを行い，
行動のための能力を開発することだ．

だれが助けてくれるか
　若者が行動を起こすのを助けてくれるグループが多数存
在する．その支援がほしければ，自分の意見を聞いてもら
う．スリランカの話のように，若者は地方レベルで大きな
インパクトをもたらすことができることが多い．グローバ
ルな若者組織（上述）は，多数の小規模で地方的な組織の
ためのネットワークである．国連は地方的および世界的な
両方のレベルで若者の参加に努めている．世界銀行もコー
スを提供したり，若者とプログラムについて協議したりす
ることによって，若者組織を巻き込み始めている．地方レ
ベルでは，世界銀行は地域事務所に市民社会や若者との連
絡担当者を置いている．グローバルレベルに関しては「若
者・開発・平和ネットワーク」を参照されたい．
　結局のところ，若者次第である．貧困を緩和する努力の
なかで若者の役割や若者問題を高めていくためには，若者
の関与が決定的に重要である．

* 次 の ウ ェ ブ サ イ ト を 参 照．Development Gateway（www.developmentgateway.org/youth），GYCA（www.youthaidscoalition.org），Taking IT Global（www.
takingitglobal.org），Umsobomvu Youth Fund（www.uyf.org.za），国連（www.un.org/youth），世界銀行（www.worldbank.org/childrenandyouth），www.youthink.
org，Youth Employment Summit Campaign（www.yesweb.org）．
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概観
1． このレンジは「青年」と分類される大勢の人々だけでなく，

国連で公式に「若者」と認識されている15-24 歳の人々を
カバーしている．青春からフルタイムの職業への過渡期を検
討するためには，それより幅広いレンジが必要であった．

2. World Bank (1990) および (2001)．

3. World Bank (2005b)．

4. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005), p. 73．

5. Acemoglu (2003)．

6. World Bank (2005d)．

7. Cohen and Bloom (2005)．

8. World Bank (2004b)．リオデジャネイロのスラム街（ファ
ベェーラ）に関する著名な長期的研究のなかで，人類学者
の Janice Perlman は，そこの若者は自分の親よりも教育程
度は高いが，さほど良い仕事にはついていない，ということ
について詳述している．1960 年代後半には，両親は子供
たちに学校を卒業しなければゴミ収集人になるしかないよと
警告したであろう．2003 年 7月，市がゴミ収集人 400 人
を公募したところ，1 万 2,000 人の応募があった．高校卒
業証書が絶対条件であった（Perlman 2005）．

9. Bloom and Canning (2004)．

10. 2050 年までには，10 人中 4 人は現在の12-24 歳のグルー
プ，その子供，あるいは孫で構成されるだろう．Lam (2006)
を参照．

11. Bell, Devarajan, and Gerbasch (2006), p. 80．

12. World Bank (1993) を参照．正確な推計値はさまざまであ
るが，1960-85 年における東アジアの成長率の約 3 分の 1
は，この研究では初等教育に対する健全な投資のおかげだ
とされている．

13. De Ferranti 他 (2003)．

14. Bell 他 (2004),   p. 44．

15. Behrman 他 (2005)．

16. Abeyratne (2004)．

17. 詳しい議論に関してはボックス2.1を参照．

18. UNESCO (2004)．

19. その例としては，「国際数学理科教育動向調査」や「国際
読解力向上調査」におけるテストがある．

20. Garces, Thomas, and Currie (2000); Glewwe, Jacoby, and 
King (2001); Kagitcibasi, Sunar, and Bekman (2001)．

21. UNESCO (2005)．

22. World Bank (2005c)．

23. 成長を持続させるための政策は他の著作で非常に詳しく研
究されているので，ここでは検討しない．最近のレビューに
関してはWorld Bank (2005a) を参照．

24. Bloom and Canning (2004)．

25. World Bank (2003)．

26. Kabeer (1999); Sen (1985)．

27. Vietnam Ministry of Health and General Statistics Office, 
UNICEF, and WHO (2005)．

28. Boyer, Shafer, and Tschann (1997); Cceres 他 (1994); 
Egleeston 他 (2000)．

29. World Bank (2004a)．

30. Centre for Development and Population Activities 
(CEDPA)(2001)．

31. De Ferranti 他 (2003), p. 97．

32. Jacoby and Skoufias (2002)．

33. Arends-Kuenning and Amin (2000)．

34. Jimenez and Lockheed (1989)．

35. Akerlof and Kranton (2000)．

36. Gruber and Zinman (2001); World Bank (2005b)．

37. Hahn and Leavitt (2003)．

38. この研究のほとんどはドイツなど先進国で行われたが，実験
結果はさまざまな状況下で強固である．Dohmen 他 (2005)
を参照．

39. Hanushek and Wlman (2005)．

40. Singer (2005); Stohl (2001)．

41. Jha 他 (2001)．

第 1章
1. World Bank (2006b)．

2. World Bank (1990); World Bank (2001d); World Bank 
(2005r)．

3. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005)．

4. 教育と低出生率の因果関係を説得力のある形で証明するの
は非常にむずかしいことがわかっている．しかし，子供の
健康改善に果たす母親教育の役割については，幅広い裏
付け研究がある．これに加わった最近の文献は次の通りで
ある．Grossman (2005a); Knowles and Behrman (2005); 
Schultz (2002); World Bank (2001c)．

5. World Bank (2001c)．

6. Paxson and Schady （近刊）．

7. World Bank (2005r)．

8. Jimenez (1995)．

9. World Bank (2004e); World Bank (2005f)．

10. De Ferranti 他 (2003)．

11. 推定値は計算可能な一般均衡シミュレーションや各種成長
モデルを含む幅広いモデル型接近法に基づいている．Bell, 
Devarajan, and Gersbach (2006), table 1を参照．

12. World Bank (2002b)．

13. 1960-95 年について100カ国のパネルデータを分析した
Barro(1999) によれば，成長と中等教育開始水準との間に
は正の相関関係がある．しかし，1960-85 年について90
カ国のデータを用いたPritchett(2001) は，教育の伸びは
1 人当たりGDP ないし全要素生産性の伸びに何の影響もも
たらさないとしている．両者とも学校教育の質は考慮に入れ
ていない．

14. Hanushek and Kimko (2000)．

15. World Bank (2001b)．
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16. World Bank (2001b) に引用されているPantonを参照．

17. World Bank (2001b)．

18. ラテンアメリカ・カリブに関しては Behrman, Birdsall, and 
Szekely (2003); Snchez-Pramo and Schady (2003)，中東
に関してはAbu-Ghaida and Connolly (2003)，サハラ以南
アフリカに関しては Schultz (2003)，東アジアに関しては
Abu-Ghaida and Connolly (2003)，中国に関しては Heck-
man and Li (2004)，インドに関しては National Research 
Council and Institute of Medicine (2005) をそれぞれ参照．

19. Berman and Machin (2000)．

20. Acemoglu (2003)．

21. Vietnam Ministry of Health and General Statistics Office, 
UNICEF, and WHO (2005)．

22. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005)．

23. World Bank (2000)．

24. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005)．

25. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005)．

26. 予測は United Nations (2005) に基づくもので，出生率が
中間値をとることを前提にしている．

27. この予測はHIV/ エイズの影響を織り込んだものである．予
測によれば一般的にエイズは出生率の低下を加速するため，
若年人口のピークも低くなる．例えば，ボツワナでは，若年
人口は2005 年頃にピークに達すると予測されているが，「エ
イズなし」という別の予測では，さらに数十年間にわたって
増加が継続する．

28. Johnson (2000); Lam (2006)．

29. Lam (2006)．

30. 分析は国連の世界人口予測に基づいているため，このデー
タベースに含まれていない諸国は対象外となっている．そ
の例としては，2005年の人口が10万人未満の諸国や東ティ
モールがある．

31. 新規参入者の圧力は若年層の増加率という別の形で考える
こともできる．これもほとんどの途上国では，人口爆発の頂
点であった1960 年代から70 年代にかけてピークを打ち，
それ以降は逓減している．したがって，年率 2-3％と依然と
して高い途上国が多いものの，漸減傾向をたどっているた
め，圧力も緩和する方向に向かっている．出生率の低下が
発生していない少数の諸国では，若年層の伸びも鈍化して
いない．

32. 人口増加率の高い諸国では，子供と若者の生産年齢人口に
対する比率が高いために，どれくらい低貯蓄率に苦しんでき
たかについては，Coale and Hoover (1958) や Leff (1969)
の古典的な業績にまで遡ることができる膨大な文献がある．

33. Bloom and Sachs (1998); Bloom and Williamson (1998); 
Bloom, Canning, and Malaney (2000); Mason (2001)．こ
のような文献は主として日本，香港（中国），シンガポール，
韓国に焦点を当てている．Bloom and Williamson は中国と
台湾（中国）も含めている．

34. Deaton and Paxson (1997)．

35. Bloom and Canning (2005)．

36. 扶養率が上昇しているのは被扶養者の相対的な規模が上昇
している諸国のなかの一部である．チャド，赤道ギニア，ギ
ニアビサウ，リベリア，ニジェール，コンゴ共和国，シエラ
レオネがその例である．

37. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005); UNICEF (2000)．

38. 児童労働の定義は規範や基準の精緻化に伴って徐々に変
化してきている．児童労働に関する ILO の現在の定義で
は，経済活動を行っている11 歳未満の全児童，週 14 時
間以上の経済活動を行っている12-14 歳の全児童，危険
な活動や最悪の形の労働に従事している17 歳以下の全児
童が含まれている．最悪の形の労働には，人身売買，債務
労働，武力抗争，売春やポルノ，および違法労働が含まれ
る（National Research Council and Institute of Medicine 
2005）．

39. 出所に関しては第 5 章を参照．

40. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005)．

人口動態に関するスポットライト

1. すべての人口動態分析には，特記のない限り，国連の
World Polulation Prospects（United Nations 2005）を使
用している．定義，前提，その他の詳細に関しては国連の
ウェブサイトを参照（www.un.org/esa/population/publica-
tions/WPP2004/wpp2004.htm）．

2. この分類に際しては，若年人口のピークが 2000-10 年
に，あるいは人口のピークが 2010 年以降に起こるが，
2005-15 年の増加率が年 0.5％未満になる場合，その国
はピークに達したものと仮定している．詳細に関しては Lam 
(2006) を参照．

3. この分類に際しては，若年人口のピークが 2010-30 年に
起こって，2005-15 年の増加率が年 0.5％以上になる場
合，あるいは若年人口のピークは 2030 年以降に起こるが，
2025-35 年の増加率が年 0.5％未満になる場合，その国は
ピークに達したものと仮定している．

第 2章
1. World Bank (2003f)．

2. 例外は Moehling (2005)で，前世紀の変わり目におけるア
メリカについて，働いている子供の交渉力を研究している．

3. このようなアイディアを発展させたのは，なかでも次のよ
うなノーベル賞受賞学者である．George Akerlof，James 
Heckman，Daniel Kahneman，Michael Spence，Joseph 
Stiglitz．

4. 広範囲にわたるレビューに関しては，『世界開発報告 2006』
の第 7 章を参照（World Bank 2005r）．

5. UNESCO (2004b)，Summary，p. 35．

6. Kurz, Peplinsky, and Johnson-Welch (1994)．

7. Strauss and Thomas (1995)．

8. おそらくもっとも詳しい裏付けがあるのは，アメリカの早期幼
児開発プログラムの長期的な効果についてであろう．国の
ヘッドスタートプログラムの長期的な効果の分析では，高等
学校を卒業して大学に進学する確率が高まるということが指
摘されている．アフリカ系アメリカ人については，同計画の
おかげで罪を犯して逮捕ないし起訴される可能性も低下する
（Garces, Thomas, and Currie 2000）．

9. Glewwe, Jacoby and King (2001)．

10. Kagitcibasi, Sunar, and Bekman (2001)．

11. World Bank (2005f)．

12. これがいくらかかるのかの推計は困難であるが，非常にラフ
なオーダーは Binder (2005) による最近のコスト計算から推
測できる．それによると中等教育義務化のグローバルな年
間コストに25 年間で280 億ドル（「最善慣行」諸国の経験
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における効率性の改善が広く採用されれば 220 億ドル）と
推計されている．もし前期中等教育が後期中等教育の約半
分の長さであれば，年間コストは110-140 億ドルにとどまる
といっても的外れではなかろう．Cohen and Bloom (2005)
はこの程度の金額なら負担可能であると結論付けている．

13. World Bank (2003f)．

14. 研究によれば，ほとんどの諸国では，生産性と賃金に対す
る効果で測定した人的資本の蓄積テンポは，青年期に最高
に達し，30 歳（40 歳）までに3 分の 2（半分）に逓減する．
第 4 章参照．
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16. Lee and Rhee (1999)．

17. McKenzie (2004)．

18. Bloom and Canning (2005)．

19. マレーシアでは，20-24 歳の女性の労働市場参加率は，
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2005）．
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性差に関するスポットライト

1. イスラム社会では制限は「幕」(purdah)という形をとるが，
早くからの夜間外出禁止令，あるいは1 人旅行の禁止といっ
た形をとる社会もある．World Bank (2004b); World Bank 
(2005a) を参照．
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(2005)．
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中等学校についても繰り返されている．アルバニア，アルメ
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ては，それぞれ次を参照．Walker 他 (2005); Berlinsky, 
Galiani, and Gertler (2006); Armecina 他 (2006)．

8. UIS-UNESCOデータ（http://stats.uis.unesco.org）．

9. Canals-Cerda and Ridao-Cano (2004)．この効果は，主と
して初等および中等学校の就学中に働くという確率を引き上
げることによって作用する．留年の効果は中等学校修了に関
してだけ定義されている．

10. このテストには反社会的態度，Rosenberg の自尊心，Rot-
ter の自己統制の位置（Locus of Control）に関する指数が
含まれる．

11. Woessmann and Hanushek （近刊）．

12. 義務教育法は教育的到達度（Lochner and Moretti 2004），
成人の賃金（Patrinos and Sakellariou 2005）， 健康と
雇用（Oreopoulos 2005）を高め，犯罪（Lochner and 
Moretti 2004）と 10 代 の 妊 娠（Black, Devereaux, and 
Salvanes 2004）を減少させる，ということが見出されている．

13. Knight and Sabot (1990); Mete (2004)．

14. World Bank (2005r)．

15. Filmer （近刊）．

16. UNESCO Institute for Statistics (2005)．

17. World Bank (2002a); UNESCO Institute for Statistics 
(2005)．

18. 高等教育に携わっている私立学校のほとんど（91％）は政
府に依存した私立学校に比べて相対的に独立しているが，
中等教育では両者はほぼ半々である．UNESCO Institute 
for Statistics (2005)．

19. www.onderwijsraad.nl/Doc/English/masterofmarket.pdf．

20. World Bank (2002a)．

21. UNESCO Institute for Statistics (2005)．

22. 例えば，カリフォルニアの高等教育制度では，優秀な中心
的な機関への選別的な入学と，ほかの 2 年間および 4 年
間の高等教育機関へのより開放的な入学を組み合わせてい
る．www.cpec.ca.gov/を参照．

23. World Bank (2005f)．

24. Benavot (2004)．

25. World Bank (2002a); World Bank (2005l)．

26. Levy and Murnane (2004)．

27. Lee and Wong (2005)．

28. UNESCO (2004b)．

29. そのほかの非伝統的な教授法を実験した後，イギリスでは
1990年代に体系化された教授モデルが実施された．さらに，
アメリカでは成績が最悪の学校の一部はそれを実施して大
成功を収めた．インドで成功したバルサキ治療教育プログ
ラムも同じような方法を採用している．レビューに関しては
Gauthier and Dembl (2004) を参照．

30. バングラデシュにおけるBRAC の「非公式初等教育学校」
は双方向教授法と，生徒の進歩，授業方式，カリキュラム
の定期的な評価（生徒と教師自身の意見を求めている）を
組み合わせている一例である（ボックス3.11 参照）．教師
に教授法に関する資料と研究を提供したフィリピンの実験で
は，学習成果が改善した．Tan, Lane, and Lassibille (1999)
を参照．

31. これは優先度の低い科目に割り当てる時間を減らすか，授
業時間を増やすかすることで，達成可能である．時間の使
途にかかわる詳しい議論に関してはUNESCO (2004b) を参
照．

32. World Bank (2003b)．先進国における実証研究では，コン
ピュータ利用に関連した賃金プレミアムは大きいことが示さ
れている（Autor, Kaltz, and Krueger 1998）．観察されて
いない異質性を制御した研究では，効果はプラスではある
が小さく，本当に重要なのはコンピュータスキルであること
が示されている（Pabilonia and Zoghi 近刊）．

33. Kuku, Orazem, and Singh (2005) では，体制移行国 9カ
国のデータを用いて，英語に堪能なことがコンピュータ利
用と正の相関関系にあることが示されている．マレーシア
の労働者と企業を総合したデータによれば，英語の熟達度
は労働者がもっとも欠如していると感じているスキルであり
（48％），次に情報技術スキルが続いている．労働市場で
は，国際貿易の専門用語に関連してプレミアムが付いている
（Munshi and Rosenweig 2003）．識字能力と方言に関し
てはUNESCO (2004b) を参照．

34. アメリカのこのようなプログラムに関するデータが示唆すると
ころでは，金融リテラシー教育は，お金を増やすことによっ
て，若者の金融にかかわる知識と行動を改善する（Varcoe
他 2005）．

35. Cox (2004)．

36. Kemple and Scott-Clayton (2004)．

37. Johanson and Adams (2004)．

38. Chen and Kenney (2005)．

39. UNESCO (2004b)．

40. 教員の無断欠勤に関しては，Chaudhury 他 (2006) を参照．
教員不足は農村部に加えて，数学，科学，技術などでは特
に問題である．World Bank (2005f)．

41. 例えば，Jacob and Lefgren (2002) を参照．



322　世界開発報告 2007

42. 教員研修の詳細に関しては，UNESCO (2004b); World 
Bank (2005k) を参照．

43. ラテンアメリカ・カリブ諸国のデータに関しては，Vegas and 
Umansky (2005) を参照．

44. Banerjee and Duflo (2006); Vegas and Umansky (2005)．
受益者抑制プログラムを実施する際，親との関係で出てくる
挑戦課題の 1つとして，教育に対する需要が低いということ
があった．しかし，教員の説明責任を問う場合に若者を関
与させることはまだ行われていないが（高等レベルを除く），
若者は親よりも教育需要が高い可能性もあろう．

45. Lavy (2002)．

46. 「バスティ」(Basti) はベンガル語で「貧民街」のこと．

47. World Bank (2003b)．

48. Pratham Resource Centre (2005)．

49. World Bank (2005k)．このプロジェクトには教科書の提供
と施設の改善も含まれていた．

50. 例えば，Caldwell, Levacic, and Ross (1999) を参照．

51. Fuchs and Woessmann (2004)．

52. World Bank (2006d); Reinikka and Svensson (2002)．し
かし，算式による資金供与がルールに基づいているからと
いって，必ずしも支配を免れられることを意味するものでは
ない．適切な統制とモニタリングのメカニズムを導入してお
くことが必要である．学校交付金は学校運営の固定費に対
応する固定的な部分を含んでいる必要がある．また，教員
のような目に見えない投入は，ほかの資金供与ルートを通じ
て対処したほうがよい．

53. Bray (2004)．

54. Woessmann (2003); Woessmann and Hanushek （近刊）．

55. World Bank (2005b); Patrinos (2005)．

56. Angrist and Lavy (2002); Angrist, Bettinger, and Kremer 
（近刊）．

57. Filer and Mnich (2002)．

58. Patrinos (2005); Barrera Osorio (2005)．

59. Behrman 他 (2002)．

60. De Walque (2005)．

61. De Fraja, Oliveira, and Zanchi (2005)．

62. Sacerdote (2001); Kremer and Levy (2003)．仲間グルー
プが個々人の行動の原因になるという効果を立証するのは
難題である．というのは，特に仲間グループの形成は往々に
して外生的なためである．

63. 最適なクラスの規模や構成が生徒の不均一性に応じてどの
ように異なるかに関しては，Lazear (2001); Fertig (2003)
を参照．学校レベルにおける生徒の不均一性がもたらす
効果に関しては，Fryer and Torelli (2005); Akerlof and 
Kranton (2005b) を参照．

64. Ding and Lehrer （近刊）．

65. UNESCO (2004b) に引用されているSlavin (1996)．

66. Boisjoly 他 (2004)．

67. Slavin and Cooper (1999); Steinberg and Cauffman 
(1996)．

68. Kremer, Miguel, and Thornton (2004)．

69. Akerlof and Kranton (2002)．

70. OECD (2005b)．

71. Blum and Libbey (2004)．

72. Catalano 他 (2004)．

73. Kessler 他 (1995)．

74. de Jong 他 (2001)．

75. Blum and Libbey (2004)．

76. 広範なレビューに関しては，UNESCO (2004a)とNational 
Research Council and Institute of Medicine (2005) の両方
を参照．

77. インドのカースト制に関しては Hoff and Pandey (2004); 
Drze and Gazdar (1997)，多数の諸国の女子に関して
は National Research Council and Institute of Medicine 
(2005)，アメリカのそれぞれ異なる数グループに関しては
Akerlof and Kranton (2002) を参照．

78. Lloyd, Mensch, and Clark (2000)．この研究では通常なら
退学の先行指標となる各種要因を制御しているが，それに
は親の特性や親対教員比など学校の質を示す典型的な変数
が含まれる．

79. Hoff and Pandey (2004)．

80. Davies, Williams, and Yamashita (2006)．イギリスに関す
るある研究では，参加率の高い 12 の学校の成績は生徒の
特性から予想されるよりも高かった（Hannam 2001）．

81. Davies, Williams, and Yamashita (2006)．

82. Brett and Specht (2004)．

83. Pro-Rector for Student Affairs at the Plekhanov Academy 
of Moscow, Professor Oleg Cherkov, March 13th, 2006 
seminar．

84. 主たるポータルは www.aimhigher.ac.ukで，「停まるな」と
いう14-16 歳向けの並行的なポータル（www.aimhigher.
ac.uk/dontstop/home）もある．評価は 16 歳の生徒をこの
プログラムに1年間にわたり触れさせた実績に基づいている
（Emmerson 他 2005）．プログラムのより包括的な評価が
現在進行中である．

85. Carneiro and Ridao-Cano (2005)．同じ研究がメキシコに
ついても行われている．ノルウェーに関しては Aakvik, Sal-
vanes, and Vaage (2003)も参照．しかし，期待収益率は教
育達成度を決定する要因の 1 つでしかない．アメリカに関
しては Carneiro and Lee (2005)，中国に関しては Fleisher
他 (2004) を参照．

86. これは都市部における無作為な実験である（Jensen 
2006）．

87. このようなコストは，リスク回避的な人に対する確実性の効
果（教育投資を増加させる傾向が強い）を相殺することが
ある．貧困家庭の出身者は裕福な家庭の出身者よりもリスク
回避的であることを示す，強固な実験データがある（Dohmen
他 2005）．つまり，貧困層は不確実性が高い，リスク回避
的，野心が低い，流動性制約などの結果として，教育に関
して過少投資に陥りやすい．

88. これは所得条件付きローンの返済が，賃金の事後的な実現
を条件としているためである．所得条件付きローンは本章で
後述．

89. Carneiro and Heckman (2002)．しかし，信用制約は次の
2 つの理由から，著者が示唆しているよりも重要であろう．
親が信用制約はないのに，教育への投資に消極的な場合，
その生徒はやはり信用制約があるといえる．また，結果は
与えられた政策環境に左右される．短期的な信用制約の役
割が小さい一因は，それに取り組むための政策が成功して
いることにあるかもしれない．

90. 例えば以下を参照．Lillard and Willis (1994) は，所得と
中等および高等教育への進学の関係は希薄であるとしてい
る．Behrman and Knowles (1999) は，ベトナムの6-17 歳
については所得効果が大きいとしている．同書では21カ国
の 42 事例における結果を要約している．家計所得と学校



�　323 

教育の相関関係にかかわる推定値は，ほとんどの場合，有
意ではあるが小さい．

91. メキシコに関しては Jacoby and Skoufias (2002)，パキスタ
ンに関しては Sawada and Lokshin (2001) を参照．

92. 働いている子供が仕事と学校をどの程度両立させられるか
は，家計の需要要因（貧困），子供の雇用機会，教育制度
に関する制度的相違（授業日の長さ）などに依存する．

93. Levison, Moe, and Knaul (2001)．

94. Beegle, Dehejia, and Gatti (2004)．

95. Canals-Cerda and Ridao-Cano (2004)．

96. Gunnarson, Orazem, and Snchez (2006)．

97. Greene and Merrick (2005); National Research Council 
and Institute of Medicine (2005)．

98. Eloundou-Enyegue (2004)．

99. Behrman 他 (2006)．

100. レビューに関しては Rawlings and Rubio (2005); Morley 
and Coady (2003) を参照．

101. Skoufias and Parker (2001); Schultz (2004); Skoufias, 
Davis, and de la Vega (2001) ．

102. Todd and Wolpin (2003)．

103. Coady (2000)．

104. Sadoulet and de Janvry (2006) は，プログラムにおける効
率性向上は，貧困層のなかから奨学金で就学する子供を選
定し，子供が就学するのにちょうど十分になるように移転の
規模を調整することによって，達成可能であることを示して
いる．

105. Skoufias and Parker (2001)．ニカラグアの同様なプログラ
ムも，12-13 歳児の就職率を低下させたことがわかってい
る（Maluccio 近刊）．Ravallion and Wodon (2000) によれ
ば，バングラデシュの「教育のための食料」プログラムは
児童労働を削減したものの，その効果は男子就学率上昇の
25％を占めたにすぎない．ショックに関しては de Janvry 他 
(2006) を参照．

106. Yap, Sedlacek, and Orazem (2001)．

107. Arends-Kuenning and Amin (2000)．

108. Angrist 他 (2002); Angrist, Bettinger, and Kremer （近刊）．

109. インドネシアの資産調査に基づく奨学金プログラムのインパ
クト評価 (Sparrow2004) が示すところによれば，後期中等
教育の進学には何のインパクトもなかった．

110. 同プログラムは停止され，「学校手当」が国家プログラムと
して採用された際にも，併用されなかった．Lavinas, Bar-
bosa, and Tourinho (2001)．

111. Carneiro and Heckman (2003)．

112. これは脳の発達プロセスが一因である．スキルごとに学習
プロセスのなかで重要な時期が異なり，この機会を逃すと，
後で矯正することは不可能である．

113. Bray (2004)．

114. Lavy and Schlosser (2005)．

115. Banerjee 他 (2005)．

116. 学校との感情的な結びつきや退学率に関する一連の研究に
関しては Blum and Libbey (2004)，フィリピンに関しては
World Bank (2006d)，コロンビアに関してはCRECE (2005)
を参照．

117. Abadzi (2003)．

118. Heckman, LaLonde, and Smith (1999); Betcherman, Oli-
vas, and Dar (2004)．

119. Heckman, Smith, and Clements (1997)．

120. Betcherman, Olivas, and Dar (2004)．

121. 本報告書用に実施された若者との協議に関する報告書．

ベトナムに関するスポットライト

1. このスポットライトは以下に依拠している．Asian Develop-
ment Bank (2005); Nguyen Anh, Duong, and Hai Van 
(2005); Nguyen Anh (2005); Parliamentary Committee 
for Social Affairs (2005); Vietnam Ministry of Health and 
General Statistics Office, UNICEF, and WHO (2005); Lau-
trdou (2005); World Bank (2003e); World Bank (2005q)．

2. Vietnam Ministry of Health and General Statistics Office, 
UNICEF, and WHO (2005)．

第４章
1. National Research Council and Institute of Medicine 

(2005)．

2. ILO (2006)．本章では「児童労働」と「経済活動に従事し
ている児童」は同義語として使用する．後者は通常の 1 学
年中の基準週に最低 1 時間以上の仕事をした児童として定
義される．仕事には自営業での有給あるいは無給の仕事が
含まれる．ILO は児童労働を厳格に定義しているが，経済
活動に従事している児童の一種であり，年齢と労働時間の
下限が違うだけである．

3. Duryea 他 （近刊）．

4. Fares and Raju (2006)．

5. Yap, Sedlacek, and Orazem (2001); Emerson and Souza 
(2002)．

6. Kaushik and Tzannatos (2003); Betcherman 他 (2001)．

7. 児童労働と学業成績のデータに関しては，ラテンアメリカに
ついてGunnarson, Orazem, Snchez (2006)，パキスタンと
ニカラグアについてRosati and Rossi (2003)，ガーナにつ
いてHeady (2003) を参照．

8. Ilahi, Orazem, and Sedlacek (2005); Emerson and Souza 
(2006)．

9. この推定値は 61 件の家計調査のデータを用いて，単純な
ミンサー型賃金モデルで試算したものである．Fares, Mon-
tenegro, and Orazem (2006b)．

10. Emerson and Souza (2003)．

11. Kassouf, McKee, and Mossialos (2001)．

12. Fares, Montenegro, and Orazem (2006a)．

13. Borgarello 他 (2005)．国のサンプルには以下が含まれる．
アルバニア，アルゼンチン，グルジア，ハンガリー，ポーランド，
ロシア連邦，ウクライナ，ベネズエラ・ボリバル共和国．

14. ILO (2004)．ILO は数カ国における各国調査とILO Global 
Employment Trends モデルに基づいて，世界全体および地
域別の推定値を算出している．

15. Kabbani and Kothari (2005)．

16. ILO (2005)．

17. World Bank (2003d)．

18. O’ Higgins (2003)．

19. Fares and Montenegro (2006)．

20. Fares and Tiongson (2006)．

21. Mroz and Savage (2001); Card and Lemieux (2000b)．

22. Freeman (2000); Fougre, Kramarz, and Pouget (2006)．

23. Hettige, Mayer, and Salih (2004)．



324　世界開発報告 2007

24. Topel and Ward (1992)．

25. Parent (2006)．

26. Hemmer and Mannel (1989)．

27. Borgarello 他 (2005)．

28. Audas, Berde, and Dolton (2005)．

29. Guarcello, Mealli, and Rosati (2003); Parent (2006)．

30. O’ Higgins (2003); Korenman and Neumark (2000)．

31. Fares and Montenegro (2006)．

32. O’ Higgins (2003)． 先進国に関しては Korenman and 
Neumark (2000)も参照．

33. Rosati （近刊）を参照．

34. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005)．

35. Mammen and Paxson (2000); Huffman and Orazem 
(2004); Greenwood, Seshadri, and Vandenbroucke 
(2005)．

36. 指数には以下のような測定値が含まれている．貿易，財政・
金融・労働・規制にかかわる政策，国有化の度合い，金融・
資本フローにかかわる政府介入，財産権，灰色経済の重要
性．

37. World Bank (1995); World Bank (2004e); World Bank 
(2005c)．

38. 第 4 章末のベビーブームに関するスポットライトに加えて以
下を参照．Lazear (1983); Bentolila and Bertola (1990); 
Bertola, Blau, and Kahn (2002)．

39. Hopenhayn and Rogerson (1993)．

40. Pags and Montenegro (1999); Montenegro and Pags 
(2004)．

41. Heckman and Pags (2000)．Jimeno and Rodrguez-Palen-
zuela (2002) が OECD 諸国のパネルを用いて明らかにした
ところによれば，労働市場の硬直性を高める制度的な環境
（雇用保護法を含む）も若年失業率を押し上げる傾向にあ
る．

42. ブラジルに関してCunnigham and Siga (2006); チリに関し
てMontenegro and Pags (2004); OECDの各国比較に関し
てNeumark and Wascher (1999)．

43. Maloney and Nuez Mendez (2004)．

44. Boudarbat (2005)．

45. World Bank (2003d)．

46. Serneels (2004)．

47. Corpe, Fares, and Montenegro (2006)．

48. Paniza (2000) によれば，公的部門の賃金プレミアムは男性
の場合，低スキル労働者はプラス，高スキル労働者はマイ
ナスになっているが，女性の場合はこの傾向が逆転してい
る．Filmer and Lindauer (2001) によれば，インドネシアの
低スキル労働者に関して公的部門の賃金プレミアムは高い
が，この格差は統計的には有意ではない．

49. Tzannatos (1999)．

50. Ragui and Arntz (2005)．

51. 国際比較に関してO’ Hggins (2003); ブラジルとチリに関し
てFares and Montenegro (2006); Rosati （近刊）．

52. この数値はすべて，ブラジル，インドネシア，ベトナムに関
する投資環境調査を用いた筆者の試算．

53. Noorkiv 他 (1998)．

54. Snchez-Pramo and Schady (2003)．東アジアとサハラ以南
アフリカに関するほかの研究結果でもこのような効果が示さ
れている．

55. Japan Bank for International Cooperation (2006)．

56. Gruben and McLeod (2006)．

57. World Bank (2004e)．

58. Kugler (2004)．

59. Cahuc and Carcillo (2006); Blanchard (2006)．

60. World Bank (2004e)．

61. Social Protection Note, World Bank （近刊）, “More and 
better jobs in developing and emerging economies.’’．

62. Neumark and Wascher (1999)．

63. Gill, Montenegro, and Dmeland (2002)．

64. OECD (2005a)．

65. Kluve (2006)．

66. Fretwell, Benus, and O’Leary (1999); Kluve (2006)．

67. Cockx and Gbel (2004)．

68. Hazell and Haggblade (1993)．

69. Huffman and Orazem (2004)．

70. Haggblade, Hazell, and Reardon （近刊）．

71. Kbrich and Dirven (2006)．

72. Ferreira and Lanjouw (2001); Kijima and Lanjouw 
(2004)．

73. Haggblade, Hazell, and Reardon （近刊）．

74. Otsuka （近刊）．

75. Kijima and Lanjouw (2004); Ferreira and Lanjouw 
(2001)．

76. 雇用，失業，労働力参加率に関するプロビット・モデルに
基づく筆者の試算．15-24 歳に関して推計したもので，モ
デルには教育，性差に関する指標，国別効果が含まれる．
データは29カ国の家計調査に基づきプールされている．

77. World Bank (2005n)．

78. Au and Henderson （近刊）．

79. 2000 年の国勢調査によれば，人口のほぼ 12％が合法的
な居住権をもっていなかった．

80. State council policy paper, “Opinion of the state council 
on the issue of rural migrant workers,” Beijing (2006)．

81. Pritchett (2006)．

82. Ryan (2001)．

83. Johanson and Adams (2004)．

84. van Eekelen, de Luca, ans Ismail (2001)．

85. Adams (2006)．

86. Atchoarena and Delluc (2001)．

87. Haan and Serriere (2002)．

88. Johanson and Adams (2004)．

89. Riley and Steel (1999)．

90. Tan (2005)．

91. Tan and Batra (1995)．

92. Johanson and Adams (2004)．

93. World Bank (2006e)．

94. Johanson and Adams (2004); Cinterfor/ILO (2001)．

95. Llisterri 他 (2006)．

96. 「必要に迫られた，あるいは機会に乗じた企業家」という
のは，Global Entrepreneurship Monitor (GEM) が企業家
になる動機を区別するために採用している定義である（Reyn-
olds 他 2002）．GEM は事業を設立しようとしている人々を
分類するために使っている一方，本書では同じ概念をすで
に企業家になっている人々にも適用している．



�　325 

97. 米州開発銀行のデータベースにデータが含まれている諸国
は，アルゼンチン，ブラジル，チリ，コスタリカ，エルサル
バドル，メキシコ，ペルー，ウルグアイである．ラテンアメリカ，
東アジア，南ヨーロッパにおけるダイナミックなベンチャー企
業の台頭と発展に関する幅広い研究は，Llisterri 他 (2006)
に掲載されている．

98. Kantis (2003)．

99. Betcherman, Olivas, and Dar (2004)．

100. Elway (1999)．

101. Betcherman 他 (2006)．労働市場の若者を対象とした既存
の介入策に関するこの目録は，何が機能して何が機能しな
いかについて必要とされる将来の指針を提供してくれる．

102. Ravallion 他 (2005)．

103. Galasso, Ravallion, and Salvia (2001)．

104. Pound and Knight (2006)．www.usnews.com/usnews/
biztech/articles/060403/3worldbank.htm．

105. Galasso, Ravallion, and Salvia (2001)．

106. UNICEF (2002), table 4.11．

107. www.jobsnet.lk/ を参照．

108. Lasida and Rodrguez (2006)．

109. Devia (2003); Santiago Consultores Asociados (1999)．

OECD諸国のベビーブームに関するスポットライト

1. Korenman and Neumark (2000)．

2. Ryan (2001)．

3. Burgess 他 (2003)．

4. Card and Lemieux (2000a)．

5. Blanco and Kluve (2002)．

6. Gould, Weinberg, and Mustard (1998); Grogger (1998); 
Machin and Meghir (2004)．

7. Fougre, Kramarz, and Pouget (2006)．

8. Blanchard and Wolfers (2000); Nickell and Layard (1999); 
Blau and Kahn (1999) は，労働市場の制度がどのように
労働市場に影響するかに関する文献について，包括的なレ
ビューを行っている．

9. Jimeno and Rodrguez-Palenzuela (2002)．

10. Neumark and Wascher (1999) によれば，最低賃金はほか
の雇用保護規制と組み合わされて課されると，効果がもっと
も大きくなる．

11. Bertola, Blau, and Kahn (2002)．

12. Ryan (2001)．

13. Kluve (2006); Martin and Grubb (2001)．

第 5章
1. National Research Council and Institute of Medicine 

(2005)．

2. WHO (2002a)．女子の生存確率は総じてこれよりは高いが，
各国間比較でも同様である．

3. Lpez 他 (2006)．

4. Lule 他 (2005)．

5. Mullahy and Sindelar (1991); DeSimone (2002) を参照．

6. Rodrguez Ospina, Duque Ramirez, and Rodrguez Garca 
(1993)．

7. World Bank (2005d)．

8. Hibbel 他 (2000); Bloomfield 他 (2003)．

9. WHO and World Bank (2005)．

10. Lundberg, Over, and Mujinja (2003); Yamano and Jayne 
(2004)．

11. Kalemli-Ozcan (2001); Kalemli-Ozcan (2005)．

12. Witoelar, Rukumnuaykit, and Strauss (2005)．

13. Ezzati and Lopez (2004)．

14. Ebbeling, Pawlak, and Ludwig (2002); Koplan, Liverman, 
and Kraak (2005)．

15. Slaymaker 他 (2004)．

16. World Bank (1999c)．

17. World Bank (1993b)．

18. World Bank (1999b)．

19. Russell (2000)．

20. UNAIDS (2000)．

21. World Bank (1999a)．

22. Bateman (2001); Chandra, Jairam, and Jacob (2004); 
Visinntini 他 (1996)．

23. Montoya Daz (2002)．

24. Singh 他 (2000)．アフリカ諸国に関して2000-04 年に実施
されたMEASURE Demographic and Health Survey のデー
タに基づくトレンド分析．

25. McCauley and Salter (1995)．

26. Mensch, Singh, and Casterline (2006)．

27. 人口動態保健調査．

28. Clark (2004)．

29. Konde-Lule, Sewankambo, and Morris (1997)．

30. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005)．

31. Family Health International (2005)．

32. Dunkle 他 (2004)．

33. Jejeebhoy and Bott (2003)．性取引の定義は研究者と若
者とでは違う可能性があることに注意．南アフリカのダーバ
ン市で行われた若者のフォーカスグループにおける議論で，
同一年代の若者の間では金品授与という性的関係は一般的
であることがわかった．若者はお金を交換条件とした性交は
売春と考えているが，非現金の物品についてはそうは考えて
いない（Kaufman and Stavrou 2004）．

34. Luke (2003)．

35. Human Rights Watch (2002b)．

36. WHO (2004)．

37. Hibbell 他 (2000)．

38. Singleton, Lee, and Meltzer (2001); Institute of Alcohol 
Studies (2006)．

39. Peden 他 (2000)．

40. World Bank (1999c)．

41. Parry 他 (2000)．

42. Gajakashmi 他 (2000)．

43. Jha and Chaloupka (2000)．

44. Witoelar, Rukumnuaykit, and Strauss (2005)．Indonesia 
Family Life Survey, 1993-2000の分析に基づく．

45. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005)．

46. United Nations Economic and Social Council (2001)．

47. UNICEF, UNAIDS, and WHO (2002)．



326　世界開発報告 2007

48. Osmond and Barker (2000); Martorell 他 (1998); Ramak-
rishnan (2004)．

49. Gluckman 他 (2005); Sawaya 他 (2003)．

50. FAO (2006)．

51. Popkin (1994); Popkin (2002); Popkin and Gordon-
Larsen (2004)．

52. Fernald 他 (2004)．

53. Gertler 他 (2006)．

54. World Bank (1993b); Reddy (2002); Department of 
Health Services Sri Lanka (2002); FAO (2006)．

55. Hubley (2000); Gatawa (1995)．

56. Cohen (2004); Gregson 他 (2006)．

57. Bloom (2005a); Blum and Ireland (2004)．

58. Kenkel (2000)．

59. Lansdown 他 (2002)．

60. Cceres 他 (1994); Eggleston 他 (2000); Boyer and Shafer 
(1997)．

61. Knowles and Behrman (2005)．

62. James-Traore 他 (2002)．

63. Agha (2002)．

64. Abaunza (2002)．

65. Muirhead, Kumaranayake, and Watts (2001) を参照．

66. 2006年1月にホーチミンシティで開かれたフォーカスグルー
プでの若者（ベトナム青少年協会）との議論．

67. James-Traore 他 (2002)．

68. Cohen (2004)．

69. 1 回の行為で伝染する確率に関する推定値は，アメリカや
ヨーロッパにおける研究では 0.0001-0.0014，タイ0.002，
ウガンダ 0.0001-0.004と開きが大きい．タイやケニアの売
春婦と接触した男性に関しては，もっと高い伝染確率（0.10
程度）が報告されている（Gary 他 2001）．

70. タバコに関しては Jha and Chaloupka (2000)，アルコー
ルに関しては Moore and Cook (1995)，運動に関しては
Aarts, Paulssen, and Schaalma (1997)，コンドーム使用に
関してShafii 他 (2004) をそれぞれ参照．

71. Knowles and Behrman (2005)．

72. James-Traore 他 (2002)．

73. Dupas (2006)．

74. Kirby, Laris, and Rolleri (2005)．

75. De Walque (2004)．

76. Kirby (2001)．

77. Brckner and Bearman (2005); Bearman and Brckner 
(2001); Fortenberry (2005)．

78. WHO (2003b)．

79. スポーツ参加が若者の権限付与や犯罪ないし非行行為に及
ぼすインパクトはきわめて弱い．Coakley (2002)．本報告
書第 7 章を参照．

80. Brady (1998)．

81. Smith, Bogin, and Bishai (2005)．

82. Erulkar 他 (2004)．

83. Student Partnership Worldwide (2005), p. 2．

84. Cceres 他 (1994); Eggleston 他 (2000); Boyer and Shafer 
(1997)．

85. Eggleston, Leitch, and Jackson (2000)．

86. James-Traore 他 (2002)．

87. Alford, Cheetham, and Hauser (2005)．

88. Mensch, Hewett, and Erulkar (2001); Erulkar and Mensch 
(1997); James-Traore 他 (2002)．

89. Berer (2003)．

90. Dupas (2006)．

91. Gutierrez (2006)．

92. World Bank (1999b)．

93. Witoelar, Rukumnuaykit, and Strauss (2005)．

94. Grossman (2005b)．

95. World Bank (1999b)．

96. イギリスのデータに関しては Townsend, Roderick, and Coo-
per (1994) を参照．

97. Rehm (2003); World Bank (1999b)．

98. Nelson (2003); Fichtenberg and Glantz (2002)．

99. World Bank (1999b)．

100. World Bank (1999b)．

101. Jha 他 (2005)．

102. World Bank (1999b); Fiore 他 (2000)．

103. World Bank (1999b)．

104. UNDCP (2003)．

105. Drucker 他 (1998); WHO (2005a)．

106. Hurley, Jolley, and Kaldor (1997); MacDonald 他 (2003)．

107. UNICEF, UNAIDS, and WHO (2002)．

108. 例えば，Grosskurth 他 (1995) を参照．

109. Okonofua 他 (2003)．

110. Stanback and Twum-Baah (2001)．

111. Dickson-Tetteh, Pettifor, and Moleko (2001)．

112. Temin 他 (1999)．

113. Knowles and Behrman (2005)．

114. Thailand Ministry of Public Health and World Bank 
(2005)．

115. Salomon 他 (2005)．

116. Over 他 (2004)．

117. Health and Treasury Task Team (2003)．

118. Teixeira, Vitria, and Barcarolo (2003)．

119. 薬物使用の継続はART 厳守にとって行動面で制止力になる
という証拠がある（Lucas 他 2001）．

120. UNAIDS and UNODCCP (2000)．

121. Celentano 他 (2001)．

122. Shah and Ahman (2004a); Shah and Ahman (2004b)．

123. WHO (1998)．

124. Ellertson 他 (1995)．

125. Aziken, Okonta, and Ande (2003)．

126. World Bank (1993b)．

127. Berer (2003)．

128. Pauly (1968)．

129. Population Council (2002)．

130. Rowlands 他 (2000)．

131. Over 他 (2004) およびそこで引用されている論文を参照．

132. Marseille (2003)．

133. Jha 他 (2001)．

134. Dupas (2006)．



�　327 

ブラジルに関するスポットライト

1. 数字はすべてWorld Bank (2006i) に基づく．ジニ係数で見
た同国の不平等は南アフリカに次いで世界第 2 位．

2. Bonelli and Veiga (2004)．

3. World Bank (2006i)．

4. Bourguignon, Ferreira, and Menendez (2005)．

5. Verner, Blom, and Holm-Nielsen (2001)．

6. 子供 1 人当たりで支給する州と，親が子供を選別するの
を防ぐために子供全員が就学したら支給する州とがある．
World Bank (2001a)．

7. 学校教育，保健，食料消費，調整補償を促進する現金移転
プログラムを統合することで，政府としては多数の移転プロ
グラムの効率性と有効性を高めることを目指している．

8. World Bank (2006i)．

9. プログラムのおかげで，生徒の自殺，窃盗，薬物使用，性
的暴力，武装強盗の割合も激減した．

10. 2002 年に実施されたプログラムの分析では，「スペースを
空ける」プログラム対象の学校とそうでない学校を比較して
おり，前者では後者よりも暴力指数（暴力行為をその過酷さ
で加重平均したもの）がリオでは 16％，ペルナンブコでは
14％低いことがわかった（Waiselfisz and Maciel 2003）．

11. World Bank (2006a)．

12. 対象者は 14-25 歳の男子で，評価対象となった3カ所（バ
ングー，マレー，モロドソマカコス）における参加者の平均
年齢（中央値）は17 歳であった．

13. この尺度は，性差に関する「伝統的な」規範に反対かどう
かが反映されるような，定性的な質問を合成したものである．
例えば，「女は時には殴られて当然だ」と質問する．

14. Barker (2003)．

第６章
1. National Research Council and Institute of Medicine 

(2005)．

2. 本章では，「結婚」という言葉は真の結婚と同意に基づく結
婚の両方を意味する．

3. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005)．20-24 歳の一度でも結婚したことがある既婚
女性が初めて出産するまでの間隔を計算したもので，
1998-2004 年に実施された人口動態保健調査に基づく出
産履歴と結婚年齢を使用している．これら諸国では初めての
出産までの間隔は平均 1.5 年であった．

4. Assaad and Zouari (2003)．

5. Zabin and Kiragu (1998); Study Group on Female Genital 
Mutilation and Obstetric Outcome (2006)．

6. Conde-Aguledo, Rosas-Bermdez, and Kafury-Goeta (2006); 
Hediger 他 (1997); Makinson (1985); Miller (1991); 
Scholl 他 (1989); Scholl 他 (1992); Zabin and Kiragu 
(1998)．

7. Gertler, Levine, and Martinez (2003)．

8. Bhargava (2005)．

9. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005)．

10. International Institute for Population (IIPS) and ORC 
Macro (2000)．

11. チャドに関する2004 年度人口動態保健調査に基づく．

12. Jowett (2000); Berman and Rose (1996)．

13. Fafchamps and Quisumbing (2005)．

14. Lundberg and Rose (2002)．

15. Galloway and Anderson (1994)．

16. Alderman and Behrman (2006)．

17. Strauss and Thomas (1995); Behrman and Deolalikar 
(1988)．

18. Clark (2004)．

19. Galloway and Anderson (1994)．

20. Centers for Disease Control and Prevention (1998); Yip 
and Dallman (1996)．

21. ヘモキュー（ヘモグロビン測定器）を使った検査．

22. El-Zanaty and Way (2001)．

23. International Nutritional Anemia Consultative Group 
(1989)．

24. Li 他 (1994)．

25. Oyediran, Ishola, and Adewuyi (2002)．

26. Mensch, Bruce, and Greene (1998)．

27. 2002-03 Indonesia Young Adult Reproductive Health 
Survey の説明に関しては，BPS-Statistics Indonesia and 
ORC Macro (2006) を参照．

28. Siddiqua and Kabir (2002)．

29. Senderowitz (1995)．

30. Akin 他 (1984); Hodgkin (1996); Nanda (1999); Wong 他 
(1987)．

31. Khan (1998); Mumtaz and Salway (2005); World Bank 
(2005a)．

32. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005)．

33. 産前ケアの内容に関して質問したMEASURE Demographic 
and Health Survey のデータに基づく．

34. ケニアのDemographic and Health Survey, 2003 に基づく
データを使って算出．

35. Senderowitz and Paxman (1985)．

36. Senderowitz (1999)．

37. World Bank (2005a)．

38. Joshi and Schultz (2005)．

39. World Bank (2005m)．

40. Rosen (2000) を参照．

41. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005) を参照．

42. Berer (2003)．

43. Caldwell and Caldwell (2002); Askew and Maggwa (2002)
を参照．

44. World Bank (2006f)．

45. Knowles and Behrman (2003)．

46. Delisle, Chandra-Mouli, and de Benoist (2000); World 
Bank (2005m)．

47. Partnership for Child Development (2006)．

48. Delisle, Chandra-Mouli, and de Benoist (2000)．

49. Gertler (2000); Skoufias (2001)．

50. Rawlings and Rubio (2005)．

51. Behrman 他 (2005b)．

52. Lloyd and Grant (2004)．

53. King (2005)．

54. Dupas (2006)．



328　世界開発報告 2007

55. Alford, Cheetham, and Hauser (2005) のなかで報告されて
いる．

56. FOCUS (1998); Graft, Haberland, and Goldberg (2003)．

57. Nanda, Switlick, and Lule (2005)．SIAGA Campaigns 
Indonesia のウェブサイトは，www.comminit.com/experi-
ences/pds62004/experiences-1983.html．JHPIEGO 
News Release （2004 年 5月5日）「インドネシアの母親は，
夫，コミュニティ，宗教団体からの支援を得ているため，出
産で死なないですんでいることがより多い」．www.jhpiego.
org/media/releases/nr20040505.htm．

58. Delisle, Chandra-Mouli, and de Benoist (2000)．

59. White (2005)．

60. Loevinsohn (1990)．

61. SCN News (2006)．

62. Grantham-Mcgregor 他 (1991); Paxson and Schady （ 近
刊）．

63. Hallman 他 (2005)．

64. Ruel 他 (2002)．

65. Committee for Population and ORC Macro (2003)．

66. Lokshin, Glinskaya, and Garcia (2004)．

67. Nanda (1999)．

68. Centre for Development and Population Activities 
(CEDPA) (2001)．

69. Mathur, Mehta, and Malhotra (2004)．

70. Institute for Health Management-Pachod (IHMP) and 
International Center for Research On Women (ICRW) 
(2003)．

71. Arends-Kuenning and Amin (2000)．

72. Amin 他 (1998)．

73. Singh and Darroch (2000)．

74. Geronimus and Bound (1990); Geronimus and Korenman 
(1992); Hoffman (1998); Klepinger, Lundberg and Plot-
nick (1997)．

75. Hofferth and Reid (2001)．

76. Kaufman, de Wet, and Stadler (2001); National Research 
Council and Institute of Medicine (2005)．

77. プログラムの説明はWHO (2003a) に基づく．

78. WHO (2003c)．

第７章
1. 筆者の学生ボランティアとの面談．詳細に関しては www.

risepak.comを参照．

2. Walzer (1989)．

3. Marshall (1950)．

4. Mamdani (1996)．

5. Benhabib (2005); Baubck (2005)．

6. Kymlicka (2001)．

7. Harrington (2005)．

8. Hooghe, Stolle, and Stouthuysen (2004)．

9. Jennings and Stoker (2002)．

10. Wattenberg (2006)．

11. Norris (2005)．

12. Miguel, Glennerster, and Whiteside (2006)．

13. Schmitter and Treschel (2005)．

14. Stolle and Hooghe (2004)．

15. Macedo 他 (2004), p. 48．

16. Gerber, Green, and Shachar (2003)．

17. Plutzer (2002)．

18. Firebaugh and Chen (1995)．

19. Alwain and Krosnick (1991); Jennings and Stoker (2002); 
McAdam (1988)．

20. Chattopadhyay and Duflo (2003); Dhakal and Misbah 
(1997); Pande (2005)．

21. Stern, Dethier, and Rogers (2005)．

22. Besley 他 (2004); Jimenez and Sawada (1999); Narayan 
(1995); Venkatraman and Falconer (1998)．

23. Przeworski 他 (2000)．

24. Acemoglu, Johnson, and Robinson (2001)．

25. Isham, Kaufmann, and Pritchett (1995); Lindert (2003); 
Rivera-Batiz (2002); Sen (1999)．

26. Arunatilake, Jayasuriya, and Kelegama (2001); Barrera 
and Ibez (2004); Kutan and Drakos (2003)．

27. エーテサーブ（Ehtesaab：「説明責任」を意味する歌の
題名）は Salman Ahmad の許可を得て使用．ジュヌーン

（Junoon：パキスタンのロックバンド）の詳細に関しては，
www.junoon.comを参照．

28. Fearon and Laitin (2003); Hegre (2003)．

29. Steinberger (2001)．

30. Stockard and O’Brien (2002) は相対的なグループ（コー
ホート）の規模を，若年層（15-29 歳）の規模の年長の層
（30-65 歳）に対する比率として定義している．このコーホー
ト効果は年齢ないし時期の効果とは異なる．これは，例えば，
1950-54 年生まれの層，あるいは1940-44 年に成人になっ
た若年層など，特定の集団に固有の影響力を反映した効果
である．

31. Pampel and Peters (1995), pp. 164-169 にイースタリン仮
説に関する簡潔な概論が記載されている．

32. Stockard and O’ Brien (2002) によれば，社会的にあまり融
合しておらず，規制もされていない年齢層は自殺率が高い．
しかし，家族や子供を支援している集団的な制度はその効
果を緩和することができる．Jacobson (2004) によれば，グ
ループは規模が大きいほど，販売時に逮捕されるリスクを削
減し，情報面で規模の経済を生み出すことによって，大麻
の使用率が高くなるというデータがある．Jacobson (2004); 
Levitt (1999) によると，グループの相対的な規模が，殺人，
暴力犯罪，財産犯罪などの発生率に及ぼす影響については
証拠がほとんどない．グループの規模と教育や労働の市場
が及ぼす影響に関しては，本報告書のほかの箇所で分析さ
れている．

33. このような人口動態面でのストレス要因とその相互作用に関
しては，Cincotta, Engleman, and Anastasion (2003) を参
照．Mesquida and Wiener (1999) の指摘によれば，若い
男性の割合が大きいことが暴力的な対立が発生するための
必要条件である一方，必ずしも十分条件ではない．

34. Cincotta, Engleman, and Anastasion (2003), p. 77．

35. 例外として，中国とインドに関するHudson and den Boer 
(2004) を参照．

36. Cole (2004b) に引 用されている Mannheim (1972), p. 
294．

37. Cole (2004a)．



�　329 

38. Acemoglu, Johnson, and Robinson (2001); Gauri and 
Lieberman (2004); Mamdani (1996); Steinmo, Thelen, 
and Longstreth (1992)．

39. Chiclet (2001)．

40. La Cava 他 (2006)．

41. Freedom House のデータを引用しているDiamond (2003)．

42. Rodrguez-Pose and Gill (2003)．

43. 国 別 に 見 た 若 者 の 投 票 率 につ いては，Pintor and 
Gratschew (2002); Franklin (2004) を参照．

44. Franklin (2004)．

45. Wattenberg (2006)．

46. Wintour (2006)．

47. Franklin (2004)．

48. Green and Gerber (2001)．

49. Navarro and Hasan (2003)．

50. Verba, Schlozman, and Brady (1995)．

51. Zeldin 他 (2000)．

52. Matthews (2003)．

53. Rajbhandary, Hart, and Khatiwada (2001)．

54. Thorup and Kinkade (2005), p. 77 にある．

55. Edmunds, Forster, and Cottey (2002); Hirsch and Mehay 
(2003); WDR 2007 InterMedia surveys．

56. スカンジナビア諸国では兵役は表面的には義務的であるも
のの，予算の削減を受けて，現実には適格人口 3 分の 1 弱
しか兵役に就いていない．

57. Angrist (1990); Galiani, Rossi, and Schargrodsky (2006); 
Imbens and Van Der Klaauw (1995); Lokshin and 
Yemtsov (2005)．

58. ベトナム戦争の時期にアメリカ軍で兵役に従事した女性に関
する研究によれば，30％は強姦された，35％はそれ以外
の暴行を受けたと回答している（Sadler, Booth, and Doeb-
beling 2005）．トラウマ後ストレス障害に伴い傷害給付金
を申請した退役女性軍人 1,500 人強に関する別の研究によ
れば，71％が軍務中に何らかの形の性的暴行を経験してい
る（Murdoch 他 2004）．

59. Bedard and Deschnes (2006)．

60. Abt Associates (2004); Gal and Eberly (2006); Obadare 
(2005); Viva Rio (2005)．

61. 2006 年 6月の Susan E. Stroud, Executive Director, Inno-
vations in Civic Participationとの個人的な交信．

62. Erikson (1994), p. 245．

63. Akerlof and Kranton (2005a), pp. 10-11; Cole (2004b), p. 
896; Pals and Tuma (2004); Titma and Tuma (2005)．

64. Erikson (1994); Roy (2004); Sciolino, Wingfield, and 
Povoledo (2005), p. A8．

65. Neuhaus (2005)．

66. Kriger (2005); Moscow Human Rights Bureau (2005)．

67. UNICEF (2005c)．

68. Duryea, Olgiati, and Stone (2006)．

69. Solinger (1999)．

70. Balcells i Ventura (2005); Cogan, Morris, and Print (2002), 
p. 6; Kymlicka (2001)．

71. Torney-Purta 他 (2001)．

72. Hahn (2005), p. 835．

73. Finkel and Strumbas (2000)．

74. Finkel and Strumbas (2000), p. 105．

75. Gibson (2001), p. 7 に引用されているHahn, Dilworth, and 
Hughes (1998)．

76. Billig (2006)．

77. Dalrymple (2005)．

78. Bay and Blekesaune (2002); Durham （ 近 刊 ）; Fougre, 
Kramarz, and Pouget (2006); Reiss and Roth (1993)．

79. National Research Council and Institute of Medicine 
(2005), p. 405．

80. Furlong 他 (1997)．

81. Hahn, Leavitt, and Aaron (1994)．

82. Elliot and Tolan (2005)．

83. The Office of Juvenile and Delinquency Prevention 
(OJJDP) (1998)．

84. Maclure and Sotelo (2004)．

85. Levine (1999)．

86. Thornberry (1998)．

87. Rubio (2005)．

88. Dowdney (2005)．

89. Smith (2004)．

90. Shaw (2001)．

91. Decker and Van Winkle (1996)．

92. Howell (1998); Thornberry (1998); UNICEF (2005a)．

93. Sherman 他 (1998); Rogers (1999); 例 え ば，Krug 他 
(2002)．

94. エクアドルの「貧困層向け法と秩序プログラム」に関する筆
者の観察．

95. Mocan and Rees (1999)．

96. Grogger (1998)．

97. Krug 他 (2002); Llorente and Rivas (2005); Sheley and 
Wright (1993); Villaveces 他 (2000)．

98. Rashid (2000); Sageman (2004); Taylor (1988)．

99. Berrebi (2003); Post (1998); Sageman (2004)．

100. Berman and Laitin (2005); Bloom (2005b); Levine (1999), 
p. 342; Paxson (2002); Post (1998); Sageman (2004); 
Sprinzak (1998); Stern (2004)．

101. Erikson (1994), p. 196．

102. Human Rights Watch (1997a); Human Rights Watch 
(2003); UNICEF (2005a), Innocenti Brief 3e．

103. Greenwood 他 (1998)．

104. Matthews, Griggs, and Caine (1999)．

105. Human Rights Watch (2001a)．

106. Akpokodje, Bowles, and Tigere (2002); Chen and Shapiro 
(2004); Levitt (1998)．

107. Bayer, Pintoff, and Pozen (2005); Woolard 他 (2005)．

108. WHO (2005b)．

109. Beyer (1997)．

110. Department of Corrections (2003)．

111. Petrosino, Turpin-Petrosino, and Buehler (2005)．

112. Wilson, Mackenzie, and Mitchell (2005)．

113. Van Ness (2005)．

114. Miers (2001)．

115. Latimer, Dowden, and Muise (2001); Akpokodje, Bowles, 
and Tigere (2002); Roche (2006)．

116. Brandt (2005)．



330　世界開発報告 2007

117. AFP (2001); Arjona (2006); BBC (2001); Brown (1990); 
Singer (2005) に引 用されている Coalition to Stop the 
Use of Child Soldiers (2000); Coalition to Stop the Use 
of Child Soldiers (2002); Coalition to Stop the Use of 
Child Soldiers (2003); Coalition to Stop the Use of Child 
Soldiers (2004); Human Rights Watch (2002a); Leopold 
(2001); McGirk (2001); Seyboldt (2000); Singer (2005)．

118. Arjona (2006); Humphreys and Richards (2005); Hum-
phreys and Weinstein (2003); Singer (2005)．

119. Human Rights Watch (1997b); ILO (2003); World Bank 
(2005t)．

120. Humphreys and Richards (2005)．

121. Humphreys and Richards (2005)．

122. Benus, Rude, and Patrabansh (2001)．

123. Humphreys and Weinstein (2005); Utas (2004)．

124. 1998 年にポルトガルのリスボン市で開催された第 1 回世界
青少年担当大臣会議におけるコフィ・アナンの演説．

シエラレオネに関するスポットライト

1.	 Government of Sierra Leone (2005a); Government of 
Sierra Leone (2005b)．

2.	 The Global Funds for AIDS (2005); UNICEF (2005b)．
3.	 Government of Sierra Leone (2002), p. 1．Ginifer (2003)

に引用されている．Sierra Leone Integrated Household 
Survey, 2004 に基づく．

4.	 Women’s Commission for Refuge Women and Children 
(2002)．

5.	 Sierra Leone Integrated Household Survey, 2004 に基づ
く．

6.	 Glennerster, Imran, and Whiteside (2006)．
7.	 World Bank,  Education Sector Review （近刊）．
8.	 Simon (2003)．
9.	 ENCISS and World Bank (2006)．
10.	 Goovaerts, Gasser, and Belman Inbal (2005)．
11.	 Turniki (2004)．
12.	 Miguel, Gennesrster, and Whiteside (2006)．
13.	 Richards, Bah, and Vincent (2004)．
14.	 ENCISS and World Bank (2006)．
15.	 Bellows and Miguel (2006)．
16.	 Hart (2004)．
17.	 Bannon, Holland, and Rahim (2005)．

第８章
1. Population Division of the Department of Economic and 

Social Affairs of the United Nations Secretariat, Trends 
in Total Migrant Stock: The 2005 Revision （http://esa.
un.org/migration）, April 7, 2006．

2. Parsons他 (2005)のGlobal Trade Analysis Project (GTAP)
データベースに基づく世界銀行スタッフの試算．

3. 国連難民高等弁務官（UNHCR 2005）は，難民の 34％
は 5-17 歳，47％は 18-59 歳であると報告している．イギ
リスでは亡命者に占める15-24 歳の割合について，女性
は 32％，男性は 38％となっている（Heath and Jeffries 
2005）．

4. Sjaastad (1962)．

5. 2000 United States Census public use sample に基づく世
界銀行スタッフの試算．

6. Massey 他 (1998), p. 47．

7. くじ引きによる移住に伴う所得の増加がどれほど大きいか
に関する最近のデータに関しては，McKenzie, Gibson, and 
Stillman (2006) を参照．

8. このような古い研究のレビューについては Dustmann 
(2001)，メキシコに関してはReyes (1997) を参照．

9. World Bank (2005i)．

10. World Bank (2005i)．

11. Black (2003)．

12. Hagopian 他 (2005)．

13. McKenzie (2006a)．

14. Mattoo, Negau, and zden (2005)．

15. Kleiner (2000)．

16. Mishra （近刊）．

17. Pacific Island-New Zealand Migration Survey 2005 に基づ
く世界銀行スタッフの試算．

18. フィリピンに関しては Yang (2004)，エルサルバドルに関し
てはCox Edwards and Ureta (2003) を参照．

19. OECD (2005c)およびOECD (2003)に基づく世界銀行スタッ
フの試算．

20. Davis (2003)．

21. Lucas (2004)．

22. Kandel and Kao (2001)．

23. McKenzie and Rapoport (2006)．

24. International Organization for Migration (IOM) (2005b); 
Simonet (2004); Surveillance Unit of the NSACP, Sri 
Lanka．これらの諸国では移住者は海外での雇用のために
必要とされる健康診断の一環として，HIV/ エイズの検査を
受ける可能性が非移住者よりも高いと考えられることに留意
したい．その結果，陽性と診断される割合はおそらく全患者
の場合の割合を凌駕するだろう．

25. International Organization for Migration (IOM) (2005a)．

26. Hildebrandt and McKenzie (2005)．

27. Stepick, Stepick, and Kretsedemas (2001)．

28. Martinez and Lee (2000)．

29. Australia Immigration Visa Services (1998)．

30. Fidrmuc and Doyle (2005) には自己選択効果から移住の政
治的社会化効果を遮断するために，不平等に関する測定値
と地域的なコントロールを盛り込んでいる．

31. Donato and Patterson (2004)．

32. http://sandiego.indymedia.org/en/2005/10/111331.
shtml， お よ び Coalicin de Derechos Humanos （www.
derechoshumano-saz.net/deaths.php4）が提供している
アリゾナ国境における死亡のデータベースを参照（ともに
2005 年 11月19にアクセス）．

33. 「人身取引」とは，搾取を目的として，脅迫や，その他の強要，
拉致，不正行為，偽装，権力乱用，他人の弱い立場の悪用，
他人を支配できる人物への金銭や便宜の授受などの手段を
用いて，人を募集し，移送・移動し，かくまい，受け入れ
ることである（国連パレルモ議定書，2000 年）．

34. U.S. Department of State (2005b)．

35. IOMのデータに関してはOmelaniuk (2005)，南東ヨーロッ
パにかかわる研究に関してはClert 他 (2005) を参照．

36. U.S. Department of State (2005b)．



�　331 

37. 国連の標準変化予測に基づくHolzmann (2005), table A2．

38. Hatton and Williamson (2005)．

39. Hatton and Williamson (2005)．

40. Longhi, Nijkamp, and Poot (2005)．

41. Borjas (2003) は移民が 1％増加すると賃金が 0.3-0.4％下
落するとしているが，一方 Card (2005) や Dustmann, Fab-
bri, and Preston (2005) の最近の研究では，その効果はもっ
と小さいとされている．

42. Angrist and Kugler (2003)．

43. United Kingdom Home Office (2005)．

44. Portes and French (2005)．

45. しかし，2006 年 3月，イギリスの内務省はポイント制度導
入の一環として，このプログラムを廃止する計画を発表した．

46. Maclellan and Mares (2005) は，このプログラムと諸外国
への教訓を手際よく要約している．

47. これは Anna Paulson が Survey of Income and Program 
Participation (SIPP) 1996-2000 に基づいて，1990-96 年
にアメリカに入国した移民に関して試算したデータ．

48. 詳しい議論と実例に関してはWorld Bank (2005i) を参照．

49. Gibson, McKenzie, and Rohorua (2006)．

50. チュニジアに関してはMesnard (2004)，フィリピンに関して
はYang (2005) を参照．

51. マレーシアでは，海外在住の熟練労働者 25 万人を対象に
して，租税免除などのインセンティブで帰国を促進するとい
う制度は，2 年間の運用で海外在住者の帰国はわずか 104
名という結果になった．これに対して，韓国と台湾（中国）
では，好景気に助けられたことが主因で，もっと大勢の帰
国者があった（International Organization for Migration 
2005b）．

52. El-Cherkeh, Stirbu, and Tolciu (2006)．ルーマニアはほか
の諸外国とは相互協定を締結しているものの，アメリカやド
イツとの間にはそれがない．しかし，学生は特別の省庁を
通じて卒業修了証書を認めてもらうことができる．

53. Narayan and Petesch (2006)．

54. Spain 2001 Census public use sample に基づく世界銀行ス
タッフの試算．

55. McKenzie (2005) には本パラグラフに引用されている分析
が記載されている．

56. Survey on Overseas Filipinos of the National Statistics 
Office of the Philippines に基づく1993-2000 年の平均．
Dean Yang が本報告書用に親切にも提供してくれたデータ．

57. Gebrekristos 他 (2005)．

58. Enlaces Centro de Educacin y Tecnologa (2005); Hale-
wood and Kenny (2006)．

59. Mar Gadio (2001)．

60. Internet World Statistics （www.internetworldstats.com/
stats.htm）, November 21, 2005, update（2005 年 12月
5日にアクセス）．

61. Dodds, Muhamad, and Watts (2003)．

62. Halewood and Kenny (2006)．

63. McKinsey Global Institute (2005)．

64. Guo Liang が提供してくれた特殊な表．調査の全容に関して
は Liang (2005) を参照．

65. Curtain (2001)．

66. Samuel, Shah, and Hadingham (2005)．

67. Mungai (2005)．

68. ILO (2001)．

69. www.digitaldividedata.com（2005 年 12 月 3 日にアクセ
ス）．

70. Instituto Nacional para la Evaluacin de la Educacin de 
Mexico (2005)．

71. Perkinson (2005)．

72. World Links Impact Evaluation Series (2002)．

73. Halewood and Kenny (2006)．裁量的予算は教員給与以外
のすべてのコストが対象で，これには消耗品，教材，光熱費，
校舎維持費，その他の教室経費が含まれる．

74. Neto 他 (2005)．

75. Banerjee 他 (2005)．

76. Gough and Grezo (2005)．

77. Online Computer Library Center (OCLC) (2005)．

78. Geary 他 (2005)．

79. Mar Gadio (2001)．

80. Chewning 他 (1996)．

81. Parham (2004)．

82. 最近のレビューに関してJorgenson （近刊）を参照．

83. 成長インパクトの評価に関してはWorld Bank (2006c) を参
照．

84. Clarke and Wallsten (2004)．

85. Jensen (2006)．

86. Neto 他 (2005)．

87. Guermazi and Satola (2005)．

88. Rao (1999)．

89. www.worldtracker.com による2005 年 12 月 6日のフィル
ターにかけていない検索用語トップ 500のリスト．

90. このようなポイント制度では，年長の移民よりも若い移民に
たくさんのポイントが与えられるのが普通であるが，ポイン
トを取得するのに必要なほかのスキル基準は若者にとって
不利になっている点に留意したい．その結果，途上国のほ
とんどの若者は既存のポイント制度下では移住の機会が与
えられていない．

援助国に関するスポットライト

1. 若者に関してもっとも重要な国際公約としては，1989 年国
連児童憲章，1999 年 ILO 児童労働条約，2000 年国連若
者行動計画（2005 年改訂）がある．さらに，若者の権利
に関するヨーロッパ評議会やイベロアメリカの条約など地域
的公約もある．

2. 東ティモールでは，紛争終結後の 2 年間，政府の教育支出
の約半分は海外財源でまかなわれて，多くの子供たちや 10
代の若者は就学することができた．World Bank (2004d) を
参照．

第９章
1. Instituto Mexicano de la Juventud (IMJ) and Organizacin 

Iberoamericana de la Juventud (OIJ) (2006)．

2. 人口動態上の過渡期は所得と相関関係があるものの，低お
よび中所得国の両方で大きなバラツキがある．チャドとタジ
キスタンは 1 人当たり所得についてはほぼ同じ水準にある
が，女性 1 人当たりの出生率を見ると，チャドは6.0 人であ
る一方，タジキスタンは3.5 人である．

3. このパラグラフの議論は本報告書用に InterMedia に委託し
た特別調査（WDR 2007 InterMedia surveys）に依拠して



332　世界開発報告 2007

いる．本報告書の冒頭にある手法に関する注と図 2.4を参
照．

4. Washington (2006) は，アメリカについて，議員に女の子
供がいると女性問題に関する投票実績に影響して，女性の
権利を強く支持するようになる，ということを実証している．

5. German Technical Cooperation and International Council 
on National Youth Policy (2005)．

6. World Bank (2003f)．

7. この点の検討に関しては，本報告書に加えて，National 
Research Council and Institute of Medicine (2005); 
Knowles and Behrmn (2005) を参照．先進国に関しては膨
大な文献がある．しかし，先進国の若者が置れている状況
が非常に異なることや実施能力の相違から，このような研究
の応用は限定されている．

8. 例えば，学校運営に関してはVegas and Umansky (2005)，
治療教育に関しては Banerjee 他 (2005)，駆虫に関して
は Miguel and Kremer (2004)，早期児童開発に関しては
Glewwe, Jacoby, and King (2001) をそれぞれ参照．

9. German Technical Cooperation and International Council 
on National Youth Policy (2005)．

10. 若者が過渡的な局面にあることを理由に，若者を支援する
政策の強い要求を明確にしていない若者運動もなかにはあ
ることに留意しておきたい．そのような政策が実施されるま
でに，このような運動の指導者の多くはもはや若者ではない
だろう．このような永続的な利益集団の欠如が，若者に焦
点を当てた政策の政治的支持を弱めるのかもしれない．

11. German Technical Cooperation and International Council 
on National Youth Policy (2005)．多くの地域的な組織が，
ある参加国の直接の国境を越えて影響をもつ問題を含め，
共通の地域的な懸念事項に関して国をまたいだ対話を促進
するのに重要な役割を果たしているという事実から目を逸ら
すよう仕向けるつもりはない．

12. Instituto Mexicano de la Juventud (IMJ) and Organizacin 
Iberoamericana de la Juventud (OIJ) (2006)．

13. German Technical Cooperation and International Council 
on National Youth Policy (2005)．前述のように，全国若

者評議会をもつ諸国の約 3 分の 2では，若者の NGO に発
言権を与えていない．

14. Dulci (2005)．

15. Clementino (2006)．

16. World Bank (2006g)．

17. 国連システムが収集している若者にかかわるあらゆる指標の
リストに関しては，　www.un.org/esa/socdev/unyin/docu-
ments/youthindicatorsexist.pdf を参照．また，若者の成
果をモニターする世界的な努力の一環として，どの指標を
使うべきかという議論の状況に関しては，www.un.org/esa/
socdev/unyin/documents/youthindicatorsreport.pdf を 参
照．

18. 例えば，市民権ブロックの質問事項は，もっと詳細な刑法記
録から，また，法的なアイデンティティや市民権に関する質
問を家計調査や国勢調査に織り込むことや，政治的および
社会的な参加や知識のセクションを既存の調査に盛り込むこ
とによって，作成することができる．

19. 例えば，Summers (1992); Summers (1994); Van der Gaag 
and Tan (1998) を参照．

20. Knowles and Behrman (2005)．

21. コミュニティのなかで対象にするコミュニティや世帯を特定
する際，初めの段階では国勢調査のデータについて差別的
な分析が加えられた．Knowles and Behrman (2005) を参
照．

若者の行動に関するスポットライト

1. そういった 2 つの出所としては，“Youth and the Millen-
nium Development Goals”（Ad Hoc Working Group for 
Youth and MDGs 2005）; Kinkade and Macy (2005) があ
る．

2. Peters (2006)．

3. Ogar (2005)．

4. Ekehaug (2005)．
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就学率（％）
合計 男性 女性 9 年生修了率% a

調査年 12-14 歳 15-17 歳 18-24 歳 12-14 歳 15-17 歳 18-24 歳 12-14 歳 15-17 歳 18-24 歳 合計 男性 女性
アフガニスタン 2003 36 25 11 54 42 18 19 8 3 20 31 6
アルバニア 2002 89 46 11 90 47 9 88 45 13 35 36 34
アンゴラ 1999 55 45 18 56 48 20 53 41 16 10 11 10
アルゼンチン 2001 97 86 46 97 84 43 98 87 48 78 76 81
アルメニア 1999 98 73 19 98 68 13 99 77 25 .. .. ..
アゼルバイジャン 2002 100 81 17 100 79 17 100 83 17 .. .. ..
バングラデシュ 2000 67 46 17 62 40 24 72 54 11 40 38 41
ベニン 2003 65 49 23 72 56 34 56 41 14 48 55 39
ブータン 2003 67 52 22 71 61 29 63 44 16 46 53 40
ボリビア 2002 54 51 34 54 52 35 55 49 32 31 31 31
ボスニア・ヘルツェゴビナ 2001 98 90 28 98 93 22 99 87 34 .. .. ..
ブラジル 2001 95 81 34 95 82 34 95 80 34 57 57 57
ブルガリア 1995 92 77 24 92 80 22 93 74 25 53 56 50
ブルキナファソ 2003 32 20 9 36 21 12 28 18 7 18 19 16
ブルンジ 1998 52 36 19 59 39 21 47 34 17 26 30 22
カンボジア 2004 88 61 15 89 66 21 86 55 11 38 43 34
カメルーン 2001 83 63 28 86 71 34 80 55 22 55 61 49
カボベルデ 2000 91 63 21 91 62 20 91 64 22 59 58 60
チリ 2003 98 91 40 98 91 41 99 91 38 79 80 79
コロンビア 2000 85 66 27 84 64 28 86 68 26 50 49 51
コスタリカ 2001 87 66 37 88 64 36 87 68 38 60 58 62
コートジボワール 2002 61 39 17 69 50 23 51 29 12 36 46 26
ドミニカ共和国 2004 96 83 40 96 81 37 96 84 42 75 76 75
エクアドル 2004 85 68 33 85 66 32 85 69 35 62 61 63
エジプト・アラブ共和国 1998 84 69 26 88 73 29 81 65 23 64 68 61
エルサルバドル 2002 87 66 25 86 68 26 87 65 24 50 50 49
エストニア 2000 99 93 42 100 92 43 99 95 41 81 80 82
フィジー 1996 92 68 14 91 65 15 93 71 13 61 60 63
ガーナ 1998 85 67 22 88 72 28 81 61 16 .. .. ..
グアテマラ 2002 71 46 20 79 52 26 63 40 15 35 41 29
ギニア 1994 36 29 13 44 37 22 26 19 6 34 44 24
ガイアナ 2000 94 64 0 92 62 0 95 66 0 45 42 47
ホンジュラス 2003 77 48 23 77 45 21 78 52 25 47 45 50
ハンガリー 2002 100 98 50 100 98 50 100 97 51 .. .. ..
インド 2000 71 51 16 77 57 21 65 43 11 .. .. ..
インドネシア 2002 88 62 16 87 62 18 88 61 15 43 44 43
ジャマイカ 2002 98 74 9 97 70 7 99 78 10 46 42 50
ヨルダン 2002 87 85 31 86 84 30 87 86 32 69 67 72
ケニア 1997 92 77 22 92 80 28 92 73 17 45 51 38
キリバス 2000 89 58 9 87 52 8 91 65 9 .. .. ..
キルギスタン共和国 2002 96 90 30 96 89 24 96 90 35 .. .. ..
レソト 2002 86 60 19 80 58 21 91 61 16 38 40 38
マラウイ 1997 90 80 33 91 85 47 88 74 22 .. .. ..
モリディブ 1998 92 72 21 93 73 19 92 71 24 44 43 45
マーシャル諸島 1999 86 70 29 85 69 32 87 70 27 55 55 56
モーリタニア 2000 53 39 20 56 43 22 51 36 19 32 31 33
メキシコ 2002 90 61 26 90 61 28 89 61 25 47 48 45
ミクロネシア連邦 2000 86 68 21 84 64 20 88 71 21 49 47 52
モルドバ 2002 98 74 24 99 69 23 98 78 25 .. .. ..
モザンビーク 1996 58 37 10 64 44 17 52 28 4 10 13 8
ナミビア 1993 94 84 40 94 83 43 94 84 37 .. .. ..
ネパール 1995 61 43 14 71 51 18 51 36 9 0 0 0
ニカラグア 2001 82 59 27 79 54 25 86 63 29 48 42 53
ニジェール 2002 69 43 25 70 43 27 68 43 22 44 44 44
ナイジェリア 2003 64 58 36 64 59 42 65 58 30 44 44 43
パキスタン 2001 53 37 10 63 46 13 43 27 7 24 30 18
パラオ 2000 96 88 31 95 86 30 96 91 31 76 75 78
パナマ 2003 92 76 35 92 73 33 92 79 38 64 61 68
パラグアイ 2001 87 64 28 87 61 28 87 67 29 55 53 58
ペルー 2002 94 73 29 95 75 29 93 71 29 56 56 56
ポーランド 2002 100 99 54 100 98 52 100 99 57 .. .. ..
ルーマニア 1994 95 80 21 95 80 19 95 81 24 0 0 0
ルワンダ 1997 77 40 14 77 42 15 78 39 13 23 23 23
サンントメ・プリンシペ 2000 76 48 14 75 50 15 76 45 14 35 36 34
セネガル 1995 68 38 23 79 42 28 59 34 19 38 43 35
シエラレオネ 2003 77 61 31 81 68 43 72 52 21 51 59 43
ソロモン諸島 1999 74 58 19 76 63 24 73 53 15 33 36 29
南アフリカ 2000 96 90 43 96 91 45 96 90 42 75 77 74
スワジランド 2000 90 76 25 89 78 34 91 75 18 60 64 57
タジキスタン 1999 91 63 10 94 72 15 88 54 6 .. .. ..
タンザニア 2000 78 49 9 79 52 11 77 46 6 10 9 11
タイ 2002 94 77 29 93 71 29 95 82 30 67 62 72
トンガ 1996 95 77 24 94 74 24 96 81 24 70 67 73
トリニダードトバゴ 1992 90 68 19 87 64 17 93 72 21 .. .. ..
トルコ 2002 85 49 11 91 59 16 78 40 7 .. .. ..
ウガンダ 2002 92 72 20 93 74 30 92 70 13 46 51 42
ウルグアイ 2003 96 81 44 95 78 41 96 84 48 72 69 76
ベネズエラ・ボリバル共和国 2004 93 76 26 92 74 23 95 78 28 59 57 62
ベトナム 2001 88 63 25 89 66 26 87 60 24 56 58 54
ザンビア 2002 84 69 24 84 75 30 84 64 19 44 48 42

表 A1．　学習

a. この統計は修了した最終学年と調査時点現在で 10-19 歳の就学者に関する，各国の代表的な家計調査に基づいて算出．推計値は個々人が就学中かどうかを考慮した
カプラン = マイヤー法に基づく．
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15 歳・読解力（2003 年） 15 歳・数学（2003 年） 15 歳・問題解決力（ 2003 年）
合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性

オーストラリア 526 506 545 524 527 522 530 527 533
オーストリア 491 467 514 506 509 502 506 505 508

ベルギー 508 489 526 529 533 525 525 522 527

ブラジル 402 384 419 357 365 348 371 374 368

カナダ 530 514 546 535 541 530 529 533 532

チェコ共和国 489 473 504 516 524 509 516 520 513

デンマーク 492 479 505 514 523 506 517 519 514

フィンランド 543 521 565 544 548 541 548 543 553

フランス 495 476 514 511 515 507 519 519 520

ドイツ 492 471 513 503 508 499 513 511 517

ギリシア 472 453 490 445 455 436 448 450 448

香港（中国） 510 494 525 550 552 548 548 545 550

ハンガリー 483 467 498 490 494 486 501 499 503

アイスランド 493 464 522 515 508 523 505 490 520

インドネシア 382 370 394 360 362 359 361 358 365

アイルランド 516 501 530 503 510 495 498 499 498

イタリア 475 455 495 466 475 457 469 467 471

日本 498 487 509 534 539 530 547 546 548

朝鮮民主主義人民共和国 536 526 547 540 552 528 550 554 546

ラトビア 490 470 509 483 485 482 483 481 484

メキシコ 399 389 410 385 391 380 384 387 382

オランダ 513 503 524 538 540 535 520 522 518

ニュージーランド 522 508 535 524 531 516 533 531 534

ノルウェー 500 475 525 495 498 492 490 486 494

ポーランド 497 477 516 490 493 488 487 486 487

ポルトガル 477 459 495 466 472 460 470 470 470

ロシア連邦 442 428 456 468 474 463 479 480 477

セルビア・モンテネグロ 412 390 433 437 438 436 420 416 424

スロバキア共和国 470 453 486 498 507 489 492 495 488

スペイン 480 461 500 485 490 481 482 479 485

スウェーデン 514 496 533 509 512 506 509 504 514

スイス 500 482 518 526 535 518 521 520 523

タイ 418 396 439 417 415 419 425 418 431

チュニジア 374 362 387 359 365 353 345 346 343

トルコ 443 426 459 423 430 415 408 408 406

アメリカ 495 479 511 483 486 480 477 477 478

ウルグアイ 434 414 453 422 428 416 411 412 409

表 A2．　OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）
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労働力参加率， 15–24 歳 失業率
労働力でも就学中でもない，

15-24 歳

年齢別 性別，15–24 歳
都市部 / 農村部別，

15–24 歳

合計 男性 女性

若年層， 
15–24 歳

合計

成人層， 
25–49 歳

合計 男性 女性 都市部 農村部 合計 男性 女性
アフガニスタン 2003 39.9 60.8 17.3 7.5 3.9 6.0 12.8 .. .. 46.1 18.0 77.1
アルバニア 2002 42.5 42.0 43.0 14.2 9.6 16.3 12.1 45.2 4.6 36.2 37.7 34.6

アンゴラ 1999 46.4 48.1 44.9 8.0 3.8 10.5 5.6 9.3 0.4 30.7 26.9 34.1

アルゼンチン 2001 38.6 47.4 29.9 28.8 12.0 27.4 31.1 28.8 .. 13.1 6.8 19.4

アゼルバイジャン 2002 35.9 41.6 30.3 .. .. .. .. .. .. 25.6 19.2 31.9

バングラデシュ 2000 33.9 58.9 7.3 4.1 1.1 3.2 11.6 6.8 3.3 39.9 11.8 69.9

ベラルーシ 2002 30.4 30.5 30.3 21.8 6.3 22.9 20.7 21.9 21.3 .. .. ..

ベニン 2003 53.9 46.3 61.8 5.9 3.0 6.0 5.9 8.8 4.5 14.5 12.4 16.5

ブータン 2003 55.8 51.8 59.3 1.4 0.5 1.1 1.5 5.1 0.8 11.6 7.2 15.4

ボリビア 2002 58.9 66.9 51.3 13.7 7.0 9.9 18.4 20.0 5.5 9.0 7.7 10.4

ボスニア・ヘルツェゴビナ 2004 46.0 .. .. 43.0 19.9 42.5 43.6 .. .. .. .. ..

ブラジル 2001 61.8 72.7 51.2 17.9 7.2 14.6 22.4 20.5 5.2 13.5 5.8 21.0

ブルガリア 1995 39.7 40.9 38.4 38.6 12.7 37.2 40.1 37.4 40.7 19.0 17.6 20.4

ブルキナファソ 2003 79.1 82.4 76.2 3.8 1.8 3.9 3.6 22.1 0.7 8.7 3.1 13.7

ブルンジ 1998 70.7 67.8 73.1 0.4 0.5 0.6 0.3 25.3 .. 3.9 3.8 3.9

カンボジア 2004 77.9 79.3 76.5 1.4 0.5 1.5 1.2 4.2 0.8 9.8 6.3 13.2

カメルーン 2001 48.7 51.0 46.7 12.6 5.8 14.7 10.6 29.5 4.5 17.0 8.4 24.8

カボベルデ 2000 50.8 58.7 43.1 26.1 8.7 24.5 28.3 30.5 21.1 15.1 8.2 21.8

チリ 2003 36.1 41.7 30.3 21.2 8.3 17.8 26.1 22.3 14.0 14.4 7.8 21.1

コロンビア 2000 57.1 66.1 48.6 30.2 13.6 23.1 39.3 36.0 20.1 14.2 5.6 22.4

コスタリカ 2001 51.4 64.8 37.0 13.4 4.0 11.9 16.4 14.0 12.7 16.5 5.7 28.1

コートジボワール 2002 48.4 53.0 44.3 5.0 3.9 6.0 3.8 12.9 1.3 28.4 16.5 39.0

クロアチア 2004 34.7 37.6 31.5 36.0 13.5 32.2 41.1 36.7 35.5 7.1 7.8 6.2

ドミニカ共和国 2004 51.3 67.5 35.0 20.6 8.8 16.6 28.2 22.0 17.6 48.7 32.5 65.0

エクアドル 2004 50.8 62.9 38.3 12.2 4.7 10.1 15.6 17.5 3.8 16.6 6.7 26.9

エジプト・アラブ共和国 1998 42.3 44.8 39.5 23.7 5.2 22.1 25.7 32.5 19.6 18.7 12.2 25.8

 エルサルバドル 2002 45.7 60.8 31.4 11.5 4.9 13.1 8.4 11.7 11.1 22.5 7.8 36.6

エストニア 2000 38.8 44.3 32.7 21.2 11.5 24.2 16.9 19.1 25.6 9.1 4.2 14.6

エチオピア 2000 62.0 75.0 50.1 3.9 1.8 2.8 5.3 27.9 0.6 .. .. ..

フィジー 1996 35.7 49.7 21.2 16.2 4.3 12.9 24.2 18.1 14.9 30.9 17.6 44.7

ガンビア 1998 36.4 32.4 40.2 9.2 3.4 12.9 6.4 26.6 2.9 34.6 30.7 38.4

ガーナ 1998 49.1 47.5 50.8 15.7 3.4 16.1 15.2 26.0 11.5 22.6 20.4 24.9

ギニア 1994 71.1 67.9 74.2 2.1 2.2 2.5 1.6 7.4 0.2 10.5 5.1 15.8

ハイチ 2001 39.0 42.9 35.2 54.6 22.5 48.8 61.7 70.6 39.5 .. .. ..

ホンジュラス 2003 52.2 73.5 31.5 7.9 4.7 6.1 12.1 12.0 4.2 31.6 8.5 56.6

ハンガリー 2002 33.6 34.6 32.5 11.5 7.6 12.6 10.2 9.7 14.6 4.4 3.9 5.1

インド 2000 44.3 63.0 24.1 8.1 1.6 8.4 7.0 15.6 5.9 29.2 5.1 55.3

インドネシア 2002 49.7 60.1 39.4 22.0 3.3 20.6 24.1 28.1 16.8 21.0 9.2 32.6

ジャマイカ 2002 30.0 37.2 22.6 18.9 6.6 14.5 26.3 17.8 18.7 40.1 35.7 44.6

ヨルダン 2002 33.6 51.2 15.1 42.2 17.0 37.6 58.8 40.4 48.7 18.9 3.0 35.6

カザフスタン 2002 43.3 48.3 37.9 20.8 7.3 19.0 23.4 17.6 24.3 .. .. ..

ケニア 1997 39.7 43.1 36.5 20.7 6.3 22.1 19.1 31.5 17.4 24.7 15.9 33.0

キリバス 2000 76.1 77.7 74.4 2.0 1.3 2.0 2.0 .. .. 4.2 4.3 4.2

キルギスタン共和国 2002 35.1 39.3 30.9 16.7 3.9 18.4 14.5 37.8 10.5 14.5 13.6 15.4

ラトビア 2004 30.6 36.0 24.9 21.7 11.4 22.0 21.2 .. .. 7.0 6.7 7.3

レソト 2002 47.7 48.7 46.8 52.4 32.4 46.7 58.0 42.2 56.3 21.2 18.5 23.8
リトアニア 2000 .. .. .. 9.2 10.5 11.1 7.2 9.6 8.2 .. .. ..

表 A3．　就職
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労働力参加率， 15–24 歳 失業率
労働力でも就学中でもない，

15-24 歳

年齢別 性別，15–24 歳
都市部 / 農村部別，

15–24 歳

合計 男性 女性

若年層， 
15–24 歳

合計

成人層， 
25–49 歳

合計 男性 女性 都市部 農村部 合計 男性 女性
マダガスカル 2001 59.9 64.6 55.3 4.1 3.3 3.9 4.2 9.3 2.7 .. .. ..
マラウイ 1997 .. .. .. 7.9 2.1 10.6 4.9 21.0 5.5 31.3 17.4 44.2

マーシャル諸島 1999 .. .. .. 21.2 5.7 16.4 28.9 24.2 16.9 44.0 39.4 48.6

モーリタニア 2000 26.1 33.6 19.2 10.8 7.9 11.2 10.1 26.9 3.2 46.5 36.1 56.0

メキシコ 2002 49.0 64.8 33.6 6.7 1.9 7.6 4.9 7.2 5.3 20.3 5.3 35.2

ミクロネシア連邦 2000 38.9 43.5 34.0 30.7 14.3 27.4 35.3 .. .. 28.3 25.2 31.6

モルドバ 2002 66.8 66.1 67.6 5.7 4.4 5.8 5.6 12.5 0.7 11.9 13.0 10.9

モザンビーク 1996 64.2 59.2 68.8 1.1 0.6 2.4 0.2 7.2 0.3 16.9 13.8 19.6

ナミビア 1993 35.3 37.8 33.1 35.1 18.2 32.6 37.7 49.0 22.8 14.7 9.9 19.1

ネパール 1995 62.3 59.6 65.0 .. .. .. .. .. .. 23.0 22.4 23.7

オランダ 1999 53.6 49.7 57.8 3.8 2.0 3.7 3.9 .. .. 1.9 1.5 2.3

ニカラグア 2001 50.2 70.2 30.1 5.2 3.3 4.4 7.0 7.3 2.6 24.0 9.6 38.5

ニジェール 2002 36.6 48.6 26.8 20.8 8.7 21.0 20.4 .. .. 35.3 22.6 45.7

ナイジェリア 2003 .. .. .. 5.6 1.1 5.9 5.3 10.2 3.5 35.4 30.9 40.1

パキスタン 2001 44.7 65.1 24.9 10.4 4.4 8.0 16.5 14.9 8.6 37.9 13.1 62.1

パラオ 2000 27.5 29.0 25.8 9.9 3.4 9.5 10.4 .. .. 25.2 24.6 25.9

パナマ 2003 46.1 60.2 31.5 21.4 7.8 18.4 27.4 27.3 11.3 15.9 5.4 26.8

パラグアイ 2001 61.1 75.7 45.8 13.8 5.6 11.7 17.3 18.4 7.7 16.3 6.2 26.9

ペルー 2002 57.4 64.3 50.3 13.5 6.9 13.0 14.2 .. .. 13.3 7.4 19.4

ポーランド 2002 55.6 56.4 54.8 19.4 15.3 19.9 18.8 22.1 16.2 10.2 10.2 10.2

ルーマニア 2002 63.3 63.6 63.1 24.2 17.9 24.0 24.4 26.3 22.4 .. .. ..

ロシア連邦 2002 37.8 38.5 37.0 25.7 11.5 24.2 27.4 21.7 35.4 .. .. ..

ルワンダ 1997 72.9 71.5 74.1 9.6 9.1 10.1 9.2 27.6 8.0 5.9 5.6 6.1

サントメ・プリンシペ 2000 35.2 50.3 20.0 8.5 1.4 7.1 11.6 7.2 10.1 40.5 24.2 57.0

セネガル 1995 37.5 53.1 24.2 10.1 9.0 12.3 6.0 .. .. 33.6 12.6 51.0

セルビア・モンテネグロ 2005 36.6 41.1 31.9 61.0 26.0 64.3 56.5 .. .. .. .. ..

シエラレオネ 2003 40.3 34.2 46.0 1.8 3.0 2.2 1.5 3.6 1.0 19.2 14.7 23.5

スロバキア共和国 1992 41.7 47.2 36.2 19.6 7.3 20.5 18.4 15.3 19.8 15.5 7.9 22.9

スロベニア 1999 38.4 43.4 32.8 30.3 10.9 27.4 34.6 .. .. 0.6 0.7 0.5

ソロモン諸島 1999 54.8 57.3 52.2 11.5 4.8 12.7 10.1 .. .. 20.7 14.5 27.0

南アフリカ 2000 27.8 29.5 26.1 54.1 25.4 49.6 59.1 53.8 54.9 16.2 13.4 18.9

スリランカ 2002 50.0 59.5 40.6 45.2 10.3 39.9 52.9 47.3 44.9 .. .. ..

スワジランド 2000 34.6 37.2 32.1 13.8 5.8 16.6 10.6 10.2 15.4 22.8 14.3 30.9

スウェーデン 2000 55.8 57.9 53.6 32.0 6.1 33.3 30.4 29.6 34.4 1.2 1.1 1.2

タジキスタン 1999 48.9 54.5 43.6 25.8 12.9 27.9 23.4 23.8 26.3 28.1 18.5 37.2

タンザニア 2000 66.9 69.1 65.2 2.8 0.8 4.6 1.4 10.9 1.1 12.7 6.8 17.5

タイ 2002 51.8 57.8 46.0 9.2 1.1 10.4 7.8 12.8 7.4 5.9 2.6 9.0

トンガ 1996 42.1 53.9 29.7 30.2 8.7 31.9 27.0 .. .. 16.4 6.2 27.1

トリニダードトバゴ 1992 38.9 50.9 26.8 19.6 12.9 18.2 22.4 21.2 18.5 29.8 21.4 38.2

トルコ 2002 45.3 58.8 34.1 18.2 5.5 21.5 13.6 12.5 23.7 31.9 11.8 48.7

ウガンダ 2002 55.0 49.1 60.1 6.0 1.8 4.2 7.2 23.2 2.5 8.6 5.5 11.3

ウクライナ 2003 32.4 36.8 27.6 39.1 18.2 37.8 40.9 33.3 51.4 .. .. ..

ウルグアイ 2003 52.6 59.8 45.3 38.0 13.4 33.5 44.0 .. .. 10.0 5.7 14.4

ベネズエラ・ボリバル共和国 2004 46.5 59.3 33.2 19.3 11.1 17.9 21.9 .. .. 20.2 10.7 30.1

ベトナム 2001 63.9 63.7 64.0 5.4 1.1 5.8 5.0 14.6 3.6 5.0 3.7 6.3

イエメン共和国 1998 26.3 37.4 14.9 14.5 5.3 17.9 5.7 34.7 10.9 .. .. ..

ザンビア 2002 34.8 33.8 35.8 25.0 6.1 28.4 21.8 46.2 4.2 26.2 21.0 31.2

表 A3．　就職（続き）
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経済的に活動的な児童
対 7-14 歳児童比（％） 対 7-14 歳児童比（％）

調査年 合計 男性 女性 仕事だけ 仕事と勉強
アルバニア 2000 36.6 41.1 31.8 43.1 56.9
アンゴラ 1995 5.2 4.9 5.6 77.6 22.4

アルゼンチン 1997 20.7 25.4 16.0 8.6 91.4

アゼルバイジャン 2000 9.7 12.0 7.3 4.2 95.8

バングラデシュ 2003 17.5 20.9 13.9 63.3 36.7

ボリビア 2000 19.2 20.4 18.0 19.7 80.3

ボスニア・ヘルツェゴビナ 2000 20.2 22.8 17.6 4.0 96.0

ブラジル 2003 7.1 9.5 4.6 5.8 94.2

ブルキナファソ a 1998 66.5 65.4 67.7 95.9 4.1

ブルンジ 2000 37.0 38.4 35.7 48.3 51.7

カンボジア 2001 52.3 52.4 52.1 16.5 83.5

カメルーン a 2001 15.9 14.5 17.4 52.5 47.5

中央アフリカ共和国 2000 67.0 66.5 67.6 54.9 45.1

チャド 2000 69.9 73.5 66.5 44.6 55.4

チリ 2003 8.8 10.5 6.9 4.0 96.0

コロンビア 2001 12.2 16.6 7.7 23.0 77.0

コンゴ民主共和国 2000 39.8 39.9 39.8 35.7 64.3

コスタリカ 2002 6.7 9.7 3.5 20.8 79.2

コートジボワール 2000 40.7 40.9 40.5 46.4 53.6

ドミニカ共和国 2000 12.5 16.7 8.1 7.2 92.8

エクアドル 2001 17.9 22.1 13.6 25.1 75.0

エジプト・アラブ共和国 1998 6.4 4.0 8.9 60.9 39.1

エルサルバドル 2003 12.7 17.1 8.1 19.5 80.5

エチオピア 2001 57.1 67.9 45.9 63.5 36.5

ガンビア 2000 25.3 25.4 25.3 41.6 58.4

ガーナ 2000 28.5 28.5 28.4 36.4 63.6

グアテマラ 2000 20.1 25.9 13.9 38.5 61.5

ギニア 1994 48.3 47.2 49.5 98.6 1.4

ギニアビサウ 2000 67.5 67.4 67.5 63.7 36.3

ホンジュラス 2002 11.4 16.5 6.1 41.9 58.1

インド 2000 5.2 5.3 5.1 89.8 10.2

イラク 2000 13.7 17.4 9.7 51.7 48.3

カザフスタン 1996 29.7 30.3 29.1 4.4 95.6

ケニア 1999 6.7 6.9 6.4 44.8 55.2

キルギスタン共和国 1998 8.6 9.7 7.6 7.0 93.0

レソト 2000 30.8 34.2 27.5 17.6 82.4

マダガスカル 2001 25.6 26.1 25.1 85.1 14.9

マラウイ 2000 10.6 9.4 11.6 17.1 82.9

マリ 2001 25.3 32.3 18.6 68.7 31.3

メキシコ b 1996 14.7 20.0 9.5 45.6 54.4

モルドバ 2000 33.5 34.1 32.8 3.8 96.2

モンゴル 2000 22.0 23.5 20.6 28.2 71.8

モロッコ 1998/99 13.2 13.5 12.8 93.2 6.8

ナミビア 1999 15.4 16.2 14.7 9.5 90.5

ネパール 1999 47.2 42.2 52.4 35.6 64.4

ニカラグア 2001 12.1 17.5 6.5 33.3 66.7

パナマ 2000 4.0 6.4 1.4 37.5 62.5

パラグアイ 1999 8.1 11.7 4.4 24.2 75.7

ペルー 1994 17.7 20.4 15.2 7.3 92.7

フィリピン 2001 13.3 16.3 10.0 14.8 85.2

ポルトガル 2001 3.6 4.6 2.6 3.6 96.4

ルワンダ 2000 33.1 36.1 30.3 27.5 72.5

セネガル 2000 35.4 43.2 27.7 56.2 43.8

シエラレオネ 2000 74.0 24.7 72.7 53.8 46.2

南アフリカ 1999 27.7 29.0 26.4 5.1 94.9

スーダン 2000 19.1 21.5 16.8 55.9 44.1

スワジランド 2000 11.2 11.4 10.9 14.0 86.0

タンザニア 2001 40.4 41.5 39.2 40.0 60.0

トーゴ 2000 72.5 73.4 71.6 28.4 71.6

トリニダードトバゴ 2000 3.9 5.2 2.8 12.8 87.2

トルコ 1999 4.5 5.2 3.8 66.8 33.2

ウガンダ 2002/03 13.1 15.0 11.3 18.3 81.7

ウズベキスタン 2000 18.1 22.0 14.0 4.1 95.9

ベネズエラ・ボリバル共和国 2003 9.1 11.4 6.6 17.6 82.4

イエメン共和国 1999 13.1 12.4 14.0 64.3 35.7

ザンビア 1999 14.4 15.0 13.9 72.8 27.2

表 A4．　児童労働

a. 10-14 歳のデータ． b. 12-14 歳のデータ．
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若者喫煙率 15 歳児が 60 歳前に死亡する確率（2003 年）
女性 男性 1,000 人当たり

調査年 対 13-15 歳比（％） 対 13-15 歳比（％） 女性 男性
アフガニスタン 448 510
アルバニア 2006 9 16 92 167
アルジェリア .. .. 125 155
アンドラ .. .. 41 107
アンゴラ .. .. 488 584
アンティグア・バーブーダ 2000 11 16 122 193
アルゼンチン 2000 34 31 90 176
アルメニア .. .. 108 240
オーストラリア .. .. 51 89
オーストリア .. .. 59 115
アゼルバイジャン .. .. 120 220
バハマ 2000 14 23 146 257
バーレーン 2001 12 34 81 117
バルバドス 2002 13 16 106 189
ベリーズ 2003 14 24 153 257
バングラデシュ .. .. 258 251
ベラルーシ .. .. 130 370
ベルギー .. .. 66 125
ベニン 2003 10 24 332 393
ブータン .. .. 202 261
ボリビア 2000 24 35 180 247
ボスニア・ヘルツェゴビナ 2003 12 19 89 190
ボツワナ 2001 12 17 839 850
ブラジル 2002 18 21 129 240
ブルネイ .. .. 86 114
ブルガリア 2002 42 33 91 216
ブルキナファソ 2001 7 18 462 533
ブルンジ .. .. 525 654
カンボジア 2003 3 11 285 441
カメルーン .. .. 461 503
カナダ .. .. 57 93
カボベルデ .. .. 129 213
中央アフリカ共和国 .. .. 590 641
チャド .. .. 444 513
チリ 2000 42 33 66 133
中国 2003 6 14 103 164
コロンビア 2001 29 30 97 231
コモロ .. .. 182 254
コンゴ民主共和国 .. .. 452 578
コンゴ共和国 .. .. 381 434
コスタリカ 2002 19 20 76 129
コートジボワール .. .. 450 558
クロアチア 2002 15 19 70 173
キューバ 2001 18 17 87 137
キプロス .. .. 47 99
チェコ共和国 2002 33 36 74 166
デンマーク .. .. 73 121
ジブチ .. .. 311 376
ドミニカ 2000 16 24 118 210
ドミニカ共和国 .. .. 147 250
エクアドル 2001 17 21 127 212
エジプト・アラブ共和国 2001 16 23 157 242
エルサルバドル 2003 15 25 138 248
エリトリア .. .. 301 359
エストニア 2002 30 35 114 319
エチオピア 2003 6 12 386 450
フィジー 1999 13 24 173 275
フィンランド .. .. 57 134
フランス .. .. 59 132
ガンビア .. .. 262 332
ガボン .. .. 323 397
グルジア 2002 13 34 76 195
ドイツ .. .. 59 115
ガーナ 2000 19 20 295 352
グレナダ 2000 14 18 220 258
ギリシア .. .. 48 118
グアテマラ 2002 12 18 165 289
ギニア .. .. 342 403
ガイアナ 2004 5 15 255 290
ギニナビサウ .. .. 405 479
ハイチ 2001 18 18 385 450
ホンジュラス 2003 19 27 181 248
ハンガリー 2002 33 34 111 257
アイスランド .. .. 53 81
インド 2001 20 29 213 283
インドネシア 2000 5 37 204 241
イラン・イスラム共和国 2003 5 14 125 201
イラク .. .. 205 466
アイルランド .. .. 60 100
イスラエル .. .. 51 92

表 A5．保健（1）
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若者喫煙率 15 歳児が 60 歳前に死亡する確率（2003 年）
女性 男性 1,000 人当たり

調査年 対 13-15 歳比（％） 対 13-15 歳比（％） 女性 男性
イタリア .. .. 47 93
ジャマイカ 2001 15 24 123 165
日本 .. .. 45 96
ヨルダン 2004 12 28 120 189
カザフスタン .. .. 187 419
ケニア 2003 14 21 521 495
キリバス .. .. 191 304
朝鮮民主主義人民共和国 .. .. 168 231
大韓民国 .. .. 61 155
クウェート 2001 18 33 53 73
キルギスタン共和国 .. .. 160 339
ラオス人民民主共和国 2003 4 18 303 335
ラトビア 2002 33 41 120 306
レバノン 2001 40 46 138 199
レソト 2002 20 32 781 912
リベリア .. .. 484 590
リビア 2003 9 19 101 172
リトアニア 2001 32 40 106 302
ルクセンブルク .. .. 63 115
マケドニア旧ユーゴスラビア共和国 2002 8 12 86 202
マダガスカル .. .. 260 337
マラウイ 2001 15 20 615 652
マレーシア .. .. 108 195
マリ 2001 13 45 427 486
マルタ .. .. 49 84
マーシャル諸島 .. .. 280 333
モーリタニア 2001 23 34 312 408
モーリシャス .. .. 115 218
メキシコ 2002 20 24 95 166
ミクロネシア連邦 .. .. 172 206
モナコ .. .. 47 110
モルドバ .. .. 152 303
モンゴル .. .. 179 310
モロッコ 2001 9 17 103 159
モザンビーク 2002 10 11 543 621
ミャンマー 2001 5 37 222 337
ナミビア .. .. 529 619
ナウル .. .. 303 448
ネパール 2001 6 15 284 290
オランダ .. .. 66 93
ニュージーランド .. .. 65 98
ニカラグア .. .. 138 209
ニジェール 2001 14 27 477 508
ナイジェリア 2001 17 24 470 511
ノルウェー .. .. 58 96
オマーン 2003 9 27 91 163
パキスタン .. .. 199 225
パラオ 2001 62 55 205 226
パナマ 2002 16 19 84 146
パプアニューギニア .. .. 246 309
パラグアイ 2003 23 24 119 171
ペルー 2001 16 24 133 193
フィリピン 2003 8 21 149 271
ポーランド 1999 24 33 81 202
ポルトガル .. .. 63 150
カタール .. .. 76 93
ルーマニア 2006 20 27 107 239
ロシア連邦 2001 29 41 182 480
ルワンダ .. .. 455 541
セントクリストファー・ネーヴィス 2002 16 20 145 200
セントルシア 2001 10 19 131 224
セントビンセント・グレナディーン諸島 2001 20 27 192 233
サモア .. .. 203 235
サンマリノ .. .. 32 73
サントメ・プリンシペ .. .. 244 295
サウジアラビア 2006 .. 5a 119 196
セネガル 2002 6 25 280 350
セルビア・モンテネグロ 2003 17 16 99 186
セイシェル 2002 25 36 92 235
シエラレオネ .. .. 517 597
シンガポール 2006 8 11 51 87
スロバキア共和国 2002 23 27 77 204
スロベニア 2003 29 27 69 165
南アフリカ 2003 27 38 579 642
スペイン .. .. 46 116
スリランカ 2006 1 3 120 235
スーダン 2001 13 20 248 348
スワジランド 2001 10 21 790 894
スウェーデン .. .. 50 79
スイス .. .. 50 90

表 A5．保健（1）（続き）
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若者喫煙率 15 歳児が 60 歳前に死亡する確率（2003 年）
女性 男性 1,000 人当たり

調査年 対 13-15 歳比（％） 対 13-15 歳比（％） 女性 男性
シリア・アラブ共和国 2002 15 24 126 188
タジキスタン .. .. 169 225
タンザニア .. .. 550 587
タイ .. .. 153 267
トーゴ 2002 10 20 377 448
トリニダードトバゴ 2000 12 20 155 249
チュニジア 2001 7 29 113 167
トルコ .. .. 111 176
トルクメニスタン .. .. 171 352
ウガンダ 2002 16 22 459 533
ウクライナ 1999 35 46 142 384
アラブ首長国連邦 2002 13 30 121 168
イギリス .. .. 64 103
アメリカ 2000 20 26 82 139
ウルグアイ 2001 26 22 87 180
ウズベキスタン .. .. 142 226
ベネズエラ・ボリバル共和国 2003 12 15 97 181
ベトナム 2003 2 10 129 205
イエメン共和国 2002 14 21 227 298
ザンビア 2002 24 25 685 719
ジンバブエ 2001 14 19 819 830

表 A5．保健（1）（続き）

a. データは首都のみ．
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性的に活動的な若者のコンドーム使用率 HIV 予防手段の知識
女性 男性 女性 男性

調査年
対 15-19 歳比

（％）
対 20-24 歳比

（％）
対 15-19 歳比

（%）
対 20-24 歳比

（%） 調査年 対 15-24 歳比（％） 対 15-24 歳比（％）
アルバニア .. .. .. .. 2000 39 ..
アルメニア 2000 0.2 4.0 .. .. 2000 37 52

アゼルバイジャン .. .. .. .. 2000 9 ..

ベニン 2001 3.6 4.5 16.8 27.0 2001 40 45

ボリビア 2003 1.2 4.3 .. .. 2000 52 ..

ボツワナ .. .. .. .. 2000 71 ..

ブルキナファソ 2003 6.3 8.9 11.2 36.7 2003 45 54

カンボジア 2000 0.1 0.6 .. .. 2000 59 ..

カメルーン 2004 11.3 16.0 .. .. 2004 64 73

チャド 2004 0.4 0.9 4.6 11.0 .. ..

コロンビア 2005 6.2 9.4 .. .. .. ..

コンゴ民主共和国 .. .. .. .. 2000 42 ..

コートジボワール 1998/99 6.0 7.7 21.6 30.8 2000 46 ..

ドミニカ共和国 2002 1.3 2.9 .. .. 2002 80 78

エリトリア 2002 0.4 0.4 .. .. 2002 58 ..

エチオピア 2000 0.3 0.7 1.6 3.4 .. ..

ガンビア .. .. .. .. 2000 45 ..

ガボン 2000 10.9 13.0 40.8 48.4 .. ..

ガーナ 2003 5.2 7.7 .. .. 2003 72 75

グアテマラ 1998/99 0.8 1.1 .. .. .. ..

ギニア 1999 2.3 2.7 14.4 27.8 .. ..

ガイアナ .. .. .. .. 2000 60 ..

ギニアビサウ .. .. .. .. 2000 24 ..

ハイチ 2000 2.0 4.9 .. .. 2000 44 69

インドネシア .. .. .. .. 2002/03 21a 32a

カザフスタン 1999 2.2 5.1 20.7 35.1 .. ..

ケニア 2003 1.8 1.6 .. .. 2003 55 65

レソト .. .. .. .. 2000 47 ..

マダガスカル 2003/04 1.1 1.7 5.4 6.4 2000 32 ..

マラウイ 2000 2.8 2.9 .. .. 2000 57 65

マリ 2001 1.0 1.1 5.0 17.6 2001 33 43

モーリタニア 2000/01 0.0 0.4 1.2 3.4 .. ..

モルドバ .. .. .. .. 2000 47 ..

モンゴル .. .. .. .. 2000 71b ..

モロッコ 2003/04 0.0 0.4 .. .. 2003/04 36 ..

モザンビーク 2003 9.2 5.8 .. .. 2003 47 63

ナミビア 2000 10.8 11.0 .. .. 2000 65 81

ネパール .. .. .. .. 2001 38c 75c

ニカラグア 2001 1.0 2.6 .. .. .. ..

ニジェール 1998 0.0 0.2 2.6 8.9 2000 28 ..

ナイジェリア 2003 2.6 6.0 .. .. 2003 40 58

ペルー 2000 0.9 3.3 .. .. .. ..

フィリピン 2003 0.1 1.0 .. .. 2000 46 ..

ルワンダ 2000 0.3 0.8 .. .. 2000 52 63
サントメ - プリンシペ民主共和国 .. .. .. .. 2000 20 ..
セネガル .. .. .. .. 2000 46 ..

シエラレオネ .. .. .. .. 2000 27 ..

南アフリカ 1998 2.0 3.5 .. .. 1998 74 ..

タジキスタン .. .. .. .. 2000 4d ..

タンザニア 1999 3.7 6.0 10.6 20.9 2003/04 61 65

トーゴ 1998 6.9 6.7 12.8 30.4 2000 58 ..

トリニダードトバゴ .. .. .. .. 2000 48 ..

トルコ 1998 0.9 5.2 0.0 3.0 .. ..

トルクメニスタン 2000 0.1 0.4 .. .. 2000 15 ..

ウガンダ 2000/01 5.7 4.9 .. .. 2000/01 66 77
ウズベキスタン .. .. .. .. 2002 25 40
ベトナム .. .. .. .. 1997 52 ..
ザンビア 2001/02 4.0 5.2 .. .. .. ..
ジンバブエ 1999 1.8 2.8 9.4 27.7 1999 64 69

表 A6．　保健（2）

a. サンプルは未婚の女性 , 既婚の男性を含む．b. 自己申告の体重サンプル．c. サンプルには一度でも結婚した男女が含まれる．d. サンプルは無作為ではない．



主要指標　377 

女性 1,000 人当たりの出生率 18 歳前に出産した女性
調査年 15-24 歳 調査年 対 15-24 歳比（％）

アルメニア 2000 199 2000 8.0
アゼルバイジャン .. .. 2006 7.0

バングラデシュ 2004 328 2004 45.5

ベニン 2001 370 2001 23.8

ボリビア 2003 267 2003 19.0

ブルキナファソ 2003 384 2003 27.1

カンボジア 2000 222 2000 12.1

カメルーン 2004 374 2004 33.0

カボベルデ .. .. 2006 24.0

チャド .. .. 2004 48.0

コロンビア 2000 227 2005 19.5

コートジボワール .. .. 2006 ..

ジブチ .. .. 2006 4.0

ドミニカ共和国 2002 306 2002 25.0

エクアドル .. .. 2006 18.0

エジプト・アラブ共和国 2000 247 2000 9.5

エルサルバドル .. .. 2006 24.0

エリトリア 2002 262 2002 25.4

エチオピア 2000 335 2000 24.2

ガボン 2000 338 2000 35.4

グルジア .. .. 2006 11.0

ガーナ 2003 250 2003 14.9

グアテマラ 1998/99 393 2006 24.0

ギニア 1999 406 2006 47.0

ハイチ 2000 269 2000 15.2

ホンジュラス .. .. 2006 28.0

インド 1998/99 317 2006 28.0

インドネシア 2002/03 182 2002/03 11.9

ヨルダン 2002 178 2002 5.0

カザフスタン 1999 207 2006 6.0

ケニア 2003 357 2003 22.7

マダガスカル 2003/04 395 2003/04 31.3

マラウイ 2000 477 2000 30.3

マリ 2001 475 2001 45.0

モーリタニア 2000/01 246 2006 25.0

モロッコ 2003/04 136 2003/04 7.5

モザンビーク 2003 424.2 2006 42.0

ナミビア 2000 254 2000 20.5

ネパール 2001 358 2001 26.0

ニカラグア 2001 297 2001 28.1

ニジェール .. .. 2006 47.0

ナイジェリア 2003 355 2003 28.0

パラグアイ .. .. 2006 13.0

ペルー 2000 206 2000 14.2

フィリピン 2003 231 2003 6.9

ルーマニア .. .. 2006 5.0

ルワンダ 2000 292 2000 9.2

セネガル .. .. 2006 27.0

南アフリカ .. .. 2006 20.0

シリア・アラブ共和国 .. .. .. ..

タンザニア 1999 406 2006 26.0

トーゴ .. .. 2006 19.0

トルコ .. .. 2006 8.0

トルクメニスタン 2000 214 2000 1.8

ウガンダ 2000/01 509 2000/01 42.0

ウズベキスタン .. .. 2006 4.0

ベトナム 2002 163 2002 3.9

イエメン共和国 .. .. .. ..

ザンビア 2001/02 426 2001/02 34.6

ジンバブエ 1999 311 2006 20.0

表 A7．　家族形成（1）
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妊婦

調査年
産前ケア受けず a

対 15-24 歳比（％） 調査年
合併症の説明受けず b

対 15-24 歳比（％）
アルメニア 2000 7.0 2000 50.4
バングラデシュ 2004 38.1 2004 50.1

ベニン 2001 9.3 2001 17.3
ボリビア 2003 16.5 2003 62.9
ブルキナファソ 2003 23.7 2003 15.1

カメルーン 2004 16.8 2004 36.5

チャド 2004 52.0 2004 14.1

コロンビア 2000 10.1 2000 80.8

コートジボワール 1998 10.4 ..

ドミニカ共和国 2002 1.0 2002 60.2

エジプト・アラブ共和国 .. 2000 41.1

エチオピア 2000 74.7 2000 20.4

ガボン 2000 3.1 ..
ガーナ 2003 5.1 2003 57.3
グアテマラ 1998/99 11.7 ..

ギニア 1999 18.8 ..

ハイチ 2000 18.6 2000 29.0

インド 1998/99 30.3 ..

インドネシア 2002/03 7.5 2002/03 28.6

カザフスタン 1999 4.5 ..

ケニア 2003 8.9 2003 34.2

マラウイ 2002 4.1 2002 69.5

マリ 2001 40.5 2001 23.6

モロッコ 2003/04 35.2 2003/04 37.3

モザンビーク 2003 12.0 2003 51.6

ナミビア 2000 5.0 2000 46.5

ネパール 2001 42.1 2001 52.0

ニカラグア 2001 11.6 2001 76.1

ペルー 2004 5.0 2004 81.2

フィリピン 2003 5.3 2003 46.9

ルワンダ 2000 7.1 2000 5.7

トルコ 1998 28.0 ..

ウガンダ 2001 4.8 2001 15.8

ベトナム 2002 20.2 ..

ザンビア 1001 4.2 ..

ジンバブエ 1999 7.2 1999 43.8

表 A8．　家族形成（2）

a．調査前 3 年間における直近の出産に限定．　b．調査前 3 年間における直近の幼児にかかわる産前ケアに限定．
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テクニカル・ノート

表 A1．学習
　年齢層別就学率は，各国の代表的な家計調査に基づく．これ
は , ある特定の年齢層の人々のうち，家計調査時点で就学してい
ると回答した人の割合を測定．
　9 学年修了率は，修了した最終学年と調査時点現在で 10-19
歳の就学者に関する，各国の代表的な家計調査に基づいて算出．
推計値は個々人が就学中かどうかを考慮したカプラン = マイ
ヤー法に基づく．

表 A2．OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）
　OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）は，15 歳の生徒を対象に，
読解力，数学的思考能力，科学的思考能力に加えて，学校のカ
リキュラムをどれくらい習得し，日常的な課題や挑戦にその知
識をどの程度活用しているかという意味での問題解決能力を評
価．

表 A3．就職
　労働力参加率は，若者のうち，就業中か失業中かにかかわらず，
経済的に活動的な人の割合．
　失業率は，労働力のうち失業している人の割合．失業してい
るとみなされるためには，その人は雇用されていなくても，積
極的に求職活動をしていなければならない．
　労働力でも就学中でもない人は，若者のうち労働力でもなく，
就学もしていない人の割合．

表 A4．児童労働
　表のデータは子供の経済活動を示したもので，児童労働の概
念よりも広い．徐々に形成されてきたコンセンサスによれば，
児童労働は子供の経済活動の一部，ないしは有害であるため撲
滅の対象とすべき子供の労働である．
　国際的な雇用の定義に従って，基準週に最低 1 時間を経済活
動に費やした児童は経済的に活動的であると分類される．経済
活動は国連の 1993 年国民所得勘定体系（SNA 第 3 次改訂）の
定義により，1982 年の第 13 回国際労働統計担当者会議が採択
した雇用の国際的な定義とも一致している．経済活動にはあら
ゆる市場性生産と，自家消費用の財の生産など一定の種類の非
市場性生産が含まれる．自宅で子供が行う家事は除く．家計調
査では把握されていない形態の経済活動もなかにはあるため，
そのような経済活動は推計値には反映されていない．それには
商業ベースでの子供の性的搾取や児童奴隷など無条件の児童労
働が含まれるが，違った形でデータを収集する方法が必要であ
る．
　表の指標を作成するために使用したデータは，ILO，UNICEF，
世界銀行，各国統計局が実施した家計調査である．このような
調査からは，児童労働に関連する教育，雇用，保健，支出，消
費に関するさまざまなデータが入手できる．ただし，無条件の
児童労働に関する情報は提供されていない．
　家計調査データには通常，仕事の種類に関する情報が含まれ
ている．例えば，子供は現金支給で働いているのか無給で働い
ているのか，子供は家族員ではない人のために働いているのか
どうか，子供は何らかの家族がしている仕事（農業あるいは事業）
に関与しているのかどうかなどである．児童労働を定義するた
めに各国の調査で使われている年齢は 5-14 歳のレンジになって
いる．表中のデータは 7-14 歳の児童に関する統計を示すように
再計算されている．

　雇用の定義や調査票で使われている雇用に関する質問の一致
に関しては努力を払ったものの，働いている子供に関する情報
収集に使われた調査方法に関しては若干の相違が残っている．
同一国でも家計調査によって違うだけでなく，同一種類の調査
でも国ごとに違っている．
　基本的な調査方法と調査時点が異なるため，経済的に活動的
な児童の人口推定値は各国間比較に十分適しているとはいえな
い．掲載されている推定値に基づいて，児童の経済活動に関し
て各国間ないし各地域間の相対的水準にかかわる結論を導くに
は注意を払うべきである．
　経済的に活動的な児童は，調査の基準週に 1 時間以上の経済
活動に従事した児童の割合．仕事だけは，経済活動に従事して
就学していない児童の割合．仕事と勉強は，経済活動と組み合
わせながら就学している児童の割合．

表 A5．保健（1）
　若者の喫煙率は，現在喫煙している 13-15 歳の割合．デー
タ は WHO and Centers for Disease Control and Prevention の
Global Youth Tobacco Use を ベ ー ス に，Population Reference 
Bureau の World's Youth 2006 Data Sheet で補強してある．
　15 歳児が 60 歳前に死亡する確率は，15-60 歳の人口 1,000
人当たりの死亡する確率．WHO（The World Health Report 
2005）が試算した数値に基いているが，ほかの厳格な手法を用
いていると思われる公式統計とは違っている可能性がある．

表 A6．保健（2）
　性的に活動的な若者のコンドーム使用率は，現在結婚して
いるか，性的に活動的な 15-19 歳および 20-24 歳の男女に占
める比率．データは ORC Macro, 2006, MEASURE DHS STAT 
compiler に基づく．
　HIV 予防法に関する知識は，聞かれた質問に対して，コンドー
ムを使用するか，貞節で感染していないパートナー 1 人だけ性
交をすることによって HIV 感染を防止できると回答した人の割
合．分子は聞かれた質問に対して，HIV 感染をみずから防止す
るためには，コンドームを使用するか，貞節で感染していない
パートナー 1 人だけと性交をすると正しく回答した人数．分母
は回答者の総数．データは ORC Macro, 2006, MEASURE DHS 
STAT compiler に基づく．

表 A7．家族形成（1）
　15-24 歳女性 1,000 人当たりの出生率は，特定年齢層（15-24
歳女性）の調査に先立つ 3 年間の出生率．データは ORC Macro, 
2006, MEASURE DHS STAT compiler に基づく．
　18 歳 前 に 出 産 し た 女 性は，18 歳以前に出産したことの
ある 15-24 歳の全女性の割合．データは ORC Macro, 2006, 
MEASURE DHS STAT compiler と，Population Reference Bureau
の World's Youth 2006 Data Sheet に基づく．

表 A8．家族形成（2）
　産前ケアを受けていない 15-24 歳の妊婦は，15-24 歳の母親
で，調査時点までの 3 年間における直近の出産に関して産前ケ
アを利用した割合．人口動態保健調査に基づく．
　合併症の説明を受けていない 15-24 歳の妊婦は，15-24 歳の
母親で，調査時点までの 3 年間における直近の出産に関して産
前ケアを利用したものの，妊娠合併症について説明を受けてい
ない割合．人口動態保健調査に基づく．
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記号
　「…」はデータが入手不可能であることを意味する．

「0 または 0.0」はゼロまたは表示単位の半分未満であることを
意味する．
　調査年の「/」は，例えば 1990/91 のように通常は 12 カ月
の期間が 2 暦年にまたがり，調査年，学校年度，あるいは財政
年度に該当していることを意味する．
　空欄は対象外を意味する．
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　本年度版の主要世界開発指標では比較可能な社会経済データ
を示す 6 つの表によって，130 以上の経済圏にかかわる開発デー
タを示した．データは可能なかぎり最新年のものであるが，前
年分を示した指標もなかにはある．データが乏しい，あるいは
人口が 200 万人未満の 75 の経済圏については，主要指標だけ
を追加表に示した．
　ここに示した指標は World Development Indicators 2006 に掲
載されている 800 以上の指標から選択したものである．毎年刊
行されている World Development Indicators は開発プロセスを包
括的に見るためのものである．その最初の章には，1990 年代の
国際会議における合意や決議から発展して，2000 年 9 月のミ
レニアム・サミットにおいて国連加盟国によって全会一致で採
択されたミレニアム開発目標についての説明がある．2005 年 9
月に開催された国連の世界サミットでは 2000 年のミレニアム
宣言が再確認され，野心的な国家開発戦略を国際的な支援の拡
大によって裏付ける必要性が指摘された．ほかの 5 つの章では，
人的資本の開発，環境の持続可能性，マクロ経済パフォーマンス，
民間部門の開発と投資環境，および開発の外部環境に影響する
グローバルな結びつきなど，さまざまな要因の役割が検討され
ている．これとは別に公表されているデータベースでは，222
の経済圏や地域に関して 1,000 を超えるデータ表と 800 以上の
時系列指標にアクセス可能で，World Development Indicators
を補完するものとなっている．このデータベースは電子購読

（WDI Online），あるいは CD-ROM 版で利用可能である．

データの出典と方法
　ここに示した社会経済データや環境データは，世界銀行が収
集した一次データ，加盟国の統計出版物，研究機関，国連とそ
の専門機関，IMF，および OECD などの国際機関に依拠してい
る（完全なリストについてはテクニカル・ノートの後の出典を
参照）．各国や国際機関の統計のほとんどは，対象，定義，分類
に関して国際基準を適用しているものの，基礎データの収集と
編集に割くことができる能力と資源には相違があるため，適時
性や信頼性にはどうしても格差がある．テーマによっては，利
用可能なもっとも信頼できるデータの掲載を保証するために，
世界銀行スタッフが出典の異なる競合するデータを吟味する必
要がある．利用可能なデータが水準や傾向について，信頼でき
る測定値とするには根拠薄弱すぎる場合，あるいは国際基準へ
の準拠が不十分な場合には，データを掲載しなかった．
　掲載データは World Development Indicators 2006 にほぼ一致
している．しかし，新しい情報が入手可能となった場合には，デー
タは修正ないし更新されている．時系列の修正や方法の変更を
反映して，相違が生じていることもある．したがって，世界銀
行の刊行物でも版が違えば，データそのものの年代が異なるこ
とがある．異なる刊行物，あるいは同一刊行物の版が異なるも
のから，時系列データを取り出すことは避けていただきたい．

一貫性のある時系列データは，World Development Indicators 
2006 の CD-ROM 版や WDI Online で入手可能である．
　特記がない限り，すべてのドル表示は現在の米ドルによる．
各国通貨の数値を換算する際に使用した各種方法については，
テクニカル・ノートで説明してある．
　世界銀行の主要業務は低および中所得国に対して融資や政策
助言を提供することにあるため，表がカバーしている問題は主
としてこのような経済圏に焦点を当てている．高所得の経済圏
に関する情報も，それが入手可能なときには比較のために掲載
してある．これら高所得経済圏に関してさらに詳しい情報を知
りたい方は，各国の統計刊行物，および OECD や EU の出版物
を参照していただきたい．

経済圏の分類と総括値
　各表の末尾にある総括値には，上部に掲載されているそれぞ
れの経済圏が 1 人当たり所得や地域ごとに分類されて含まれて
いる．2005 年の 1 人当たり GNI に基づいて，875 ドル以下が
低所得経済圏，876-10,725 ドルが中所得経済圏，10,726 ドル
以上が高所得経済圏という分類がなされている．1人当たりGNI
が 3,465 ドルの水準で，さらに低位中所得経済圏と高位中所得
経済圏の区別がなされている．本報告書の各グループに含まれ
る経済圏（人口200万人未満のものを含む）のリストについては，
経済圏の分類を分類表を参照されたい．
　総括値は経済圏グループごとに算出された合計値（データが
ない場合や報告されていない諸国に関する推定値が含まれてい
れば t，入手データの単純合計ならば s で区別），加重平均値（w），
あるいは中央値（m）のいずれかである．主要表から除外され
ている諸国（表 6 に掲載されている諸国）のデータも，入手可
能であればそのデータが，あるいは入手可能な諸国と同じ傾向
をたどるとの前提に立った推定値が含まれている．これにより，
各期間について対象国の範囲が標準化され，より一貫性のある
集計値が得られている．ただし，欠けている情報が集計値全体
の 3 分の 1 以上を占めている場合には，グループの総括値は入
手不能と表示されている．集計方法の詳細については，テクニ
カル・ノートのなかの統計手法のところに詳細な説明がある．
集計値を算出するために用いられたウェイトは，各表の脚注に
示されている．
　上述の境界値や 1 人当たり GNI の測定水準変化に応じて，経
済圏の分類もときどき修正される．そのような変化が生じた場
合には，その再分類に基づいた集計値は過去にまで遡及して再
計算されているので，時系列の一貫性は維持されている．

用語と対象国
　国という用語は政治的な独立性を示唆するものではなく，当
局が社会ないし経済について別々の統計を作成している領域を

主要世界開発指標
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いう．掲載されたデータは 2004 年現在で成立している経済圏
に関するものであり，過去のデータについても現在の政治的な
取り決めを反映するよう修正されている．すべての表について，
例外があれば注記されている．特記なき限り，中国のデータに
は香港（中国），マカオ（中国），および台湾（中国）は含まれ
ていない．インドネシアのデータには特記なき限り，1999 年ま
では東ティモールが含まれている．

記号
「…」はデータが入手不可能であること，あるいは当該念のデー
タが欠けているため合計が算出できないことを意味する．

「0 または 0.0」はゼロまたは表示単位の半分未満であることを
意味する．
調査年の「/」は，例えば 1990/91 のように，通常は 12 カ月
の期間が 2 暦年にまたがり，調査年，学校年度，あるいは財政
年度に該当していることを意味する．
　「$」は特記なき限り現行の米ドルを意味する．
　「＞」は「超」を意味する．
　「＜」は「未満」を意味する．
空欄は対象外であること，あるいは合計値が分析上無意味なこ

とを意味する．

テクニカル・ノート
　データの質や各国間比較にはしばしば問題があるため，テク
ニカル・ノート，地域・所得による経済圏の分類（次ページ），
および各表の脚注をなるべく参考にされたい．さらに詳しい説
明については，World Development Indicators 2006 を参照され
たい．
　WDI 2006 に関する詳しい情報や購入については，オンライ
ン，電話，またはファックスで下記に照会されたい．

さらに詳しい情報およびオンライン購入について：
www.worldbank.org/data/wdi2006/index.htm
電話またはファックスによる購入について：
1-800-645-7247 または 703-661-1580;
Fax 703-661-1501
郵便による購入について：
The World Bank, P.O. Box 960,
Herndon, VA 20172-0960, U.S.A.
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東アジア・太平洋
米領サモア
カンボジア
中国
フィジー
インドネシア
キリバス
朝鮮民主主義人民共和国
ラオス人民民主共和国
マレーシア
マーシャル諸島
ミクロネシア連邦
モンゴル
ミャンマー
北マリアナ諸島
パラオ
パプアニューギニア
フィリピン
サモア
ソロモン諸島
タイ
東ティモール
トンガ
バヌアツ
ベトナム

UMC
LIC
LMC
LMC
LMC
LMC
LIC
LIC
UMC
LMC
LMC
LIC
LIC
UMC
UMC
LIC
LMC
LMC
LIC
LMC
LIC
LMC
LMC
LIC

ラテンアメリカ・カリブ
アルゼンチン
バルバドス
ベリーズ
ボリビア
ブラジル
チリ
コロンビア
コスタリカ
キューバ
ドミニカ
ドミニカ共和国
エクアドル
エルサルバドル
グレナダ
グアテマラ
ガイアナ
ハイチ
ホンジュラス
ジャマイカ
メキシコ
ニカラグア
パナマ
パラグアイ
ペルー
セントクリストファー・ネーヴィス
セントルーシア
セントビンセント・グレナ
ディーン諸島
スリナム
トリニダードトゴバ
ウルグアイ
ベネズエラ・ボリバル共和国

UMC
UMC
UMC
LMC
LMC
UMC
LMC
UMC
LMC
UMC
LMC
LMC
LMC
UMC
LMC
LMC
LIC
LMC
LMC
UMC
LMC
UMC
LMC
LMC
UMC
UMC
UMC

LMC
LMC
UMC
UMC

南アジア 
アフガニスタン
バングラデシュ
ブータン
インド
モルティブ
ネパール
パキスタン
スリランカ

LIC
LIC
LIC
LIC
LMC
LIC
LIC
LMC

高所得 OECD
オーストラリア
オーストリア
ベルギー
カナダ
デンマーク
フィンランド
フランス
ドイツ
ギリシア
アイスランド
アイルランド
イタリア
日本
大韓民国
ルクセンブルク
オランダ
ニュージーランド
ノルウェー
ポルトガル
スペイン
スウェーデン
スイス
イギリス
アメリカ

サハラ以南アフリカ
アンゴラ
ベニン
ボツワナ
ブルキナ・ファソ
ブルンジ
カメルーン
カボベルデ
中央アフリカ共和国
チャド
コモロ
コンゴ民主共和国
コンゴ共和国
コードジボワール
赤道ギニア
エリトリア
エチオピア
ガボン
ガンビア
ガーナ
ギニア
ギニアービサウ
ケニア
ソレト
リベリア
マダガスカル
マラウィ
マリ
モーリタニア
モーリシャス
マイヨット
モザンビーク
ナミビア
ニジェール
ナイジェリア
ルワンダ
サントメ・プリンシペ
セネガル
セイシェル
シエラレオネ
ソマリア
南アフリカ
スーダン
スワジランド
タンザニア
トーゴ
ウガンダ
ザンビア
ジンバブエ

LMC
LIC
UMC
LIC
LIC
LMC
LMC
LIC
LIC
LIC
LIC
LMC
LIC
UMC
LIC
LIC
UMC
LIC
LIC
LIC
LIC
LIC
LMC
LIC
LIC
LIC
LIC
LIC
UMC
UMC
LIC
LMC
LIC
LIC
LIC
LIC
LIC
UMC
LIC
LIC
UMC
LIC
LMC
LIC
LIC
LIC
LIC
LIC

ヨーロッパ・中央アジア 
アルバニア
アルメニア
アゼルバイジャン
ベラシール
ボスニア・ヘルツェゴビナ
ブルガリア
クロアチア
チェコ共和国
エストニア
グルシア
ハンガリー
カザフスタン
キルギスタン共和国
ラトビア
リトアニア
マケドニア（旧ユーゴスラビ
ア共和国）
モルドバ
ポーランド
ルーマニア
ロシア連邦
セルビア・モンテネグロ
スロバキア共和国
タジキスタン
トルコ
トルクメニスタン
ウクライナ
ウズベキスタン

LMC
LMC
LMC
LMC
LMC
LMC
UMC
UMC
UMC
LMC
UMC
LMC
LIC
UMC
UMC
LMC

LMC
LMC
UMC
UMC
LMC
UMC
LIC
UMC
LMC
LMC
LIC

その他の高所得国
アンドラ
アンティグア・バーブーダ
アルバ
バハマ
バーレーン
バミューダ
ブルネイ
ケイマン諸島
チャネル諸島
キプロス
フェロー諸島
仏領ポリネシア
グリーンランド
グアム
香港（中国）
マン島
イスラエル
クウェート
リヒテンシュタン
マカオ（中国）
マルタ
オランダ領アンティル
ニューカレドニア
プエルトリコ
カタール
サンマリノ
サウジアラビア
シンガポール
スロベニア
台湾（中国）
アラブ首長国連邦
バージン諸島（米領）

中東・北アフリカ
アルジェリア
ジブチ
エジプト・アラブ共和国
イラン・イスラム共和国
イラク
ヨルダン
レバノン
リビア
モロッコ
オマーン
シリア・アラブ共和国
チェニジア
ヨルダン川西岸・ガザ
イエメン共和国

LMC
LMC
LMC
LMC
LMC
LMC
UMC
UMC
LMC
UMC
LMC
LMC
LMC
LIC

地域・所得による経済圏の分類（2007 年度）

出所：世界銀行データ．
注：本表は世界銀行の全加盟国／地域と人口が 3 万人を超える非加盟国／地域を分類したものである．各国／地域は世界銀行アトラス方式を用いて算出された 2005
年の 1 人当たり GNI に基づき，次の各所得グループに分類されている．すなわち，875 ドル以下は低所得国（LIC），876-3,465 ドルは低位中所得国（LMC），3,466-10,725
ドルは高位中所得国（UMC），および 10,726 ドル以上は高所得国とされている．
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 人口
人口の年齢

別構成
Gross 国民総所得

（GNI）a
PPP 表示の国民総所得

（GNI）b
1 人当たり
国内総生産

（GDP）
（増加率％）  
2004–05 年

出生時余命
成人識字率
（対 15 歳

以上人口
比％）

2000–04 年

1 人当たり
二酸化炭素

排出量
（100 万トン）

2002 年
（100 万人）

2005 年

（年平均増
加率％）

2000–05 年

（km2 当た
り人口密度）

2005 年

0-14 歳の
割合％

2005 年

（10 億
ドル） 

2005 年

（1 人当た
りドル）
2005 年

（10 億
ドル）

2005 年

（1 人当た
りドル）
2005 年

男性
（年数）
2004 年

女性
（年数）
2004 年

アルバニア 3 0.5 114 27 8.1 2,580 17 5,420 4.9 71 77 99 0.8
アルジェリア 33 1.5 14 30 89.6 2,730 222c 6,770c 3.7 70 73 70 2.9
アンゴラ 16 2.9 13 46 21.5 1,350 35c 2,210c 11.5 40 43 67 0.5
アルゼンチン 39 1.0 14 26 173.0 4,470 539 13,920 8.2 71 79 97 3.5
アルメニア 3 –0.4 107 21 4.4 1,470 15 5,060 14.4 68 75 99 1.0
オーストラリア 20 1.2 3 20 654.6 32,220 622 30,610 1.5 77 83 .. 18.1
オーストリア 8 0.5 100 16 303.6 36,980 272 33,140 1.4 76 82 .. 7.9
アゼルバイジャン 8 0.8 102 26 10.4 1,240 41 4,890 25.0 70 75 99 3.4
バングラディシュ 142 1.9 1,090 35 66.2 470 296 2,090 3.5 63 64 .. 0.3
ベラルーシ 10 –0.5 47 15 27.0 2,760 77 7,890 9.8 63 74 100 6.0
ベルギー 10 0.4 319 17 373.8 35,700 342 32,640 0.7 76 82 .. 8.9
ベニン 8 3.2 76 44 4.3 510 9 1,110 0.7 54 55 35 0.3
ボリビア 9 2.0 9 38 9.3 1,010 25 2,740 2.1 62 67 87 1.2
ボスニア・ヘルツェゴビナ 4 0.2 76 17 9.5 2,440 30 7,790 5.4 72 77 97 4.7
ブラジル 186 1.4 22 28 644.1 3,460 1,534 8,230 0.9 67 75 89 1.8
ブルガリア 8 –0.8 70 14 26.7 3,450 67 8,630 5.8 69 76 98 5.3
ブルキナファソ 13 3.2 48 47 5.2 400 16c 1,220c 1.6 47 49 22 0.1
ブルンジ 8 3.1 294 45 0.7 100 5c 640c –2.6 43 45 59 0.0
カンボジア 14 2.0 80 37 5.3 380 35c 2,490c 5.0 53 60 74 0.0
カメルーン 16 1.9 35 41 16.5 1,010 35 2,150 0.8 45 47 68 0.2
カナダ 32 1.0 4 18 1,051.9 32,600 1,040 32,220 2.0 77 83 .. 16.5
中央アフリカ共和国 4 1.3 7 43 1.4 350 5c 1,140c 0.9 39 40 49 0.1
チャド 10 3.5 8 47 3.9 400 14 1,470 2.3 43 45 26 0.0
チリ 16 1.1 22 25 95.7 5,870 187 11,470 5.2 75 81 96 3.6
中国 1,305 0.6 140 21 2,263.8 1,740 8,610d 6,600d 9.2 70 73 91 2.7
   香港（中国） 7 0.8 .. 14 192.1 27,670 241 34,670 6.3 79 85 .. 5.2
コロンビア 46 1.6 44 31 104.5 2,290 338c 7,420c 3.6 70 76 93 1.3
コンゴ民主共和国 58 2.8 25 47 6.9 120 41c 720c 3.5 43 45 67 0.0
コンゴ共和国 4 3.1 12 47 3.8 950 3 810 6.0 51 54 .. 0.6
コスタリカ 4 1.9 85 28 19.9 4,590 42c 9,680c 2.3 76 81 95 1.4
コートジボワール 18 1.6 57 42 15.3 840 27 1,490 –1.9 45 47 49 0.4
クロアチア 4 0.2 80 16 35.8 8,060 57 12,750 4.2 72 79 98 4.7
チェコ共和国 10 –0.1 132 15 109.2 10,710 205 20,140 6.2 73 79 .. 11.2
デンマーク 5 0.3 128 19 256.8 47,390 182 33,570 2.8 75 80 .. 8.8
ドミニカ共和国 9 1.5 184 33 21.1 2,370 64c 7,150c 3.0 64 71 87 2.5
エクアドル 13 1.5 48 32 34.8 2,630 54 4,070 2.5 72 78 91 2.0
エジプト・アラブ共和国 74 1.9 74 34 92.9 1,250 329 4,440 2.9 68 73 71 2.1
エルサルバドル 7 1.8 332 34 16.8 2,450 35c 5,120c 1.0 68 74 .. 1.0
エリトリア 4 4.4 44 45 1.0 220 4c 1,010c 0.8 53 56 .. 0.2
エチオピア 71 2.1 71 45 11.1 160 71c 1,000c 6.8 42 43 .. 0.1
フィンランド 5 0.3 17 17 196.5 37,460 163 31,170 1.8 75 82 .. 12.0
フランス 61 0.6 110 18 2,177.7e 34,810e 1,855 30,540 0.9 77 84 .. 6.2
グルジア 4 –1.1 64 19 6.0 1,350 15c 3,270c 10.4 67 75 .. 0.7
ドイツ 82 0.1 236 14 2,852.3 34,580 2,409 29,210 0.9 76 81 .. 10.3
ガーナ 22 2.2 97 39 10.0 450 52c 2,370c 3.7 57 58 58 0.4
ギリシャ 11 0.3 86 14 218.1 19,670 262 23,620 3.4 77 81 96 8.5
グアテマラ 13 2.4 116 43 30.3 2,400 56c 4,410c 0.8 64 71 69 0.9
ギニア 9 2.2 38 44 3.5 370 21 2,240 0.8 54 54 29 0.1
ハイチ 9 1.4 309 37 3.9 450 16c 1,840c 0.5 51 53 .. 0.2
ホンジュラス 7 2.3 64 39 8.6 1,190 21c 2,900c 2.3 66 70 80 0.9
ハンガリー 10 –0.2 110 16 101.2 10,030 171 16,940 4.3 69 77 .. 5.6
インド 1,095 1.5 368 32 793.0 720 3,787c 3,460c 7.1 63 64 61 1.2
インドネシア 221 1.3 122 28 282.2 1,280 820 3,720 4.2 66 69 90 1.4
イラン・イスラム共和国 68 1.2 41 29 187.4 2,770 545 8,050 4.9 69 72 77 5.5
アイルランド 4 1.7 60 20 166.6 40,150 144 34,720 2.6 76 81 .. 11.0
イスラエル 7 1.9 318 28 128.7 18,620 175 25,280 3.5 77 81 97 10.6
イタリア 57 –0.1 195 14 1,724.9 30,010 1,657 28,840 0.2 77 83 98 7.5
ジャマイカ 3 0.5 245 31 9.0 3,400 11 4,110 1.3 69 73 80 4.1
日本 128 0.2 351 14 4,988.2 38,980 4,019 31,410 2.6 78 85 .. 9.4
ヨルダン 5 2.6 61 37 13.5 2,500 29 5,280 4.5 70 73 90 3.3
カザフスタン 15 0.3 6 23 44.4 2,930 117 7,730 8.4 60 71 100 9.9
ケニア 34 2.2 60 43 18.0 530 40 1,170 0.4 49 48 74 0.2
大韓民国 48 0.5 489 19 764.7 15,830 1,055 21,850 3.5 74 81 .. 9.4
クウェート 3 2.9 142 24 59.1 24,040 59c 24,010c 5.3 75 80 93 25.6
キルギスタン共和国 5 0.9 27 31 2.3 440 10 1,870 –1.8 64 72 99 1.0
ラオス人民民主共和国 6 2.3 26 41 2.6 440 12 2,020 4.6 54 57 69 0.2
ラトビア 2 –0.6 37 15 15.5 6,760 31 13,480 10.8 66 78 100 2.7
レバノン 4 1.0 350 29 22.1 6,180 21 5,740 –0.0 70 75 .. 4.7
リトアニア 3 –0.5 55 17 24.1 7,050 49 14,220 8.0 66 78 100 3.6
マケドニア（旧ユーゴスラビア共和国） 2 0.2 80 20 5.8 2,830 14 7,080 3.8 71 76 96 5.1
マダガスカル 19 2.8 32 44 5.4 290 16 880 1.8 54 57 71 0.1
マラウイ 13 2.3 137 47 2.1 160 8 650 0.4 40 40 64 0.1
マレーシア 25 2.0 77 32 125.8 4,960 262 10,320 3.4 71 76 89 6.3
マリ 14 3.0 11 48 5.1 380 14 1,000 2.3 48 49 19 0.0
モーリタニア 3 3.0 3 43 1.7 560 7c 2,150c 2.3 52 55 51 1.1

表 1．　主要開発指標
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 人口
人口の年齢

別構成
Gross 国民総所得

（GNI）a
PPP 表示の国民総所得

（GNI）b
1 人当たり
国内総生産

（GDP）
（増加率％）  
2004–05 年

出生時余命
成人識字率
（対 15 歳

以上人口
比％）

2000–04 年

1 人当たり
二酸化炭素

排出量
（100 万トン）

2002 年
（100 万人）

2005 年

（年平均増
加率％）

2000–05 年

（km2 当た
り人口密度）

2005 年

0-14 歳の
割合％

2005 年

（10 億
ドル） 

2005 年

（1 人当た
りドル）
2005 年

（10 億
ドル）

2005 年

（1 人当た
りドル）
2005 年

男性
（年数）
2004 年

女性
（年数）
2004 年

メキシコ 103 1.0 54 31 753.4 7,310 1,034 10,030 1.9 73 78 91 3.8
モルドバ 4 –0.3 128 18 3.2f 880f 9 2,150 7.3 65 72 98 1.6
モンゴル 3 1.3 2 30 1.8 690 6 2,190 4.6 62 68 98 3.4
モロッコ 30 1.7 68 31 52.3 1,730 132 4,360 0.4 68 72 52 1.5
モザンビーク 20 2.0 25 44 6.1 310 25c 1,270c 5.7 41 42 .. 0.1
ナミビア 2 1.4 3 42 6.1 2,990 16c 7,910c 2.4 47 48 85 1.1
ネパール 27 2.1 190 39 7.3 270 42 1,530 0.3 62 63 49 0.2
オランダ 16 0.5 482 18 598.0 36,620 530 32,480 0.8 76 81 .. 9.3
ニュージーランド 4 1.4 15 21 106.7 25,960 95 23,030 0.7 77 82 .. 8.6
ニカラグア 5 2.0 45 39 5.0 910 20 3,650 1.9 68 73 77 0.7
ニジェール 14 3.4 11 49 3.3 240 11c 800c 1.1 45 45 29 0.1
ナイジェリア 132 2.3 144 44 74.2 560 137c 1,040c 4.7 43 44 .. 0.4
ノルウェイ 5 0.6 15 20 275.2 59,590 187 40,420 1.7 78 82 .. 13.9
オマーン 3 1.0 8 35 23.0 9,070 37 14,680 .. 73 76 81 12.1
パキスタン 156 2.4 202 38 107.3 690 366 2,350 5.2 64 66 50 0.7
パナマ 3 1.8 43 30 15.0 4,630 24c 7,310c 4.5 73 78 92 2.0
パプアニューギニア 6 2.1 13 40 3.9 660 14c 2,370c 1.0 55 57 57 0.4
パラグアイ 6 2.4 16 38 7.9 1,280 31c 4,970c 0.4 69 74 .. 0.7
ペルー 28 1.5 22 32 73.0 2,610 163 5,830 5.1 68 73 88 1.0
フィリピン 83 1.9 279 35 108.3 1,300 440 5,300 3.3 69 73 93 0.9
ポーランド 38 –0.2 125 16 271.4 7,110 515 13,490 3.3 70 79 .. 7.7
ポルトガル 11 0.6 115 16 170.7 16,170 208 19,730 –0.2 74 81 .. 6.0
ルーマニア 22 –0.7 94 15 82.9 3,830 193 8,940 4.4 68 75 97 4.0
ロシア連邦 143 –0.4 9 15 639.1 4,460 1,523 10,640 6.9 59 72 99 9.8
ルワンダ 9 2.3 366 43 2.1 230 12c 1,320c 3.2 42 46 65 0.1
サウジアラビア 25 2.7 11 37 289.2 11,770 362c 14,740c 3.9 70 74 79 15.0
セネガル 12 2.4 61 43 8.2 710 21c 1,770c 3.7 55 57 39 0.4
セルビア・モンテネグロ 8 0.1 80 18 26.8g 3,280g .. .. 5.7 71 76 96 ..
シエラレオネ 6 4.2 77 43 1.2 220 4 780 3.8 40 43 35 0.1
シンガポール 4 1.4 6,495 20 119.6 27,490 130 29,780 3.7 77 81 93 13.7
スロベキア共和国 5 0.0 112 17 42.8 7,950 85 15,760 5.9 70 78 100 6.8
スロベニア 2 0.1 99 14 34.7 17,350 44 22,160 3.8 73 81 .. 7.7
南アフリカ 45 0.5 37 33 224.1 4,960 548c 12,120c 5.6 44 45 82 7.6
スペイン 43 1.4 87 14 1,100.1 25,360 1,120 25,820 1.7 77 84 .. 7.4
スリランカ 20 0.5 303 24 22.8 1,160 89 4,520 4.4 72 77 91 0.5
スーダン 36 1.9 15 39 23.3 640 72 2,000 5.9 55 58 61 0.3
スウェーデン 9 0.4 22 17 370.5 41,060 284 31,420 2.3 78 83 .. 5.8
スイス 7 0.7 186 16 408.7 54,930 276 37,080 1.2 79 84 .. 5.6
シリア・アラブ共和国 19 2.5 104 37 26.3 1,380 71 3,740 1.7 72 75 80 2.8
タジキスタン 7 1.1 47 39 2.2 330 8 1,260 6.2 61 67 99 0.7
タンザニア 38 2.0 43 43 12.7h 340h 28 730 5.0 46 47 69 0.1
タイ 64 0.9 126 24 176.9 2,750 542 8,440 3.6 67 74 93 3.7
トーゴ 6 2.7 113 43 2.2 350 10c 1,550c 0.2 53 57 53 0.3
チェニジア 10 0.9 65 26 29.0 2,890 79 7,900 3.3 71 75 74 2.3
トルコ 73 1.5 94 29 342.2 4,710 612 8,420 6.0 69 71 87 3.0
トルクメニスタン 5 1.4 10 32 .. ..i .. .. .. 59 67 99 9.1
ウガンダ 29 3.5 146 50 7.9 280 43c 1,500c 1.9 48 50 67 0.1
ウクライナ 47 –0.9 81 15 71.4 1,520 317 6,720 3.3 63 74 99 6.4
イギリス 60 0.2 249 18 2,263.7 37,600 1,968 32,690 1.2 76 81 .. 9.2
アメリカ 296 1.0 32 21 12,969.6 43,740 12,438 41,950 2.5 75 80 .. 20.2
ウルグアイ 3 0.7 20 24 15.1 4,360 34 9,810 5.8 72 79 .. 1.2
ウズベキスタン 27 1.5 63 33 13.5 510 54 2,020 5.5 64 70 .. 4.8
ベネズエラ・ボルバル共和国 27 1.8 30 31 127.8 4,810 171 6,440 7.5 71 77 93 4.3
ベトナム 83 1.1 255 30 51.7 620 250 3,010 7.4 68 73 90 0.8
ヨルダン川西岸・ガザ 4 4.1 .. 45 3.8 1,120 .. .. .. 71 75 92 ..
イエメン共和国 21 3.2 40 46 12.7 600 19 920 1.0 60 63 .. 0.7
ザンビア 12 1.7 16 46 5.7 490 11 950 3.4 39 38 68 0.2
ジンバブエ 13 0.6 34 40 4.5 340 25 1,940 –7.6 38 37 .. 1.0
世界 6,438s 1.2w 50w 28w 44,983.3t 6,987w 60,644t 9,420w 2.4w 65w 69w 80w 3.9w
低所得 2,353 1.9 83 36 1,363.9 580 5,849 2,486 5.6 58 60 62 0.8
中所得 3,073 0.9 45 26 8,113.1 2,640 22,115 7,195 5.4 68 73 90 3.3
   低位中所得 2,475 1.0 63 25 4,746.5 1,918 15,622 6,313 5.9 68 73 89 2.6
   高位中所得 599 0.6 21 24 3,367.9 5,625 6,541 10,924 5.0 66 73 94 6.2
低・中所得 5,426 1.3 56 30 9,476.8 1,746 27,954 5,151 5.2 63 67 80 2.2
   東アジア・太平洋 1,885 0.9 119 24 3,067.4 1,627 11,149 5,914 7.8 68 72 91 2.4
   ヨーロッパ中央アジア 473 0.0 20 20 1,945.0 4,113 4,324 9,142 5.9 64 73 97 6.7
   ラテンアメリカ・カリブ 551 1.4 28 30 2,209.7 4,008 4,472 8,111 3.1 69 75 90 2.4
   中東・北アフリカ 305 1.9 34 33 684.6 2,241 1,856 6,076 2.8 68 71 72 3.2
   南アジア 1,470 1.7 308 33 1,005.3 684 4,618 3,142 6.4 63 64 60 1.0
   サハラ以南アフリカ 741 2.3 31 44 552.2 745 1,469 1,981 3.1 46 47 .. 0.7
高所得 1,011 0.7 31 18 35,528.8 35,131 32,893 32,524 2.1 76 82 .. 12.8

注：データの比較可能性と対象範囲についてはテクニカル・ノートを参照．イタリック体の数値は指定年以外のデータ．
a. 世界銀行アトラス方式を用いて算出．
b. PPP は購買力平価．定義を参照．
c. 回帰分析に基づく推定値．そのほかの推定値は最新の国際比較プログラムに基づくベンチマーク推定値からの外挿による．
d. 1986 年の中国とアメリカの二国間比較に基づく推定値で（Ruoen and Kai 1995），他の諸国に使ったのとは違う手法を用いている．この暫定的な手法は今後 2-3 年のうちに修正される予定．　
e. GNI と 1 人当たり GNI の推定値には，仏領ギアナ，グアドループ，マルチニーク，およびレユニオンなどフランス海外県が含まれる．　
f. トランスニストリアを除くデータ．　
g. コソボを除くデータ．　
h. タンザニア本土だけのデータ．　
i. 下位中所得国（876-3,465 ドル）と推定される．

表 1．　主要開発指標（続き）

 人口
人口の年齢

別構成
Gross 国民総所得

（GNI）a
PPP 表示の国民総所得

（GNI）b
1 人当たり
国内総生産

（GDP）
（増加率％）  
2004–05 年

出生時余命
成人識字率
（対 15 歳

以上人口
比％）

2000–04 年

1 人当たり
二酸化炭素

排出量
（100 万トン）

2002 年
（100 万人）

2005 年

（年平均増
加率％）

2000–05 年

（km2 当た
り人口密度）

2005 年

0-14 歳の
割合％
2005 年

（10 億
ドル） 

2005 年

（1 人当た
りドル）
2005 年

（10 億
ドル）

2005 年

（1 人当た
りドル）
2005 年

男性
（年数）
2004 年

女性
（年数）
2004 年

アルバニア 3 0.5 114 27 8.1 2,580 17 5,420 4.9 71 77 99 0.8
アルジェリア 33 1.5 14 30 89.6 2,730 222c 6,770c 3.7 70 73 70 2.9
アンゴラ 16 2.9 13 46 21.5 1,350 35c 2,210c 11.5 40 43 67 0.5
アルゼンチン 39 1.0 14 26 173.0 4,470 539 13,920 8.2 71 79 97 3.5
アルメニア 3 –0.4 107 21 4.4 1,470 15 5,060 14.4 68 75 99 1.0
オーストラリア 20 1.2 3 20 654.6 32,220 622 30,610 1.5 77 83 .. 18.1
オーストリア 8 0.5 100 16 303.6 36,980 272 33,140 1.4 76 82 .. 7.9
アゼルバイジャン 8 0.8 102 26 10.4 1,240 41 4,890 25.0 70 75 99 3.4
バングラディシュ 142 1.9 1,090 35 66.2 470 296 2,090 3.5 63 64 .. 0.3
ベラルーシ 10 –0.5 47 15 27.0 2,760 77 7,890 9.8 63 74 100 6.0
ベルギー 10 0.4 319 17 373.8 35,700 342 32,640 0.7 76 82 .. 8.9
ベニン 8 3.2 76 44 4.3 510 9 1,110 0.7 54 55 35 0.3
ボリビア 9 2.0 9 38 9.3 1,010 25 2,740 2.1 62 67 87 1.2
ボスニア・ヘルツェゴビナ 4 0.2 76 17 9.5 2,440 30 7,790 5.4 72 77 97 4.7
ブラジル 186 1.4 22 28 644.1 3,460 1,534 8,230 0.9 67 75 89 1.8
ブルガリア 8 –0.8 70 14 26.7 3,450 67 8,630 5.8 69 76 98 5.3
ブルキナファソ 13 3.2 48 47 5.2 400 16c 1,220c 1.6 47 49 22 0.1
ブルンジ 8 3.1 294 45 0.7 100 5c 640c –2.6 43 45 59 0.0
カンボジア 14 2.0 80 37 5.3 380 35c 2,490c 5.0 53 60 74 0.0
カメルーン 16 1.9 35 41 16.5 1,010 35 2,150 0.8 45 47 68 0.2
カナダ 32 1.0 4 18 1,051.9 32,600 1,040 32,220 2.0 77 83 .. 16.5
中央アフリカ共和国 4 1.3 7 43 1.4 350 5c 1,140c 0.9 39 40 49 0.1
チャド 10 3.5 8 47 3.9 400 14 1,470 2.3 43 45 26 0.0
チリ 16 1.1 22 25 95.7 5,870 187 11,470 5.2 75 81 96 3.6
中国 1,305 0.6 140 21 2,263.8 1,740 8,610d 6,600d 9.2 70 73 91 2.7
   香港（中国） 7 0.8 .. 14 192.1 27,670 241 34,670 6.3 79 85 .. 5.2
コロンビア 46 1.6 44 31 104.5 2,290 338c 7,420c 3.6 70 76 93 1.3
コンゴ民主共和国 58 2.8 25 47 6.9 120 41c 720c 3.5 43 45 67 0.0
コンゴ共和国 4 3.1 12 47 3.8 950 3 810 6.0 51 54 .. 0.6
コスタリカ 4 1.9 85 28 19.9 4,590 42c 9,680c 2.3 76 81 95 1.4
コートジボワール 18 1.6 57 42 15.3 840 27 1,490 –1.9 45 47 49 0.4
クロアチア 4 0.2 80 16 35.8 8,060 57 12,750 4.2 72 79 98 4.7
チェコ共和国 10 –0.1 132 15 109.2 10,710 205 20,140 6.2 73 79 .. 11.2
デンマーク 5 0.3 128 19 256.8 47,390 182 33,570 2.8 75 80 .. 8.8
ドミニカ共和国 9 1.5 184 33 21.1 2,370 64c 7,150c 3.0 64 71 87 2.5
エクアドル 13 1.5 48 32 34.8 2,630 54 4,070 2.5 72 78 91 2.0
エジプト・アラブ共和国 74 1.9 74 34 92.9 1,250 329 4,440 2.9 68 73 71 2.1
エルサルバドル 7 1.8 332 34 16.8 2,450 35c 5,120c 1.0 68 74 .. 1.0
エリトリア 4 4.4 44 45 1.0 220 4c 1,010c 0.8 53 56 .. 0.2
エチオピア 71 2.1 71 45 11.1 160 71c 1,000c 6.8 42 43 .. 0.1
フィンランド 5 0.3 17 17 196.5 37,460 163 31,170 1.8 75 82 .. 12.0
フランス 61 0.6 110 18 2,177.7e 34,810e 1,855 30,540 0.9 77 84 .. 6.2
グルジア 4 –1.1 64 19 6.0 1,350 15c 3,270c 10.4 67 75 .. 0.7
ドイツ 82 0.1 236 14 2,852.3 34,580 2,409 29,210 0.9 76 81 .. 10.3
ガーナ 22 2.2 97 39 10.0 450 52c 2,370c 3.7 57 58 58 0.4
ギリシャ 11 0.3 86 14 218.1 19,670 262 23,620 3.4 77 81 96 8.5
グアテマラ 13 2.4 116 43 30.3 2,400 56c 4,410c 0.8 64 71 69 0.9
ギニア 9 2.2 38 44 3.5 370 21 2,240 0.8 54 54 29 0.1
ハイチ 9 1.4 309 37 3.9 450 16c 1,840c 0.5 51 53 .. 0.2
ホンジュラス 7 2.3 64 39 8.6 1,190 21c 2,900c 2.3 66 70 80 0.9
ハンガリー 10 –0.2 110 16 101.2 10,030 171 16,940 4.3 69 77 .. 5.6
インド 1,095 1.5 368 32 793.0 720 3,787c 3,460c 7.1 63 64 61 1.2
インドネシア 221 1.3 122 28 282.2 1,280 820 3,720 4.2 66 69 90 1.4
イラン・イスラム共和国 68 1.2 41 29 187.4 2,770 545 8,050 4.9 69 72 77 5.5
アイルランド 4 1.7 60 20 166.6 40,150 144 34,720 2.6 76 81 .. 11.0
イスラエル 7 1.9 318 28 128.7 18,620 175 25,280 3.5 77 81 97 10.6
イタリア 57 –0.1 195 14 1,724.9 30,010 1,657 28,840 0.2 77 83 98 7.5
ジャマイカ 3 0.5 245 31 9.0 3,400 11 4,110 1.3 69 73 80 4.1
日本 128 0.2 351 14 4,988.2 38,980 4,019 31,410 2.6 78 85 .. 9.4
ヨルダン 5 2.6 61 37 13.5 2,500 29 5,280 4.5 70 73 90 3.3
カザフスタン 15 0.3 6 23 44.4 2,930 117 7,730 8.4 60 71 100 9.9
ケニア 34 2.2 60 43 18.0 530 40 1,170 0.4 49 48 74 0.2
大韓民国 48 0.5 489 19 764.7 15,830 1,055 21,850 3.5 74 81 .. 9.4
クウェート 3 2.9 142 24 59.1 24,040 59c 24,010c 5.3 75 80 93 25.6
キルギスタン共和国 5 0.9 27 31 2.3 440 10 1,870 –1.8 64 72 99 1.0
ラオス人民民主共和国 6 2.3 26 41 2.6 440 12 2,020 4.6 54 57 69 0.2
ラトビア 2 –0.6 37 15 15.5 6,760 31 13,480 10.8 66 78 100 2.7
レバノン 4 1.0 350 29 22.1 6,180 21 5,740 –0.0 70 75 .. 4.7
リトアニア 3 –0.5 55 17 24.1 7,050 49 14,220 8.0 66 78 100 3.6
マケドニア（旧ユーゴスラビア共和国） 2 0.2 80 20 5.8 2,830 14 7,080 3.8 71 76 96 5.1
マダガスカル 19 2.8 32 44 5.4 290 16 880 1.8 54 57 71 0.1
マラウイ 13 2.3 137 47 2.1 160 8 650 0.4 40 40 64 0.1
マレーシア 25 2.0 77 32 125.8 4,960 262 10,320 3.4 71 76 89 6.3
マリ 14 3.0 11 48 5.1 380 14 1,000 2.3 48 49 19 0.0
モーリタニア 3 3.0 3 43 1.7 560 7c 2,150c 2.3 52 55 51 1.1
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各国貧困線 国際貧困線
貧困線以下の人口％ 貧困線以下の人口％

1 日 1 ド
ル未満

人口（%）

1 日１ド
ル未満で
の貧困格
差（％）

１日 2 ド
ル未満人口

（%）

１日 2 ドル
未満での貧

困格差（％）調査年 農村部 都市部 全国 調査年 農村部 都市部 全国 調査年
アルバニア 2002 29.6 19.8 25.4  .. .. .. 2002a <2 <0.5 11.8 2.0
アルジェリア 1988 16.6 7.3 12.2 1995 30.3 14.7 22.6 1995a <2 <0.5 15.1 3.8

アルゼンチン 1995 .. 28.4 .. 1998 .. 29.9 .. 2003b 7.0 2.0 23.0 8.4

アルメニア 1998–99 50.8 58.3 55.1 2001 48.7 51.9 50.9 2003a <2 <0.5 31.1 7.1

アゼルバイジャン 1995 .. .. 68.1 2001 42.0 55.0 49.0 2001a 3.7 0.6 33.4 9.1

バングラデシュ 1995–96 55.2 29.4 51.0 2000 53.0 36.6 49.8 2000a 36.0 8.1 82.8 36.3

ベラルーシ 2000 .. .. 41.9 .. .. .. 2002a <2 <0.5 <2 <0.5

ベニン 1995 25.2 28.5 26.5 1999 33.0 23.3 29.0 2003a 30.9 8.2 73.7 31.7

ボリビア 1997 77.3 53.8 63.2 1999 81.7 50.6 62.7 2002b 23.2 13.6 42.2 23.2

ボスニア・ヘルツェゴビナ 2001–02 19.9 13.8 19.5 .. .. .. .. .. .. ..

ボツワナ .. .. .. .. .. .. 1993a 23.5 7.7 50.1 22.8

ブラジル 1996 54.0 15.4 23.9 1998 51.4 14.7 22.0 2003b 7.5 3.4 21.2 8.5

ブルガリア 1997 .. .. 36.0 2001 .. .. 12.8 2003a <2 <0.5 6.1 1.5

ブルキナファソ 1998 61.1 22.4 54.6 2003 52.4 19.2 46.4 2003a 27.2 7.3 71.8 30.4

ブルンジ 1990 36.0 43.0 36.4 .. .. .. 1998a 54.6 22.7 87.6 48.9

カンボジア 1997 40.1 21.1 36.1 1999 40.1 13.9 35.9 1997a 34.1 9.7 77.7 34.5

カメルーン 1996 59.6 41.4 53.3 2001 49.9 22.1 40.2 2001a 17.1 4.1 50.6 19.3

中央アフリカ共和国 .. .. .. .. .. .. 1993a 66.6 38.1 84.0 58.4

チャド 1995–96 67.0 63.0 64.0 .. .. .. .. .. .. ..

チリ 1996 .. .. 19.9 1998 .. .. 17.0 2000b <2 <0.5 9.6 2.5

中国 1996 7.9 <2 6.0 1998 4.6 <2 4.6 2001a 16.6 3.9 46.7 18.4

コロンビア 1995 79.0 48.0 60.0 1999 79.0 55.0 64.0 2003b 7.0 3.1 17.8 7.7

コスタリカ 1992 25.5 19.2 22.0 .. .. .. 2001b 2.2 0.8 7.5 2.8

コートジボワール .. .. .. .. .. .. 2002a 14.8 4.1 48.8 18.4

クロアチア .. .. .. .. .. .. 2001a <2 <0.5 <2 <0.5

チェコ共和国 .. .. .. .. .. .. 1996b <2 <0.5 <2 <0.5

ドミニカ共和国 1992 49.0 19.3 33.9 1998 42.1 20.5 28.6 2003b 2.5 0.8 11.0 3.6

エクアドル 1995 56.0 19.0 34.0 1998 69.0 30.0 46.0 1998b 15.8 6.3 37.2 15.8

エジプト・アラブ共和国 1995–96 23.3 22.5 22.9 1999–00 .. .. 16.7 1999–00a 3.1 <0.5 43.9 11.3

エルサルバドル 1992 55.7 43.1 48.3 .. .. .. 2002b 19.0 9.3 40.5 17.7

エリトリア 1993–94 .. .. 53.0 .. .. .. .. .. .. ..

エストニア 1995 14.7 6.8 8.9 .. .. .. 2003a <2 <0.5 7.5 1.9

エチオピア 1995–96 47.0 33.3 45.5 1999–00 45.0 37.0 44.2 1999–00a 23.0 4.8 77.8 29.6

ガンビア 1992 .. .. 64.0 1998 61.0 48.0 57.6 1998a 26.5 8.8 54.3 25.2

グルジア 2002 55.4 48.5 52.1 2003 52.7 56.2 54.5 2003a 6.5 2.1 25.3 8.6

ガーナ 1992 .. .. 50.0 1998–99 49.9 18.6 39.5 1998–99a 44.8 17.3 78.5 40.8

グアテマラ 1989 71.9 33.7 57.9 2000 74.5 27.1 56.2 2002b 13.5 5.5 31.9 13.8

ギニア 1994 .. .. 40.0 .. .. ..

ハイチ 1987 .. .. 65.0 1995 66.0 .. .. 2001b 53.9 26.6 78.0 47.4

ホンジュラス 1997 58.0 35.0 47.0 1999 58.0 37.0 48.0 1999b 20.7 7.5 44.0 20.2

ハンガリー 1993 .. .. 14.5 1997 .. .. 17.3 2002a <2 <0.5 <2 <0.5

インド 1993–94 37.3 32.4 36.0 1999–00 30.2 24.7 28.6 1999–00a 34.7 8.2 79.9 35.3

インドネシア 1996 .. .. 15.7 1999 34.4 16.1 27.1 2002a 7.5 0.9 52.4 15.7

イラン・イスラム共和国 .. .. .. .. .. .. 1998a <2 <0.5 7.3 1.5

ジャマイカ 1995 37.0 18.7 27.5 2000 25.1 12.8 18.7 2000a <2 <0.5 13.3 2.7

ヨルダン 1991 .. .. 15.0 1997 .. .. 11.7 2002–03a <2 <0.5 7.0 1.5

カザフスタン 1996 39.0 30.0 34.6 .. .. .. 2003a <2 <0.5 16.0 3.8

ケニア 1994 47.0 29.0 40.0 1997 53.0 49.0 52.0 1997a 22.8 5.9 58.3 23.9

大韓民国 .. .. .. .. .. .. 1998b <2 <0.5 <2 <0.5

キルギス共和国 2000 56.4 43.9 52.0 2001 51.0 41.2 47.6 2003a <2 <0.5 21.4 4.4

ラオス人民民主共和国 1993 48.7 33.1 45.0 1997–98 41.0 26.9 38.6 2002a 27.0 6.1 74.1 30.2

ラトビア .. .. .. .. .. .. 2003a <2 <0.5 4.7 1.2

レソト .. .. .. .. .. .. 1995a 36.4 19.0 56.1 33.1

リトアニア .. .. .. .. .. .. 2003a <2 <0.5 7.8 1.8

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国 .. .. .. .. .. .. 2003a <2 <0.5 <2 <0.5

注：データの比較可能性と対象範囲についてはテクニカル・ノートを参照．イタリック体の数値は指定年以外のデータ．
a. 支出ベース．b. 所得ベース

表 2．貧困
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各国貧困線 国際貧困線
貧困線以下の人口％ 貧困線以下の人口％

1 日 1 ド
ル未満

人口（%）

1 日１ド
ル未満で
の貧困格
差（％）

１日 2 ド
ル未満人
口（%）

１日 2 ドル未
満での貧困格

差（％）調査年 農村部 都市部 全国 調査年 農村部 都市部 全国 調査年
マダガスカル 1997 76.0 63.2 73.3 1999 76.7 52.1 71.3 2001a 61.0 27.9 85.1 51.8

マラウイ 1990–91 .. .. 54.0 1997–98 66.5 54.9 65.3 1997–98a 41.7 14.8 76.1 38.3

マレーシア 1989 .. .. 15.5 .. .. .. 1997b <2 <0.5 9.3 2.0

マリ 1998 75.9 30.1 63.8 .. .. .. 1994a 72.3 37.4 90.6 60.5

モーリタニア 1996 65.5 30.1 50.0 2000 61.2 25.4 46.3 2000a 25.9 7.6 63.1 26.8

メキシコ 1996 52.4 26.5 37.1 2002 34.8 11.4 20.3 2002a 4.5 1.2 20.4 6.5

モルドバ 2001 64.1 58.0 62.4 2002 67.2 42.6 48.5 2001a 22.0 5.8 63.7 25.1

モンゴル 1995 33.1 38.5 36.3 1998 32.6 39.4 35.6 1998a 27.0 8.1 74.9 30.6

モロッコ 1990–91 18.0 7.6 13.1 1998–99 27.2 12.0 19.0 1999a <2 <0.5 14.3 3.1

モザンビーク 1996–97 71.3 62.0 69.4 .. .. .. 1996a 37.9 12.0 78.4 36.8

ナミビア .. .. .. .. .. .. 1993b 34.9 14.0 55.8 30.4

ネパール 1995–96 43.3 21.6 41.8 2003–04 34.6 9.6 30.9 2003–04a 24.1 5.4 68.5 26.8

ニカラグア 1993 76.1 31.9 50.3 1998 68.5 30.5 47.9 2001a 45.1 16.7 79.9 41.2

ニジェール 1989–93 66.0 52.0 63.0 .. .. .. 1995a 60.6 34.0 85.8 54.6

ナイジェリア 1985 49.5 31.7 43.0 1992–93 36.4 30.4 34.1 2003a 70.8 34.5 92.4 59.5

パキスタン 1993 33.4 17.2 28.6 1998–99 35.9 24.2 32.6 2002a 17.0 3.1 73.6 26.1

パナマ 1997 64.9 15.3 37.3 .. .. .. 2002b 6.5 2.3 17.1 6.9

パプアニューギニア 1996 41.3 16.1 37.5 .. .. .. .. .. .. ..

パラグアイ 1991 28.5 19.7 21.8 .. .. .. 2002b 16.4 7.4 33.2 16.2

ペルー 1994 67.0 46.1 53.5 1997 64.7 40.4 49.0 2002b 12.5 4.4 31.8 13.4

フィリピン 1994 53.1 28.0 40.6 1997 50.7 21.5 36.8 2000a 15.5 3.0 47.5 17.8

ポーランド 1993 .. .. 23.8 .. .. .. 2002a <2 <0.5 <2 <0.5

ポルトガル .. .. .. .. .. .. 1994b <2 <0.5 <2 <0.5

ルーマニア 1994 27.9 20.4 21.5 .. .. .. 2003a <2 0.5 12.9 3.0

ロシア連邦 1994 .. .. 30.9 .. .. .. 2002a <2 <0.5 12.1 3.1

ルワンダ 1993 .. .. 51.2 1999–00 65.7 14.3 60.3 1999–00a 51.7 20.0 83.7 45.5

セネガル 1992 40.4 23.7 33.4 .. .. .. 1995a 22.3 5.7 63.0 25.2

シエラレオネ 1989 .. .. 82.8 2003–04 79.0 56.4 70.2 1989a 57.0 39.5 74.5 51.8

スロバキア共和国 .. .. .. .. .. .. 1996b <2 <0.5 2.9 0.8

スロベニア .. .. .. .. .. .. 1998a <2 <0.5 <2 <0.5

南アフリカ .. .. .. .. .. .. 2000a 10.7 1.7 34.1 12.6

スリランカ 1990–91 22.0 15.0 20.0 1995–96 27.0 15.0 25.0 2002a 5.6 0.8 41.6 11.9

タジキスタン .. .. .. .. .. .. 2003a 7.4 1.3 42.8 13.0

タンザニア 1991 40.8 31.2 38.6 2000–01 38.7 29.5 35.7 2000–01a 57.8 20.7 89.9 49.3

タイ 1990 .. .. 18.0 1992 15.5 10.2 13.1 2002a <2 <0.5 25.1 6.2

トーゴ 1987–89 .. .. 32.3 .. .. .. .. .. .. ..

トリニダードトバゴ 1992 20.0 24.0 21.0 1992b 4.0 1.0 20.0 6.3

チュニジア 1990 13.1 3.5 7.4 1995 13.9 3.6 7.6 2000a <2 <0.5 6.6 1.3

トルコ 1994 .. .. 28.3 2002 34.5 21.9 27.0 2003a 3.4 0.8 18.7 5.7

ウガンダ 1999–00 37.4 9.6 33.8 2002–03 41.7 12.2 37.7 .. .. .. ..

ウクライナ 2000 34.9 31.5 2003 28.4 19.5 2003b <2 <0.5 4.9 0.9

ウルグアイ 1994 .. 20.2 .. 1998 .. 24.7 .. 2003b <2 <0.5 5.7 1.6

ウズベキスタン 2000 30.5 22.5 27.5 .. .. ..

ベネズエラ・ボリバル共和国 1989 .. .. 31.3 .. .. .. 2000b 8.3 2.8 27.6 10.2

ベトナム 1998 45.5 9.2 37.4 2002 35.6 6.6 28.9

イエメン共和国 1998 45.0 30.8 41.8 .. .. .. 1998a 10.2 2.3 45.2 15.0

ザンビア 1996 82.8 46.0 69.2 1998 83.1 56.0 72.9 2002–03a 75.8 36.4 94.1 62.2

ジンバブエ 1990–91 35.8 3.4 25.8 1995–96 48.0 7.9 34.9 1995–96a 56.1 24.2 83.0 48.2

表 2．貧困（続き）
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調査年

国民消費 / 支
出に占める最
貧 20%層の

割合％

極貧と飢餓の撲滅
普遍的初等教育の

達成 男女平等の促進 幼児死亡の削減 妊産婦保健の改善

HIV/ エイズ・
その他の疾病

との戦い

５歳未満児栄養失
調の割合％ 初等教育修了率％

小中学校就学者の
男女比率％

1,000 人当たり 5
歳未満児死亡率

出産 10 万
人当たり妊
産婦死亡率

（モデル推
計値）

訓練を受けた医療
関係者が介助した

分娩の割合％

HIV 感染率％
（15-49 歳

人口）
1989–
94 年 a

2000–
04 年 a 1991 年 2004 年 1991 年 2004 年 1990 年 2004 年 2000 年

1990–
94 年 a

2000–
04 年 a 2005 年

アルバニア 2002b 9.1 .. 14 .. 99 96 97 45 19 55 .. 98 ..
アルジェリア 1995b 7.0 9 10 79 94 83 99 69 40 140 77 96 0.1
アンゴラ .. 20 31 35 .. .. .. 260 260 1,700 .. 45 3.7
アルゼンチン 2003c,d 3.2 2 .. .. 100 .. 103 29 18 82 96 99 0.6
アルメニア 2003b 8.5 .. 3 .. 107 .. 103 60 32 55 .. 97 0.1
オーストラリア 1994d 5.9 .. .. .. 98 101 98 10 6 8 100 .. 0.1
オーストリア 2000d 8.6 .. .. .. .. 95 96 10 5 4 100 .. 0.3
アゼルバイジャン 2002b 12.2 .. 7 .. 96 100 97 105 90 94 .. 84 0.1
バングラディシュ 2000b 9.0 68 48 .. 76 .. 106 149 77 380 10 13 <0.1
ベラルーシ 2002b 8.5 .. .. 95 101 .. 100 17 11 35 .. 100 0.3
ベルギー 2000d 8.5 .. .. 79 .. 101 98 10 5 10 .. .. 0.3
ベニン 2003b 7.4 .. 23 21 49 50 71 185 152 850 .. 66 1.8
ボリビア 2002d 1.5 15 8 .. 100 .. 98 125 69 420 47 67 0.1
ボスニア・ヘルツェゴビ
ナ 2001b 9.5 .. 4 .. .. .. .. 22 15 31 97 100 <0.1
ブラジル 2003d 2.6 7 .. .. 109 .. 103 60 34 260 72 96 0.5
ブルガリア 2003b 8.7 .. .. 85 98 99 96 19 15 32 .. 99 <0.1
ブルキナファソ 2003b 6.9 33 38 21 29 62 76 210 192 1,000 42 38 2.0
ブルンジ 1998b 5.1 .. 45 46 33 82 82 190 190 1,000 .. 25 3.3
カンボジア 1997b 6.9 .. 45 .. 82 73 87 115 141 450 .. 32 1.6
カメルーン 2001b 5.6 15 18 56 63 83 81 139 149 730 58 62 5.4
カナダ 2000d 7.2 .. .. .. .. 99 100 8 6 6 .. 98 0.3
中央アフリカ共和国 1993b 2.0 .. 24 27 .. 60 .. 168 193 1,100 .. 44 10.7
チャド .. .. 37 18 29 41 58 203 200 1,100 .. 14 3.5
チリ 2000d 3.3 1 1 .. 95 100 98 21 8 31 100 100 0.3
中国 2001b 4.7 17 8 103 .. 87 100 49 31 56 .. 96 0.1
   香港（中国） 1996d 5.3 .. .. 102 111 103 95 .. .. .. .. .. ..
コロンビア 2003d 2.5 10 7 70 94 108 104 36 21 130 82 86 0.6
コンゴ民主共和国 .. .. 31 46 .. .. .. 205 205 990 .. 61 3.2
コンゴ共和国 .. .. .. 54 66 85 90 110 108 510 .. .. 5.3
コスタリカ 2001d 3.9 2 .. 79 92 101 102 18 13 43 98 98 0.3
コートジボワール 2002b 5.2 24 17 43 43 65 68 157 194 690 45 68 7.1
クロアチア 2001b 8.3 1 .. .. 91 102 101 12 7 8 .. 100 <0.1
チェコ共和国 1996d 10.3 1 .. .. 104 98 100 13 4 9 .. 100 0.1
デンマーク 1997d 8.3 .. .. 98 99 101 102 9 5 5 .. .. 0.2
ドミニカ共和国 2003d 3.9 10 5 .. 91 .. 105 65 32 150 93 98 1.1
エクアドル 1998b 3.3 .. 12 .. 101 .. 100 57 26 130 .. .. 0.3
エジプト・アラブ共和国 1999–2000b 8.6 10 9 .. 95 81 95 104 36 84 41 69 <0.1
エルサルバドル 2002d 2.7 11 10 41 86 102 98 60 28 150 51 92 0.9
エリトリア .. 41 40 .. 43 .. 71 147 82 630 .. 28 2.4
エチオピア 1999–2000b 9.1 48 47 .. 55 68 73 204 166 850 .. 6 ..
フィンランド 2000d 9.6 .. .. 97 100 109 102 7 4 6 100 100 0.1
フランス 1995d 7.2 .. .. 104 99 102 100 9 5 17 99 .. 0.4
グルジア 2003b 5.6 .. .. .. 91 98 99 47 45 32 .. .. 0.2
ドイツ 2000d 8.5 .. .. .. 96 .. 99 9 5 8 .. .. 0.1
ガーナ 1998–99b 5.6 27 22 63 72 79 91 122 112 540 44 47 2.3
ギリシャ 2000d 6.7 .. .. .. .. 99 100 11 5 9 .. .. 0.2
グアテマラ 2002d 2.9 .. 23 .. 70 .. 91 82 45 240 .. 41 0.9
ギニア 1994b 6.4 27 33 17 49 46 72 240 155 740 31 56 1.5
ハイチ 2001d 2.4 27 17 27 .. 95 .. 150 117 680 23 24 3.8
ホンジュラス 2003d 3.4 18 17 65 79 108 107 59 41 110 45 56 1.5
ハンガリー 2002b 9.5 .. .. 93 95 100 99 17 8 16 .. 100 0.1
インド 1999–2000b 8.9 53 .. .. 89 70 88 123 85 540 34 43 0.9
インドネシア 2002b 8.4 .. 28 91 101 93 99 91 38 230 37 72 0.1
イラン・イスラム共和国 1998b 5.1 .. .. 91 95 85 100 72 38 76 .. 90 0.2
アイルランド 2000d 7.4 .. .. .. 101 104 102 9 6 5 .. 100 0.2
イスラエル 2001d 5.7 .. .. .. 104 105 100 12 6 17 .. .. ..
イタリア 2000d 6.5 .. .. 104 101 100 99 9 5 5 .. .. 0.5
ジャマイカ 2000d 6.7 5 4 90 84 102 101 20 20 87 79 97 1.5
日本 1993d 10.6 .. .. 101 .. 101 100 6 4 10 100 .. <0.1
ヨルダン 2002–03b 6.7 6 4 73 97 101 101 40 27 41 87 100 ..
カザフスタン 2003b 7.4 .. .. .. 110 102 98 63 73 210 .. .. 0.1
ケニア 1997b 6.0 23 20 .. 91 94 94 97 120 1,000 45 42 6.1
大韓民国 1998d 7.9 .. .. 98 105 99 100 9 6 20 98 .. <0.1
クウェート .. .. .. .. 91 97 104 16 12 5 .. .. ..
キルギスタン共和国 2003b 8.9 .. 7 .. 93 .. 101 80 68 110 .. 99 0.1
ラオス人民民主共和国 2002b 8.1 40 40 .. 74 75 84 163 83 650 .. 19 0.1
ラトビア 2003b 6.6 .. .. .. 92 100 99 18 12 42 .. .. 0.8
レバノン .. .. .. .. 94 .. 102 37 31 150 .. .. 0.1
リトアニア 2003b 6.8 .. .. .. 98 .. 99 13 8 13 .. 100 0.2
マケドニア（旧ユーゴスラビ
ア共和国） 2003b 6.1 .. .. .. 96 99 99 38 14 23 .. 99 <0.1
マダガスカル 2001b 4.9 45 42 33 45 98 .. 168 123 550 57 51 0.5
マラウイ 1997b 4.9 28 22 28 59 81 99 241 175 1,800 55 61 14.1
マレーシア 1997d 4.4 22 11 91 91 101 106 22 12 41 .. 97 0.5
マリ 1994b 4.6 .. 33 11 44 59 74 250 219 1,200 .. 41 1.7
モーリタニア 2000b 6.2 48 32 33 43 67 96 133 125 1,000 40 57 0.7

表 3．ミレニアム開発目標：貧困の撲滅と生活の向上
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調査年

国民消費
/ 支出に占め
る最貧 20%
層の割合％

極貧と飢餓の撲滅
普遍的初等教育の

達成 男女平等の促進 幼児死亡の削減 妊産婦保健の改善

HIV/ エイズ・
その他の疾病

との戦い

５歳未満児栄養失
調の割合％ 初等教育修了率％

小中学校就学者の
男女比率％

1,000 人当たり 5
歳未満児死亡率

出産 10 万
人当たり妊
産婦死亡率

（モデル推
計値）

訓練を受けた医療
関係者が介助した

分娩の割合％

HIV 感染率％
（15-49 歳

人口）
1989–
94 年 a

2000–
04 年 a 1991 年 2004 年 1991 年 2004 年 1990 年 2004 年 2000 年

1990–
94 年 a

2000–
04 年 a 2005 年

メキシコ 2002b 4.3 17 .. 86 99 98 102 46 28 83 .. 95 0.3
モルドバ 2003b 7.8 .. .. .. 91 105 102 40 28 36 .. .. 1.1
モンゴル 1998b 5.6 12 13 .. 96 109 108 108 52 110 .. 99 <0.1
モロッコ 1998–99b 6.5 10 10 47 75 70 88 89 43 220 31 63 0.1
モザンビーク 1996–97b 6.5 .. 24 .. 30 72 82 235 152 1,000 .. 48 16.1
ナミビア 1993d 1.4 26 24 .. 81 108 104 86 63 300 68 76 19.6
ネパール 2003–04b 6.0 .. 48 .. 75 59 85 145 76 740 7 15 0.5
オランダ 1999d 7.6 .. .. .. 100 97 98 9 6 16 .. .. 0.2
ニュージーランド 1997d 6.4 .. .. 100 .. 101 105 11 7 7 95 .. 0.1
ニカラグア 2001b 5.6 11 10 44 73 109 103 68 38 230 .. 67 0.2
ニジェール 1995b 2.6 43 40 17 25 57 71 320 259 1,600 15 16 1.1
ナイジェリア 2003b 5.1 39 29 .. 75 79 84 230 197 800 31 35 3.9
ノルウェイ 2000d 9.6 .. .. 100 101 102 101 9 4 16 .. .. 0.1
オマーン .. 24 .. .. 91 89 98 32 13 87 .. 95 ..
パキスタン 2002b 9.3 40 38 .. .. .. 73 130 101 500 19 23 0.1
パナマ 2002d 2.5 6 .. .. 97 .. 101 34 24 160 86 93 0.9
パプアニューギニア 1996b 4.5 .. .. 47 54 80 87 101 93 300 .. 41 1.8
パラグアイ 2002d 2.2 4 5 71 91 99 98 41 24 170 67 77 0.4
ペルー 2002d 3.2 11 7 .. 100 96 100 80 29 410 .. 59 0.6
フィリピン 2000b 5.4 30 28 .. 97 100 102 62 34 200 53 60 <0.1
ポーランド 2002b 7.5 .. .. 98 100 101 100 18 8 13 .. 100 0.1
ポルトガル 1997d 5.8 .. .. 95 .. 103 102 14 5 5 98 100 0.4
ルーマニア 2003b 8.1 6 3 .. 93 99 100 31 20 49 99 99 <0.1
ロシア連邦 2002b 6.1 4 6 .. .. 104 99 29 21 67 .. 99 1.1
ルワンダ 1983–85b .. 29 24 33 37 96 100 173 203 1,400 26 31 3.1
サウジアラビア .. 15 .. 56 62 84 92 44 27 23 .. .. ..
セネガル 1995b 6.4 22 23 .. 45 69 90 148 137 690 47 58 0.9
セルビア・モンテネグロ .. .. 2 .. 96 .. 101 28 15 11 .. 93 0.2
シエラレオネ 1989b .. 29 27 .. .. 67 74 302 283 2,000 .. 42 1.6
シンガポール 1998d 5.0 .. 3 .. .. 95 .. 8 3 30 .. .. 0.3
スロベキア共和国 1996d 8.8 .. .. .. 99 .. 101 14 9 3 .. 99 <0.1
スロベニア 1998–99d 9.1 .. .. .. 114 .. 100 10 4 17 100 100 <0.1
南アフリカ 2000b 3.5 .. .. 75 96 104 101 60 67 230 .. .. 18.8
スペイン 2000d 7.0 .. .. .. .. 104 102 9 5 4 .. .. 0.6
スリランカ 1999–2000b 8.3 38 30 97 .. 102 102 32 14 92 94 96 <0.1
スーダン .. 34 41 41 49 78 88 120 91 590 86 87 1.6
スウェーデン 2000d 9.1 .. .. 96 .. 102 102 7 4 2 .. .. 0.2
スイス 2000d 7.6 .. .. 53 97 97 96 9 5 7 .. .. 0.4
シリア・アラブ共和国 .. 12 7 89 107 85 94 44 16 160 77 .. ..
タジキスタン 2003b 7.9 .. .. .. 92 .. 89 119 93 100 .. 71 0.1
タンザニア 2000–01b 7.3 29 .. 61 54 97 .. 161 126 1,500 44 46 6.5
タイ 2002b 6.3 19 .. .. .. 95 98 37 21 44 .. 99 1.4
トーゴ .. .. .. 35 66 59 73 152 140 570 .. 61 3.2
チェニジア 2000b 6.0 .. 4 74 97 86 102 52 25 120 .. 90 0.1
トルコ 2003b 5.3 10 4 90 88 81 86 82 32 70 76 83 ..
トルクメニスタン 1998b 6.1 .. 12 .. .. .. .. 97 103 31 .. 97 <0.1
ウガンダ 1999b 5.9 23 23 .. 57 82 97 160 138 880 38 39 6.7
ウクライナ 2003b 9.2 .. 1 92 100 .. 99 26 18 35 .. 100 1.4
イギリス 1999d 6.1 .. .. .. .. 98 102 10 6 13 .. .. ..
アメリカ 2000d 5.4 1 2 .. .. 100 99 11 8 17 99 .. 0.6
ウルグアイ 2003c,d 5.0 4 .. 94 91 .. 106 25 17 27 .. .. 0.5
ウズベキスタン 2000b 9.2 .. 8 .. 97 94 98 79 69 24 .. 96 0.2
ベネズエラ・ボルバル
共和国 2000d 4.7 5 4 43 89 105 103 27 19 96 .. 94 0.7
ベトナム 2002b 7.5 45 28 .. 101 .. 94 53 23 130 .. 90 0.5
ヨルダン川西岸・ガザ .. .. .. .. 98 .. 103 .. .. .. .. 97 ..
イエメン共和国 1998b 7.4 39 46 .. 62 .. 63 142 111 570 16 27 ..
ザンビア 2002–03b 6.1 25 23 .. 66 .. 93 180 182 750 51 43 17.0
ジンバブエ 1995b 4.6 16 .. 99 80 92 96 80 129 1,100 69 .. 20.1
世界 ..w 25w,e ..w ..w 86w 93w 95w 79w 410w 43w 62w 1.0w
低所得 .. 39e 64f 78g 73 85 147 122 684 32 41 1.7
中所得 .. 11e 91f 96g 91 99 58 39 150 .. 87 0.6
   低位中所得 .. 12e 93f 97g 89 99 62 42 163 .. 86 0.3
   高位中所得 .. 7e 87f 95g 98 98 41 28 91 .. 95 2.2
低・中所得 .. 26e 80f 87g 84 92 103 86 450 40 60 1.1
   東アジア・太平洋 19 15e 97f 98g 89 99 59 37 117 .. 86 0.2
   ヨーロッパ中央アジア .. 5e 92f 94g 97 96 49 34 58 .. 94 0.7
   ラテンアメリカ・カリブ .. 7e 84f 96g .. 102 54 31 194 77 88 0.6
   中東・北アフリカ .. 13e 75f 88g 82 92 81 55 183 46 72 0.1
   南アジア 53 45e 73f 87g 70 85 129 92 564 30 37 0.7
   サハラ以南アフリカ .. 29e 51f 61g 80 83 185 168 921 43 42 6.2
高所得 .. 3e .. .. 100 99 11 7 14 .. 99 0.4

表 3．ミレニアム開発目標：貧困の撲滅と生活の向上（続き）

注：データの比較可能性と対象範囲についてはテクニカル・ノートを参照．イタリック体の数値は指定年以外のデータ
a. 入手可能な最新年のデータ．b. 1 人当たり支出でランク付けした人口の 5 分位層が支出に占める割合．c. 都市部のデータ．d. 1 人当たりの所得でランク付けした人
口の 5 分位層が所得に占める割合．e. 1995-2004 年のデータ．f. 1989-94 年のデータ．g. 2000-05 年のデータ．

調査年

国民消費 / 支
出に占める最
貧 20%層の

割合％

極貧と飢餓の撲滅
普遍的初等教育の

達成 男女平等の促進 幼児死亡の削減 妊産婦保健の改善

HIV/ エイズ・
その他の疾病

との戦い

５歳未満児栄養失
調の割合％ 初等教育修了率％

小中学校就学者の
男女比率％

1,000 人当たり 5
歳未満児死亡率

出産 10 万
人当たり妊
産婦死亡率

（モデル推
計値）

訓練を受けた医療
関係者が介助した

分娩の割合％

HIV 感染率％
（15-49 歳

人口）
1989–
94 年 a

2000–
04 年 a 1991 年 2004 年 1991 年 2004 年 1990 年 2004 年 2000 年

1990–
94 年 a

2000–
04 年 a 2005 年

アルバニア 2002b 9.1 .. 14 .. 99 96 97 45 19 55 .. 98 ..
アルジェリア 1995b 7.0 9 10 79 94 83 99 69 40 140 77 96 0.1
アンゴラ .. 20 31 35 .. .. .. 260 260 1,700 .. 45 3.7
アルゼンチン 2003c,d 3.2 2 .. .. 100 .. 103 29 18 82 96 99 0.6
アルメニア 2003b 8.5 .. 3 .. 107 .. 103 60 32 55 .. 97 0.1
オーストラリア 1994d 5.9 .. .. .. 98 101 98 10 6 8 100 .. 0.1
オーストリア 2000d 8.6 .. .. .. .. 95 96 10 5 4 100 .. 0.3
アゼルバイジャン 2002b 12.2 .. 7 .. 96 100 97 105 90 94 .. 84 0.1
バングラディシュ 2000b 9.0 68 48 .. 76 .. 106 149 77 380 10 13 <0.1
ベラルーシ 2002b 8.5 .. .. 95 101 .. 100 17 11 35 .. 100 0.3
ベルギー 2000d 8.5 .. .. 79 .. 101 98 10 5 10 .. .. 0.3
ベニン 2003b 7.4 .. 23 21 49 50 71 185 152 850 .. 66 1.8
ボリビア 2002d 1.5 15 8 .. 100 .. 98 125 69 420 47 67 0.1
ボスニア・ヘルツェゴビ
ナ 2001b 9.5 .. 4 .. .. .. .. 22 15 31 97 100 <0.1
ブラジル 2003d 2.6 7 .. .. 109 .. 103 60 34 260 72 96 0.5
ブルガリア 2003b 8.7 .. .. 85 98 99 96 19 15 32 .. 99 <0.1
ブルキナファソ 2003b 6.9 33 38 21 29 62 76 210 192 1,000 42 38 2.0
ブルンジ 1998b 5.1 .. 45 46 33 82 82 190 190 1,000 .. 25 3.3
カンボジア 1997b 6.9 .. 45 .. 82 73 87 115 141 450 .. 32 1.6
カメルーン 2001b 5.6 15 18 56 63 83 81 139 149 730 58 62 5.4
カナダ 2000d 7.2 .. .. .. .. 99 100 8 6 6 .. 98 0.3
中央アフリカ共和国 1993b 2.0 .. 24 27 .. 60 .. 168 193 1,100 .. 44 10.7
チャド .. .. 37 18 29 41 58 203 200 1,100 .. 14 3.5
チリ 2000d 3.3 1 1 .. 95 100 98 21 8 31 100 100 0.3
中国 2001b 4.7 17 8 103 .. 87 100 49 31 56 .. 96 0.1
   香港（中国） 1996d 5.3 .. .. 102 111 103 95 .. .. .. .. .. ..
コロンビア 2003d 2.5 10 7 70 94 108 104 36 21 130 82 86 0.6
コンゴ民主共和国 .. .. 31 46 .. .. .. 205 205 990 .. 61 3.2
コンゴ共和国 .. .. .. 54 66 85 90 110 108 510 .. .. 5.3
コスタリカ 2001d 3.9 2 .. 79 92 101 102 18 13 43 98 98 0.3
コートジボワール 2002b 5.2 24 17 43 43 65 68 157 194 690 45 68 7.1
クロアチア 2001b 8.3 1 .. .. 91 102 101 12 7 8 .. 100 <0.1
チェコ共和国 1996d 10.3 1 .. .. 104 98 100 13 4 9 .. 100 0.1
デンマーク 1997d 8.3 .. .. 98 99 101 102 9 5 5 .. .. 0.2
ドミニカ共和国 2003d 3.9 10 5 .. 91 .. 105 65 32 150 93 98 1.1
エクアドル 1998b 3.3 .. 12 .. 101 .. 100 57 26 130 .. .. 0.3
エジプト・アラブ共和国 1999–2000b 8.6 10 9 .. 95 81 95 104 36 84 41 69 <0.1
エルサルバドル 2002d 2.7 11 10 41 86 102 98 60 28 150 51 92 0.9
エリトリア .. 41 40 .. 43 .. 71 147 82 630 .. 28 2.4
エチオピア 1999–2000b 9.1 48 47 .. 55 68 73 204 166 850 .. 6 ..
フィンランド 2000d 9.6 .. .. 97 100 109 102 7 4 6 100 100 0.1
フランス 1995d 7.2 .. .. 104 99 102 100 9 5 17 99 .. 0.4
グルジア 2003b 5.6 .. .. .. 91 98 99 47 45 32 .. .. 0.2
ドイツ 2000d 8.5 .. .. .. 96 .. 99 9 5 8 .. .. 0.1
ガーナ 1998–99b 5.6 27 22 63 72 79 91 122 112 540 44 47 2.3
ギリシャ 2000d 6.7 .. .. .. .. 99 100 11 5 9 .. .. 0.2
グアテマラ 2002d 2.9 .. 23 .. 70 .. 91 82 45 240 .. 41 0.9
ギニア 1994b 6.4 27 33 17 49 46 72 240 155 740 31 56 1.5
ハイチ 2001d 2.4 27 17 27 .. 95 .. 150 117 680 23 24 3.8
ホンジュラス 2003d 3.4 18 17 65 79 108 107 59 41 110 45 56 1.5
ハンガリー 2002b 9.5 .. .. 93 95 100 99 17 8 16 .. 100 0.1
インド 1999–2000b 8.9 53 .. .. 89 70 88 123 85 540 34 43 0.9
インドネシア 2002b 8.4 .. 28 91 101 93 99 91 38 230 37 72 0.1
イラン・イスラム共和国 1998b 5.1 .. .. 91 95 85 100 72 38 76 .. 90 0.2
アイルランド 2000d 7.4 .. .. .. 101 104 102 9 6 5 .. 100 0.2
イスラエル 2001d 5.7 .. .. .. 104 105 100 12 6 17 .. .. ..
イタリア 2000d 6.5 .. .. 104 101 100 99 9 5 5 .. .. 0.5
ジャマイカ 2000d 6.7 5 4 90 84 102 101 20 20 87 79 97 1.5
日本 1993d 10.6 .. .. 101 .. 101 100 6 4 10 100 .. <0.1
ヨルダン 2002–03b 6.7 6 4 73 97 101 101 40 27 41 87 100 ..
カザフスタン 2003b 7.4 .. .. .. 110 102 98 63 73 210 .. .. 0.1
ケニア 1997b 6.0 23 20 .. 91 94 94 97 120 1,000 45 42 6.1
大韓民国 1998d 7.9 .. .. 98 105 99 100 9 6 20 98 .. <0.1
クウェート .. .. .. .. 91 97 104 16 12 5 .. .. ..
キルギスタン共和国 2003b 8.9 .. 7 .. 93 .. 101 80 68 110 .. 99 0.1
ラオス人民民主共和国 2002b 8.1 40 40 .. 74 75 84 163 83 650 .. 19 0.1
ラトビア 2003b 6.6 .. .. .. 92 100 99 18 12 42 .. .. 0.8
レバノン .. .. .. .. 94 .. 102 37 31 150 .. .. 0.1
リトアニア 2003b 6.8 .. .. .. 98 .. 99 13 8 13 .. 100 0.2
マケドニア（旧ユーゴスラビ
ア共和国） 2003b 6.1 .. .. .. 96 99 99 38 14 23 .. 99 <0.1
マダガスカル 2001b 4.9 45 42 33 45 98 .. 168 123 550 57 51 0.5
マラウイ 1997b 4.9 28 22 28 59 81 99 241 175 1,800 55 61 14.1
マレーシア 1997d 4.4 22 11 91 91 101 106 22 12 41 .. 97 0.5
マリ 1994b 4.6 .. 33 11 44 59 74 250 219 1,200 .. 41 1.7
モーリタニア 2000b 6.2 48 32 33 43 67 96 133 125 1,000 40 57 0.7
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国内総生産（GDP） 農業生産性 付加価値（対 GDP 比％）
家計最終
消費支出

一般政府最
終消費支出

総固定資本
形成

対外財サー
ビス対外収

支

GDP インプ
リシット・
デフレー

ター

100 万ドル
年平均増加

率％

農民 1 人当たり付加
価値

2000 年 US ドル 農業 工業 サービス業
（対 GDP

比％）
（対 GDP

比％）
（対 GDP

比％）
（対 GDP

比％）
（年平均上

昇率％）

2005 年 2000–05 年
1992–94

年
2002–04

年 2005 年 2005 年 2005 年 2005 年 2005 年 2005 年 2005 年 2000–05 年

アルバニア 8,379 5.3 916 1,469 25 20 55 88 9 25 –23 4.0
アルジェリア 102,257 5.1 1,743 1,983 8 62 29 39 7 32 22 7.8
アンゴラ 28,038 9.1 99 168 8 66 26 73 ..a 13 15 80.0
アルゼンチン 183,309 2.2 7,335 9,311 10 36 54 63 11 19 7 12.5
アルメニア 4,903 12.3 1,464 2,722 21 44 35 73 11 30 –13 4.2
オーストラリア 700,672 3.3 20,693 27,058 3 26 71 60 18 25 –3 3.2
オーストリア 304,527 1.3 12,881 21,083 2 31 67 56 18 22 5 1.7
アゼルバイジャン 12,561 12.7 922 1,061 12 55 32 59 11 53 –24 6.0
バングラディシュ 59,958 5.3 251 309 21 28 52 77 6 24 –7 4.3
ベラルーシ 29,566 7.6 1,964 2,612 10 41 49 50 20 30 1 35.8
ベルギー 364,735 1.5 27,442 41,536 1 25 73 54 23 20 3 2.0
ベニン 4,287 4.0 391 591 32 13 54 78 15 20 –13 2.9
ボリビア 9,334 3.0 678 749 16 31 53 69 15 12 4 4.8
ボスニア・ヘルツェゴビナ 9,369 5.1 3,028 5,709 12 28 61 85 23 21 –29 3.5
ブラジル 794,098 2.2 1,839 3,111 10 38 52 58 15 19 8 10.1
ブルガリア 26,648 5.0 2,152 6,635 9 30 60 72 17 28 –17 4.0
ブルキナファソ 5,171 5.1 157 166 31 20 50 83 13 19 –15 2.7
ブルンジ 800 2.2 104 79 35 20 45 87 28 12 –28 8.3
カンボジア 5,391 6.6 276 289 33 29 38 80 5 26 –11 2.7
カメルーン 16,985 3.8 720 1,111 41 14 45 70 10 20 –0 2.2
カナダ 1,115,192 2.6 29,378 38,509 .. .. .. 56 20 20 4 2.3
中央アフリカ共和国 1,369 –1.4 292 415 54 21 25 .. .. .. .. 2.0
チャド 5,469 14.5 191 225 23 51 26 58 5 17 20 7.6
チリ 115,250 3.0 4,235 3,222 6 47 48 57 12 23 8 5.3
中国 2,228,862 9.6 273 373 13 46 41 49 10 39 3 3.2
   香港（中国） 177,722 4.3 .. .. 0 10 90 59 9 21 12 –3.6
コロンビア 122,309 3.5 3,208 2,971 13 34 53 61 19 19 0 6.6
コンゴ民主共和国 6,974 4.4 183 153 46 25 29 87 7 14 –8 43.7
コンゴ共和国 5,091 3.9 295 337 6 46 48 34 14 24 28 –0.6
コスタリカ 19,432 4.0 3,364 4,285 8 29 63 77 5 21 –3 9.5
コートジボワール 16,055 –0.5 608 757 22 21 57 71 8 10 10 2.9
クロアチア 37,412 4.4 5,189 9,237 8 28 64 57 19 28 –5 3.3
チェコ共和国 122,345 3.5 3,531 4,543 3 39 58 50 22 28 0 2.8
デンマーク 254,401 1.5 22,271 37,443 2 25 73 48 27 20 5 1.9
ドミニカ共和国 28,303 2.1 2,482 4,169 13 27 60 76 7 19 –2 20.4
エクアドル 36,244 5.0 1,027 1,478 6 28 66 68 8 26 –2 11.7
エジプト・アラブ共和国 89,336 3.7 1,575 2,007 14 39 47 70 13 17 –0 5.6
エルサルバドル 16,974 2.2 1,639 1,618 11 30 60 92 11 15 –18 2.9
エリトリア 986 3.6 91 56 23 23 55 82 45 20 –48 15.1
エチオピア 11,174 4.2 147 144 48 13 39 82 14 26 –23 4.2
フィンランド 193,176 2.4 17,815 31,339 3 31 66 53 22 19 6 1.1
フランス 2,110,185 1.5 24,724 40,521 2 22 76 56 24 20 0 1.7
グルジア 6,395 7.4 2,127 1,442 17 27 56 65 18 27 –10 6.0
ドイツ 2,781,900 0.7 13,908 23,616 1 29 70 59 19 17 5 0.9
ガーナ 10,695 5.1 301 341 39 25 37 74 15 30 –19 22.6
ギリシャ 213,698 4.2 8,315 9,303 7 23 70 66 17 26 –9 3.1
グアテマラ 31,683 2.5 2,178 2,275 23 19 58 89 6 18 –13 7.2
ギニア 2,689 2.9 175 229 26 38 37 85 6 12 –3 9.4
ハイチ 4,245 –0.5 672 421 28 17 55 91 8 30 –29 18.0
ホンジュラス 7,976 3.6 992 1,163 13 31 56 72 14 29 –15 7.3
ハンガリー 109,154 4.0 2,825 3,986 4 31 65 68 10 23 –1 6.3
インド 785,468 6.9 353 382 19 28 54 61 11 30 –2 3.8
インドネシア 287,217 4.7 498 564 14 41 45 64 8 23 5 8.2
イラン・イスラム共和国 196,343 5.8 2,042 2,438 10 44 46 51 14 32 5 18.8
アイルランド 196,388 5.0 .. .. 3 41 56 44 15 25 16 3.5
イスラエル 123,434 1.9 .. .. .. .. .. 59 28 19 –5 1.3
イタリア 1,723,044 0.7 13,672 21,553 3 28 70 60 19 20 1 2.8
ジャマイカ 9,696 1.5 2,162 1,916 5 33 62 72 14 31 –17 10.7
日本 4,505,912 1.3 19,958 26,557 1 31 68 57 18 24 2 –1.8
ヨルダン 12,861 5.9 1,810 1,192 2 29 69 91 16 27 –34 2.6
カザフスタン 56,088 10.1 1,585 1,420 7 40 54 52 11 28 9 11.7
ケニア 17,977 2.8 301 317 27 18 55 70 11 25 –6 4.3
大韓民国 787,624 4.6 6,257 9,996 4 41 55 52 13 30 4 2.4
クウェート 74,658 7.3 .. 13,898 0 53 47 38 21 14 27 6.4
キルギスタン共和国 2,441 4.0 625 942 34 21 45 82 18 20 –20 4.7
ラオス人民民主共和国 2,855 6.2 376 461 46 28 26 .. .. 17 –4 11.0
ラトビア 15,771 7.9 1,624 2,505 4 23 73 64 17 27 –8 4.8
レバノン 22,210 4.1 .. .. 7 21 72 87 15 20 –22 2.5
リトアニア 25,495 7.8 .. 4,363 6 31 63 62 17 25 –5 1.1
マケドニア（旧ユーゴスラビア共和国） 5,762 1.7 2,104 3,034 12 29 59 77 20 21 –18 2.1
マダガスカル 5,040 2.0 183 174 28 16 56 84 8 22 –15 11.0
マラウイ 2,072 3.4 73 131 35 19 46 95 17 15 –26 14.7
マレーシア 130,143 4.8 3,918 4,690 9 50 40 43 13 23 21 3.4
マリ 5,098 5.8 205 229 36 24 40 79 10 24 –13 3.5
モーリタニア 1,888 5.0 283 282 17 32 51 .. .. .. .. 8.5

表 4．経済活動
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国内総生産（GDP） 農業生産性 付加価値（対 GDP 比％）
家計最終
消費支出

一般政府最
終消費支出

総固定資本
形成

対外財サービ
ス対外収支

GDP インプ
リシット・デ
フレーター

100 万ドル
年平均

増加率％

農民 1 人当たり
付加価値

2000 年 US ドル 農業 工業 サービス業
（対 GDP

比％）
（対 GDP

比％）
（対 GDP

比％）
（対 GDP

比％）
（年平均上

昇率％）

2005 年 2000–05 年
1992–94

年
2002–04

年 2005 年 2005 年 2005 年 2005 年 2005 年 2005 年 2005 年 2000–05 年

メキシコ 768,438 1.9 2,295 2,727 4 26 70 68 12 22 –2 7.1
モルドバ 2,906 7.0 902 732 21 24 55 97 15 20 –32 10.6
モンゴル 1,880 5.8 811 661 22 27 51 57 17 37 –11 11.5
モロッコ 51,745 4.2 1,275 1,582 13 31 56 63 20 26 –9 1.0
モザンビーク 6,630 8.6 98 142 23 30 47 77 11 22 –10 11.4
ナミビア 6,126 4.6 845 1,097 10 32 58 50 23 26 1 5.3
ネパール 7,346 2.6 191 208 40 21 38 76 11 26 –13 4.1
オランダ 594,755 0.6 27,857 39,358 2 26 72 49 25 20 5 2.7
ニュージーランド 109,041 3.8 20,319 27,660 .. .. .. 60 18 23 0 2.4
ニカラグア 4,911 3.0 1,221 1,916 19 30 52 88 11 29 –28 6.9
ニジェール 3,405 3.7 165 172 40 17 43 79 12 19 –9 2.4
ナイジェリア 98,951 5.9 610 863 24 56 20 41 21 21 18 17.4
ノルウェイ 283,920 1.7 23,252 32,779 2 39 59 45 22 19 14 2.4
オマーン 24,284 3.0 1,000 1,128 2 56 42 45 23 18 14 1.8
パキスタン 110,732 4.8 603 688 22 25 53 80 8 17 –5 6.0
パナマ 15,467 4.3 2,450 3,570 8 18 75 69 13 20 –2 1.6
パプアニューギニア 4,731 1.3 451 482 26 45 30 .. .. .. .. 9.4
パラグアイ 8,152 1.8 2,165 2,453 27 24 49 72 7 24 –3 12.3
ペルー 78,431 4.2 1,169 1,764 9 33 58 66 10 19 5 2.7
フィリピン 98,306 4.5 901 1,021 14 33 53 75 10 16 –1 5.1
ポーランド 299,151 3.1 1,510 2,003 5 31 65 63 19 19 –0 2.3
ポルトガル 173,085 0.3 4,414 5,735 4 27 70 63 21 23 –8 3.3
ルーマニア 98,559 5.8 2,312 3,519 10 35 55 74 12 24 –10 21.8
ロシア連邦 763,720 6.2 1,746 2,297 6 38 56 50 16 21 14 16.8
ルワンダ 2,131 4.9 183 229 42 20 38 88 13 21 –22 5.9
サウジアラビア 309,778 4.2 8,905 14,284 4 59 37 26 23 16 34 6.3
セネガル 8,318 4.9 236 235 17 20 63 76 13 23 –14 2.0
セルビア・モンテネグロ 27,059 5.3 .. 1,446 16 32 52 88 18 17 –22 25.3
シエラレオネ 1,193 13.7 .. .. 46 24 30 90 13 15 –19 6.8
シンガポール 116,764 4.2 28,729 32,267 0 34 66 41 11 19 30 0.5
スロベキア共和国 46,412 4.9 .. .. 3 29 67 56 20 29 –4 4.1
スロベニア 34,030 3.4 12,339 34,447 3 35 62 55 20 25 –0 5.4
南アフリカ 240,152 3.7 1,764 2,463 3 31 66 59 20 18 4 6.6
スペイン 1,123,691 3.1 12,611 19,132 3 29 67 58 18 28 –4 4.2
スリランカ 23,479 4.2 713 743 17 26 57 77 9 26 –12 8.7
スーダン 27,699 6.1 384 728 34 30 37 65 17 22 –4 9.8
スウェーデン 354,115 2.2 21,654 31,716 2 29 69 48 28 16 8 1.6
スイス 365,937 0.9 21,565 22,190 .. .. .. 61 12 20 7 0.9
シリア・アラブ共和国 26,320 4.0 2,356 2,977 21 26 53 65 13 20 1 4.7
タジキスタン 2,326 9.7 367 401 22 36 42 95 9 14 –19 21.3
タンザニア b 12,111 6.9 242 287 45 18 38 77 14 19 –9 6.3
タイ 176,602 5.4 481 599 10 47 44 61 10 31 –2 2.3
トーゴ 2,203 2.7 360 409 42 23 35 86 10 18 –13 1.2
チェニジア 28,683 4.5 2,365 2,415 13 28 59 63 14 25 –3 2.3
トルコ 363,300 5.2 1,772 1,793 12 24 65 69 13 25 –7 25.5
トルクメニスタン 6,774 .. 1,179 .. 21 45 34 52 14 25 9 ..
ウガンダ 8,712 5.4 192 231 34 21 46 77 14 23 –13 5.1
ウクライナ 81,664 8.0 1,235 1,442 11 34 55 55 18 19 8 10.7
イギリス 2,192,553 2.3 23,089 26,897 1 26 73 65 21 17 –3 2.7
アメリカ 12,455,068 2.8 22,868 36,863 1 22 77 71 16 18 –5 2.2
ウルグアイ 16,792 1.0 6,213 7,102 11 29 60 74 11 13 2 11.4
ウズベキスタン 13,667 5.3 1,263 1,567 28 29 43 51 16 25 8 29.0
ベネズエラ・ボルバル共和国 138,857 1.3 4,781 5,899 5 52 44 50 13 21 16 28.6
ベトナム 52,408 7.5 225 294 22 40 38 65 6 36 –7 5.9
ヨルダン川西岸・ガザ 3,454 –13.3 .. .. 6 12 82 84 53 3 –39 10.9
イエメン共和国 14,452 5.9 383 511 13 35 52 80 13 17 –10 6.9
ザンビア 7,257 4.7 160 206 19 25 56 70 13 26 –9 20.4
ジンバブエ 3,364 –6.1 238 242 22 28 50 68 29 38 –35 223.4
世界 44,384,871t 2.8w 772w 863w 4w 28w 68w 62w 17w 21w 0w
低所得 1,391,362 6.0 327 364 22 28 50 65 11 27 –2
中所得 8,535,129 5.1 581 726 10 37 53 58 14 26 2
   低位中所得 4,869,491 6.3 451 587 13 41 46 56 13 29 2
   高位中所得 3,665,404 3.5 2,279 2,733 7 32 62 63 14 22 1
低・中所得 9,926,393 5.3 477 567 12 36 52 59 13 26 2
   東アジア・太平洋 3,032,573 8.3 .. .. 13 45 42 52 10 34 3
   ヨーロッパ中央アジア 2,190,933 5.4 1,652 1,971 8 32 60 61 16 23 1
   ラテンアメリカ・カリブ 2,455,621 2.3 2,233 2,831 8 32 60 64 13 20 3
   中東・北アフリカ 632,570 4.1 1,589 1,978 11 41 48 60 13 26 1
   南アジア 995,809 6.4 357 394 19 27 54 64 10 28 –2
   サハラ以南アフリカ 615,216 4.2 293 334 17 32 51 63 17 20 0
高所得 34,466,198 2.2 .. .. 2 26 72 62 18 20 0

表 4．経済活動（続き）

注：データの比較可能性と対象範囲についてはテクニカル・ノートを参照．イタリック体の数値は指定年以外のデータ．
a. 一般政府最終消費は家計最終消費に含まれており，別々に入手すること不可能．b. タンザニア本土だけのデータ．
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商品貿易 対外総債務

輸出 輸入 工業品輸出 ハイテク輸出 経常収支
外国直接

投資
政府開発

援助 a 合計 現在価値
銀行部門国内

信用

100 万ドル
2005 年

100 万ドル
2005 年

（対商品総輸
出比％）
2004 年

（対工業品輸
出比％）
2004 年

100 万ドル
2005 年

100 万ドル
2004 年

1 人当たりドル
2004 年

100 万ドル
2004 年

（対 GNI
比％）

2004 年
（対 GDP 比％）

2005 年

純移住
（1,000 人）
2000–05 年

アルバニア 654 2,650 82 1 –572 426 117 1,549 17 10 –100
アルジェリア 44,390 20,040 2 1 .. 882 10 21,987 32 11.0 –100
アンゴラ 23,120 8,150 .. .. 686 1,444 74 9,521 69 5.4 145
アルゼンチン 40,044 28,692 29 8 3,281 4,084 2 169,247 159 45.4 –100
アルメニア 950 1,768 62 1 –204 219 84 1,224 50 7.2 –100
オーストラリア 105,825 125,280 25 14 –42,084 42,469 .. .. 102.4 500
オーストリア 123,317 124,749 84 12 3,848 4,022 .. .. 105.6 100
アゼルバイジャン 4,346 4,202 11 2 167 3,556 21 1,986 23 9.7 –100
バングラディシュ 9,190 13,868 90 0 –279 449 10 20,344 26 30.1 –350
ベラルーシ 15,992 16,699 60 3 469 169 5 3,717 20 13.9 –10
ベルギー 329,650 320,363 81 8b 6,563 40,080 .. .. 73.1 67
ベニン 620 960 9 2 –331 60 46 1,916 24c 14.6 99
ボリビア 2,671 2,200 14 9 285 117 85 6,096 38c 52.5 –100
ボスニア・ヘルツェゴビナ 2,440 7,199 .. .. –2,087 613 172 3,202 34 43.6 40
ブラジル 118,308 77,576 54 12 14,199 18,166 2 222,026 47 81.0 –130
ブルガリア 11,725 18,181 62 4 –3,133 2,005 80 15,661 83 36.8 –50
ブルキナファソ 440 1,230 8 10 .. 35 48 1,967 23c 14.9 100
ブルンジ 110 280 5 6 –25 3 48 1,385 15 40.5 192
カンボジア 3,100 3,700 97 0 –217 131 35 3,377 68 9.3 –10
カメルーン 2,500 2,450 5 1 .. 0 48 9,496 20c 9.1 13
カナダ 359,578 320,105 60 14 25,268 6,284 .. .. 97.0 1,050
中央アフリカ共和国 140 165 37 0 .. –13 26 1,078 75 7.2 –45
チャド 3,230 850 .. .. .. 478 34 1,701 33c 3.2 271
チリ 39,536 32,542 13 5 703 7,603 3 44,058 57 62.5 30
中国 761,999 660,118 91 30 68,659 54,937 1 248,934 15 120.1 –1,950
   香港（中国） 292,328d 300,635 97d 32 19,706 34,035 1 .. .. 147.6 300
コロンビア 21,187 21,204 38 6 –1,930 3,052 11 37,732 49 34.4 –200
コンゴ民主共和国 2,190 2,270 .. .. .. 0 33 11,841 36 1.5 –322
コンゴ共和国 5,000 1,980 .. .. –3 0 30 5,829 331 3.2 –14
コスタリカ 7,039 9,798 63 37 –832 620 3 5,700 36 32.3 84
コートジボワール 7,180 4,690 20 8 303 175 9 11,739 90 14.4 –371
クロアチア 8,809 18,547 73 13 –2,541 1,243 27 31,548 110 57.5 100
チェコ共和国 78,474 76,863 90 13 –5,595 4,454 27 45,561 51 33.2 50
デンマーク 85,708 76,539 66 20 5,941 –8,804 .. .. 160.3 61
ドミニカ共和国 5,854 9,210 .. .. 1,399 645 10 6,965 39 36.7 –140
エクアドル 9,821 9,609 9 7 –157 1,160 12 16,868 70 22.0 –250
エジプト・アラブ共和国 10,344 16,552 31 1 3,922 1,253 20 30,292 32 110.8 –450
エルサルバドル 3,383 6,712 60 4 –612 466 31 7,250 54 41.9 –38
エリトリア 9 495 .. .. .. 30 61 681 53 32.7 280
エチオピア 860 4,160 11 0 –668 545 26 6,574 30c 48.9 –150
フィンランド 65,998 58,737 83 21 9,698 3,075 .. .. 68.7 41
フランス 459,246 495,796 83 19 –38,781 24,521 .. .. 90.8 300
グルジア 867 2,491 37 38 –689 499 70 2,082 37 9.8 –248
ドイツ 970,688 774,069 84 17 115,519 –34,903 .. .. 112.3 1,100
ガーナ 2,520 5,090 14 4 –236 139 63 7,035 32c 13.1 12
ギリシャ 17,192 54,031 59 11 –17,879 1,355 .. .. 78.6 179
グアテマラ 3,477 8,810 42 7 –1,188 155 18 5,532 23 15.2 –300
ギニア 910 845 25 0 –162 100 30 3,538 45 3.7 –299
ハイチ 473 1,471 .. .. –13 7 29 1,225 29 14.9 –105
ホンジュラス 1,694 4,484 27 2 –413 293 91 6,332 38 37.4 –30
ハンガリー 62,194 65,711 88 29 –7,962 4,608 30 63,159 76 46.4 50
インド 89,843 131,648 73 5 6,853 5,335 1 122,723 18 36.9 –1,400
インドネシア 86,285 68,736 56 16 3,108 1,023 0 140,649 61 24.0 –1,000
イラン・イスラム共和国 58,400 41,561 9 2 .. 500 3 13,622 9 38.6 –1,379
アイルランド 109,525 66,356 86 34 –3,946 11,040 .. .. 136.9 194
イスラエル 42,588 46,910 94 19 2,385 1,664 70 .. .. 92.2 158
イタリア 366,797 379,696 88 8 –26,814 16,772 .. .. 87.7 600
ジャマイカ 1,487 4,560 65 0 –509 602 29 6,399 89 28.3 –100
日本 595,750 516,075 93 24 165,783 7,805 .. .. 99.5 270
ヨルダン 4,284 10,455 72 5 –18 620 110 8,175 73 74.0 100
カザフスタン 27,849 17,353 16 2 –486 4,104 18 32,310 101 26.7 –600
ケニア 3,450 6,360 21 3 –379 46 19 6,826 34 40.2 –212
大韓民国 284,742 261,028 92 33 27,613 8,189 –1 .. .. 98.2 –80
クウェート 44,016 17,422 .. .. 18,884 –20 1 .. .. 71.6 240
キルギスタン共和国 672 1,108 43 2 –75 77 51 2,100 82 7.1 –75
ラオス人民民主共和国 435 605 .. .. .. 17 47 2,056 76 6.3 –7
ラトビア 5,122 8,625 61 5 –1,959 699 71 12,661 110 44.3 –12
レバノン 1,880 9,340 68 2 –4,805 288 75 22,177 121 75.6 –35
リトアニア 11,815 15,453 58 5 –1,771 773 73 9,475 54 25.7 –20
マケドニア（旧ユーゴスラビア
共和国）

2,041 3,228 77 1 –415 157 122 2,044 39 23.2 –10

マダガスカル 750 1,550 23 1 –309 45 68 3,462 38c 10.0 0
マラウイ 460 1,035 16 2 .. 16 38 3,418 60c 22.1 –20
マレーシア 140,948 114,607 76 55 14,872 4,624 12 52,145 53 133.7 150
マリ 1,150 1,500 .. .. –271 180 43 3,316 33c 20.0 –134
モーリタニア 410 740 .. .. .. 300 60 2,297 57c 25.9 30

表 5．貿易・援助・金融
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商品貿易 対外総債務

輸出 輸入 工業品輸出 ハイテク輸出 経常収支
外国直接

投資
政府開発

援助 a 合計 現在価値
銀行部門国内

信用

100 万ドル
2005 年

100 万ドル
2005 年

（対商品総輸
出比％）
2004 年

（対工業品輸
出比％）
2004 年

100 万ドル
2005 年

100 万ドル
2004 年

1 人当たりドル
2004 年

100 万ドル
2004 年

（対 GNI
比％）

2004 年
（対 GDP 比％）

2005 年

純移住
（1,000 人）
2000–05 年

メキシコ 213,711 231,670 80 21 –5,708 17,377 1 138,689 24 34.6 –2,000
モルドバ 1,091 2,312 36 4 –286 81 28 1,868 75 21.3 –40
モンゴル 1,045 1,145 38 0 63 93 104 1,517 86 32.0 –50
モロッコ 10,463 20,124 69 10 970 769 24 17,672 39 56.7 –400
モザンビーク 1,790 2,420 3 9 –607 245 63 4,651 17c 2.1 –20
ナミビア 1,990 2,450 41 3 634 .. 89 .. .. 53.2 –6
ネパール 830 1,860 74 0 197 0 16 3,354 37 .. –100
オランダ 401,333 357,869 70 29 40,187 377 .. .. 166.3 150
ニュージーランド 21,731 26,224 31 14 –6,456 2,271 .. .. 121.1 79
ニカラグア 858 2,595 11 6 –772 250 229 5,145 35 85.6 –100
ニジェール 410 920 8 3 –219 0 40 1,950 26c 6.3 –10
ナイジェリア 43,500 15,200 2 2 12,264 1,875 5 35,890 71 15.6 –170
ノルウェイ 103,256 54,907 19 18 49,488 502 .. .. 11.1 58
オマーン 17,119 9,000 12 1 443 –17 22 3,872 18 34.9 –160
パキスタン 15,942 25,335 85 1 –817 1,118 9 35,687 35 29.3 –1,810
パナマ 1,080 4,180 10 2 –818 1,012 12 9,469 94 88.2 8
パプアニューギニア 3,070 1,710 6 39 .. 25 46 2,149 66 10.1 0
パラグアイ 1,495 2,880 13 7 20 93 0 3,433 52 17.9 –25
ペルー 17,206 12,502 20 2 1,030 1,816 18 31,296 57 17.4 –300
フィリピン 41,224 46,257 55 64 2,080 469 6 60,550 73 34.3 –900
ポーランド 88,940 100,487 81 3 –4,364 12,613 40 99,190 45 26.6 –80
ポルトガル 37,858 60,175 85 9 –17,007 825 .. .. 150.3 250
ルーマニア 27,730 40,463 82 3 –6,382 5,440 42 30,034 51 9.7 –150
ロシア連邦 245,255 125,123 21 9 84,249 12,479 9 197,335 46 24.2 400
ルワンダ 120 410 10 25 –6 8 53 1,656 15c 10.7 45
サウジアラビア 178,755 56,092 12 2 87,132 .. 1 .. .. 56.0 250
セネガル 1,600 3,330 39 7 –437 70 92 3,938 22c 21.2 –100
セルビア・モンテネグロ 5,142 11,558 57 .. .. 966 144 15,882 77 .. –100
シエラレオネ 150 350 7 31 –74 26 67 1,723 37c 4.7 438
シンガポール 229,620d 200,030 84d 59 27,897 16,032 2 .. .. 106.2 200
スロベキア共和国 31,973 35,301 86 5 –282 1,122 44 22,068 67 31.2 5
スロベニア 18,698 20,141 90 6 –362 827 31 .. .. 45.9 10
南アフリカ 51,874 66,500 58e 6 –10,079 585 14 28,500 17 156.4 50
スペイン 186,099 277,597 77 7 –83,136 16,594 .. .. 125.4 2,025
スリランカ 6,275 8,985 74 2 –648 233 27 10,887 50 31.5 –160
スーダン 5,150 6,100 2 0 –2,768 1,511 25 19,332 151 7.6 –519
スウェーデン 129,922 110,645 81 17 27,485 –588 .. .. 105.9 157
スイス 125,898 121,156 93 22 49,710 –797 .. .. 161.2 40
シリア・アラブ共和国 6,001 7,754 11 1 210 275 6 21,521 101 11.8 –30
タジキスタン 909 1,330 .. .. –19 272 38 896 41 17.4 –345
タンザニア 1,482 2,659 20 2 –437 249 46 7,800 22c,f 8.6 –345
タイ 110,110 118,191 75 30 –3,719 1,412 –0 51,307 35 103.7 –50
トーゴ 755 1,050 47 0 –162 60 10 1,812 83 16.0 –4
チェニジア 10,494 13,177 78 5 –555 593 33 18,700 79 71.1 –20
トルコ 73,275 116,352 85 2 –15,543 2,733 4 161,595 70 54.6 –250
トルクメニスタン 4,935 3,588 .. .. .. .. 8 .. .. .. –10
ウガンダ 870 1,810 15 13 –267 222 42 4,822 33c 6.8 –15
ウクライナ 34,287 36,141 67 5 2,531 1,715 8 21,652 42 25.0 –700
イギリス 377,856 501,223 77 24 –57,616 72,561 .. .. 156.3 686
アメリカ 904,289 1,732,706 82 32 –804,961 106,831 .. .. 269.4 5,800
ウルグアイ 3,422 3,425 32 2 –103 311 6 12,376 108 30.4 –10
ウズベキスタン 4,706 3,640 .. .. .. 140 9 5,007 46 .. –300
ベネズエラ・ボルバル共
和国

56,200 24,933 12 3 25,359 1,518 2 35,570 45 10.8 40

ベトナム 32,233 36,881 53 6 –926 1,610 22 17,825 39 58.9 –200
ヨルダン川西岸・ガザ .. .. .. .. .. .. 324 .. .. .. –40
イエメン共和国 4,883 4,328 3 13 1,215 144 12 5,488 37 7.7 –100
ザンビア 1,720 2,750 10 1 .. 334 94 7,279 36 8.0 –65
ジンバブエ 1,490 2,220 29 1 .. 60 14 4,798 33 49.6 –50
世界 10,392,567t 10,652,542t 77w 20w 664,877s 14w ..s 145.5w ..wg

低所得 256,379 310,841 51 4 16,576 15 426,945 32.0 –4,000
中所得 2,785,199 2,551,288 64 20 194,808 11 2,328,780 68.4 –11,987
   低位中所得 1,512,592 1,375,639 68 23 106,037 10 1,140,272 84.8 –10,086
   高位中所得 1,272,607 1,175,649 61 16 88,771 12 1,188,508 47.0 –1,901
低・中所得 3,041,588 2,862,091 64 19 211,385 16 2,755,725 63.3 –15,987
   東アジア・太平洋 1,185,932 1,059,945 80 34 64,563 4 588,888 105.7 –3,939
   ヨーロッパ中央アジア 759,841 746,370 57 9 62,212 25 794,943 32.0 –2,665
   ラテンアメリカ・カリブ 561,873 517,073 56 13 60,843 13 778,970 48.9 –4,012
   中東・北アフリカ 221,252 182,440 20 3 5,340 35 163,935 47.3 –2,374
   南アジア 123,050 186,039 76 4 7,151 5 193,933 35.5 –1,680
   サハラ以南アフリカ 189,636 170,236 31 4 11,276 36 235,056 74.4 –1,318
高所得 7,351,037 7,790,420 81 20 453,492 ..  166.6 15,970

表 5．貿易・援助・金融（続き）

注：データの比較可能性と対象範囲についてはテクニカル・ノートを参照．イタリック体の数値は指定年以外のデータ．
a. 地域別の総括値には表中に特記されていない国／地域も含まれている．世界および所得別グループの合計には，国別あるいは地域別に割り振られていない援助も含
まれている．　b. ルクセンブルクも含む．　c. 重債務貧困国（HIPC）イニシアティブの一環として実施された債務の維持可能性にかかわる分析からのデータ． 
 d. 再輸出を含む．  e. 輸出入全体のデータは南アフリカだけのもの．輸出品目の割合に関するデータは南アフリカ関税同盟（ボツワナ，レソト，ナミビア，および南
アフリカ）のもの．  f. GNI はタンザニア本土だけのもの．  g. 国連が算出した世界合計はゼロになっているが，本表に示した計数は世界銀行の定義によっているため，
地域別および所得別グループの合計はゼロにならない．
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人口
人口の年
齢別構成 国民総所得（GNI）a

PPP 表示の国民総所得
（GNI）b

1 人当たり
国内総生産

（GDP） 出生時余命 成人識字率

1 人当たり
二酸化炭素

排出量

（千人）
2005 年

（年平均増
加率％）

2000–2005
年

（km2 当た
り人口
密度）

2005 年

（0-14 歳の
割合％）
2005 年

（10 億ドル）
2005 年 b

（1 人当たり
ドル）

2005 年
（10 億ドル）

2005 年

（1 人当た
りドル）
2005 年

（増加率％）
2004–2005 年

男
（年数）
2004 年

女
（年数）
2004 年

（対 15 歳
以上人口

比％）
2000–2004

年
（100万トン）

2002 年

アフガニスタン .. .. .. .. 6,957 ..d .. .. .. .. .. 28 ..
米領サモア 58 1.1c 292 .. .. ..e .. .. .. .. .. .. ..
アンドラ 66 0.2c 141 .. .. ..f .. .. .. .. .. .. ..
アンティグア・バーブーダ 81 1.0 184 .. 885 10,920 948 11,700 2.6 .. .. .. 4.7
アルバ 101 0.8c 529 .. .. ..f .. .. .. .. .. 97 ..
バハマ 323 1.4 32 28 .. ..f .. .. .. 67 74 .. 6.7
バーレーン 727 1.6 1,023 27 10,288 14,370 15,470 21,290 5.3 73 76 87 30.6
バルバドス 270 0.3 627 19 .. ..e .. .. .. 73 78 .. 4.6
ベリーズ 292 3.1 13 37 1,021 3,500 1,967 6,740 –0.2 69 74 .. 3.0
バミューダ 65 0.2 1,293 .. .. ..f .. .. .. .. .. .. 7.7
ブータン 918 2.6 20 38 799 870 .. .. 3.3 62 65 .. 0.5
ボツワナ 1,765 0.1 3 38 9,145 5,180 18,090 10,250 4.0 36 35 81 2.3
ブルネイ 374 2.3c 71 30 .. ..f .. .. .. 75 79 93 17.7
カボベルデ 507 2.4 126 40 947 1,870 3,041g 6,000g 3.0 67 74 .. 0.3
ケイマン諸島 45 2.3c 173 .. .. ..f .. .. .. .. .. .. ..
チャネル諸島 149 0.4 745 16 .. ..f .. .. .. 76 83 .. ..
コモロ 600 2.1 269 42 387 640 1,201g 2,000g 0.7 61 65 .. 0.1
キューバ 11,269 0.3 103 19 .. ..h .. .. .. 75 79 100 2.1
キプロス 835 1.2 90 20 13,633 16,510 18,360g 22,230g .. 77 81 97 8.3
ジブチ 793 2.1 34 42 807 1,020 1,776g 2,240g 1.4 52 54 .. 0.5
ドミニカ 72 0.2c 96 .. 273 3,790 400 5,560 2.3 .. .. .. 1.7
赤道ギニア 504 2.3 18 44 .. ..e 3,731g 7,580g .. 42 43 87 0.4
エストニア 1,345 –0.4 32 15 12,244 9,100 20,740 15,420 10.1 66 77 100 11.7
フェロー諸島 48 0.2c 34 .. .. ..f .. .. .. .. .. .. ..
フィジー 848 0.9 46 32 2,784 3,280 5,052 5,960 0.9 66 70 .. 1.6
仏領ポリネシア 257 1.7 70 28 .. ..f .. .. .. 71 76 .. 2.9
ガボン 1,384 1.7 5 40 6,930 5,010 8,151 5,890 0.6 54 55 .. 2.6
ガンビア 1,517 2.8 152 40 442 290 2,913g 1,920g 2.2 55 58 .. 0.2
グリーンランド 57 0.3 0 .. .. ..f .. .. .. .. .. .. 10.0
グレナダ 107 1.0 313 .. 418 3,920 773 7,260 0.2 .. .. .. 2.2
グアム 170 1.8 308 30 .. ..f .. .. .. 73 77 .. 25.4
ギニアビサウ 1,586 3.0 56 48 283 180 1,110 700 0.5 44 46 .. 0.2
ガイアナ 751 0.2 4 29 759 1,010 3,178g 4,230g –2.9 61 67 .. 2.2
アイスランド 295 1.0 3 22 13,671 46,320 10,258 34,760 4.5 78 82 .. 7.7
イラク .. .. .. .. .. ..h .. .. .. .. .. 74 ..
マン島 77 0.3 135 .. 2,138 27,770 .. .. .. .. .. .. ..
キリバス 99 1.8 136 .. 137 1,390 .. .. –0.9 .. .. .. 0.3
朝鮮民主主義人民共和国 22,488 0.6 187 25 .. ..d .. .. .. 61 67 .. 6.5
レソト 1,795 0.1 59 39 1,718 960 6,120 3,410 1.4 35 37 82 ..
リベリア 3,283 1.4 34 47 436 130 .. .. 3.9 42 43 .. 0.1
リビア 5,854 2.0 3 30 32,354 5,530 .. .. 1.5 72 77 .. 9.1
リヒテンシュタイン 34 0.6c 215 .. .. ..f .. .. .. .. .. .. ..
ルクセンブルク 457 0.8 174 19 29,976 65,630 29,841 65,340 3.2 75 81 .. 21.3
マカオ（中国） 460 0.7 .. 16 .. ..f .. .. .. 78 82 91 4.0
モルディブ 329 2.5 1,097 41 787 2,390 .. .. –6.0 68 67 96 3.4
マルタ 404 0.7 1,263 18 5,491 13,590 7,662 18,960 1.8 77 81 88 7.4
マーシャル諸島 63 3.6 352 .. 185 2,930 .. .. 0.2 .. .. .. ..
モーリシャス 1,248 1.0 615 25 6,560 5,260 15,538 12,450 3.4 69 76 84 2.6
マイヨット 180 4.0c 430 .. .. ..e .. .. .. .. .. .. ..
ミクロネシア連邦 111 0.6 158 39 254 2,300 .. .. –0.4 67 69 .. ..
モナコ 33 0.6c 159 .. .. ..f .. .. .. .. .. .. ..
ミャンマー 50,519 1.1 77 29 .. ..d .. .. .. 58 64 90 0.2
北マリアナ諸島 79 1.5c 161 .. .. ..e .. .. .. .. .. .. ..
オランダ領アンティル 183 0.8 228 23 .. ..e .. .. .. 73 79 .. 27.8
ニューカレドニア 234 1.9 13 28 .. ..f .. .. .. 72 78 96 8.2
パラオ 20 1.3c 43 .. 154 7,630 .. .. 4.5 .. .. .. ..
プエルトリコ 3,911 0.5 441 22 .. ..f .. .. .. 74 82 .. 3.5
カタール 813 6.2 74 22 .. ..f .. .. .. 72 76 89 53.0
サモア 185 0.8 65 41 387 2,090 1,199g 6,480g 4.8 67 73 .. 0.8
サンマリノ 28 0.7c 473 .. .. ..f .. .. .. .. .. .. ..
サントメ・プリンシペ 157 2.3 163 39 60 390 .. .. 0.7 62 64 .. 0.6
セイシェル 84 0.8 184 .. 701 8,290 1,347g 15,940g –3.3 .. .. 92 6.4
ソロモン諸島 478 2.6 17 41 282 590 898 1,880 1.8 62 63 .. 0.4
ソマリア 8,228 3.2 13 44 .. ..d .. .. .. 46 48 .. ..
セントクリストファー・
ネーヴィス

48 1.6 133 .. 394 8,210 600 12,500 2.7 .. .. .. 2.4

セントルシア 166 1.2 271 29 794 4,800 990 5,980 3.9 72 75 .. 2.4
セントビンセント・グレナ
ディーン諸島

119 0.5 305 29 427 3,590 769 6,460 4.4 69 74 .. 1.6

スリナム 449 0.7 3 30 1,140 2,540 .. .. 4.5 66 73 90 5.1
スワジランド 1,131 1.6 66 41 2,579 2,280 5,870 5,190 0.8 43 42 80 0.9
東ティモール 976 4.4 66 41 729 750 .. .. –3.5 .. .. .. ..
トンガ 102 0.4 142 36 224 2,190 823g 8,040g 2.0 71 74 99 1.0
トリニダードトバゴ 1,305 0.3 254 22 13,632 10,440 17,190 13,170 6.4 67 73 .. 31.8
アラブ首長国連邦 4,533 6.7 54 22 102,693 23,770 104,069 24,090 .. 77 81 .. 25.0
バヌアツ 211 2.0 17 40 338 1,600 670g 3,170g 4.8 67 71 74 0.4
バージン諸島（米領） 115 1.1 329 24 .. ..f .. .. .. 76 81 .. 92.8

a. 世界銀行アトラス方式を用いて算出．　b. PPP は購買力平価．定義を参照．　c. 2003-05 年のデータ．　d. 低所得国（875 ドル以下）と推定される．　e. 高位中所
得国（3,466-10,725 ドル）と推定される．  f. 高所得国（10,726 ドル以上）と推定される．  g. 回帰分析による推定値．そのほかの推定値は最新の国際比較プログラム
に基づくベンチマーク推定値からの外挿による．  h. 低位中所得国（876-3,465 ドル）と推定される．

表 6．その他の経済権の主要指標
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テクニカル・ノート

　このテクニカル・ノートでは，本年度版の主要世界開発指標
に盛り込まれている指標を作成するために利用した出典と方法
について説明する．ノートは各指標が表に掲載されている順に
従っている．主要世界開発指標では 1993 年国民所得勘定体系

（SNA）にのっとった用語を使用している．

出典
　主要世界開発指標に掲載されているデータは World 
Development Indicators 2006 に依拠している．しかし，同書の
締め切り後に発表された修正値はできる限り織り込まれている．
さらに，表 1 と表 6 には 2005 年の人口と 1 人当たり国民総所
得（GNI）に関する最新の推定値が掲載されている．
　World Development Indicators 2006 に掲載されている統計に関
して，世界銀行はさまざまな情報源に依拠している．対外債務
に関するデータは債務者報告制度を通じて，加盟途上国から世
界銀行に直接報告されたものである．それ以外のデータは主に
国連とその専門機関，IMF，各国から世界銀行に提出された報告
書などに依拠している．データの鮮度と一貫性を改善するため
に，世界銀行スタッフによる推計値を用いることもある．国民
所得勘定に関する推計データはほとんどの国について，世界銀
行の経済使節団を介して，加盟各国政府から入手している．場
合によっては，国際的な定義や概念との整合性を図るため，世
界銀行スタッフが調整することもある．各国出典の社会的デー
タのほとんどは，通常の行政ファイル，特別調査，あるいは定
期的な国勢調査に依拠している．
　さらに詳しいデータに関する注釈については，世界銀行の
World Development Indicators 2006 を参照されたい．

データの一貫性と信頼性
　データの標準化には多大な努力を払っているが，完璧な比較
可能性は確保できていないので，指標の解釈については注意を
要する．データの入手可能性，比較可能性，および信頼性には，
多くの要因が影響を与える．要因としては，多くの途上経済圏
では統計システムがまだ不備である，統計手法や対象範囲，慣行，
定義などが大きく異なる，各国間および異時点間の比較につい
ては確定的には解決できない複雑な技術的ないし概念的な問題
が含まれている，などである．データの対象範囲が狭くなって
いることもある．それについては，特殊事情があったり紛争な
どに起因する問題に直面している経済圏（例えば，紛争から立
ち直ろうとしている）の場合は，データの収集と報告が影響を
受けることがあるためである．このような理由から，データは
もっとも権威があると考えられる情報源に依拠しているとはい
え，各経済圏間の相違を正確に数値化したというよりも，傾向
を示唆し，おもな相違の特徴を示したものにすぎないと解釈す
べきである．異なる版に掲載されているデータ間の相違は，各
国による更新や，時系列データの修正および統計手法の変更な
どを反映したものである．したがって，世界銀行の刊行物でも，
異なる刊行物，あるいは同一刊行物でも異なる版から，時系列
データを取り出すことは避けていただきたい．一貫性のある時
系列データは World Development Indicators 2006 の CD-ROM 版
や WDI Online で入手可能である．

比率と増加率
　参照の便宜を図るため，各表には通常は単なる原数値その
ものではなく，比率や増加率が示されている．原数値は World 
Development Indicators 2006 の CD-ROM 版から入手可能である．
増加率は特記がない限り，最小二乗法により算出されている（後
述の統計手法の項を参照）．この方法では当該期間中の入手可能
な観察値すべてを考慮に入れるため，算出された増加率は例外
的な数値の影響をあまり受けない一般的な傾向を反映したもの

となっている．インフレの影響を排除するため，増加率の算出
には不変価格による経済指標を用いている．イタリック体のデー
タは当該欄の見出しに指定されている年ないし期間のものでは
ないことを示す．経済指標に関して最大で前後 2 年，データ収
集がそれほど定期的ではなく，短期的にはさほど劇的な変化も
ない社会指標に関しては最大の前後 3 年のずれがあり得る．

不変価格系列
　経済の成長は，その経済のなかで働いている個人や企業が生
み出す付加価値の増加によって測定する．つまり，実質成長率
を測定するためには，不変価格で評価した GDP とその構成要
素の推定値が必要になる．世界銀行は国内通貨建ての不変価格
による国民所得勘定系列を収集しているが，これは各国それぞ
れの基準年で記録されている．これを比較可能な不変価格デー
タ系列にするため，世界銀行は GDP および産業別付加価値を
World Development Indicators の最新版では 2000 年という共通
の基準年に再計算している．この過程で，再計算した GDP と再
計算した構成要素の合計の間には誤差が発生する．誤差を配分
すると成長率に歪みが生じるので，誤差は未配分のままにして
ある．

総括値
　ほとんどの表の末尾に示されている地域別や所得別グループ
の総括値は，水準表示の場合は単純な加算で算出されている．
総括値の増加率や比率は，通常は加重平均によって算出されて
いる．社会指標の総括値は出生数によって加重されている幼児
死亡率を除き，人口数あるいは下位分類の人口関連数によって
加重されている．さらに詳しい情報は個別指標に関する注を参
照されたい．
　多年度にわたる総括値は時期によって集計値の構成が変化し
ないように，含まれている経済圏が同一であると想定したグルー
プに基づいて算出されている．当該年のグループ値は，基準年
である 2000 年にグループ内の 3 分の 2 以上の諸国について，
データが入手可能な場合にのみ算出されている．この基準が満
たされている限り，データがない経済圏についても，それがあ
る経済圏と同じような挙動を示すとの前提が置かれている．総
括値はテーマごとに代表的な集計の推定値を示すものであって，
グループ指標と国レベルの挙動を比較しても，有意義な情報は
得られないことに留意されたい．さらに，推定の過程で，下位
グループの合計と全体との間に誤差が発生することもある．

表 1．主要開発指標
　人口は，事実上の定義に基づいており，法的地位や市民権に
はかかわりなく，すべての住民を含む．ただし，一般には出身
国の人口に含まれると考えられ，保護を受けている国に永住し
ているわけではない難民は除く．
　人口の年平均増加率は，該当期間における指数関数的な増加
率である（後述の統計手法の項を参照）．
　人口密度は，年央の人口を国土面積で除したものである．国
土面積は総面積から内陸水路と沿岸水路を控除したものである．
密度は国土面積に関して入手可能な最新のデータを用いて算出
されている．
　人口の年齢別構成（0-14 歳）は，0-14 歳の人口が総人口に占
める割合を示す．
　国民総所得（GNI）は，国民所得に関するもっとも幅広い測定
値であり，居住者に請求権がある国内外の源泉から生み出され
た付加価値を測定する．GNI は国民総生産（GDP）に海外から
の一次所得の純受け取りを加えたものとなる．データは世界銀
行アトラス方式を用いて，各国通貨から現在の米ドルに換算さ
れている．一時的な為替相場変動の影響をならすため，3 年間
の平均為替相場を使用している（アトラス方式の詳細について
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は，後述の統計手法の項を参照）．
　1 人当たり GNI は，GNI を年央の人口で除したものである．
世界銀行アトラス方式を用いて現在の米ドルに換算されている．
世界銀行は米ドル表示の 1 人当たり GNI を用いて，分析上の目
的で各国を分類したり，借り入れ資格を規定したりしている．
　PPP 表示の国民総所得（GNI）は，購買力平価（PPP）を換
算係数に用いて国際的なドルに換算した GNI である．それをこ
こに掲載したのは，名目相場は相対価格の国際的な格差を必ず
しも反映しないためである．PPP 相場を使えば，国際的な 1 ド
ルは自国の GNI に対して，米ドルがアメリカの GNI に対しても
つのと同等の購買力をもつことになる．PPP 相場を用いること
によって，普通の物価指数について異時点間で実質価値の比較
が可能であるように，各国間でも実質物価水準について標準的
な比較が可能となる．ここで使われた PPP 換算係数は，国際比
較プログラムが 118 カ国を対象に実施した物価調査に基づく．
OECD 加盟国については 1999 年に終了した最新の調査に基づ
いているが，それ以外の諸国については，1996 年，あるいは
93 年またはそれ以前の調査を用いて 1996 年のベンチマークま
で外挿したデータ，のいずれかに基づく．調査対象に含まれて
いない国の推定値は，入手可能なデータを使って統計モデルで
求めたものである．
　PPP 表示の 1 人当たり GNI は，PPP 表示の GNI を年央の人口
で除したものである．
　1 人当たり国内総生産（GDP）増加率は，不変価格で測定し
た GDP に基づく．GDP の増加率は経済成長を幅広く測定する尺
度であると考えられている．不変価格での GDP は，一定期間に
生産された財・サービスの量を基準年価格で測定し，やはり不
変価格で評価した中間投入コストを控除することによって推定
できる．最小二乗法による増加率の詳細については，後述の統
計手法の項を参照．
　出生時余命は，出生時における死亡率パターンが生涯を通じ
て不変であるとした場合に，新生児が何歳まで生きるかを示す
数値である．男女別にデータを示してある．
　成人識字率は，日常生活に関する短い表現を理解しながら，
読み書きできる 15 歳以上人口の割合である．実際には，識字率
の測定は困難である．このような定義を使って識字率を推定す
るためには，国勢調査あるいは制御された状況下での調査測定
値が必要となる．自己申告データで識字能力のある人の数を推
定している国が多い．学習到達度データを代理変数としながら
も，異なる就学期間や修了水準を適用している国もある．デー
タ収集の定義や手法が各国で違っているので，データの取り扱
いには注意が必要である．
　二酸化炭素（CO2）排出量は，化石燃料の燃焼やセメント製
造から発生する排出量を測定したものである．これには，固体，
液体，および気体という形態での燃料消費と，気体の燃焼によっ
て排出される二酸化炭素が含まれる．1 人当たり CO2 排出量は
CO2 排出量を年央の人口で除したものである．
　アメリカのエネルギー省が後援している二酸化炭素情報分析
センター（CDIAC）は，1 年間に人類が排出する二酸化炭素排出
量を算出している．この計算は国連統計局（UNSD）が維持して
いる世界エネルギー・データセットに基づく化石燃料消費に関
するデータと，アメリカの鉱業局が維持しているセメント製造
データセットに基づく世界のセメント生産に関するデータに依
拠している．CDIACは1950年以降現在に至るまでの全時系列を，
最新の発表と修正をデータベースに織り込むことによって毎年
再計算している．国際輸送の恩恵を受けている諸国に燃料を割
り振るのが困難であるため，推定値には国際輸送に従事する船
舶や航空機に供給されている燃料は含まれていない．

表 2．　貧困
　世界銀行は World Development Report 1990 のために，22 カ
国の家計調査データを用いて，途上国について初めてグローバ
ルな貧困を推定した（Ravallion, Datt, and van de Walle 1991）．

データベースは過去 15 年間に収集された調査データを含めて
大幅に拡充され，今や途上国約 100 カ国に関する 440 件の調査
を織り込んでいる．このような調査では，途上国人口の 93% を
代表する約 110 万世帯をサンプルとして無作為抽出し，インタ
ビューを実施している．調査では所得源や支出の内訳，その所
得を共有している人数など家計に関するそのほかの特性などに
ついて詳細な質問をしている．インタビューのほとんどは各国
統計局のスタッフが実施した．データの対象と質の改善と並ん
で，基本的な手法も改善しており，より良質で包括的な推定値
が得られるようになっている．

データの入手可能性
　1979 年以降，このような調査を実施する国の数，調査の頻度，
データの質などに関しては，著しい増加・改善がある．データセッ
トの数は 1979-81 年のわずか 13 から，97-99 年には 100 と激
増した．1999 年以降，利用可能な調査が 41 件減少しているが，
これはデータの収集時点と分析用に利用可能になる時点のラグ
を反映したもので，データ収集そのものは減少していない．デー
タの対象範囲はあらゆる地域で改善を続けているが，サハラ以
南アフリカ諸国は後れを取っており，データセットが最低 1 つ
でも利用可能なのは 48 カ国中わずか 28 カ国にすぎない．年
別・国別に見たみデータの入手可能性に関する詳細な概況説明
は http://iresearch.worldbank.org/povcalnet で入手可能となっ
ている．

データの質
　貧困の推定と貧困率の比較にかかわる問題はデータの入手可
能性だけにとどまらない．調査データから世帯の生活水準を測
定しようとすると，ほかの問題もいくつか出てくるが，そのな
かにはデータの質に関係するものもある．福祉指標としては所
得と消費のどちらを選択すべきなのかも，問題の 1 つになる．
所得は総じて正確な測定が困難であり，消費のほうが所得より
も生活水準の概念に適している．たとえ生活水準が変化しなく
ても，所得は時とともに変化し得るからだ．しかし，消費デー
タはいつも入手可能とは限らず，その場合には所得データを使
うしかない．そのほかにもまだ問題がある．たとえば，家計調
査における質問票で消費財にかかわる明確な分類数は国ごとに
大きく違うことがある．調査の時期や調査員の質や熟練度はさ
まざまであり，たとえ同じように見える調査でも厳密な比較が
できないことがあろう．
　開発段階が異なる各国間比較でも，非市場財の相対的重要度
が異なるため問題が生じる可能性がある．総消費支出の尺度に
は，物理的に消費される財すべて（開発の遅れた農村経済では
特に重要な自家生産による消費を含む）にかかわる地元の市場
価値を含めるべきである．同様に，非市場財の生産に伴う利益
は所得に含めなければならない．しかし，1980 年以前ほど大問
題ではなくなったものの，非市場財は必ずしも算入されていな
い．最近ではほとんどの調査データに，自家生産に伴う消費や
所得にかかわる評価額が含まれている．にもかかわらず，その
評価方法がまちまちなのである．たとえば，最寄の市場の価格
を使用した調査もあれば，農場出荷価格の平均値を使った調査
もある．
　だれが貧困なのかを決定する福祉指標としては，可能な限り
消費データを使用している．消費データが入手不可能な場合に
は所得調査を用いている．ただし，最近の World Development 
Indicators では所得調査の利用方法に変更がある．これまで平
均世帯所得は国民所得勘定の消費や所得データに一致するよう
調整が行われていた．今回，消費と所得の両データが得られる
調査を行っている 20 カ国以上で，このアプローチを検証して
みると，所得の中央値は消費より高いだけでなく，所得のほう
が分配が不平等であることがわかった．消費に基づく貧困の尺
度を同一調査の所得に基づくものと比較してみると，この 2 つ
の効果は互いにほぼ相殺し合っている．つまり，統計的には有
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意な相違がなかったということである．そこで，最近の World 
Development Indicators では所得データを使って直接に貧困を推
計しており，所得の中央値調整は行っていない．

国際貧困線
　貧困推定の国際比較には概念上と実際上の両方の問題が伴う．
国により貧困の定義が異なるので，整合性のある各国比較は困
難であるだろう．また，富裕国では貧困国よりも採用している
貧困の基準が緩やかなため，その貧困線でも購買力が大きくな
る傾向がある．商品の購買力という意味で生活水準が同じ 2 人
を，一方がたまたま富裕国に住んでいるという理由だけで，異
なった扱いをするのは妥当であろうか？　
　異時点間比較の場合と同じように，各国間で貧困線の実質価
値を一定に保つことができるだろうか？　国際貧困線に基づ
く貧困の測定値はこれを試みたものである．1985 年の国際価
格で測定され，購買力平価（PPP）を使って各国通貨に換算さ
れた通常使用される 1 日 1 ドルの基準が，世界銀行の World 
Development Report 1990: Poverty では採用されたが，低所得国
ではそれが典型的な貧困線だからである．Penn World Tables や
世界銀行の PPP 為替相場が用いられたのは，国際的に取引され
ていない財・サービスの国内価格を考慮に入れているためであ
る．しかし，PPP 相場は貧困の国際比較ではなく，国民所得勘
定の集計値の比較を意図して考案されたものである．したがっ
て，国際貧困線が各国について同じ程度の貧困あるいは困窮状
態を示しているとの保証はない．
　World Development Indicators の初期の版では Penn World 
Table による PPP が使われていた．最近の版では世界銀行が作
成した 1993 年の消費ベースの PPP を使っている．1985 年の
PPP で 1 日 1 ドルに設定された国際貧困線は，93 年の PPP で
1 日約 1.08 ドルに再計算された．より良い物価指数を織り込も
うとして何らかの形で PPP を変更すると，その国の通貨で見た
貧困線は大きく変わってくる可能性がある．
　一国内においても貧困指標の比較には問題がある．たとえば，
生活費は都市部の方が農村部よりも高いのが普通である．一因
としては，食品産物は都市部の方が高い傾向にあることがあげ
られる．したがって，金銭的な貧困線は都市部の方が農村部の
貧困線より高くてしかるべきである．しかし，実際に使用され
ている都市部と農村部の貧困線の差異が，生活費の相違だけを
反映しているのかどうかについては，必ずしも定かではない．
都市部で一般に使われている貧困線が，実質的な価値では，農
村部の貧困線よりも高い（消費に対してより多くの商品の購入
が可能であることを意味する）国もなかにはある．時として，
格差があまりに大きくて，貧困の発生率は都市部のほうが農村
部よりも高く見えることさえある．しかし，実際には，生活費
の相違を調整すると，その逆が正しいこともある．国際比較の
場合と同じく，貧困線の実質価値に相違がある場合，このよう
な都市部と農村部の比較にどれほどの意味があるかは疑問であ
る．
　世界銀行の開発調査グループのスタッフはこのような情報を
すべて総合して，さまざまな国際貧困線以下で暮らす人々の数
に加えて，World Development Indicators に公表されている貧困
や不平等にかかわるほかの指標を計算している．データベース
は新しい調査データが入手可能になるのに対応して毎年改定さ
れており，貧困との戦いの進捗状況に関しては 3 年ごとに大か
がりな評価が実施されている．

自分でする：PovcalNet
最近，この調査チームは PovcalNet というウェブベースの双方
向型計算ツールを開発した．ユーザーは世界銀行の研究者の計
算を模倣して，世界における絶対的な貧困水準を推定すること
ができる．PovcalNet は独立型で，1 次データ源から必要な計算
を実行する信頼性の高い内蔵ソフトで稼動する．この基本ソフ
トもサイトからダウンロード可能で，多様な形式の分配データ

に使える．PovcalNet の主要データベースは家計調査データから
直接計算された分配データで構成されている．以上の両方に関
する詳細な情報もサイトから入手可能となっている．
　分配データからの推定には内挿法を使うことが必要になる．
その方法として選んだのは過去の作業で信頼性が実証されてい
る弾力的な関数型のローレンツ曲線である．ローレンツ曲線は
最貧の個人を起点として，所得人員の累積百分比に対応する支
出ないし所得の累積百分比を図示したものである．PovcalNet が
推定した実証的なローレンツ曲線は家計の規模で加重してある
ので，家計ではなく人口の百分比に基づいている．
　PovcalNet を使うと，ユーザーは違う前提の下でも貧困指標
を算出することができる．例えば，1 日 1 ドル未満に代えて，
ユーザーは，例えば 1.50 ドルとか 3 ドルとかいった異なる貧困
線を指定することもできる．また，違う PPP 率を指定し，推定
値を異なった国の分類法（例えば，国連の国分類ないし平均所
得に基づく分類）で集計したり，特定の主要国についてだけ集
計することもできる．PovcalNet は http://iresearch.worldbank.
org/povcalnet でオンライン入手可能である．

2002 年推定値に関する注
　調査年は，基本データが収集された年を指す．
　農村部・貧困率は，一国の農村部の貧困線以下で生活してい
る農村人口の割合である．
　都市部・貧困率は，一国の都市部の貧困線以下で生活してい
る都市人口の割合である．
　全国・貧困率は，一国の貧困線以下で生活している全人口の
割合である．全国の推定値は下位グループの推定値を家計調査
に基づく人口で加重したものである．
　1 日 1 ドル未満人口および 1 日 2 ドル未満人口は，1993 年の
国際価格で見てそれぞれ 1 日 1.08 ドル未満，および 2.15 ドル
未満で生活している人口の割合である．PPP 為替相場が修正さ
れたため，この貧困率はこれまでの版に掲載されていた個々の
国の貧困率とは比較できない．
　貧困格差は，貧困線以下で，貧困線までの差額（非貧困はゼロ）
にかかわる中央値の貧困線に対する比率である．この指標は貧
困の発生度とともに深刻度を反映している．

表 3．ミレニアム開発目標：貧困の撲滅と生活の向上
　国民の消費ないし所得に占める最貧 5 分位層の割合は，人口
の最貧 20% に帰属する総消費ないし総所得の割合．
　幼児栄養失調の割合は，5 歳未満の子供で，生後 0-59 カ月の
国際的な参考母集団の年齢別体重の中央値を，標準偏差の 2 倍
以上下回っている割合である．1983 年に WHO が採択した参考
母集団は，栄養状態が良いと考えられるアメリカの子供たちを
ベースにしている．子供の栄養失調についての推定値は各国の
調査データに依拠している．過少体重の子供の割合がもっとも
一般的な栄養失調の指標である．たとえ軽度であっても，過少
体重であれば，死亡のリスクが高まり，子供の精神的発育を阻
害するおそれがある．さらに，栄養失調の女子は出生体重が少
ない赤子を生む可能性が高いため，世代を超えて問題を永続化
させる懸念もある．
　初等教育修了率は，初等学校の最終学年を修了した児童の割
合．初等学校の最終学年にいる総児童数から同学年の留年児童
数を控除した人数を，人口のなかで正式な卒業年齢にある児童
総数で除したものである．初等教育の年限は国際標準教育分類

（ISCED）の定義に基づく．その範囲は 3-4 年（非常に少数の国）
から 5-6 年（大多数の国），あるいは 7 年（少数の国）と国によ
り異なる．初等教育修了率はそれらの基本サイクルを反映して
いる．カリキュラムや学校修了基準が国ごとに異なるため，初
等教育修了率の高さは必ずしも児童の学習水準が高いことを意
味しない．
　小中学校就学者の男女比率は，小中学校に就学（グロスベース）
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している女子生徒数の同男子生徒数に対する比率である．
教育における性差別をなくすことが，女性の地位と能力の向上
につながると考えられる．女子の相対的な学校教育アクセス度
を測定するには，この指標では不十分である．2005 年が目標期
限であったため，これが期限切れとなった最初である．各国の
教育当局は，就学データを UNESCO 統計研究所に報告すること
になっている．初等教育は子供たちに，歴史，地理，自然科学，
社会科学，芸術，および音楽といった科目に関する初歩的な理
解力に加えて，読み書き算数に関する基礎的スキルを提供する．
中等教育は初等レベルで始めた基礎教育の提供を完成させ，よ
り専門的な教員がもっと科目ないしスキル指向的な授業を行う
ことによって，生涯にわたる学習と人間開発の基盤を築くこと
を目的にするものである．
　5 歳未満児死亡率は，現在の年齢別死亡率に従えば，新生児
が5歳に到達する以前に死亡する確率である．この確率は1,000
人当たりで表示されている．死亡率データの主な出典としては，
出生・死亡の届け出制度や，サンプル調査または国勢調査に基
づく直接ないし間接の推定値がある．入手可能なあらゆる情報
を透明な形で活用して，5 歳未満児死亡率に関して調和のとれ
た推計値を作成するため，死亡率と死亡時期との関係に加重最
小二乗法による回帰線を当てはめる方法が，UNICEF と世界銀行
によって開発され，採択されている．
　妊産婦死亡率は，出生数 10 万人当たりで見た，妊娠中や分娩
時に妊娠関連の原因で死亡する女性の数である．この値は WHO
と UNICEF が実施した作業に基づくもので，モデル推定値であ
る．この作業では，妊産婦の死亡率は，出生数，助産婦，およ
び HIV 感染率などに関する情報を使った回帰モデルで推計され
る．このような方法では表中のどの国の妊産婦死亡率であれ，
正確な推定値になっているとは期待しがたい．
　医療関係者が介助した分娩は，医療関係者が介助した分娩の
割合である．同医療関係者は妊娠中，分娩中，および産後期の
女性に対して，必要とされる監督，ケア，および助言を提供し，
自ら分娩を介助し，そして新生児を看護する訓練を受けた者で
なければならない．医療関係者が介助した分娩の割合は，妊産
婦に対して十分なケアを提供できる能力が保健制度にあるかど
うかを示す指標になる．産前産後のケアが良ければ，妊産婦の
健康状態が改善し，妊産婦および乳児の死亡が減少する．しか
し，このデータはそのような改善を反映していない懸念がある．
保健情報システムが往々にして未整備で，重要な死亡が過少報
告になっており，そして妊産婦死亡率はそもそも測定がむずか
しいためである．
　HIV 感染率は，15-49 歳人口のうち HIV に感染している人の
割合である．成人の HIV 感染率は各国人口の HIV 感染率を反映
したものである．しかし，感染率が全体的に低くても非常にミ
スリーディングなことがある．最初は特定の地域あるいは人口
グループに集中しているが，もっと広い人口に波及しようとし
ている重大な流行病を隠蔽していることがしばしばである．多
くの途上国では特に女性を中心に若い成人が新たに感染してい
る．HIV 感染率の推定値は，調査や小規模な非典型的グループ
の監視を通じて収集されたデータを外挿したものに基づいてい
る．

表 4．　経済活動
　国内総生産（GDP）は，国内の全居住生産者による購入者価
格での総付加価値に，製品価格に含まれていない税金を加え
て，あらゆる補助金を控除したものである．構造物の減価償却
と天然資源の消耗や劣化などは控除せずに計算されている．付
加価値は産業の総産出額を合計した上で，中間投入額を差し引
いた純産出額である．付加価値の産業分類は国際標準産業分類

（ISIC）第3版に基づく．世界銀行では通常米ドルを使って測定し，
IMF が発表している公定為替相場の平均値を各年に適用してい
る．外国為替や貿易商品の取引に実際に適用されている相場か
ら，公定相場があまりにも大幅に乖離していると判断される場

合には，それに代わる換算係数を適用した．
　国内総生産の年平均増加率は，国内通貨建ての不変価格 GDP
に基づいて算出している．
　農業生産性は，2000 年の不変米ドルで測定した農業付加価値
の農業労働者数に対する比率である．
　付加価値は，ある産業の総産出額を合計した上で，中間投入
額を控除した純産出額である．付加価値の産業分類は国際標準
産業分類（ISIC）第 3 版に基づく．
　農業付加価値，は ISIC 分類 1-5 に対応し，林業と漁業を含む．
　工業付加価値は，鉱業，製造業，建設業，電気，水道，およ
びガスで構成される（ISIC 分類 10-45）．
　サービス業付加価値は，ISIC 分類 50-99 に対応する．
　家計最終消費支出は，家計が購入するあらゆる財・サービス
の市場価額であり，耐久財（自動車，洗濯機，家庭用コンピュー
タなど）も含まれる．住宅の購入は含まないが，持ち家にかか
わる帰属家賃は含まれる．免許や許可を取得するために政府に
対して支払う手数料なども含まれる．この家計消費支出には，
たとえ当該国では家計とは区別されている場合でも，家計にサー
ビスを提供する非営利機関の支出も含まれている．実際には，
家計消費支出には資源の使用と供給との間で生じているあらゆ
る統計上の誤差が含まれることがある．
　一般政府最終支出は，財とサービスの購入（公務員給与も含む）
にかかわる政府のあらゆる経常支出が含まれる．国防や安全保
障にかかわる支出のほとんども含まれるが，政府による固定資
本形成の一部をなす政府の軍事支出は除かれる．
　総固定資本形成は，国内の固定資本の増加にかかわる支出と
在庫品や貴重品の水準にかかわる変化で構成される．固定資産
には土地の改善（柵，溝，排水路など），工場，機械，および設
備などの購入，商工業用建物，事務所，学校，病院，および民
間住宅を初めとする建物，道路，鉄道などの建設が含まれる．
在庫は生産や販売における一時的または予期せぬ変動に備えて，
また，「仕掛品」として，企業が保有している財貨の蓄えである．
1993 年の SNA によると，貴重品の純取得も固定資本形成と考
えられている．
　対外財・サービス収支は，財とサービスの輸出から同輸入を
差し引いたものである．財・サービスの貿易は一国の居住者と
そのほかの全世界との間で，所有権の移転を伴う一般商品，加
工や修理のために送られた財貨，非貨幣用金，およびサービス
などにかかわるすべての取引が含まれている．
　GDP インプリシット・デフレーターは，主たる構成要素であ
る民間最終消費に加えて，政府消費，資本形成，および国際貿
易など，全最終需要項目にかかわる価格の変化を反映したもの
である．これは名目価格 GDP の不変価格 GDP に対する比率と
して算出される．GDP デフレーターは現時点の産出額をウェイ
トとするパーシェ式価格指数として，明示的に算出することも
できる．
　ほとんどの途上国について，国民所得勘定に関する指標は訪
問したり，駐在している世界銀行の使節団を通じて，各国の統
計機関や中央銀行から収集している．高所得経済圏のデータは
OECD のデータファイルに依拠する．

表 5．貿易・援助・金融
　商品輸出は，海外に供給した FOB 建て財価額を米ドルで表示
したものである．
　商品輸入は，海外から購入した CIF 建て財価額（保険と運送
費を含む財価額）を米ドルで表示したものである．商品貿易に
関するデータは WTO の年報に基づく．
　工業品輸出は，標準国際貿易分類（SITC）の大分類 5（化学品），
6（基本製造業品），7（機械・輸送機器），および 8（雑製造業品）
で構成されるが，中分類 68 は除く．
　ハイテク輸出は，R&D 集約度が高い製品の輸出である．航空
宇宙，コンピュータ，薬品，科学器具，および電気機械などが
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含まれる．
　経常収支は，純財・サービス収支，純所得収支，および純経
常移転収支の合計である．
　外国直接投資は，投資家の所在経済圏以外で事業を営んでい
る企業に対して，永続的な経営権（議決権株式の 10％以上）を
取得するための投資にかかわる純流入である．国際収支に示さ
れているように，これは株式資本，収益の再投資，そのほか
の長期・短期の資本の合計である．経常収支，純民間資本流
入，および外国直接投資に関するデータは，IMF の Balance of 
Payments Statistics Yearbook と International Financial Statistics
に依拠している．
　政府開発援助あるいは政府援助については，OECD 加盟の高
所得国からのものが，途上国の公的対外ファイナンスの中心と
なっている．ただし，OECD の開発援助委員会（DAC）のメンバー
でない諸国のなかにも，政府開発援助（ODA）を供与している
重要な援助国がある．DAC は ODA について，公的部門が供与す
るものであること，主要目的が経済開発あるいは福祉の促進に
あること，および譲許的な条件で供与すること（借款について
はグラント・エレメントが 25％以上であること），という 3 つ
を基準に定めている．
　ODA は贈与と返済額を除いた借款とで構成される．これは
DAC が定めた ODA の定義を充足している必要があり，かつ
DAC が定めている被援助国リストのパートⅠに掲載されている
諸国や領域に対するものでなければならない．政府援助は同上
の被援助国リストのパートⅡに掲載されている諸国や領域に対
するもので，贈与と返済額を除いた ODA 類似の借款とで構成さ
れる．二国間贈与は返済が不要な金銭あるいは現物の移転であ
る．二国間借款は政府ないし公的機関が供与するグラント・エ
レメントが 25％以上の借款であり，交換可能通貨あるいは現物
での返済を要するものである．
　対外総債務は，非居住者に対する債務で，外貨，財貨，ある
いはサービスでの返済を要するものである．これは公的長期債
務，公的保証付き長期債務，非保証民間長期債務，IMF 信用，
および短期債務の合計である．短期債務には当初満期が 1 年以
下の全債務と長期債務にかかわる延滞利息が含まれる．
　対外債務の現在価値は，短期対外債務の合計と，公的長期債務，
公的保証付き長期債務，および非保証民間長期債務にかかわる
償還期限までの元利返済金の流れの合計を現在価値に割り引い
たものの総計である．
　対外債務情報に関する主要データ源は，世界銀行融資を受け
ている加盟国が債務国報告制度を通じて世界銀国に提出する報
告である．世界銀行および IMF のファイルからの追加的な情報
も使用されている．途上国の対外債務に関する総括表は，世界
銀行の Global Development Finance に毎年発表されている．
　銀行部門国内信用は，各部門に対するあらゆるグロス・ベー
スの信用を含んでいるが，中央政府に対する信用だけは例外的
にネット・ベースとなっている．銀行部門には通貨当局，預金
通貨銀行，およびデータが入手可能なそのほかの銀行（当座預
金の受け入れは行っていないが，定期預金や普通預金といった
債務は負っている金融機関を含む）が含まれる．そのほかの銀
行としては貯蓄住宅抵当貸付機関や建築貸付組合などがある．
データは IMF の International Financial Statistics に依拠してい
る．
　純移住は，当該期における純移住者の平均，すなわち移入者
数から移出者数を控除したもので，移入国の国籍を有する者と
そうでない者の双方が含まれる．表の数字は 5 年間の推定値で
ある．データは国連人口局の World Population Prospects: The 
2004 Revision に依拠している．

表 6．その他経済圏の主要指標
　「表 1．主要開発指標」に関するテクニカル・ノートを参照．
統計手法

　この項では，最小二乗法による増加率，指数関数的な（エン
ドポイント方式の）増加率，米ドル表示の GNI および 1 人当た
り GNI の推定に使われる換算係数を算出するための，世界銀行
アトラス方式について説明する．

最小二乗法による増加率
　信頼できる計算が可能なくらい十分長期にわたる時系列デー
タがある場合には，最小二乗法による増加率を必ず使っている．
期間中の観察値が半分以上欠落している場合には，この方法に
よる増加率は算出しない．
　最小二乗法による増加率 rは，当該期間の年次変数の対数値
に線形回帰による傾向線を当てはめて推算する．回帰方程式は
次の形となる．

　この式は以下の複利による増加式の対数をとったものに等し
い．

　ここで，Xは変数，tは時間，a = log X0 と b = ln ( 1 + r ) は
推定すべきパラメーターである．b* を bの最小二乗法による推
定値とすれば，年平均増加率 rは [ exp ( b* )‐1 ] で求めること
ができ，これを 100 倍すれば％表示になる．
　このようにして算出された増加率は，当該期間における入手
可能な観察値を代表する平均増加率である．しかし，それは同
期間内の任意の 2 時点間の実際の増加率とは必ずしも一致しな
い．

指数関数的な増加率
　特に労働力や人口など一定の人口動態にかかわるデータにつ
いて，2 時点間の増加率は次の式で算出される．

　ここで，pn と p1 は当該期間の最後と最初の観察値，nは同期
間の年数，ln は自然対数である．この増加率は 2 時点間におけ
る連続的な指数関数モデルに基づいている．時系列中の個々の
数値は考慮されない．また，指数関数的な増加率は次の式で求
められる毎年の変化率にも一致しないことも留意されたい．

世界銀行アトラス方式
　特定業務上の目的で米ドル表示の GNI および 1 人当たり GNI
を算出する際，世界銀行はアトラス換算係数を使用としている．
アトラス換算係数の目的は，国民所得を各国比較する際に為替
相場変動の影響を減らすことにある．ある年のアトラス換算係
数は，当該国の当該年とその前の 2 年間における平均為替相場

（あるいは代替的な換算係数）について，同国のインフレ率と日
本，イギリス，アメリカ，およびユーロ圏のインフレ率格差を
調整したものである．当該国のインフレ率は GDP デフレーター
の変化率で測定する．国際的なインフレ率を代表する日本，イ
ギリス，アメリカ，およびユーロ圏のインフレ率は，SDR デフレー
ターの変化率で測定する（SDR，すなわち特別引出権は IMF の
計算単位）．SDR デフレーターはこれら諸国の SDR 表示による
GDP デフレーターを加重平均したもので，その際のウェイトは
SDR の 1 単位に含まれている各国通貨の量による．このウェイ
トは SDR の構成と各国通貨相互間の為替相場が変化するため，
時期によって異なってくる．SDR デフレーターは最初に SDR 建
てで算出し，次にアトラスの SDR 対米ドル換算係数を使って米
ドル建てに換算される．その後各国の GNI に対してアトラス換
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算係数を適用する．その結果として得られる米ドル表示の GNI
を年央の人口で除して，1 人当たり GNI が算出される．
　公定為替相場が信頼性に欠ける，あるいは当該期間の実際の
為替相場を代表していないと思われる場合，アトラス方式では
代替的な為替相場の推定値が使用される（下式を参照）．
　ある t年のアトラス換算係数の算出は以下のように定式化で
きる．

　また，その t年の米ドル表示による 1 人当たり GNI は次の式
で算出される．

  ここで，et* は t年のアトラス換算係数（各国通貨対米ドル），
et は t年の平均為替相場（各国通貨対米ドル），pt は t年の GDP
デフレーター，p

t
S$ は t 年の米ドル表示の SDR デフレーター，

Yt
$ は t年のアトラス方式による米ドル表示の 1 人当たり GNI，

Yt は t年の名目 GNI（各国通貨建て），Nt は t年の年央の人口で
ある．

代替的な換算係数
　世界銀行は公定為替相場の換算係数としての妥当性を体系的
に評価している．公定為替相場が外国為替の国内取引や貿易財
に実質的に適用されている相場からあまりにも大幅に乖離して
いると判断される場合には，代替的な換算係数が使用される．
このケースに該当する国の数は，World Development Indicators 
2006 の 1 次データ出典表に見るように少ない．代替的な換算係
数は，アトラス方式や主要世界開発指標では単年度だけの換算
係数として用いられている．
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